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令和５年第４回沖縄県議会 ( 定例会 ) 会期日程

月  日 曜日 日             程 備       考

１ 11月28日 火 本 会 議

 (議席の変更)
 (会議録署名議員の指名)
 (常任委員の所属変更の件)
 (会期の決定)
 (決算特別委員長報告、採決)
 (知事提出議案の説明)

 請願・陳情付託

２ 29日 水 議案研究
３ 30日 木 議案研究  代表質問通告締切(正午)
４ 12月1日 金 議案研究  一般質問通告締切(正午)
５ 2日 ㊏ 休　　 会
６ 3日 ㊐ 休　　 会
７ 4日 月 議案研究  請願・陳情提出期限
８ 5日 火 本 会 議  (代表質問)
９ 6日 水 本 会 議  (代表質問)
10 7日 木 本 会 議  (一般質問)
11 8日 金 本 会 議  (一般質問)
12 9日 ㊏ 休　　 会
13 10日 ㊐ 休　　 会
14 11日 月 本 会 議  (一般質問)  請願・陳情付託(常任委員会)

15 12日 火
本 会 議  (一般質問)  議案付託 
委 員 会  (常任委員会、特別委員会)  請願・陳情付託(特別委員会)

16 13日 水 委 員 会  (総務企画委員会、議会運営委員会)

17 14日 木
本 会 議  (補正予算・先議案件委員長報告、採決)
委 員 会  (常任委員会)

18 15日 金 委 員 会  (常任委員会)
19 16日 ㊏ 休　　 会
20 17日 ㊐ 休　　 会
21 18日 月 委 員 会  (常任委員会)
22 19日 火 委 員 会  (特別委員会)
23 20日 水 休　　 会  (予備日)

24 21日 木
議案整理
委 員 会  (議会運営委員会)

25 22日 金 本 会 議  (委員長報告、採決)

※12月14日は、緊急経済対策に係る補正予算が追加提出されたことから、12月13日の議会運営委員会の協議に
基づき、「甲第４号議案」を審議するため特に会議を開いた。

会期25日間 自 令和５年11月28日
至 令和５年12月22日
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開会日に応招した議員

12月５日に応招した議員

赤　嶺　　　昇　議長

照　屋　守　之　副議長

島　袋　恵　祐　議員

喜友名　智　子　議員

國　仲　昌　二　議員

玉　城　健一郎　議員

上　里　善　清　議員

大　城　憲　幸　議員

上　原　　　章　議員

小　渡　良太郎　議員

新　垣　淑　豊　議員

島　尻　忠　明　議員

仲　里　全　孝　議員

上　原　快　佐　議員

瀬　長　美佐雄　議員

次呂久　成　崇　議員

新　垣　光　栄　議員

山　里　将　雄　議員

当　山　勝　利　議員

當　間　盛　夫　議員

金　城　　　勉　議員

新　垣　　　新　議員

下　地　康　教　議員

石　原　朝　子　議員

仲　村　家　治　議員

玉　城　武　光　議員

比　嘉　瑞　己　議員

平　良　昭　一　議員

仲　村　未　央　議員

照　屋　大　河　議員

山　内　末　子　議員

西　銘　啓史郎　議員

座　波　　　一　議員

大　浜　一　郎　議員

呉　屋　　　宏　議員

又　吉　清　義　議員

玉　城　ノブ子　議員

西　銘　純　恵　議員

渡久地　　　修　議員

仲宗根　　　悟　議員

崎　山　嗣　幸　議員

瑞慶覧　　　功　議員

比　嘉　京　子　議員

末　松　文　信　議員

島　袋　　　大　議員

中　川　京　貴　議員

仲　田　弘　毅　議員

花　城　大　輔　議員
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令和５年11月28日

（第１号）

沖縄県議会（定例会）会議録令和５年
第 ４ 回





議　　事　　日　　程　第１号
令和５年11月28日（火曜日）

午前10時開議
第１　議席の変更
第２　会議録署名議員の指名
第３　常任委員の所属変更の件
第４　会期の決定
第５　令和５年第３回議会乙第14号議案及び同乙第15号議案（決算特別委員長報告）
第６　令和５年第３回議会認定第１号から同認定第４号まで（決算特別委員長報告）
第７	 甲第１号議案から甲第３号議案まで、乙第１号議案から乙第20号議案まで及び認定第１号から認定第20

号まで（知事説明）
第８　陳情第153号及び第158号の付託の件
第９　議員派遣の件（高校等出前講座）

	
本日の会議に付した事件

日程第１　議席の変更
日程第２　会議録署名議員の指名
日程第３　常任委員の所属変更の件
日程第４　会期の決定
日程第５　令和５年第３回議会乙第14号議案及び同乙第15号議案

令和５年第３回議会乙第14号議案　令和４年度沖縄県水道事業会計未処分利益剰余金の処分につ･
　　　　　　　　　  いて

令和５年第３回議会乙第15号議案　令和４年度沖縄県工業用水道事業会計未処分利益剰余金の処･
　　　　　　　　　  分について

日程第６　令和５年第３回議会認定第１号から同認定第４号まで
令和５年第３回議会認定第１号　令和４年度沖縄県病院事業会計決算の認定について
令和５年第３回議会認定第２号　令和４年度沖縄県水道事業会計決算の認定について
令和５年第３回議会認定第３号　令和４年度沖縄県工業用水道事業会計決算の認定について
令和５年第３回議会認定第４号　令和４年度沖縄県流域下水道事業会計決算の認定について

日程第７	 甲第１号議案から甲第３号議案まで、乙第１号議案から乙第20号議案まで及び認定第１号から認定
第20号まで
甲第１号議案　令和５年度沖縄県一般会計補正予算（第５号）
甲第２号議案　令和５年度沖縄県中城湾港マリン･タウン特別会計補正予算（第１号）
甲第３号議案　令和５年度沖縄県流域下水道事業会計補正予算（第１号）
乙第１号議案　沖縄県知事及び副知事の給与の特例に関する条例
乙第２号議案　沖縄県職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例
乙第３号議案	 沖縄県知事等の給与及び旅費に関する条例及び沖縄県特別職の秘書の給与及び旅

費に関する条例の一部を改正する条例
乙第４号議案　沖縄県部等設置条例の一部を改正する条例
乙第５号議案　沖縄県道路占用料徴収条例の一部を改正する条例

令 和 ５ 年
第 ４ 回 沖縄県議会（定例会）会議録（第１号）

令和５年11月28日（火曜日）午前10時開会
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乙第６号議案　沖縄県警察職員の定員に関する条例の一部を改正する条例
乙第７号議案　沖縄県水道料金徴収条例の一部を改正する条例
乙第８号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について
乙第９号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について
乙第10号議案　車両損傷事故等に関する和解等について
乙第11号議案　車両損傷事故に関する和解等について
乙第12号議案　部活動中の事故に関する和解等について
乙第13号議案　損害賠償の額の決定について
乙第14号議案　指定管理者の指定について
乙第15号議案　指定管理者の指定について
乙第16号議案　指定管理者の指定について
乙第17号議案　指定管理者の指定について
乙第18号議案　地域水産物供給基盤整備事業の執行に伴う負担金の徴収について
乙第19号議案　当せん金付証票の発売について
乙第20号議案　沖縄県教育委員会委員の任命について
認定第１号　令和４年度沖縄県一般会計決算の認定について
認定第２号　令和４年度沖縄県農業改良資金特別会計決算の認定について
認定第３号　令和４年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計決算の認定について
認定第４号　令和４年度沖縄県中小企業振興資金特別会計決算の認定について
認定第５号　令和４年度沖縄県下地島空港特別会計決算の認定について
認定第６号　令和４年度沖縄県母子父子寡婦福祉資金特別会計決算の認定について
認定第７号　令和４年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計決算の認定について
認定第８号　令和４年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計決算の認定について
認定第９号　令和４年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計決算の認定について
認定第10 号	 令和４年度沖縄県林業・木材産業改善資金特別会計決算の認定について
認定第11 号	 令和４年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定に･

ついて
認定第12 号	 令和４年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計決算の認定について
認定第13 号	 令和４年度沖縄県国際物流拠点産業集積地域那覇地区特別会計決算の認定につい

て
認定第14号	 令和４年度沖縄県産業振興基金特別会計決算の認定について
認定第15 号	 令和４年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計決算の認定について
認定第16 号	 令和４年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計決算の認定について
認定第17 号	 令和４年度沖縄県駐車場事業特別会計決算の認定について
認定第18 号	 令和４年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定

について
認定第19 号	 令和４年度沖縄県公債管理特別会計決算の認定について
認定第20 号	 令和４年度沖縄県国民健康保険事業特別会計決算の認定について

日程第８　陳情第153号及び第158号の付託の件
陳情第153号　米軍無人偵察機の嘉手納基地配備計画への抗議に関する陳情
陳情第158号　旅客船に係る軽油引取税特例措置の延長・恒久化に関する陳情

日程第９　議員派遣の件（高校等出前講座）
	

出　席　議　員（47名）
	 44　番　　赤　嶺　　　昇　議長
	 30　番　　照　屋　守　之　副議長

１　番　　島　袋　恵　祐　議員
２　番　　喜友名　智　子　議員
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	 ３　番　　國　仲　昌　二　議員
	 ４　番　　玉　城　健一郎　議員
	 ５　番　　上　里　善　清　議員
	 ６　番　　大　城　憲　幸　議員
	 ７　番　　上　原　　　章　議員
	 ８　番　　小　渡　良太郎　議員
	 ９　番　　新　垣　淑　豊　議員
	 10　番　　島　尻　忠　明　議員
	 11　番　　仲　里　全　孝　議員
	 12　番　　上　原　快　佐　議員
	 13　番　　瀬　長　美佐雄　議員
	 14　番　　次呂久　成　崇　議員
	 15　番　　新　垣　光　栄　議員
	 16　番　　山　里　将　雄　議員
	 17　番　　当　山　勝　利　議員
	 18　番　　當　間　盛　夫　議員
	 19　番　　金　城　　　勉　議員
	 20　番　　新　垣　　　新　議員
	 21　番　　下　地　康　教　議員
	 22　番　　石　原　朝　子　議員
	 23　番　　仲　村　家　治　議員
	 24　番　　玉　城　武　光　議員

25　番　　比　嘉　瑞　己　議員
26　番　　平　良　昭　一　議員
27　番　　仲　村　未　央　議員
28　番　　照　屋　大　河　議員
29　番　　山　内　末　子　議員
31　番　　西　銘　啓史郎　議員
32　番　　座　波　　　一　議員
33　番　　大　浜　一　郎　議員
34　番　　呉　屋　　　宏　議員
36　番　　又　吉　清　義　議員
37　番　　玉　城　ノブ子　議員
38　番　　西　銘　純　恵　議員
39　番　　渡久地　　　修　議員
40　番　　仲宗根　　　悟　議員
41　番　　崎　山　嗣　幸　議員
42　番　　瑞慶覧　　　功　議員
43　番　　比　嘉　京　子　議員
45　番　　末　松　文　信　議員
46　番　　島　袋　　　大　議員
47　番　　中　川　京　貴　議員
48　番　　仲　田　弘　毅　議員

	
欠　席　議　員（１名） 

	 35　番　　花　城　大　輔　議員
	

説明のため出席した者の職、氏名
玉　城　デニー　　知 事
照　屋　義　実　　副 知 事
池　田　竹　州　　副 知 事
島　袋　芳　敬　　政 策 調 整 監
溜　　　政　仁　　知 事 公 室 長
宮　城　　　力　　総 務 部 長
金　城　　　敦　　企 画 部 長
多良間　一　弘　　環 境 部 長
宮　平　道　子　　子ども生活福祉部長
糸　数　　　公　　保 健 医 療 部 長
前　門　尚　美　　農 林 水 産 部 長
松　永　　　享　　商 工 労 働 部 長

宮　城　嗣　吉　　文化観光スポーツ部長
前　川　智　宏　　土 木 建 築 部 長
松　田　　　了　　企 業 局 長
本　竹　秀　光　　病 院 事 業 局 長
名渡山　晶　子　　会 計 管 理 者
金　城　康　司　　総務部財政統括監
半　嶺　　　満　　教 育 長
當　間　秀　史　　公安委員会委員長
鎌　谷　陽　之　　警 察 本 部 長
村　上　恵　実　　労働委員会公益委員
池　田　　　修　　人事委員会委員長
安慶名　　　均　　代 表 監 査 委 員

	
職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

山　城　貴　子　　議 会 事 務 局 長
前　田　　　敦　　次 長
中　村　　　守　　議 事 課 長
儀　間　俊　江　　課 長 補 佐

宮　城　　　亮　　主 幹
比　嘉　太　一　　主 任
上　原　　　毅　　政務調査課副参事
平　良　典　子　　主 幹
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○赤嶺　昇 議長　ただいまより令和５年第４回沖縄
県議会（定例会）を開会いたします。
　　　――――――――――――――――――
○赤嶺　昇 議長　これより本日の会議を開きます。
　日程に入ります前に報告いたします。
　本日、知事から、お手元に配付いたしました議案
23件及び決算20件並びに今期定例会提出補正予算説
明書、令和４年度沖縄県歳入歳出決算書、令和４年度
基金の運用状況書、令和４年度沖縄県歳入歳出決算審
査意見書及び同沖縄県基金運用状況審査意見書、健全
化判断比率等報告書、令和４年度沖縄県健全化判断比
率審査意見書及び同沖縄県資金不足比率審査意見書、
令和４年度主要施策の成果に関する報告書、令和４年
度沖縄県内部統制評価報告書、令和４年度沖縄県内
部統制評価報告書に係る審査意見書、令和５年10月
末現在の令和５年度一般会計予算執行状況報告書及び
同一般会計繰越予算執行状況報告書の提出がありまし
た。
　次に、これまでに受理いたしました請願１件及び陳
情19件は、お手元に配付の請願及び陳情文書表のと
おりそれぞれ所管の常任委員会及び議会運営委員会に
付託いたしました。
　次に、説明員として出席を求めた藤田広美労働委
員会会長は、所用のため本日、12月５日から８日ま
で、11日及び12日の会議に出席できない旨の届出が
ありましたので、その代理として、本日の会議に村上
恵実労働委員会公益委員、12月５日から８日まで、
11日及び12日の会議に下地誠労働委員会事務局長の
出席を求めました。
　その他の諸報告については、お手元に配付の文書に
より御了承願います。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔諸般の報告　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
○赤嶺　昇 議長　この際、申し上げます。
　去る10月26日の第176回全国都道府県議会議長会
定例総会において、本県議会の仲田弘毅議員、照屋守
之議員、當間盛夫議員及び赤嶺昇議員が在職20年以
上、玉城ノブ子議員、崎山嗣幸議員、西銘純恵議員、
渡久地修議員、瑞慶覧功議員、仲宗根悟議員、中川京
貴議員、照屋大河議員、島袋大議員及び仲村未央議員
が在職15年以上、呉屋宏議員が在職10年以上の自治
功労者として、表彰されました。
　また、本日、在職20年及び在職15年の永年勤続者
については、沖縄県議会議員表彰内規に基づき表彰さ
れることになりました。

　休憩いたします。
　　　午前10時３分休憩
　　　午前10時30分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　日程第１　議席の変更を行います。
　議員の所属会派の異動に伴い、会議規則第４条第３
項の規定により議席の一部をお手元に配付の変更議席
表のとおりそれぞれ変更いたします。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔変更議席表　巻末に掲載〕
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時30分休憩
　　　午前10時32分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　日程第２　会議録署名議員の指名を行います。
　今期定例会の会議録署名議員は、会議規則第121条
の規定により
　　　７番　上　原　　　章　議員　及び
　　　43番　比　嘉　京　子　議員
を指名いたします。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○赤嶺　昇 議長　日程第３　常任委員の所属変更の
件を議題といたします。
　本件については、各派の所属議員数に異動があるた
め、常任委員の各派割当て数を変更する必要がありま
す。
　よって、お諮りいたします。
　委員会条例第４条第２項の規定により経済労働委員
の赤嶺昇議員を土木環境委員に、土木環境委員の金城
勉議員を経済労働委員にそれぞれ委員会の所属を変更
いたしたいと思います。
　これに御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、さよう決定いたしました。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○赤嶺　昇 議長　日程第４　会期の決定を議題とい
たします。
　お諮りいたします。
　今期定例会の会期は、本日から12月22日までの25
日間といたしたいと思います。
　これに御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、会期は、本日から12月22日までの25日間
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と決定いたしました。
　　　――――――――――――――――――
○赤嶺　昇 議長　次の日程に入ります前に、報告い
たします。
　現在、設置しております決算特別委員会につきまし
ては、去る10月10日の議会運営委員会において、知
事から今期定例会に提出されました決算20件の審議
のため、引き続き存続させることで意見の一致を見て
おります。
　よって、お諮りいたします。
　令和５年第３回議会において設置されました決算特
別委員会につきましては、日程第５の議案２件及び日
程第６の決算４件の議決後もなお存続させることに御
異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、さよう決定いたしました。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○赤嶺　昇 議長　この際、日程第５　令和５年第３
回議会乙第14号議案及び同乙第15号議案及び日程第
６　令和５年第３回議会認定第１号から同認定第４号
までを一括議題といたします。
　各議案及び各決算に関し、委員長の報告を求めま
す。
　國仲昌二決算特別委員長。
　　　――――――――――――――――――

〔委員会審査報告書（議決事件及び決算）　　
巻末に掲載〕

　　　――――――――――――――――――
　　　〔國仲昌二　決算特別委員長登壇〕
○國仲昌二 決算特別委員長　ただいま議題となりま
した令和５年第３回議会乙第14号議案及び同乙第15
号議案並びに、令和５年第３回議会認定第１号から同
認定第４号までについて、決算特別委員会における審
査の経過及び結果を一括して御報告申し上げます。
　これらの議案は、令和５年第３回議会において付託
されたもので、委員会におきましては、令和４年度企
業会計予算が議決の趣旨に沿って適正に合理的かつ効
率的に執行されているか、公営企業の運営が常に企業
の経済性を発揮し、本来の目的である公共の福祉を増
進するため健全な運営がなされているかなどについ
て、慎重に審査を行ってまいりました。
　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の
概要等について申し上げます。
　まず、令和５年第３回議会乙第14号議案「令和４
年度沖縄県水道事業会計未処分利益剰余金の処分につ

いて」は、令和４年度決算における未処分利益剰余金
の処分について、地方公営企業法第32条第２項の規
定に基づき、議会の議決を求めるものである。
　主な内容は、剰余金740万1223円について、今後
の企業債償還に充てるため、全額を減債積立金に積み
立てるものであるとの説明がありました。
　次に、令和５年第３回議会乙第15号議案「令和４
年度沖縄県工業用水道事業会計未処分利益剰余金の処
分について」は、令和４年度決算における未処分利益
剰余金の処分について、地方公営企業法第32条第２
項の規定に基づき、議会の議決を求めるものである。
　主な内容は、剰余金1618万9991円について、今後
の建設改良費に充てるため、全額を建設改良積立金に
積み立てるものであるとの説明がありました。
　次に、令和５年第３回議会認定第１号「令和４年度
沖縄県病院事業会計決算の認定について」に関し、監
査委員からの財務事務に関し、不適正な処理が依然と
して多い状況があるとの審査意見に対する今後の改善
策及び総務事務センター設置による事務の集約化の状
況について質疑がありました。
　これに対し、事務職員を中心に財務会計や施設整備
など５つの分野ごとにプロジェクトチームを設置し、
各病院の課題を持ち寄って専門家も交えて改善策を検
討している。今年度からは委託契約により財務に詳し
い公認会計士、弁護士などを常駐させ、課題解決策の
具体化に取り組んでいるところである。
　また、給与事務の効率化や事務処理の適正化を図る
ため、今年４月に病院総務事務センターを設置し、先
行的に北部病院と宮古病院の事務の一部を移管する予
定であり、ほかの県立病院の事務移管も段階的に進
め、令和７年度には全て完了する予定であるとの答弁
がありました。
　次に、未収金増加の要因と対策について質疑があり
ました。
　これに対し、未収金増加の要因としては、新型コロ
ナウイルス感染症患者の増加に伴い、医療費の公費負
担決定前の形上の未収金が多くなっていることや感染
防止の観点から未収金回収のための自宅訪問を控えて
いたことなどによるものである。
　未収金対策としては、メディカルソーシャルワー
カーと未収金担当者との連携による生活保護制度の案
内のほか、分割納付やコンビニ払いなどの納付方法に
ついて案内するなど、個々の状況に応じた対応を行っ
ている。
　また、債権回収の方法として、職員等による督促の
ほか、弁護士事務所に回収業務を委託するなどの取組
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を行っているとの答弁がありました。
　そのほか、新型コロナウイルス感染症入院病床確保
支援事業補助金の過大申請、医師・看護師の確保、働
き方改革の状況及び入院・外来患者数の実績などにつ
いて質疑がありました。
　次に、令和５年第３回議会認定第２号「令和４年度
沖縄県水道事業会計決算の認定について」に関し、令
和４年度と令和３年度の純利益が対前年比で５億円余
り減少となった要因について質疑がありました。
　これに対し、令和３年度から電気料金の高騰が始ま
り、多くの電力を消費している取水ポンプや浄水場の
電気機械設備に係る動力費が増加したことが大きな要
因であるとの答弁がありました。
　次に、監査委員からの安定給水の確保とさらなる経
営基盤の強化に努めるよう要望するとの審査意見に対
する今後の取組について質疑がありました。
　これに対し、地方公営企業の経営の基本原則である
企業性の発揮と公共の福祉の増進を図るため、中長期
計画を策定し、経営基盤の強化に向けた様々な施策目
標を掲げて取り組んでいる。
　具体的には、動力費や薬品費については月次レポー
トを分析してコスト削減を検討するとともに、施設整
備費については設備のスペックダウンや施設の統廃合
の検討を行うなどの取組を着実に推進し、経営基盤の
強化に努めていくとの答弁がありました。
　そのほか、水道料金の値上げ改定、沖縄本島周辺離
島８村の水道広域化に向けた取組及びＰＦＡＳ対策な
どについて質疑がありました。
　次に、令和５年第３回議会認定第３号「令和４年度
沖縄県工業用水道事業会計決算の認定について」に関
し、施設利用率が60％程度で、施設規模に見合った
需要が確保されていないとの審査意見に対する今後の
方針について質疑がありました。
　これに対し、施設利用率は約60％となっている
が、契約水量に基づく契約率は現時点で約85％と
なっている。６つの供給地区のうち、中城湾地区と糸
満工業団地については契約率が100％に達しており、
ほかの４地区については契約率が56％から93％で、
受水事業者を募集しているところであるとの答弁があ
りました。
　次に、令和５年第３回議会認定第４号「令和４年度
沖縄県流域下水道事業会計決算の認定について」に関
し、資本的支出の執行率が前年度より低下した理由に
ついて質疑がありました。
　これに対し、令和４年度の資本的支出は、予算額
98億4017万5401円に対し、決算額が58億5031万

4455円で、執行率は59.5％となっている。
　これに対し令和３年度の執行率は75.8％となって
おり、執行率が低くなった理由については、世界的な
電子部品の不足による納期の遅延等により、翌年度に
予算を38億306万7720円繰越ししたことによるもの
であるとの答弁がありました。
　採決の結果、令和５年第３回議会乙第14号議案及
び同第15号議案の２件は、全会一致をもって可決す
べきものと決定いたしました。
　また、令和５年第３回議会認定第１号から同認定第
４号までの４件は、全会一致をもって認定すべきもの
と決定いたしました。
　以上、委員会における審査の経過及び結果を申し上
げましたが、よろしく御審議のほどをお願い申し上げ
まして報告を終わります。
○赤嶺　昇 議長　これより質疑に入るのであります
が、ただいまのところ通告はありません。
　質疑はありませんか。
　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　質疑なしと認めます。
　これをもって質疑を終結いたします。
　休憩いたします。
　　　午前10時45分休憩
　　　午前10時45分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　これより令和５年第３回議会乙第14号議案及び同
乙第15号議案及び令和５年第３回議会認定第１号か
ら同認定第４号までの採決に入ります。
　議題のうち、まず、令和５年第３回議会乙第14号
議案及び同乙第15号議案の２件を一括して採決いた
します。
　お諮りいたします。
　ただいまの議案２件は、委員長の報告のとおり決す
ることに御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、令和５年第３回議会乙第14号議案及び同
乙第15号議案は、委員長の報告のとおり可決されま
した。
　　　――――――――――――――――――
○赤嶺　昇 議長　次に、令和５年第３回議会認定第
１号から同認定第４号までの４件を一括して採決いた
します。
　お諮りいたします。
　ただいまの決算４件は、委員長の報告のとおり認定
することに御異議ありませんか。
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　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、令和５年第３回議会認定第１号から同認定
第４号までは、委員長の報告のとおり認定されまし
た。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○赤嶺　昇 議長　日程第７　甲第１号議案から甲第
３号議案まで、乙第１号議案から乙第20号議案まで
及び認定第１号から認定第20号までを議題といたし
ます。
　知事から提案理由の説明を求めます。
　玉城知事。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔知事提出議案　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
　　　〔玉城デニー　知事登壇〕
○玉城デニー 知事　ハイサイ　グスーヨ－　チュー
ウガナビラ。
　皆様、おはようございます。
　まず、沖縄県議会議員永年勤続表彰並びに自治功労
表彰を受けられた議員の皆様、誠におめでとうござい
ます。御身御自愛の上、意気軒高、ますますの御活躍
を御期待申し上げます。
　では、令和５年第４回沖縄県議会（定例会）の開会
に当たり、提出いたしました議案の概要及び提案理由
を御説明申し上げます。
　今回提出いたしました議案は、予算議案３件、条例
議案７件、議決議案12件、同意議案１件、認定議案
20件の合計43件であります。
　まず初めに、予算議案について、御説明申し上げま
す。
　甲第１号議案「令和５年度沖縄県一般会計補正予
算（第５号）」は、当初予算成立後の事情変更によ
り緊急に予算計上が必要な経費として、78億9937万
7000円を計上するものであります。
　甲第２号議案「令和５年度沖縄県中城湾港マリン・
タウン特別会計補正予算（第１号）」は、債務負担行
為の補正として、与那原マリーナの次期指定管理期間
の指定管理料について追加補正するものであります。
　甲第３号議案「令和５年度沖縄県流域下水道事業会
計補正予算（第１号）」は、宜野湾浄化センターの既
存施設の老朽化や流入汚水量の増加に対応するため、
施設を改築、増設する必要があることから債務負担行
為の限度額変更を行うものであります。
　次に、乙第１号議案から乙第７号議案までの条例議
案７件のうち、主なものを御説明申し上げます。

　乙第１号議案「沖縄県知事及び副知事の給与の特例
に関する条例」は、不適正な会計処理の事案等が重ね
て発生したことにより公務に対する県民の信頼を損ね
たことに鑑み、令和６年１月１日から同年３月31日
までの間において、知事及び副知事の給与を減額して
支給する措置を講ずる必要があることから、新たに条
例を制定するものであります。
　乙第２号議案「沖縄県職員の給与に関する条例等の
一部を改正する条例」は、人事委員会の給与勧告等を
考慮し、県の職員及び県費負担教職員の給与を改める
必要があることから、条例を改正するものでありま
す。
　乙第４号議案「沖縄県部等設置条例の一部を改正す
る条例」は、新・沖縄21世紀ビジョン基本計画を着
実に実施するため、こども未来部を新たに設置すると
ともに、知事公室、子ども生活福祉部及び保健医療部
を再編する等の必要があることから、条例を改正する
ものであります。
　乙第７号議案「沖縄県水道料金徴収条例の一部を改
正する条例」は、水道事業の円滑な運営を図るため、
水道料金の額の適正化を図る等の必要があることか
ら、条例を改正するものであります。
　次に、乙第８号議案から乙第19号議案までの議決
議案12件は、工事請負契約の議決内容の一部変更、
事故等に関する和解及び損害賠償の額の決定、公の施
設に係る指定管理者の指定などについて、議会の議決
を求めるものであります。
　次に、乙第20号議案「沖縄県教育委員会委員の任
命について」は、教育委員会委員の任期満了に伴い、
その後任を任命するため、議会の同意を求めるもので
あります。
　最後に、認定第１号から認定第20号までの議案に
ついては、地方自治法の規定により、令和４年度の一
般会計及び特別会計の決算について、議会の認定に付
すものであります。
　以上、提出いたしました議案について、その概要及
び提案の理由を御説明申し上げました。
　慎重なる御審議の上、議決を賜りますようよろしく
お願いいたします。
　ユタサルグトゥ　ウニゲーサビラ。ニフェーデービ
ル。ありがとうございます。
○赤嶺　昇 議長　知事の提案理由の説明は終わりま
した。
　ただいま議題となっております議案中、職員に適用
される基準の実施、その他職員に関する事項について
必要な規定を定める条例については、地方公務員法第

‒ 19 ‒



５条第２項の規定により人事委員会の意見を聞く必要
がありますので、この際、意見を求めます。
　人事委員会委員長。
　　　〔池田　修　人事委員会委員長登壇〕
○池田　修 人事委員会委員長　皆さん、おはようご
ざいます。
　人事委員会委員長の池田修でございます。よろしく
お願いいたします。
　ただいま議長より、地方公務員法の規定に基づき人
事委員会の意見を求められましたので、当委員会の意
見を申し述べます。
　乙第２号議案「沖縄県職員の給与に関する条例等の
一部を改正する条例」につきましては、去る10月13
日に当委員会が行った職員の給与に関する報告及び勧
告の趣旨を踏まえ、職員の給与について所要の改正を
行うものとなっており、適当であると考えておりま
す。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　人事委員会委員長の意見の開陳は
終わりました。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○赤嶺　昇 議長　日程第８　陳情第153号及び第
158号の付託の件を議題といたします。
　お諮りいたします。
　ただいまの陳情２件のうち、陳情第153号について
は米軍基地関係特別委員会に、第158号については新
沖縄振興・公共交通ネットワーク特別委員会にそれぞ
れ付託の上、審査することにいたしたいと思います。
　これに御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、さよう決定いたしました。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○赤嶺　昇 議長　日程第９　議員派遣の件を議題と
いたします。

　　　――――――――――――――――――
　　　〔議員派遣の件　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
○赤嶺　昇 議長　お諮りいたします。
　本件は、お手元に配付の「議員派遣の件」のとおり
議員を高校等出前講座へ派遣することに御異議ありま
せんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、さよう決定いたしました。
　　　――――――――――――――――――
○赤嶺　昇 議長　次に、お諮りいたします。
  ただいま可決されました議員派遣の内容に今後変更
を要するときは、その取扱いを議長に一任することに
御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、さよう決定いたしました。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○赤嶺　昇 議長　この際、お諮りいたします。
　議案研究のため、明11月29日から12月４日までの
６日間休会といたしたいと思います。
　これに御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、明11月29日から12月４日までの６日間休
会とすることに決定いたしました。
　　　――――――――――――――――――
○赤嶺　昇 議長　以上をもって本日の日程は全部終
了いたしました。
　次会は、12月５日定刻より会議を開きます。
　議事日程は、追って通知いたします。
　本日は、これをもって散会いたします。
　　　午前10時55分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

議　　　　　長	 赤　　嶺　　　　　昇

会議録署名議員	 上　　原　　　　　章

会議録署名議員	 比　　嘉　　京　　子
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令和５年12月５日

（第２号）

沖縄県議会（定例会）会議録令和５年
第 ４ 回





議　　事　　日　　程　第２号
令和５年12月５日（火曜日）

午前10時開議
第１　代表質問

	
本日の会議に付した事件

日程第１　代表質問
	

出　席　議　員（48名）
	 44　番　　赤　嶺　　　昇　議長
	 30　番　　照　屋　守　之　副議長
	 １　番　　島　袋　恵　祐　議員
	 ２　番　　喜友名　智　子　議員
	 ３　番　　國　仲　昌　二　議員
	 ４　番　　玉　城　健一郎　議員
	 ５　番　　上　里　善　清　議員
	 ６　番　　大　城　憲　幸　議員
	 ７　番　　上　原　　　章　議員
	 ８　番　　小　渡　良太郎　議員
	 ９　番　　新　垣　淑　豊　議員
	 10　番　　島　尻　忠　明　議員
	 11　番　　仲　里　全　孝　議員
	 12　番　　上　原　快　佐　議員
	 13　番　　瀬　長　美佐雄　議員
	 14　番　　次呂久　成　崇　議員
	 15　番　　新　垣　光　栄　議員
	 16　番　　山　里　将　雄　議員
	 17　番　　当　山　勝　利　議員
	 18　番　　當　間　盛　夫　議員
	 19　番　　金　城　　　勉　議員
	 20　番　　新　垣　　　新　議員
	 21　番　　下　地　康　教　議員
	 22　番　　石　原　朝　子　議員

23　番　　仲　村　家　治　議員
24　番　　玉　城　武　光　議員
25　番　　比　嘉　瑞　己　議員
26　番　　平　良　昭　一　議員
27　番　　仲　村　未　央　議員
28　番　　照　屋　大　河　議員
29　番　　山　内　末　子　議員
31　番　　西　銘　啓史郎　議員
32　番　　座　波　　　一　議員
33　番　　大　浜　一　郎　議員
34　番　　呉　屋　　　宏　議員
35　番　　花　城　大　輔　議員
36　番　　又　吉　清　義　議員
37　番　　玉　城　ノブ子　議員
38　番　　西　銘　純　恵　議員
39　番　　渡久地　　　修　議員
40　番　　仲宗根　　　悟　議員
41　番　　崎　山　嗣　幸　議員
42　番　　瑞慶覧　　　功　議員
43　番　　比　嘉　京　子　議員
45　番　　末　松　文　信　議員
46　番　　島　袋　　　大　議員
47　番　　中　川　京　貴　議員
48　番　　仲　田　弘　毅　議員

	
説明のため出席した者の職、氏名

玉　城　デニー　　知 事
照　屋　義　実　　副 知 事
池　田　竹　州　　副 知 事
島　袋　芳　敬　　政 策 調 整 監
溜　　　政　仁　　知 事 公 室 長

宮　城　　　力　　総 務 部 長
金　城　　　敦　　企 画 部 長
多良間　一　弘　　環 境 部 長
宮　平　道　子　　子ども生活福祉部長
糸　数　　　公　　保 健 医 療 部 長
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前　門　尚　美　　農 林 水 産 部 長
松　永　　　享　　商 工 労 働 部 長
宮　城　嗣　吉　　文化観光スポーツ部長
前　川　智　宏　　土 木 建 築 部 長
松　田　　　了　　企 業 局 長
本　竹　秀　光　　病 院 事 業 局 長
名渡山　晶　子　　会 計 管 理 者

金　城　康　司　　総務部財政統括監
半　嶺　　　満　　教 育 長
鎌　谷　陽　之　　警 察 本 部 長
下　地　　　誠　　労働委員会事務局長
茂　太　　　強　　人事委員会事務局長
安慶名　　　均　　代 表 監 査 委 員　　　 

	
職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

山　城　貴　子　　議 会 事 務 局 長
前　田　　　敦　　次 長
中　村　　　守　　議 事 課 長

儀　間　俊　江　　課 長 補 佐
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比　嘉　太　一　　主 任

	
○赤嶺　昇 議長　これより本日の会議を開きます。
　日程に入ります前に報告いたします。
　説明員として出席を求めた池田修人事委員会委員長
は、所用のため本日から８日まで、11日及び12日の
会議に出席できない旨の届出がありましたので、その
代理として、茂太強人事委員会事務局長の出席を求め
ました。
　この際、念のため申し上げます。
　本日から８日まで、11日及び12日の６日間にわ
たって行われます代表質問並びに一般質問及び議案に
対する質疑につきましては、議会運営委員会において
決定されました質問要綱に従って行うことにいたしま
す。
　　　――――――――――――――――――
○赤嶺　昇 議長　日程第１　代表質問を行います。
　質問の通告がありますので、順次発言を許します。
　中川京貴議員。
　　　〔中川京貴　議員登壇〕
○中川　京貴 議員　皆さん、おはようございます。
　沖縄・自民党会派の中川京貴でございます。
　代表質問に入ります前に、一言所見を申し上げま
す。
　11月29日午後２時40分頃、鹿児島県屋久島の東
側の沖合において、アメリカ空軍横田基地所属のＣ
Ｖ22オスプレイが墜落するという事故が発生しまし
た。乗員１名が死亡、残る７名がいまだに行方不明と
のことでありましたが、今朝の新聞報道では、海中に
５遺体、２人収容とのマスコミ発表がありました。誠
に痛ましい事故であります。政府側からは、米軍に対
しオスプレイの一時飛行停止を正式に要請し、また、
自衛隊においても運用を一時停止する措置が取られま
したが、国民の安全・安心を守り、不安が払拭される
までは当然の措置であります。亡くなられた隊員の御

冥福と御遺族の方々にお悔やみを申し上げたいと思い
ます。
　それでは、沖縄・自民党会派を代表いたしまして、
代表質問を行います。
　１、知事の政治姿勢について。
　(1)、	令和６年度沖縄振興予算、税制改正につい
て。
　ア、令和６年度沖縄振興予算の満額確保に向けて、
どのような取組を行ってきたか伺いたい。
　イ、国庫要請については市長会が単独で行動してい
るが、県知事としてどのように受け止めているのか伺
う。
　ウ、次年度市町村配分額については、どのような方
針をもって臨んでいるのか伺う。
　エ、本年度末で期限切れとなる沖縄振興税制につい
ては大変厳しい状況にあるとの報道があるが、知事の
認識を伺う。
　(2)、	今後の沖縄振興策について。
　ア、玉城知事は、ロールモデルとしての沖縄振興が
重要と、先日の沖縄振興審議会で発言しているが、明
確な意味が伝わらない。分かりやすい説明を心がけて
いただきたく、その内容を伺う。
　イ、来年度以降、国としては沖縄振興特別措置法に
規定される５年目の見直しに向けて、検証作業を進め
るとしているが、県はどのような対応をする考えか伺
う。
　ウ、県は、沖縄の振興発展に係る構造的な問題とし
て何が残っていくと考えているのか伺う。
　(3)、	復帰50周年事業の実施状況について。
　ア、各種事業が行われたと聞いているが、事業の成
果及び効果等、全体的な総括について伺う。
　イ、知事は、復帰50年をどのように受け止めてい
るのか伺う。

‒ 24 ‒



　(4)、	万国津梁会議の開催状況について。
　ア、本年度時点において、万国津梁会議は幾つ設置
されており、運営に資する予算はどの程度措置されて
いるのか伺う。
　イ、同会議における提言や報告書が、県政運営にど
のように役立てられているのか伺う。
　(5)、	地方創生臨時交付金について、せんだっての
議会でも我が会派から質問したが、改めてその活用状
況、不用の状況、未執行に係る返還分などについて伺
う。
　(6)、	普天間飛行場代替施設建設事業に係る今後の
対応について。
　ア、度重なる訴訟を展開してきた挙げ句、日本国憲
法が定める司法秩序にすら従わないという態度は、地
方自治体の長としてあるまじき対応ではないか、政治
家玉城デニーとしての責任をどのように考えているの
か伺う。
　イ、西側の既埋立部分については、翁長前知事が最
高裁判決を受け入れて承認したことで工事が99％進
捗しているが、このことについて玉城知事はどう認識
しているのか伺う。
　(7)、	嘉手納飛行場以南の米軍施設・区域の統合計
画の進捗状況について伺う。
　(8)、	北朝鮮による拉致問題については長年の課題
となっている。この問題に対して、地域外交、人権尊
重をうたう玉城知事はどのような考えをもって臨むつ
もりなのか伺う。
　２、離島振興について。
　(1)、	離島の無電柱化推進について、今般策定され
た新たな経済対策に盛り込まれたところだが、県とし
てどのように対応していく考えか伺う。
　(2)、	離島におけるＤＸの推進について、離島の地
理的不利性を有利性に転換する好機と捉えるべきだと
考えるが、通信インフラ整備の進捗も併せて取組状況
を伺う。
　(3)、	広域的な廃棄物処理体制の構築については、
県の離島振興計画等によれば説明会開催を進めるとし
ているが、それ以外の取組を行う考えはないのか伺
う。
　(4)、	水道料金の引上げについての議案が今議会で
提案されたところであるが、これに関連して離島地域
を含む水道広域化の現状と課題について伺う。
　(5)、	小規模離島にとって航空路線の維持は死活問
題であり、このたび粟国村との路線については国庫補
助かさ上げの可能性の道が開かれたようであるが、知
事の認識について伺う。

　(6)、	伊是名・伊平屋地域の振興について。
　ア、両島間の架橋事業の検討状況について伺う。
　イ、伊平屋空港建設事業の進捗状況について伺う。
　ウ、県として、両島の振興が沖縄振興にどのように
つながっていくと考えているのか伺う。
　(7)、	先島地域からの住民避難については政府が九
州各県に受入れの要請を行っているところであるが、
当事者である沖縄県の対応が見えてこない。離島住民
の生命、身体、財産を守ることは沖縄県知事として至
上命題であるが、どう取り組んでいく考えなのか伺
う。
　３、農林水産行政について。
　(1)、	畜産担い手育成総合整備事業については、草
地面積要件のハードルが高く、特に離島地域において
の活用が難しい状況があると聞いているが、狭小な地
域である沖縄の地域特性に鑑み、要件緩和について国
へ要望要請を行うべきではないか、県の考えを伺う。
　(2)、	ＡＬＰＳ処理水については、モニタリングの
結果も見る限り、海洋放出による環境影響や水産品へ
の影響、人体への被害などは問題にならないレベルで
あることが明らかである中、中国政府は我が国からの
水産品の輸入停止措置を取っている。本県水産品につ
いてもその経済的打撃は少なからずあると思うが、ど
のような状況となっているのか伺う。
　(3)、	若年者の就農について、人手不足が続く中
で、どのような取組を県として実施しているのか伺
う。
　(4)、	荒廃農地対策について、限られた土地の有効
利用という観点から、国は農地転用について手続簡素
化に向けての動きを見せているが、県内の状況につい
て伺う。
　(5)、	全国では熊やイノシシ等による農林水産物被
害を超えて、人命への影響も出てきているところであ
るが、沖縄ではカラスやハブ等による被害が多い状況
にある。有害鳥獣被害防止対策について県の対策状況
に加え、さらにこういった全国の状況について連携を
どう図っていく考えか伺う。
　(6)、	製糖工場老朽化対策については喫緊の課題で
あるが、次年度予算における対応等について伺う。
　(7)、	鳥インフルエンザや豚熱対策について、流行
時期を控え、県としてどのような対策を講じていく考
えか伺う。
　４、国土強靱化、防災・減災について。
　(1)、	台風６号被害の状況について。
　ア、今議会に災害復旧事業関連の追加予算が計上さ
れているが、台風６号被害との関係について伺う。
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　イ、災害が激甚化する中では、単なる原状回復にと
どまらずまさに強靱化に資する改良復旧を行っていく
べきと考えるが、県事業において改良復旧を円滑に進
めるために、どのような取組を行っているのか伺う。
　ウ、無電柱化の取組については、整備計画の実施率
が全国一という答弁がさきの議会であったが、そもそ
も整備計画の策定自体が遅れている状況が根本的な課
題ではないのか、当局の見解を伺う。
　(2)、	防衛力整備に資する公共インフラ整備につい
ては、空港・港湾の整備について政府が調整を進めて
いると聞いているが、県として市町村や内閣府総合事
務局との連携を含めて、対応をどのように図っていく
考えか伺う。
　(3)、	西海岸道路の整備について、進捗状況を伺
う。
　(4)、	鉄軌道の整備について。
　ア、いまだに可能性調査や機運醸成などの入り口論
にとどまっているが、知事は本気で整備する必要があ
ると考えているのか、意気込みを伺う。
　イ、一部路線を地下化する計画も持っているようだ
が、災害時等の避難場所としての機能を付加する考え
があるのかどうか伺う。
　(5)、	国境を守るための総合的な沿岸域の管理につ
いて、度重なる台風被害による海岸線の浸食を食い止
めるべく、海岸保全の取組を各管理者が連携して、縦
割りを打破して行っていくべきだと考えるが、取組状
況について伺う。
　５、人材育成・教育行政について。
　(1)、	政策シンクタンクの状況について。
　ア、県内に所在するシンクタンクはどの程度あるの
か伺う。
　イ、県発注調査研究事業については、県内シンクタ
ンクが単独で受注している件数はどの程度あるのか、
その状況を伺う。
　(2)、	金融経済教育について、先日県内でシンポジ
ウムが開催され、照屋副知事もパネリストで参画した
ようであるが、その重要性、意義と今後の取組につい
てどのような認識を持っているのか伺う。
　(3)、	我が国における理系人材の育成については、
国際競争力を確保する上で大変重要な課題であるが、
他国と比べて人口当たりの学部定員数が大きな後れを
取っていると聞いている。沖縄県内にはＯＩＳＴや国
立高専、琉球大学などの高等教育機関があるが、輩出
した理系人材をいかに確保する土壌を養成するかが核
心であると考えるが、産業・雇用政策の観点からどの
ような取組を行っているのか伺う。

　(4)、	2034年に国民スポーツ大会を誘致する沖縄
県にあって、子供たちの部活動に係る県外渡航費用に
ついては、特に離島生徒・児童の活躍に際して大きな
負担となっている。ふるさと納税を活用する自治体も
出てきている中で、ガバメントクラウドファンディン
グの活用など、財源措置を含めてどう支援をしていく
考えか伺う。
　(5)、	学生寄宿舎の整備拡充について。
　ア、離島児童生徒支援センターの現在の定員充足の
状況について伺う。
　イ、名護市県立高等学校北部合同寄宿舎であるさく
ら寮について、北部市町村長から知事、県議会へ補助
金の拡充などの要請が行われたが、どのように対応す
る考えか伺う。
　(6)、	教職員のメンタルヘルス対策のため、県教育
庁は本年度、働き方改革推進課を設置したところであ
るが、具体的な取組状況と効果について伺う。
　(7)、	給食費無償化に係る検討状況について。
　ア、知事公約として位置づけた取組であるが、進捗
状況について伺う。
　イ、国のこども未来戦略方針での位置づけと、これ
に基づく現下の取組状況について伺う。
　(8)、県内のこども医療費助成・無償化の取組状況
について伺う。
　答弁を聞いて再質問を行いたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
　　　〔玉城デニー　知事登壇〕
○玉城デニー 知事　ハイサイ　グスーヨー　チュー
ウガナビラ。
　皆様、おはようございます。
　それでは、答弁をさせていただきます。
　中川京貴議員の御質問にお答えいたします。
　まず、知事の政治姿勢についての御質問の中の１の
(2)のア、ロールモデルとしての沖縄振興についてお
答えいたします。
　沖縄県としては、沖縄振興策を総合的・積極的に推
進することにより、本県が有する地理的特性、歴史
的・文化的特性、海洋島嶼性等の地域特性を十分に生
かし、発展可能性を引き出していくことは、本県の振
興・発展にとどまらず、我が国全体の発展につながる
など、重要な意義を持つものと考えております。具体
的な方向性としては、世界に誇れる島嶼型環境モデル
地域の形成、世界から選ばれる持続可能な観光地の形
成と沖縄観光の変革、誰もが安心して子育てができる
環境づくり、離島・過疎地域における安全・安心の確
保と魅力ある生活環境の創出などが挙げられ、新・沖
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縄21世紀ビジョン基本計画において推進することと
しております。
　次に１の(3)のイ、復帰50年の受け止めについてお
答えいたします。
　昨年、沖縄県が本土への復帰を果たしてから、50
年の節目を迎えました。戦後、苦難の歴史とも言える
米軍統治下において、県民は、筆舌に尽くし難い苦労
を重ね、民主主義を求め、平和で心豊かに暮らせる島
を実現するため、悲願の本土復帰を成し遂げました。
復帰後、５次にわたる振興計画等に基づき、社会資本
整備や各種振興施策が講じられ、様々な成果を上げて
きた一方で、１人当たり県民所得は全国の約７割程度
で、自立型経済の構築は、なお道半ばにあるなど、依
然として多くの課題が残されております。私は、平和
を希求する先人たちの思いを引き継ぎ、未来を生きる
子や孫たちに、よりよい未来を創造するため、復帰
50年の節目に策定した、平和で豊かな沖縄の実現に
向けた新たな建議書に込められた全ての願いがかなえ
られるよう全力で取り組むとともに、新・沖縄21世
紀ビジョン基本計画に基づく各種施策を着実に推進
し、県民が真に幸福を実感できる平和で豊かな沖縄の
実現を目指してまいります。
　次に１の(6)のア、普天間飛行場代替施設建設事業
に係る知事の政治家としての責任についてお答えいた
します。
　辺野古新基地建設に関し、これまで国と沖縄県との
間で生じた訴訟において、最高裁判所は、沖縄県が主
張した公有水面埋立法の承認要件の不充足性について
何らの判断も示さず沖縄県の訴えを退けたほか、地方
公共団体が自ら責任を持って行った処分を国が裁決で
取り消すことができる一方で、地方自治法など現行の
法制度には国の裁決の適法性を争うことを認める規定
がなく、沖縄県は取消訴訟を提起する適格を有しない
と判断しております。また、埋立変更不承認処分に係
る国の代執行は、地方公共団体の処分権限を国が奪う
という地方自治に対する最終的な介入手段であって、
沖縄県の自主性及び自立性を侵害し、辺野古新基地建
設に反対する多くの県民の民意をないがしろにするも
のであります。
　私は、引き続き、政府との対話による解決や全国知
事会等と連携した働きかけによる国の裁定的関与の見
直しなど、辺野古新基地建設問題の解決に向けて責任
を持って全力で取り組んでまいります。
　その他の質問につきましては、部局長から答弁させ
ていただきます。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。

　　　〔宮城　力　総務部長登壇〕
○宮城　力 総務部長　１、知事の政治姿勢について
の(1)のア、令和６年度沖縄振興予算の確保に向けた
取組についてお答えいたします。
　県においては、８月末の概算要求を踏まえ、自見沖
縄担当大臣が９月28日に来県された際や、11月７日
から９日にかけて町村会と連携しながら、自見大臣を
はじめとする関係要路へ要請を行ってまいりました。
国の総合経済対策に係る補正予算において、沖縄振興
関連で公共投資交付金約39億円を含めた総額329億
円が措置されたところです。引き続き、内閣府沖縄担
当部局をはじめ関係機関との連携を密にし、沖縄振興
予算の所要額が確保されるよう、あらゆる機会を捉え
て要望してまいります。
　同じく１の(1)のイ、市長会の国庫要請についてお
答えいたします。
　国庫要請に当たり、令和２年度までは、沖縄県、沖
縄県市長会及び沖縄県町村会がそれぞれ要請書を作成
し、合同で要請を行ってきましたが、令和３年８月の
国庫要請からは、県と市町村の共通の要望であること
をより明確にするため、連名による要請書に変更いた
しました。今回の市長会の要請行動については、市長
会の御判断として受け止めているところです。
　県としては、引き続きあらゆる機会を捉え、市町村
との共通の思いである沖縄振興予算、とりわけ沖縄振
興一括交付金の増額確保に向けて取り組みたいと考え
ております。
　同じく１の(1)のウのうち、令和６年度ハード交付
金の市町村配分についてお答えいたします。
　沖縄振興公共投資交付金、いわゆるハード交付金に
ついては、減額が続いてきたことから、事業の進捗に
遅れが生じ、地域の発展等に影響が出ているものと認
識しております。内閣府の令和６年度ハード交付金の
概算要求額は、令和５年度当初予算より増額となって
おります。令和６年度ハード交付金の県と市町村との
配分に当たっては、市町村事業の進捗への影響を小さ
くするよう、今後決定される政府予算案を踏まえ、
ハード交付金が増額する場合は、増額分全額を市町村
事業へ配分したいと考えております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
　　　〔金城　敦　企画部長登壇〕
○金城　敦 企画部長　１、知事の政治姿勢について
の(1)のウ、令和６年度ソフト交付金の市町村配分に
ついてお答えいたします。
　いわゆるソフト交付金の市町村配分額については、
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全市町村へのアンケートの実施や市町村の代表者等で
構成される作業部会における協議を経て、県知事と全
市町村長で構成される沖縄振興会議で協議の上、決定
しております。令和６年度配分額についても、市町村
と十分な協議を重ねた上で、沖縄振興会議において決
定されるよう調整してまいります。
　同じく１の(1)のエ、沖縄振興税制改正の状況につ
いてお答えいたします。
　県では、11月に沖縄型特定免税店制度、沖縄発電
用特定石炭等に係る石油石炭税の免除、沖縄電力の償
却資産に係る特例措置、揮発油税等の軽減措置の延長
等について、関係要路への再度の要請を行いました。
その際、自見沖縄担当大臣から、揮発油税等の軽減措
置については、財務省との折衝が厳しい状況であるも
のの、離島への配慮、中小企業の声を受け、特別に重
要と認識しており、しっかり務めを果たしていきたい
との発言があり、県としても厳しい状況にあると認識
しております。
　県としては、揮発油税等の軽減措置の延長の実現に
向け、引き続き各政党や県内経済団体とも連携し取り
組んでまいりたいと考えております。
　同じく１の(2)のイ、５年以内の見直しに向けた対
応についてお答えいたします。
　県では、３年ごとに策定する新・沖縄21世紀ビ
ジョン実施計画や毎年度実施するＰＤＣＡ等を活用し
た計画の検証を行い、沖縄振興特別措置法施行５年以
内に必要に応じて計画の改定等を行ってまいりたいと
考えております。そのため、国が示した令和８年度中
の検証結果の取りまとめに向け、国との連携を図りな
がら令和７年度中には県の検証結果を取りまとめるよ
う作業を進めることとしております。
　同じく１の(2)のウ、振興発展に係る構造的な問題
についてお答えいたします。
　県では、これまでの沖縄振興計画等の推進により着
実に成果を上げてまいりました。その一方で、我が国
唯一の島嶼県として、遠隔性、散在性等による生活面
での条件不利性のほか、経済面における規模の不経済
性、市場の狭小性、資源の乏しさ等の構造的な不利性
が指摘されております。また、本土復帰後50年以上
を経た現在もなお存在する広大な米軍基地は、本県の
振興発展の大きな制約となっております。そのため、
ＤＸを積極的に推進するとともに、国内の大都市から
の遠隔性についても、成長著しいアジアへの我が国の
結節点として優位性に転化するほか、駐留軍用地跡地
の有効利用により本県の潜在力を最大限に引き出すよ
う取り組んでまいります。

　同じく１の(3)のア、復帰50周年事業についてお答
えいたします。
　県では、昨年の復帰50年の節目において、復帰50
周年記念式典や第７回世界のウチナーンチュ大会、美
ら島おきなわ文化祭2022など、42の記念事業を実施
し、その決算額は約29億3000万円となっています。
これらを通して、復帰から今日までの歴史を振り返り
先人たちの苦労と知恵に学ぶとともに、沖縄の自然や
文化等の魅力を県民の皆様と共有できたほか、国内外
に向けて、沖縄のこれまでの発展の歩みや将来の可能
性を発信することができたものと考えております。
　同じく１の(5)、地方創生臨時交付金の活用状況に
ついてお答えいたします。
　令和５年８月までに、国へ実績報告を行った、新型
コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の交付
決定額は約2039億円となっており、ＰＣＲ無料検査
等の感染症対策、事業者への事業継続支援等の経済対
策に活用してきたところです。そのうち、返還額約
24億円を含めた不用額は約57億円となっており、交
付決定額に占める割合は約2.8％となっております。
その要因としては、主に飲食店等への協力金や病床確
保事業の実績額の減によるものとなっております。
　次に２、離島振興についての(2)、離島におけるＤ
Ｘの推進についてお答えいたします。
　離島を結ぶ情報通信基盤の整備に取り組んだ結果、
令和４年度末時点において、光回線サービスを利用で
きる世帯の割合を示す基盤整備率は、離島で99.0％
となっております。県では、これらの情報通信基盤を
活用して、離島事業者に対するデジタル技術を活用し
た広報・販売スキルの向上支援、テレワーカーの育成
など、離島におけるＤＸの推進に取り組んでいるとこ
ろです。
　同じく２の(5)、粟国路線の国庫補助についてお答
えいたします。
　県では、離島航空路の維持・確保は重要と考えてお
ります。このため、粟国路線においても、運航に伴う
欠損に対し、県と村で２分の１ずつ補助しているとこ
ろです。しかしながら、財政基盤の脆弱な村において
は、欠損の負担額が大きいことから、県において負担
割合の見直しを検討しております。また、先日、国に
対し運航費補助の適用を要請したところです。引き続
き、これらの制度を検討しながら離島航空路の維持・
確保に取り組んでまいります。
　同じく２の(6)のウ、沖縄振興への寄与についてお
答えいたします。
　伊是名島、伊平屋島などを含む本県の離島・島嶼地
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域は、それぞれの豊かな自然環境や独自の歴史・文化
を有しており、こうした島々の個性と多様性は、人々
を引きつける資源となっています。
　県としましては、離島の振興を図り、島々が個性と
潜在力を発揮する、活力と希望にあふれる地域社会を
実現することは、本県の振興・発展に寄与するものと
考えております。
　次に４、国土強靱化、防災・減災についての(4)の
ア、鉄軌道整備の必要性についてお答えいたします。
　県は、県土の均衡ある発展や県民及び観光客の移動
利便性の向上、また、中南部地区の交通渋滞緩和やＣ
Ｏ₂排出の削減などを図るには、鉄軌道等の新たな公
共交通の導入は必要と考えております。このため、鉄
軌道等南北を縦断する基幹軸交通や、これと交差する
フィーダー交通を整備することで、利便性の高い公共
交通網を形成したいと考えております。引き続き、国
に対しその必要性を説明し、早期実現に向けて取り組
んでまいります。
　同じく４の(4)のイ、鉄軌道の整備による避難場所
機能についてお答えいたします。
　県が構想段階の計画書の中で想定している鉄軌道の
推奨ルートにおいては、中南部都市圏の住宅密集状況
から一部区間では地下構造としております。同計画書
においては、地下部分を避難場所として利用されるこ
とを想定していないことから、その機能や効果につい
ては今後検討してまいります。
　次に５、人材育成・教育行政についての(1)のア及
び(1)のイ、県内の政策シンクタンクの状況について
お答えいたします。５の(1)のアと５の(1)のイは関連
しますので、一括してお答えいたします。
　令和３年経済センサスによると、学術・開発研究
機関に該当する県内の事業所数は108社となっており
ます。また、令和４年度に県が行った調査研究のう
ち、県内の事業所と単独で随意契約した実績は67件
となっております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
　　　〔宮城嗣吉　文化観光スポーツ部長登壇〕
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　１、知事の政治
施設についての(4)のア、万国津梁会議の設置数及び
予算措置についてお答えします。
　万国津梁会議は、令和元年度から令和５年度まで
に12の会議が設置され、運営に係る予算は、約１億
1000万円措置されております。そのうち、令和５年
度は、沖縄県の地域外交、観光を基軸とした域内経済
の循環促進をテーマとした２つの会議が設置されて

おり、運営に係る予算は2000万円措置されておりま
す。
　同じく１の(4)のイ、提言の県政運営への反映につ
いてお答えします。
　万国津梁会議は、沖縄21世紀ビジョンの将来像を
実現し、新時代沖縄を構築するため、様々な県の政策
に対して、より広範な方々からの意見をボトムアップ
型で吸い上げ、県の行政上の政策決定の参考とするこ
とを目的に設置しております。会議においては有意義
な提言をいただいており、新・沖縄21世紀ビジョン
基本計画への反映、おきなわＳＤＧｓアクションプラ
ンの策定、沖縄県子どもの権利を尊重し虐待から守る
社会づくり条例の制定、ウチナーネットワークコン
シェルジュの設置等、各施策に反映させております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
　　　　〔前川智宏　土木建築部長登壇〕
○前川智宏 土木建築部長　１、知事の政治姿勢につ
いての(6)のイ、普天間飛行場代替施設建設事業の進
捗についてお答えいたします。
　普天間飛行場代替施設建設事業については、平成
25年12月に公有水面埋立法に基づき承認を行ってお
ります。その後、平成30年８月に承認後の新たに生
じた事由により、公有水面埋立法に適合しないとし
て、承認の取消しを行ったところであります。現在、
平成31年４月の国土交通大臣による承認取消しを取
り消す旨の裁決により、事業が行われているものと承
知しております。
　次に２、離島振興についての(1)、離島の無電柱化
推進についてお答えいたします。
　無電柱化については、防災性の向上や良好な景観の
形成等を目的としております。沖縄離島無電柱化緊急
対策事業については、長時間かつ大規模停電の抑制に
も資する無電柱化を推進するため、沖縄の離島を対象
に、無電柱化を実施する際の電線管理者負担を軽減す
るための補助とのことであります。
　県としては、離島を含む全市町村が無電柱化推進計
画を策定できるよう、国や電線管理者と連携して支援
するとともに、無電柱化の加速化に取り組んでまいり
ます。
　次に同じく２の(6)のア、伊平屋・伊是名架橋の検
討状況についてお答えいたします。
　伊平屋・伊是名架橋の整備については、多くの課題
が明らかとなっており、建設工事費の縮減等につい
て、調査研究に取り組んでおります。今年度は、建設
工事費の精度向上を目的に、架橋検討位置の水深を把
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握するための深浅測量を実施し、現在、具志川島の海
域において土質ボーリング調査を実施しているところ
であります。令和６年度以降、これまでの調査結果等
を踏まえ、事業化の可能性を検討してまいりたいと考
えております。
　次に同じく２の(6)のイ、伊平屋空港整備事業につ
いてお答えいたします。
　伊平屋空港については、就航見込みのある航空会社
との意見交換や需要予測などの確認・検証及び関係機
関との調整に取り組んでいるところであります。引き
続き、意向取付けや需要予測、費用対効果の確保な
ど、事業化の課題解決に向け、伊平屋村、伊是名村と
連携し、早期事業化に向け、取り組んでいきたいと考
えております。
　次に４、国土強靱化、防災・減災についての(1)の
アのうち、土木建築部の補正予算の内容についてお答
えいたします。
　土木建築部における補正予算は、令和４年９月の台
風12号及び令和５年９月の台風11号接近に伴う大雨
により被災した、白浜南風見線ののり面対策費用と
なっております。
　次に同じく４の(1)のイのうち、土木建築部におけ
る改良復旧の取組状況についてお答えいたします。
　公共土木施設において災害が発生した場合には、各
施設管理者において災害復旧に取り組んでおります。
災害復旧事業の実施に併せて、今後の災害発生を未然
に防止するため、必要に応じて、災害復旧事業と合併
して改良を行う災害関連事業などに取り組んでおりま
す。引き続き、災害に強い県土づくりに取り組んでま
いります。
　次に同じく４の(1)のウ、無電柱化推進計画の策定
状況についてお答えいたします。
　無電柱化については、防災性の向上や良好な景観の
形成等を目的としております。県内においては、令和
６年度までの整備目標約180キロメートルに対して、
令和４年度末までに約172キロメートルが完了してお
り、無電柱化率は全国８位、九州では１位となってお
ります。しかしながら、無電柱化推進計画を策定し
ている市町村は41自治体のうち10自治体で約３割と
なっていることから、県としては国や電線管理者と連
携して同計画策定の支援に取り組んでまいります。
　次に同じく４の(2)、防衛力強化に資する公共イン
フラ整備に係る県の対応についてお答えいたします。
　11月に、政府関係者から県に対し、総合的防衛力
強化に関する政府の取組について説明がありました。
その内容は、特定重要拠点空港・港湾（仮称）とは、

南西諸島の地域等必要な空港、港湾等について、民間
との共用を前提に、自衛隊等が利用できるよう整備ま
たは既存事業の促進を図り、併せてインフラ管理者と
の間で、円滑な利用に関する枠組みを設ける施設との
ことでありました。
　県としては、引き続き情報収集を行い、適切に対応
していく考えであります。
　次に同じく４の(3)、沖縄西海岸道路の整備の進捗
状況についてお答えいたします。
　沖縄西海岸道路は、ハシゴ道路ネットワークを構築
する延長約50キロメ－トルの道路で、国において整
備が進められております。これまでに、那覇西道路、
豊見城道路、糸満道路の全区間、読谷道路、浦添北道
路の一部区間の整備を終え、延長約15キロメートル
が開通しており、現在、読谷道路、嘉手納バイパス等
で事業が実施されております。
　県としては、関係市町村と連携し、沖縄西海岸道路
の整備促進を国に要請していきたいと考えておりま
す。
　次に同じく４の(5)、台風被害による海岸浸食の取
組状況についてお答えいたします。
　台風等の自然災害から海岸浸食等を防ぎ、国土を保
全することは、海岸背後地における住民の生命財産を
守るとともに、国境を守ることにもつながると考えて
おります。引き続き、各海岸管理者と意見交換を行う
など、連携しながら海岸保全に取り組んでまいりま
す。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
　　　〔溜　政仁　知事公室長登壇〕
○溜　政仁 知事公室長　１、知事の政治姿勢につい
て(7)、統合計画の進捗についてお答えいたします。
　沖縄における在日米軍施設・区域に関する統合計
画で示された土地の返還予定面積は、全体で約1048
ヘクタールとなっており、これまで約73ヘクタール
が返還されております。主な返還事例は、平成27年
３月末のキャンプ瑞慶覧西普天間住宅地区約51ヘク
タール、平成29年７月及び平成30年３月の普天間飛
行場東側の一部約５ヘクタール、令和２年３月のキャ
ンプ瑞慶覧の施設技術部の一部等約11ヘクタールな
どであります。
　次に２、離島振興についての中の(7)、先島地域か
らの住民避難についてお答えいたします。
　政府が九州各県に対し、先島諸島からの避難住民の
受入れに関する要請を行っていることは、承知してお
ります。避難先地域については、政府により国民保護
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事案の情勢分析が行われた上で、避難措置の指示によ
り示されることとなっております。
　県としては、武力攻撃事態や大規模テロなどの緊急
対処事態は、あってはならない非常事態ですが、万が
一発生した場合に備え、住民の生命、身体及び財産を
守る国民保護措置の対処能力の向上を図ることは重要
と考えており、令和４年度からは、国、市町村、航空
事業者や船舶事業者などの指定公共機関等と連携し
て、先島諸島からの住民避難を想定した国民保護図上
訓練に取り組んでおります。
　以上になります。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
　　　〔宮平道子　子ども生活福祉部長登壇〕
○宮平道子 子ども生活福祉部長　１、知事の政治姿
勢についての御質問の中の(8)、北朝鮮による拉致問
題についてお答えいたします。
　北朝鮮による拉致問題は、基本的人権の侵害という
国際社会全体の普遍的問題であると認識しておりま
す。沖縄県警によると、沖縄県出身者で北朝鮮による
拉致の可能性を排除できない行方不明者は、34名と
されています。
　県としましては、拉致問題に対する国民一人一人の
関心と認識をより一層深め、早期解決を訴えることを
目的に設立された北朝鮮による拉致被害者を救出する
知事の会に参加するとともに、関係機関と連携協力し
てパネル展の開催や啓発ポスターの作成などの啓発活
動に取り組んでまいります。
　４、国土強靱化、防災・減災についての御質問の中
の(1)のア、台風第６号に係る災害救助法等の補正予
算についてお答えいたします。
　県は、災害救助法等に基づき、市町村が行った応急
救助及び災害弔慰金の支給に要した費用を負担する必
要があります。今回の補正予算は、令和５年８月の台
風第６号の影響により不足する負担金等を増額するた
め、総額4312万1000円を計上したものであります。
　県としましては、市町村が行った応急救助等に要し
た費用を負担することで、当該災害により被災した県
民へ支援を行ってまいります。
　５、人材育成・教育行政についての御質問の中の
(2)、金融経済教育の重要性、意義と今後の取組につ
いてお答えいたします。
　県では、自立した消費生活を営む上で金融経済に関
する知識や判断力を身につけることは、大変重要であ
ると考えております。現在、第４次沖縄県消費者基本
計画に基づき、金融リテラシー向上のため、児童生
徒、学生や一般県民を対象に、契約や金融トラブルに

関する消費者教育と併せてライフプランや金銭管理な
どの金融経済教育に関する講座等を実施しておりま
す。
　県としましては、引き続き、教育委員会、関係団体
等と連携し、金融経済教育の一層の充実に取り組んで
まいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
　　　〔多良間一弘　環境部長登壇〕
○多良間一弘 環境部長　２、離島振興についての
(3)、広域的な廃棄物処理体制の構築に係る取組につ
いてお答えいたします。
　一般廃棄物の処理は、市町村の責務となっておりま
すが、ごみ処理の広域化は効率的な処理が図られるこ
とから、県においては、平成25年度から３年間、離
島市町村におけるごみ処理広域化の調査を行うととも
に、令和３年度には沖縄県ごみ処理広域化計画を見直
し、広域化の推進を図っているところです。
　県では、市町村説明会や個別の調整により広域化の
推進を促すとともに、廃棄物処理施設の整備に係る補
助金の確保に向け環境省との調整等に取り組んでいる
ところです。今後も引き続き市町村と連携して、ごみ
処理の広域化を促進してまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　保健医療部長。
　　　〔糸数　公　保健医療部長登壇〕
○糸数　公 保健医療部長　２、離島振興についての
(4)、水道広域化の現状と課題についてお答えしま
す。
　県は、離島における水道の基盤強化を図るため、水
道広域化のステップ１として、令和７年度までの完了
を目指し、本島周辺離島８村の水道広域化に取り組ん
でおり、令和５年度は11月末に伊平屋村で水道用水
供給を開始し、年度末には渡嘉敷村で開始する予定で
す。今後、圏域ごとの事業統合等の広域化に向けた課
題、給水収益減少や施設更新費用の増大等の経営上の
課題の解決に向けて、県内水道事業体と協議を図りな
がら、有効かつ効果的な広域化を推進してまいりたい
と考えております。
　次に５、人材育成・教育行政についての(8)、こど
も医療費助成制度についてお答えします。
　県は、市町村が実施しているこども医療費助成制度
に対して、これまで対象経費の２分の１を補助してお
ります。また、昨年度から県内全市町村と連携して通
院対象年齢の中学校卒業までの拡大と現物給付を実施
するとともに、国民健康保険の国庫負担減額調整措置
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の一部を補助しているところであります。さらに、国
に対し、全国知事会及び全国衛生部長会を通して、子
供の医療に関わる全国一律の制度の創設について、引
き続き要請してまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
　　　〔前門尚美　農林水産部長登壇〕
○前門尚美 農林水産部長　３、農林水産行政につい
ての(1)、畜産担い手育成総合整備事業の要件緩和に
ついてお答えいたします。
　畜産担い手育成総合整備事業における面積要件は
30ヘクタールでありますが、離島や過疎地域等の中
山間地域においては、15ヘクタールに緩和されてお
ります。しかしながら、本島内のほとんどの地域で
は、30ヘクタールを確保することが難しい状況にあ
ります。そのため、県では、本島地域における面積要
件の緩和について、生産者や関係機関との意見交換を
行い、国への要請等を検討してまいります。
　同じく３の(2)、ＡＬＰＳ処理水の海洋放出に伴う
本県水産品の輸出への影響と現状についてお答えいた
します。
　本県から中国向けに輸出される水産物はモズク類で
あり、令和４年の輸出額は約500万円となっておりま
す。事業者からの聞き取りによると、現時点では、県
内外に販売しつつ、中国側の動向を注視しているとの
ことであります。また、香港向け魚介類の輸出におい
て、一部、商談延期等の影響が生じておりましたが、
現時点では輸出が再開されているとのことでありま
す。
　県としましては、関係者からの聞き取り等を継続
し、国の支援策の適用など、県内水産業界への影響が
最小限にとどまるよう、努めてまいります。
　同じく３の(3)、若年者の就農に係る県の取組につ
いてお答えいたします。
　県では、新規就農者の育成確保対策として、相談員
を配置し、就農相談を実施するほか、①、技術習得の
ための研修農場の設置や研修生に対する資金の交付、
②、施設、機械の導入補助や新規就農者に対する資金
の交付など就農初期の支援、③、普及指導員等による
技術・経営指導など経営の安定に向けた支援を行うな
ど、段階に応じたきめ細やかな対策を実施していると
ころであります。また、人手不足に対応するため、沖
縄県農業会議において就農希望者を新たに雇用し、実
践研修を実施する農業法人等に対して、雇用就農資金
を交付しております。
　県としましては、引き続き、農業担い手の育成確保

に努めてまいります。
　同じく３の(4)、農地転用に係る手続の簡素化につ
いてお答えいたします。
　政府が半導体など重要物資の生産工場の立地に向け
たインフラ整備の一環として、土地利用の行政手続の
迅速化などを検討していることは報道で承知しており
ます。
　農地転用の許可基準や手続については、農地法で規
定されているため、県としましては、国の動向を注視
しながら適切に対応してまいります。
　同じく３の(5)、鳥獣被害防止対策の県の取組や全
国との連携についてお答えいたします。
　農作物等への鳥獣被害防止対策については、国の鳥
獣被害防止対策交付金を活用し、各市町村協議会が実
施する駆除活動や侵入防止柵の整備等を支援するほ
か、県による有害鳥類の買取り助成など、総合的に支
援しているところであります。また、国の全国会議に
おいて、鳥獣被害の状況や対策事業の活用状況等につ
いて、情報共有しているところであります。
　県としましては、引き続き、各市町村等と連携し、
被害防止に向けた取組を支援してまいります。
　同じく３の(6)、製糖工場の老朽化対策についてお
答えいたします。
　老朽化が著しい分蜜糖製糖工場につきましては、地
域のサトウキビ生産振興や工場の安定操業が重要であ
ることから、老朽化対策の必要性が高いと認識してお
ります。そのため、国は、今般の補正予算において、
分蜜糖製糖工場の大規模整備を支援する甘味資源作物
生産性向上緊急整備事業を予算措置したところであり
ます。
　県としましては、製糖工場の老朽化対策について、
同事業の活用も含め、引き続き関係機関との協議を重
ねてまいります。
　同じく３の(7)、特定家畜伝染病に対する県の防疫
対策についてお答えいたします。
　高病原性鳥インフルエンザなどの特定家畜伝染病の
防疫対策は、県内及び農場への侵入防止が重要と認識
しております。県では、他県における特定家畜伝染病
の発生を受け、農家や関係機関へ侵入防止対策の徹底
を図るよう、注意喚起をしております。また、関係機
関や畜産農家と連携を密にし、①、空港、海港の水際
防疫の徹底、②、異常家畜の早期発見・早期通報、
③、地域単位での防疫実働演習の実施、④、防疫資材
の備蓄などを実施しております。
　県としましては、引き続き、特定家畜伝染病の発生
予防及び蔓延防止に努めてまいります。
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　次に４、国土強靱化、防災・減災についての(1)の
アの中の、補正予算と台風６号被害の関係についてお
答えいたします。
　災害復旧事業に関する補正予算につきましては、台
風６号で被災した県管理漁港の災害復旧に要する経費
となっております。この補正予算は当初予算以上の被
害が発生したことから、不足分として計上したもので
あります。
　県としましては、被災した施設の早期復旧に向け取
り組んでまいります。
　同じく４の(1)のイの中の、漁港施設の改良復旧の
取組についてお答えいたします。
　漁港施設につきましては、災害発生後、国の災害復
旧事業等を活用し、早期に現状復旧を行っておりま
す。施設の強化につきましては、国の漁港漁場整備長
期計画や国土強靱化基本計画等に基づき、被災実績の
ある施設を優先的に進めております。本年度は、県管
理の渡名喜漁港など７漁港、市町村管理の牧港漁港な
ど３漁港、合計10漁港で事業を実施しております。
　県としましては、引き続き、災害に強い漁港の整備
を推進してまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
　　　〔松永　享　商工労働部長登壇〕
○松永　享 商工労働部長　５、人材育成・教育行政
についての(3)、県内における理系人材の受皿づくり
についてお答えします。
　県内の高等教育機関を卒業した理系人材を受け入れ
る環境の整備は重要であると考えております。そのた
め、県では、企業のビジネスモデルの高度化や経営変
革の促進をはじめ、ＩＴ及びバイオ関連企業の集積や
高度な技術系人材が活躍できる企業の誘致などに取り
組んでいるところです。また、合同企業説明会などを
通して、これら企業の情報を学生等に提供するほか、
マッチングを図ることで企業の人材確保を支援するな
ど、理系人材の県内就職促進に取り組んでいるところ
です。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
　　　〔半嶺　満　教育長登壇〕
○半嶺　満 教育長　５、人材育成・教育行政につい
ての中の(4)、離島児童生徒の県外渡航費用について
お答えいたします。
　県教育委員会としましては、離島から本島での県大
会や九州大会及び全国大会に参加する生徒に対し、県
中体連等の関係団体を通して派遣費を補助しており、

離島から本島への派遣費を令和元年度から増額したと
ころであります。部活動派遣費支援の充実を図るた
め、新たな取組として、ふるさと納税制度等を利用し
たクラウドファンディングの実施に向けて検討を行っ
ているところであり、引き続き、派遣費の補助を継続
し、離島地域の生徒の負担軽減が図られるよう努めて
まいります。
　同じく(5)のア、離島児童生徒支援センターの定員
充足の状況についてお答えいたします。
　離島児童生徒支援センターの令和５年12月１日時
点における入寮状況は、120名の定員に対し、105名
の生徒が入寮しており、充足率は約９割となっており
ます。退寮等により空き室が生じた場合は、他学年の
空き室への入寮を認める特例入舎などの追加募集を
行っているところです。
　県教育委員会としましては、引き続き、高校のない
離島出身の生徒が安心して学業に励むことができるよ
う、教育環境の整備に取り組んでまいります。
　同じく(5)のイ、さくら寮の要請に対する考えにつ
いてお答えいたします。
　県教育委員会では、北部市町村会会長等からの要請
を受け、去る10月30日に名護市県立高等学校北部合
同寄宿舎運営協議会事務局と意見交換を行ったところ
です。同事務局からは、施設の運営の在り方や老朽化
に伴う修繕費の増加について意見がありました。
　県教育委員会としましては、今後、施設の状況等を
踏まえながら、北部・離島地域の生徒が安心して就学
することができるよう、引き続き、さくら寮の運営支
援について検討してまいります。
　同じく(6)、教職員のメンタルヘルス対策等につい
てお答えいたします。
　県教育委員会では、４月に働き方改革推進課を設置
し、県立学校の教職員に対し、保健スタッフの学校訪
問による相談対応及び管理職支援の強化や、新たにＩ
ＣＴを活用した教職員の相談窓口を設置するなど、予
防・相談・療養及び復職支援の取組の充実を図ってお
ります。また、那覇市と連携した国の調査研究事業に
おいて、オンラインによる全教員向けのセルフケア研
修や相談体制の整備など、メンタルヘルス対策の事例
の創出や効果的な取組の研究を行っております。今
後、その成果や課題等を踏まえ、教職員が心身の健康
を維持し、教育活動に専念できる環境の整備に努めて
まいります。
　同じく(7)のア、給食費無償化の進捗状況について
お答えいたします。
　県教育委員会では、今年度、保護者を対象にアン
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ケートを行うとともに、市町村と意見交換を行ったと
ころであります。アンケートにおいては、就学援助等
を受けている世帯を除いた約４割の世帯が給食費が負
担と回答しており、市町村との意見交換では、早めの
周知をしてほしいなどの要望がありました。現在、そ
の結果を踏まえ、予算規模、財源及び実施時期につい
て検討しているところであります。なお、令和４年
度の公立小中学校の給食費の総額は約67億7000万円
で、令和５年４月時点において、学校給食費の全額無
償化を行っている市町村は14市町村となっておりま
す。
　同じく(7)のイ、国のこども未来戦略方針における
学校給食費無償化の取組についてお答えいたします。
　国のこども未来戦略方針においては、学校給食費無
償化の実現に向けて、各自治体における取組実態や成
果・課題を調査し、法制面等も含め課題の整理を丁寧
に行い、具体的方策を検討することとされておりま
す。国においては、現在、同方針に基づき調査を行っ
ており、引き続き、国の動向も注視してまいりたいと
考えております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時８分休憩
　　　午後６時29分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　休憩前の中川京貴議員の質問に対する答弁に関し、
知事から発言を求められていますのでこれを許可しま
す。
　玉城知事。
　　　〔玉城デニー　知事登壇〕
○玉城デニー 知事　それでは、普天間飛行場代替施
設建設事業及び辺野古新基地建設の考え方について御
説明を申し上げます。
　沖縄県としましては、議長通知等に留意した上で、
政府が推進する事業や計画、申請書の正式名称などを
示す場合、または国が主語となる文章、行政手続上の
文書等においては、普天間飛行場代替施設建設事業を
用いることとしております。また、辺野古新基地建設
反対を掲げる私の公約等との整合性を図る必要がある
ことから、沖縄県の考えなどを述べる場合、または沖
縄県が主語となる文章等においては、辺野古新基地建
設を用いることとしております。
　以上です。
○島袋　　大 議員　議長。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　今、知事のお話、聞かせてもら

いました。今日午前中から自民党の代表質問というこ
とで、中川京貴議員が質問をしている途中であります
けれども、今、自民党のほうで退席をして、今言う、
普天間飛行場代替施設建設事業と辺野古新基地建設
の、この表現について、非常にちょっと違うんじゃな
いかということで、もめにもめておりますけれども、
何ら我々は、議会を空転させて引っ張るような思いは
全くありませんし、12時前のほうに執行部の皆さん
方と議論したときに、我々自民党としては、議会をこ
れ以上引っ張るつもりもありませんし、何らかの形で
スタートをしないといけないでしょうという話の中
で、知事側の部局の主張も分かるけれども、知事公室
長が辺野古新基地という答弁に関しましては、公務員
として、行政を担う部長として、辺野古新基地ではな
くて普天間飛行場代替施設でしょうと。であれば、知
事に対する政治姿勢なんだから、玉城デニー知事本人
から辺野古新基地と言うのは構わないよということ
で、我々は一歩、二歩、三歩も譲歩して、こういった
形でスタートをしましょうということで、自民党側と
執行部側との議論をして、持ち帰っていただきたい
ということで、知事側にボールを投げたんですよ。
（「譲歩して、譲歩」と呼ぶ者あり）　譲歩してです
ね。その後に、報告が執行部側から来て、副知事から
説明を受けたのは、今知事が述べたように、（資料を
掲示）　１ポツ、２ポツとして、要するに普天間飛行
場代替施設建設事業を用いる場合と辺野古新基地建設
を用いる場合と２点セットで、ペーパーとして持って
きたんですよ。ということは、中川氏に対する答弁
で、辺野古新基地というのを我々は当然のごとく使い
ますよという話なんですよ。どういうことですかって
話を聞いたら、我々、執行部と確認事項をした後に、
与党の代表者の皆さんと確認を取って、その中でこう
いった形になりましたと。（資料を掲示）　自民党の
代表質問なのに、そこで我々は譲歩してですよ、知事
の政治姿勢なら辺野古新基地建設いいですよと。そこ
までなら我々は理解しましょうとなった中で、自民党
と執行部側の今議論の中で、何で与党の代表者の皆さ
んが出てくるんですか。（「ここが問題だよ」と呼ぶ
者あり）　そこが問題なんですよ。そういった形で、
我々の思いを、今県民の皆さん方も報道の皆さん方
も、自民党が何らかの形でこれだけ議会を空転させ
て、大変迷惑をかけているような形と思っているかも
しれませんけれども、とんでもないですよ。我々は
しっかりとその辺を考えてやっていかなくちゃならな
いと思っていますから、これを、そういった形で与党
側は、自民党が駄々をこねるんであれば、数の原理で
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自民党を排除して議会を再開しようという動きもあっ
たと。冗談じゃないですよ。我々議会の質問権という
のを奪うんですか、数の原理で。どうぞ議長、この
話は議長の申入れで６月と10月の２回、（資料を掲
示）　文書が出されている中で、そういった形でやる
んであれば、その時点で（資料を掲示）　この２点
セットの文書を出すのが筋でしょう。なぜ今頃になっ
て、こういったものが出るんですか。
　もう一点、言わせてください。
　この執行部の方に聞きますけれども、平成27年５
月29日の訓令で、第46号というのがあります。辺野
古新基地建設問題に対する対策課設置規程です。この
中で、「名護市辺野古地先への普天間飛行場代替施設
（以下「新基地」という。）建設に関する事務」、こ
ういう文書があります。これは、新基地という用語
は、名護市辺野古地先への普天間飛行場代替施設の略
称ですよね。まずそこを確認したいと思っています。
そして、略称というのは、法的には当該規程の中でし
か通用しませんよね。つまり、この設置規程の中での
み略称は通用するわけです。それ以外の文書なり答弁
なり、新基地という用語を用いるのであれば、少なく
とも、名護市辺野古地先への普天間飛行場代替施設と
しての辺野古新基地であるとか、いわゆる辺野古新基
地といった用い方をしなければ効力はないですよね。
そういった形になるんですよ。言いように、自民党は
明確に普天間飛行場代替施設建設事業についての質問
なんですよ。その答弁が、辺野古新基地っていう答弁
でいいんですか。我々が明確に代替施設事業に対する
質問を投げておいて、こういった答弁はいかがなもの
かと思います。ましてや与党の数の原理で議会をス
タートさせるというのは、もってのほかですよ。どう
ぞ議長、早急に代表者会議を開いてください。これは
簡単に済ませませんよ。代表者会議してください。与
党の皆さんがなぜ、我々自民党の答弁の中で、与党の
代表者の皆さんの確認を取ってやらないといけないん
ですか。なぜ口を出すんですか。当初、午前中で、こ
の答弁の強制をするのはおかしいだろうと与党側から
言っておいて、我々自民党の答弁に何で与党の代表者
が口を出してくるんですか。何回も言いますけど、全
国探してもこんな議会ないですよ。どうぞ議長、代表
者会議を開いてください。そうしない限り、我々は、
この答弁でいいんですか、済ますんですかってなりま
すよ。冗談じゃありませんよ。
　ひとつよろしくお願いしたいと思ってます。
○赤嶺　昇 議長　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　これ、議長が県知事に対して出

した文書の件なんですけれども、先ほど知事から説明
がありましたけれども、一切その文書の件については
触れておりません。令和５年の６月28日、そして５
年の10月４日、議長から知事宛ての文書、議会答弁
における文言の使用について、あるいは正式名称の使
用についてを出してあります。それで、この文言の、
議長から出した文書について、これが県知事サイドの
対応がなっていないからこういう事態になったんです
よね。本来であれば、先ほど知事からありましたよう
に、議長からのその文書については、こうこうかくか
くしかじかで、対応していますということを本来はあ
るべきじゃないですか。そして同時に、ここはやっぱ
り先ほどありましたように、代表者会議でもう１回整
理する必要があるんじゃないかと私は思います。それ
と同時に、この議会、今まで――もう何時ですか、も
う７時前ですね。これまで代表質問があって再開され
ておりませんけれども、これまで時間がかかると、議
会事務局も執行部の職員、残業代も含めて、かなりの
負担がかかっております。ぜひ、代表者会議の中で延
会等々も含めて検討していただけませんか。
　以上、よろしくお願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後６時40分休憩
　　　午後７時16分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　中川京貴議員の再質問を行います。
　中川京貴議員。
○中川　京貴 議員　再質問を行いたいと思います
が、代表質問の順序よく質問しようと思いましたけれ
ども、普天間代替施設問題が今問題になっております
ので、そこから再質問を始めたいと思っています。
　答弁のほどよろしくお願いいたします。
　それでは１の(6)イ、土木ですね、普天間飛行場代
替施設建設について再質問を行います。
　（パネルを掲示）　どうぞこのパネルを見てくださ
い。こちらは令和５年７月の写真であります。これを
見ていただければ分かるとおり、辺野古側の浅瀬の部
分ですね。埋立ては７月時点で約98％、この部分で
す、知事、この部分。この部分はもう98％、11月末
にはもう99％これ埋まっているんですよ、これは。
浅瀬部分ですね。今問題になっているのは、ここの深
場の部分なんですけどね。ここで確認したいんです
が、翁長前知事が承認取消しを取り消したことによっ
て、この工事が進捗している部分であります。行政の
継続性から、玉城知事は翁長前知事の行政行為は当然
認められているわけですよね。これ知事に確認した

‒ 35 ‒



い。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えをいたします。
　翁長前知事は平成28年12月に承認の取消しの取消
しを行いました。その後、平成30年８月に承認後の
新たに生じた事由により、公有水面埋立法に適合しな
いとして、承認の撤回を行ったところであります。現
在、平成31年４月に国土交通大臣の裁決により承認
取消しが取り消され、事業が行われているものと承知
をしております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　中川京貴議員。
○中川　京貴 議員　今、部長の答弁を聞いたとおり
であります。
　この浅瀬部分は埋立法にのっとって、そして翁長前
知事は最高裁判決に従って取り消したと。その結果、
これが、仲井眞県政のときの承認が復活したわけであ
りますよね。そして今、99％ここはもう完了してい
るんですよ、この部分は。知事、これは理解していま
すか。玉城知事、この部分の浅瀬の部分はもう99％
完了しているということで御理解していますか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　はい、そのように理解をしてお
ります。
○赤嶺　昇 議長　中川京貴議員。
○中川　京貴 議員　今問題になっている知事が反対
している部分は、この深場の部分ですよね。深い、今
言う軟弱地盤だと言われているところでありますが、
これも政府に、関係者に聞いたら、この埋立ても問題
はないと、淡々と進めていくという状況にあるんです
が、この部分は、知事はもう反対はできませんよね。
浅瀬の部分は。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後７時20分休憩
　　　午後７時20分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　玉城知事。
○玉城デニー 知事　一般論ではありますけれども、
計画は全体的な計画として、そこの埋立工事は捉えら
れるものというように認識をするということで考えて
おります。ですからこの事業は、我々が沖縄防衛局か
ら出されました普天間飛行場代替施設建設に伴う埋立
変更承認申請に対して、公有水面法上の要件を満たさ
ないことから、この埋立計画は不承認であるというこ
とで、全体計画として不承認にしたというように認識
をしております。

○赤嶺　昇 議長　中川京貴議員。
○中川　京貴 議員　今知事は、この部分についての
埋立てはもう理解していると、ただ全体的に反対はし
ているというような今答弁だったと思いますが、この
ここまで進んでいる埋立事業を、知事がいたずらにこ
こで反対したからといって、これを止めることはでき
ますか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　現在の埋立工事は、これ
までに承認された範囲に基づいて実施されているもの
と認識をしております。
○赤嶺　昇 議長　中川京貴議員。
○中川　京貴 議員　じゃ部長にお伺いしますけれど
も、これまで部長が行政経験―― 一般論として、こ
れを原状回復、元に戻せということは可能ですか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後７時22分休憩
　　　午後７時22分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えをいたします。
　公有水面埋立法によりますと、原状回復というとこ
ろは――に戻すというところは、不可能とまでは言え
ないというふうに記載をされておるところでございま
す。
○中川　京貴 議員　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後７時22分休憩
　　　午後７時23分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○前川智宏 土木建築部長　お答えをいたします。
　埋立てが済んだ工事につきましては、原状回復する
場合、その費用が無駄にかかり技術的にも困難なこと
が通例であることから、原状回復を、義務を免除する
というところが普通の取扱いであるというふうに認識
をしております。
○赤嶺　昇 議長　中川京貴議員。
○中川　京貴 議員　じゃ部長、もしこれを原状回復
して元に戻すとなった場合には、その負担は県がやる
んですか、どこがやるんですか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　原状回復につきまして
は、今、現時点で明確な方針等が決まっていない現状
でございますので、仮定に基づいた答弁につきまして
は差し控えたいと存じます。
○赤嶺　昇 議長　中川京貴議員。
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○中川　京貴 議員　じゃ知事に再質問を行います。
　知事は、私のこれまでの質問の中において、令和元
年度12月、そして令和４年度12月、そして本年度の
９月、私はこれまで３回知事に質問をしております。
その質問の内容は、最高裁判決が出たら知事は態度を
どうするんですかと。そのときの知事の答弁が、真摯
に遵法の精神で尊重してまいりたい。その確認をした
い。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後７時24分休憩
　　　午後７時28分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　玉城知事。
○玉城デニー 知事　すみません、お時間を取らせて
いただき失礼いたしました。
　確かに、真摯に遵法精神を尊重してまいりたいとい
うことで答弁をしております。
○赤嶺　昇 議長　中川京貴議員。
○中川　京貴 議員　（パネルを掲示）　知事、この
資料を見てください。これは2016年――これ翁長前
知事が最高裁判決を受けて、翁長知事は会見で、埋立
承認取消しをめぐる最高裁判決に従って承認をしたん
ですよ。先ほど部長が答弁したとおりであります。そ
して、あの浅瀬の部分が99％完了したと。翁長知事
は、政治家翁長雄志でありながら、沖縄県の最高責任
者、行政のトップでありながら、最高裁判決に、法律
に従って承認したんです。知事はこれまで３度、その
遵法の精神――真摯に遵法の精神で尊重してまいりた
いと答えていながら、知事は尊重していない。その結
果、また最高裁判決に従わない。知事の、政治家玉城
知事の苦労、また沖縄県の最高責任者、行政としての
苦労は分かりますよ。しかしながら、最高裁判決に従
わないというのが問題なんです。そのことで知事の見
解を伺いたい。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後７時30分休憩
　　　午後７時31分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　玉城知事。
○玉城デニー 知事　お答えいたします。県は、９月
４日の最高裁判所の判決を受け、これまで判決内容を
精査するとともに県政の安定的な運営を図るため、県
民、行政法学者の方々等から寄せられた様々な御意見
の分析を行い、対応を検討してまいりました。このよ
うな中、国土交通大臣は、地方自治法に基づき勧告及
び指示を行い、さらに10月５日、承認を沖縄県に命

ずる判決を求めて代執行訴訟を福岡高等裁判所那覇支
部に提起をしております。
　県としましては、訴状の内容を精査してまいりまし
たところ、この代執行訴訟に応訴することとし、現在
係争中であります。
○赤嶺　昇 議長　中川京貴議員。
○中川　京貴 議員　知事、私は先ほど、これまで３
回、一般質問、代表質問で知事に質問しましたよと。
知事は３回とも真摯に遵法の精神を尊重してまいりた
いと答弁しましたよね、答えましたよね。ただ、知事
はそう答えていながら、最高裁判決に従っておりませ
ん。ということは、過去の３回の答弁は虚偽答弁なん
ですか。その辺をはっきりさせていただきたい。そう
であるならば、我々は手続を踏まないといけないんで
すよ。過去に県の執行部が答弁したことを間違えたら
ここで訂正しますよね。知事は一度も訂正していない
んですよ。このことについて、議長、知事は今日この
本会議場で３回、知事は最高裁判決が出れば真摯に遵
法の精神を尊重してまいりたいと答弁しております。
本人が認めましたのでね。しかしながら、認めないで
最高裁判決に従わない。これは虚偽答弁に当たりませ
んか、議長。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後７時33分休憩
　　　午後７時35分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　玉城知事。
○玉城デニー 知事　確かに遵法の精神を尊重したい
ということは、もちろん私が答弁をしたことでありま
す。この状況は先ほどもお話をさせていただきました
けれども、さきの最高裁判所の判決を受けて、その判
決内容を精査する、つまり内容については全く何もそ
の判決の中に触れられていなかったということについ
て、そのような状況を鑑みて、いわゆる県民や行政法
学者の方々からも様々な意見が寄せられていたという
ことと、そしてその間、実は、いわゆる代執行訴訟が
提起されたということで、その判断をする前に代執行
訴訟の提起があったということで、今それに応訴して
いるという状況であります。
○赤嶺　昇 議長　中川京貴議員。
○中川　京貴 議員　じゃ知事は、過去３回の答弁は
虚偽答弁ではないとはっきり言い切れるんですか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　はい、法の精神は守っていきた
いというように思います。
○赤嶺　昇 議長　中川京貴議員。
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○中川　京貴 議員　知事、翁長前知事はその最高裁
判決を受けて、真摯に遵法の精神を尊重して承認した
んです。ですから99％、辺野古の浅瀬部分は完了し
ております。知事も最高裁判決に従って、承認すべき
ではないんですか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後７時37分休憩
　　　午後７時37分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　玉城知事。
○玉城デニー 知事　翁長知事は、その判決が出た26
日の記者会見で、「知事権限も想定しての法廷闘争な
ので新辺野古基地は造らせない、オスプレイの配備撤
回に向け、頑張りたい」と述べられておられます。恐
らくその時点でも、さらなる手だてを講じなくてはな
らないという気持ちは、いささかも変わっていなかっ
たというように思っております。
○赤嶺　昇 議長　中川京貴議員。
○中川　京貴 議員　知事、玉城知事。玉城知事と翁
長知事の違いを説明したいと思います。翁長前知事
は、政治家翁長知事としては、基地に反対したいと。
しかし行政の最高責任者としてのトップとしては、最
高裁判決に従って承認したんですよ。でも玉城知事
は、政治家玉城知事、行政のトップであっても全て反
対なんです。最高裁判決に従っていない。こっちが問
題なんですよ。そうすれば皆、各市町村自治体の首長
も同じことしたらどうしますか。県の行政指導、建築
基準法、農地法、地元が従わないって言ったらどうし
ますか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　答弁を繰り返すようで申し訳あ
りませんが、立法の精神は尊重してまいりたいと考え
ております。
○赤嶺　昇 議長　中川京貴議員。
○中川　京貴 議員　知事、実は我々沖縄・自民党会
派は、辺野古移設の原点は、普天間飛行場の危険性の
除去なんです。一日も早い普天間の閉鎖・撤去、これ
は日本政府、アメリカ政府がＳＡＣＯの合意にのっ
とって時間をかけて詰めてきたんです。相手があるこ
となんですよ。こっちだけが勝手にできるもんじゃな
いんです。そうやって仲井眞県政のときに承認した。
しかしながら、知事、玉城知事が民主党政権のときに
これ決定したんですよ。自民党が決定したんじゃない
んです。でもそのときは、この間の前の質問では、知
事は民主党を離党しておりません。知事が民主党を離
党したのは、消費税で離党したと答弁しておりました

よ。これ民主党政権のときに承認したんですよ。知
事、違いますか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　経緯としてはそのようなもので
あるというように思います。
○赤嶺　昇 議長　中川京貴議員。
○中川　京貴 議員　知事はそのときに、普天間飛行
場の辺野古移設のときに、民主党政権のときに承認し
たときに、なぜ離党しなかったのかと言ったら、知事
は、私は消費税のときに離党したと。なぜ消費税のと
きは離党してこのとき離党しなかったんですか。この
とき離党して、体を張ってやるべきじゃなかったんで
すか。民主党政権のとき承認してこれ造ったんです
よ。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　当時は、まあ記憶は定かではあ
りませんが、私は党内に残って、この問題は最後まで
しっかり反対をしたいということで、その反対の立場
を主張しておりました。
○赤嶺　昇 議長　中川京貴議員。
○中川　京貴 議員　知事、そうでしたらなぜ、党に
残って消費税も反対したらよかったんじゃないです
か。そうであるならば、民主党に残って消費税も反対
したらよかったんですよ。なぜ、離党する必要ないで
すよ。そういう質問をしたら、知事は、民主党から除
名にされそうになったと。だから自分から離党したん
だと答弁していましたよ。いかがですか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　私のいわゆる短い期間ではあり
ますが、政治の人生において、もろもろの判断をした
うちの一つがそれであるというふうに思います。
○赤嶺　昇 議長　中川京貴議員。
○中川　京貴 議員　知事、この問題は、最高裁判決
が出たんですから、その法律にのっとってもう進める
しかないんです。そして普天間の飛行場の一日も早い
危険性の除去、撤去、しましょうよ。どう思います
か、知事。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　現在訴訟中ですので、この後の
ことについては差し控えたいと思いますが、私は口頭
弁論において３つの問題点を挙げさせていただきまし
た。第１に問題解決に向けた国と沖縄県との対話の必
要性、第２に国が主張する公益の前提である辺野古が
唯一との考えは、必要性・合理性を欠くこと、第３に
沖縄県民の民意こそが公益として認められなければな
らないことで、３つの理由を基に口頭弁論を行ったも
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のであります。
○赤嶺　昇 議長　中川京貴議員。
○中川　京貴 議員　ぜひ知事、真摯に遵法の精神を
尊重していきたいという、再度繰り返し答弁しており
ますので、それを守っていただきたい。これ要望を申
し上げます。
　次の質問に移ります。
　１(1)ウ、知事は11月６日の週に上京し、要請活動
を行っております。概算要求が昨年より増えており、
国にも一定程度理解をいただいていると思うと発言さ
れました。まず、その真意を伺います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後７時42分休憩
　　　午後７時43分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　総務部長。
○宮城　力 総務部長　概算要求の際に、特に一括交
付金については、大幅な増額確保をお願いしたいとい
うことで要請してきたところです。今回８月の概算要
求に当たりましては、ソフト、ハード、物価高騰に対
する増額分としてそれぞれ13億円増額していただき
ました。それを踏まえて、一定程度御理解をいただい
ているという発言につながったものでございます。
○赤嶺　昇 議長　中川京貴議員。
○中川　京貴 議員　仮に――この概算要求はあくま
でも概算要求であります。年末の政府案において、仮
にもし減額が決定された場合、特に一括交付金のハー
ド交付金、市町村分事業費をしっかり確保できるの
か。本年度と同様に、減額されたとしても、市町村の
予算はきちんと減額されないように確保できているの
か伺いたい。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　ハード交付金については、近
年減額基調が続いておりまして、県、市町村、それぞ
れ増額を強く求めてきたところです。昨年からは事業
の箇所、影響が出ている事業箇所もお示ししながら、
ぜひ増額をとお願いしてきたところ、昨年は国の補正
予算で29億円の増額をいただいて、年末の本予算に
ついても予算案を示された際も、概算要求額どおりの
満額を確保していただいたところでございます。今年
度も自見沖縄担当大臣はじめ内閣府の御理解を得て、
39億円の補正予算を計上して措置していただいたと
ころで、今年度についても満額を確保していただける
と期待しているところでございます。
○赤嶺　昇 議長　中川京貴議員。
○中川　京貴 議員　総務部長も御承知のとおり、そ

れは我々自民党会派が党本部や政府に要請したから、
その予算が獲得できたと思っておりますよ。
　そしてもう一つは、１の(1)エ、答弁でもありまし
たけれども、沖縄振興税制の動向について。これも我
が党、島袋幹事長を筆頭に、党の税調との調整が大詰
めとなっております。その中でも復帰時の激変緩和措
置である揮発油税の特例措置ですけれども、仮にこれ
が止められた場合、県民、経済、生活に及ぼす影響に
ついて、どのように考えているか伺いたい。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　お答えいたしま
す。
　揮発油税等の軽減措置につきましては、現在１リッ
トル当たり７円が軽減されております。仮に本軽減措
置が廃止となり、ガソリン価格が上昇した場合の影響
については、産業連関表を用いて波及効果を試算しま
すと、県全体で年間約65億円の負担増となる見込み
となっておりまして、県民生活等に与える影響は大き
いものと考えております。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
○金城　敦 企画部長　お答えいたします。
　県では、揮発油税等の軽減措置を前提に１リットル
当たり1.5円の石油価格調整税を課税し、同税収を財
源として離島への石油製品輸送費を補助しているとこ
ろです。軽減措置が廃止された場合には、石油製品輸
送費補助に要する財源の確保が必要となるなど、補助
事業の運営に大きな影響があるものと認識しておりま
す。仮に軽減措置が廃止となり、補助事業の継続が困
難となった場合には、離島への平均補助額15円が小
売価格に転嫁されるものと考えられます。また、軽減
措置及び補助事業が廃止された場合の産業連関表を用
いて試算した離島での波及的影響額は、約18億5000
万円と見込んでおります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　中川京貴議員。
○中川　京貴 議員　知事、先ほど両部長に答弁いた
だいたとおりであります。この揮発油税も、今難色を
示していて大変厳しい、ハードルの高い状況になって
おると。知事も御承知のとおり、去年、おととし、私
も同席しましたけれども、その自民党、この税調の中
で、いかに沖縄がその必要性を説明をしながら、これ
まで取り組んできたわけなんですよね。知事も先頭に
立ってこれ頑張らなければ、なかなかこういう厳しい
ハードルをクリアすることはできない。今、我が自民
党会派の島袋幹事長が、１週間に１回も２回も通いな
がら説得しているんですよ。そのことについて知事、
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見解を求めたい。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　各党、各会派の皆様の協力を得
て、このように沖縄の離島への配慮、中小企業への配
慮等を受け、非常に厳しい状況ではありますが、まあ
いわゆる全員野球という形で取り組んでいただいてい
ることに関しては、大変感謝を申し上げたいと思いま
す。
○赤嶺　昇 議長　中川京貴議員。
○中川　京貴 議員　知事の言う、各党という党を説
明してください。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　県議会の公党、各党、各会派で
あります。
○赤嶺　昇 議長　中川京貴議員。
○中川　京貴 議員　税調の中に、その方々は入って
いるんですか。知事が要請した税調の中に、この皆さ
ん方は入っているんですか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　このような地元の声をお伝えす
るのは、政権与党、野党のそれぞれの国会議員の先生
方とも連携をしながら取り組んでいるというように私
は認識をしております。
○赤嶺　昇 議長　中川京貴議員。
○中川　京貴 議員　知事、私が聞いているのは、税
調の中に自民党または与党以外に入っているんです
か。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　私はそのことについては、つぶ
さに資料を得ておりませんが、各党、各会派一体と
なって取り組んでいるということを、様々な方々から
御意見をいただいております。
○赤嶺　昇 議長　中川京貴議員。
○中川　京貴 議員　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後７時50分休憩
　　　午後７時50分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　玉城知事。
○玉城デニー 知事　先ほど答弁をさせていただいた
とおりでございます。御党からの協力をいただいてい
るということには感謝を申し上げているということで
ございます。
○赤嶺　昇 議長　中川京貴議員。
○中川　京貴 議員　ぜひ知事、先ほどの部長の答弁
では約60億の損失が出ると。また離島においては18

億のこの影響が出ると。これが実際にそうなったら大
変な影響になる。県民はそれ知らないんですよ。この
危機感がまだ感じられていない。肌で感じられていな
いんです。ぜひこれを乗り越えて、継続できるように
取り組んでいきたい。我々も全力で、自民党会派とし
ても党に対してしっかり要請をしていきたいと思って
います。
　次の質問に移ります。
　休憩。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後７時51分休憩
　　　午後７時51分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○中川　京貴 議員　２の離島振興について(4)、企業
局、水道料金の引上げについて再質問を行います。
　企業局長にお聞きします。
　物価高騰等の中でガソリンも上がる、電気代も上が
る。そんな中で我々自民党会派は政府と連携を取り、
県民の負担を最小限度にとどめるよう努力し、財源を
確保してまいりました。しかしながら、このような厳
しい時期に、県が自ら水道料金を引き上げて生活を苦
しくするということは、果たして県民の理解を得られ
るんでしょうか。市町村からも反対の意思が、意見が
出ておりましたけれども、どう収拾していくのか企業
局長の姿勢を伺います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後７時52分休憩
　　　午後７時52分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　企業局長。
○松田　了 企業局長　お答えします。
　企業局では経費削減などに取り組み、30年間料金
を維持してまいりましたが、電気料金の急激な上昇や
施設更新コストの増などにより、経営状況が悪化し料
金改定が必要となっており、市町村等への説明会を４
回開催し意見を聴取いたしました。当初、令和６年４
月から３割程度の料金改定を予定しておりましたが、
市町村等の意見、要望等を踏まえ、改定時期を令和６
年10月に半年延期した上で、段階的な改定を行うこ
ととし、改定幅を23円に引き下げて議案を提出した
ところでございます。
　企業局としましては、県民等の理解が得られるよう
料金改定等に関する資料をホームページに公開すると
ともに、引き続き、市町村等に丁寧に説明を行ってま
いりたいと考えております。
○赤嶺　昇 議長　中川京貴議員。
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○中川　京貴 議員　市町村の理解は得られているん
ですか。
○赤嶺　昇 議長　企業局長。
○松田　了 企業局長　要請等を今受けておりますけ
れども、私どもとしましては、企業局の経営状況の急
激な悪化について丁寧に説明するとともに、また可能
な限り料金の改定の圧縮についても、今検討を進めて
いるところでございます。
○中川　京貴 議員　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後７時54分休憩
　　　午後７時54分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○松田　了 企業局長　反対の意見を受けている状況
にございますが、全ての市町村について賛成、あるい
はその反対ということでのアンケート調査を行ってお
りませんので、現時点では全ての市町村の理解を得て
いるというふうな状況にはないものというふうに考え
ております。
○赤嶺　昇 議長　中川京貴議員。
○中川　京貴 議員　知事、新聞報道では、ほとんど
の市町村の理解が得られていないという報道がござい
ました。また、これ段階的に上げると言いますけれど
も、最初は23円、段階的に、結果的には30％引上げ
になるんですよね。これまで行政も議会もみんなで協
力しながら、電気代も、そしてガソリンも物価高騰も
対策をしてきたのに、何でここで県が水道料金を値上
げするのかとお叱りを受けております。知事のコメン
トを求めたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　このような状況の中で、多くの
市町村及び受水者の各世帯には大変心苦しいのではあ
りますが、やはりこの経営が安定的に行われていくと
いうことのためには、現下の状況についても、やはり
自助努力だけではどうしても枯渇してしまうその財源
の確保について、非常に厳しい状況があるということ
もありまして、今般30年間努力をしてまいりました
けれども、企業局において、このような料金改定をし
なければならないというような状況についての今御理
解を、説明をしっかりさせていただきながら求めてい
るところであります。
○赤嶺　昇 議長　中川京貴議員。
○中川　京貴 議員　知事の見解を再度お伺いしたい
んですが、私は今ではないでしょうと。これを段階的
に上げると言いますけど、来年ではなくて再来年、そ
の次に市町村の理解、県民の理解を求めながら水道料

金を上げていきたい。そういう答弁が欲しいんです
が、知事はもう来年から上げるべきだっていう判断で
よろしいですか。知事ですよ、知事。
○赤嶺　昇 議長　企業局長。
○松田　了 企業局長　お答えします。
　先ほどの答弁でも御説明申し上げましたけれど、
30年間料金を維持してまいりましたけれども、今後
このままの料金で維持した場合、令和７年度の起債の
償還金を確保できなくなるおそれがあるということ
で、令和６年度中の改定を今お願いしているところで
ございます。
○赤嶺　昇 議長　中川京貴議員。
○中川　京貴 議員　私は、今、水道料金を引上げす
るべきではないとお答えしておきたいと思います。
　次３、農林水産行政について(1)、畜産課ですけれ
ども、畜産担い手育成総合整備事業については、先
ほど部長のほうから答弁がありました。本島では、
10農家30ヘクタール、ハードルが高く大変厳しい状
況であります。離島においては、５農家15ヘクター
ル、農家数も農地面積も半分であります。現在におい
ては、石垣島や宮古島での実績があると聞いておりま
すが、本島でも離島並みの農家数と面積要件の緩和を
できるように、先ほど部長は関係機関に要請していき
たいと――部長、実は我々自民党会派はもう要請して
おります。この件で去年でしたか、たしか３区の島尻
安伊子衆議院議員のところで、その養鶏場、また畜産
農家、関係者を集めての勉強会をしました。そこでも
各いろんな部署の要請がありましたけれども、ぜひ離
島並みの要件緩和をしていただきたい。そうすれば沖
縄県も、本土と違って島嶼県なんです。ですから、
本土並みの要件ではその10農家を集めることが厳し
い。今現在、本島ではできていないんですよ、その要
件が。ですから我々も正式に党本部や関係機関にそれ
をやって、そして農家が――これ知事、９割補助なん
ですよ。例えば10億円の予算の中でやると、農家の
持ち出しは１億、もちろん市町村の協力も必要なんで
すけどね。これがまだ本島で実施されていないんで
す。国がその要件緩和をしていただければ、これに一
緒になって取り組みたいという農家が今準備していま
す。
　部長、今の状況どうですか。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　畜産担い手育成総合整備事業の面積要件を15ヘク
タールに緩和することにより、特に本島中南部におい
て肉用牛農家の生産性向上及び経営安定が図られると
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考えております。
　県としましては、今後の畜産振興に係る観点から本
事業の円滑な実施のため、本島の面積要件緩和等につ
いて生産者等との意見交換を行い、国への要請を検討
してまいりたいと考えております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　中川京貴議員。
○中川　京貴 議員　これは、やはり沖縄県の島嶼県
としての理屈をしっかりまとめて、離島並みの扱いを
沖縄県本島でもやると。これができれば、畜産農家は
助かるんですよ。これは牧草地ですね、牧草地面積を
確保することによって牛舎も造れます。そして、機械
も買うことができるんです。堆肥工場も造れます。こ
れは９割補助なんですよ。市町村の協力ももちろん必
要であります。
　知事、このことについて我々自民党が先頭に立って
頑張りますけれども、知事いかがですか。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　議員おっしゃるように、
特に本島中南部の農家説明会とか意見交換を行いなが
ら、また市町村の協力もないと実施ができませんの
で、意見交換を行いながらまた検討してまいりたいと
思います。
○赤嶺　昇 議長　中川京貴議員。
○中川　京貴 議員　部長、これはぜひ一緒にやって
いきましょうね。
　もう一つは３の(7)、全国でも鳥インフルエンザや
豚熱が発生し、農家被害を及ぼしているが、今後沖縄
県としての対策として、ひとつ知事に提案したいこと
がございます。
　これは、今鹿児島でも鳥インフルエンザが発生しま
した。そういった意味では、今後、絶対そういったこ
とが起きない対策をしなければならない。しかしなが
ら、起きたときの対策もしなければならない。私が提
案したいのは、養鶏場や養豚農家がある、その中で、
もし発生したら全部殺処分になるんです。しかしなが
ら、経営体は１つであっても、施設を５分割する――
５万頭、豚がいます。例えば、養豚場に５万、それを
１万ずつ小分けして、建物をきっちり線引きをするん
です。そして、従業員も隣の豚舎に餌を入れない。
完全に隔離します。餌も別、従業員も別。そうなる
と――フェンスも仕切ります。そうしたら１か所で豚
熱が発生したらこの１か所、１万頭だけが処分になる
んです。５万頭処分する必要はありません。これが今
の法律であります。しかしながら、これを完全に別
個、独立させることによって、農家に負担が来るんで

すよね。この方法では農家に完全に経営負担が来ます
ので、このコストが予測されるので、そこで国や県の
支援を仰いでいく。そうすることによって、最小限度
に被害を止めることができると思いますが、いかがで
しょうか。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　国は、令和５年９月に農場の分割管理に当たっての
対応マニュアルを施行しております。農場を分割する
ことで特定家畜伝染病の発生時には、農場内の全ての
家畜を殺処分することなく、防疫措置の作業者負担や
経費の節減が図られます。一方、農場作業者の増員に
よる人件費や新たな増改築に係る経費負担の増加が課
題となっているところです。県では、令和５年の９月
に養鶏農家に対し、農場分割管理について要望調査を
行ったところではありますが、現時点で要望は上がっ
ておりません。養豚農家に対しては、令和６年１月ま
でに農場分割管理に関する要望調査を実施する予定で
あります。
　県としましては、生産者や関係機関と意見交換など
を行い、農場分割管理について引き続き検討してまい
りたいと思います。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　中川京貴議員。
○中川　京貴 議員　ぜひ、農家のための政治をして
いただきたいと思っております。
　それともう一つ、４の(4)、鉄軌道。知事も繰り返
しになりますと発言されましたが、沖縄では軽便鉄道
がありました。しかし、さきの大戦で破壊され、いま
だに鉄道がないのが日本では沖縄県だけであります。
この歴史的事実を踏まえて、鉄軌道を沖縄に敷設する
ことへの知事の認識をお伺いしたい。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後８時３分休憩
　　　午後８時４分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　玉城知事。
○玉城デニー 知事　私の考えといたしましては、や
はり誇りある豊かな沖縄の未来を開くためには、沖縄
の魅力を最大限に生かして、46億人に及ぶアジアの
需要を取り込むこと。そして、それによって沖縄県全
体の経済を活性化させて持続的に発展する、そのよう
な好循環をつくっていきたいというように考えており
ます。このためには、空・海・陸上をいわゆるシーム
レスにつなげる交通体系を構築する必要があり、鉄軌
道はそれを実現するための不可欠な社会インフラとな
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るものと考えています。そして、鉄軌道やＳＤＧｓの
観点からも、例えばＬＲＴの導入なども各市町村、広
域によってはその検討も言われておりますので、シー
ムレスな交通体系と、この円滑なはしご道路網の完備
なども含めた総合的な対応を取っていきたいというよ
うに考えております。
○赤嶺　昇 議長　小渡良太郎議員。
　　　〔小渡良太郎　議員登壇〕
○小渡　良太郎 議員　皆さん、おはようございます
と言うタイミングで代表質問が回ってくると思ってい
たら、もう大分夜も更けてまいりました。そうは言っ
ても順番がまいっておりますので、しっかりと代表質
問、時間を活用してさせていただきたいと思います。
　それでは通告に従いまして、令和５年11月議会の
自民党会派の代表質問をさせていただきます。
　１、基地問題・外交安全保障について。
　(1)、	知事は基地問題については対話による解決が
重要と繰り返すが、対話とは具体的に何を指している
のか、伺います。
　(2)、	知事は那覇港管理組合の管理者として那覇港
港湾計画の改訂を行い、さらには那覇軍港移設（港湾
施設移設）についても日米両政府の合意案を容認して
いる。地元も移設を望んでいるところだが、今後はこ
の合意案に基づき移設が促進されるよう、国に協力し
ていく方針を確認したいが、知事の見解を伺います。
　(3)、	知事の台湾訪問について。
　ア、知事の訪台が報道されるや否や、中国政府から
の抗議がなされました。一自治体の長の行動に対して
外国政府が介入することは、内政干渉と言われても仕
方がないと思いますが、知事は中国政府の言動をどう
捉えているのか、伺います。
　イ、知事は訪台に当たって政治・行政関係者との面
会を見送る判断をいたしました。なぜなのか。また、
その理由として、一つの中国を念頭にと述べておりま
すが、台湾海峡の緊張緩和についても知事の標榜する
地域外交の大義ではないのかと、私自身は思います。
そうであれば、行政府等との対話・交流も行うことが
筋論ではないのか、見解を伺います。
　(4)、	アジア太平洋地域の平和と安定について。
　ア、中国政府が尖閣諸島周辺の我が国の排他的経済
水域内にブイを設置し、これに対し日本政府は撤去も
含めて検討すると毅然とした対応を取る考えを示して
おります。玉城知事はこのような中国政府の行動と日
本政府による対応をどのように受け止め、県内の事案
ですから、どのように対応していくお考えなのか、伺
います。

　イ、琉仏修好条約文書の原本が発見されたという
ニュースがありました。これに対して、玉城知事は入
手できないものかという発言を行っております。その
意図は何なのか明らかではありません。なぜ沖縄県が
取得する必要があるのか、予算措置等を行う考えなの
か、伺います。
　ウ、北朝鮮が先日、人工衛星や弾道ミサイルを立て
続けに発射し、沖縄県の上空を飛翔し、深夜からＪア
ラートの警報が鳴りやまず、県民は大いに迷惑と不安
を覚えております。日本政府は抗議の意を示している
が、県民の命と暮らしを守る県知事としてどのように
認識しているのか、伺います。
　エ、11月29日の午後、米軍所属のＣＶ22オスプレ
イが屋久島沖に墜落し、少なくとも通告時点では、１
名の兵士の死亡が確認されるという痛ましい事故が発
生しております。防衛省は米軍に対し、飛行停止の要
請を行う方針を示したとのことですが、県当局として
の情報収集の状況及び今後の対応について伺います。
　(5)、	地域外交の展開について。
　ア、地域外交に関する万国津梁会議において、地域
外交基本方針の骨子についての提言が近くまとめられ
ると聞いておりますが、その概略について伺います。
　イ、地域外交基本方針において地域外交の定義をす
るということでありますが、外国政府と県との交流や
折衝も含まれるのか、地方自治法の定める自治事務の
範囲を超えていないかどうかの確認が必要ではない
か、見解を伺います。
　ウ、海外事務所については、南米への設置に前向き
な答弁が９月議会でありました。令和６年度以降、全
体としてどのような設置計画を持っているのか、伺い
ます。
　２、行財政運営について。
　(1)、	新たな経済対策関連について。
　ア、我が会派は11月10日に、総合経済対策に基づ
く補正予算の速やかな編成と早期の執行を求める申入
れを行ったところでありますが、県の対応状況につい
て伺います。
　イ、物価高対策に資するため、国の補正予算におい
ては重点支援地方交付金として全国で5000億円が新
たに措置されております。沖縄県への配分予定額につ
いてはどのようになっているのか、県分・市町村分そ
れぞれについて伺います。
　ウ、沖縄振興に関する部分のうち、ハード交付金の
増額や離島における無電柱化緊急対策事業が編成され
ておりますが、今後の執行の方針について伺います。
　エ、住民税非課税世帯への１世帯当たり７万円の給
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付金については、一刻も早く国民の皆様へお届けする
ため、国から年内の執行を求められていると思ってお
ります。県内各市町村における予算措置の状況と速や
かな支給に向けた準備状況について、県が把握してい
る状況を伺います。
　(2)、	一連の不祥事への対応について。
　ア、今議会に三役の給与の減額条例が提出されたこ
とについては、昨年に引き続く異例中の異例の状況で
あり、誠に遺憾であります。財務事務の不適切な対応
について、改めて知事としてどのように責任を感じて
いるのか、伺います。
　イ、一連の財務事務の問題や議会棟における飲酒問
題、またはＰＦＡＳ流出問題などについて、一般職職
員についても服務調査や分限懲戒の検討がなされてい
るのかどうか、伺います。
　ウ、ＰＦＡＳが残留している県庁地下の施設につい
て、撤去に係る予算措置を検討しているようでありま
すが、これまでの処理の経過と今後の対応はどうなっ
ているのか、伺います。
　エ、９月議会閉会間際に発覚した宿泊療養施設運営
事業に係る契約の問題については、国庫補助の対象に
なるかどうかという論点があったと思いますが、結論
としてはどのような決着を見たのか、伺います。
　(3)、	令和４年度決算について。
　ア、令和４年度は実質収支が56億円となっており
ますが、その理由は何か、伺います。
　イ、主要２基金（財政調整基金及び減債基金）につ
いて、残高が大幅に増加しているのが見受けられま
す。令和５年５月の出納閉鎖時点における残高とその
増加の理由について、伺います。
　ウ、決算を受けての財政健全化指標はどのような状
況になったのか、その変動の理由と併せて伺います。
　エ、令和４年度において国庫金を収納できず、一般
財源で負担した事例が発生したものと思うが、その金
額について伺うとともに、補助制度を活用して当該一
般財源分で実施できた事業費の規模はどの程度あるの
か、伺います。
　オ、違法な繰上充用手続によって外形上は赤字が補
塡された形となっている２つの特別会計決算の法的効
力について、伺います。
　カ、車両損傷事故等に関する和解事案について、過
去議会手続を経たものと経ていないもの、それぞれど
のような状況になっているのか、お伺いいたします。
　(4)、	県の出資等にかかる法人の経営状況報告書に
よれば、一部の公社等外郭団体の資金運用の状況につ
いて、満期保有目的債券とはいえ含み損を抱える債権

が発生をしています。
　ア、他の自治体においては、外郭団体の資金運用に
ついて統一的な運用基準を定めているところが多い
が、本県ではどのようになっているのか、伺います。
　イ、高利回りであるとはいえ公金が原資となって運
営されている外郭団体にあっては、県が管理する公金
と同様の基準での資金運用が求められるべきであり、
早急に是正すべきではないか、当局の見解を聞かせて
ください。
　(5)、	令和４年度沖縄県人事行政の運営等の状況に
よれば、一般行政職職員の普通退職が100名となり、
定年退職者を超えるなど異常とも言える状況にあると
言えます。本年11月末時点での状況とともに、知事
はこの原因と対策について、どのように認識している
のか、伺います。
　(6)、	庁内ＥＢＰＭ（根拠に基づく政策立案）人材
について、県職員採用試験の段階から採用区分を設け
るなどの取組を検討することはできないか、人事委員
会の見解を伺います。
　(7)、	生成ＡＩを活用した行財政改革については、
那覇市がテスト期間を経て導入を決定しております。
一方で沖縄県では６月議会で生成ＡＩの業務利用につ
いて控えると、答弁があったと思います。職員の業務
負担軽減の観点から前向きに見直しの検討をすべきで
はないか、見解をお聞かせください。
　(8)、	令和６年度予算編成について。
　ア、ゆがふしまづくり計画に基づく人口減少社会に
対応した事業の検討状況について伺います。
　イ、公共事業予算についてどのように確保していく
考えか、伺います。
　ウ、予算編成過程の透明化について検討を進めると
いうことでありますが、現在の進捗状況について伺い
ます。
　(9)、	令和６年度組織改編について。
　ア、こども未来部を新設するに至った背景及び部内
の体制について、再編で期待される効果を伺います。
　イ、知事公室等の所掌事務の見直しについて、その
理由と効果をお聞かせください。
　３、産業振興・労働政策について。
　(1)、	人材不足が深刻化する中で、県当局の雇用政
策の考え方、人材確保策について伺います。
　(2)、	稼ぐ力に関する数値目標の達成を推進する企
業を独自に県が認証する制度（沖縄県所得向上応援企
業認証制度）の運用状況について、実績と効果を伺い
ます。
　(3)、	１人当たり県民所得を向上させるに当たって
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は、県内企業の生産性向上のための取組が必要不可欠
であると考えますが、取組状況と目標値実現に向けた
具体的なプロセスについて伺います。
　(4)、	県内企業の賃上げの状況について、全国と比
べてどのような水準となっているのか、伺います。
　(5)、	物価高騰対策について、本年度の予算措置・
執行状況を伺います。
　(6)、	カーボンニュートラルを見据えた本県のエネ
ルギー構造改革について、どのようなビジョンを本県
は持っているのか、伺います。
　(7)、	スタートアップ支援の状況について、先日ス
タートアップ企業に関する成果目標が決定されたとこ
ろでありますが、実現に向けたプロセスについて伺い
ます。
　(8)、	ブルーエコノミーの推進に関しては、県内総
生産を向上させる起爆剤としての意義があると考えま
すが、今後の進捗について伺います。
　(9)、	公共工事の県内企業受注状況及び優先発注に
資する取組に関して伺います。
　４、保健医療・環境衛生について。
　(1)、	県内国公立大学への薬学部設置に関しては、
12月８日が公募期限となっていますが、取組の進捗
と知事の明確な姿勢について伺います。
　(2)、	水道料金の増額改定について今議会に条例案
が提出されているところでありますが、改めて増額に
至った経緯について伺うとともに、重点支援交付金の
活用などによって低減に努める等の考えはあるのかど
うか、伺います。
　(3)、	琉球大学病院におけるＰＥＴ検査施設の状況
について、医療行政の主体としてどう捉えているの
か、見解をお聞かせください。
　(4)、	沖縄県は大腸がんによる死亡率が高い水準に
あります。県民の健康増進・管理の観点から、大腸検
査の義務化など奨励策に取り組んでいく考えはない
か、お聞かせください。
　(5)、	ワンヘルスの考え方に基づく人獣共通感染症
対策について、本県としてどのような取組を行ってい
るのか、お聞かせください。
　５、文化観光スポーツについて。
　(1)、	マリンタウンＭＩＣＥ施設建設の進捗状況に
ついて。
　ア、交通アクセスの課題解決の検討状況について伺
います。
　イ、周辺用地の開発計画についてお聞かせくださ
い。
　(2)、	コロナ禍前をほうふつとさせる沖縄観光の復

興がいよいよ本格化する中で、人材不足など増加する
観光需要に対応する受入れ体制の強化をどのように
図っていく考えか、伺います。
　(3)、	九州においては九州観光機構という団体が組
織されており、奪い合いではなく九州各県がそれぞれ
ウィン・ウィンとなるような連携が図られています
が、沖縄県として九州地方との観光政策での連携をど
のように捉えているのか、伺います。
　(4)、	ＦＩＢＡワールドカップが盛大のうちに開催
終了いたしましたが、そのレガシーをどのように引き
継ぎ、今後のスポーツツーリズムの推進に生かしてい
くことになるのか、また以前、経済波及効果について
もまだ答弁いただいていませんので、それも併せて総
括を伺います。
　(5)、	沖縄の誇る伝統芸能やポップミュージックな
どは世界に通用するレベルにあると考えております
が、県として文化振興の面からどのように支援を行っ
ていく考えか、伺います。
　(6)、	国立自然史博物館の誘致について、10月14
日に名護市でシンポジウムが開催され、また県議会で
も議員連盟が組織されるなど、機運醸成が図られてお
ります。令和６年度以降、実現に向けて県はどのよう
に取り組む考えか、お聞かせください。
　(7)、	観光目的税の導入については、沖縄ツーリズ
ム産業団体協議会と沖縄県の間で、考え方について大
きな隔たりがまだあるように見受けられます。観光産
業を担う側の目線に立った制度設計が必要ではない
か、当局の見解をお聞かせください。
　６、こども・子育て、県民生活、社会福祉につい
て。
　(1)、	子供政策への対応について。
　ア、こども未来部に移管される所掌事務について、
基本的な考え方を伺います。
　イ、子供施策は、ライフステージに応じた切れ目の
ない展開が必要であるところ、医療的ケア児、病児保
育や障害児福祉についても、こども未来部として担当
していくのか、伺います。
　ウ、令和６年度こども未来部が所管する予算規模は
どの程度を見込んでいるのか、お聞かせください。
　(2)、	ヘルスケアや教育、福祉分野においてはソー
シャル・インパクト・ボンド手法を全国的に採用する
自治体が目立ち始めておりますが、沖縄県及び県内市
町村における導入事例、検討事例はあるのか、伺いま
す。
　(3)、	消防防災ヘリの導入検討状況について伺いま
す。
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　(4)、	介護、福祉、保育人材不足への対応として国
は公定価格見直しを進めておりますが、各行政を所管
する県当局の対応状況はどうなっているのか、それぞ
れお聞かせください。
　(5)、	沖縄県内における刑法犯認知件数は、2022
年に20年ぶりに増加に転じており、那覇市内の繁華
街付近においても窃盗事件が発生したり、特殊詐欺事
件による財産被害などの問題が深刻化しているところ
であります。県警察としてこれらへの取組をどのよう
に図っているのか、伺います。
　(6)、	若年者の飲酒・薬物中毒（大麻、覚醒剤、危
険ドラッグ、ＣＢＤ）対策については、県警察、教育
庁、保健医療部、相互に連携して取り組んでいく必要
があると考えますが、現状と対策について伺います。
　(7)、	新しい移動手段であります電動キックボード
や、旧来から使われている自転車が絡む事故が近年増
加傾向にあると思われますが、生活者だけでなく観光
客の安全を守る観点からも対策が必要であると考えま
す。現況と対処策について伺います。
　以上、答弁をいただいて再質問をさせていただきま
す。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
　　　〔玉城デニー　知事登壇〕
○玉城デニー 知事　小渡良太郎議員の御質問にお答
えいたします。
　基地問題・外交安全保障についての御質問の中の１
の(1)、対話による解決についてお答えいたします。
　私は、かねてから、辺野古新基地建設問題をはじ
め、日米地位協定、基地から派生する事件・事故、Ｐ
ＦＯＳ等の環境問題などの基地問題については、対話
によって解決策を求めていくことが重要であると考え
ており、沖縄の過重な基地負担の軽減を図るために
は、政府に対して、申し上げるべきことは申し上げ、
問題点を指摘しながら、必要に応じ連携して取り組む
ことが重要であると考えております。沖縄県はこれま
で、辺野古新基地を含む基地問題について、普天間飛
行場負担軽減推進会議などの既存の会議体に加えて、
私が総理と直接面談し、対話による解決を求めてまい
りました。引き続き、基地問題の解決を図るため、政
府に対し、対話によって解決策を求める民主主義の姿
勢を粘り強く訴えてまいります。
　次に、行財政運営についての御質問の中の２の(2)
のア、知事の責任についてお答えいたします。
　昨年来、不適正な会計処理の事案等が重ねて発生し
たことで、県民の皆様からの公務に対する信頼を損
ね、御心配をおかけする結果となっております。予算

執行等を含む今般の事案については、補助職員に専決
させておりますが、私は県の事務について包括的な執
行管理権限を有するとともに、内部統制の最終責任者
として、財務、情報管理、服務及び施設管理の重大な
不備が頻発する事態を重く受け止めております。
　現在、緊急的な事務の総点検を実施しているところ
であり、リスク管理の徹底と再発防止に向けた取組を
早急に進めながら、予算経理班の設置や内部統制専任
職員の配置など、組織体制の強化を図ることで、全
庁、全職員を挙げて、公務の遂行に対する信頼回復に
全力で努めてまいります。
　次に２の(9)のア、こども未来部新設の背景、体制
及び効果についてお答えいたします。
　国においては、本年４月に「こどもまんなか社会」
の実現を目指して、こども家庭庁が創設されました。
６月には、こども未来戦略方針が示されるなど、少子
化対策も我が国の喫緊の課題となっております。ま
た、来年４月、困難な問題を抱える女性への支援に関
する法律が施行されることにより、女性の福祉の増進
及び自立に向けた施策の充実が求められております。
　沖縄県としましては、これらの動きに適切に対応す
るとともに、全ての子供たちが、夢や希望を持って成
長できる社会、若者が、結婚、妊娠・出産、子育てに
夢や希望を感じられる社会、女性が安心して、かつ自
立して暮らせる社会、その実現を目指し、子供、若者
及び女性に関する施策を集中的に、よりアクティブに
展開していくための組織として、今般、沖縄県部等設
置条例の改正において、こども未来部の新設について
提案をいたしました。こども未来部を中心としまし
て、各部局の連携体制をさらに強化し、子供に係る施
策等を全庁横断的に取り組む体制の充実も図ってまい
ります。新・沖縄21世紀ビジョンで掲げた、心豊か
で、安心・安全に暮らせる島を目指し、体制を整備
し、取組を着実に推進してまいりたいと考えておりま
す。
　その他の質問につきましては、部局長から答弁させ
ていただきます。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
　　　〔溜　政仁　知事公室長登壇〕
○溜　政仁 知事公室長　１、基地問題・外交安全保
障についての中の(2)、那覇港湾施設の移設について
お答えいたします。
　那覇港湾施設は、那覇港に隣接し、那覇空港にも近
く、産業振興の用地として極めて開発効果の高い地域
となっており、基地負担の軽減と産業振興の観点か
ら、早期の返還が必要であると考えております。
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　県としては、これまでの経緯を踏まえつつ、那覇港
湾施設移設に関する協議会の枠組みの中で、移設の目
的や条件に沿った取組を進めることが重要と考えてお
ります。
　次に同じく１(3)のア、知事の訪台に対する中国か
らの抗議についてお答えいたします。
　本年11月の中国大使館の記者会見において、沖縄
県知事の台湾訪問が発表されたがコメントはあるかと
の記者からの質問に答え、報道官が、中国は、日本と
台湾のいかなる公式交流にも断固として反対してき
た、日本側には台湾独立・分離主義勢力に誤ったシグ
ナルを送らないよう要求すると発言されたと承知して
おります。この発言の内容は、中国政府の基本的な立
場を表明したものと理解しております。
　台湾との関係について、日本政府は、日中共同声明
を踏まえ、非政府間の実務関係として維持するとの立
場であり、本県としても政府の方針に沿って、引き続
き、地域間の経済・文化交流を継続していきたいと考
えております。
　同じく１(4)のア、中国によるブイの設置及び政府
の対応についてお答えいたします。
　去る11月16日の日中首脳会談において、岸田総理
大臣が、中国の習主席に対し、尖閣諸島をめぐる情勢
を含む東シナ海情勢について深刻な懸念を改めて表明
し、日本の排他的経済水域内に設置されたブイの即時
撤去を求めたことは承知しております。
　県としては、尖閣諸島をめぐる問題がエスカレート
し、不測の事態が生ずることは決してあってはならな
いと考えております。このため、日本政府に対し、尖
閣諸島周辺海域における海上保安体制の強化、平成
26年に日中間で確認された日中関係改善に向けた話
合いの合意事項に基づく冷静かつ平和的な外交・対話
による日中関係の改善に向けた取組などを求めている
ところです。
　同じく１(4)のウ、北朝鮮による人工衛星等の打ち
上げについて。
　去る11月21日の北朝鮮による人工衛星打ち上げに
ついて、政府は、衛星打ち上げを目的としたもので
あったとしても、北朝鮮による弾道ミサイル技術を使
用したいかなる発射も禁止としている、関連する国連
安保理決議に違反するものであり、国民の安全に関わ
る重大な問題としております。
　県としましても、事前に発射期間を通告していたに
もかかわらず、通告期間前に発射を強行し、沖縄上空
を通過するなど、県民に大きな不安を与えたことは大
変遺憾と言わざるを得ません。引き続き、国、市町村

と緊密に連携し、県民の安全・安心の確保に全力で努
めてまいります。
　同じく１(4)のエ、米軍オスプレイの墜落事故につ
いてお答えいたします。
　政府によると、11月29日午後２時40分頃、嘉手納
飛行場に向かっていた横田飛行場所属のＣＶ22オス
プレイ１機が、鹿児島県屋久島沖合に墜落したとのこ
とです。沖縄防衛局からは、当該機への乗員８名のう
ち、１名の死亡を確認、要救助者と見られる５名が発
見され、うち２名が収容されたとの連絡がありまし
た。
　亡くなられた乗員の御冥福をお祈りするとともに、
御遺族に心から哀悼の意を表します。また、残る２名
の乗員も発見され、御家族の元に帰ることができるよ
う、心から祈っております。
　県は、11月29日及び12月１日、政府に対し、事故
原因が究明されるまでの間は、海兵隊所属機も含めオ
スプレイの飛行を停止すること等を要請しました。引
き続き情報を収集するとともに、関係自治体と連携し
ながら、適切に対応してまいります。
　同じく１(5)のア、地域外交に関する提言と基本方
針の概略についてお答えいたします。
　地域外交に関する万国津梁会議においては、これま
での沖縄の歴史と国際社会の情勢変化を踏まえ、現在
の沖縄の強みや国際社会から求められる要素を整理
し、沖縄型地域外交のあるべき姿を明確にしていく内
容の提言をまとめていただくことになっております。
同会議の提言を踏まえて策定する沖縄県地域外交基本
方針（仮称）は、基本方針の位置づけや各部局におい
て取り組んでいる国際交流・協力等の現状及び課題を
整理した上で、県が地域外交により目指す姿を明らか
にするとともに、地域外交の戦略や今後の取組などを
示していきたいと考えております。
　同じく１(5)のイ、地域外交の範囲についてお答え
いたします。
　県が考える地域外交とは、自治体、企業、ＮＧＯな
ど様々な主体において、国際交流など多分野で活動が
展開されることと認識しており、いわゆる国家間外交
とは異なるものと考えております。また、地方自治法
では、「地方公共団体は、住民の福祉の増進を図るこ
とを基本として、地域における行政を自主的かつ総合
的に実施する役割を広く担うもの」とされており、自
治体の行う地域外交は、自治事務の範囲内と認識して
おります。これを踏まえて、県としても平成22年３
月に策定した基本構想沖縄21世紀ビジョンで、地域
外交の必要性を示してきたところです。
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　なお、外務省においては、外交を推進していく上
で、地方自治体等を重要なパートナーと位置づけてお
り、県としては、今後も国等とも連携し、地域外交を
展開していきたいと考えております。
　次に６、こども・子育て、県民生活、社会福祉につ
いての中の(3)、消防防災ヘリの導入検討状況につい
てお答えいたします。
　消防防災ヘリの導入については、県及び41市町村
で構成する沖縄県消防防災ヘリコプター導入推進協議
会において協議を行っており、令和４年11月に機体
の仕様を先島や大東地域まで航続可能な中型機とする
ことや、基地整備場所、人員派遣・費用等、県への要
望の４つの議案について可決し、市町村長へ承認を依
頼しております。去る６月９日には、市町村長との意
見交換会を開催するなど承認に向けた取組を進めてお
り、全市町村長から承認が得られ次第、ヘリ機体の発
注とヘリ基地となる沖縄県消防防災航空センター（仮
称）の施設整備関連事業を進めてまいります。
　以上になります。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
　　　〔松永　享　商工労働部長登壇〕
○松永　享 商工労働部長　１、基地問題・外交安全
保障についての(3)のイ、台湾訪問時の面談先につい
てお答えします。
　今回の台湾訪問につきましては、コロナ禍からの復
興を見据え、台湾との経済交流や文化交流を再び活性
化させる目的の下に実施したところです。このため、
交流のプレイヤーとなる経済団体及び企業の関係者同
行の下、日台間の交流を支援する団体等の代表者と交
流の活性化等に向けた意見交換を行ったところです。
なお、平成31年度まで継続してきたトップセールス
におきましても、各分野の交流を支援する団体等を訪
問したところであり、今回も従前と同様の対応となっ
ております。
　３、産業振興・労働政策についての(1)、人材不足
に対する政策の考え方等についてお答えします。
　人材不足への対応としましては、労働力の確保と定
着、人材育成、企業の生産性向上等の取組を推進する
ことにより、企業が適正な利益を確保し、人への投資
につながる好循環の構築が重要であると考えておりま
す。
　県では、観光人材の確保の促進や交通事業者が行う
運転手等確保の取組への支援など、各分野特有の課題
を踏まえた人材不足対策に取り組むとともに、従業員
へのリスキリングやＵＪＩターン人材の確保、早期
キャリア教育などの施策を推進しているところです。

　同じく３の(2)、沖縄県所得向上応援企業認証制度
の実績と効果についてお答えします。
　県では、メディア発信やセミナー開催による同制度
の普及、認証式での各企業の取組紹介等を通じて、所
得向上の機運醸成に取り組んでいるところです。今年
度は新たに34社を認証し、現時点では55社となって
おります。認証企業からは、企業イメージや従業員に
よい影響があった、またセミナー参加者からは、人材
投資への大切さを再認識した、申請を検討したいなど
の声も聞かれ、効果が現れてきているものと考えてお
ります。
　県では、さらなる同制度の普及に向け、周知活動を
強化してまいります。
　同じく３の(3)、生産性向上に向けた取組状況等に
ついてお答えします。
　本県の１人当たりの県民所得が伸び悩む要因とし
て、県内産業の生産性の低さや企業の稼ぐ力の弱さに
起因する課題があると認識しております。
　県としましては、産業のＤＸや企業連携等によるイ
ノベーションを促進するとともに、高度な人材の育成
や労働者のリスキリングを推進することで、産業全体
の生産性を高めてまいります。また、県外・海外への
市場開拓や域内の経済循環を高める施策を総合的に展
開することで、企業の稼ぐ力の強化や１人当たりの県
民所得の向上につなげていきたいと考えております。
　同じく３の(4)、県内企業の賃上げの状況について
お答えします。
　厚生労働省の調査によりますと、都道府県別の賃金
引上げ額等は公表されておりませんが、全国における
令和５年の賃金平均引上げ額は、前年より3903円高
い9437円となっており、また、年内に賃上げを実施
する、または実施を予定している企業は、前年から
3.4ポイント増の89.1％となっております。一方、民
間調査会社の公表資料によりますと、県内で今年度賃
上げを実施した企業は91.5％で、全国平均の84.9％
を6.6ポイント上回っております。
　同じく３の(6)、エネルギーの脱炭素化に向けた県
のビジョンについてお答えします。
　県では、2050年度エネルギーの脱炭素化に向け、
2030年度再エネ電源比率の目標を18％としており、
2021年度時点では11.1％となっております。
　県としましては、目標達成に向け、再エネ電源の主
力である太陽光やバイオマスの導入拡大に取り組むほ
か、将来的な再エネ電源として、洋上風力の導入に適
した候補地等の調査や水素等の利活用の可能性調査を
実施するなど、2050年度における脱炭素社会の実現
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を目指してまいります。
　同じく３の(7)、スタートアップに関する成果目標
の実現についてお答えします。
　行政や金融機関など54団体で構成される、おきな
わスタートアップ・エコシステム・コンソーシアムで
は、今年11月におきなわスタートアップ・エコシス
テム発展戦略を策定したところです。同戦略では、５
年後の達成目標として、スタートアップの資金調達額
を令和４年度の約14億円から100億円に、スタート
アップの数を97社から200社とすることなどを掲げ
ております。
　県としましては、コンソーシアムに参画する関係機
関と連携し、人材の育成・確保や資金調達支援、事業
サポートなど、スタートアップの成長段階に応じた支
援を通じて、達成目標の実現に取り組んでまいりま
す。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
　　　〔宮城嗣吉　文化観光スポーツ部長登壇〕
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　１、基地問題・
外交安全保障についての(4)のイ、琉仏修好条約文書
についてお答えします。
　今回発見された史料には、当時の琉球王国時代の実
情やフランスとの交渉内容が記されていると承知して
おります。本県には外交史料が残っていないことか
ら、本物であれば琉球王国時代の条約締結の過程が分
かる大変貴重な史料だと認識しております。当該史料
については、県が取得する必要性を判断するため、関
係機関と連携して引き続き情報を収集してまいりま
す。
　同じく１の(5)のウ、南米連絡事務所の設置につい
てお答えします。
　今年８月に照屋副知事がブラジルを訪問した際に、
ブラジル沖縄県人会から、沖縄県と南米の県系人の相
互で情報を共有するための南米連絡事務所の設置に係
る要望がありました。沖縄と南米との相互のニーズの
把握、交流促進や経済発展につなげる可能性調査を行
うこととしており、現在、調査項目等を検討しており
ます。南米連絡事務所の設置については、庁内関係部
局やＪＩＣＡ沖縄等関係機関と連携し、現地の沖縄県
人会と意見交換を重ねるとともに、調査の結果を踏ま
えて対応を検討してまいります。
　５、文化観光スポーツについての(1)のア、マリン
タウンＭＩＣＥエリアへの交通アクセスについてお答
えします。
　那覇市内や空港等からの交通アクセスは、整備が進

められ、令和４年３月までに暫定供用した南風原バイ
パス、与那原バイパスや整備中の小禄道路等の利用を
想定しております。また、大型ＭＩＣＥ施設の開業後
は、公共交通機関の利用促進や中南部地域からのシャ
トルバスの運行による交通渋滞の緩和に努めることと
しております。今後も、県と関係４町村で構成する大
型ＭＩＣＥ振興に関する協議会等を活用し、連携して
取り組んでまいります。
　同じく５の(1)のイ、マリンタウンＭＩＣＥ施設周
辺用地の開発計画についてお答えします。
　今年10月に公表した実施方針において、展示場の
面積を１万平方メートル以上とする等、大型ＭＩＣＥ
施設の規模を具体的に示すとともに、周辺のＨ１ゾー
ンとＨ３－Ｔゾーンの用地については、それぞれホテ
ルと交通ターミナルを、大型ＭＩＣＥ施設と一体で整
備することとしております。その他、周辺の県有地
は、事業者から収益事業の任意提案を求めることとし
ております。また、与那原町において、今年９月に町
有地を対象とした活用事業の公募がなされたところで
す。
　同じく５の(2)、観光需要に対応する受入れ体制の
強化についてお答えします。
　沖縄観光は、コロナ禍における離職と需要の回復に
伴う人材不足や物価高騰等による影響を受けていると
考えております。このため県では、観光事業者に対
し、今後の観光需要に対応する前向き投資等の受入れ
体制の再構築を支援しております。観光人材の確保・
定着を図るため、事業者の生産性向上に資する取組を
支援するとともに、観光事業者と求職者とのマッチン
グの促進、就職イベントの周知などを行っておりま
す。また、県外の地域と連携して修学旅行に係るバス
運転手及びバスガイドの確保を図るとともに、観光２
次交通結節点の設置に向けた取組や周遊バスへの支援
を行っております。
　同じく５の(3)、九州との連携についてお答えしま
す。
　九州・沖縄各県の知事や経済界で構成する九州地域
戦略会議等において、観光政策についても、定期的に
協議・情報交換を行っております。本県は島嶼県であ
ることから、実施可能な施策については、九州各県と
連携して取り組んでおります。具体的には、サイクル
ツーリズムを推進するため、九州、山口、沖縄の各県
が連携し、ディスカバー九州のブランドを構築し、各
県サイクルルートのプロモーション等を実施しており
ます。
　同じく５の(4)、ＦＩＢＡワールドカップのレガ

‒ 49 ‒



シーの活用についてお答えします。
　県では、ＦＩＢＡバスケットボールワールドカップ
2023の開催を通じて、会場周辺における渋滞対策、
シャトルバスなど観客の輸送手段の確保、ボランティ
アによる運営サポート、沖縄の未来を担う子供たちと
選手との交流や県内外での機運の醸成等、多くのノウ
ハウを培うことができました。構築されたこれらのレ
ガシーや経済波及効果については、今年度中に報告書
として取りまとめ、関係機関へ周知してまいります。
今後は、県内市町村や関係団体と連携し、大会で得た
ノウハウ、構築されたレガシーを活用して、新たな国
際大会の誘致に向けて取り組んでまいります。
　同じく５の(5)、伝統芸能等に対する支援について
お答えします。
　沖縄は、アジア諸国との交易を通じて多様な文化芸
術を受け入れ、沖縄の精神的、文化的風土と融合させ
ることで、独特の文化芸術を育んできました。伝統芸
能については、琉球舞踊などを中心とした県外・海外
での公演の実施や、琉球の歴史・文化をテーマとした
新たなコンテンツを制作する取組への支援を行ってお
ります。また、ポップミュージックでは、昨年開催さ
れた復帰50周年記念沖縄音楽コンサートにおいて、
高校生以下のアーティストによるコンサートやワーク
ショップを開催し、沖縄の音楽、文化を国内外へ発信
しました。今後とも、心豊かな県民生活及び活力ある
社会の実現のため、文化芸術の振興を図ってまいりま
す。
　同じく５の(7)、観光目的税の導入についてお答え
します。
　県では、沖縄が世界に誇れる観光リゾート地として
発展することを目指すとともに、県民生活と調和した
持続的な観光振興を図る観点から、観光目的税(宿泊
税）の導入に向けた検討を進めております。今年度
は、宿泊事業者を含む観光関連団体や導入を予定する
市町村との個別の意見交換を再開しております。ま
た、９月から11月にかけて、導入予定市町村及び観
光関連団体との連絡会議を開催しております。11月
８日には、ツーリズム産業団体協議会から観光目的税
制度の導入に向けた意見書の提出があったところで
す。
　引き続き、協議の場を設けて、観光関連団体や市町
村等との意見交換を重ねながら、挙げられた論点につ
いて詳細に整理してまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
　　　〔宮城　力　総務部長登壇〕

○宮城　力 総務部長　２、行財政運営についての(1)
のア及びウ、ハード交付金を含む総合経済対策に基づ
く県の補正予算の対応状況等についてお答えいたしま
す。２の(1)アと(1)ウは関連いたしますので、恐縮で
すが一括してお答えいたします。
　県では、国の総合経済対策に基づく補正予算の成立
を踏まえ、本定例会に補正予算を追加提案することと
しております。また、予算成立後に事業の早期着手に
取り組めるよう、繰越明許費、債務負担行為を計上
し、適正工期を確保した上で、事業が途切れることが
ないよう、迅速かつ着実な執行に努めていくこととし
ております。
　同じく２の(2)のイ、職員の服務調査等についてお
答えいたします。
　現在、頻発している不適正な事務処理等の具体的な
内容、原因及び過失の程度等について、総務部におい
て一括して調査を行っており、その中で服務規律に違
反する行為の有無についても確認しているところで
す。当該調査結果を踏まえ、職員の懲戒については、
故意または過失の程度等も考慮の上、慎重に判断する
必要があると考えております。なお、職員個々の事務
処理能力や業務管理能力については、人事評価におい
て判定し、任用、給与、分限等の人事管理の基礎とし
て活用しているところであり、今後も、適正な事務の
執行を確保するため、人事評価制度の適切な運用を
図ってまいります。
　同じく２の(2)のウ、ＰＦＡＳの処理経過と今後の
対応についてお答えいたします。
　県庁地下駐車場にＰＦＯＳ等を含む泡消火剤が漏出
した事案に関し、これまで９月26日に建物外部排水
ます及び配管の洗浄を行い、９月30日に今年度流入
が認められた湧水槽及び配管の洗浄、10月14日には
建物外部排水ます並びに平成27年度に流入があった
湧水槽及び配管の洗浄を行ったところです。引き続
き、専門家の助言やＰＦＯＳ等の除去に実績のある企
業等と相談を行い、適正な管理に努めていきたいと考
えております。
　同じく２の(3)のア、令和４年度実質収支の増加理
由についてお答えいたします。
　令和４年度の実質収支額は約56億円で、前年度と
比較して約13億円の増となっております。実質収支
が増となった要因としては、実績額以上に国庫支出
金を約10億円概算で受入れしこれの償還に充てるこ
と、予算編成時に一般財源で措置した事業のうち約
11億円が国庫支出金に振り替わったことによるもの
です。
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　同じく２の(3)のイ、出納閉鎖時点における主要２
基金の残高等についてお答えいたします。
　令和５年５月末の出納閉鎖時点における財政調整基
金及び減債基金を合わせた現在高は約823億円となっ
ており、前年同期と比較して約49億円の減となって
おります。これは、令和４年度において、新型コロナ
ウイルス感染症対策に加え、原材料価格や電気料金高
騰に対する経済対策等に取り組んだ結果によるものと
考えております。
　同じく２の(3)のウ、健全化判断比率の増減理由に
ついてお答えいたします。
　令和４年度の健全化判断比率等については、実質
公債費比率が7.3％、前年度比0.2ポイントの増で、こ
れは算定式の分子に当たる元利償還金が増加したこ
と等によるものであります。また、将来負担比率は
25.9％、前年度比4.4ポイントの減で、算定式の分子
から控除できる充当可能基金の増等によるものであり
ます。
　同じく２の(3)のエ、国庫請求漏れに係る影響額に
ついてお答えいたします。
　令和４年度において、沖縄振興特別推進交付金、い
わゆるソフト交付金を活用した事故繰越事業に係る国
庫請求手続の誤認により、令和４年度に活用可能なソ
フト交付金が約10億円減少いたしました。現時点に
おいては、他のソフト交付金事業の進捗による不用に
より、国庫の不足額は約3.5億円に縮減されておりま
す。これについては、令和４年度から令和５年度への
繰越事業の財源としていることから、繰越事業の完了
後に一般財源での振替額が確定することになります。
また、当該一般財源で実施できるとする事業の規模に
ついては、補助制度が様々であること、国庫補助金が
確保できるか不明であることから試算することは困難
であります。
　同じく２の(4)のア及び(4)のイ、公社等における資
金運用基準等について、２の(4)のアと(4)のイは関連
いたしますので、恐縮ですが一括してお答えいたしま
す。
　県では、沖縄県債券運用基準により、基金等を確実
かつ効率的な運用を図ることとし、国債等の元本の償
還及び利息の支払いが確実な債権による運用を行って
おります。同様に、公社等の指導監督要領において、
預金等の資産の管理に当たっては、安全性及び確実性
を最重要視するとともに、効率的な運用にも配慮する
よう定め、指導することとしております。今後、公社
等に対しては、改めてその旨、通知するとともに、他
県等の状況も確認してまいります。

　同じく２の(5)、普通退職の原因と対策についてお
答えいたします。
　令和４年度の普通退職者について、教育委員会等の
他任命権者や任期付職員等を除いた知事部局の人数は
60名と増加傾向にあります。一方で、令和５年11月
末時点の普通退職者数は13名で、昨年同時期と比べ
ると２名減少している状況となっております。職員の
退職には個々の事情があり、一概にその原因を特定す
ることは困難ですが、公務に対する社会的要請が複雑
多様化する中、職員が担う業務やそれに伴う心理的負
担が増大していることも背景にあると認識しておりま
す。
　県としましては、時間外勤務の縮減や年次休暇の取
得促進など、職員が健康で働きやすい環境づくりや多
様な働き方が可能となるよう、テレワークの導入等に
取り組んでまいります。
　同じく２の(8)のイ、公共事業予算の確保について
お答えいたします。
　公共事業予算の確保に向けては、自見沖縄担当大臣
に対し、沖縄振興予算の確保及び沖縄振興一括交付
金、とりわけハード交付金のさらなる増額について要
請を行ったところであり、国の総合経済対策に係る沖
縄振興関連の補正予算として、ハード交付金約39億
円などが措置されたところであります。今後もあらゆ
る機会を捉え、沖縄振興予算の確保に向けて取り組ん
でいきたいと考えております。また、単独事業も地方
財政措置のある有利な県債の積極的な活用を図り、県
経済の下支えとなる公共事業等関係予算の確保に努め
てまいります。
　同じく２の(8)のウ、予算編成過程公表の検討状況
についてお答えいたします。
　予算編成過程の公表について、他の都道府県の状況
を調査したところ、予算要求額から公表しているのは
31団体、このうち査定経過を公表しているのは10団
体となっております。本県は、他県と異なり、国の沖
縄振興予算の一括計上方式の制度上、部局等からの概
算要求後に国の予算案の決定を踏まえた要求額の変更
もあることから、どのように公表するべきか、引き続
き慎重に検討しているところです。
　同じく２の(9)のイ、所掌事務の見直し理由と効果
についてお答えいたします。
　今定例会に提出しております沖縄県部等設置条例の
改正においては、新たな部の設置のほか、子ども生活
福祉部から知事公室へ平和行政施策を移管し、地域外
交との連携により平和の発信の強化等を図りたいと考
えております。また、高齢者が生き生きと暮らせる地
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域づくりに向け、保健医療部に高齢者及び介護関連施
策を移管し、保健医療と介護のさらなる連携強化を図
りたいと考えております。今後とも、様々な施策を機
動的に展開できるよう不断の対応に努めてまいりま
す。
　次に３、産業振興・労働政策についての(5)、物価
高騰対策の予算措置状況等についてお答えいたしま
す。
　県においては、電力・ガス・食料品等価格高騰重点
支援地方交付金等を活用し、教育、福祉、医療、交
通、農林水産業など様々な分野に対する支援に取り組
んでおります。今年度の当初予算及び補正予算におい
て、電気料金高騰に対する支援や保育所等への食料
品の物価高騰に対する支援など、計159.3億円を計上
し、11月末時点における執行額は94.5億円、執行率
は59％となっております。さらに、本定例会におい
て８億円の補正予算を計上するとともに、国の経済対
策を踏まえた補正予算を追加提案することとしており
ます。
　県としましては、引き続き、同交付金等を活用し
て、物価高騰による県民生活や経済活動への影響に適
切に対応してまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
　　　〔金城　敦　企画部長登壇〕
○金城　敦 企画部長　２、行財政運営についての(1)
のイ、重点支援地方交付金の配分額についてお答えい
たします。
　令和５年11月29日に成立した国の一般会計補正予
算において措置された重点支援地方交付金5000億
円について、沖縄県への配分額は約50.1億円、県内
市町村への配分額合計は約35.6億円となっておりま
す。
　同じく２の(1)のエ、住民税非課税世帯への給付に
係る市町村の準備状況についてお答えいたします。
　11月29日に国の令和５年度補正予算が成立し、同
日、国から重点支援地方交付金の取扱いが県へ示さ
れ、それを受け翌日、市町村へ通知したところです。
現在、市町村においては、物価高に伴う影響を受ける
低所得世帯の方々へ、必要な支援が速やかに実施でき
るよう、事業計画の策定、予算措置等の準備を進めて
いるところです。
　県としましては、速やかな支給が実施されるよう市
町村に対して助言等の支援を行ってまいります。
　同じく２の(7)、生成ＡＩの業務利用についてお答
えいたします。

　現状の生成ＡＩには、不正確な情報を回答するなど
の課題がありますが、生成ＡＩの活用を含むＤＸの推
進は業務効率化につながることから、全国知事会の生
成ＡＩ利活用検討ワーキングチームに参加するなどの
取組を進めております。引き続き、情報漏えい等の対
策を講じた庁内での検証環境整備を進めるとともに、
生成ＡＩの活用により、どのような県の業務が効率化
できるのか、実証を進めてまいります。
　同じく２の(8)のア、ゆがふしまづくり計画に基づ
く事業の検討状況についてお答えいたします。
　県においては、人口減少、少子高齢化を見据え、沖
縄21世紀ビジョンゆがふしまづくり計画を策定し、
地方創生に関する各種施策を推進しております。令和
６年度においても、安心して結婚・出産・子育てがで
きる社会、世界に開かれた希望と活力にあふれる豊か
な社会、沖縄らしい魅力を生かし、生き生きと暮らせ
る優しい社会、離島・過疎地域の個性を生かした持続
可能な社会の実現に関する施策について、各部局にお
いて関連事業予算の調整を行っているところです。
　次に３、産業振興・労働政策についての(8)、ブ
ルーエコノミーの推進についてお答えいたします。
　新・沖縄21世紀ビジョン基本計画においては、海
洋島嶼圏としてのＳＤＧｓへの貢献を図るとともに、
海の恵みを利用した持続可能な社会経済開発であるブ
ルーエコノミーの先導的な展開に取り組むこととして
おり、今年度は、有識者ヒアリング、先進地事例、海
洋に関する拠点機能を有する施設等の基礎調査を実施
しているところです。
　県においては、本調査結果を踏まえ、本県の自然
的・地理的特性等に応じた海洋政策の方向性を検討し
ていきたいと考えております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
　　　〔前川智宏　土木建築部長登壇〕
○前川智宏 土木建築部長　２、行財政運営について
の(1)のウのうち、沖縄離島無電柱化緊急対策事業の
執行についてお答えいたします。
　無電柱化については、防災性の向上や良好な景観の
形成等を目的としております。沖縄離島無電柱化緊急
対策事業については、長時間かつ大規模停電の抑制に
も資する無電柱化を推進するため、沖縄の離島を対象
に、無電柱化を実施する際の電線管理者負担を軽減す
るための補助とのことであります。
　県としては、離島を含む全市町村が無電柱化推進計
画を策定できるように国や電線管理者と連携して支援
するとともに、無電柱化の加速化に取り組んでまいり
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ます。
　次に同じく２の(3)のオ、繰上充用手続の法的効力
についてお答えいたします。
　土木建築部が所管する令和４年度の特別会計決算に
おける赤字状態を治癒するため、繰上充用の手続を
行ったところであります。出納閉鎖後の繰上充用は手
続的には違法であるが、その効力自体が否定されるも
のではなく、赤字状態が治癒するとして、総務省から
見解が示されています。
　次に同じく２の(3)のカ、車両事故等に関する和解
等についてお答えいたします。
　道路管理瑕疵に関する事案につきましては、道路賠
償責任保険を契約している保険会社が損害賠償の額の
算出及び支払いを行っており、県の新たな財政上の支
出を伴わないことから、議会の議決は必要ないものと
解釈しておりました。平成７年度からこれまで、議会
の議決を経ずに、和解及び損害賠償金の支払いを行っ
た事案は161件となっております。また、保険金の上
限を超え、県の支出を伴った事案及び裁判で和解した
事案の５件については、議会の議決を経ております。
　次に３、産業振興・労働政策についての中の(9)、
県発注工事の優先発注の取組等についてお答えいたし
ます。
　沖縄県発注工事において、県内企業への優先発注及
び県産品の優先使用基本方針に基づき、工事の規模や
手持ち工事の状況等を勘案した上で、可能な限り県内
企業に配慮し、受注機会の確保に努めております。
令和４年度の土木建築部発注工事においては、発注
件数439件、約400億円のうち、県内企業は428件、
約357億円を受注し、受注率は件数で97.5％、金額で
89.1％となっております。引き続き、県内企業に配
慮した発注を行っていきたいと考えております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　保健医療部長。
　　　〔糸数　公　保健医療部長登壇〕
○糸数　公 保健医療部長　２、行財政運営について
の(2)のエ、宿泊療養施設運営事業の国庫補助の対象
についてお答えします。
　本事業における契約の手法の問題については、法律
相談等を踏まえ契約手法の一つとして有効であると整
理し、国に確認したところ、国庫補助の対象になると
回答がありました。しかしながら、１つの施設につい
て、令和４年度事業における精算漏れにより国庫補助
の一部が請求できなくなったことから、一般財源を措
置して対応することとしております。
　県民の皆様からの県行政への信頼を損ねることとな

り、心からおわび申し上げます。今後、このような事
態が二度と生じないよう、適正な事務執行に万全を期
してまいります。
　次に４、保健医療・環境衛生についての(1)、薬学
部設置の進捗状況等についてお答えします。
　県は、令和５年２月に沖縄県内国公立大学薬学部設
置に関する基本方針を公表し、薬学部の設置を希望す
る大学の公募を本年９月１日から12月８日までの期
間で実施しております。基本方針の公表以降、県内国
公立大学に対し公募に応じていただけるよう説明及び
意見交換を行っており、今年度中に有識者等で構成さ
れた審査会において、県が支援する大学の選定を行う
予定としております。
　県としましては、引き続き、県内国公立大学への薬
学部設置に取り組んでまいりたいと考えております。
　同じく(3)、琉球大学病院のＰＥＴ検査施設につい
てお答えします。
　主にがんの検査として行われるポジトロン断層法、
いわゆるＰＥＴ検査について、琉球大学病院において
は、運営委託事業者の運営面に安全管理上の懸念が生
じ契約解除に至ったことから、10月半ばから検査を
停止しております。現在、琉大病院では、自院で検査
施設を直接運営するため、関係者と協議を進めている
と聞いております。また、県内でＰＥＴ検査を実施し
ている琉大病院以外の２施設では、琉大病院が検査を
停止してから検査予約が取りづらい状況が生じてお
り、県内におけるＰＥＴ検査の提供体制に影響が出て
おります。
　県としましては、琉大病院に対し、患者が必要な検
査を受けられるよう他の施設と適切に連携を図るとと
もに、検査施設を早期に再開するよう働きかけてまい
ります。
　同じく(4)、大腸がん対策についてお答えします。
　がん検診は、健康増進法により市町村での実施が努
力義務となっており、大腸がんでは40歳以上を対象
に年１回の便潜血検査が推奨されています。市町村で
は対象者への受診勧奨、再勧奨を行うほか、土・日・
祝日の実施など利便性の向上による受診率改善に取り
組んでおります。
　県では、県医師会と連携し、市町村や検診機関での
検診の精度管理の把握・分析・評価を行っており、引
き続き、結果を関係機関にフィードバックするととも
に、生活習慣の改善や早期発見・治療につながるがん
検診の重要性について、県民への普及啓発を図り、大
腸がんの予防に取り組んでまいります。
　同じく(5)、人獣共通感染症対策への取組について
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お答えします。
　ワンヘルスは、動物と人及びそれを取り巻く環境を
包括的に捉え、共有して感染症の問題解決に当たるべ
きという考え方です。具体的な取組として、衛生環境
研究所では、感染症発生動向調査において人獣共通感
染症の発生情報を週報や月報で還元し、医療機関等と
迅速な情報共有を行っています。また、豚の日本脳炎
感染源調査、マングースやコウモリ等の狂犬病モニタ
リング調査、蚊媒介感染症対策として蚊の定点モニタ
リング調査、レプトスピラ症対策としての環境調査等
を行っています。
　次に６、こども・子育て、県民生活、社会福祉につ
いての(2)のうち、ヘルスケア分野におけるソーシャ
ル・インパクト・ボンド（ＳＩＢ）の活用についてお
答えします。
　県では、ＳＩＢを採用した事例はございませんが、
市町村においては、民間からの資金調達の部分を除い
た、成果連動型民間委託契約方式（ＰＦＳ）による事
例がございます。令和元年に、浦添市が大腸がん検診
受診勧奨ＰＦＳ事業として厚生労働省のモデル事業を
実施しており、当該事業ではナッジ理論やショート
メッセージサービスを活用して大腸がん検診の受診対
象者に勧奨を行い、増加数目標500人に対し、921人
の実績を上げております。なお、浦添市では令和２年
度から４年度にかけて、特定健診についてもＰＦＳ事
業を行っております。
　同じく(6)のうち、若年者の飲酒・薬物中毒対策に
ついてお答えします。
　県は、第２期沖縄県アルコール健康障害対策推進計
画を定め、県民への節度ある適度な飲酒や飲酒に伴う
リスクに関する知識の普及啓発及びアルコール健康障
害の相談、回復支援等を行っております。特に、飲酒
すべきでない二十歳未満の者や妊産婦については目標
を掲げ、関係機関と連携しながら取り組んでいるとこ
ろです。また、若年層の薬物乱用防止対策として、教
育庁、県警及び沖縄県薬物乱用防止協会等関係機関と
連携し、学校、地域における薬物乱用防止講習会や街
頭キャンペーンを、また、ＳＮＳや動画共有サービス
等を活用した普及啓発活動を実施しております。
　県としましては、引き続き、関係機関等と連携を強
化し、若年層に対する飲酒・薬物乱用防止対策を推進
してまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　人事委員会事務局長。
　　　〔茂太　強　人事委員会事務局長登壇〕
○茂太　強 人事委員会事務局長　２、行財政運営に

ついての(6)、ＥＢＰＭ人材の試験区分についてお答
えいたします。
　県職員採用試験は、毎年度、任命権者の要望を踏ま
えながら採用試験計画を策定しており、過去にも産業
振興等の課題解決のために民間企業経験者の試験を実
施した実績があります。任命権者が新たな試験区分を
要望する場合は、人事委員会として受験資格や職務遂
行能力等の判定方法を検討・協議してまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　企業局長。
　　　〔松田　了　企業局長登壇〕
○松田　了 企業局長　４、保健医療・環境衛生につ
いての(2)、水道料金増額改定に至った経緯と交付金
の活用についてお答えします。　
　企業局では、経費削減などに取り組み、30年間料
金を維持してまいりましたが、電気料金の急激な上昇
や施設更新コストの増などにより経営状況が悪化し、
料金改定が必要となっており、市町村等への説明会を
４回開催し意見を聴取しました。当初、令和６年４月
から３割程度の料金改定を予定しておりましたが、市
町村等の意見、要望等を踏まえ、改定時期を令和６年
10月に半年延期した上で段階的な改定を行うことと
し、改定幅を23円に引き下げて議案を提出したとこ
ろであります。また、交付金の活用についても、現在
関係部局と協議を行っております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
　　　〔多良間一弘　環境部長登壇〕
○多良間一弘 環境部長　５、文化観光スポーツにつ
いての(6)、国立自然史博物館の誘致に関する令和６
年度以降の取組についてお答えいたします。　
　県では、これまで機運醸成を図るための企画展やシ
ンポジウムの開催、国への要請などを行ってきたとこ
ろであり、このたび、沖縄県議会において、全議員に
よる超党派の議員連盟が発足されたことは、国立自然
史博物館の誘致に向けて力強い後押しになるものと大
変心強く感じております。
　県としましては、引き続き、県内外での機運醸成や
国への働きかけを強化するとともに、令和６年度以降
は、国立自然史博物館の在り方に関する基本方針等の
検討や、現在設立に向けて取り組んでいる県民会議の
開催なども予定しており、国立自然史博物館の実現に
向け、県全体が一丸となった取組をさらに推進してい
く考えであります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
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　　　〔宮平道子　子ども生活福祉部長登壇〕
○宮平道子 子ども生活福祉部長　６、こども・子育
て、県民生活、社会福祉についての御質問の中の(1)
のア、こども未来部の所掌事務についてお答えいたし
ます。
　こども未来部では、子供施策に係る総合調整機能を
新たに位置づけ、部内及び全庁の連携体制を強化し、
子供の貧困、児童虐待、ヤングケアラー等により支援
が必要な子供への対応や、妊娠期から出産、子育て期
を切れ目なく支援する取組を推進することとしており
ます。さらに、女性がそれぞれのライフステージの中
で持てる力を十分に発揮、活躍できる環境を整備し、
安心して、かつ自立して暮らせる社会を目指し取組を
推進してまいります。
　同じく(1)のイ、医療的ケア児等の障害児福祉につ
いてお答えいたします。
　障害福祉施策については、障害児と障害者を区別す
ることなく、関係機関等が連携して全体を俯瞰した継
続的な支援を行うことが重要であると考えておりま
す。また、障害の早期発見により適切な支援につなげ
ることや、保育所等における医療的ケア児及び病児の
受入れ体制整備など、障害児を含む全ての子供に対す
る支援体制の強化が求められております。これらを踏
まえ、現在、組織編成に当たり、ライフステージに応
じた切れ目のない支援体制が確保できるよう総合的な
観点から検討を進めているところです。
　同じく(1)のウ、こども未来部の予算規模について
お答えいたします。
　令和６年度のこども未来部の取組に必要な予算につ
いては、現在、関係部局と調整を進めているところで
す。子供、若者及び女性への支援が十分に行えるよう
予算の確保に努めてまいりたいと考えております。
　同じく(2)、福祉行政のソーシャル・インパクト・
ボンドについて。
　本県では、福祉分野において、ソーシャル・インパ
クト・ボンド手法を用いた事業の導入・検討はござい
ません。また、県内市町村における同手法の導入・検
討を含め承知しておりません。
　同じく(4)、介護・福祉・保育人材不足に係る公定
価格見直しへの対応についてお答えいたします。
　介護及び障害福祉職員や保育士の処遇については、
国において公定価格改定の検討がなされており、情報
収集に努めております。介護及び障害福祉職員につい
ては、今般成立した国の補正予算において、令和６年
２月分から月額約6000円相当の賃金を引き上げる措
置が行われることとなりました。また、保育士につい

ては、人事院勧告に基づく給与改定がなされる予定と
なっております。今後、示される公定価格の改定を含
めた制度改正等について、詳細が判明次第、事業者へ
の周知や手続等に適切に対応し、介護及び障害福祉職
員や保育士の支援に努めてまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
　　　〔半嶺　満　教育長登壇〕
○半嶺　満 教育長　６、こども・子育て、県民生
活、社会福祉についての中の(2)、教育分野のソー
シャル・インパクト・ボンド手法の導入事例等につい
てお答えいたします。
　本県では、教育分野において当該手法を導入した事
業はございません。また、県内市町村においても教育
分野への導入事例は検討中も含め承知しておりません
が、今後、他の自治体の先進事例について、情報収集
してまいりたいと考えております。
　同じく(6)、若年者の飲酒・薬物中毒対策の現状等
についてお答えいたします。
　令和５年１月から10月末現在で、飲酒により補導
された中高校生は236名、薬物で検挙された中高校生
は６名で、うち大麻は４名となっております。薬物事
犯については、中学生が検挙されるなど、薬物乱用の
低年齢化が進んでおり、強い危機感を抱いておりま
す。学校においては、児童生徒の発達段階に応じて、
保健体育等の授業や警察及び専門家による喫煙、飲
酒、薬物乱用防止教室を開催するなどの取組を行って
おります。
　県教育委員会としましては、引き続き学校、県警、
ＰＴＡ連合会等の関係機関との連携を密にし、児童生
徒の飲酒・薬物乱用防止に取り組んでまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　警察本部長。
　　　〔鎌谷陽之　警察本部長登壇〕
○鎌谷陽之 警察本部長　６、こども・子育て、県民
生活、社会福祉についての御質問のうち(5)、県内に
おける刑法犯の現状、増加要因対策及び特殊詐欺への
現状対策についてお答えをいたします。
　令和４年中の県内における刑法犯認知件数は、
6776件と前年と比較して943件、16.2％増加し、20
年ぶりの増加となっております。本年10月末現在も
7529件と前年同期と比較して2012件、36.5％増加
しております。また、特殊詐欺の認知件数は令和４年
中は前年と同数の15件でしたが、本年は10月末現在
で32件と前年同期と比較して22件増加をしておりま
す。増加の原因については、自転車盗や車上狙い等の
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街頭犯罪、特に無施錠での被害が増加していることか
ら、コロナ禍で停滞していた社会経済活動が戻り、人
流が増えたことに加え、社会全体の防犯意識が薄れて
きたことが挙げられると考えております。
　このため県警察では、街頭におけるパトロールや職
務質問を強化するとともに、ボランティア団体等と連
携して、いつでも鍵をかけるなどの５つのかける運動
や自転車のツーロックを県民に呼びかけ、防犯意識の
向上に努めております。また、特に特殊詐欺に関して
は、巧妙な手口が多様に存在しますので、県民がその
実態を知ることが重要であり、安心ゆいメール、ＳＮ
Ｓなどを活用した情報発信、高齢者世帯への戸別訪
問、自治会等における防犯講話の実施などの取組を
行っております。
　次に６(6)、若年者の飲酒・薬物中毒対策について
お答えをいたします。
　本年10月末現在における10代の者の飲酒補導人員
は435人で、前年同期と比較して63人の減少となり
ます。減少の要因としては、ボランティア等と連携し
た街頭補導活動の実施、学校や保護者等と連携した指
導等が考えられます。その一方で、年少者が先輩に誘
われて宿泊施設において集団飲酒した後に、転落した
事案が発生するなど、不良行為の潜在化が懸念される
ところであり、引き続き関係機関と連携し、宿泊施設
や酒類販売店等に対する要請等を強化してまいりま
す。
　続きまして、本年10月末現在における少年による
薬物事案の検挙・補導人員は、大麻事案の21人を含
む合計27人、前年同期と比較して３人増加となり、
厳しい状況であると認識をしております。増加の要因
としては、携帯電話やＳＮＳの利用により薬物情報に
触れやすい環境にあることや、インターネット等で薬
物に関する誤った情報が氾濫していることが挙げられ
ます。
　県警察におきましては、若年層における乱用拡大等
の実態を踏まえて、引き続き少年補導の推進や薬物事
案取締りの強化、学校における非行防止教室等の啓発
活動など総合的な対策を講じてまいります。
　次に６(7)、電動キックボードや自転車関連事故の
現況と対処策についてお答えをいたします。
　本年10月末現在の県内における自転車関連人身事
故につきましては、176件発生し負傷者は169人と
なっております。件数は減少傾向にありますが、全体
の人身事故のうち自転車関連事故の構成率は高まって
おり、令和４年中は約９％を占めております。また、
令和４年中は２名の方が亡くなる自転車事故が発生し

ており、自転車に係る諸対策をさらに推進していく必
要があります。
　次に、電動キックボードについては、本年10月末
現在の県内における人身事故の発生はありませんが、
全国では対歩行者事故が多く発生する状況にありま
す。県内では、シェアリング事業者等において、約
1000台の電動キックボードを運用している現状にあ
ることから、今後、電動キックボード利用者による違
反や事故の発生が懸念されるところであります。
　県警察では、本年７月に施行された改正道路交通法
により新たに区分された特定小型原動機付自転車に係
る交通ルールの広報啓発活動、自転車指導啓発重点地
区・路線等における指導取締りのほか、シェアリング
事業者等の実態を把握し、観光客等の利用者に対する
十分な交通安全教育がなされるよう指導するなどの諸
対策を推進しているところであります。今後もこれら
のニーズが高まることが見込まれることから、飲酒運
転等の事故に直結する違反の取締り、逆走等の迷惑性
の高い違反の指導取締りを実施するとともに、関係機
関・団体等と連携し、広報啓発を推進してまいりま
す。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　小渡良太郎議員。
○小渡　良太郎 議員　再質問をさせていただきま
す。
　まず、対話というものについてですが、先ほど口頭
弁論でもこの対話の必要性を訴えたということで、さ
きの答弁の中にも含まれていました。この対話による
解決というのを求めているわけですけれども、もしこ
の国との対話が実現して進んでいくとして、知事は、
国に何をどのように話していくおつもりなのか、お聞
かせください。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　対話のその内容によりまして
は、そのときの状況、テーマ等、沖縄県からどのよう
な対話の環境を創出できるか、または、国によってど
のような対話の状況を創出できるかということを勘案
して行っていきたいというように考えております。
○赤嶺　昇 議長　小渡良太郎議員。
○小渡　良太郎 議員　では、普天間基地代替施設の
件について、もし話合いが進むとしたら、何を、国に
話すつもりでしょうか、教えてください。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　まずは政府におかれても、この
辺野古新基地建設問題については把握をしておられる
と思いますが、改めてそれらの経緯と県民の民意、そ
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して過去の選挙の結果、沖縄における過重な基地負担
の状況等々、丁寧に話合いをしてまいりたいと思いま
す。
○赤嶺　昇 議長　小渡良太郎議員。
○小渡　良太郎 議員　この対話というものについて
は、両者が向かい合って話をすることというふうに、
辞書で書かれておりました。問題解決する対話という
のはどのようなものかと考えたんですけれども、それ
は決して一方的な要求を受諾させるとか、一方の価値
観を押しつけるということではないように私は考えて
おります。この国との対話がもし進んでいく中で、一
定の妥協、譲歩がもし求められた場合、知事はどのよ
うに対応するつもりかお聞かせください。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　現段階でその先のことを見通す
ことはなかなか難しいのでありますが、しかし沖縄に
おける、例えば海兵隊のその撤退の部隊の状況、人
数、撤退する時期等について、正確な情報をいただい
て後、基地負担の軽減が実際に図られるということに
ついて、さらに議論は深まっていくものと思います。
○赤嶺　昇 議長　小渡良太郎議員。
○小渡　良太郎 議員　この対話をしていく中で、い
ろいろ実現させていくためには、この条件のすり合わ
せ等もやっていく必要があるわけであります。譲らな
いといけない部分も出てくると。もし今、知事がおっ
しゃっている範囲の中で、譲れるところってどういう
のがあるのかというのを確認したいんですが、答弁い
ただけますでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　沖縄県は、0.6％の県土面積に日
本全体の約70.3％の米軍専用施設面積を負担させら
れております。そのことについて、当面は50％に削
減する案をぜひ日米で協議をし、それに沖縄も加えて
いただきたいということを申し上げています。という
ことは、まず、どれをどれだけ50％にするのか、そ
れができるのかということについても十分議論の俎上
に上げられるものというように思います。
○赤嶺　昇 議長　小渡良太郎議員。
○小渡　良太郎 議員　50％については、軍特でも
私、議論したんですけれども、場所も何も示さない中
で、パーセンテージだけ示されて、じゃ望まない形に
なったら、どのように対応するかっていうことすら答
弁できない状況にあるわけで、県議会の中での議論も
答弁できない状況で、それを持って国に行くというの
は、いささかあり得ない話なのかなと。話合いの前提
に立っていないわけですよ。

　それで、もう一つ、この対話がなかなか実現しない
現状にあると考えているんですが、知事の姿勢にも問
題があるのかなというふうに感じております。対話を
求めると再三言いながら、対話相手を訴えるという行
動を繰り返しているわけで、これが対話を求める者の
姿勢なのか、見解をお聞かせください。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　私は、答弁もしておりますけれ
ども、政府に対し申し上げるべきことは申し上げ、問
題点を指摘しながら、必要に応じて連携して取り組む
ことが重要であると考えている、その通りでありま
す。
○赤嶺　昇 議長　小渡良太郎議員。
○小渡　良太郎 議員　答弁等も、先ほどの中川議員
の答弁も含めて、知事は対話による解決をしていきた
いとおっしゃっているわけですけれども、この主張、
自らの主張がメインで出てきている以上は、または、
その主張の50％も含めて、整合性または根拠という
のも今の時点でお示しできていないというのを考える
と、やる意味が見いだせないのではないのかなと。ま
た、さらなる対立を招くだけにつながるのじゃないか
なという懸念もあります。対話による解決という理念
は分かりますが、言葉だけで、行動とか背景とか根拠
づくりとか、そういったものが一切伴わない、実効性
も何も保証もないという言葉に過ぎないというのが今
の現状じゃないかなというふうに私は捉えているんで
すが。この耳触りのよい言葉だけ弄するんじゃなく
て、本当に対話を求めるんだったら、求めるなりの論
拠、求めるなりのしっかりとしたものをつくり上げて
いただきたいと。
　でも、知事からはそういう答弁は一切今までいただ
いておりません。改めて見解をお聞かせください。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　沖縄のこれまでの復帰51年間
の、戦後78年間の基地負担の現状の異常性をよく考
えていただければ、議員にも御理解いただけると思い
ます。沖縄県はこの間、重ねて政府に対してその基地
負担の軽減を求め続けているのであり、その具体的な
内容について、政府がしっかりと受け止め、では協議
をしましょうと言うのであれば、恐らくＳＡＣＯ２の
話合いも可能であろうと私は考えております。
○赤嶺　昇 議長　小渡良太郎議員。
○小渡　良太郎 議員　今の答弁で、沖縄の歴史を含
めて基地負担の現状云々の話がありました。私たちも
同じ思いであります。それが通じていないというだけ
でも、対話による解決っていうのは程遠いのかなとい
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うように感じます。いろんな場面で私たちも基地負担
の軽減をしっかりやっていくということで言っている
じゃないですか。でも、その私たちに対して、そうい
うふうな答弁をするっていうのは理解していただけて
いないのかなと非常に残念に思いますし、そのような
態度では、どんなやって対応するのかというのが正直
なところであります。これはあんまり追及しても仕方
ないですから、もし対話による解決を本当に望むんで
あれば、妥協案とか譲歩する部分とか、または本当に
譲れない部分とかそういったのを全部ひっくるめて
ちゃんと根拠をつくった上で、示して、それで対話を
望むという形でやっていただきたいと思います。
　１(2)について。
　那覇港湾施設について、那覇港湾施設という名称、
知事公室長、ちゃんとした名称を使っていただきまし
た。那覇軍港って私も間違って書いたんですけれど
も、正式名称を使っていただいてありがとうございま
す。
　この、しっかりと進めていくということで、一安心
したんですけれども、ついては知事に一つお願いがあ
ります。
　この一部の方から、移設反対の声が聞こえてきてお
ります、特に最近。この知事を支持する方の中にも、
そういった方がいらっしゃるようであります。もちろ
ん知事を支えるからといって、全て知事の考えに右に
倣えというわけではないと思うんですけれども、もし
この知事の庇護の下で、各自が都合よく移設の是非を
政治利用するような状況が生まれたら、それはダブル
スタンダードということになりますし、知事はそのダ
ブルスタンダードを追認するというふうに言われても
仕方がないと思います。意見の集約、または合意まで
いかなくても、同意が得られるように、しっかりと
リーダーシップを発揮していただきたいのですが、知
事の見解をお聞かせください。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　お答えいたします。
　那覇港湾施設の移設につきましては、様々な方が
様々な意見があるということは承知しております。
　県としましては、那覇港湾施設の返還が実現されれ
ば、基地負担の軽減、跡地の有効利用による発展に寄
与すると考えており、これまでの経緯を踏まえつつ、
今後とも移設協議会などにおいて、関係機関と協議を
行いながら対応してまいりたいというふうに考えてお
ります。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　小渡良太郎議員。

○小渡　良太郎 議員　ぜひ、知事の身内である与党
の一部にもそういった方がいらっしゃるという話が聞
こえてきますので、しっかりと取りまとめをしてやっ
ていただきたいと要望いたします。
　次(3)のア、(4)のア、ウと、共通する事柄なので、
一括してちょっと再質問させていただくんですけれど
も、知事のコメントを客観的に聞いていると、このア
メリカ政府に対しては、事件・事故、その他が起きる
たびに強い抗議の意を表しているという一方で、この
中国とか北朝鮮というものについては、明らかに県民
の権利を阻害している領海侵犯事案がある、ブイの設
置もある。それで、また直接県民の生命財産を脅かし
かねないミサイルというべきか、軌道に乗らない人工
衛星というべきか、度重なる発射も起こしているとい
うことについては、一貫して国の対応を見守るという
言葉で、だんまりを決め込んでいるようにしか思えま
せん。なぜ、このアメリカとそれ以外で対応が違うの
か、お聞かせください。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　県といたしましては、領
土・領海などの国の主権に関わる問題は、一義的には
政府間において解決されるべきものと考えておりま
す。一方、日本政府とアメリカ、米国の間には、日米
安全保障条約があり、そして、沖縄には米軍基地が存
在していると。それで、米軍基地は沖縄において様々
な問題を起こしているという状況がありますので、そ
れについては、やはり沖縄県としては、その問題につ
いて申し上げているというところでございます。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　小渡良太郎議員。
○小渡　良太郎 議員　今の公室長の答弁だと、別に
アメリカ政府のものでしょう、国に対して言えばいい
じゃないですか、日本政府に対して。なぜアメリカは
アメリカに直接言うんですか。もう一回説明してくだ
さい。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後９時45分休憩
　　　午後９時45分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　繰り返しになって恐縮です
けれども、日本は日米安全保障条約を米国と結んでい
るということで、米国は日本にも駐留していて、当然
沖縄にも多く駐留していて、様々な問題があるという
ところで、沖縄県としては、日本政府及び米国、米軍
に問題を提起しているというところでございます。
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○小渡　良太郎 議員　丁寧な答弁をいただいたおか
げで時間がなくなってしまいましたので、残りはまた
次の機会にさせていただきたいと思います。
　ありがとうございました。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　もう既に時間も遅くなっており
まして、このまま議会を続行すると、職員の方々の負
担も大きいと思いますので、延会手続について、至
急、議会運営委員会を開いていただきたいと思いま
す。
　よろしくお願いいたします。
○赤嶺　昇 議長　今後の本会議の運営について協議
をするため、議会運営委員会を開催いたします。
　暫時休憩いたします。
　　　午後９時47分休憩
　　　午後９時59分再開

○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　この際、お諮りいたします。
　本日の会議は、都合により延会いたしたいと思いま
す。
　これに御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、本日はこれをもって延会することに決定い
たしました。
　　　――――――――――――――――――
○赤嶺　昇 議長　次会は、明６日定刻より会議を開
きます。
　議事日程は追って通知いたします。
　本日はこれをもって延会いたします。
　　　午後９時59分延会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

議　　　　　長	 赤　　嶺　　　　　昇

会議録署名議員	 上　　原　　　　　章

会議録署名議員	 比　　嘉　　京　　子
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○赤嶺　昇 議長　これより本日の会議を開きます。
　日程第１　代表質問を行います。
　質問の通告がありますので、順次発言を許します。
　この際、申し上げます。
　昨日の会議は、都合により比嘉京子議員及び玉城健
一郎議員の代表質問を残したまま延会いたしました。
　よって、本日の代表質問は、比嘉京子議員の質問か
ら行うことにいたします。
　比嘉京子議員。
　　　〔比嘉京子　議員登壇〕
○比嘉　京子 議員　おはようございます。
　てぃーだ平和ネットの比嘉京子です。
　代表質問を行います。
　１番目に、知事の政治姿勢について伺います。
　(1)、	沖縄防衛局と委託業者が2007年にまとめた
シュワブ地層調査報告書によると、辺野古周辺の海底
に軟弱な沖積層が広く、厚く分布するとしているが、
仲井眞弘多元知事の埋立承認願書において軟弱地盤の
存在は記載されているか。記載されていないとする
と、再度埋立承認を取り消すべきではないか伺う。
　(2)、	仲井眞弘多元知事の埋立承認の前提となっ
た、普天間飛行場の５年以内の運用停止を政府は実行
していません。前提条件が破棄された以上、埋立承認
の正当性はないと考えますがどうでしょうか、伺いま
す。
　(3)、	2017年６月15日の外交防衛委員会で、当時
の稲田朋美防衛相は、名護市辺野古の新基地建設が進
んだとしても、それ以外の返還条件が満たされない場
合、普天間は返還されないと明言をいたしました。返
還条件等についての認識を伺います。
　(4)、	知事は先日４年ぶりとなる台湾訪問をされま
した。訪問の目的と成果等について伺います。
　(5)、	台湾有事は沖縄有事と喧伝され、自衛隊の沖

縄配備が加速度的に強化されております。そのことに
危機感を持つ県民が政府の暴走を止め、無謀な戦争
を繰り返すなと11月23日に県民平和大集会を開催し
た。知事の登壇で大きな拍手と声援が飛んだ。知事の
所見を伺う。
　大きな２番目として、南西諸島の軍備強化につい
て。
　防衛省・自衛隊は2010年代から南西シフトを本格
的かつ強硬的に進めている。
　(1)、	報道によると、去る11月15日に中国の習近
平国家主席と米国のバイデン大統領がサンフランシス
コで首脳会談をした。それによると習氏は、中国が台
湾に関し2027年や35年に軍事行動を起こすことを計
画しているという米国での報道を把握していると言
及。「そうした計画はなく、誰もこれについて私に話
したことはない」と語った。発言に対する認識を伺
う。
　(2)、	ジュネーブ諸条約など国際人道法では、有事
の際において軍民分離の原則を徹底することとしてい
る。これを踏まえると米軍や自衛隊の平時からの民間
空港・民間港湾利用は国際法の常識からは考えられな
い。認識を伺う。
　一方、同条約上、自衛隊と民間会社が共有する空港
や港湾を敵国が攻撃しても、敵国は条約違反に問われ
ない。攻撃される対象となり、民間人を人の盾にした
として、日本側の戦争犯罪が問われるおそれさえある
と言われています。空港や港湾の軍民共用に向けた整
備・使用には、毅然たる態度が求められています。
　(3)、	本県は島々で構成されています。本島、宮古
島、石垣島において、島外から食料が断たれた場合を
想定した食料計画はなされているか伺います。
　大きな３として、次年度から立ち上げる地域外交課
の基本方針と今後の展望について伺います。
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　４、度重なる職員による不適切な業務執行等におけ
る原因究明と再発防止策について伺います。
　５、子供福祉行政について。
　「こどもまんなか社会」の実現を目指し、子どもの
権利条約を国内法として体系化したこども基本法が施
行され、この法律に基づき施策を実施するこども家庭
庁が創設された。
　(1)、	保育行政について。
　ア、2015年から直近までを比較し、保育現場にお
ける重大事故の全国と本県の推移を伺う。
　イ、待機児童と潜在的待機児童の数について全国と
本県の数を伺う。
　ウ、上記のア、イを解消するためには、どのような
施策が求められているのか伺う。
　エ、保育士の給与が他の業種と比較して長年低いと
言われ続けている。給与を他業種並みに引き上げるた
めにどのような取組が必要か伺う。
　(2)、	児童相談所について。
　ア、児童相談所職員による強制わいせつ事件の再発
防止策が発表された。他府県では再発防止策に徹底し
た実態調査をした県があるが、本県の実態調査はどの
ように行われたか伺う。
　イ、本県は次年度から児童と里親のアドボケイトを
実施するとしている。昨年１月に里親から一時保護さ
れた児童は、映像によると児相職員の手を振り払うな
ど明確な意思表示をしている。一方、調査委員会の報
告書では、一時保護所で児童は何度も里母に会いた
い、戻りたいとの言葉が繰り返し発せられたが、その
メッセージはスルーされ蓋をされ続けたとある。県の
実施する児童・里親アドボケイトは、誰がどのように
行動化するのか仕組みを問います。
　６、教育行政について。
　(1)、	平成17年に食育基本法、平成18年に食育推
進基本計画が制定され、平成19年には栄養教諭の配
置が開始されております。本県の任用状況は全国下位
にあり、次世代を担う心身ともに健康な県民を育てる
上で、遅れをとっています。
　ア、本県の任用状況に対しての認識と任用が遅々と
して進まない理由は何か伺います。
　イ、本県は、2040年健康長寿復活を目指しており
ますが、児童生徒の食に関する指導充実こそがその基
盤であると考えます、具体的な任用計画を問います。
　(2)、	これまで琉球・沖縄史教育を実践するための
具体策として、学校教育における指導の努力点に設定
するよう提案をしてきた。新年度に向けた進捗状況を
問います。

　７番目に環境行政について。
　(1)、	動物愛護センターの設置目的・運用内容につ
いて伺います。同センターの対象範囲を、宮古・八重
山地域を除く沖縄県全域としている。宮古・八重山に
おいても同センターの機能を備えた設置が必要ではな
いか、見解を伺います。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
　　　〔玉城デニー　知事登壇〕
○玉城デニー 知事　ハイサイ　グスーヨー　チュー
ウガナビラ。
　皆様、おはようございます。
　比嘉京子議員の御質問にお答えいたします。
　まず、知事の政治姿勢についての御質問の中の
(4)、台湾訪問の目的と成果についてお答えいたしま
す。
　今回の台湾訪問は、コロナ禍からの復興を見据え、
経済、観光、文化など様々な分野の交流を再び活発な
ものとすることを目的として、産業振興、観光、Ｉ
Ｔ、物産関連の経済団体や企業の皆様と共に、日本と
台湾の経済、観光、文化交流を担う団体等と意見交換
を行い、今後の交流に向けた意欲を伝えたところで
す。各団体との意見交換におきましては、観光、Ｉ
Ｔ、半導体、スタートアップ、貿易などについて、交
流と連携を深めていくことを互いに確認することがで
きました。また、故宮博物院では、琉球に関する企画
展の計画に謝意を伝えるとともに、実施に向けた協力
を約束してまいりました。さらに、台湾と沖縄のかけ
橋として活動されている県人会や留学生の方々と交流
を行い、感謝の気持ちをお伝えしたところです。一連
の日程を通して、沖縄と台湾のつながりを確かめ合う
ことにより、交流が互恵的に発展する展望が開けたと
感じております。今回の成果を踏まえ、沖縄が台湾を
はじめアジアと日本のかけ橋となることを目指してま
いりたいと思います。
　次に(5)、県民平和大集会に対する所見についてお
答えいたします。
　私は、去る11月23日に開催されました、次なる沖
縄戦の阻止を訴えた県民平和大集会に参加し、対話を
通じた相互理解と相互尊重の立場で問題解決を図るべ
きであることを訴えました。集会では全国、全世界と
団結して戦争を止める決意を趣旨とした宣言が採択さ
れております。このような集会に多くの人々が結集し
たことは、悲惨な沖縄戦を経験した県民の平和を希求
する強い思いの表れであると思っております。私は、
引き続き、日本政府に対して、米軍基地が集中し続け
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る沖縄の不条理に正面から向き合うよう対話を呼びか
けるとともに、県民の皆様とひるむことなく行動し、
平和のための声を上げ続けてまいりたいと思います。
　次に、次年度から立ち上げる地域外交課の基本方針
と今後の展望についてお答えいたします。
　沖縄県においては、次年度から、地域外交室を課に
格上げして、知事公室が外国公館や海外自治体の窓口
となり、各部局の取組を横断的かつ戦略的に推進する
体制を構築することとしております。地域外交の推進
に当たっては、これまでの沖縄の歴史や国際社会の情
勢変化を確認し、沖縄独自のソフトパワーと国際ネッ
トワークなどの強みを踏まえた今後の戦略を明確にし
ながら、今年度策定いたします沖縄県地域外交基本方
針（仮称）に即して取り組んでいくこととしておりま
す。
　沖縄県としましては、沖縄独自の地域外交を展開し
ていくことにより、アジア太平洋地域の平和と繁栄に
貢献してまいりたいと考えております。
　その他の質問につきましては、部局長から答弁をさ
せていただきます。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
　　　〔前川智宏　土木建築部長登壇〕
○前川智宏 土木建築部長　１、知事の政治姿勢につ
いての(1)、軟弱地盤の埋立承認願書への記載につい
てお答えいたします。
　県は、沖縄防衛局から平成19年の調査報告書を入
手し、確認を行っております。同報告書及び平成25
年の埋立承認願書には、一般的に軟弱と言われる沖積
層が存在していること、その性状は砂礫等であること
などが記載されておりますが、長期間にわたって圧密
沈下する軟弱な粘性土層についての記載はありませ
ん。また、平成19年の報告書には、追加でボーリン
グ調査を行う必要があることが記載されております
が、沖縄防衛局は埋立承認願書承認後の平成27年に
ボーリング調査を行っております。平成27年のボー
リング調査において、軟弱な粘性土層が確認され、令
和２年に変更承認申請を行ったことを踏まえると、平
成19年の調査の後に、追加のボーリング調査を行っ
た上で、埋立承認願書を作成することができたものと
考えられます。
　県としては、引き続き沖縄防衛局に対し、正確な情
報の提供を求めてまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
　　　〔溜　政仁　知事公室長登壇〕
○溜　政仁 知事公室長　１、知事の政治姿勢につい

て(2)、普天間飛行場の５年以内運用停止を前提とす
る当初承認についてお答えいたします。
　政府は、埋立承認願書において、埋立工事が必要な
理由を、「普天間飛行場の危険性を早期に除去する必
要があり、極力短期間で移設できる案が望ましい」と
しておりましたが、地盤改良工事の追加で工期が大幅
に延びることから、その根拠、必要性が失われたもの
と考えております。
　県としては、政府に対し、辺野古新基地建設が唯一
の解決策という考えにとらわれることなく、普天間飛
行場の県外、国外移設及び早期返還、運用停止を含む
一日も早い危険性の除去に取り組むよう強く求めてま
いります。
　次に同じく１(3)、普天間飛行場の返還条件等につ
いてお答えいたします。
　普天間飛行場の返還条件は、平成25年に公表され
た統合計画において、８項目が示されております。返
還条件８項目のうち、緊急時における民間施設の使用
の改善について、政府は、現時点で具体的な内容を定
めることは困難としております。普天間飛行場の返還
については、返還条件の全てを満たす必要があること
が当時の稲田防衛大臣の国会答弁から明らかとなった
ものと認識しております。
　次に２、南西諸島の軍備強化についての中の(1)、
米中首脳会談における習主席の発言に対する認識につ
いてお答えいたします。
　去る11月15日に行われた米中首脳会談において、
中国の習主席が台湾への軍事侵略の計画を否定したと
の報道は承知しております。
　県としては、米中対立等によりアジア太平洋地域の
緊張が高まり、不測の事態が生ずることは決してあっ
てはならないと考えており、機会あるごとに政府に対
して緊張緩和と信頼醸成について要請してきたところ
です。今般、米中首脳会談のほか、日中首脳会談も行
われたところであり、今後、このような平和的な外
交・対話が継続されることを期待しております。
　同じく２(2)、自衛隊等の平時からの民間空港・港
湾の利用についてお答えいたします。
　ジュネーブ諸条約追加議定書では、文民等の保護の
ため、民用物と軍事目標とを常に区分し、軍事目標の
みを軍事行動の対象とすることなどが規定されており
ます。また、自衛隊と民間が共用する空港・港湾は、
軍事目標とされるおそれがあるとの指摘があることは
承知しております。県は、このような指摘も念頭に、
政府に対し、特定重要拠点空港・港湾（仮称）の指定
により、有事の際に攻撃対象となるのではないかと
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いったことを含め、制度の詳細を照会しているところ
であり、引き続き、情報を収集し、適切に対応してま
いります。
　次に同じく２の(3)、食料計画についてお答えいた
します。
　沖縄県国民保護計画では、原則として国民保護のた
めの備蓄と防災のための備蓄を相互に兼ねることとし
ております。沖縄県地域防災計画では食料供給計画を
策定しており、食料の調達及び供給について実施責任
者である市町村が備蓄を行い、必要量を確保できない
場合等は、県及び他の市町村へ応援を要請することと
しております。
　県では、応援要請に備えて、食料を備蓄しているほ
か、九州・山口９県災害時応援協定や農林水産省への
要請等により必要な食料を確保し、緊急輸送等により
当該市町村へ供給することとしております。
　以上になります。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
　　　〔宮城　力　総務部長登壇〕
○宮城　力 総務部長　４、度重なる職員による不適
切な業務執行等における原因究明と再発防止策につい
てお答えいたします。
　知事部局においては、内部統制上の重大事案が続け
て発生していることを重く受け止め、その要因等を洗
い出し、実効性の高い再発防止策につなげるため、現
在、緊急的な事務の総点検を実施しているところで
す。また、総点検後は、その結果を踏まえ、外部専門
家による検証を行うこととしております。組織的な対
応といたしましては、部等の主管課に予算経理班を設
置するとともに、会計分野エキスパート職員を育成・
配置し、予算執行に係る審査機能を強化いたします。
さらに、内部統制推進体制の強化として、全ての主管
課に内部統制専任職員を増員配置することとしており
ます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
　　　〔宮平道子　子ども生活福祉部長登壇〕
○宮平道子 子ども生活福祉部長　５、子供福祉行政
についての御質問の中の(1)のア、保育現場における
重大事故の推移についてお答えいたします。
　国の教育・保育施設等における事故報告集計におい
て、死亡事故や治療に要する期間が30日以上の負傷
や疾病を伴う重篤な事故等を重大事故と規定してお
り、全国では2015年に627件、2022年に2461件、
県内では2015年に５件、2022年に94件となってお
ります。

　同じく(1)のイ、待機児童数等についてお答えいた
します。
　令和５年４月１日時点における待機児童数は、全国
で2680人、本県で411人となっております。また、
特定の保育所等を希望している等の理由により、国の
基準で待機児童に含めないこととされている、いわゆ
る潜在的待機児童は、全国で６万6168人、本県では
1592人となっております。
　同じく(1)のウ、重大事故防止策及び待機児童解消
策についてお答えいたします。
　県では、監査において、施設の状況や保育士の配置
状況等を確認し、それに基づく助言指導を行うほか、
事故防止及び救急対応策等についての情報を提供して
おります。また、園外活動や登園時など、特に児童の
見守りが必要な時間帯に支援員を配置し、安全な保育
体制の強化を図っているところです。待機児童の解消
につきましては、保育士の確保が重要であることか
ら、引き続き、新規保育士の確保や潜在保育士の就労
支援、処遇改善等の取組を推進してまいります。
　同じく(1)のエ、保育士の給与の改善に向けた取組
についてお答えいたします。
　令和４年賃金構造基本統計調査による本県保育士
の給与月額は22万8100円と、全産業の給与月額27万
1600円と比較して、約４万6000円低い状況となって
おります。県では、保育士の給与を他産業並みに引き
上げることが、保育士の処遇改善となり、確保・定着
にもつながるものと認識しており、全国知事会を通し
て、国に対し他産業と遜色のない水準に向けた保育士
の処遇改善とその財源の確保について要望していると
ころです。
　同じく(2)のア、再発防止策に係る実態調査につい
てお答えいたします。
　再発防止策の策定に当たっては、元職員が児童相談
所に勤務していた際の同僚職員に対する調査と児童及
び世帯に対する調査を行いました。職員に対する調
査では、異動した職員も含め21人にヒアリングを行
い、元職員の勤務態度や同種事案の有無等について確
認したところ、元職員の勤務態度で気になる点はな
く、同種事案も確認されませんでした。児童及び世帯
に対する調査では、元職員が児童福祉司として直接関
わった47人に対し、電話または面接により、同種の
被害や不審な点の有無などを確認しましたが、同種事
案は確認されませんでした。
　同じく(2)のイ、児童・里親アドボケイトの仕組み
についてお答えいたします。
　県では、外部の意見表明等支援員が社会的養護の下
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で生活する子供に対し、定期訪問等により子供の意見
表明を支援する体制を令和６年度までに構築できるよ
う取り組んでいるところです。また、令和６年度中に
里親支援センターを設置することを目指し、各関係団
体等と協議を進めているところです。里親支援セン
ターには、里親支援の知識を有する支援員等を配置
し、里親等への訪問相談や研修業務等に取り組むな
ど、里親等への支援体制の強化に努めてまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
　　　〔半嶺　満　教育長登壇〕
○半嶺　満 教育長　６、教育についての中の(1)のア
及び(1)のイ、栄養教諭の任用についてお答えいたし
ます。６の(1)のアと６の(1)のイは関連しますので、
恐縮ですが一括してお答えいたします。
　児童生徒が生涯にわたって自ら健康な生活を送るこ
とができる能力を身につけることは重要であります。
学校においては、給食の時間や体育科、家庭科、生活
科、特別活動など教科等横断的に食育の推進に取り組
んでいるところであり、その取組を推進する上で、栄
養教諭は中核的な役割を担う職であると認識しており
ます。今後、本県における学校栄養職員との役割分担
をさらに整理し、栄養教諭の定数拡大に向けて取り組
んでまいります。
　同じく(2)、学校教育における指導の努力点への琉
球・沖縄史教育の設定についてお答えいたします。
　県教育委員会としましては、本県の児童生徒が琉
球・沖縄の歴史について理解を深めることは、重要で
あると考えております。琉球・沖縄の歴史教育を学校
教育における指導の努力点に位置づけることにつきま
しては、地域や学校の実態と児童生徒の発達段階に応
じた教育活動が実践できるよう整理する必要があるこ
とから、現在、令和７年度を目途に検討しているとこ
ろであります。引き続き、効果的な指導の在り方につ
いて研究し、琉球・沖縄の歴史教育の充実に努めてま
いります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
　　　〔多良間一弘　環境部長登壇〕
○多良間一弘 環境部長　７、環境行政についての
(1)、動物愛護管理センターの設置目的等についてお
答えいたします。
　県では、動物の愛護及び管理並びに狂犬病の予防に
関する事務を分掌するため、動物愛護管理センターを
設置し、沖縄本島及び周辺離島を所管区域として、犬
及び猫の引取りや譲渡、動物の愛護と適正飼養に関す

る普及啓発等を行っております。宮古・八重山地域に
おいては、犬猫の収容施設のある保健所がこれらの業
務を担っており、動物愛護管理センターとしての機能
を果たしているところです。
　県としましては、これらの施設を引き続き適切に運
用・管理し、動物愛護管理行政を推進してまいりま
す。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　比嘉京子議員。
○比嘉　京子 議員　御答弁ありがとうございまし
た。
　再質問をさせていただきます。
　まず、知事の政治姿勢の(1)についてですけれど
も、2007年に軟弱地盤が存在することが把握されて
いたのであれば、先ほどおっしゃっていたように、
2013年の埋立申請の段階で地盤改良工事を含む設計
内容にすべきであったと、これは地盤工学の専門の日
大の鎌尾先生等がおっしゃって指摘をしているところ
です。
　再質問の１番目として、県が設計変更申請の問題点
として、軟弱地盤の最も深い、Ｂ27地点のボーリン
グ調査が不可欠だとしてきた理由は何でしょうか。軟
弱地盤の調査は、周辺のところから推計をしていると
いう段階でありますけれども、最も深いところのボー
リング調査がされていないままに進んでいると。この
現状について、その理由をお聞きしたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えをいたします。
　Ｂ27地点につきましては、軟弱な粘性土層の最深
部が位置しているということがあります。にもかかわ
らず、粘性土層の正常確認に必要な力学的試験が実施
されていないということから、力学的試験はぜひ実施
する必要があるというふうに考えているところでござ
います。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　比嘉京子議員。
○比嘉　京子 議員　このＢ27地点には、どういうよ
うなものが建設される予定になっているのでしょう
か。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　本地点におきましては、
埋立てに際して護岸が建設される予定というふうに
なっております。
○赤嶺　昇 議長　比嘉京子議員。
○比嘉　京子 議員　国土交通省におきましては、国
内の主要13空港について、あらゆる可能性を考慮し
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た災害クラスの巨大地震や津波発生等の考慮が必要だ
として、全てレベル２の耐震性を確保していると言わ
れています。一方、辺野古では、レベル１となってお
り、大震災の対応であるのかという問題点が指摘され
ておりますけれども、そういうことになっているんで
しょうか。レベル１で今申請をされている段階だと理
解していますが、いかがでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　議員御発言のとおり、レ
ベル１地震動を対象として構造物等の安定検査がなさ
れているという認識でございます。
○赤嶺　昇 議長　比嘉京子議員。
○比嘉　京子 議員　これは、本当にある意味でどう
して回避をしていたのか今さらながら問題だろうと思
うし、それから県が再提出において問題視している大
きなテーマだと思いますが、世界的に見ても90メー
トルという問題というのは、非常にまれであるという
ような技術点の問題が指摘をされています。それで、
地盤沈下、それから地震、活断層の疑念が消えませ
ん。そういうことで、先日、在沖米軍幹部の発言にも
あるように、大浦湾側の軟弱地盤は軍事上、影響を与
える可能性があるという発言が11月８日の報道であ
りましたとおり、私は非常に重なるというふうに思い
ます。政府におかれては非常にこれは不誠実な対応で
はないかと思います。また一方、滑走路は、米国の基
準も満たしていないのではないかという報道もありま
した。
　次に行きたいと思います。
　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時35分休憩
　　　午前10時35分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○比嘉　京子 議員　国会では、稲田朋美発言は2017
年でございましたけれども、この返還条件はいつ知ら
されていたんでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　普天間飛行場の返還条件が
示された沖縄における在日米軍施設・区域に関する統
合計画につきましては、平成25年４月に公表された
ものと認識しております。
○赤嶺　昇 議長　比嘉京子議員。
○比嘉　京子 議員　非常に問題だと思います。この
ことの公表は、仲井眞知事の埋立承認前にされている
んですよね。そのことも含めて、私は、それが明らか
にされないままに承認申請を行ったということが、こ

れも非常に不都合な真実に対する隠していた一つの問
題ではないかと思います。
　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時36分休憩
　　　午前10時36分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○比嘉　京子 議員　次に、２の(3)について、南西諸
島の問題の２ですけれども、先ほど食料の問題をお聞
きしたんですが、これは食料の備蓄としては何日ぐら
いを想定されているんでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　お答えいたしま
す。
　県内市町村におきましては、発災時に必要となる備
蓄をおおむね確保しているという状況でございます。
県では、沖縄県備蓄方針に基づきまして、発災から３
日間における県民の生命維持に最低限必要な物資等を
計画的に備蓄することにより、市町村の行う物資供給
活動を支援するということにしております。
○赤嶺　昇 議長　比嘉京子議員。
○比嘉　京子 議員　先ほどの公室長の答弁では、市
町村が主体になってということと、国民保護と防災の
観点からっていうことで、今のお話では３日間を目安
にしているっていうことがありますので、これは有事
対応ではないという理解でよろしいでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時38分休憩
　　　午前10時38分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　先ほど公室長のほ
うからも答弁をさせていただきましたとおり、国民保
護のための備蓄と防災のための備蓄を相互に兼ねると
いうものでございます。
○赤嶺　昇 議長　比嘉京子議員。
○比嘉　京子 議員　今、離島におきましては、シェ
ルターの問題等が出ておりますけれども、それによっ
て命が救われるのかという食料問題を一方で置き去り
にしてはいけないのではないかということを、私は指
摘をしておきたいと思います。
　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時38分休憩
　　　午前10時38分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
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○比嘉　京子 議員　５の(1)のウですけれども、保育
行政の問題で、今、保育士確保が必要であるという答
弁があったと思います。それで今現在、保育士の配置
基準は、現状は何年間据え置かれたままになっている
かということ、御存じでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　保育士の配置基準
は年齢別に定められておりまして、この見直しの状況
も年齢によって異なっておりますが、最も長く見直し
がなされていないのが４歳、５歳児における基準でご
ざいまして、75年間、見直しがされていないという
状況でございます。
○赤嶺　昇 議長　比嘉京子議員。
○比嘉　京子 議員　ゼロ歳、１、２、３歳について
は、御存じでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　ゼロ歳児につきま
しては、平成12年から見直しがされておりません。
25年間ということになります。１歳、２歳につきま
しては、56年間、３歳児につきましては、54年間、
見直しがされておりません。
○赤嶺　昇 議長　比嘉京子議員。
○比嘉　京子 議員　ぜひ知事、今聞かれたと思うん
ですけれども、保育士の配置基準が最長で75年。そ
れから、１、２、３歳児は50年以上。ゼロ歳児の１
対３というのが25年という、今それだけ据え置かれ
ているという現状で、今沖縄県は保育士を確保するた
めに9500万ぐらい毎年支出をしていると思うんです
けれども、これぜひ全国知事会において、もっとこど
も家庭庁の設置と同時に強化をしていただきたいとい
うふうに要望をしておきたいと思います。よろしくお
願いいたします。
　休憩をお願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時41分休憩
　　　午前10時41分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○比嘉　京子 議員　同じく(2)の児童相談所の再質問
でございます。
　この去年１月に一時保護をされた児童は、現在でも
保護された児童の発言や意思は蓋をされたまま放置さ
れていると考えています。今後、この子供の声をどの
ように行動化していく考えなのかお聞きしたいと思い
ます。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　当該案件につきま

しては調査報告書を踏まえ、子ども生活福祉部では改
善に取り組んでいるところでございます。この子供の
声を聞く、子供のケアということについても、大変重
要な問題であるというふうに認識をしまして取組を進
めているところでございますが、本件につきましては
現在係争中であること、または個別のケースというこ
とでございますので、答弁は控えさせていただきたい
と思います。
○比嘉　京子 議員　終わります。
○赤嶺　昇 議長　玉城健一郎議員。
　　　〔玉城健一郎　議員登壇〕
○玉城　健一郎 議員　皆さん、おはようございま
す。
　てぃーだ平和ネット、玉城健一郎です。
　会派を代表して、代表質問を行います。
　まず１(1)、屋久島沖でのオスプレイの墜落につい
て。
　まず、この事故で犠牲となられた故人の安らかなお
眠りをお祈り申し上げると同時に、まだ不明となって
いる方が早く見つかるようにお祈り申し上げます。
　さて、報道によりますと、11月29日午後２時40分
頃、鹿児島県屋久島沖で米軍ＣＶ22オスプレイが墜
落。５人の遺体を発見し、うち２人を引き揚げ、残る
２人の行方を捜している。事故機は嘉手納飛行場に向
かっていたということを考えれば、沖縄でも起こって
いたかもしれない事故。この墜落事故についてどのよ
うに考えるか。知事の見解をお伺いします。
　(2)、	2012年９月、県内にオスプレイの配備に反
対する県民大会が開催されたが、県内への配備が強行
された。県外や自衛隊での配備が進み、オスプレイは
配備前からその構造的な危険性が指摘されている。昨
年６月にアメリカ・カリフォルニア州で墜落事故が起
き、乗組員５人全員が死亡した。事故の報告書には、
ハード・クラッチ・エンゲージメントという欠陥が事
故原因として指摘されている。日本政府は米軍に対
し、オスプレイの飛行停止を求めておらず、飛行の安
全を確認してから飛行するよう求めている。人命と生
活を守るためにも、オスプレイの運用即時停止、原因
究明、配備撤回を求めるべきではないのか、県の見解
をお伺いします。
　(3)、	墜落事故について、政府は米軍から説明を受
けた上で、不時着水と言い換えている。当初、海上保
安庁は墜落と表現していたものの、米軍の説明を受
け、政府発表は不時着水に変更された。その後、米軍
が墜落という表現に変更してから、政府も墜落へ再度
変更した。政府と米軍の事故を矮小化したい考えが読
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み取れますが、県としてどのように考えているか、お
伺いいたします。
　(4)、	第３次普天間爆音訴訟と代執行訴訟での国の
訴えの矛盾について。
　国は、普天間爆音訴訟では、騒音などにして健康被
害など重大な利益侵害を受けているとは認めるに足り
る証拠はなく、原告らが被っているとする被害は、日
常生活上の不便、支障といった生活妨害の域を出ない
ものである。普天間飛行場は、我が国の防衛及びアジ
ア太平洋地域の平和と安定のために必要な重要な施
設。普天間飛行場が災害発生時においても、重要な役
割を果たしており、周辺地域にとっても大きな役割を
果たしている必要不可欠な施設であって、普天間飛行
場の使用は高度の公共性を有する。高度の公共性を有
し、その使用は公共のために必要不可欠であると、騒
音被害や健康被害を否定し、普天間飛行場の使用を肯
定している。
　一方で、代執行訴訟では、普天間飛行場における航
空機による訓練などで日常的に使用される飛行経路が
市街地上空であるから、普天間飛行場の周辺住民や上
記各施設の利用者などは、航空機事故の危険性や騒音
などの被害にさらされる事態が常態化している。すな
わち、普天間飛行場周辺において、万が一、航空機に
よる事故等が発生すれば、当該周辺住民の生命、身体
に甚大な被害を及ぼす危険性が高く、その危険性は具
体的なものとして、現に存在している。人の生命、身
体を保護する必要性は、ほかのどの法益よりも大き
く、周辺住民などの生命、身体における具体的な危険
性は、一刻も早く除去されなければならない。安全保
障と普天間飛行場の固定化の回避という重要な課題に
関わるため、放置することにより、著しく公益を害す
ることは明らかと騒音被害を認め、普天間飛行場の危
険性除去が優先と言っている。
　この国の主張の矛盾点について、県はどのように考
えているか、お伺いいたします。
　(5)、	米軍幹部が、滑走路の長さなどの利点を述べ
た上で、普天間飛行場の継続使用について言及した。
宜野湾市では、沖縄国際大学へのヘリ墜落、緑ヶ丘保
育園への部品落下、普天間第二小への窓枠落下と事
件・事故が相次いで起き、市民の安心・安全が脅かさ
れている。米軍幹部の発言はまさに米軍中心の考えの
表れであり、そこに県民、市民が住んでいるという視
点がない。県の見解をお伺いいたします。
　(6)、	米軍幹部によると、辺野古は早くても2037
年使用見込みとしている。返還合意から27年、当初
は５年以内に返還される予定が41年もかかる計算と

なった。宜野湾市民はこれまでも我慢を強いられてき
たが、これから先、14年以上も我慢をしなければな
らないのか。とても一日も早い返還とは言えません。
県の見解をお伺いいたします。
　(7)、	米軍船が与那原マリーナに給油のために３回
寄港していた。軍港と民間港は日頃から分けて運用し
なければ、万が一、有事が起こった際に攻撃目標とな
りかねない。米軍船の民間港利用は慎むべきである。
今回は県の連携不足ということだが、今後の対応につ
いてお伺いいたします。
　(8)、	11月21日、北朝鮮からの軍事衛星打ち上げ
に伴うＪアラートについて。
　防衛省の当初の発表では、ミサイルの可能性がある
ものという発表だったが、緊急速報ではミサイルと断
言していた。全国放送で沖縄県の上空をミサイルが飛
んでいるという情報を流布し、米軍基地や自衛隊基地
強化を肯定するような世論づくりに利用されている印
象を受けます。県としてどのように考えているか。ま
た、Ｊアラートを頻繁に鳴らしていると、本当に必要
なときに住民が避難しなくなる状況が生まれかねな
い。運用に対して慎重にするべきだと考えるが、県の
見解をお伺いいたします。
　２、世界エイズデーへの取組について。
　12月１日は、世界エイズデーです。世界保健機関
がエイズ蔓延防止と患者・感染者への差別・偏見をな
くすことを目的に実施されている。昨年のＨＩＶ感染
者は10万人当たり全国６位、エイズ患者は全国１位
となっている。その一方で、保健所実施のＨＩＶ抗
体検査数が全国でワースト15位となっており、検査
を受けやすい体制構築が急務である。また、梅毒の
2022年度感染者数は全国、県内とも過去最高となっ
ている。こちらの対策も併せて必要である。
　以下、お伺いいたします。
　(1)、	今年度の取組をお伺いいたします。
　(2)、	検査体制の拡充への取組をお伺いいたしま
す。
　３、パートナーシップ制度の導入について伺う。
　東京都でも東京都パートナーシップ宣誓制度を創設
し、都営住宅への入居のサービスを受けられるように
なった。沖縄県では、性の多様性尊重宣言と沖縄県差
別のない社会づくり条例を制定し、多様な性について
啓発を行っている。先進自治体のパートナーシップ制
度の導入について検討状況をお伺いいたします。
　４、保育環境の整備について。
　沖縄県では、保育士の働きやすい環境づくりや業務
負担軽減などを保育士・保育所総合支援センターで
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行っている。
　(1)、	保育士・保育所総合支援センターの運用の実
績についてお伺いいたします。
　５、教員の働く環境整備について。
　(1)、	教員の働く環境整備に向けて、県教育委員会
の取組をお伺いします。
　(2)、	離島では、家賃高騰などで教職員として赴任
しづらいという話があり、離島での教員不足の要因の
一つと言われている。また、これは教職員だけでな
く、県職員も同様である。離島地域への職員住宅の整
備及び住居確保等の施策が必要だと考えるが、県の見
解をお伺いいたします。
　６、ＰＦＡＳについて。
　(1)、	県内での土壌のサンプリングの進捗をお伺い
いたします。
　(2)、	ＰＦＡＳ対策マニュアルについてお伺いいた
します。
　７、沖縄県差別のない社会づくり条例について。
　(1)、	運用状況をお伺いします。
　(2)、	県民への啓発及び県職員への啓発についてお
伺いいたします。
　８、企業局の水卸値の値上げについて。
　(1)、	今後のスケジュールをお伺いいたします。
　(2)、	ＰＦＡＳに係る費用はどれだけかかったか、
また今後かかるであろうコストについてお伺いいたし
ます。
　９、円安がもたらす県内経済への影響についてお伺
いいたします。
　10、国・県発注事業の県内優先発注について。
　県発注事業、総合事務局発注事業、防衛局発注事業
それぞれの県内・県外比率をお伺いいたします。
　11、キャンプ誘致について。
　(1)、	プロチームのキャンプ実施状況をお伺いいた
します。
　(2)、	キャンプによる県内への経済効果をお伺いい
たします。
　12、フィルムツーリズムの支援について。
　映画のロケ地は、撮影期間における演者やスタッフ
の経済消費、地域の知名度アップ、聖地巡礼といった
新たな観光資源の創出などが見込まれ、地方ではロケ
地誘致合戦が行われている。県の映画ロケ誘致事業に
ついてお伺いいたします。
　13、宿泊税の検討状況についてお伺いいたしま
す。
　よろしくお願いします。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。

　　　〔玉城デニー　知事登壇〕
○玉城デニー 知事　玉城健一郎議員の御質問にお答
えいたします。
　１、知事の政治姿勢について(1)、オスプレイ墜落
事故の見解についてお答えいたします。
　11月29日に発生した米空軍オスプレイの墜落事故
については、県ワシントン駐在から提供のあった空軍
特殊作戦司令部の報道発表によりますと、乗員８名全
員の死亡が認定されたとのことです。
  亡くなられた乗員の御冥福をお祈りするとともに、
御遺族に心から哀悼の意を表します。また、いまだ発
見されていない乗員が一刻も早く御家族の元に帰るこ
とができるよう、心からお祈りするものであります。
　航空機の関連事故は、搭乗する乗務員もそうです
が、一歩間違えば県民の生命財産にも関わる重大な事
故につながりかねません。オスプレイについては、昨
年からの海外における死亡事故や今年９月に立て続け
に発生した国内民間空港への緊急着陸など事故が相次
いでおり、危険性が非常に不安視されている中での今
回の事故は、非常に残念であります。沖縄県は、今
回の事故に関し、11月29日及び12月１日、政府に対
し、事故原因が究明されるまでの間は、海兵隊所属機
も含めオスプレイを飛行停止することなどを要請して
います。引き続き情報を収集するとともに、関係自治
体と連携しながら、適切に対応してまいります。
　次に(2)、オスプレイの運用停止についてお答えい
たします。
　オスプレイについては、今回の事故のほか、平成
28年に名護市安部で墜落する事故や、海外では今年
８月にオーストラリアで３人が死亡する事故、10月
にアメリカ・ネバダ州でハードランディングする事故
などを起こしております。また、今年９月から10月
にかけては、普天間飛行場所属のオスプレイが相次い
で民間空港に緊急着陸するなど、米軍の安全管理体制
に強い疑念を抱かざるを得ず、大変遺憾であります。
　沖縄県としては、これまで建白書の精神に基づき、
オスプレイ配備に反対をしてきており、去る11月17
日の軍転協の要請においても、配備計画を見直すこと
などを求めたところであります。引き続き、米軍及び
日米両政府に対しての、オスプレイ配備撤回等を求め
てまいります。
　次に(6)、普天間飛行場の一日も早い返還について
お答えいたします。
　在沖米軍幹部が、去る11月７日に開催された報道
機関向けの説明会において、完成するのは早くても
2037年になると予想されているなどと発言したこと
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は報道により承知をしております。沖縄県は、軟弱地
盤の存在が判明し、提供手続の完了までに約12年を
要するとされている普天間飛行場の辺野古への移設に
ついて、同飛行場の一日も早い危険性の除去にはつな
がらないと指摘をしております。今般の米軍幹部の発
言は、これまで沖縄県が主張してきたことと近似して
おり、注目すべきことであると考えております。政府
は、このことを重く受け止め、普天間飛行場の速やか
な運用停止を含む一日も早い危険性の除去、県外、国
外移設及び早期閉鎖・返還に取り組むとともに、埋立
工事を直ちに中止し、問題解決に向けた沖縄県との対
話に応じるべきであると考えております。
　その他の質問につきましては、部局長から答弁をさ
せていただきます。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
　　　〔溜　政仁　知事公室長登壇〕
○溜　政仁 知事公室長　１、知事の政治姿勢につい
ての中の(3)、政府が事故を不時着水としたことにつ
いてお答えいたします。
　11月29日に発生したオスプレイの事故について、
防衛副大臣は、当日の会見において、不時着水したと
発言しておりますが、その根拠は米側から説明を受け
たものであるとしておりました。翌30日には沖縄防
衛局から、昨日、不時着水と情報提供したが、米側か
ら本日、墜落であるとの説明があったとの情報提供が
されております。
　次に１の(4)、普天間爆音訴訟と代執行訴訟におけ
る国の訴えの矛盾についてお答えいたします。
　国は、いわゆる普天間爆音訴訟の準備書面におい
て、普天間飛行場について、その被害は「日常生活上
の不便、支障といった生活妨害の域を出ない」とし、
高台にある飛行場が災害時に住民避難や物資輸送など
の役割を果たす公共性があるとして、同飛行場が周辺
住民の利益にとって重要な役割を果たしている旨を主
張しております。
　一方、代執行訴訟においては、周辺住民の生活に深
刻な影響が生じており、危険性除去等が喫緊の課題で
あると主張しております。このような国の主張の矛盾
からは、国が同飛行場の危険性除去など周辺住民の被
害除去に真摯に対応しているようには見えず、県とし
て、到底容認できるものではありません。
　同じく１(5)、普天間飛行場に関する米軍幹部の発
言についてお答えいたします。
　在沖米軍幹部が、去る11月７日に開催された報道
機関向け説明会において、辺野古沖へ移設工事完了後
も普天間基地を持ち続けたいかとの質問に対し、純粋

な軍事的な立場だけ言えば、はいと答えるが、その決
定は私ができるものではないと述べたことは報道によ
り承知しております。
　いずれにしましても、県としては、市街地の中心に
あって住民生活に深刻な影響を与えている普天間飛行
場の危険性の除去は、辺野古移設に関わりなく実施さ
れるべき喫緊の課題であると考えており、政府に対
し、普天間飛行場の一日も早い危険性の除去を図るた
めの具体的な取組を求めているところでございます。
　同じく１(8)、ミサイルの緊急速報とＪアラートに
ついてお答えいたします。
　国に確認したところ、迅速にＪアラート等を活用し
て国民への情報提供を行いましたが、弾道ミサイルの
可能性があるものが発射された旨を速やかかつ簡潔に
伝達するため、ミサイルとの用語を用いたとのことで
す。Ｊアラートについては、時間的余裕のない緊急事
態の発生を国民に伝え、迅速な避難行動を促すことを
目的としており、また、危険性が排除された際には直
ちに発令が解除されます。Ｊアラートの通知があった
場合は、それぞれの緊急事態に沿った避難行動が重要
と考えております。
　以上になります。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
　　　〔前川智宏　土木建築部長登壇〕
○前川智宏 土木建築部長　１、知事の政治姿勢につ
いての(7)、米軍の民間港湾使用への対応についてお
答えいたします。
　県が管理する与那原マリーナにおいて、令和５年
10月29日から同年11月16日にかけて、米軍の船舶が
入港するという事態が発生しました。与那原町民をは
じめとする県民の皆様に御心配をおかけする結果と
なってしまい、心よりおわび申し上げます。今後は、
このようなことがないよう、米軍による民間港湾の使
用は緊急時以外は自粛すべきとの県の方針を徹底し、
関係課等と連携を図りながら対応してまいります。
　次に10、国・県発注事業の県内優先発注につい
て、公共事業の県内・県外比率についてお答えいたし
ます。
　土木建築部発注工事において令和４年度は発注件
数439件、約400億円のうち、県内企業は428件、約
357億円を受注し、受注率は件数で97.5％、金額で
89.1％となっております。沖縄総合事務局において
は発注件数150件、約419億円のうち、県内企業は
133件、約218億円、受注率は件数で88.7％、金額で
52.1％となっており、沖縄防衛局においては発注件
数141件、約1271億円のうち、県内企業は132件、
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約574億円、受注率は件数で93.6％、金額で45.1％
とのことであります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　保健医療部長。
　　　〔糸数　公　保健医療部長登壇〕
○糸数　公 保健医療部長　２、世界エイズデーへの
取組についての(1)、今年度の取組についてお答えし
ます。
　令和５年12月１日の世界エイズデー前後の11月27
日から12月７日までの期間、各保健所では臨時で検
査枠を増やすなど、通常のＨＩＶ及び梅毒等検査を拡
充して実施しています。また、各保健所では、商業施
設や大学等において、パネル展示、ポスター掲示、パ
ンフレット配布等のエイズに関する啓発活動を実施し
ています。
　同じく２の(2)、検査体制の拡充への取組について
お答えします。
　医療機関で実施するＨＩＶ検査については、今年度
は１医療機関が追加され、合計９医療機関で検査が可
能となっています。そのうち５医療機関では、令和５
年10月15日から11月15日までの約１か月間、ＨＩＶ
及び梅毒のワンコイン検査を実施したところです。ま
た、保健所でのＨＩＶ検査については、今年度は６
月のＨＩＶ検査普及週間及び12月の世界エイズデー
にて検査枠を拡充して実施しています。なお、検査の
ウェブによる予約については、次年度からの導入に向
けて準備を進めているところです。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
　　　〔宮平道子　子ども生活福祉部長登壇〕
○宮平道子 子ども生活福祉部長　３、パートナー
シップ制度の導入についての御質問の中の(1)、制度
導入の検討状況についてお答えいたします。
　パートナーシップ制度につきましては、令和５年
11月までに19都道府県を含む350余りの自治体が導
入しているところです。
　県としましては、先行自治体における制度導入まで
の手続や課題、導入後の実施状況等の収集・整理を踏
まえ検討する予定としており、引き続き、県内市町村
等と意見交換を行いながら、対応してまいりたいと考
えております。
　４、保育環境の整備についての御質問の中の(1)、
沖縄県保育士・保育所総合支援センターの実績につい
てお答えいたします。
　沖縄県保育士・保育所総合支援センターでは、保育
士の就労あっせん事業として、求職者に対するマッ

チング支援、保育士合同就職説明会や保育園見学ツ
アー、潜在保育士等を対象とした就労支援セミナーを
実施しております。また、市町村が個別に実施する合
同就職説明会や保育園見学ツアー、保育士資格講座等
への支援を行っております。こうした取組により、平
成25年度の開設時から令和４年度までの保育所等へ
の保育士の就労人数は1445人となっております。
　次に７、沖縄県差別のない社会づくり条例について
の御質問の条例の運用状況と県民等への啓発について
お答えいたします。７の(1)と(2)は関連しますので、
一括してお答えいたします。
　沖縄県差別のない社会づくり条例の施行に伴い、本
年７月に人権相談窓口を設置し、８月末時点で６件の
相談に対応したほか、９月には沖縄県差別のない社会
づくり審議会を設置したところです。また、本条例の
趣旨について、県ホームページへの掲載、行政機関へ
の通知、人権関係イベント等を通し、広く県民等への
周知啓発を行っており、年度内にはリーフレットの作
成、配布を予定しております。これらの取組を通じ
て、差別や偏見のない優しい社会の実現に向け、引き
続き取り組んでまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
　　　〔半嶺　満　教育長登壇〕
○半嶺　満 教育長　５、教員の働く環境整備につい
ての中の(1)、教員の働く環境整備の取組についてお
答えいたします。
　県教育委員会では、年度初めに実施した県内公立学
校の全教職員を対象としたアンケートの結果等を踏ま
えて、「私たちのピース・リスト2023」と題した短
期の取組目標を設定し、各学校をはじめ関係機関へ広
く周知しております。また、４月から市町村教育委員
会や校長会、ＰＴＡ等の関係団体と意見交換等を行っ
てきており、より実効性のある取組を推進するため、
７月には沖縄県公立学校働き方改革推進本部を設置い
たしました。取組を進めるためには、保護者や地域の
理解や協力が必要であることから、11月に“学校にお
ける働き方改革”教育長メッセージを発出し、理解醸
成を図っております。今後、中長期の取組目標も設定
し、教職員が心身の健康を維持し、教育活動に専念で
きる環境の確保に努めてまいります。
　同じく(2)、離島地域の教職員住宅の整備等につい
てお答えいたします。
　県教育委員会では、北部、久米島、宮古及び八重山
の４地域に県立学校教職員住宅を設置し運営しており
ます。市町村立学校については、民間賃貸住宅の少な
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い離島・僻地に学校を有する市町村教育委員会におい
て、国の補助金等を活用し、教職員住宅が設置されて
おります。また、民間賃貸住宅に入居する職員に対し
ては、住居手当を支給しております。引き続き、教職
員の住宅確保等の支援に取り組んでまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
　　　〔宮城　力　総務部長登壇〕
○宮城　力 総務部長　５、教員の働く環境整備につ
いての(2)のうち、職員住宅の確保についてお答えい
たします。
　離島地域における職員住宅については、宮古に80
戸、八重山に125戸を保有しております。住宅確保に
ついては、異動対象職員からの物件の引継ぎ情報の提
供及び職員住宅の入居決定時期の前倒しによる、民間
アパートの早期確保の促進に取り組んでおります。ま
た、宮古地区においては、借り上げの検討も進めてい
るところです。なお、令和４年度末までに、離島地域
における職員住宅205戸のうち121戸の改修工事を完
了し、残る住宅についても順次改修を実施することと
しており、住環境の向上に取り組んでまいります。
　次に６、ＰＦＡＳについての(2)、対策マニュアル
についてお答えいたします。
　ＰＦＯＳ等を含む泡消火剤の漏出に関しては、迅速
な初動体制の確立と的確な応急対策等の実施が極めて
重要となります。そのため、これに係る緊急対応マ
ニュアルの策定作業を進めており、警備業務受託事業
者等や那覇市の環境担当部など、関係機関の意見等も
踏まえた上で、策定することとしております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
　　　〔多良間一弘　環境部長登壇〕
○多良間一弘 環境部長　６、ＰＦＡＳについての
(1)、土壌調査の進捗についてお答えいたします。
　県が今年度から開始したＰＦＯＳ等に係る全県的な
土壌調査については、市町村と調査地点の調整を行っ
た上で、これまでのところ沖縄島の全26市町村と離
島６市町村の計32市町村において、検体採取を終了
しております。残り９町村についても、委託業務によ
り速やかに検体採取を行うことにしております。その
後、採取した土壌中のＰＦＯＳ等の分析を行い、分析
後の調査結果については、市町村と調整した上で、今
年度末に公表する予定としております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　企業局長。
　　　〔松田　了　企業局長登壇〕

○松田　了 企業局長　８、企業局の水卸値の値上げ
についての(1)、料金改定のスケジュール等について
お答えします。
　企業局では、経費削減などに取り組み、30年間料
金を維持してまいりましたが、電気料金の急激な上昇
や施設更新コストの増などにより経営状況が悪化し、
料金改定が必要となっており、市町村等への説明会を
４回開催し意見を聴取しました。当初、令和６年４月
から３割程度の料金改定を予定しておりましたが、市
町村等の意見、要望等を踏まえ、改定時期を令和６年
10月に半年延期した上で、段階的な改定を行うこと
とし、改定幅を23円に引き下げて議案を提出したと
ころであります。また、交付金の活用についても、現
在関係部局と協議を行っております。
　同じく(2)、ＰＦＯＳ等対策に係る費用についてお
答えします。
　企業局が平成28年度以降、ＰＦＯＳ等対策に要し
た費用は、令和４年度までの見込額を含め約26億円
となっており、うち防衛省、厚生労働省及び内閣府か
らの補助金等が約14億円、企業局の負担は約12億円
となっております。また、令和６年度から令和９年度
までの料金改定期間中に必要な費用は１年当たり最大
10億円程度を見込んでおります。
　企業局としては、引き続きＰＦＯＳ等対策に係る費
用について国が負担することを強く求めてまいりま
す。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
　　　〔金城　敦　企画部長登壇〕
○金城　敦 企画部長　９、円安がもたらす県内経済
への影響についてお答えいたします。
　本県経済が新型コロナウイルス感染症の影響から回
復に向かう中、昨年来の円安等により物価が高騰し、
家計や企業に大きな影響を及ぼしています。こうした
認識の下、県は当初予算や補正予算において、電気料
金の負担軽減や飼料価格高騰対策などの生活者、事業
者支援を講じてきたところです。一方、円安は外国人
観光客の増加による観光需要の回復、農林水産物をは
じめとした県産品の輸出拡大につながることから、円
安のメリットを最大限引き出せるよう、取り組んでま
いります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
　　　〔宮城嗣吉　文化観光スポーツ部長登壇〕
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　11、キャンプ誘
致についての(1)、プロスポーツチームのキャンプ実
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施状況についてお答えします。
　県では、世界に羽ばたき躍動するスポーツアイラン
ド沖縄の形成に向けて、プロスポーツキャンプの誘致
など、スポーツコンベンションの推進に取り組んでお
ります。令和４年度の県内におけるプロスポーツチー
ムのキャンプ実施状況は、国内のプロ野球９球団、韓
国のプロ野球４球団、サッカーＪリーグ16クラブ、
女子サッカーＷＥリーグ２クラブ、ラグビーリーグワ
ン４チーム、バレーボールＶリーグ１チームとなって
おります。
　同じく11の(2)、キャンプによる経済効果について
お答えします。
　令和４年度のスポーツキャンプによる県内への経済
効果は、りゅうぎん総合研究所の調査によると、プロ
野球キャンプが約102億円、南西地域産業活性化セン
ターの調査によるとサッカーキャンプが約21億円と
なっております。また、経済効果だけでなく、選手に
よる子供たちへのスポーツ教室などを通して、競技力
向上や子供たちが世界に目を向ける機会の創出につな
がっているところです。
　県としては、さらなるスポーツコンベンションの拡
大を図るため、引き続き、関係市町村や競技団体等と
連携し、野球やサッカーに加えラグビーなど、プロス
ポーツキャンプの誘致、受入れ環境の整備に取り組ん
でまいります。
　12、フィルムツーリズムの支援についてお答えし
ます。
　県では、沖縄観光コンベンションビューロー内に
フィルムオフィスを設置し、沖縄ロケにおける相談対
応、市町村等の理解促進、地元との調整、国内外で開
催される映画祭における沖縄のＰＲ、動画配信サイト
での上映機会創出等の撮影支援に取り組んでおりま
す。令和４年度は、157件の問合せ対応、27件のロ
ケ支援を行いました。支援した作品が放映されること
で本県の魅力が発信され、ロケ地に観光客が訪れるこ
とにより、観光振興と地域活性化につなげてまいりま
す。
　13、宿泊税の検討状況についてお答えします。
　県では、沖縄が世界に誇れる観光リゾート地として
発展することを目指すとともに、県民生活と調和した
持続的な観光振興を図る観点から、観光目的税（宿泊
税）の導入に向けた検討を進めております。今年度
は、宿泊事業者を含む観光関連団体や導入を予定する
市町村との個別の意見交換を再開しております。ま
た、９月から11月にかけて、導入予定市町村及び観
光関連団体との連絡会議を開催しております。11月

８日には、ツーリズム産業団体協議会から観光目的税
制度の導入に向けた意見書の提出があったところで
す。引き続き、協議の場を設けて、観光関連団体や市
町村等との意見交換を重ねながら、挙げられた論点に
ついて詳細に整理してまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　玉城健一郎議員。
○玉城　健一郎 議員　ありがとうございます。
　じゃ４分しかないので、少し早口になりますけれど
も。
　保育環境の整備の中で、保育士・保育所総合支援セ
ンターの運用実績ということで、10年間で約1400人
ということで、１年当たり約200人がこういったこと
で採用とかっていうのが出てきていると思うんですけ
れども、大体、毎年ここにかかっている予算というの
は１億円前後というところもあったら、一概に全部が
この予算に使われているとは言えないんですけれど
も、１人当たり500万円ってコスト的にかなり高いと
思うんですが、費用対効果の点について、いかが考え
ていますか。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　令和５年度の予算
額は、6700万円ということで計上しているところで
ございます。就労の数で言いますと、今議員がおっ
しゃられたような数になるかと思いますが、答弁させ
ていただきましたとおり、様々な取組を実施している
ところでございます。就労につながらなかった場合に
おいても、魅力発信であるとか、または養成施設にお
ける周知啓発とか、そういったところの効果というの
も期待されるものであると考えております。
○赤嶺　昇 議長　玉城健一郎議員。
○玉城　健一郎 議員　そういったところだと思いま
すけれども、現場が求めているニーズに対してしっか
り応えていくような保育体制って必要ですので、その
辺りも検討してください。
　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時24分休憩
　　　午前11時24分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○玉城　健一郎 議員　国発注事業の県内優先発注に
ついてですけれども、特に沖縄総合事務局に関して
なんですが、この発注件数自体88％なんですけれど
も、金額ベースで言うと52％しか県内が発注できて
いない状況があるんですよね。やはりこの辺り、国に
対して県内事業者に優先発注を求めていく、もしくは
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県が主体的に工事を発注していく必要性があると思う
んですけど、いかがでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えをいたします。
　国直轄事業について県内企業の発注実績が低いとい
う理由でございますが、国際協定に基づいて国発注工
事の調達、国発注の工事をする場合には、一定金額以
上の場合は地域制限なしの一般競争入札に付さなけれ
ばならないという、いわゆるＷＴＯ案件というものが
ございまして、これがその一因になっているものとい
うふうに考えているところでございます。
○赤嶺　昇 議長　玉城健一郎議員。
○玉城　健一郎 議員　この一因というか、大体６億
ぐらいというふうにお話を伺っているんですけれど
も、こういう細かく工事をしてもらう。もしくは、も
うそれができないんだったら、県がもう代行してやっ
ていくというのも必要じゃないかと思います。ぜひそ
ういった検討もよろしくお願いします。
　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時25分休憩
　　　午前11時25分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○玉城　健一郎 議員　ＰＦＯＳ対策のところで、世
界保健機関、国際がん研究機関がＰＦＯＡとＰＦＯＳ
の発がん性リスクを上げたことについて、県の見解を
お願いいたします。
○赤嶺　昇 議長　保健医療部長。
○糸数　公 保健医療部長　お答えいたします。
　報道にありますように、世界保健機関（ＷＨＯ）傘
下の国際がん研究機関（ＩＡＲＣ）というところで、
ＰＦＯＡ、ＰＦＯＳの発がん性の根拠についての評価
が少し上がったというふうになっておりまして、ＰＦ
ＯＡのほうが最も高い発がん性があるというグルー
プ。それからＰＦＯＳのほうは、上から３番目の発が
ん性がある可能性があるというふうな、証拠の強さを
示すところの変更がございました。国においては、今
後の対応の方向性という通知の中で、ＷＨＯ等におけ
る動向も踏まえて、専門家会議において水質の暫定目
標値の検討を行うというふうにされておりますので、
こういうところに影響が出てくるかと想定していま
す。また、同時に人の健康に与える影響についても研
究がさらに進展することを期待しているところです。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時27分休憩
　　　午前11時27分再開

○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　玉城健一郎議員。
○玉城　健一郎 議員　オスプレイのほうに移ります
けれども。オスプレイ、過去の報道では放射性物質と
かがあるということを報道で指摘されていますけれど
も、その点について、県の見解をお願いいたします。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　お答えいたします。
　11月30日に防衛大臣は記者会見におきまして、オ
スプレイのエンジン等にも他の航空機と同様に放射性
物質のクリプトンが使用されているが、希ガスである
ことから、水や食品の中に蓄積されることなく、装置
中のクリプトンから放出される放射線量も極めて小さ
く、人体や環境への影響について問題のないレベルで
あるということを承知している旨の発言をしておりま
す。
　県としましては、今回の事故における有害物質につ
いても情報提供を求める必要があろうかというふうに
考えております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　玉城健一郎議員。
○玉城　健一郎 議員　ありがとうございます。
　企業局にちょっと１点だけお伺いしますけれども、
ＰＦＯＳ対策で毎年約10億円かかっているというこ
となんですけれども、この対策費用が浮けば、かなり
県民負担というのは軽くなるんじゃないでしょうか。
そういった試算はありますか。
○赤嶺　昇 議長　企業局長。
○松田　了 企業局長　今、その点について試算を
行っているところでございます。詳細については、試
算が終わり次第、また御報告したいと思います。
○赤嶺　昇 議長　玉城健一郎議員。
○玉城　健一郎 議員　ぜひ、よろしくお願いしま
す。
　こういった負担というのは、やっぱり国に対して求
めていくのが筋だと思うので、ぜひよろしくお願いし
ます。
　最後にですけれども、普天間飛行場についてです。
　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時29分休憩
　　　午前11時29分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○玉城　健一郎 議員　普天間飛行場についてですけ
れども、爆音訴訟と代執行訴訟において、この国の矛
盾点というのがかなり出てきています。その中で、そ
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ういった国の姿勢っていうのを県民、市民が見てい
て、実際今日の琉球新報の紙面では、この宜野湾市民
の不満、不安、国に対する不満というのがかなり出て
いたと思います。その中でお尋ねしたいのは、特にこ
の米軍幹部の発言によって、普天間飛行場が返ってこ
ないんじゃないかっていうその不満、不安というのが
かなり市民に伝わっているんですね。そういった声に
対してやっぱり応えていくためにも、普天間飛行場の
明確な返還期日を国に対して求めていく必要があると
思いますけれども、いかがでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　沖縄県におきましては、政
府に対しまして普天間飛行場の一日も早い危険性の除
去を図るための具体的な取組を求めているところでご
ざいます。議員御指摘の、期日を求めるという件につ
きましては、普天間飛行場返還協議会の作業部会等に
おいて、新たな期日の設定等について確認をしている
ところでありますので、引き続き求めたいと思ってお
ります。
○赤嶺　昇 議長　玉城健一郎議員。
○玉城　健一郎 議員　ぜひ、よろしくお願いしま
す。
　辺野古の工事が進んでいるけど、普天間飛行場は運
用停止もされない状況の中で、やはりこの国が言って
いることがあまりにもでたらめ。しかも国が主張して
いる公共性なんていうものは、米軍の軍事的なところ
と、あとは高台にあるというところだったりとか、あ
とは米軍は台風の後に地域を掃除しているとか、宜野
湾市長に３か月に１回会っているから公共性があると
か、意味の分からないことを言っているんです。やは
りそういったものに対して、しっかり国は毅然と対応
していく必要があると思いますので、よろしくお願い
します。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　仲宗根　悟議員。
　　　〔仲宗根　悟　議員登壇〕
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時32分休憩
　　　午前11時33分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○仲宗根　悟 議員　改めまして、ハイサイ　グスー
ヨー　チューウガナビラ。
　おきなわ新風、仲宗根悟でございます。
　今回、新しい会派で臨みますけれども、我々８名、
北はヤンバルから、そして中頭中部、ナーファ、ナー
ク、エーヤマまで８名、ウチナー　ウマンチュのグ

スーヨー、アサンユサン　クラシガタチャーマシナイ
ルグトゥ　ウリビカージ　カンゲーテ　アッケーヤー
ンディ。そう思っておりますので、ウジュミティ　ウ
ミハマティ　ケーランディ　ウムトーイビーグトゥ 
ユタサルグトゥ　ウニゲーサビラ。トー　アンシェー 
ウチンジャ　チナービラウー。
　まず、知事の政治姿勢について伺いたいと思いま
す。
　地域外交の取組状況ですが、これまで訪問先での沖
縄の平和行政、そして観光、国際交流、独自の地域外
交の取組をどのように発信できたのか、そしてまたそ
の成果について伺いたいと思います。
　今後、地域外交をよりよく推進していく意味でも、
見えてきた課題にどのように取り組むのかが重要であ
ります。その課題と対応について伺いたい。
　県内外へ広く情報発信をすべきだと考えます。いか
がでしょうか。
　(2)番目は、日米軍事共同訓練が地元の強い反対の
声がある中で強行されました。民間の港湾や公道を使
用したことなど、訓練によってもたらされた県民生活
への被害、県民に与えた影響をどのように捉えている
のか伺います。
　(3)番目は、日本政府は11月21日、北朝鮮が午後
10時43分頃、弾道ミサイル技術を使用した発射を強
行したと発表いたしました。全国瞬時警報システム
（Ｊアラート）で北朝鮮のミサイルが太平洋に向けて
通過した模様だと速報がなされましたが、対象地域が
沖縄県ということで、夜半に起きた携帯電話の緊急速
報メール、防災無線屋外スピーカーからの警報等、騒
然となりましたが、政府も日本上空を通過するとのこ
とへの強い抗議の中で実施されましたが、県の対応と
今後の対策について伺います。
　アメリカ軍オスプレイ墜落について伺います。
　11月29日午後、鹿児島県屋久島沖でアメリカ軍の
輸送機ＣＶ22オスプレイが墜落いたしました。事故
機は山口県米軍岩国基地を出発し、嘉手納基地へ向
かっていたということであります。エンジンから出火
していたとの目撃情報もあり、普天間基地にオスプレ
イが常駐している沖縄にとって看過できるものではあ
りません。県の対応を伺います。
　嘉手納基地の騒音被害の実態について伺いたいと思
います。
　嘉手納基地のＦ15戦闘機の退役に伴う他機種の暫
定配備によって、一日中離着陸が繰り返され、最大騒
音値が117.9デシベルを記録するなど騒音被害が深刻
であります。また、午後10時から翌朝６時までの飛

‒ 76 ‒



行制限を定めた航空機騒音規制措置も守られていない
のが実態であります。基地周辺住民の日常生活や健康
被害が懸念されることや学校の授業が度々中断される
など、教育面でも影響が出ています。このような基地
被害に対する県の対応を伺います。
　４番目は、危険ドラッグについてであります。
　東京、大阪で有害性のある大麻グミを食べたことが
原因で体調不良を訴え、病院へ搬送されるなど、危険
ドラッグをめぐり大きな社会問題となっています。本
県における危険ドラッグの被害状況や販売店の把握な
ど県の対応を伺いたいと思います。
　危険ドラッグが販売店やインターネット、ＳＮＳ上
でも簡単に手に入る状況で若者の使用が懸念されてい
ます。その対策について伺いたいと思います。
　福祉・教育について。
　子供の貧困対策の取組、課題について伺います。
　児童相談所の強制わいせつ問題や性暴力ワンストッ
プ支援センターの運営をめぐる課題など県の指導力が
大きく問われています。改善に向けた取組を伺いま
す。
　本県のいじめや不登校児童生徒の現状、そして支援
の取組について伺いたい。
　子供たちの学びの充実や教育環境を保障するには、
働く教職員の環境整備が肝要であります。そのために
は少人数学級の実現による職員定数改善を図る必要が
あると思うが、県の取組を伺います。
　戦後の混乱期の中で様々な事情により義務教育を修
了できなかった人や日本国内での義務教育未就学外国
人、不登校などのためにほとんど学校へ通えなかった
人などに教育を受ける機会の確保をするための夜間中
学は、県が主体性を持って設置してほしいとの要望が
大きいです。県の対応を伺います。
　学校・家庭・地域社会の相互の連携による人づく
り、地域づくりの生涯学習の充実を図る取組について
伺いたいと思います。
　農林水産業の振興について。
　本県農業産出額は、復帰後、生産基盤整備や各種近
代化施設の導入等各種施策の展開により、国内におけ
る甘味資源及び冬春期を主体とした農産物を中心とす
る供給産地として発展してきたとしておりますけれど
も、現在産出額はどのような状況にあるのか伺いたい
と思います。
　農業従事者は減少傾向にあり、農業・農村の持続的
な発展を得るためには、農業就業者の確保、とりわけ
若年者の新規就農者の確保を喫緊の課題としていま
す。若年者を引きつける魅力ある農業経営とはどう

いったことがあるのか。その施策について伺いたいと
思います。
　高病原性鳥インフルエンザウイルス感染が佐賀県、
茨城県の養鶏場で発生したとされています。昨年12
月の本県での発生を考えると感染拡大が懸念されると
ころであり、その予防対策が急務であります。その取
組について伺いたいと思います。
　畜産業は物価高騰による飼料高騰に加え、子牛価格
の下落の影響等により畜産農家や畜産関連業の経営は
逼迫し、廃業、離農に追い込まれている状況にありま
す。こうした畜産農家の経営安定のための支援策及び
出口戦略について伺いたいと思います。
　土木行政について伺いますが、道路の維持管理にお
ける除草は、雑草の繁茂による交通標識等の視距確
保、安全確保、通行車両からの視認性の確保、景観の
確保等で重要であるとされています。県内の国道、県
道問わず、この目的にかなわず雑草の放置状態が多
く、見るに堪えない。どうにかしてほしいと県民の声
は絶えることがありません。除草回数を増やすべく予
算確保等の対策を取るべきであります。県の対応を伺
います。
　車両走行レーンの区画線やセンターラインが消えて
見えず、危険な状態にある道路が見受けられる。長期
間改善されていないケースがあり早急な対策が必要で
ある。県の対応を伺いたい。
　台風常襲地である本県の防災力の向上、安全で快適
な通行空間の確保、観光立県としての良好な景観形成
を図るための無電柱化は加速して推進すべき施策であ
ります。県の取組を伺います。
　警察行政について。
　県警察は、読谷村伊良皆の交差点で、公安委員会の
承認を得ないまま一時停止の標識を設置し、それに基
づいて道路交通違反の取締りを行っていたと発表しま
した。その詳細について、そしてまた再発防止策につ
いて伺いたいと思います。
　水道料金の改定についてでありますが、復帰後に整
備した施設が老朽化し、耐震化等への施設整備費など
に加え、近年の物価高騰における管理費の増大で経営
環境が悪化していることを理由に、平成５年度から
30年間据え置いたとする水道料金の改定を行うとし
ていますが、市町村との調整や県民負担への理解を求
めることについて伺いたいと思います。
　よろしくお願いします。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
　　　〔玉城デニー　知事登壇〕
○玉城デニー 知事　仲宗根悟議員の御質問にお答え
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いたします。
　知事の政治姿勢についての御質問の中の(1)のア、
地域外交の取組の成果についてお答えいたします。
　今年度は、コロナ禍で停滞していた経済交流や文化
交流を再び活性化させることなどを目的に、私や副知
事が韓国、中国、アメリカ、カナダ、ブラジル、スイ
ス、台湾などを訪問し、積極的に海外との国際交流・
地域外交に取り組んでまいりました。例えば、韓国で
は照屋副知事が済州フォーラムでの基調講演におい
て、平和を希求する「沖縄のこころ」を世界に発信し
ています。また、中国では、日本国際貿易促進協会の
訪中団の一員として李強首相と面談した結果、ビザの
緩和や直行便の復便が実現したほか、私からアジア太
平洋地域の平和と繁栄を願う県民の切実な思いをお伝
えいたしました。今後も、沖縄県の地域外交の取組を
強化し、県民の思いや沖縄県の様々な取組を積極的に
発信してまいります。
　次に２、アメリカ軍オスプレイ墜落についての御質
問の中の、オスプレイ墜落事故の県の対応についてお
答えいたします。
　航空機関連事故は、一歩間違えば県民の生命財産に
関わる重大な事故につながりかねません。オスプレイ
については、昨年からの海外における死亡事故や今年
９月に立て続けに発生した国内民間空港への緊急着陸
など、事故が相次いでおり、危険性が非常に不安視さ
れている中での今回の事故は、非常に残念でありま
す。沖縄県は、今回の事故に関し、11月29日及び12
月１日、政府に対し、事故原因が究明されるまでの間
は、海兵隊所属機も含めオスプレイを飛行停止するこ
と等を要請しております。引き続き情報収集するとと
もに、関係自治体と連携しながら、適切に対応してま
いります。
　次に、福祉・教育についての御質問の中の(1)、子
供の貧困対策についてお答えいたします。
　沖縄県では、第１期沖縄県子どもの貧困対策計画の
成果やヤングケアラーなどの新たな課題を踏まえ、ひ
とり親に対する経済的支援や教育に係る負担軽減のほ
か、ヤングケアラーに対する寄り添い支援や若年妊産
婦の居場所の設置など、令和４年度にスタートした第
２期計画に基づき、貧困の連鎖を断ち切るための総合
的かつきめ細やかな支援に取り組んでいるところで
す。しかしながら、令和４年度に実施した高校生調査
においては、困窮世帯の割合が令和元年度から5.9ポ
イント増加し26.3％となっており、コロナ禍におけ
る影響が強く出ているものと考えております。沖縄県
においては、支援が必要な子供に必要な支援が行き届

くよう部局横断的な取組をより強化するため、こども
未来部を新設し、子供施策に係る総合調整機能を新た
に位置づけることとしており、全庁体制で子供の貧困
対策をさらに力強く推進してまいります。
　その他の質問につきましては、部局長から答弁をさ
せていただきます。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
　　　〔溜　政仁　知事公室長登壇〕
○溜　政仁 知事公室長　１、知事の政治姿勢につい
ての中の(1)のイ、地域外交の課題と対応についてお
答えします。
　県では、沖縄独自の歴史的・文化的特性等のソフト
パワーと国際ネットワークを最大限に活用し、県独自
の地域外交を展開することとしております。県の地域
外交の課題は、数多くの国や地域を対象に実施されて
いる様々な分野の取組を部局横断的に統括し、県独自
の地域外交を一体的・戦略的に展開することであると
認識しております。
  このため県では、本年４月に地域外交室を設置し、
今年度、沖縄県地域外交基本方針（仮称）の策定や全
庁的な推進体制の構築などに取り組んでいるところで
あり、次年度は地域外交室を課に格上げし、本格的に
地域外交を展開してまいります。
　同じく１(1)のウ、地域外交の取組状況の発信につ
いてお答えいたします。
　県では、地域外交室の設置目的や今年度の取組を
ホームページで県内外へ広く発信しているほか、地域
外交に関する万国津梁会議の議事録等、詳しい資料を
積極的に公開しております。また、県内の主要な経済
団体や国際関係機関と意見交換を行うとともに、北
部、中部、南部、宮古、八重山の５圏域において、市
町村や交流団体等を対象とする説明会を開催すること
により、本県の地域外交の取組への理解と参画を促し
ていくこととしております。今後とも、様々な機会を
捉えて、本県の地域外交の取組を積極的に発信してま
いります。
　同じく１(2)、日米共同訓練の県民への影響等につ
いてお答えいたします。
　去る10月に実施された日米共同訓練、レゾリュー
ト・ドラゴン23では、新石垣空港で陸上自衛隊のオ
スプレイを使用した訓練が行われました。オスプレイ
については、開発段階から事故を繰り返し、多数の死
者を出しており、また、昨年から墜落事故が相次ぐ
中、民間空港に離着陸させる訓練の実施は、県民に不
安等を生じさせるものであると考えております。この
ため県は、９月13日、沖縄防衛局に対し、県内での
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陸上自衛隊オスプレイの使用自粛を求めるとともに、
訓練の実施に当たっては、県民生活や事業活動への影
響を最小限とすること、そのために必要な情報を関係
地方公共団体及び住民に提供することなどを求めたと
ころです。
　同じく１(3)、北朝鮮による人工衛星打ち上げにつ
いてお答えいたします。
　県では、去る11月21日に北朝鮮による人工衛星打
ち上げの事前通報があったことから、知事を本部長と
する危機管理対策本部を直ちに設置し、国、市町村等
との連携を図りながら、県民への注意喚起、被害状況
等の確認を行うなど、全庁を挙げて県民の安全・安心
の確保に取り組んだところであります。引き続き、
国、市町村と連携し、県民の安全・安心の確保に全力
で努めてまいります。
　次に３、嘉手納基地の騒音被害の実態についてお答
えいたします。
　嘉手納飛行場においては、基地負担の軽減を図るた
め、航空機騒音規制措置に関する合意や航空機の訓練
移転が実施されておりますが、昼夜を問わない訓練や
外来機の飛来等により、周辺地域住民に多大な騒音被
害を及ぼしており、負担軽減と逆行する状況にあると
言わざるを得ません。このため県は、去る９月14日
に沖縄防衛局、米軍等に対し、11月17日には、軍転
協として日米両政府に対し、航空機騒音規制措置の厳
格な運用や外来機の飛来制限等を要請したところで
す。引き続き、騒音をはじめとする周辺住民の負担軽
減が図られるよう取り組んでまいります。
　以上になります。
○赤嶺　昇 議長　保健医療部長。
　　　〔糸数　公　保健医療部長登壇〕
○糸数　公 保健医療部長　４、危険ドラッグについ
ての(1)、危険ドラッグに対する県の対応等について
お答えします。４の(1)と４の(2)は関連しますので、
恐縮ですが一括してお答えします。
　県が沖縄麻薬取締支所及び県警と連携して調査を実
施したところ、県内で大麻グミ等の危険ドラッグを販
売していると疑われる店舗の数は、令和５年10月末
現在、９店舗確認されています。また、大麻グミ等の
危険ドラッグが原因と疑われる救急搬送件数につい
て、令和４年は４件、令和５年は10月末時点で36件
となっています。県は、若年層の薬物乱用防止対策と
して、教育庁、県警及び沖縄県薬物乱用防止協会等の
関係機関、関係団体と連携し、学校、地域における薬
物乱用防止講習会や薬物乱用防止街頭キャンペーン
を、また、ＳＮＳや動画共有サービス等を活用した普

及啓発活動を実施しております。
　県としましては、引き続き、関係機関、関係団体と
連携を強化し、若年層に対する薬物乱用防止対策を推
進してまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
　　　〔宮平道子　子ども生活福祉部長登壇〕
○宮平道子 子ども生活福祉部長　５、福祉・教育に
ついての御質問の中の(2)、児童相談所等の運営改善
に向けた取組についてお答えいたします。
　子ども生活福祉部では、児童相談所職員の逮捕を受
け、部内全職員を対象としたコンプライアンス研修を
実施しました。また、有識者等の意見を踏まえた沖縄
県職員による強制わいせつ事案に係る再発防止策報告
書を策定し、再発防止策の確実な実施に向けて取り組
んでいるところです。
　性暴力被害者ワンストップ支援センターにつきまし
ては、被害者が安心して相談でき、被害者に寄り添い
ながら適切な支援が提供できるよう、受託者との連絡
調整会議を通じた運営体制の構築と相談支援の充実を
図るための職場環境の整備に取り組んでおります。引
き続き、適切な運営に努めてまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
　　　〔半嶺　満　教育長登壇〕
○半嶺　満 教育長　５、福祉・教育についての中の
(3)、いじめ、不登校の現状と支援の取組についてお
答えいたします。
　令和４年度問題行動等調査によりますと、小・中・
高及び特別支援学校のいじめの認知件数は１万4139
件、小・中・高校の不登校児童生徒数は6853人と、
それぞれ全国平均を上回っており、喫緊の課題と認識
しております。各学校では、アンケートの実施等によ
り個々の状況を丁寧に把握し、きめ細かな対応に努め
ているところです。
　県教育委員会としましては、全ての児童生徒が安心
して過ごせる魅力ある学校づくりや、スクールカウン
セラー等を活用した初期対応及び関係機関と連携した
組織的な支援に取り組んでまいります。
　同じく(4)、少人数学級の取組状況についてお答え
いたします。
　県教育委員会では、小学校１・２年生で30人学
級、小学校３年生から中学校３年生まで35人学級を
実施しております。引き続き、児童生徒の学習規律の
定着や一人一人に対するきめ細かな指導の充実に取り
組んでまいります。
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　同じく(5)、公立夜間中学の設置についてお答えい
たします。
　県教育委員会では、夜間中学について、通学の利便
性等の観点から、まずは市町村に対し、設置検討を依
頼しているところであり、９月に実施した調査による
と、３市町村が現在検討中であると回答しておりま
す。
　県教育委員会としましては、検討中の市町村の取組
状況を踏まえ、今後の対応を検討してまいります。
　同じく(6)、学校・家庭・地域社会の相互の連携に
ついてお答えいたします。
　県教育委員会としましては、地域の子は地域で守り
育てることを基本姿勢に、子供たちの安全・安心な居
場所づくりである放課後子ども教室推進事業や、青少
年の健全育成、社会教育活動等を推進する、地域づく
りの担い手となる人材育成事業を実施しております。
引き続き、学校・家庭・地域が連携・協働し、一体と
なって子供を育てる体制づくりの構築に取り組んでま
いります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
　　　〔前門尚美　農林水産部長登壇〕
○前門尚美 農林水産部長　６、農林水産業の振興に
ついての(1)、農業産出額の状況についてお答えいた
します。
　県では、亜熱帯海洋性気候や地理的特性を生かした
農林水産業の振興を図るため、おきなわブランドの確
立と生産供給体制の強化、輸送コストの低減対策、生
産基盤の整備などに取り組んでいるところでありま
す。これらの取組により、令和３年の農業産出額は
922億円で、近年900億円台で推移しており、サトウ
キビやおきなわブランドとして定着した冬春期の施設
野菜や肉用牛など、着実に成果が現れております。
　同じく６の(2)、若年者を引きつける魅力ある農業
経営とその施策についてお答えいたします。
　若年者を中心とした担い手の育成確保のためには、
魅力と活力ある持続可能な農業の実現が重要であると
考えております。そのため県では、新・沖縄21世紀
農林水産業振興計画に基づき、生産の拡大、生産・流
通コストの低減、多様な担い手の育成・確保、スマー
ト農業の推進などの徹底したおきなわブランドづくり
の推進、観光産業との積極的な連携、６次産業化の推
進などのマーケットインを意識した出口戦略の強化等
に取り組んでいるところであります。
　県としましては、引き続き、各種生産振興対策や経
営安定対策の強化に努めてまいります。

　同じく６の(3)、高病原性鳥インフルエンザに対す
る県の防疫対策についてお答えいたします。
　県では、高病原性鳥インフルエンザの防疫対策とし
て、備蓄資材の再点検や養鶏農家への立入検査を実施
しており、①、異常家禽の早期発見・早期通報、②、
防鳥ネットの点検・補修、③、農場・人・車両等の消
毒の徹底など、飼養衛生管理基準の指導を強化してお
ります。また、県では、家畜伝染病予防法に基づき、
10月20日に緊急消毒実施命令を告示するとともに、
防疫対策として全ての養鶏農家に対し、消石灰の無償
配付を行ったところです。
　県としましては、引き続き、高病原性鳥インフルエ
ンザの発生予防及び蔓延防止に努めてまいります。
　同じく６の(4)、飼料価格高騰と子牛価格下落に対
する県の支援策についてお答えいたします。
　県内の肉用牛繁殖農家においては、子牛価格の低迷
に加え、飼料価格高騰により非常に厳しい経営状況に
あります。そのため県では、国が実施する肉用子牛生
産者補給金制度等に加え、県独自の沖縄県和牛子牛価
格安定特別対策事業により補塡金を交付し、農家の経
営安定を図っております。また、昨年度に引き続き今
年度も飼料費の一部補助を実施しております。さら
に、うちなーいい肉の日キャンペーンを実施し、県産
畜産物の消費拡大に取り組んでおります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
　　　〔前川智宏　土木建築部長登壇〕
○前川智宏 土木建築部長　７、土木行政についての
(1)、道路の雑草対策についてお答えいたします。
　県管理道路の雑草対策については、沖縄県沿道景観
向上技術ガイドラインに基づき、性能規定方式による
除草管理を導入し、雑草の草丈が低い状態を維持する
取組等を実施しております。引き続き予算の確保に努
め、性能規定方式の拡大とともに、効率的・効果的な
道路の維持管理に取り組み、道路利用空間の安全と良
好な沿道景観形成に努めてまいります。
　次に同じく７の(2)、区画線の修繕についてお答え
いたします。
　県では、区画線などの道路施設について、日常の道
路パトロールなどにより劣化状況や修繕箇所の把握に
努めております。道路施設の修繕については、劣化状
況等を勘案し、優先度が高い箇所から順次実施してお
ります。引き続き、道路の適正な維持管理に努めてま
いります。
　次に同じく７の(3)、無電柱化の取組状況について
お答えいたします。
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　無電柱化については、防災性の向上や良好な景観の
形成等を目的としております。県内においては、令和
６年度までの整備目標約180キロメートルに対して、
令和４年度末までに約172キロメートルが完了してお
り、無電柱化率は全国８位、九州では１位となってお
ります。整備に当たっては、電線管理者等関係者の理
解・協力が不可欠であることから、引き続き、関係者
との合意形成に努め、無電柱化を推進していきたいと
考えております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　警察本部長。
　　　〔鎌谷陽之　警察本部長登壇〕
○鎌谷陽之 警察本部長　８、警察行政について、意
思決定の欠落した交通規制の再発防止策等についてお
答えします。
　一時停止をはじめとする交通規制は、道路標識・標
示の設置のみならず、公安委員会による意思決定手続
を経て、その規制の効力が発生しますが、この意思決
定手続が欠落した状態で、読谷村字伊良皆所在の交
差点に一時停止の道路標識を設置し、令和２年10月
13日から本年11月６日までの間に269件の取締りを
行ったものであり、検挙された方には謝罪するととも
に違反点数を抹消し、順次反則金の還付手続等を進め
ているところであります。また、当該道路標識につき
ましては、発覚後撤去しておりますが、現場交差点は
車両や歩行者の交通量が多いこと、左右の見通しが悪
く出会い頭の衝突事故の発生が認められることなどか
ら、改めて一時停止の交通規制実施に向けた検討を進
めているところであります。
　県警察としましては、現在、道路標識・標示の総点
検を実施しているところであり、交通の安全と円滑を
確保する観点から、道路標識・標示を含めた交通安全
施設の適正な維持・管理を徹底することで、再発防止
に努めてまいりたいと考えております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　企業局長。
　　　〔松田　了　企業局長登壇〕
○松田　了 企業局長　９、水道料金の改定につい
て、市町村との調整状況や県民負担への理解を求める
ことについてお答えします。
　企業局では、市町村等への説明会を昨年度１回今年
度３回、計４回開催し、料金改定の概要や必要性等に
ついて説明を行い意見を聴取しました。当初、令和６
年４月から３割程度の料金改定を予定しておりました
が、市町村等の意見・要望等を踏まえ、改定時期を令
和６年10月に半年延期した上で、段階的な改定を行

うこととし、改定幅を23円に引き下げて議案を提出
したところであります。また、交付金の活用について
も現在、関係部局と協議を行っております。
　企業局としましては、県民等の理解が得られるよ
う、料金改定等に関する資料をホームページに公表す
るとともに、引き続き市町村等に丁寧に説明を行って
まいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　仲宗根　悟議員。
○仲宗根　悟 議員　早く終われって言っていますの
で、終わりましょうね。手短にやります。
　まず、地域外交の件についてお願いします。
　先ほど知事の答弁から韓国の尹德敏駐日大使とコメ
ントがありましたけれども、私たち新聞紙上を見る限
り、この沖縄県の地域外交の政策を非常に高く評価を
しているというような記事を拝見をいたしました。私
自身も――現在、この日本を取り巻く安全保障が非常
に厳しい状態にあるというような言われ方をしていま
すので、この地域外交が非常に大切な、自治体同士の
外交というのが非常に大事な局面を迎えているのかな
というようなことを思っています。それで、日本全国
の市町村の中で、こういった地域外交を進めている事
例がございましたら、御紹介いただけませんか。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　全国の都道府県の中では、
地域外交という名前を使って推進しているところは、
静岡県と群馬県があるということで承知しておりま
す。
○赤嶺　昇 議長　仲宗根　悟議員。
○仲宗根　悟 議員　ますます沖縄県がやはりこれを
牽引していただくというんでしょうか、その施策を
どんどん進めていく施策を取れば、非常に地域同士
の――尹德敏駐日大使も、国対国の外交はもちろんそ
うなんですけれども、自治体が進める地域外交という
のが人対人だというようなことでは、やはり沖縄県か
ら発する平和行政のこの取組、そしてまた国際交流、
独自の地域外交という意味でも、非常に大事な事業に
なろうと思います。その成果としても、この路線が結
ばれたり、いろいろあるわけですから、私たち自身も
民間同士で行き来が自由にできて、自由にお互いの利
益につながるような地域外交だというふうに思ってい
るんですね。非常にいい施策だというふうに思います
ので、どんどん進めていってほしいというふうに思う
んですが、最後に知事、決意のほうといいましょう
か、意見ございましたらよろしくお願いします。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。

‒ 81 ‒



○玉城デニー 知事　先ほども答弁をさせていただき
ました、各国のそれぞれの地域と沖縄県が、議員御意
見のように、人と人がつながること、あるいは文化と
文化がつながることによって相互理解を深め、互いの
交流がさらに活性化されていくという点では、沖縄の
ソフトパワーを活用したこれからの地域間外交が非常
に期待されているということに意を強くするものであ
ります。今朝、実は９時に駐日インド大使の表敬をい
ただきました。実は、ＯＩＳＴにもかなりの数のイン
ド出身の方々が学んでいらっしゃるということ、それ
からインド出身の方の、ＥＦポリマーといういわゆる
土壌の改良材といいますか、水分を、自然由来の食物
の残渣を使ったポリマーを使って、それを土中に埋め
て水分を保存する方法、そしてそのポリマーはやがて
自然分解していって環境に影響を与えないという、そ
ういう商品も開発をし、それに多くの投資を得られて
いるということなどについても、そのような状況を紹
介し、ぜひインドと沖縄とのこれからの地域間の交流
にも積極的に関わっていきたいということをお話をし
て、快諾を得たものであります。そのように、我々が
この大使館を通して、また国の様々な地域、あるいは
人々と交流をすること、経済の交流、観光の交流もそ
うですが、そのような沖縄に対する外国からの関心が
また非常に高いということも我々はしっかりと情報収
集して、これからの沖縄の多面的な地域外交にしっか
りつなげていきたいというように考えております。
○赤嶺　昇 議長　仲宗根　悟議員。
○仲宗根　悟 議員　私たち沖縄県は、琉球王国時代
からアジア諸国と友好を築いてきたという意味では、
この沖縄の地域外交に、多くの県民の皆さんそしてま
た内外の方々から、非常に期待を持たれた施策だと思
いますので、私たち自身も一緒になって取り組んでい
きたいと思います。よろしくお願いします。
　ありがとうございました。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後０時16分休憩
　　　午後１時40分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　午前に引き続き、代表質問を行います。
　崎山嗣幸議員。
　　　〔崎山嗣幸　議員登壇〕
○崎山　嗣幸 議員　皆さん、こんにちは。
　会派おきなわ新風を代表しまして、代表質問をこれ
から行いたいと思います。
　よろしくお願いします。
　まず、１番目でありますが、知事の政治姿勢につい

てであります。
　(1)、	辺野古の代執行訴訟は、国土交通省が県知事
に代わって承認するために提起をした第１回口頭弁論
が即日結審し、判決待ちとなっております。知事は新
基地反対の民意に力点を置き弁論したとのことであ
り、国は、工事着工が遅れると公益を害すると主張し
ております。それを主張するのであれば、即、普天間
基地を閉鎖・撤去すれば公益にかなうことになりま
す。県や県民の声も無視し強行する代執行は、地方自
治や民主主義を否定するものであり、県の見解と今後
の展開を伺います。
　(2)、	政府が強調する一日も早い普天間基地の危険
性除去は、日米合意の1996年で示した５年から７年
以内をはるかに過ぎ、2013年統合計画では22年度、
またはその後となったが、そのめども頓挫しておりま
す。仲井眞元知事が約束をした５年以内の運用停止も
空手形となっており、今また、辺野古新基地が2037
年に完成しても直ちに返還されるとは限らないと言わ
れております。その理由の一つに、普天間基地の長い
2800メートル滑走路など重要性が米軍関係者からも
語られていることが報道されております。世界一危険
と言われている普天間基地は、約束から40年以上、
さらに戦後100年近くも固定化される理不尽さを許し
てはならないと思います。県は政府に早期即時運用停
止、閉鎖・撤去を求め、その時期を明確にさせるべき
であります。見解を伺います。
　(3)、	防衛省は民間空港・港湾を特定重要拠点に指
定し、優先的に予算づけをして平時でも活用する動き
をしております。しかも米軍と一体となって演習訓練
を行うとし、民間港湾が攻撃目標とされる危険性をは
らんでおります。憲法、地方自治、港湾法の理念を無
視する軍事港湾化を許してはなりません。県にはどの
ような説明があったのか。波照間空港、平良港、久米
島空港、中城湾港などが取り沙汰されているが、県の
対応と見解を伺います。
　(4)、	土地利用規制法に基づき県内39か所が指定の
告示がされ、与那国、石垣、宮古などの離島や本島の
南城市など、その周辺の土地、建物は所有者の情報提
供や土地売買の事前届出の義務づけなど、さらに罰金
なども科されるとしています。県民の財産権、プライ
バシーなど、憲法の定める権利を侵害しかねないと考
えます。県の見解を伺います。
　(5)、	防衛省は辺野古の埋立変更申請において、南
部地区の糸満市、八重瀬町からの土砂調達可能量を示
しております。この南部地域は、去る太平洋戦争にお
ける戦没者の遺骨がいまだに散乱している現状であ
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り、その遺骨が土砂とともに辺野古の埋立てに使用さ
れることがあってはなりません。県は遺骨の尊厳を重
要視し、その保持と遺骨収集を国の責任として求める
べきであります。よって、辺野古埋立てに使わせない
県条例制定の必要性を実感するが、県の対応を伺いま
す。
　(6)、	国は戦没者遺骨収集事業を2029年まで延長
する方針を示しました。調査できなかった沖縄を含む
埋葬地3300か所を調査し、遺骨鑑定の迅速化、高度
化を進めようとしております。沖縄の実態調査も計画
されているようでありますが、県の対応を伺います。
　２、離島振興について。
　(1)、	離島航路は離島住民の生活の基盤となってお
ります。その離島航路の経営は厳しい状況であり、市
町村財政が圧迫されております。県の補助事業の拡充
と離島航路の経営状況を伺います。
　(2)、	粟国－那覇間の空路の運航は再開されました
が、週３便の不定期運航に住民は不便を来しており、
住民は定期便の運航と運航補助を求めております。小
規模離島の航空路の維持・確保は重要な課題であり、
粟国路線については、不採算部分は国の欠損補助対象
ではないことから、県と村が２分の１を負担している
が、財政規模の小さな粟国村にとって村負担は大きく
死活問題であります。国の補助が必要であり、県の取
組を伺います。
　(3)、	プラスチックや流木等海岸ごみの漂着は、海
岸及び海浜の景観も損なっております。県の防止策、
処理対策を伺います。
　(4)、	県立離島児童支援センターは、離島生徒の高
校進学に関して、教育の不利性解消の目的で設置をさ
れました。しかし、近年、那覇近郊への高校進学者の
増加により入寮できない生徒が出てきており、40名
の入寮枠では対応できないので規模の拡充を求めてお
ります。県は、早急に拡充に取り組むべきではないか
伺います。
　(5)、	県は、離島観光活性化促進事業として離島へ
の観光客誘致のため、チャーター便の支援、離島観光
のプロモーションなどを目指しております。県の具体
的な計画を伺います。
　３、県民意識実態調査について。
　県は県政運営に役立てる目的で、県民実態調査を実
施をしております。その主な内容を見ると、県民の誇
りは高いものの、現在の生活状況や将来への不安があ
り、希望が持てないとなっております。また、県民が
特に求める施策は、子供の貧困対策、自然環境の保
全、リゾート観光、米軍基地問題解決、生活習慣病予

防、陸上交通の対策等が上位となっております。県
は、この県民意識実態をどう分析し、どう生かそうと
しているかを伺います。
　４、内部統制に関する事案について。
　昨年来、土木建築部では、橋の耐震補強工事で事務
ミスが起こり、国庫補助金が得られず、一般財源で穴
埋めせざるを得ない事案や道路、導水管の不備に伴う
和解金の支払いでは議会の同意を得ず、不適切な業務
執行を発生させました。このような不適切な業務執行
は、内部統制に緩みが生じ、県民の信頼を失うことに
なります。よって、県当局の原因究明と再発防止対策
を伺います。
　５、観光行政について。
　(1)、	大型クルーズ船の受入れ事業は、新型コロナ
禍を抜け、大型クルーズ船の寄港が活発化し始めてお
ります。これまでの県内における寄港回数、経済効果
と今後の展望を伺います。
　(2)、	県は、観光目的税（宿泊税）の導入を2026
年度に目指すとし、沖縄を世界に誇れる観光リゾート
地として発展させていくことを目的にしているが、こ
れまでの取組経過と課題を伺います。
　６、教育行政について。
　(1)、	中高生のバス通学費等支援事業について。
　県は2023年度から中高校生徒の遠距離世帯の支援
事業拡充に取り組んでいるが、その拡充と全世帯対象
の展望を伺います。
　(2)、	学校予算も物価高騰（電気代、ガソリン代、
食材経費）の影響をもろに受けています。特に学校給
食は、給食運搬車のガソリン代や食材の卵、牛乳、魚
の高騰の影響を受け、国内産は高くて買えず、外国産
を使用している状況にあり、子供たちの食の安全・安
心は優先されなければなりません。就学援助、保護者
負担軽減の観点から、公費増額の声が寄せられていま
す。県は、緊急的措置として補正予算化を図るべきで
はないか伺います。
　(3)、	県内の小中学校の学校給食費無償化の取組
は、市町村に重い財政負担がかかっており、県や国の
支援が求められております。県は予算を60億と試算
をし、2025年から段階的に支援をし、2026年に完全
無償化の実現を図るとしておりますが、県に、市町村
の実態把握と国との財源確保の折衝状況を伺います。
　７、会計年度任用職員の給与改定について。
　2024年度の人事院勧告は、職員給与の引上げを勧
告しており、これに準じて会計年度任用職員の給与も
引上げの改定を基本としております。さらに、勤勉手
当の支給もすべきとしております。県は、そのことを
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踏まえた改定作業をどうしているのか伺います。ま
た、各市町村の会計年度任用職員の給与改定、勤勉手
当の支給について条例改正へ向けた技術的な助言を果
たすべきではないか伺いたいと思います。
　以上です。よろしくお願いします。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
　　　〔玉城デニー　知事登壇〕
○玉城デニー 知事　崎山嗣幸議員の御質問にお答え
いたします。
　知事の政治姿勢についての御質問の中の(1)、代執
行の見解と今後の対応についてお答えいたします。
　埋立変更不承認処分に係る国の代執行は、地方公共
団体の処分権限を国が奪うという地方自治に対する最
終的な介入手段であって、沖縄県の自主性及び自立性
を侵害するものであります。沖縄県は、今回の代執行
訴訟において、県民の明確な民意こそが公益であっ
て、国が沖縄県との対話に応じていないこと等を踏ま
えれば、国の請求はいずれの代執行要件も充足してい
ないこと、そして、双方の対話によって辺野古新基地
建設問題の解決の道を探ることこそが最善の方法であ
ることを主張しております。なお、現在、裁判所の判
決が示される前であることから、今後の対応について
はお答えすることを差し控えさせていただきたいと思
います。
　次に、県民意識実態調査についての御質問の中の
(1)、県民意識調査の活用についてお答えいたしま
す。
　県民意識調査は、多様化する県民の意識や価値観、
ニーズの変化、行政に対する要望等を把握し、県政の
運営に広く活用することを目的に実施しております。
本調査を実施した結果、県政全般の重点的に取り組む
べき施策について、子供の貧困対策の推進が最多と
なったことを踏まえ、新・沖縄21世紀ビジョン基本
計画においては、子供の貧困対策を強化するなど、県
民の課題認識を反映したところであります。
　沖縄県としては、県民意識調査の結果を分析し、県
民の潜在的なニーズ等を把握することは重要であると
考えており、今後とも、同調査結果を様々な分野にお
ける施策に活用することで、沖縄21世紀ビジョンに
掲げる５つの将来像の実現に向けて取り組んでまいり
ます。
　次に、観光行政についての御質問の中の(2)、観光
目的税導入に向けた取組についてお答えいたします。
　沖縄県では、沖縄が世界に誇れる観光リゾート地と
して発展することを目指すとともに、県民生活と調和
した持続的な観光振興を図る観点から、観光目的税い

わゆる宿泊税の導入に向けた検討を進めております。
宿泊税につきましては、納税者である観光客に利益を
還元するという観点から、観光客が安全・安心で快適
な観光を満喫できる受入れ環境の整備、独自の伝統文
化やスポーツ等のソフトパワーを生かした多彩かつ質
の高い観光の推進など、新規または拡充する取組に活
用してまいります。導入に向けましては、県民生活、
社会との調和、観光との相乗効果を活用した産業振
興、多様な生態系や環境の保全などＳＤＧｓの取組と
沖縄観光の方向性を重ね合わせながら、税の使途や税
額設定の在り方などについて観光関連団体や市町村等
と丁寧に協議を進めてまいります。
　その他の質問につきましては、部局長から答弁をさ
せていただきます。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
　　　〔溜　政仁　知事公室長登壇〕
○溜　政仁 知事公室長　１、知事の政治姿勢につい
ての中の(2)、普天間飛行場の早期即時運用停止等に
ついてお答えいたします。
　県は、普天間飛行場の危険性の除去は辺野古移設に
関わりなく実現されるべき喫緊の課題であると考えて
おり、日米両政府に対し、あらゆる機会を捉えて、同
飛行場の早期閉鎖・返還を求めております。また、普
天間飛行場負担軽減推進会議や同作業部会、軍転協に
おいて、政府に対し、同飛行場の一日も早い危険性の
除去、県外、国外移設及び早期閉鎖・返還に取り組む
ことや、運用停止に向けた新たな期限を設定し、確実
に実現するよう取り組むことを要望しているところで
す。
　同じく１(4)、重要土地等調査法に対する見解につ
いてお答えいたします。
　本年７月12日付で県内11市町村、計39か所が注視
区域、特別注視区域として指定され、８月15日に施
行されました。沖縄県においては、既に広大な米軍基
地が県土の有効利用を阻害していることに加え、注視
区域等の指定によって、社会経済活動の支障や県民の
基本的人権の侵害が生じることは決してあってはなら
ないと考えております。そのため、国に対して指定の
区域は真に最小限とすることや、指定の必要性を明ら
かにすることなどを求めております。
　県としては、県民の人権や行動が過度に制限される
ことはあってはならないと考えており、引き続き同法
の運用を注視してまいります。
　以上になります。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
　　　〔前川智宏　土木建築部長登壇〕
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○前川智宏 土木建築部長　１、知事の政治姿勢につ
いての(3)、特定重要拠点空港、港湾に係る政府の説
明と県の見解についてお答えいたします。
　11月に、政府関係者から県に対し、総合的防衛力
強化に関する政府の取組について説明がありました。
その内容は、特定重要拠点空港・港湾（仮称）とは、
南西諸島の地域等必要な空港、港湾等について、民間
との共用を前提に、自衛隊等が利用できるよう、整備
または既存事業の促進を図り、併せてインフラ管理者
との間で円滑な利用に関する枠組みを設ける施設との
ことでありました。
　県としては、引き続き情報収集を行い、適切に対応
していく考えであります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
　　　〔宮平道子　子ども生活福祉部長登壇〕
○宮平道子 子ども生活福祉部長　１、知事の政治姿
勢についての御質問の中の(5)、戦没者の遺骨に関す
る条例の制定についてお答えいたします。
　沖縄県は、さきの大戦において、住民を巻き込んだ
苛烈な地上戦となり、多くの貴い命が失われました。
戦後78年余が経過しましたが、激戦地となった南部
地域を中心に、いまだに戦没者の御遺骨が収容されて
いる状況にあります。戦没者の遺骨の尊厳を守る観点
から、戦没者の遺骨に関する条例の検討を行うこと
は、凄惨な沖縄戦の経験に基づき、戦没者の慰霊と平
和行政を推進する沖縄県にとって重要であると考えて
おります。
　同じく(6)、戦没者の遺骨収集の推進についてお答
えいたします。
　本年６月、戦没者遺骨収集推進法が改正され、集中
実施期間が令和11年度まで延長されました。国は、
これを踏まえ、国内外の情勢等の影響により現地調査
ができていない情報等を含む埋葬等の情報に関し、令
和11年度までに現地調査を実施するとともに、鑑定
等に関する体制整備を行うこととしております。県で
は、国からの委託を受け、これらの情報のうち沖縄に
関する177か所について調査を行っているところであ
り、引き続き、国と連携しながら、遺骨収集の推進に
取り組んでまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
　　　〔金城　敦　企画部長登壇〕
○金城　敦 企画部長　２、離島振興についての(1)、
離島航路の補助拡充と経営状況についてお答えいたし
ます。

　離島航路の経営状況については、16航路のうち14
航路は赤字であることから、離島航路の補助事業の対
象となっており、国及び市町村と協調し、航路の運航
に伴って生じた欠損額に補助しております。また県で
は、市町村のさらなる負担軽減や航路事業の経営安定
を図るため、全国知事会を通じて、国の補助率のかさ
上げについて要望しているところです。
　同じく２の(2)、粟国路線の国の補助適用について
お答えいたします。
　県では、離島航空路の維持・確保は重要と考えてお
ります。このため、粟国路線においても、運航に伴う
欠損に対し、県と村で２分の１ずつ補助しているとこ
ろです。しかしながら、財政基盤の脆弱な村において
は、欠損の負担額が大きいことから、県において負担
割合の見直しを検討しております。また先日、国に対
し、運航費補助の適用を要請したところです。引き続
き、これらの制度を検討しながら離島航空路の維持・
確保に取り組んでまいります。
　次に７、会計年度任用職員の給与改定についての
(1)、市町村の会計年度任用職員の給与改定について
お答えいたします。
　県では、会計年度任用職員の給与改定及び勤勉手当
の支給について、国からの通知等を適宜情報提供する
ほか、市町村ヒアリングや市町村総務担当課長会議の
場においても、周知及び助言を行ってきたところで
す。
　県としましては、引き続き各市町村の状況を確認し
ながら、必要な助言を行ってまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
　　　〔多良間一弘　環境部長登壇〕
○多良間一弘 環境部長　２、離島振興についての
(3)、海岸漂着物に係る県の取組についてお答えいた
します。
　海岸漂着物は、海外を発生源とするものが多く、毎
年、際限なく漂着するため、発生源対策と継続的な回
収・処理が課題となっております。
　県では、国が９割を補助する地域環境保全対策費補
助金を活用し、海外を含めたボランティア団体と発生
抑制に向けたワークショップを実施しているほか、海
岸管理者だけでなく、回収等に要する費用の補助等に
より市町村の協力も得ながら、海岸漂着物の回収・処
理対策に取り組んでおります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
　　　〔半嶺　満　教育長登壇〕
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○半嶺　満 教育長　２、離島振興についての中の
(4)、離島児童生徒支援センターの入寮枠の拡充につ
いてお答えいたします。
　沖縄県離島児童生徒支援センターにおける新入生の
応募状況は、毎年、入寮定員を上回っております。こ
のため、令和３年度に他学年分の空き室を利用する特
例入舎を開始したことから、入寮を希望する全ての生
徒を受け入れることができております。
　県教育委員会としましては、引き続き、関係市町村
と連携を図りながら、生徒が安心して学業に励むこと
ができるよう教育環境の整備に取り組んでまいりま
す。
　続きまして６、教育行政についての中の(1)、通学
費支援の取組と拡充についてお答えいたします。
　県は、令和２年度から子供の貧困対策として高校生
のバス・モノレール通学費無料化を実施したところで
す。これまで、通学区域が全県域の中学校及び要件を
満たすフリースクールの生徒にも支援を拡大し、令和
４年度には約5000名を認定しております。令和５年
度は、高額通学費が原因で進学等を断念することがな
いよう中間所得層までの生徒の通学費の一部補助を開
始しております。制度の拡充につきましては、持続可
能な支援の在り方を引き続き検討してまいります。
　同じく(2)、学校給食費の無償化についてお答えい
たします。
　昨今の原材料価格の高騰により、学校給食における
食材費の価格も高騰しております。
　県教育委員会としましては、物価高騰の中、保護者
に新たな負担を課すことなく、これまでどおりの栄養
バランスや量の学校給食が提供できるよう、昨年度に
引き続き、各県立学校の給食食材費高騰分に対して国
庫事業を活用し補助を行っております。また、県内市
町村においては、10月時点で15市町村が臨時交付金
を活用しており、さらに４市町村が今後活用する予定
と聞いております。
　同じく(3)、学校給食費無償化の取組についてお答
えいたします。
　市町村の取組状況としましては、令和５年４月時点
において、14市町村が全額無償化、５市町村が第３
子以降の全額無償化、10市町村において一部助成が
行われております。
　県教育委員会では、今年度、保護者を対象にアン
ケートを行うとともに、市町村と意見交換を行ったと
ころであり、その結果を踏まえ、予算規模、財源及び
実施時期について検討しているところであります。な
お、国に対しては、全国都道府県教育長協議会や全国

知事会を通して学校給食費無償化の要請を行っており
ます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
　　　〔宮城嗣吉　文化観光スポーツ部長登壇〕
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　２、離島振興に
ついての(5)、離島観光活性化促進事業についてお答
えします。
　本県の離島については、それぞれの島特有の自然、
景観、伝統、文化、特産品等の魅力を有しており、各
離島の特性と観光資源を活用した質の高い離島観光の
推進が重要であると考えております。県では、離島の
魅力をさらに引き出すための観光コンテンツの造成を
支援するとともに、テレビ番組や雑誌、ウェブサイト
等のメディアを活用した広報展開、航空会社等との共
同プロモーション、国内チャーター便支援、旅行会社
やメディアの招聘などを通して、各離島が持つ独自の
魅力を効果的に発信してまいります。
　５、観光行政についての(1)、クルーズ船の寄港回
数、経済効果と今後の展望についてお答えします。
　令和５年１月から10月におけるクルーズ船の寄港
回数は126回となっており、日本における国際クルー
ズが再開された３月以降、回復傾向にあります。経済
効果については、コロナ禍前の令和元年度は約211億
円と試算しておりますが、今年度は、現在、調査中で
あります。今後は、クルーズ船の寄港に対する県民理
解の促進を図りながら、県内を発着港とするフライ＆
クルーズや小型ラグジュアリー船による離島周遊ク
ルーズなど、経済効果の期待できる質の高いクルーズ
を戦略的に誘致し、持続可能な観光地の形成に取り組
んでまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
　　　〔宮城　力　総務部長登壇〕
○宮城　力 総務部長　４、内部統制に関する事案に
ついてお答えいたします。
　土木建築部における国庫補助事業の手続の不備につ
いては、主な原因として、確認不足等によるものと
なっております。こうした要因等を洗い出し、実効性
の高い再発防止策につなげるため、現在、緊急的な事
務の総点検を実施しているところです。また、総点検
後は、その結果を踏まえ、外部専門家による検証を行
うこととしております。組織的な対応としては、部等
の主管課に予算経理班を設置するとともに、会計分野
エキスパート職員を育成・配置し、予算執行に係る審
査機能を強化いたします。さらに、内部統制推進体制
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の強化として、全ての主管課に内部統制専任職員を増
員配置することとしております。
　７、会計年度任用職員の給与改定についてのうち、
改定作業についてお答えいたします。
　会計年度任用職員の給与改定については、国の通知
等を踏まえ常勤職員の給与改定に係る取扱いに準じて
遡及して改定し、今年度中に支給する方向で検討を進
めております。また、地方自治法が改正され、勤勉手
当の支給が可能となることに伴い、来年度からの対応
に向けて検討を進めているところであります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　崎山嗣幸議員。
○崎山　嗣幸 議員　早速再質問をしたいと思いま
す。
　１番目の代執行の件でありますが、政府は、辺野古
の代執行の工事が完成すれば普天間基地が返還され、
一日も早い危険性除去が達成されて公益になると言っ
ておりますが、もうこれは明らかに私は欺瞞だと思
いますが、辺野古がこれからあと14年以上もかかる
と。それでも返還される見通しは分からないと。そう
いったことからすると、要は公益につながらないと
私は理解するんですが、知事は先ほど、20日の判決
を前にして、具体的なことは差し控えたいとのことが
ありましたが、こういった公益に値しないと考えます
が、判決を前に、知事の主張する思いが反映されると
いうことを、知事の心境を伺いたいと思いますが、よ
ろしくお願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時12分休憩
　　　午後２時12分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　玉城知事。
○玉城デニー 知事　今般の代執行につきましては、
先ほど答弁をさせていただいたとおり、地方公共団体
の処分権限を国が奪うという地方自治に対する最終的
な介入手段であって、これは沖縄県の自主性及び自立
性を侵害するものであると同時に、この問題は沖縄だ
けの問題ではなく、私はこれまでも沖縄の過重な基地
負担や、そして今般このような代執行訴訟に係る地方
自治体にとって非常に影響の大きいことに関して、全
国の皆さんには、ぜひ自分事として考え、民主主義や
地方自治が脅かされているというその現状について、
この国のこのような状況を正すためのそのような理解
を、ぜひ進めていただきたいという思いを常にお伝え
をさせていただいております。今回の代執行訴訟の口
頭弁論においても、そのような私の気持ちを含めて、

この沖縄県の本当の公益とは、民意こそが公益である
ということを主張させていただきました。
○赤嶺　昇 議長　崎山嗣幸議員。
○崎山　嗣幸 議員　確かに私も、知事の主張は正当
性があると思いますので、ぜひこの裁判、20日の裁
判が、知事の思いが県民に向けてされるようなことを
含めて期待をしていきたいと思います。
　それから２番目の普天間基地の閉鎖・返還でありま
すが、今般、オスプレイの墜落も含めて普天間の上空
を飛んでいる危険性を感じると思いますが、政府の計
画では一日も早い危険性の除去だと言っていますが、
これはもう一日もっていうどころか、返還合意から、
それから辺野古が完成されるという期間まで41年以
上かかるんですよね。それ、戦後からやがて90年以
上かかるということで、一日どころの話ではないんで
すよ、これはね。だからそういった意味では、全く見
通しが立たないような現状だと思いますが、こういっ
た空手形を政府はずっと乱発しているんだけれども、
こういったことを乱発しながら、結局辺野古を進めれ
ば普天間が返還されると言いながら、しかし普天間は
重要だって繰り返し詭弁を使っているんですが、やっ
ぱりそのことに関して、今日の朝刊にもありました
が、政府への信頼感はなくなっていくと思うんです
が、知事はやっぱりそういったことへの、政府が何十
年もこういう空手形を乱発することに対する不信感と
いうのか、信頼感はなくなっているということを県民
も思っているんだけど、知事はこれ同感ですか、県民
の意識と。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　県は、普天間飛行場の危険性の
除去は、辺野古移設に関わりなく実現されるべき喫緊
の課題だと、一日も早い危険性の除去というのは、こ
れは政府も同じことをおっしゃっているわけでござい
まして、であれば一日も早い危険性の除去を実現する
ために、やはり政府と沖縄県が対等に話し合い、そこ
で対話によって解決策を導いていくとするのが、最も
早い解決方法に向けた取組だということをこれまでに
も申し上げてきておりますし、かかる県からの要請に
おいても、そのような一日も早い危険性の除去を実現
すべきであるということを常にお伝えしているという
ことであります。
○赤嶺　昇 議長　崎山嗣幸議員。
○崎山　嗣幸 議員　じゃこの14年後、私も14年後
の年齢というのは――知事も14年後を想定するとき
に、その将来というのか、次世代も含めて、こういっ
たことを持ち越していくということは、私、政治家と

‒ 87 ‒



して重要な責任だと思うんですよね。見えない見通し
のものを14年後まで持っていくということについて
は、全ての県民は納得できないと思うんですよね。そ
ういった意味では、この辺野古とリンクさせない解決
こそが、私は解決策の一番近道だと思うんですが、そ
れを絡ませると行方が分からなくなるっていうことが
あるから、ぜひそこは、辺野古とリンクさせない。解
決策を求めていくことに関して、これをぜひともしっ
かりやるべきだと思うんですが、これはこの間ずっと
言われながらも、いや辺野古とリンクしないんだとか
するとかっていう議論があったんで、これ断ち切るこ
とによって、私、普天間の一日も早い返還につながる
と思うんですが、それはいかがですか。答弁お願いし
ます。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　政府が唯一の解決策とする
普天間飛行場の辺野古移設につきましては、軟弱地盤
の存在が判明し、提供手続の完了まで約12年を要す
るとされており、さらなる工期の延長も懸念されてい
るところでございます。このため県は、普天間飛行場
の辺野古移設は、同飛行場の一日も早い危険性の除去
にはつながらないというふうに考えております。政府
においては、普天間飛行場周辺住民の生命財産を守る
ことを最優先にするならば、辺野古移設に関わりな
く、同飛行場の速やかな運用停止を実現するべきであ
り、普天間飛行場の固定化を避け、県外、国外移設に
取り組むべきであるというふうに考えております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　崎山嗣幸議員。
○崎山　嗣幸 議員　よろしくお願いします。
　それから７番目の会計年度任用職員の給与、勤勉手
当の件でありますが、先ほど地方自治法の改正によっ
て会計年度任用職員の給与改定、勤勉手当の件であり
ましたが、今年度支給しながら次年度からの改定に
持っていくということでありますが、これは遡及を含
めて今回支給をしていくということの考えだと思うん
ですが、それでよろしいか。それから市町村へのとこ
ろについては、情報の周知、必要性を助言するという
答弁でありましたが、県と歩調を取りながら市町村も
含めて会計年度任用職員の待遇改善をすべきと思うん
ですが、県はその助言、情報提供を含めて、どの程度
の市町村がここに向かっていくのか、検討するのかに
ついて答弁をお願いしたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　先ほど申し上げましたとお
り、今年度の給与改定に係る取扱いについては、遡及

して今年度中に支払うということで、今対応している
ところでございます。ただし、勤務期間が一定程度達
している職員は、国の取扱いに準じて対応するという
こととしているところでございます。
○崎山　嗣幸 議員　市町村の……。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
○金城　敦 企画部長　お答えいたします。
　会計年度任用職員の勤勉手当の支給については、国
の非常勤職員の取扱いとの均衡及び適正な処遇の確保
の観点から、勤勉手当の支給を可能とすることとされ
ており、令和６年度から対象となる職員に適切に支給
すべきであると考えております。現時点で、11月末
時点で各市町村の状況を確認したところ、令和６年度
より支給が37団体、今検討中の団体が４団体。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　崎山嗣幸議員。
○崎山　嗣幸 議員　ぜひ国が会計年度任用職員の給
与改定、勤勉手当支給を周知していますので、ぜひと
も県だけではなくて、市町村も全員が横並びに実施で
きるように期待をして、質問を終わります。
　ありがとうございました。
○赤嶺　昇 議長　比嘉瑞己議員。
　　　〔比嘉瑞己　議員登壇〕
○比嘉　瑞己 議員　日本共産党の比嘉瑞己です。
　代表質問を行います。
　１、欠陥機オスプレイ墜落について。
　米軍横田基地所属の欠陥機ＣＶ22オスプレイが、
嘉手納基地に向かう途中で墜落しました。昨年の墜落
事故では、米軍はオスプレイの構造的欠陥を公表して
おります。これまでも墜落事故を繰り返している欠陥
機オスプレイは直ちに飛行停止、全面撤去を求めるべ
きです。知事の見解を伺います。
　２つ目に、辺野古新基地建設について。
　凄惨な沖縄戦を経て過重な米軍基地被害にさらされ
てきた県民が、何度も新基地建設反対の民意を示して
きました。県民投票で示された圧倒的民意こそが公益
です。地方自治体の権利を奪う代執行は許されませ
ん。知事の見解を伺います。
　(2)、	沖縄防衛局は埋立承認申請前の2007年には
大浦湾の軟弱地盤について把握し、ボーリング調査の
必要性についても認識していたことが明らかになりま
した。国が事実を隠蔽して申請した、仲井眞元知事に
よる埋立承認の前提は崩れたのではないでしょうか。
県の見解を伺います。
　３つ目に、沖縄の軍事要塞化について伺います。
　(1)、	米軍も参加する自衛隊統合演習が実施され、
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多くの県民が不安と危機感を募らせております。県民
の暮らしを脅かす空港や港湾、公道の軍事利用を認め
るべきではありません。管理者としての県の見解を問
うものです。
　(2)、	岸田政権は国家安全保障戦略に基づき、南西
諸島の空港や港湾を特定重要拠点にするための選定作
業を進めております。県への説明内容と見解を問うも
のです。
　(3)、	屋良覚書や西銘確認書の理念を生かして、県
管理の空港・港湾の軍事利用を認めない条例制定を急
ぐべきです。対応を問います。
　(4)、	新たに発足した第12海兵沿岸連隊（ＭＬＲ）
の任務は何でしょうか。また、在沖米軍統合計画で示
された海兵隊削減との整合性はどうなるのか。住民を
戦闘に巻き込む第12海兵沿岸連隊の撤退を求めるべ
きです。見解を問います。
　(5)、	嘉手納基地に配備された無人偵察機ＭＱ９
は、死神を意味するリーパーと呼ばれ、攻撃能力も保
有する戦闘機です。米軍嘉手納基地そのものの撤去を
求めるべきです。
　４つ目に、地域外交について伺います。
　アジア太平洋地域の平和構築に貢献するための、沖
縄独自の地域外交に大きな期待が寄せられておりま
す。国内外の自治体等と連携した国際ネットワークの
構築が重要ではないでしょうか。今後の取組を伺いま
す。
　５つ目、沖縄振興予算について。
　(1)、	県要望額と当初予算額との乖離、措置率への
見解を問うものです。
　(2)、	ハード交付金減額による具体的な県民生活へ
の影響について問います。特に、危険校舎等の学校施
設整備事業への影響を伺います。
　(3)、	沖縄振興一括交付金の減少傾向が続いており
ますが、国は明確な理由を説明しておらず、沖縄の自
主性を尊重するという沖縄振興特別措置法の趣旨から
も逸脱するものではないでしょうか。
　次に６、水道料金改定について伺います。
　企業局は30年間、値上げをせずに来たが、今回、
料金改定を提案している理由は何でしょうか。企業局
のこれまでの経営努力と県民や市町村からの要望を受
けての対応を問うものです。
　(2)、	ハード交付金減額による老朽化施設整備計画
への影響及び料金改定への影響についてお聞かせくだ
さい。
　７番目に、雇用・労働施策についてお聞きします。
　(1)、	非正規雇用における男女の割合や賃金格差な

どの実態はどうでしょうか。ジェンダー平等の観点か
らの非正規雇用対策が必要ではないでしょうか。
　(2)、	会計年度任用職員の人数（割合）と給与や期
末・勤勉手当に関する総務省通知への対応を問うもの
です。
　(3)、	公契約条例制定後の成果と今後の取組につい
て伺います。
　(4)、	公共工事における総合評価方式において、賃
上げを実施する企業等に対する加点措置を導入すべき
です。県の対応を問います。
　８つ目に、気候危機についてです。
　温室効果ガス削減と再生可能エネルギー導入につい
て、2030年度の目標と達成状況を問います。沖縄電
力の再生可能エネルギーの主力化を進めることが重要
です。現状と県の対策を問うものです。
　９つ目に、離島振興について。
　(1)、	過疎化が進む離島自治体では、航路補助事業
の財源確保に苦慮しております。補助率の見直しなど
事業を拡充すべきです。見解を問います。
　(2)、	海岸漂着ごみや産業廃棄物等の状況はどうで
しょうか。広域回収システムの構築が必要であると考
えますが、県の対応を問うものです。
　最後に(3)、慶良間諸島での沖縄戦の実相を伝える
ために、座間味村に平和祈念資料館分館を設置すべき
と考えますが、知事の見解を問うものです。
　よろしくお願いします。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
　　　〔玉城デニー　知事登壇〕
○玉城デニー 知事　比嘉瑞己議員の御質問にお答え
いたします。
　欠陥機オスプレイ墜落についての御質問の中の
(1)、オスプレイの飛行停止等についてお答えいたし
ます。
　オスプレイについては今回の事故のほか、平成28
年に名護市安部で墜落する事故や、海外では今年８月
にオーストラリアで３人が死亡する事故、10月には
アメリカ・ネバダ州でハードランディングする事故を
起こしております。また、今年９月から10月にかけ
ては、普天間飛行場所属のオスプレイが相次いで民間
空港に緊急着陸するなど、米軍の安全管理体制に強い
疑念を抱かざるを得ず、大変遺憾であります。
　沖縄県としては、これまで建白書の精神に基づき、
オスプレイ配備に反対してきており、去る11月17日
の軍転協要請においても、配備計画を見直すこと等を
求めたところです。引き続き、米軍及び日米両政府に
対して、オスプレイの配備撤回等を求めてまいりま
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す。　
　次に、辺野古新基地建設についての御質問の中の
(1)、代執行の見解についてお答えいたします。
　埋立変更不承認処分に係る国の代執行は、地方公共
団体の処分権限を国が奪うという地方自治に対する最
終的な介入手段であって、沖縄県の自主性及び自立性
を侵害するものであります。今回の代執行訴訟におき
ましては、国は、安全保障上の公益性等を主張してお
りますが、憲法が定める地方自治の本旨や国と地方が
対等・協力の関係であるとされた地方分権改革の趣
旨、辺野古新基地建設の是非が大きな争点となった３
度の県知事選挙や辺野古埋立ての是非に絞った県民投
票の結果をも踏まえますと、沖縄県は、辺野古新基地
建設に反対する多くの県民の民意こそが公益とされな
ければならないものと主張をしております。
　次に、地域外交についての御質問の中の(1)、国内
外の自治体等と連携した国際ネットワークの構築につ
いてお答えいたします。
　沖縄県が地域外交を推進する上で、国内外の地方自
治体と連携して国際社会に向けた情報発信等を行うこ
とは重要であると考えております。沖縄県では、去る
６月に照屋副知事が韓国の済州特別自治道を訪問し、
済州と沖縄との連携の意義を確認するとともに、済州
特別自治道が主導するグローバル平和都市連帯へ加入
し、国際的なネットワークの構築に取り組んでおりま
す。今後も核兵器の廃絶や、恒久平和を広く世界に発
信している広島県や長崎県などの国内自治体との連携
を含め、国内外の自治体とのネットワークを強化し、
アジア太平洋地域の平和構築につながる沖縄独自の地
域外交を推進してまいります。
　その他の質問につきましては、部局長から答弁をさ
せていただきます。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
　　　〔前川智宏　土木建築部長登壇〕
○前川智宏 土木建築部長　２、辺野古新基地建設に
ついての(2)、埋立承認願書申請前の地質調査につい
てお答えいたします。
　県は、沖縄防衛局から平成19年の調査報告書を入
手し、確認を行っております。同報告書及び平成25
年の埋立承認願書には、一般的に軟弱と言われる沖積
層が存在していること、その性状は砂礫等であること
などが記載されておりますが、長期間にわたって圧密
沈下する軟弱な粘性土層についての記載はありませ
ん。また、平成19年の報告書には追加でボーリング
調査を行う必要があることが記載されておりますが、
沖縄防衛局は埋立承認願書承認後の平成27年にボー

リング調査を行っております。平成27年のボーリン
グ調査において、軟弱な粘性土層が確認され、令和２
年に変更承認申請を行ったことを踏まえると、平成
19年の調査の後に追加のボーリング調査を行った上
で、埋立承認願書を作成することができたものと考え
られます。
　県としては、引き続き沖縄防衛局に対し、正確な情
報の提供を求めてまいります。
　次に３、沖縄の軍事要塞化についての(1)、自衛隊
統合演習に係る施設管理者としての県の見解について
お答えいたします。
　県が管理する空港の使用に当たっては、沖縄県空港
の設置及び管理に関する条例に基づき、あらかじめ空
港使用届書を提出する必要があります。港湾の使用に
当たっては、沖縄県港湾管理条例に基づき、使用許可
申請により、許可を受ける必要があります。また、特
殊車両の公道の使用に当たっては、日米合同委員会の
取決めにより、沖縄総合事務局から県へ車両諸元等の
確認が行われております。公共土木施設の利用に関す
る許可等については、関係法令上、施設を損傷するお
それのあるときなど、公物管理の観点から支障を来す
おそれが高い場合を除いては、許可することが適当と
されております。
　次に同じく３の(2)、特定重要拠点空港、港湾に係
る政府の説明内容と県の見解についてお答えいたしま
す。
　11月に政府関係者から県に対し、総合的防衛力強
化に関する政府の取組について説明がありました。そ
の内容は、特定重要拠点空港・港湾（仮称）とは、南
西諸島の地域等必要な空港、港湾等について、民間と
の共用を前提に、自衛隊等が利用できるよう、整備ま
たは既存事業の促進を図り、併せてインフラ管理者と
の間で円滑な利用に関する枠組みを設ける施設とのこ
とでありました。
　県としては、引き続き情報収集を行い、適切に対応
していく考えであります。
　次に同じく３の(3)、屋良覚書の条例化についてお
答えいたします。
　県では、屋良覚書及び西銘確認書に基づき、下地島
空港を人命救助、緊急避難等、特にやむを得ない場合
を除き、民間航空機に使用させる方針で管理運営して
おります。
　県としては、引き続き両文書に基づき空港の管理運
営を行うとともに、その趣旨をどのように条例へ反映
させることができるのか、関係部局と連携し、研究を
進めているところであります。
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　次に７、雇用・労働施策についての(4)、総合評価
落札方式における賃上げを実施する企業等に対する加
点措置についてお答えいたします。
　土木建築部では、建設業の賃金上昇に向けた取組と
して、令和４年２月から「労務費見積り尊重宣言」促
進モデル工事を試行しております。この取組は、元請
企業が下請企業へ見積り依頼する際に、下請企業から
労務費を内訳明示してもらい、これを尊重するとの宣
言を公表した元請企業を、総合評価落札方式におい
て、加点評価するものであります。また、賃上げを実
施する企業等の加点措置については、国等の実施事例
や沖縄県所得向上応援企業認証制度等を参考に、効果
的な取組を検討してまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
　　　〔溜　政仁　知事公室長登壇〕
○溜　政仁 知事公室長　３、沖縄の軍事要塞化につ
いての中の(4)、第12海兵沿岸連隊の任務等について
お答えいたします。
　去る11月、キャンプ・ハンセンに駐留する第12海
兵連隊が改編され、第12海兵沿岸連隊が発足しまし
た。米海兵隊は、海兵沿岸連隊について、部隊を分散
させ、対艦ミサイルなどの拠点を確保する遠征前方基
地作戦を実行することとしております。また、防衛省
は、この部隊の残留に伴い、別の部隊を沖縄から移転
させ、再編後の在沖海兵隊の規模に変更はないとして
おります。
　県としては、海兵沿岸連隊の発足により、これ以上
の基地負担が生じることがあってはならないことか
ら、引き続き情報収集を図り、本県に及ぼす影響を見
極める必要があると考えております。
　同じく３(5)、嘉手納飛行場の撤去についてお答え
いたします。
　嘉手納飛行場をめぐっては、昼夜を問わない訓練や
外来機の度重なる飛来、パパループの一時使用等、負
担軽減と逆行する状況と言わざるを得ません。このよ
うな中、米軍の無人偵察機ＭＱ９が、地元への事前の
十分な説明や安全性に対する懸念の払拭がなされない
まま嘉手納飛行場に配備されました。
　県としては、同飛行場におけるこれ以上の基地負担
の増加はあってはならないと考えており、ＭＱ９の配
備は承服できるものではないことから、去る10月17
日、沖縄防衛局に対し配備計画を見直すよう要請しま
した。今後ともあらゆる機会を通じ、周辺住民の負担
軽減が図られるよう、関係機関とも連携し、日米両政
府に粘り強く働きかけてまいります。

　以上になります。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
　　　〔宮城　力　総務部長登壇〕
○宮城　力 総務部長　５、沖縄振興予算についての
(1)及び(2)、県要望額と当初予算額との乖離及びハー
ド交付金減額の影響について、５の(1)及び(2)は関連
いたしますので、恐縮ですが一括してお答えいたしま
す。
　県では、3000億円台の沖縄振興予算の確保につい
て要請しておりますが、それに対する令和５年度の当
初予算額は、2679億円となっております。また、そ
の内訳として、減額傾向にある沖縄振興一括交付金、
とりわけ沖縄振興公共投資交付金については、県の要
望額が687億円であるのに対し、予算額は368億円と
なっており、社会資本整備では、交通基盤整備の遅
れ、農業生産基盤整備では、新規採択地区の先送りや
事業期間の延長による事業効果発現の遅れなど、地域
の発展等に影響が出ているものと認識しております。
　同じく５の(3)、国の一括交付金の予算計上の考え
方についてお答えいたします。
　沖縄振興一括交付金は減額傾向が続いてきておりま
すが、内閣府によると令和５年度については、令和４
年度と同水準の事業を実施できる額を計上し、令和６
年度概算要求額も同様の考え方の下、物価高騰分を勘
案した額を要求したとしております。沖縄振興に資す
る事業を県及び市町村が自主的に実施できる沖縄振興
一括交付金は、離島の不利性や子供の貧困問題など、
全国一律の政策では解決困難な課題等への対応に必要
であり、今後もあらゆる機会を捉え、増額確保に向け
て取り組んでまいります。
　次に７、雇用・労働施策について(2)のうち、会計
年度任用職員数等についてお答えいたします。
　知事部局における会計年度任用職員は、令和５年６
月１日現在で1245人となっており、全職員5727人に
占める割合は21.7％となっております。給与改定に
ついては、国の通知等を踏まえ常勤職員の給与改定に
係る取扱いに準じて遡及して改定し、今年度中に支給
する方向で検討を進めております。また、地方自治法
が改正され、勤勉手当の支給が可能となることに伴
い、来年度からの対応に向けて検討を進めているとこ
ろであります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
　　　〔半嶺　満　教育長登壇〕
○半嶺　満 教育長　５、沖縄振興予算についての中
の(2)、ハード交付金減額による学校施設整備への影
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響についてお答えいたします。
　県立学校については、これまで国の補助制度を活用
し危険校舎の改築等を実施しております。ハード交付
金が減額されたことにより、継続事業や緊急性の高い
事業に優先的に所要額を措置するなどの対応をしてい
るところであります。なお、改築や改修が必要な建物
は24校43棟で、先送りとなった学校は２校であり、
体育館と武道場となっております。
　県教育委員会としましては、引き続き、安全・安心
な教育環境の整備に努めてまいります。
　続きまして７、雇用・労働施策についての中の
(2)、会計年度任用職員の人数についてお答えいたし
ます。
　教育委員会における会計年度任用職員は、1196人
となっており、全職員１万9505人に占める割合は
6.1％となっております。そのうち教員については、
会計年度任用職員の非常勤講師が560人となってお
り、全教員１万6074人に占める割合は3.5％となって
おります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　企業局長。
　　　〔松田　了　企業局長登壇〕
○松田　了 企業局長　６、水道料金改定についての
(1)、料金改定の理由及び経営努力と要望への対応に
ついてお答えします。
　企業局では、経費削減などに取り組み、30年間料
金を維持してまいりましたが、電気料金の急激な上昇
や施設更新コストの増などにより経営状況が悪化し、
料金改定が必要となっており、市町村等への説明会を
４回開催し意見を聴取しました。当初、令和６年４月
から３割程度の料金改定を予定しておりましたが、市
町村等の意見・要望等を踏まえ、改定時期を令和６年
10月に半年延期した上で、段階的な改定を行うこと
とし、改定幅を23円に引き下げて議案を提出したと
ころであります。また、交付金の活用についても、現
在関係部局と協議を行っております。
　同じく(2)、ハード交付金の減額による影響につい
てお答えいたします。
　沖縄振興公共投資交付金の当初予算額は、平成26
年度の932億円をピークに令和５年度は368億円に減
少し、それに伴って企業局の当初予算額も平成26年
度の107億円から令和５年度は42億円となり、水道
施設の更新・耐震化事業に遅れが生じております。今
般の電気料金の高騰に加え、同交付金の減額は今回の
料金改定の要因となっていることから、引き続き、関
係部局と連携し所要額を確保できるよう努めてまいり

ます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
　　　〔松永　享　商工労働部長登壇〕
○松永　享 商工労働部長　７、雇用・労働施策につ
いての(1)、非正規雇用の男女の割合、賃金格差の実
態と非正規雇用対策についてお答えします。
　令和４年労働力調査によりますと、本県の非正規雇
用割合は、男性が25.8％、女性が54.1％となってお
ります。また、令和４年賃金構造基本統計調査により
ますと、本県の一般労働者の所定内給与月額は、男性
が27万3800円、女性が22万2200円で、５万1600円
の差となっております。
　県では、正規雇用化や女性が働き続けられる職場づ
くりに取り組む企業の支援、女性従業員向けのセミ
ナー等、男女の賃金格差の是正につながる取組を行っ
ているところですが、今後もさらなる取組を研究して
まいります。
　同じく７の(3)、沖縄県の契約に関する条例の成果
等についてお答えします。
　県では、沖縄県の契約に関する条例の実効性を確保
するため、沖縄県の契約に関する取組方針を策定し、
同方針に掲げる施策を実施しているところです。具体
的には、最低制限価格の設定や社会保険の加入促進等
により、事業者等の適正な利益の確保や労働環境の整
備に寄与しているものと考えております。
　今後の取組としましては、最低賃金の引上げ等が生
じた場合の契約変更の必要性について協議することな
どを新たに追加することにより、公共サービスの質の
確保を図ってまいりたいと考えております。
　８、気候危機についての(1)、再エネ導入の数値目
標と達成状況及び沖縄電力の現状と県の対策について
お答えします。
　県では、2030年度の再エネ電源比率目標を18％
としており、2021年度時点では、11.1％となってお
ります。沖縄電力では、2050年度カーボンニュート
ラルの実現に向けた取組のロードマップを策定し、
2030年度のＣＯ₂排出量を2005年度比30％減とする
目標を掲げ取り組んでいるところです。
　県としましては、沖縄電力をはじめとする発電事業
者と連携し、再エネ導入を加速させる新たな支援策を
講じる等、2030年度の再エネ電源比率目標の達成に
向け取り組んでまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
　　　〔多良間一弘　環境部長登壇〕
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○多良間一弘 環境部長　８、気候危機についてのう
ちの温室効果ガスの削減目標等達成状況についてお答
えいたします。
　県では、令和５年３月に改定した第２次沖縄県地球
温暖化対策実行計画において、2030年度までに、県
内の温室効果ガス排出量を2013年度比で31％削減す
ることを中期目標として掲げています。最新の統計値
である2020年度の県内の温室効果ガス排出量は1143
万トンで、基準年度である2013年度から9.3％減少し
ている状況にあります。
　県としましては、同計画で掲げた各種施策を着実に
推進することで、中期目標の達成を目指してまいりま
す。
　次に９、離島振興についての(2)、海岸漂着物や産
業廃棄物等の状況及び広域回収システムの構築につい
てお答えいたします。
　県がこれまで実施した各種調査結果から、離島地域
の海岸漂着物については、沖縄島よりも漂着量が非常
に多く、繰り返し漂着する状況が確認されておりま
す。産業廃棄物については、処理施設が少ないなどに
より、島内での処理が困難な産業廃棄物を島外へ輸送
し処理せざるを得ないなどの状況があります。
　県では、海岸漂着物の処理について、海上輸送費も
含め回収・処理に活用できる国の補助金の必要な予算
額の確保に努めております。また、離島における処理
コストを低減するため、産業廃棄物と一般廃棄物を併
せて処理するあわせ処理を推進するとともに、産業廃
棄物税を活用した離島における産業廃棄物処理施設の
整備に対する補助事業について周知等を行っておりま
す。
　以上であります。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
　　　〔金城　敦　企画部長登壇〕
○金城　敦 企画部長　９、離島振興についての(1)、
離島航路補助事業の支援拡充についてお答えいたしま
す。
　離島航路の経営状況については、16航路のうち14
航路は赤字であることから、離島航路の補助事業の対
象となっており、国及び市町村と協調し、航路の運航
に伴って生じた欠損額に補助しております。また県で
は、市町村のさらなる負担軽減や航路事業の経営安定
を図るため、全国知事会を通じて、国の補助率のかさ
上げについて要望しているところです。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
　　　〔宮平道子　子ども生活福祉部長登壇〕

○宮平道子 子ども生活福祉部長　９、離島振興につ
いての御質問の中の(3)、平和祈念資料館座間味分館
の設置についてお答えいたします。
　座間味村は、沖縄戦において米軍が最初に上陸し、
住民の集団死を経験するなど悲惨な歴史を持つ、沖縄
戦を語り継ぐ上で欠くことのできない重要な地域で
す。沖縄県平和祈念資料館は、沖縄戦により散逸され
た資料や戦争体験者の証言などを、座間味村を含む各
市町村から収集し集約することで、県内外に平和を発
信する拠点としての役割を果たしております。今後も
引き続き、沖縄県平和祈念資料館における企画展示等
を通して、国内外に平和を希求する「沖縄のこころ」
を発信していくとともに、座間味分館の設置について
は、関係者と意見交換を行ってまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　比嘉瑞己議員。
○比嘉　瑞己 議員　御答弁ありがとうございまし
た。
　それでは最初に、辺野古新基地建設について伺いま
す。
　防衛局が軟弱地盤を把握していた問題についてです
が、知事に伺いたいと思います。
　既に承認申請前の2007年には、国は軟弱地盤の存
在を把握していた。しかも、把握していただけではな
く、ボーリング調査の必要性も報告書に書いておきな
がら、それをせずに承認申請をするわけですよね。こ
うした事実を伏せて、追加調査もしない。それどこ
ろかＢ27地点はそもそも調査は必要ないといまだに
言っています。一方、裁判所は、この軟弱地盤の問題
についてこれまで実質的審理を行っておりません。国
が事実を隠蔽し、司法もその事実に向き合おうとしな
い。こんな形で県民の圧倒的民意が踏みにじられてい
いのでしょうか。
　知事に伺います。
　当時の政府の埋立申請は、軟弱地盤が隠蔽された下
で行われたものであり、沖縄県としてこの問題を徹底
的に追及していくべきだと思いますが、知事の見解を
お聞かせください。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えをいたします。
　追加ボーリングの必要性を認識しながら、それをせ
ずに埋立承認願書を作成したということにつきまして
は、公有水面を埋め立てる事業者の対応としては、十
分なものとは言えないのではないかと考えているとこ
ろでございます。
　以上でございます。
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○赤嶺　昇 議長　比嘉瑞己議員。
○比嘉　瑞己 議員　知事ぜひ、担当部が今、検証作
業を行っているみたいですので、その結果を注視して
いただきたいと思います。
　次に、沖縄の軍事要塞化について伺います。
　10月に行われた日米共同訓練レゾリュート・ドラ
ゴンでは、民間空港である新石垣空港を陸上自衛隊の
オスプレイが使用いたしました。患者を陸路により新
石垣空港に輸送し、島外に運ぶ訓練と国は説明してい
ます。これは、石垣島が戦場となることを想定してい
る訓練ではありませんか。沖縄が戦場になることを前
提とした訓練について、県の見解を伺います。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　お答えいたします。
　去る10月に実施されました日米共同訓練レゾ
リュート・ドラゴン23では、陸上自衛隊のオスプレ
イを使用し、新石垣空港から患者を島外に搬送する患
者護送訓練が実施されておりますが、どのような想定
での訓練であったかについて県への明確な説明はござ
いません。いずれにしましても、オスプレイについて
は開発段階から事故を繰り返し、多数の死者を出して
おり、また昨年から墜落事故が相次ぐ中、民間空港に
離発着させる訓練の実施は、県民に不安を生じさせる
ものであると考えております。
　以上になります。
○赤嶺　昇 議長　比嘉瑞己議員。
○比嘉　瑞己 議員　この特定重要拠点について、防
衛省は、有事のみならず平時から円滑に利用するた
め、デュアルユースを前提として特定重要拠点空港・
港湾を指定していく、こうした説明をしていますが、
このデュアルユースとは何でしょうか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えします。
　11月の政府関係者からの説明によりますと、民間
との共用を前提に自衛隊が利用できるようにするとい
うところを想定しているという説明がございました。
そのことがデュアルユースを指すものと認識しており
ます。
○赤嶺　昇 議長　比嘉瑞己議員。
○比嘉　瑞己 議員　この軍民共用となれば、いざ戦
争有事となった際には、相手国からこうした港や空港
も標的になる、こうしたことを意味することだと思い
ます。こういったことは国際法との関係ではどう規定
されていますか。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　ジュネーブ諸条約追加議定

書では、文民等の保護のため、民用物と軍事目標等を
常に区分し、軍事目標のみを軍事行動の対象とするこ
となどが規定されております。また、自衛隊と民間が
共用する空港・港湾は、軍事目標とされるおそれがあ
るとの指摘があることは承知しているところでござい
ます。
　県は、このような指摘も念頭に、政府に対し、特定
重要拠点空港・港湾（仮称）の指定により、有事の際
に攻撃対象となるのではないかといったことを含めて
制度の詳細を照会しているところであり、引き続き情
報を収集し、適切に対応してまいりたいと考えており
ます。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　比嘉瑞己議員。
○比嘉　瑞己 議員　軍民共用となれば、狙われてし
まうんですよ。
　そこで伺います。
　日本の港湾法では、管理権について、中央政府では
なく地方自治体が管理者となっています。地方自治体
が管理者となっている、この港湾法の目的について県
の見解をお聞かせください。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えいたします。
　港湾法において、港湾管理者となることができるの
は、地方自治体及び地方自治体によって設立される港
務局とされておりまして、この位置づけは港湾法の基
本理念である地方自治の尊重に配慮したものであると
されております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　比嘉瑞己議員。
○比嘉　瑞己 議員　知事、戦前、日本の港は国営の
港、地方の港と分かれていました。しかし戦後、この
1950年に港湾法ができたときに、地方自治体が港湾
管理者というふうに統一されたんですよね。これは、
この地方分権、地方自治を定めた日本国憲法の精神に
基づくものです。だからこそ、やはり歴代の屋良主席
や西銘知事も、軍事利用を許さないということで覚
書、確認書を取ったわけです。ぜひ、その理念をしっ
かりと生かして、国に軍事利用を認めない、認めさせ
ない、こういった立場で知事も臨んでいただきたいと
思いますが、いかがでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　議員御案内の屋良覚書、西銘確
認書は、玉城県政としてもその理念と考え方、行動を
しっかりと踏襲していきたいというものであります。
○赤嶺　昇 議長　比嘉瑞己議員。
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○比嘉　瑞己 議員　最後に沖縄振興予算ですね、最
後に池田副知事にお伺いしたいと思います。
　減額傾向が続いていて、特にハード交付金の減額が
著しいです。教育委員会からありましたけど、今、危
険校舎、この24校43施設に及んでいるんですね。こ
ういった計画にも、あるいは水道料金の改定にも、影
響があることが言われています。一方、この沖縄の予
算の仕組みについて、県民あるいは国民の間にも十分
な理解がまだ広がっていない、誤解があるというのが
残されていると思います。沖縄は米軍基地が集中して
いるから、この振興予算がもらえているんだ、特別に
措置されているんだという誤解があると思うんですけ
ど、これ払拭するために、あの基地のＱ＆Ａのパンフ
レット、すばらしいと思うんですけど、これの振興予
算バージョンを作るべきだと思いますが、最後にどう
ですか。
○赤嶺　昇 議長　池田副知事。
○池田竹州 副知事　今議員御指摘の「米軍基地の
話。Ｑ＆Ａ」の中にも、振興予算あるいは沖縄経済の
誤解については記載させていただいてます。県のホー
ムページにも、振興予算のＱ＆Ａはあるんですけれど
も、私もたどりましたけど、なかなか目的意識を持っ
ていかないと、まずは探せないだろうと思っていま
す。どのようにして多くの人に分かりやすく見ていた
だくかについては、とても大事なことだと思っていま
すので、研究していきたいと思います。
○比嘉　瑞己 議員　ありがとうございました。
○赤嶺　昇 議長　玉城ノブ子議員。
　　　〔玉城ノブ子　議員登壇〕
○玉 城 　 ノ ブ 子  議 員 　ハイタイ　グスーヨー･
チューウガナビラ。
　日本共産党の玉城ノブ子でございます。
　日本共産党県議団を代表いたしまして質問を行いま
す。
　まず、代表質問に入る前に所見を申し上げたいと思
います。
　世界保健機関（ＷＨＯ）は、パレスチナ自治区ガザ
でイスラエル軍の病院への無差別攻撃で、子供たちを
含む多数の死傷者を出していることを明らかにしまし
た。医療機関への武力攻撃は、国際人道法に違反する
戦争犯罪です。国連安全保障理事会は、戦闘の人道的
な一時中断を求めた決議を採択いたしました。今この
瞬間にも、多くの子供たちの命が奪われています。国
際法違反のイスラエルによる攻撃の即時中止、即時停
戦に向け、国際社会が一致した行動を急ぐべきであり
ます。

　以上を申し上げまして、代表質問を行います。
　１、物価高騰から県民の暮らしと営業を守ることに
ついて。
　昨今の物価高騰は、県民生活に大きな影響を及ぼ
し、本県経済の悪化が懸念されます。物価高騰、生産
資材の高騰から県民の暮らし、営業を守るための緊急
の支援と拡充を実施することが必要です。
　以上を申し上げて、質問をいたします。
　(1)、	電気代やガソリン代の高騰で、県民の暮らし
や中小業者の経営、雇用が厳しい状況になっていま
す。県は、電気代の独自の支援事業を2024年の５月
まで延長すると発表しましたが、６月以降の支援の継
続も求めます。見解を問います。
　(2)、	医療機関等が受ける光熱費、燃料費、食材料
費等の物価高騰の影響を軽減し、医療提供体制の維
持・確保を図るための支援策を実施すべきでありま
す。見解を問います。
　(3)、	肥料、飼料、燃料の高騰で、農業、漁業が困
難に陥っています。県の支援拡充について問います。
　(4)、	物価高騰から暮らしを守るため、消費税を
５％に減税し、早急に廃止を目指すよう国に申し入れ
ることについて見解を問います。
　２、子供の貧困対策について。
　沖縄県が2015年度に調査した子供の貧困率は
29.9％と全国の２倍で、３人に１人が貧困状態に置
かれていることが明らかになりました。玉城デニー県
政は沖縄県子どもの貧困対策推進基金の積み増しを
60億円にし、子供医療費の中学校卒業までの窓口無
料化等、支援の拡充を実施してきました。さらに新型
コロナや物価高騰によって子供の貧困対策の拡充が必
要です。
　以下質問をいたします。
　(1)、	憲法は義務教育の無償化を定めており、学校
給食の無償化は国として実施するよう求めるととも
に、市町村と連携して県としても無償化を実施すべき
であります。具体的な取組について問います。
　(2)、	18歳までの子供医療費の無料化を国の制度と
して実施するよう求め、市町村と連携して県としても
無料化実現に取り組むことについて問います。国の現
物給付に対する自治体への制裁（ペナルティー）をや
めるよう強く求めるべきであります。見解を問いま
す。
　(3)、	ヤングケアラー支援の取組と今後の課題、支
援体制の確立と条例制定について見解を問います。
　(4)、	中高校生のバス・モノレール通学無料化の拡
充をすべきであります。県の対応を問います。
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　３、女性への支援に関する基本計画について。
　(1)、	婦人保護事業はこれまで、売春防止法を法的
根拠としてきましたが、女性をめぐる課題は、ＤＶ被
害、性暴力、性犯罪被害や生活困窮など多様化、複雑
化、複合化しており、困難な問題を抱える女性への支
援に関する法律が制定されました。困難な問題を抱え
ている女性たちの自立を包括的に支援すべきでありま
す。県の基本計画策定の内容と進捗状況について問い
ます。
　４、教育行政について。
　(1)、	教員定数は全てを正規雇用にし、教員数を大
幅に増やすよう求めます。今後の増員計画について問
います。
　(2)、	教師の多忙化を解消するために、教師を補助
する支援員を増員すべきであります。見解を問いま
す。
　(3)、	自校採点・入力業務は教師の多忙化にもなっ
ており、過度な点数競争につながる全国学力テストは
やめるべきです。県の見解を問います。
　(4)、	働き方改革推進課のこれまでの取組と今後の
課題について問います。
　５、国民健康保険制度について。
　(1)、	協会けんぽ等と比べて保険料負担の重い国保
に対して、全国知事会が要求している１兆円の公費負
担を実施して、保険料の軽減策を講じることを求めま
す。見解を問います。
　(2)、	保険料は市町村の自主性に任せて、2024年
の統一保険料を目指す県の運営方針を見直すことを求
めます。見解を問います。
　(3)、	自治体のこども医療費の助成制度等により、
国保会計への公費負担が減額される自治体へのペナル
ティー制度を廃止するべきであります。見解を問いま
す。
　(4)、	トラブル続出のマイナンバーと保険証の一本
化をやめ、現行健康保険証を存続するよう国に求める
ことについて見解を問います。
　６、農水産業の振興について。
　(1)、	食料自給率が38％（カロリーベース）と厳し
い状況になっており、食料自給率の向上を国政の柱に
据え、県政の最大目標に掲げて取り組むよう国に要望
するとともに、県内食料自給率向上を図っていくこと
が重要課題となっています。農業、漁業の振興のため
の支援の拡充が必要ではないでしょうか。県の具体的
な対策が求められております。県の取組について問い
ます。
　７、高齢者福祉について。

　(1)、	生活の困窮している高齢者が増えておりま
す。その実態を調査をするべきではないでしょうか。
見解を問います。
　(2)、	高齢者の生活困窮者を支援するための対策が
必要であります。見解を問います。
　(3)、	加齢性難聴で補聴器を必要とする高齢者への
補聴器の助成を実施することについて問います。
　(4)、	特別養護老人ホームの待機者数と増設計画に
ついて問います。
　(5)、	高齢者や障害者にとって安心して入居できる
賃貸住宅は少ないです。物件紹介や見守り、介護サー
ビス等も含めた居住支援の実績と拡充について問いま
す。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
　　　〔玉城デニー　知事登壇〕
○玉城デニー 知事　玉城ノブ子議員の御質問にお答
えいたします。
　子供の貧困対策についての御質問の中の２の(2)、
こども医療費助成制度についてお答えいたします。
　沖縄県としましては、子供の医療に関わる全国一律
の制度の創設について、これまでも全国知事会等を通
して国に要請しているところであり、引き続き要請を
してまいります。18歳までの医療費助成につきまし
ては、市町村の意向、今後の事業実績、県及び市町村
の財政状況などの実情を踏まえ、協議を行っていきた
いと考えております。こども医療費助成に係る国民
健康保険の国庫負担減額調整措置、いわゆるペナル
ティーについては、今年６月のこども未来戦略の閣議
決定において廃止の方針が示されたところではありま
すが、今後、これらの実施に向けた国の動向を注視し
てまいりたいと思います。
　次に、女性への支援に関する基本計画についての御
質問の中の(1)、計画の内容と進捗状況についてお答
えいたします。
　女性が抱える課題が複雑化、多様化する中、女性へ
の支援に関する新たな法的枠組みとして、困難な問題
を抱える女性への支援に関する法律が、令和６年４月
１日付で施行されます。沖縄県では、有識者や関係団
体等で構成する検討委員会を設置し、困難な問題を抱
える女性への支援を効果的に実施するための基本計画
の策定に取り組んでいるところです。本計画では、初
めに、法の趣旨や基本理念を踏まえた女性への支援に
係る基本的な考え方を掲げ、これを踏まえて、相談支
援や一時保護等の個別の支援施策について記載すると
ともに、新たな視点として、民間団体等との連携体制
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に関する事項を盛り込むこととしております。
　沖縄県としましては、今年度内に計画を策定し、対
象となる女性に寄り添いながら、きめ細やかな支援が
届けられるよう取り組んでまいります。
　次に、農水産業の振興についての御質問の中の６の
(1)、食料自給率向上のための取組についてお答えい
たします。
　沖縄県の食料自給率は令和３年度概算値で、カロ
リーベースで32％、生産額ベースで52％となってお
ります。今般のウクライナ情勢等による資材価格高騰
などにより、食料安全保障並びに食料自給率向上の重
要性は、一層高まっているものと認識しております。
　食料自給率の向上については、生産拡大が重要なこ
とから、沖縄県としましては、各種生産振興対策、担
い手の育成・確保や経営力の強化、生産基盤整備の促
進、耕作放棄地を含む農地の有効活用など、農林水産
物の生産拡大による食料自給率の向上に努めてまいり
ます。
　その他の質問につきましては、部局長から答弁をさ
せていただきます。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
　　　〔松永　享　商工労働部長登壇〕
○松永　享 商工労働部長　１、物価高騰から県民の
暮らしと営業を守ることについての(1)、県独自の電
気料金支援の継続についてお答えします。
　本県の電気料金が依然として高い水準であることに
加え、国が支援期間を令和６年５月まで延長したこと
や沖縄県経済団体会議から要請を受けたことなどを踏
まえ、県では、令和５年12月までとしていた県独自
の電気料金支援の期間を、令和６年５月まで延長する
方向で調整しているところです。また、令和６年６月
以降につきましては、世界的な燃料価格の高騰や円安
の影響、国の動向等を踏まえ、県民及び県内産業に与
える影響や支援ニーズ等を把握しながら、県として適
切に対応してまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　保健医療部長。
　　　〔糸数　公　保健医療部長登壇〕
○糸数　公 保健医療部長　１、物価高騰から県民の
暮らしと営業を守ることについての(2)、医療機関等
への物価高騰に対する支援についてお答えします。
　県では、物価高騰の影響を受けている医療機関等
を支援するため、６月補正予算に事業費５億891万
5000円を計上し、令和５年４月から12月までのガ
ス・燃料費等の高騰分に対する支援を行うこととして
おります。また、今般追加された国の経済対策を受

け、食材料費の高騰分に対する支援を追加するなど、
支援内容の拡充を検討しております。
　次に５、国民健康保険制度についての(1)、国保財
政への公費投入についてお答えします。
　全国知事会では、令和５年７月の令和６年度国の施
策並びに予算に関する提案・要望において、財政支援
を今後も国の責任において確実に実施するよう国に要
望しているところです。
　県としましては、今後とも知事会等を通じて要請を
行うとともに、本県の特殊事情に基づいた特段の財政
支援について、国保財政の安定化を図る観点から、市
町村及び国保連合会等と連携して、引き続き要請して
いきたいと考えております。
　同じく５の(2)、保険料水準の統一の見直しに係る
県の見解についてお答えします。
　保険料水準の統一については、第２期国保運営方針
において令和６年度からの実施を目指すとして、これ
まで市町村と協議を続けてきたところであります。し
かしながら、保険料水準統一の前提となる医療費水
準、財政赤字等の課題が解消されていないことから、
去る２月に市町村長の了承を得た上で、令和６年度か
らの保険料水準の統一については、実施を見送ること
としたところであります。一方で、令和３年度の法改
正で、統一への取組が義務化されたことから、統一に
向けた環境整備を図るため、令和６年度から新たな取
組を実施してまいります。
　同じく５の(3)、こども医療費助成に係る国庫負担
減額調整措置についてお答えします。
　こども医療費助成に係る減額措置の廃止が盛り込ま
れたこども未来戦略方針が令和５年６月13日に閣議
決定されましたが、実施時期については現時点では決
まっておらず、国はこの内容の具体化の取扱いについ
て、必要に応じて令和６年度の予算編成過程で検討す
るとしていることから、県としましても国の動向を注
視してまいります。
　同じく５の(4)、現行健康保険証の存続についてお
答えします。
　国においては、現在の健康保険証について、令和６
年秋に廃止を目指すこととしております。一方で、マ
イナンバーカードと健康保険証とのひもづけに係る誤
登録や医療機関窓口でマイナ保険証を使用できないな
どのトラブルも発生しております。そのため、同カー
ドの安全・安定的な運用が図られるよう、全国知事会
を通じ国に要請を行っているところであります。
　県としては、医療を必要としている人が必要な医療
を受けられることが大切であると考えており、国の動
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向を注視してまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
　　　〔前門尚美　農林水産部長登壇〕
○前門尚美 農林水産部長　１、物価高騰から県民の
暮らしと営業を守ることについての(3)、農業及び漁
業における物価高騰対策についてお答えいたします。
　県では、農業者への支援として、肥料購入経費の一
部を補助する緊急支援や燃料価格高騰対策を実施して
おります。畜産農家への支援としましては、配合飼料
の購入経費の補助や子牛の価格安定対策等に取り組ん
でいるところです。また、漁業者に対する支援としま
しては、漁業燃料及び養殖用配合飼料購入費の一部を
補助する緊急支援を実施してきたところであります。
　県としましては、引き続き、関係団体等と連携し、
農業及び漁業の経営安定に向けて取り組んでまいりま
す。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
　　　〔宮城　力　総務部長登壇〕
○宮城　力 総務部長　１、物価高騰から県民の暮ら
しと営業を守ることについての(4)、消費税の減税に
ついてお答えいたします。
　消費税は、全国一律の制度であり、地方消費税も含
まれていることから、他の都道府県と足並みをそろえ
る必要があるため、国や他の都道府県の動向を注視
し、必要に応じ適切に対応してまいりたいと考えてお
ります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
　　　〔半嶺　満　教育長登壇〕
○半嶺　満 教育長　２、子供の貧困対策についての
中の(1)、学校給食費無償化の取組についてお答えい
たします。
　県教育委員会では、今年度、保護者を対象にアン
ケートを行うとともに、市町村と意見交換を行ったと
ころであります。アンケートにおいては、就学援助等
を受けている世帯を除いた約４割の世帯が給食費が負
担と回答しており、市町村との意見交換では、早めの
周知をしてほしいなどの要望がありました。現在、そ
の結果を踏まえ、予算規模、財源及び実施時期につい
て検討しているところであります。なお、国に対して
は、全国都道府県教育長協議会や全国知事会を通し
て、学校給食費無償化の要請を行っております。
　同じく(4)、通学費無料化の拡充についてお答えい
たします。

　県は、令和２年度から子供の貧困対策として、高校
生のバス・モノレール通学費無料化を実施したところ
です。これまで、通学区域が全県域の中学校及び要件
を満たすフリースクールの生徒にも支援を拡大し、令
和４年度には約5000名を認定しております。令和５
年度は、高額通学費が原因で進学等を断念することが
ないよう中間所得層までの生徒の通学費の一部補助を
開始しております。制度の拡充につきましては、持続
可能な支援の在り方を引き続き検討してまいります。
　続きまして４、教育行政についての中の(1)、教員
の正規雇用と定数増についてお答えいたします。
　県教育委員会では、児童生徒数の推移、学級数の増
減、定年引上げの影響などを踏まえ、今後の正規率改
善に向けた小中学校正規率改善計画を令和５年９月に
策定したところです。また、教員定数の改善について
は、全国都道府県教育長協議会等を通して、教員定数
の改善を図るよう国に要望しているところでありま
す。
　県教育委員会としましては、引き続き正規率の改善
等に取り組んでまいります。
　同じく(2)、教員業務支援員等の増員についてお答
えいたします。
　県教育委員会では、教職員の負担軽減を図るため、
県立学校と市町村立学校に11月時点で、スクールカ
ウンセラー132名、スクールソーシャルワーカー20
名、教員業務支援員147名、学習支援員６名、ＩＣＴ
支援員６名、部活動指導員172名の配置等を行ってお
ります。引き続き、全国都道府県教育長協議会等を通
して国に拡充を要望するとともに、国の補助制度等を
活用しながら、さらなる配置拡充に向けて取り組んで
まいります。
　同じく(3)、全国学力・学習状況調査についてお答
えいたします。
　全国学力・学習状況調査は、児童生徒の学力や学習
状況を把握・分析し、教育指導の充実や学習状況の改
善に役立てるなどの目的があり、学校現場において有
効に活用されております。また、文部科学省では調査
結果に順位づけはしておらず、過度な競争や序列化等
につながらないよう配慮しております。採点業務等に
ついては、令和６年度から、児童生徒がタブレット端
末に解答を入力するＣＢＴ化を順次導入する方針を示
していることから、国の動向に応じて自校採点等の在
り方を見直してまいります。
　同じく(4)、働き方改革推進課の取組等についてお
答えいたします。
　県教育委員会では、年度初めに実施した県内公立学
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校の全教職員を対象としたアンケートの結果等を踏ま
えて、「私たちのピース・リスト2023」と題した短
期の取組目標を設定し、各学校をはじめ、関係機関へ
広く周知しております。また、４月から市町村教育委
員会や校長会、ＰＴＡ等の関係団体と意見交換等を
行ってきており、より実効性のある取組を推進するた
め、７月には沖縄県公立学校働き方改革推進本部を設
置しました。取組を進めるためには、保護者や地域の
理解や協力が必要であることから、11月に“学校にお
ける働き方改革”教育長メッセージを発出し、理解醸
成を図っております。今後、中長期の取組目標も設定
し、教職員が心身の健康を維持し、教育活動に専念で
きる環境の確保に努めてまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
　　　〔宮平道子　子ども生活福祉部長登壇〕
○宮平道子 子ども生活福祉部長　２、子供の貧困対
策についての御質問の中の(3)、ヤングケアラー支援
の取組と課題についてお答えいたします。
　県では、関係機関職員向けの研修やヤングケア
ラー・コーディネーターの配置、ＳＮＳを使った相談
窓口の設置等に取り組んでいるところです。支援を要
する子供を的確に把握するとともに、家族を含めた世
帯全体を支援する視点が重要であり、関係機関のさら
なる連携体制の構築が課題と考えます。県では、当事
者や有識者等から成るヤングケアラー支援に関する検
討委員会を立ち上げたところであり、委員の意見を踏
まえ、年度内にヤングケアラー支援推進方針を取りま
とめる予定です。当該方針に基づき、ヤングケアラー
を的確に把握し、必要な支援につながる取組を強化し
てまいります。
　７、高齢者福祉についての御質問の中の(1)、生活
困窮の高齢者に関する実態調査と対策について、御質
問の７の(1)と７の(2)は関連しますので、一括してお
答えさせていただきます。
　生活困窮者については、その定義の性質上、正確な
把握は困難であると考えておりますが、県の生活困
窮者自立相談支援機関における65歳以上の高齢者か
らの相談件数は、令和４年度166件で全体の11.8％と
なっております。県及び各市においては、県内19か
所の相談窓口において、生活に困窮している高齢者を
含め、生活困窮者からの相談を幅広く受け付けてお
り、引き続き関係機関と連携しながら、きめ細やかな
支援ができるよう取り組んでまいります。
　同じく(3)、加齢性難聴者への補聴器購入補助制度
についてお答えいたします。

　高齢者の加齢性難聴については、現在、国の研究機
関において、補聴器の使用による認知機能低下予防の
効果の検証に取り組んでいると聞いております。
　県としましては、その研究成果等を確認しつつ、必
要に応じて他県とも連携しながら、高齢者に対する補
聴器補助制度の創設等を国に対して要望することを検
討してまいりたいと考えております。
　同じく(4)、特別養護老人ホームの待機者数と整備
計画についてお答えいたします。
　令和５年４月１日現在、特別養護老人ホームへの入
所の必要性が高い待機者は826名となっております。
県では、沖縄県高齢者保健福祉計画に基づき、令和
３年度から令和５年度までに、特別養護老人ホーム
等1289床の定員増を計画しており、令和４年度末現
在、331床整備したところです。令和５年度において
は、480床の整備を予定しており、引き続き、市町村
と連携して取り組んでまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
　　　〔前川智宏　土木建築部長登壇〕
○前川智宏 土木建築部長　７、高齢者福祉について
の(5)、高齢者等における居住支援の実績と拡充につ
いてお答えいたします。
　県では、高齢者や障害者など、住宅の確保が困難な
世帯を支援するため、沖縄県居住支援協議会に入居
に関する相談窓口を設けております。同窓口におけ
る今年度の相談実績は、10月末時点で75件の受付が
あり、その内訳として、高齢者世帯が62件、障害者
世帯が11件、低額所得者世帯が２件となっておりま
す。
　県では、きめ細やかな居住支援を可能とするため、
市町村単位の協議会設立を目指しており、情報提供や
勉強会の開催など、必要な支援に取り組んでおりま
す。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　玉城ノブ子議員。
○玉城　ノブ子 議員　答弁ありがとうございまし
た。
　再質問をさせていただきます。
　まず最初に、女性への支援に関する基本計画につい
てでございますけれども、困難な問題を抱える女性へ
の支援に関する法律の県の基本計画について再質問を
いたします。
　婦人保護事業の中で、若年女性支援は、ほぼないに
等しい状態です。若い女性は、性暴力や性虐待に直面
しているのに、児童福祉と女性支援のはざまに置か

‒ 99 ‒



れ、法的支援から排除されてきました。婦人保護施設
の元施設長の方は、婦人保護施設にたどり着けたごく
一部の女性たちの背後には、支援につながらないたく
さんの女性たちがいると感じていると訴えておられま
す。県の基本計画が支援法の目的、理念をしっかりと
踏まえ、女性相談員を増やすなどの支援施策の拡充を
し、徹底して当事者の立場からつくられるものである
よう、求めるものであります。
　知事の所見を伺います。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　女性が抱える困難
な問題といいますのは、性的な被害や、配偶者や親族
からの暴力や虐待、経済的な困難であったり、障害、
住居問題など多岐にわたっており、さらには独り女性
が様々な問題に複合的に直面しているケースも多いと
想定をしております。そのため、今回の基本計画にお
きましては、支援を必要としながらも相談につながり
にくい――先ほど議員がおっしゃられました若年とい
うことでしたが、幅広い年齢層の困難な問題を抱える
女性が、できる限り早期に必要な支援を受けることが
できるように、来所や電話による相談支援だけではな
くて、ＳＮＳ等を活用した多様な相談支援、そういっ
た支援策も盛り込むこととしているところでございま
す。
　県としましては、関係機関相互の緊密な連携の下、
対象となる女性に寄り添いながら、きめ細やかな支援
が届けられるよう取り組んでまいりたいと考えており
ます。
○赤嶺　昇 議長　玉城ノブ子議員。
○玉城　ノブ子 議員　女性支援新法が、多くの女性
たちの人権を守るものとして、実際に行政や支援現場
を変えていくものになるのは、やっぱり県の基本計画
にかかっていると思います。女性の人権が尊重され、
必要な支援を受けることができる計画となることを要
望いたします。
　答弁お願いします。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　先ほど子ども生活福祉部長から
も答弁をさせていただきましたけれども、やはり困難
な問題を抱える女性への支援が、これまでもやはり行
き届いていないということが行政においても非常に課
題となっておりました。さらに、子供の貧困などを、
その実態を追いかけていくと必ずそこには家庭の中で
の問題、わけても、母として女性としての問題を抱え
て相談ができないで困っていらっしゃるという現実に
も突き当たっております。そういうことも含めて、よ

り一層、その立場にいらっしゃる方々に手を差し伸べ
られるように、県としても着実にそのための計画を取
りまとめてまいりたいと考えております。
○赤嶺　昇 議長　玉城ノブ子議員。
○玉城　ノブ子 議員　ぜひよろしくお願いいたしま
す。
　あと、高齢者福祉について再質問を行います。
　コロナ禍や物価高騰が高齢者の生活を直撃していま
す。高齢者の皆さんから、毎日の食事は１食だけ。家
賃が払えずに住むところがなくなった。お金の準備が
できないため、病気の治療を受けることができない等
の悲痛な訴えが寄せられております。高齢者の貧困の
実態が深刻になっています。高齢者の命と暮らしを守
るためには、様々な支援が必要です。そういった支援
の財源をつくるために、高齢者貧困対策基金を創設し
て支援を実施するよう求めます。
　知事の所見をお願いします。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　低所得の高齢者に
対しましては、生活困窮者自立支援制度や生活保護な
どの既存の制度により支援を行っているところでござ
います。また、市町村が設置する地域包括支援セン
ターにおいては、高齢者からの相談等により支援の必
要性を把握した場合には、これらの制度を含めて暮ら
しを支えるための様々な制度や取組につないでいると
ころでございます。今、御提案のありました新たな基
金の創設につきましては、今申し上げましたような既
存の制度等とのすみ分けなど、慎重な検討が必要であ
ると考えております。高齢者に対する支援の拡充につ
きましては、ニーズを踏まえながら取り組んでまいり
たいと考えております。
○玉城　ノブ子 議員　ありがとうございました。
○赤嶺　昇 議長　20分間休憩いたします。
　　　午後３時43分休憩
　　　午後４時６分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　休憩前に引き続き、代表質問を行います。
　大城憲幸議員。
　　　〔大城憲幸　議員登壇〕
○大城　憲幸 議員　皆さん、こんにちは。
　維新・無所属の会の大城です。
　今日は維新・無所属の会を代表いたしまして、大項
目で４点、代表質問を行います。
　我々の任期も、もう残すところ僅かになりまして、
登壇する機会も次あるか分かりませんので、知事はじ
め執行部の皆さんにおきましては、誠意ある答弁、最
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後までのお付き合い、よろしくお願いいたします。
　まず大項目１点目、辺野古基地問題についてであり
ます。
　辺野古基地建設工事では辺野古側の埋立てがほぼ完
了しているが、約37ヘクタールと言われるこの埋立
地の活用と問題解決に向けた政府との交渉について、
まず３点お願いいたします。
　(1)、	辺野古側埋立工事の進捗率、投入土砂量、事
業費についてお伺いいたします。
　(2)、	埋め立てられた辺野古側の活用について、県
の考えを伺います。
　(3)、	これまで政府との話合いを求めたが実現に
至っていない、知事の言う対話による解決に向け、具
体的にどう取り組むか伺います。
　大項目２、知事、副知事給与減額議案についてであ
ります。
　今議会には、不適正な会計処理の事案等が重ねて発
生したとして、知事、副知事の給与減額が提案されま
した。責任の取り方として適正なものなのか、また、
再発防止につながるのか、３点お願いいたします。
　(1)、	不適正な会計処理とは具体的にどの事案かお
願いします。
　(2)、	土建部の事案では今議会補正予算２億6100
万円のミスによる県負担が提案されているが、全て県
民に負担をお願いするのか伺います。
　(3)、	知事の15％減、副知事の10％減の３か月と
なっているが、その根拠と知事の再発防止に向けた決
意をお願いいたします。
　大項目３、水道料金値上げについてであります。
　県企業局の水道料金値上げは時期を半年先送りし２
段階にしたものの、市町村や県民から多くの厳しい意
見が寄せられています。２点伺います。
　(1)、	30年値上げせずに頑張ったが、ここに来ての
大幅な値上げは経営見通しの甘さを感じるが見解をお
願いします。
　(2)、	経営努力や合理化をアピールしていますが、
肝腎のトップが県からの天下りでは説得力がないん
じゃないですか。県企業局、その局長職のこれまでの
状況と方針をお願いいたします。
　最後に大項目４、こども未来部新設についてです。
　少子化対策や子育て環境の充実は国、県、市町村に
とって喫緊の課題であるが、新たな部の新設で施策の
充実にどうつながるか、お願いいたします。３点で
す。
　(1)、	新部は人員増も伴うとの認識でよいか、何課
何名の体制になるかお願いします。

　(2)、	増員に必要な人員をどう確保するか伺いま
す。
　(3)、	新部を設置し、具体的に何を強化し何を新た
に取り組むのか伺います。
　よろしくお願いいたします。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
　　　〔玉城デニー　知事登壇〕
○玉城デニー 知事　大城憲幸議員の御質問にお答え
いたします。
　辺野古基地問題についての御質問の中の(3)、対話
による解決に向けた取組についてお答えいたします。
　私は、かねてから辺野古新基地建設問題は、対話に
よって解決策を求めていくことが重要であると考えて
おります。沖縄の過重な基地負担の軽減を図るために
は、やはり政府に対しては、申し上げるべきことを申
し上げ、問題点を指摘しながら、必要に応じ連携して
取り組むことが重要だと考えています。沖縄県はこれ
まで、辺野古新基地を含む基地問題について、普天間
飛行場負担軽減推進会議など既存の会議体に加えて、
私が総理と直接面談をするなどし、対話による解決を
求めてまいりました。引き続き、辺野古新基地建設問
題をはじめ、基地問題の解決を図るため、政府に対し
対話によって解決策を求める民主主義の姿勢を粘り強
く求めてまいります。
　次に、知事、副知事給与減額議案についての御質問
の中の(3)、再発防止に向けた決意についてお答えい
たします。
　昨年来、不適正な会計処理の事案等が重ねて発生し
たことで、県民の皆様からの公務に対する信頼を損
ね、御心配をおかけする結果となっております。
　予算執行等を含む今般の事案については、補助職員
に専決させておりますが、私は県の事務について包括
的な執行管理権限を有するとともに、内部統制の最終
責任者として、財務、情報管理、服務及び施設管理の
重大な不備が頻発する事態を重く受け止めておりま
す。現在、緊急的な事務の総点検を実施しているとこ
ろであり、リスク管理の徹底と再発防止に向けた取組
を早急に進めながら、予算経理班の設置や内部統制専
任職員の配置など、組織体制の強化を図ることで、全
庁・全職員を挙げて、公務の遂行に対する信頼回復に
全力で努めてまいります。
　次に、こども未来部新設についての御質問の中の
(3)、こども未来部の取組についてお答えいたしま
す。
　全ての子供や子育て世帯をライフステージに応じて
切れ目なく支援するには、幅広い取組が必要となるた
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め、こども未来部に総合調整機能を新たに位置づけ、
子供施策に係る部内及び全庁の連携体制を強化し、子
供の貧困、児童虐待、ヤングケアラー等の対応を強化
するとともに、子供の権利擁護についてもスピード感
を持って取り組んでまいります。
　沖縄県としましては、全ての子供たちが夢や希望を
持って成長できる社会の実現、若者たちが結婚、妊
娠・出産、子育てに夢や希望を感じられる社会の実
現、そして、女性が安心して、かつ自立して暮らせる
社会の実現を目指してまいります。
　その他の質問につきましては、部局長から答弁をさ
せていただきます。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
　　　〔前川智宏　土木建築部長登壇〕
○前川智宏 土木建築部長　１、辺野古基地問題につ
いての(1)、辺野古側埋立区域の進捗等についてお答
えいたします。
　普天間飛行場代替施設建設事業の辺野古側埋立区域
への投入土砂量について、沖縄防衛局に確認したとこ
ろ、令和５年10月末時点で、約318万立方メートル
と回答があったところです。その進捗は、辺野古側埋
立区域の埋立てに必要な土砂量約319万立方メートル
に対して、約99.7％と推定されます。また、令和２
年４月に沖縄防衛局から提出された変更承認申請書に
よると、同事業全体の埋立てに関する工事に要する費
用の額は約7200億円となっております。一方、同事
業の令和４年度末までの支出済額は、約4312億円と
の回答があったことから、仮に全体の埋立てに関する
工事に要する費用の額に対する支出済額の比率を算定
すると、約59.9％と推定されます。
　次に２、知事、副知事給与減額議案についての
(2)、補正予算の県負担についてお答えいたします。
　中城湾港新港地区の耐震補強工事等について、令和
４年度に設定する令和５年度国庫債務負担行為におい
て、ゼロ国債手続を行っていなかったことから、国庫
請求できない状況にあります。このため、工事等の国
庫補助額について、一般財源及び県債への財源振替が
必要となることから、今議会に補正予算案に係る議案
を提案しているところであります。今後はこのような
ことがないよう、再発防止対策を徹底してまいりま
す。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
　　　〔溜　政仁　知事公室長登壇〕
○溜　政仁 知事公室長　１、辺野古基地問題につい
ての中の(2)、辺野古側の活用についてお答えいたし

ます。
　県は、普天間飛行場の危険性の除去は、辺野古移設
に関わりなく実現されるべき喫緊の課題であると考え
ており、日米両政府に対し、同飛行場の県外、国外移
設及び早期閉鎖・返還を求めているところでありま
す。県は、既に埋立てが行われた辺野古側に普天間飛
行場のヘリ等の運用機能を移設してはどうかとの意見
があることは報道等により承知しておりますが、国か
らはそのような提案はなく、県としても検討しており
ません。
　以上になります。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
　　　〔宮城　力　総務部長登壇〕
○宮城　力 総務部長　２、知事、副知事給与減額議
案についての(1)、不適正な事案等についてお答えい
たします。
　今回の知事等の給与減額措置は、土木建築部所管の
特別会計に係る不適正な会計処理、県庁地下駐車場の
ＰＦＯＳを含む泡消火剤の外部への流出、港湾事業の
国庫補助金交付に係る手続漏れ、新型コロナウイルス
感染症対策関連の会計処理と個人情報流出の可能性な
ど、不適正な事案が重ねて発生した事態を重く受け止
め、今後二度とこのような事態が生じないよう、再発
防止に徹底して取り組む姿勢を明らかにするため行う
ものであります。
　同じく２の(3)のうち、減額割合の根拠についてお
答えいたします。
　今般、不適正な会計処理の事案等が重ねて発生した
ことにより、公務に対する県民の信頼を損なうことと
なった事態を重く受け止め、知事及び両副知事の判断
により、知事の給料月額の15％、副知事の給料月額
の10％を減額するものであります。なお、過去に知
事の給与を減額した事例においては、新型コロナウイ
ルス感染症への対応など特殊な事例を除くと、知事及
び副知事の給料月額を２か月から３か月の間、10％
から15％減額しており、これまでの減額措置を勘案
したものとなっております。
　次に３、水道料金値上げについての(2)、企業局長
職の状況についてお答えいたします。
　企業局長は、地方公営企業法第７条の２第１項の規
定に基づき、地方公営企業に関し識見を有する者のう
ちから、知事が任命することとされており、過去10
年間では、知事部局の部長等の経験者が任命されてお
ります。企業局長の任命に当たっては、公営企業の経
営をめぐる様々な情勢の変化等を踏まえ、管理者とし
ての責務を遂行し得る知識と能力を有している方が任
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命されるものと考えております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　企業局長。
　　　〔松田　了　企業局長登壇〕
○松田　了 企業局長　３、水道料金値上げについて
の(1)、料金改定と経営見通しについてお答えいたし
ます。
　企業局では、平成５年度以降、経費削減などに取り
組み、30年間料金を維持してまいりましたが、令和
３年度から４年度に行った中長期計画改定作業の際、
投資・財政計画を見直したところ、令和７年度には収
支が赤字に転じ、将来的に料金改定が必要になること
が判明しました。その後、令和４年度に入って電気料
金が大幅に上昇し、経営状況の急激な悪化により、赤
字転落が令和５年度に早まることが明らかになったこ
とから、料金改定の検討を行い、４回の市町村等説明
を実施した上で、本議会に議案を提出したものであり
ます。
　以上であります。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
　　　〔宮平道子　子ども生活福祉部長登壇〕
○宮平道子 子ども生活福祉部長　４、こども未来部
新設についての、こども未来部の体制と人員について
お答えいたします。４の(1)と(2)は関連しますので、
一括してお答えさせていただきます。
　令和６年度のこども未来部の体制や人員について
は、関係部局と調整を進めているところです。子供、
若者及び女性への支援が十分に行える体制を整備して
まいりたいと考えております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　大城憲幸議員。
○大城　憲幸 議員　それでは再質問をさせていただ
きます。
　辺野古基地問題についてですけれども、１番は確認
ですので、これまで報道にあったとおり、あるいは昨
日から議論のあったとおりだと思います。ただ、こ
の(2)の部分で、もう既に先ほど答弁あったように、
318万立方メートル、大型トラックで50万台分とも
60万台分とも言われる土砂が投入をされて、国民の
税金で4000億以上の血税が投入をされて、埋立てが
もう進むわけですね。これについて、昨日、今日の答
弁を聞いても、県としては、大浦湾側と辺野古側、一
緒に賛成、反対という立場なんですけれども、私これ
はもう、この埋め立てられたところをどうするってい
うのは、もう国が決めることだっていう話ではなく
て、やはりこういう部分についても提案すべきじゃな

いかというのは、我が会派は、これまでも話をしてき
たところです。知事公室長からもお話があったよう
に、ヘリパッドはどうかという議論もしてきました。
これ、現時点では議論を、検討していないということ
ですけれども、元に戻しなさいっていう姿勢でもない
んですよね。これもう方針としては、辺野古側につい
ては何も持っていない、検討もしていないということ
になるんですか。確認お願いします。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　先ほども答弁させていただ
いたところですけれども、国からそのような提案もあ
りませんし、県としても検討していないという状況で
ございます。
○赤嶺　昇 議長　大城憲幸議員。
○大城　憲幸 議員　それを踏まえて、この対話のと
ころに行きますけれども、いわゆるこの37ヘクター
ル、坪数にすると11万1000坪、これをどうするかっ
ていうのは、しっかりと与野党関係なく私は議論をし
たほうがいいと思っている、そういう立場も含めてで
すね。政府との対話を、もう昨日、今日は、ずっと知
事は対話と言っています。知事公室長も、この辺野古
の問題は対話で解決すると言っています。与党議員か
らも、この場でもあったんですけれども、これまで玉
城知事になってから19回、国に対話を申し入れたっ
ていう話ですけれども、それは確かですか。それから
この中身っていうのは、行政として国と県との対話を
求めたのか、知事が総理と直接話合いしたい、対話し
たいっていうものが何回あるのか、その辺について今
説明できますか。お願いします。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　これまで、県のほうが対話
の場を国に対して求めたというものについては、直近
ですと、自見沖縄・北方大臣に対する要望であると
か、あるいは知事が直接ということになりますと、令
和４年の慰霊の日の際に、岸田総理との面談がありま
した。その際にも対話の場を設けていただきたいとい
うような趣旨のお話をさせていただいたところでござ
います。
○赤嶺　昇 議長　大城憲幸議員。
○大城　憲幸 議員　なかなか19回で、知事が直接何
回やったっていうのが出てこないんですけれども、知
事、知事はずっとこの辺野古の問題は対話で、話合
いで解決しないといけないと、話合いで解決するん
だっていう強い意思も示しました。我々沖縄県のリー
ダー、代表である政治家が話合いで解決するというこ
とは、総理と政治決着を目指す覚悟がある、準備があ
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るということでいいんですか。そういう認識で。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　どのような形になるかは定かで
はありませんが、ある意味では政治決着を伴うものに
なると思います。
○赤嶺　昇 議長　大城憲幸議員。
○大城　憲幸 議員　もうこの辺は、私は前にも話し
ましたけれども、大浦湾の埋立てについては慎重で
す。さっきから、ずっと議論あるように、この辺野古
側でも318万立方メートル――５年間、来週の12月
14日で土砂が初めて投入されて、ちょうど５年にな
るようです。５年間でトラックのもう50万台、60万
台投入をして、4000億円もかけてやっと埋立てが済
んだ。そして、その大浦湾側については面積でその３
倍、土砂でその５倍と言われています。それだけで
10年、12年という話はもう昨日、今日もずっとあり
ましたので、やっぱりそこについては私は再度考える
べきだという立場です。
　ただ、今知事が言った政治家同士の決着という話に
なると、これは、いや、とにかく普天間は無条件で返
してくださいと。辺野古については、とにかく触らな
いでくれと。それで果たして本当に政治家同士の政治
決着っていうのができるのかというと、私はそれは逆
に沖縄のほうが閉ざしているっていうふうにしか見え
ないんですよ。一国の総理が決めて、あるいは当時の
仲井眞県政が判断をして、昨日もあったように翁長前
知事も判断をして、法に基づいて、この辺野古という
のは国民の血税4000億余りで37ヘクタールを埋め立
てているわけですよ。だからやはり私は、この埋め立
てられている部分については認めるというようなもの
でもない限り、やはりそういう政治家同士の話合いっ
ていうのは前に進まないと思うんですよね。昨日から
言葉は強くありました。対話での解決に向けて、責任
を持って全力で取り組みますというような答弁は、昨
日も玉城デニー知事はしていました。総理に対しての
対話でも、県の立場等を言うべきことは主張しなが
ら、できるところは連携をして取り組みますという話
でした。そういう意味では、この辺野古側の埋立てが
ここまで進んで、それについても認めませんという話
になると、これはテーブルに着く用意ができていな
いっていう話で、いわゆる政治家同士の話というのは
単なる対話じゃなくて、私は交渉であったり協議で
あったりする、交渉であったり協議であったりするっ
ていうことは、自分の思いを一方的に話しても、それ
は落としどころという部分は見えてこないわけですか
ら。そういう視点で考えると、やはり今言った、これ

はもう国が決めることとかではなくて、そしてもう復
帰して51年、戦後78年、これまでの歴史を知事は主
張すると言っていますけれども、そういう議論はこれ
までももうずっとやってきたわけですよね。それを踏
まえて今がある。それを踏まえて、裁判の結果ももう
大詰めを迎えて出てしまった。これから本気で対話に
向かうというときは、どうするかっていう話になるん
ですよ。
　今の議論聞いて、この政治決着をする、あるいはこ
の総理と交渉をするというような姿勢というのは出な
いんですか。知事、再度お願いします。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　議員の御意見としては、この辺
野古側の活用も含めて、そのような対話をするべきで
あるということの趣旨だというように受け止めさせて
いただきます。しかし私は、70.3％のこの面積を、
どれだけどうやって減らすかということを考えなけれ
ばいけない。もっと大きい目で考えなければいけない
と思います。それが県民の願いだというように私は
思っておりますので、そういう意味から様々な、恐ら
くお互いのその会話する内容のテーマが変わってくる
であろうというように思いますので、それを私はしっ
かりとそのテーマを受け止めて、ある意味政治決着も
含めた上で、真摯に対話に臨んでいきたいという気持
ちでおります。
○赤嶺　昇 議長　大城憲幸議員。
○大城　憲幸 議員　知事の思いはそう言いますけれ
ども、県民はこの対立にもう飽き飽きしてると思うん
ですよ。いつまでこんなに、本当にもうあと10年、
12年も対立するのかっていうものも含めて、どう
も、いや知事は県民の側を向いているんじゃなくて、
オール沖縄が壊れないように反対しているだけじゃな
いかという声も大きくなってるんじゃないかと、私個
人的には思っているんですよね。
　だからそういう意味で、私は――本当にこのいわゆ
る大学の先生とか評論家の皆さんというのは、理想、
あるべき姿を言うのが仕事です。我々政治家は、トッ
プリーダーを含めて、理想、あるべき姿を言うのも
我々の仕事であるのは間違いありません。ただ一方
で、政治っていうのは生活という――ずっと言います
けれども、日々動いているわけですから、160万県民
の代表として、やはり今どうこの辺野古の問題を終わ
らせるか、そういう視点で見て、そしてそういう視点
で一国の総理と向き合うときに、今までの主張をその
ままでとにかく対話対話と言っても、なかなか説得力
が私には感じられない。そういう意味でも、これ以
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上言っても平行線だと思いますけれども、やっぱり
もう4000億も国民の税金使ってやったものを、11万
1000坪も埋め立てたものを元に戻しなさい、あるい
はここは触りなさいだけでは対話にならない。だから
そこは、この辺野古の基地についても、一番最初はや
はりヘリパッドというような部分もあったのがスター
トです。もう一つは、我々、馬毛島ずっと議論して
いますけれども、馬毛島ももうそうこうしている間
に7000億、8000億予算がついて、あと２年もすれば
めどが立つんですよね。もう30分以内のところに、
2450メートルの滑走路と1800メートルの２本の滑走
路がある。500キロメートルぐらいしか離れていない
ところに。やはりそこは、今回のオスプレイの事故を
含めても、とにかく危険性の除去のためには、今もう
37ヘクタールのこの土地を活用して、オスプレイの
格納庫を造るとかヘリパッドを造るとか、そして訓練
は馬毛島でやるとかっていうようなことを、それこそ
万国津梁会議でもオール沖縄の皆さんとも、やっぱり
次のステップで本音の議論をする時期に私来ていると
思いますので、ぜひともそこは頑張っていただきたい
と。ちょっと所見いただけますか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　私は、私の意思で、辺野古の新
基地建設を反対しておりますので、それは明確に申し
上げておきたいと思います。そして、今すぐ全ての米
軍基地を返せとか、返還してくれというようなことを
申し上げているわけではありません。私もそこは現実
をしっかり見ないといけないだろうと思います。です
から、そういう現実を幅広く見た場合に、何が政治的
な対話になり、何が政治的な決着になるかということ
は、非常にセンシティブな問題であるということも申
し上げておきたいと思います。ですから、一方的にど
こかの場所をどう使うとか、何をどうするということ
をあらかじめ並べて話をするよりも、まずは沖縄の現
状をしっかりと捉えていただき、政府と同じ考えであ
る、まずは普天間基地の一日も早い危険性の除去を
テーマとするとするならば、そのためにどういうこと
ができるのかということから真摯に話し合ってもいい
と思います。ですから、一つ一つのそのテーマを設定
することの方向性を見つけることも大切な対話の一つ
のテクニックだと思いますので、そういう気持ちで
しっかりと私も向き合い、皆さんと一緒にこの沖縄の
現状を少しでもいい方向に解決していくための前進に
つなげていきたいというように思います。
○赤嶺　昇 議長　大城憲幸議員。
○大城　憲幸 議員　全部返せという議論は私もして

いませんし、そうじゃなくて、現実を見てくれってい
う話です。もう一坪たりとも埋め立てさせないという
ところから、５年たって11万1000坪も埋め立てられ
ているわけですから、そこをどう活用するか、私は政
治家としてそういう現実を見ることも必要だと思いま
すので、よろしくお願いします。
　次に進みます。
　２番の知事、副知事給与の減額議案についてですけ
れども、総務部長、不適切な会計処理とは具体的にど
の事案かという部分については、資料を頂いたんです
けれども、もうちょっとちゃんと何件どうこうという
のを説明してください。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　近年発生いたしました重大な
不適正事案については、令和４年３月の道路事業の
ハード交付金の繰越額の計算誤りによる国庫補助金の
受入れ不可に始まり、今回の定例会で提出しておりま
す土木建築部において、県管理の道路等の不備によ
る和解金等の額の確定について、過去30年以上にわ
たって議会の議決を得ていなかったという事案も含め
て、合計11件ございます。
○赤嶺　昇 議長　大城憲幸議員。
○大城　憲幸 議員　皆さんの資料、11件出ています
けれども、そのうちの令和４年３月と令和４年６月の
件については、去年の知事、副知事の減額で責任を
取ったという認識でいいですか。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　昨年の例も含めて、不適正な
事案が頻発しているということもあって、今回減額の
議案を提出させていただいているというところでござ
います。
○赤嶺　昇 議長　大城憲幸議員。
○大城　憲幸 議員　令和４年３月、６月に問題が
あって、それで去年７月から９月まで、15％知事の
給与を削減しました。そのときの議案には、事務処理
手続の誤認が重ねて発生したために、先ほども知事が
言っていたように、公務に対する県民の信頼を損ねた
ことに鑑み、15％削減したわけですね。ところが、
その後すぐ去年の９月に、また不適正な事務があっ
た。11月にもあった。今年の９月には３件あった。
今年の10月には３件あった。また11月には１件あっ
た。その去年の15％減額から、また今年度に入って
９件あるわけですね。そういう意味では、責任の取り
方としてまた今回も同じような議案になっているわけ
です。やっぱりこれは、本当にこれが職員の緊張感に
つながるかっていうと、私は非常に疑問が残るんです
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けれども、知事、先ほど私に責任があると、だからっ
ていうことで話がありましたけれども、これで本当に
再発防止につながるんですか。緊張感が生まれるんで
すか。再度お願いします。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　今般、不適正な会計処理の事案
等が重なりまして、公務に対する県民の信頼を損なっ
たということを私も重く受け止め、私及び両副知事の
判断により減額を提案させていただいております。で
すから、私は、内部統制の最終責任者としても財務、
情報管理それから服務及び施設管理の重大な不備が頻
発することを重く受け止めて、リスク管理の徹底、再
発防止に向けた取組を早急に進めながら、同時に予算
経理班の設置や内部統制専任職員の配置などによっ
て、その今までチェックができなかったところにさら
に厚みをつけて体制をつくるという、実際に人を充て
るということと、それから組織体制の強化を図り、全
庁・全職員を挙げて、この公務の信頼回復に向けて一
緒に頑張るんだという思いで取り組むということを表
しているものであります。
○赤嶺　昇 議長　大城憲幸議員。
○大城　憲幸 議員　特にこの事案でも、例えばＰＦ
ＯＳの事案等はその処理代に１億2000万、土建部の
事例は２億3000万、県民の負担が出ているわけで
す。そういう意味では、今言う事務的な再発防止策は
分かりますけれども、やはりリーダーの責任の取り方
としては、私は不十分であると言わざるを得ないと感
じております。
　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時40分休憩
　　　午後４時40分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○大城　憲幸 議員　時間がなくなりました。
　企業局の値上げですけれども、もう細かいことはい
いんですけれども、国から2014年には、とにかく長
期見通しを持って経営しなさいという指針はあるわけ
ですよ。そして、企業局の職員の皆さんを見ても、組
織としては様々な努力はしたことは分かります。た
だ、こういう状況の中で、一気に３割も値上げするっ
てことは、やはりトップの覚悟、あるいは県として、
この企業局の体制を本当に根本的に変えるんだぐらい
の覚悟を示すためには、私が指摘したような、やっぱ
り局長職を知事がもうずっと任命をすると、県の部長
ＯＢを任命するというような仕組みを変えないと、知
事、いけないと思うんですよ。やっぱりそれぐらいの

ことをやって初めて、県民にもお願いできると思うん
ですよね。２年勤めれば退職金500万もらえますよみ
たいなものがずっと続いてきているわけですから、
やっぱりそういうことをして県民にお願いしますと
言っても、なかなか説得力を持たないと思っていま
す。企業局というよりも、任命権者である知事の企業
局に対する思いをお願いします。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　議員御指摘のように、やはりそ
の公営企業の経営をめぐる様々な情勢をしっかりと捉
えて、それを管理者の責務として遂行できるという力
量は、当然必要であるというように思いますし、これ
までもそのように力量を持っているという方々に企業
局長として責務を全うしていただいたというように考
えております。なお一層、その企業体質をより内部統
制を十分隅々まで行き渡らせて、県民のための水を供
給するというその責務を新たにまた頑張っていただけ
るような、そういう気持ちで臨んでいただきたいとい
うように思います。
○大城　憲幸 議員　ありがとうございました。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時43分休憩
　　　午後４時43分再開
○照屋守之 副議長　再開いたします。
　代表質問を続けます。
　金城　勉議員。
　　　〔金城　勉　議員登壇〕
○金城　　勉 議員　副議長、ちょっと休憩お願いし
ます。
○照屋守之 副議長　休憩いたします。
　　　午後４時43分休憩
　　　午後４時44分再開
○照屋守之 副議長　再開いたします。
○金城　　勉 議員　皆さん、こんにちは。　
　しんがりを務めます、公明党の金城勉でございま
す。もうしばらくお付き合いのほど、よろしくお願い
をいたします。
　では、質問をいたします。
　１、知事の政治姿勢について。
　(1)、	防衛・基地問題について。
　ア、政府の南西諸島地域の防衛政策について、知事
の認識を伺う。
　イ、辺野古代執行訴訟を受けて、今後の対応につい
て伺う。
　ウ、知事が強調する政府との対話について、どのよ
うな対話を希望しているか伺う。
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　４、雇用・経済振興について。
　(1)、	去る11月29日に国の補正予算が成立をいた
しました。それを受けて、政府の総合経済対策が発表
されております。それについて伺います。
　ア、国民生活支援の内容を伺います。
　イ、沖縄における賃上げの実態はどうか伺う。
　ウ、賃上げの原資確保のための中小企業支援策はど
うか。
　エ、県発注の公共工事の設計労務単価の引上げにつ
いて伺う。
　オ、公定価格で決まる医療、介護、保育士、障害福
祉分野の賃上げの実態はどうか。
　カ、こども誰でも通園制度が、モデル事業として試
行的に本年度から導入可能になっております。県内の
対応はどうか。また、保育士などの人材確保はどう
か。
　キ、重点支援地方交付金の活用について県の取組を
伺います。
　(2)、	働き方改革により2024年問題として人材不
足が懸念されております。県経済への影響と対策を伺
います。
　(3)、	奨学金返還支援制度の活用実績はどうか。
　５、子育て・教育について。
　(1)、	教員確保の取組について。
　ア、令和５年度の公立学校の教員採用試験の受験者
数及び合格者数を伺う。
　イ、教員不足を補い、将来の教員確保の観点から大
学生の活用を検討してはどうか。
　(2)、	給食費無償化を新年度から実施することにつ
いて伺う。
　(3)、	公立夜間中学（学級）設置の取組について伺
う。
　(4)、	放課後児童クラブについて。
　ア、待機児童数はどうか。
　イ、受入れ施設の整備状況、整備計画はどうか。
　６、地域課題について。
　(1)、	沖縄こどもの国支援の取組について伺う。
　(2)、	沖縄市漁業協同組合の新施設建設計画につい
て、県の関わりを伺う。
　よろしくお願いします。
○照屋守之 副議長　玉城知事。
　　　〔玉城デニー　知事登壇〕
○玉城デニー 知事　金城勉議員の御質問にお答えい
たします。
　知事の政治姿勢についての御質問の中の(1)のウ、
政府との対話についてお答えいたします。

　日米地位協定、基地から派生する事件・事故、ＰＦ
ＯＳ等の環境問題などの基地問題については、私はか
ねてから、対話によって解決策を求めていくことが重
要であると考えており、辺野古新基地建設問題をはじ
め、沖縄の過重な基地負担の軽減を図るためには、政
府に対し、申し上げるべきことを申し上げ、問題点を
指摘しながら、必要に応じ連携して取り組むことが重
要であると考えております。沖縄県はこれまで、辺野
古新基地を含む基地問題について、普天間飛行場負担
軽減推進会議などの既存の会議体に加えて、私が総理
と面談をし、対話による解決を求めてまいりました。
引き続き、基地問題の解決を図るため、政府に対し、
対話によって解決策を求める民主主義の姿勢を粘り強
く訴えてまいります。
　次に、雇用・経済振興についての御質問の中の(1)
のイ、それから(1)のウ、賃上げの実態及び中小企業
支援策についてお答えいたします。(1)のイと(1)のウ
は関連しますので、恐縮ですが一括してお答えいたし
ます。
　民間調査会社の公表資料によりますと、県内で今年
度賃上げを実施した企業は全体の91.5％となってお
り、全国平均の84.9％を6.6ポイント上回っておりま
す。沖縄県では、賃上げにつながる企業の稼ぐ力を強
化するため、デジタル化や人材投資の促進による生産
性・収益性の向上、経営革新の促進による経営力の強
化、企業成長のための資金繰り支援など各種支援施
策を講じているところです。また、本年８月25日に
は、関係16団体の連名による適切な価格転嫁と賃金
の引上げに係る共同宣言を発出し、全県的な機運の醸
成を図っているところです。
　沖縄県としましては、引き続き、関係機関と連携を
図りながら、着実な賃上げにつながる企業の稼ぐ力の
強化に取り組んでまいります。
　次に、雇用・経済振興についての(1)のア及び(1)の
キ、重点支援地方交付金の活用についてお答えいたし
ます。なお、(1)のアと(1)のキは関連しますので、こ
ちらも一括してお答えをいたします。
　国の重点支援地方交付金は、物価高騰の影響を受け
た生活者や事業者に対し、地域の実情に応じて、きめ
細やかに支援できるよう措置されたものです。同交付
金は、低所得者世帯への給付に加え、子育て世帯等の
生活者に対する支援、医療・介護等の施設、農林水産
業、交通・物流・観光業等の事業者に対する支援が対
象となっております。
　県としては、庁内各部局で連携し、同交付金を有効
に活用して、物価高騰などによる県民生活や県経済へ
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の影響に対応してまいります。
　その他の質問につきましては、部局長から答弁をさ
せていただきます。
○照屋守之 副議長　知事公室長。
　　　〔溜　政仁　知事公室長登壇〕
○溜　政仁 知事公室長　１、知事の政治姿勢につい
ての中の(1)ア、南西諸島地域における防衛政策への
見解について。
　いわゆる安保関連３文書では、厳しい安全保障環境
に対応するため、南西諸島における自衛隊機能の増強
などが示されております。
　県としては、アジア太平洋地域の安全保障環境がよ
り一層厳しさを増しているものと認識しております
が、米軍基地が集中していることに加え、自衛隊の急
激な配備拡張による抑止力の強化がかえって地域の緊
張を高め、不測の事態が生ずることを懸念しており、
ましてや沖縄が攻撃目標となることは、決してあって
はならないと考えております。このため県は、去る
11月17日の軍転協の要請等において、政府に対し、
今後の自衛隊配備の予定及び検討状況等について事前
に丁寧に説明を行うことや、反撃能力を有する装備の
本県への配備は行わないことなどを要請しておりま
す。
　同じく(1)のイ、代執行訴訟の今後の対応について
お答えいたします。
　沖縄防衛局の埋立変更承認申請を知事が承認せよと
の判決を求め、国が提起した代執行訴訟については、
福岡高等裁判所那覇支部から、本年12月20日に判決
を言い渡すとの連絡を受けております。裁判所の判決
が示される前であることから、今後の対応についてお
答えすることは差し控えさせていただきます。
　以上になります。
○照屋守之 副議長　土木建築部長。
　　　〔前川智宏　土木建築部長登壇〕
○前川智宏 土木建築部長　４、雇用･経済振興につい
ての(1)のエ、公共工事設計労務単価についてお答え
いたします。
　県の公共工事設計労務単価は、国の調査に基づき決
定された労務単価を適用しております。労務単価は、
平成25年度以降、11年連続して上昇し、令和５年度
は全職種平均で２万6427円となっており、平成24年
度と比較して、65.4％上昇しております。また、土
木建築部では、令和４年２月から「労務費見積り尊重
宣言」促進モデル工事を試行し、建設業の賃金上昇に
向けて取り組んでいるところであります。
　以上であります。

○照屋守之 副議長　保健医療部長。
　　　〔糸数　公　保健医療部長登壇〕
○糸数　公 保健医療部長　４、雇用・経済振興につ
いて(1)のオのうち、医療分野の賃上げについてお答
えします。
　国は、今回の総合経済対策において、病院及び有床
診療所に勤務する看護補助者を対象に、賃上げ効果が
継続される取組を行うことを前提として、令和６年２
月から収入を引き上げるための措置を実施するために
必要な経費を支援することとしております。
　県としましては、今般の措置が確実に医療機関に従
事する看護補助者の賃金に反映されるよう、医療機関
と連携して取り組んでまいります。
　以上でございます。
○照屋守之 副議長　子ども生活福祉部長。
　　　〔宮平道子　子ども生活福祉部長登壇〕
○宮平道子 子ども生活福祉部長　４、雇用・経済振
興についての(1)のオのうち、介護、障害福祉、保育
従事者の賃上げの実態についてお答えいたします。
　介護及び障害福祉職員や保育士の処遇については、
国において公定価格の改定など処遇改善が行われてい
ます。令和４年賃金構造基本統計調査によると、介
護及び障害福祉職員については、給与月額21万6300
円、年額288万2100円となっており、平成29年と比
較すると月額２万8800円、年額で43万1300円の増
となり約17.6％改善しております。また、保育士に
関しては、給与月額22万8100円、年額308万7400円
となっており、平成29年と比較すると月額１万9600
円、年額で12万1500円の増となり約4.1％改善して
おります。今後示される公定価格の改定を含めた制度
改正等に対応し、介護及び障害福祉職員や保育士の処
遇改善に努めてまいります。
　同じく(1)のカ、県内におけるこども誰でも通園制
度（仮称）の対応状況についてお答えいたします。
　こども誰でも通園制度は、保護者の就労要件を問わ
ずに利用できる制度として、今年度は全国31自治体
50施設でモデル的に実施されておりますが、県内の
市町村では実施していない状況です。令和６年度の試
行的実施に向けた国のニーズ調査では、県内４市村が
実施に向けて前向きな回答をしております。なお、本
制度の詳細については、現在、国において検討が進め
られているところですが、配置基準を満たしている保
育所が空き定員を活用して実施する場合においては、
新たな保育士確保を求めるものではありません。
　５、子育て・教育についての御質問の中の(4)の
ア、放課後児童クラブにおける待機児童数及び整備状

‒ 108 ‒



況についてお答えいたします。５の(4)のアと５の(4)
のイは関連しますので、一括してお答えさせていただ
きます。
　県内の放課後児童クラブにおける令和４年５月時点
の待機児童数は665人と、前年度786人から121人減
少しています。また、令和４年度のクラブ数は584か
所と、前年度558か所から26か所増加しており、そ
のうち14か所が公的施設となっております。第二期
黄金っ子応援プランにおいて、令和６年度末までに
586か所まで整備する計画としており、引き続き市町
村と連携し、待機児童の解消及び放課後児童クラブの
設置促進に向けて取り組んでまいります。
　６、地域課題についての御質問の中の(1)、沖縄こ
どもの国の支援についてお答えいたします。
　沖縄こどもの国は、未来を担う子供たちの知恵・感
性・想像力を育む場として、県全域の児童の健全育成
に大きく寄与していると認識しており、県において
は、沖縄市に管理運営費の一部を補助してきたところ
であります。
　県としましては、今後とも沖縄こどもの国の安定的
な運営が行えるよう、必要な支援を行ってまいりたい
と考えております。
　以上でございます。
○照屋守之 副議長　商工労働部長。
　　　〔松永　享　商工労働部長登壇〕
○松永　享 商工労働部長　４、雇用・経済振興につ
いての(2)、2024年問題による県経済への影響と対策
についてお答えします。
　平成31年に施行された働き方改革関連法により、
建設業や運輸・物流業、医療等につきましては、令和
６年４月から時間外労働の上限規制が適用されること
となります。企業等におきましては、労働環境の整備
や生産性向上の取組等が求められますが、魅力的な職
場づくりなどを進めることにより、人材確保と定着に
つながるものと考えております。
　県としましては、各分野における課題に応じ、企業
等の経営力強化や働き方改革の推進、人材確保などの
支援に引き続き取り組んでまいります。
　同じく４の(3)、奨学金返還支援事業の活用実績に
ついてお答えします。
　本事業は、従業員の奨学金返還を支援する企業に対
する補助事業で、事業初年度の令和４年度は16社、
82名、補助額約193万円の実績となっております。
今年度は11月末時点で26社、131名、補助額約600
万円の交付を決定し、うち新規は12社、60名となっ
ております。

　県としましては、多くの企業に奨学金返還支援制度
を導入していただけるよう、本事業で補助率を優遇し
ている所得向上応援企業認証の取得促進や、幅広い企
業への周知を強化してまいります。
　以上でございます。
○照屋守之 副議長　教育長。
　　　〔半嶺　満　教育長登壇〕
○半嶺　満 教育長　５、子育て・教育についての中
の(1)のア、教員候補者選考試験の受験者数等につい
てお答えいたします。
　令和５年度実施沖縄県教員候補者選考試験の総受験
者数は2804人で、前年度と比較し145人増加してお
ります。また、合格者数は578人で、前年度と比較し
114人増加しております。
　県教育委員会としましては、引き続き、選考試験制
度改革を進め、優秀な人材の確保に努めてまいりま
す。
　同じく(1)のイ、教員確保に向けた大学生の活用に
ついてお答えいたします。
　県教育委員会では、教育実習を終えた大学生等を対
象に特別非常勤講師制度を活用した事業に取り組んで
おります。同事業は、大学生等が在学中に学校現場で
経験を積むことにより、教職の魅力を理解し、希望を
持って教職を目指せることを目的としており、今年度
は６名の大学生を任用したところであります。
　県教育委員会としましては、引き続き、教員の確保
に努めてまいります。
　同じく(2)、給食費無償化の実施についてお答えい
たします。
　県教育委員会では、今年度、保護者を対象にアン
ケートを行うとともに、市町村と意見交換を行ったと
ころであります。アンケートにおいては、就学援助等
を受けている世帯を除いた約４割の世帯が給食費が負
担と回答しており、市町村との意見交換では、早めの
周知をしてほしいなどの要望がありました。現在、そ
の結果を踏まえ、予算規模、財源及び実施時期につい
て検討しているところであります。
　同じく(3)、公立夜間中学校の設置についてお答え
いたします。
　県教育委員会では、夜間中学について、通学の利便
性等の観点から、まずは市町村に対し、設置検討を依
頼しているところであり、９月に実施した調査による
と、３市町村が現在検討中であると回答しておりま
す。
　県教育委員会としましては、検討中の市町村の取組
状況を踏まえ、今後の対応を検討してまいります。
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　以上でございます。
○照屋守之 副議長　農林水産部長。
　　　〔前門尚美　農林水産部長登壇〕
○前門尚美 農林水産部長　６、地域課題についての
(2)、沖縄市漁業協同組合の新施設建設計画への対応
についてお答えいたします。
　県管理の泡瀬漁港の用地は、国が定める漁港施設用
地利用計画策定要領に基づき、県が利用目的を定める
必要があります。このため、同漁港内で整備される施
設については、水産振興に資することを前提に、利用
目的に合わせ、用地利用計画を変更する必要がありま
す。県では、令和４年度に沖縄市及び沖縄市漁協と意
見交換を実施し、他地区で実施した直売所整備等の取
組を紹介したところであります。
　県としましては、引き続き、関係機関と連携を図り
ながら、施設の利用目的の確認などを進めてまいりま
す。
　以上でございます。
○照屋守之 副議長　休憩いたします。
　　　午後５時７分休憩
　　　午後５時８分再開
○照屋守之 副議長　再開いたします。
　金城　勉議員。
○金城　　勉 議員　御答弁ありがとうございまし
た。
　では、再質問をさせていただきます。
　まず、南西諸島地域の防衛政策についてであります
けれども、知事は国会議員時代、沖縄県防衛協会顧問
をなされていたというふうに伺っておりますけれど
も、これは間違いないですか。
○照屋守之 副議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　記憶が定かではないですが、恐
らく顧問の任にあったのではないかと思います。
○照屋守之 副議長　金城　勉議員。
○金城　　勉 議員　こんな大事なことを記憶にない
んですか。私の調査によりますと、国会議員になった
2009年から2018年８月31日まで、防衛協会で顧問
をしていたということであります。それで、知事は民
主党政権時代、民主党に所属した国会議員として、こ
の南西諸島地域の防衛力の整備について、何度か質問
をされておりますね。どういう質問をしたか御記憶に
ありますか。
○照屋守之 副議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　申し訳ありません。たくさんの
質問の経験がありますけれども、定かに記憶がござい
ません。

○照屋守之 副議長　金城　勉議員。
○金城　　勉 議員　それで、もう11年もたってます
から、私調べました。2012年３月16日、衆議院の安
全保障委員会の議事録、ネットを調べればすぐ見つか
るんですけれども、そこに知事の質問の記録が載って
おります。この南西諸島地域の防衛整備計画につい
て、知事はこのようにおっしゃっております。沖縄の
自衛官数6400人で、東西1000キロ、南北400キロの
広大なエリアを守れますか。もっと国力としての力を
注ぐべきだ。さらに、防衛力強化のために、日米に沖
縄も加えて、日米同盟の深化へ協力していく姿勢を示
すべきだ。そのためには、自衛隊のさらなる増強、人
員の確保、あるいは装備の更新なども欠かせないこと
だと思います。この2012年３月16日、衆議院安全保
障委員会ここでの質問に、玉城国会議員としての発言
が載っておりますけれども、これは間違いないです
か。
○照屋守之 副議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　内容等に関してはつぶさに覚え
ておりません、記憶しておりませんが、そのように防
衛計画を進めるということについては、日本が専守防
衛であるということで自衛隊を認めているという観点
からそのような発言はしたであろうと思います。
○照屋守之 副議長　金城　勉議員。
○金城　　勉 議員　そして、念を押すようにして、
自衛隊のさらなる増強、人員の確保、装備の更新、そ
れで具体的に宮古島のレーダーも古くなっている。与
那国に自衛隊を置こうと言っても、いろんな声があ
る。どうすればアメリカと日本が共同してこの地域の
抑止力になっていけるか、我々は考えていかなければ
ならないと。こういうふうに記録に残っているんです
ね。もうこれは、やはり知事が防衛協会の顧問をされ
ていた。当然、顧問ですから自衛隊とのいろんな交流
もあったでしょう。そういう立場から、恐らくはそう
いう沖縄を取り巻く南西諸島地域の防衛力の強化、抑
止力の強化というものを発言なされていたんではない
かと思うんですが、今この記録を、議事録を読みまし
たけれども、いかがですか。
○照屋守之 副議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　私はかねてから専守防衛の組織
としての自衛隊を認めているというように公言もして
おりますし、そのときは恐らく自衛隊の１０大綱を取
りまとめて、南西地域にレーダー部隊の配備が必要で
はないかというような書きぶりもされていただろうと
思います。今のようなミサイル部隊ではなく、レー
ダー部隊を設置したいということだったと記憶をして
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おりますので、恐らくその方向で発言をしたものであ
ろうというように、そこは記憶をしております。
○照屋守之 副議長　金城　勉議員。
○金城　　勉 議員　当然、日本は今、専守防衛で
す。自公政権は、専守防衛という大前提で昨年の12
月に安保３文書をつくって発表しました。ということ
は、今それに基づいて国は専守防衛という枠をはめ
て、その上で、今、安全保障環境がもう11年前と比
べてもさらに厳しくなっている状況の中で、知事も心
配したように、抑止力の強化、装備の更新、人員の確
保、そうしたものを今政府はやっているわけですね。
ですから、そういう視点から見れば、政府がやってい
るこの今の在り方というのは、知事が提言、質問され
たことと重なるんではないですか、いかがですか。
○照屋守之 副議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　確かに一見するとそのように重
なるということも感じていただけるかもしれません
が、しかし、昨年の安保関連３文書は、この専守防衛
から逸脱しているのではないかという疑問が非常に大
きいというのは、国民の間でも広がっています。です
から、政府におかれましては、その専守防衛の考え方
を丁寧に説明をし、その上で日本が今まで取ってきた
防衛政策の下で国民に、かつ丁寧な説明をしながら協
力を得、理解を得ていくということが肝要であろうと
思います。
○照屋守之 副議長　金城　勉議員。
○金城　　勉 議員　知事はもう、この議会もそうで
すけれども、そういうはぐらかすのは得意ですね、非
常に。
　こういう衆議院の安全保障委員会での発言の記録が
厳然として残っている。それで、2018年の８月31日
に、その防衛協会の顧問を辞任します。それはどうい
う時期かというと、県知事選挙の候補者として決まっ
た時期なんですね。ですから、８月31日、もう１か
月後に県知事選挙を控えた時期に、この防衛協会の
顧問を辞任している。そういうことなんですね。そ
して、そのときに８月28日、あるマスコミのインタ
ビューに聞かれて、知事はこういうふうにおっしゃっ
ております。その南西防衛地域の整備体制について、
有事の前提を置かない外交が大事である。相互の信頼
関係が成り立っているのに基地を置くということは、
ある種の相手に対する裏切り行為である。この２つの
安全保障委員会での記録、そしてこの知事選に向かう
ときにマスコミインタビューを受けた知事のこの発
言。こんなにも違うのかということを私はびっくりし
ております。

　しかし、この今議会もそうですけれども、知事の発
言、質疑応答を聞けば、なるほどなと。手のひら友の
会、いかようにも取り繕って自分の自己保身を成して
いく。そういうふうにしか私には見えません。このイ
ンタビュー記事どうですか。そして、この安全保障委
員会の議事録、この２つを比べて同一人物と思います
か。いかがですか。
○照屋守之 副議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　インタビューでどのような答え
を、どの質問で、どのような環境でしたのかというこ
とはつぶさに覚えておりませんが、私はかねてから自
衛隊を専守防衛で配備するのであれば、米軍を、いわ
ゆる縮小整理せずに自衛隊を配備すると、それは過重
な負担となって県民は反発をしてしまうと。だから自
衛隊の配備は、米軍の整理縮小と一体でなければなら
ないということも発言をした覚えがありますので、ど
うぞお調べになってみてください。
○照屋守之 副議長　金城　勉議員。
○金城　　勉 議員　確かに、知事になってからそう
いう発言をおっしゃっております。しかし、この議事
録、そしてインタビューの発言、これを比較したらど
ういうふうに受け止めるか、これはもう県民の判断で
す。
　それで、私も、この南西諸島の防衛体制の在り方と
いうことは、憲法の許す範囲内、専守防衛の範囲内で
必要だと思っております。ただ、やっぱりこれはあま
りにも周辺諸国を刺激するような、そういうものに
なっちゃいけないという思いもあって、この３文書の
中では、政府は向こう５年もしくは10年の間に、こ
の敵基地攻撃能力のある兵器の配備も検討するという
ことを明記しておりますけれども、どこに配備するか
はまだ方針を決めておりません。ただ、沖縄は国境に
接する離島県ですから、そういうところにそういう反
撃能力のある兵器を配備するのは慎重であってもらい
たいという思いは、私も一緒です。しかし、あまりに
もその自分の信念をくるくる変えるような姿勢であっ
てはいけないというふうに思います。この辺野古問題
との関わりで、知事は政府との対話、対話によっての
解決、もういろんな議員からの質問に対して、おうむ
返しに同じ答弁を繰り返しておりますけれども、私が
受け止めるに、知事は具体的にその対話による解決方
策というものは持ち合わせていない。私もこの問題は
過去何回もこの場で質問をしました。しかし具体的
に、その知事が目指す対話の方向性、問題解決の方向
性というものは、知事の答弁の中からは全く見えてこ
ない。どうですか。
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○照屋守之 副議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　この間、対話の機会をというこ
とで私も要望をさせていただいておりますが、例えば
先般は、普天間飛行場負担軽減会議、作業部会ではな
く本会議をぜひ開催していただきたいというように具
体的にお願いをし、そこで私も出席をして発言をさせ
ていただきたいということも具体的に申し上げており
ます。ですから、そのように具体的な既存の会議体に
おいての対話の場は十分つくれると私は思料いたしま
す。
○照屋守之 副議長　金城　勉議員。
○金城　　勉 議員　知事のこれまでの言動を振り
返ってみたときに、政府から見たときに、もう対話、
対話と言いながら、しかし裁判闘争でずっと引きずっ
て引っ張って今日に至っている。そして、９月４日の
最高裁の判決が出ても、なお、その遵法精神というも
のを尊重すると言いながらもやらない。そして結局、
12月20日にその最後の代執行の判決が下る。そうい
う事態になっているわけです。ですから、そういう意
味では、政府から見ると、知事に対してのやっぱり不
信感、知事も政府に対する不信感を当然持っています
けれども、お互いに不信感が角を突き合わせるように
してできていて、そこをどうするかという。そして、
先ほど大城議員の答弁にありましたけれども、政治決
着を目指すという答弁もありました。政治決着という
のは、お互いにやっぱり譲るところは譲り、主張すべ
きところは主張するという、そういうお互いの交流が
あって成り立つはずです。あなたの前任者の翁長知事
は、お互い違う立場の人間が集まったときには、腹八
分、腹六分で行こうということを言いました。要する
に、100％俺の言うことを聞けという姿勢じゃないで
すよ。我慢すべきは８割でも、ときには６割でもいい
から、そこは腹をくくってお互いに譲り合って一つの
一致点を見いだしていこうじゃないかと。そういう姿
勢がありましたよ。しかし玉城知事には、その姿勢が
全く見られない。俺の主張を100％受け入れない限り
決着しないと、そういうふうに聞こえます。いかがで
すか。
○照屋守之 副議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　私も短い期間、翁長前知事とお
付き合いをさせていただいておりましたけれども、確
かに政治家として非常に器量と度量が深く、胆力のあ
る政治家で、私の尊敬する間違いないその中の一人だ
というように今も感服いたしております。しかし、そ
の腹六分、腹八分の翁長前知事も、辺野古に新基地建
設は造らせないということはしっかりと主張してい

らっしゃったと思います。
○照屋守之 副議長　金城　勉議員。
○金城　　勉 議員　ということは、結局は普天間が
このまま放置されるということにつながりますよ、知
事。普天間は放置、固定化。辺野古は裁判の結果、工
事は進む。何にも取らないで玉城県政が自分の保身だ
けで生き延びていく。この構図だと思いますよ。
　次、行きます。
　休憩お願いします。
○照屋守之 副議長　休憩いたします。
　　　午後５時24分休憩
　　　午後５時24分再開
○照屋守之 副議長　再開いたします。
○金城　　勉 議員　次に雇用・経済対策の件ですけ
れども、去る11月29日に国会において補正予算が可
決されて、総合経済対策のメニューが発表されまし
た。それで、その趣旨をちょっと説明いただけます
か。その総合経済対策の狙い。
○照屋守之 副議長　休憩いたします。
　　　午後５時25分休憩
　　　午後５時26分再開
○照屋守之 副議長　再開いたします。
　企画部長。
○金城　敦 企画部長　お答えいたします。
　経済対策は、物価高対策や持続的な賃上げ、国内投
資の促進等の５つの柱で構成されております。
　まず１つに、物価高から国民生活を守る。第２に、
地方・中堅・中小企業を含めた持続的賃上げ、所得向
上と地方の成長を実現する。３つ目に、成長力の強
化・高度化に資する国内投資を促進する。４つ目、人
口減少を乗り越え、変化を力にする社会変革を起動・
推進する。５つ目、国土強靱化、防災・減災など国民
の安全・安心を確保する。
　以上でございます。
○照屋守之 副議長　金城　勉議員。
○金城　　勉 議員　ありがとうございます。
　やっぱり長年続くデフレを脱却して、そしてこの物
価高騰を超えるような賃上げの実施、そして国民生活
のこの豊かさを取り戻す。そうした趣旨で総合的なメ
ニューが数多く並んでおります。ですから、そういう
ことを踏まえて、今度組まれた予算についてはしっか
り県民生活を支え、また中小企業の支援、そして賃上
げが持続的に行われていくような、そういう仕組みづ
くりというものを、ぜひ行政としてもしっかりサポー
トしながら頑張っていただきたいとお願いを申し上げ
て質問を終わります。
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○照屋守之 副議長　以上をもって代表質問は終わり
ました。
　本日の日程は、これで終了いたしました。
　次会は、明７日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。
　本日は、これをもって散会いたします。
　　　午後５時28分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

議　　　　　長	 赤　　嶺　　　　　昇

副　　議　　長	 照　　屋　　守　　之

会議録署名議員	 上　　原　　　　　章

会議録署名議員	 比　　嘉　　京　　子
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令和５年12月７日

（第４号）

沖縄県議会（定例会）会議録令和５年
第 ４ 回





議　　事　　日　　程　第４号
令和５年12月７日（木曜日）

午前10時開議
第１	 一般質問
第２	 甲第１号議案から甲第３号議案まで、乙第１号議案から乙第20号議案まで及び認定第１号から認定第20

号まで（質疑）
	

本日の会議に付した事件
日程追加	 議員提出議案第１号　鹿児島県屋久島沖における米軍ＣＶ22オスプレイ墜落事故に関する意見書
日程追加	 議員提出議案第２号　鹿児島県屋久島沖における米軍ＣＶ22オスプレイ墜落事故に関する抗議決議
日程第１	 一般質問
日程第２	 甲第１号議案から甲第３号議案まで、乙第１号議案から乙第20号議案まで及び認定第１号から認定

第20号まで
甲第１号議案　令和５年度沖縄県一般会計補正予算（第５号）
甲第２号議案　令和５年度沖縄県中城湾港マリン･タウン特別会計補正予算（第１号）
甲第３号議案　令和５年度沖縄県流域下水道事業会計補正予算（第１号）
乙第１号議案　沖縄県知事及び副知事の給与の特例に関する条例
乙第２号議案　沖縄県職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例
乙第３号議案	 沖縄県知事等の給与及び旅費に関する条例及び沖縄県特別職の秘書の給与及び旅

費に関する条例の一部を改正する条例
乙第４号議案　沖縄県部等設置条例の一部を改正する条例
乙第５号議案　沖縄県道路占用料徴収条例の一部を改正する条例
乙第６号議案　沖縄県警察職員の定員に関する条例の一部を改正する条例
乙第７号議案　沖縄県水道料金徴収条例の一部を改正する条例
乙第８号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について
乙第９号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について
乙第10号議案　車両損傷事故等に関する和解等について
乙第11号議案　車両損傷事故に関する和解等について
乙第12号議案　部活動中の事故に関する和解等について
乙第13号議案　損害賠償の額の決定について
乙第14号議案　指定管理者の指定について
乙第15号議案　指定管理者の指定について
乙第16号議案　指定管理者の指定について
乙第17号議案　指定管理者の指定について
乙第18号議案　地域水産物供給基盤整備事業の執行に伴う負担金の徴収について
乙第19号議案　当せん金付証票の発売について
乙第20号議案　沖縄県教育委員会委員の任命について
認定第１号　令和４年度沖縄県一般会計決算の認定について
認定第２号　令和４年度沖縄県農業改良資金特別会計決算の認定について
認定第３号　令和４年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計決算の認定について

令 和 ５ 年
第 ４ 回 沖縄県議会（定例会）会議録（第４号）

令和５年12月７日（木曜日）午前10時開議
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認定第４号　令和４年度沖縄県中小企業振興資金特別会計決算の認定について
認定第５号　令和４年度沖縄県下地島空港特別会計決算の認定について
認定第６号　令和４年度沖縄県母子父子寡婦福祉資金特別会計決算の認定について
認定第７号　令和４年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計決算の認定について
認定第８号　令和４年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計決算の認定について
認定第９号　令和４年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計決算の認定について
認定第10 号	 令和４年度沖縄県林業・木材産業改善資金特別会計決算の認定について
認定第11 号	 令和４年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定

について
認定第12 号	 令和４年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計決算の認定について
認定第13 号	 令和４年度沖縄県国際物流拠点産業集積地域那覇地区特別会計決算の認定につい

て
認定第14 号	 令和４年度沖縄県産業振興基金特別会計決算の認定について
認定第15 号	 令和４年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計決算の認定について
認定第16 号	 令和４年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計決算の認定について
認定第17 号	 令和４年度沖縄県駐車場事業特別会計決算の認定について
認定第18 号	 令和４年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定

について
認定第19 号	 令和４年度沖縄県公債管理特別会計決算の認定について
認定第20 号	 令和４年度沖縄県国民健康保険事業特別会計決算の認定について
	

出　席　議　員（48名）
	 44　番　　赤　嶺　　　昇　議長
	 30　番　　照　屋　守　之　副議長
	 １　番　　島　袋　恵　祐　議員
	 ２　番　　喜友名　智　子　議員
	 ３　番　　國　仲　昌　二　議員
	 ４　番　　玉　城　健一郎　議員
	 ５　番　　上　里　善　清　議員
	 ６　番　　大　城　憲　幸　議員
	 ７　番　　上　原　　　章　議員
	 ８　番　　小　渡　良太郎　議員
	 ９　番　　新　垣　淑　豊　議員
	 10　番　　島　尻　忠　明　議員
	 11　番　　仲　里　全　孝　議員
	 12　番　　上　原　快　佐　議員
	 13　番　　瀬　長　美佐雄　議員
	 14　番　　次呂久　成　崇　議員
	 15　番　　新　垣　光　栄　議員
	 16　番　　山　里　将　雄　議員
	 17　番　　当　山　勝　利　議員
	 18　番　　當　間　盛　夫　議員
	 19　番　　金　城　　　勉　議員
	 20　番　　新　垣　　　新　議員
	 21　番　　下　地　康　教　議員
	 22　番　　石　原　朝　子　議員

23　番　　仲　村　家　治　議員
24　番　　玉　城　武　光　議員
25　番　　比　嘉　瑞　己　議員
26　番　　平　良　昭　一　議員
27　番　　仲　村　未　央　議員
28　番　　照　屋　大　河　議員
29　番　　山　内　末　子　議員
31　番　　西　銘　啓史郎　議員
32　番　　座　波　　　一　議員
33　番　　大　浜　一　郎　議員
34　番　　呉　屋　　　宏　議員
35　番　　花　城　大　輔　議員
36　番　　又　吉　清　義　議員
37　番　　玉　城　ノブ子　議員
38　番　　西　銘　純　恵　議員
39　番　　渡久地　　　修　議員
40　番　　仲宗根　　　悟　議員
41　番　　崎　山　嗣　幸　議員
42　番　　瑞慶覧　　　功　議員
43　番　　比　嘉　京　子　議員
45　番　　末　松　文　信　議員
46　番　　島　袋　　　大　議員
47　番　　中　川　京　貴　議員
48　番　　仲　田　弘　毅　議員
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説明のため出席した者の職、氏名
玉　城　デニー　　知 事
照　屋　義　実　　副 知 事
池　田　竹　州　　副 知 事
島　袋　芳　敬　　政 策 調 整 監
溜　　　政　仁　　知 事 公 室 長
宮　城　　　力　　総 務 部 長
金　城　　　敦　　企 画 部 長
多良間　一　弘　　環 境 部 長
宮　平　道　子　　子ども生活福祉部長
糸　数　　　公　　保 健 医 療 部 長
前　門　尚　美　　農 林 水 産 部 長
松　永　　　享　　商 工 労 働 部 長

宮　城　嗣　吉　　文化観光スポーツ部長
前　川　智　宏　　土 木 建 築 部 長
松　田　　　了　　企 業 局 長
本　竹　秀　光　　病 院 事 業 局 長
名渡山　晶　子　　会 計 管 理 者
金　城　康　司　　総務部財政統括監
半　嶺　　　満　　教 育 長
鎌　谷　陽　之　　警 察 本 部 長
下　地　　　誠　　労働委員会事務局長
茂　太　　　強　　人事委員会事務局長
安慶名　　　均　　代 表 監 査 委 員　　　 

	
職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名
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○赤嶺　昇 議長　これより本日の会議を開きます。
　日程に入ります前に報告いたします。
　昨日、照屋大河議員外15人から議員提出議案第１
号「鹿児島県屋久島沖における米軍ＣＶ22オスプレ
イ墜落事故に関する意見書」及び議員提出議案第２号
「鹿児島県屋久島沖における米軍ＣＶ22オスプレイ
墜落事故に関する抗議決議」の提出がありました。
　この際、お諮りいたします。
　議員提出議案第１号「鹿児島県屋久島沖における米
軍ＣＶ22オスプレイ墜落事故に関する意見書」及び
議員提出議案第２号「鹿児島県屋久島沖における米軍
ＣＶ22オスプレイ墜落事故に関する抗議決議」を一
括して日程に追加し、議題といたしたいと思います。
　これに御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、議員提出議案第１号「鹿児島県屋久島沖に
おける米軍ＣＶ22オスプレイ墜落事故に関する意見
書」及び議員提出議案第２号「鹿児島県屋久島沖にお
ける米軍ＣＶ22オスプレイ墜落事故に関する抗議決
議」を一括して日程に追加し、議題とすることに決定
いたしました。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○赤嶺　昇 議長　議員提出議案第１号　鹿児島県屋
久島沖における米軍ＣＶ22オスプレイ墜落事故に関
する意見書及び議員提出議案第２号　鹿児島県屋久島

沖における米軍ＣＶ22オスプレイ墜落事故に関する
抗議決議を一括議題といたします。
　提出者から提案理由の説明を求めます。
　照屋大河議員。
　　　――――――――――――――――――
　　　［議員提出議案第１号及び第２号　巻末に掲載］
　　　――――――――――――――――――
　　　〔照屋大河　議員登壇〕
○照屋　大河 議員　ただいま議題となりました議員
提出議案第１号及び第２号につきまして、米軍基地関
係特別委員会の委員により協議した結果、議員提出議
案として提出することに意見の一致を見ましたので、
提出者を代表して提案理由を御説明申し上げます。
　提案理由は、鹿児島県屋久島沖における米軍ＣＶ
22オスプレイ墜落事故について、関係要路に要請す
るためであります。
　まず、議員提出議案第１号を朗読いたします。
　　　〔鹿児島県屋久島沖における米軍ＣＶ22オス
プレイ墜落事故に関する意見書朗読〕
　次に、抗議決議につきましては、内容が意見書と同
じでありますので、宛先だけを申し上げます。
　　　〔鹿児島県屋久島沖における米軍ＣＶ22オス
プレイ墜落事故に関する抗議決議の宛先朗読〕
　以上で、提案理由の説明は終わりますが、慎重に御
審議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上
げます。
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　なお、意見書及び抗議決議の宛先のうち、県内に所
在する関係機関につきましては、米軍基地関係特別委
員会委員を派遣する必要があるとの意見の一致を見て
おりますので、議長におかれましては、しかるべく取
り計らっていただきますようお願い申し上げます。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　これより質疑に入るのであります
が、ただいまのところ通告はありません。
　質疑はありませんか。
　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　質疑なしと認めます。
　これをもって質疑を終結いたします。
　この際、お諮りいたします。
　ただいま議題となっております議員提出議案第１号
及び第２号については、会議規則第37条第３項の規
定により委員会の付託を省略いたしたいと思います。
　これに御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、両案については、委員会の付託を省略する
ことに決定いたしました。
　　　――――――――――――――――――
○赤嶺　昇 議長　これより議員提出議案第１号「鹿
児島県屋久島沖における米軍ＣＶ22オスプレイ墜落
事故に関する意見書」及び議員提出議案第２号「鹿児
島県屋久島沖における米軍ＣＶ22オスプレイ墜落事
故に関する抗議決議」の２件を一括して採決いたしま
す。
　お諮りいたします。
　ただいまの議案２件は、原案のとおり決することに
御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
  よって、議員提出議案第１号及び第２号は、原案の
とおり可決されました。
　　　――――――――――――――――――
○赤嶺　昇 議長　ただいま可決されました議員提出
議案第１号及び第２号については、提案理由説明の
際、提出者からその趣旨を県内の関係要路に要請する
ため米軍基地関係特別委員会委員を派遣してもらいた
いとの要望がありました。
　よって、お諮りいたします。
　議員提出議案第１号及び第２号の趣旨を県内の関係
要路に要請するため、米軍基地関係特別委員会委員を
派遣することとし、その期間及び人選については、議
長に一任することに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、さよう決定いたしました。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○赤嶺　昇 議長　日程第１及び日程第２を一括し、
これより直ちに一般質問を行い、甲第１号議案から甲
第３号議案まで、乙第１号議案から乙第20号議案ま
で及び認定第１号から認定第20号までを議題とし、
質疑に入ります。
　質問及びただいま議題となっております議案に対す
る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。
　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　おはようございます。
　沖縄・自民党の島袋大です。
　本日は、揮発油税及び地方揮発油税の軽減措置に関
する覚書について議論したいと思っております。
　本日は、現在政府で議論されております、この軽減
措置について議論したいんですけれども、名称が長い
ですので、揮発油税の軽減措置と略させていただきた
いと思っております。
　揮発油税の軽減措置については、沖縄県、経済団
体、事業者の沖縄県石油商業組合、そして我々沖縄・
自民党も私が代表して、３年間の延長、なおかつ今回
の税制大綱には３年後に廃止についての検討などの文
言は書き込まないようにと、沖縄担当大臣、官房長
官、そして自民党税制調査会の主要役員を回って、強
く訴えてきました。非常に、約２週間近く、毎日東京
に行って、そのような議論をさせていただきました。
　まずは、揮発油税の軽減措置に関する県当局の立場
をお聞かせください。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　お答えいたしま
す。
　モノレール以外の鉄軌道がなく、主要な交通手段が
自動車である本県におきましては、本軽減措置が廃止
された場合、県民生活や産業経済に与える影響は非常
に大きいものがあると考えております。
　県としては、国に対し、関係団体と連携しながら、
本軽減措置の単純延長を求めているところでございま
す。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　私は、自民党沖縄県連幹事長と
して関係各所を回った感想を述べさせてもらえれば、
３年もしくは複数年の延長はいけるとの感触でありま
した。新聞に載っております。３年延長ということに
なっておりますけれども。３年後に廃止に向けた検討
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の一部の取扱いについては、大変厳しい状況じゃない
かなというふうに私も非常に肌で感じているところで
ありますけれども、税制大綱に書かれるかもしれない
という強い危機感を持ったところであります。
　沖縄県の要請はどなたがやりましたか。要請した感
想をお聞かせください。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時13分休憩
　　　午前10時13分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　７月と11月に自見
沖縄担当大臣に要請をしたところでございます。
　11月に要請をしたときには、大臣のほうからは揮
発油税等の軽減措置については厳しい状況であるが、
特別に重要なものであると認識をしているというよう
な御発言があったところでございます。本軽減措置の
必要について、共通の認識を持っていただいていると
いうふうに理解をしたところでございます。（「聞こ
えないですよ」と呼ぶ者あり）もう一回読んでいいで
すか。７月と11月に自見沖縄担当大臣に要請をさせ
ていただいたところでございます。11月の要請の際
に、大臣からは揮発油税等の軽減措置については厳し
い状況であるが、特別に重要であると認識していると
いうような御発言があったところでございます。大臣
においても、本軽減措置の必要性については、県と同
様な共通の認識を持っていただいているというふうに
感じたところでございます。
　県としましては、県民生活や産業生活に与える影響
が大きいことから、引き続き、本軽減措置の単純延長
を求めているところでございます。
○島袋　　大 議員　議長、休憩。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時15分休憩
　　　午前10時15分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　企画部長。
○金城　敦 企画部長　お答えいたします。
　税制の改正の要望については、夏の８月要請と秋の
11月に要請しておりまして、８月については台風の
来襲のため、知事は対応のために、対策のために残
り、池田副知事が対応しております。秋の要請は、
11月７日に沖縄担当大臣に知事が要請をしてござい
ます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。

　　　午前10時16分休憩
　　　午前10時16分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　玉城知事。
○玉城デニー 知事　私の所見といいますか、自見大
臣に要請をさせていただいたときには、先ほど子ども
生活福祉部長からも答弁がありましたが、非常に厳し
いという状況ではあるが、やはりこの揮発油税につい
ては、沖縄県にとっては非常に重要なことであるとい
うことをしっかりと受け止めたいということで、沖縄
県側の、いわゆるこの切迫感というものは大臣のほう
にしっかりと伝わっていたというような印象が、私の
感想であります。
○島袋　　大 議員　休憩。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時17分休憩
　　　午前10時17分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　（パネルを掲示）　さてここで
一つ、確認させてください。
　ある文書、正確には覚書についてであります。ボー
ドを用意しておりますけれども、御覧になってくださ
い。今日、新聞にも載って、私もびっくりしましたけ
れども、何で私が質問するのに載っているのかなと不
思議であります。これを読んでみると、一見当たり前
のことを書いている文書なんですけれども、知事、副
知事、この文書を見たことありますか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時18分休憩
　　　午前10時18分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　玉城知事。
○玉城デニー 知事　はい、確認したことがございま
す。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　この文書は、日付は令和３年12
月24日、これは２年前の今回の揮発油税の税制改正
のときの日付なんですけれども、そして署名には、税
制を所管する内閣府沖縄振興局と沖縄県の連名での署
名があります。
　まず確認したいんですけれども、この文書はどうい
う性質の文書ですか。というのは、今までこういう文
書を議会としても見たことはありませんし、マスコミ
の方々はこの文書を見たことありますかね。新聞に
今日載っておりますから、多分――どういうふうに
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キャッチしたか分かりませんけれども。当然、県民も
知らない文書だと思っております。内閣府と連名で署
名する文書ですから公文書だと思いますけど、間違い
ありませんか。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　今、議員のほうか
ら覚書というような発言がございましたが、記載して
いるとおり、「沖縄の復帰に伴う特別措置に関する法
律に基づく揮発油税及び地方揮発油税の軽減措置につ
いて」というタイトルになっております。
　令和３年度の税制延長の調整の中で、今後の方向性
について道筋を見いだすということで、内閣府沖縄振
興局と沖縄県が連名で交わした文書というものでござ
います。
○島袋　　大 議員　議長、休憩。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時20分休憩
　　　午前10時20分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　沖縄県の情報公開
条例に照らして考えますと、公文書というのは、実施
機関の職員が職務上作成し、この実施機関の職員が組
織的に用いるものとして、この実施機関が保有してい
るものをいうというふうに定められておりますので、
これに照らし合わせますと公文書に該当すると考えて
おります。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　そうですよね。内閣府と連名で
出すくらいの文書ですから、公文書じゃないとおかし
いと私は思っております。それでは、この文書の決裁
書はありますか。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　お答えいたしま
す。
　これにつきましては、文書決裁の県の内規になりま
すが、マニュアルにおいて、決裁というのが事案に対
する決定権限のある者の意思決定行為を指すとしてお
りますが、この文書は内閣府沖縄振興局と沖縄県の申
合せであって、意思決定行為ではないので、決裁は
取っていないということでございます。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時21分休憩
　　　午前10時21分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　ちょっと待ってください。

　この文書は内閣府と連名で出すほどの重要な文書の
はずなんですけれども、この文書について決裁がない
ということはどういうことですか。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　お答えいたしま
す。
　公文書は、意思決定して施行という段階で決裁を受
ける文書もございますが、議事メモなどの組織内で共
有される文書も含まれており、全ての公文書が決裁を
受けるものとはなっておりません。本文書は、今後の
方向性について道筋を見いだすために、議論を行うこ
とをお互いで確認するという文書になっておりまし
て、意思決定行為ではありませんので、決裁を受ける
段階のものではないということで考えております。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　いやいや部長、申し訳ないです
けれども、決裁のない公文書って、じゃ誰が責任を取
るんですか。責任の所在を明らかにするために決裁を
しなければならない、決裁書があるというふうに私は
思うんですけど、どんななんですか。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　繰り返しになって
大変申し訳ございませんが、意思決定を伴うものでは
ないということで、決裁を経ていないというものでご
ざいます。公文書全てが決裁を経るというものではな
いというふうに理解をしております。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　ところで、決裁書がないわけで
すよね。であれば、その文書に三役、知事の了解はど
うなっているんですか。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　この文章の調整の
段階で、知事、副知事に説明し内容を確認していると
ころでございます。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　私、余計意味が分かりません。
決裁もない公文書に三役が了解したってどういうこと
ですか。知事、副知事。ちょっと説明してください。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時23分休憩
　　　午前10時24分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　池田副知事。
○池田竹州 副知事　お答えします。
　今のこちらのパネルの文書でございますが、今後の
方向性を内閣府と沖縄県のほうで共有するためのもの
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というふうに理解しております。その文書を作る際に
は、当時の知事、副知事と調整の上、取りまとめたと
いうふうに理解しております。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　ということは、決裁したってこ
とでしょう。知事、この文書の作成に関わりました
か。文言調整に関わりましたか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　文言については特に調整をした
ものではなく、この文書の内容について確認をさせて
いただいたと記憶しております。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　知事、私が調べた課からは、知
事が鉛筆を入れたと聞いていますよ。どういうことで
すか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　この文書のどの部分に私が指示
を出したかということは、記憶は定かではありませ
ん。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　皆さん、お聞きのとおり、決裁
書のない公文書を三役が了解する。こんないいかげん
な仕事ありますか。話通りませんよ。時間がもったい
ないので、次に進みますけれども。
　文書の中の文言について確認をさせてください。文
書には、この揮発油税の軽減措置について、沖縄の本
土復帰に伴い、一定期間その税負担を調整する激変緩
和措置として設けられたものとあります。このこと
は、沖縄県も認めているわけですよね。当然、連名の
文書ですからそうですよね。どうですか。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　この本特例措置が
設けられた趣旨ということで、相互に確認をしたとい
うところでございます。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　私が一番違和感を持っているの
は、なぜこの基本的なことを２年前の税制改正のとき
に、内閣府と連名で文書にまでする必要があったかと
いうことです。なぜ連名で文書にしてまで確認する必
要があったんですか。この文書を作成するに至った経
緯を改めてお聞きします。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　軽減措置の延長に
ついて検討する中で、今後の方針というのを相互に調
整していくという趣旨で申合せをしたということでご
ざいます。

○島袋　　大 議員　議長、休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時27分休憩
　　　午前10時29分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　この文書は、前回
の２年単純延長が決定をされた大綱の日付と同じ日付
で交わされたものでございます。これまで検討してき
た事項について、カーボンニュートラルやガソリン価
格、石油価格調整税との関係、沖縄県民以外の裨益に
ついても引き続き検討していくということを、改めて
相互に申合せをしたというものでございます。
○島袋　　大 議員　休憩。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時30分休憩
　　　午前10時31分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　玉城知事。
○玉城デニー 知事　新聞の報道につきまして答弁を
させていただきたいと思いますが、新聞記者がどのよ
うなソースで、どのような記事を組み立てるのかとい
うことは、我々行政側には知る由はありません。です
から、その新聞の内容と我々が行った行為を整合させ
るということについても、我々のほうにその責任はな
いものというように思います。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　ああ、そういう答弁するんなら
分かりました。
　ところで、この文書は誰が責任者で作ったんです
か。責任者の署名もありませんけれども。誰ですか。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　この揮発油税の軽
減措置を担当しております子ども生活福祉部と内閣府
のほうで連名で作成したものでございます。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　その当時は、知事、その当時の
副知事、そして担当部長ですよね。部長も前部長もい
るわけですから、その辺理解したいと思いますけど、
その前部長にも聞きたいと思うけれども、そこまで
私、しませんよ。私は、２年前のこの文書は、当時沖
縄県と内閣府が、両者の思惑は違うかもしれませんけ
れども、２年後の廃止について検討すると、財務省と
内閣府に言質を与えかねない、かなり危険な密約文書
だと見ているんですよ。さらに言えば、公文書なのに
決裁も取っていない、なおかつ責任者の署名もない。
なおかつ当時のマスコミにも、議会にも、県民にも隠
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している。要は、１リッター７円に1.5円は離島分で
すよ。これ普通は離島の市町村長にも合意もらいませ
んか、普通なら。経済界にも確認しませんか。県議会
にも確認しませんか。あなた方同士でこれやっている
んですよ。密約の文書ですよ、これは。だから、相当
筋の悪い危険な文書だと思ってますよ。どうですか。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　お答えいたしま
す。
　この文書は、廃止を前提としたものではなくて、今
後に対して道筋を見いだすということで連名で交わし
たものだというふうに理解をしております。当然、本
軽減措置を見直すという前提に立ったときには、経済
団体等の理解を得た上で議論を進める必要があるかと
思いますが、今申し上げましたとおり、見直しを前提
としたものではなく、県としても従来どおり単純延長
をという立場でございましたので、公表はしていな
かったというものでございます。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時34分休憩
　　　午前10時35分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　玉城知事。
○玉城デニー 知事　今後の方向性について内閣府沖
縄振興局と沖縄県において議論を行い、今後の方向性
について道筋を見いだすものという流れから、やはり
単純延長を要請をし、今後、この状況についてまた改
めて話し合いましょうということなのだというように
思料いたします。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　この文書、沖縄県と内閣府の連
名にして、改めて財務省に提出されているんですよ。
これは、財務省が延長するためにこの覚書書を作成す
ることを内閣府は指示されて、県はいろいろ議論して
文書を作成しているんですよ。違いますか。私の情報
では、財務省に提出することを沖縄県も認識している
と聞いているんだけれども、どうですか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　税の議論においては、特に自民
党税調のほうと沖縄県のほうとで意見交換をさせてい
ただくことがあると思いますが、財務省そのものの意
思、意見というものについて、沖縄県が何らかの直接
の確認をするということは、ほとんどないのではない
かというように思います。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　私が何を言いたいかといいます

と、この文書は２年前、内閣府から迫られて、延長の
ために渋々作成した怪しい文書なんですよ。当然、内
閣府・財務省側は、この文書は廃止、検討を約束した
文書だと言う。沖縄県側は、いやいや、我々は廃止を
前提とした文書ではないと。双方の思惑もあったで
しょう。しかしながら、その２年後、今回ですよ、今
回、私が東京に行って要請活動、いろんな面で詰めて
議論してきたら、この文書が出回っておって、それを
基に税制大綱に廃止を書き込むという動きがあるんで
すよ。これ皆さん方がやっていることなんですよ。あ
なた方のこの安易な密約文書のおかげで、揮発油税が
危なくなっているんですよ。あなた方はそういう文書
だと最初から分かっておきながら、あえて決裁も取ら
ない、世間にも公表しない、離島の市町村長にも公表
しない、経済界にも言わない、責任所在もはっきりさ
せない。まさしく、密約の文書というような形にした
んでしょう。違いますか。なぜ内閣府からこういう文
書を作ろうと言われたときに、ちゃんと世間に公表し
なかったんですか。なぜ我々県議会にも相談しなかっ
たんですか、説明してください。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　答弁繰り返すようですが、この
文書においては、今後の方向性について議論をしてい
こうということの確認書であるというように思いま
す。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　こんな違和感たっぷりの文書の
説明つかないですよ。皆さんは認めないけれども、こ
の文書が発端で、内閣府と財務省は今後廃止の検討に
向けて攻勢を強めているんですよ。どれだけ私は感じ
ているから。だから言っているんだよ、私は。あなた
方は２年前、水面下でこんな訳の分からない文書を内
閣府と合意して、今回の税制改正は何食わぬ顔をして
揮発油税は守るべきだとやっている。知事はいろんな
政党に行ったって言いますけど、どこに行ったんです
か。どれだけ私はこういうふうにやっていると思いま
すか。こういうダブルスタンダードはおかしいんじゃ
ないですか、どうですか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　内閣府沖縄振興局は、あくまで
も沖縄の振興について我々と共に協議をし、その方向
性を見いだしていくという両輪の関係にあると思いま
す。ですから、我々沖縄県は常に振興局とこれからの
沖縄の将来において、忌憚のない意見交換をし、様々
な考え方を示しながら、よりよい税制の在り方あるい
は沖縄振興の在り方について、意見を共有しているも
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のというように思料いたします。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　これ、先週まで１年だったんで
すよ。延長１年。１年が３年になった。３年だけれど
も、この文書があるおかげで税制大綱に文言が今入ろ
うとしているんですよ。入ったら、じゃ誰が責任持ち
ますか、知事。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　我々も自民党税調において、こ
の沖縄の揮発油税の必要性、離島・中小企業などに非
常に大きな影響があるということは、かねてから申し
上げているとおりでございます。ですから、御党の税
調のほうでその趣旨を十分勘案していただいているも
のと我々は受け止めています。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　我々に投げるなよ。何度要請し
ましたか、知事は、この件に関して。私は、やってき
て、動いてきたから、肌で感じているから今問うてい
るんですよ、知事。県民の生活を守るためにどうする
べきか、この文書が、この文書のおかげで、今もう
すったもんだしているんですよ。そこをどう考えるん
ですか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　申し訳ございません。繰り返す
ようですが、この文書は今後の道筋を見いだすという
ことの議論をしていこうという確認書だというように
思いますが、議員が今努力をしていただいていること
に関しては、感謝を申し上げたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　こういうときに自民党税調の話
をして、どういうことですか、本当に。私はそういう
性質の密約文書だと確信をしております。そうであれ
ば、これは県民や経済界に対する大きな裏切りです
よ。この問題は、いろんな面でこれから出てくると思
いますよ。最後まで我々は文言入れさせぬように頑張
りますよ。やる。しかし、表でこういうのが出回った
ら、どんなふうな形にするんですか。私目いっぱい悩
んでいますよ、今。その辺考えてくださいよ。
　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時41分休憩
　　　午前10時42分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○島袋　　大 議員　次はまた、ここ最近やっていま
す大変皆さんが苦労している問題を問いたいと思って
いますけれども、農業畜産業の振興についてでありま

すが、この今後の畜産振興についてちょっと伺いたい
んですけど、どうなっていますか。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　今後の畜産振興についてでございますが、まず、肉
用子牛生産者補給金制度や沖縄県和牛子牛価格安定特
別対策事業などによる経営安定対策、そして２点目
に、種雄牛造成による県産牛のブランド化、ブランド
力の向上。そして、畜産担い手育成総合整備事業の実
施や奨励牧草品種の普及による生産コストの低減を
行っていきます。引き続き、これらの対策を実施する
ことにより、肉用牛繁殖農家の経営安定に努めてまい
ります。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　この情報化社会の現代におい
て、10年の計画は長過ぎて、このＰＤＣＡもうまく
機能していないと考えるんですけれども、今世の中の
経済状況は毎日のように目まぐるしく変わってます
よ。ですから、10年スパンという計画もあるけれど
も、これを５年スパンないし３年スパンで、いろんな
面で見直し、議論も必要になってくると思いますけれ
ども、その辺はどう考えていますか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時43分休憩
　　　午前10時43分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　社会情勢の急激な変化等がございますので、計画に
おいては中間見直しを行ったりですとか、あと生産者
や関係団体と意見交換を行いながら、検証を行いなが
ら、今後畜産経営の経営安定化に努めてまいりたいと
思います。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　ですが、その計画の中でこの
牛の競り価格が75万ぐらいになっているけれども、
今大体40万ですよね。それでチモシーの餌も含めて
当時は80円台だけど、今150円超えているわけです
よ。だから時代の流れで経済変わっているんだから、
その計画の見直しをスパン、スパンにきちんとやっ
て、農家の皆さん方と議論することが必要じゃないか
ということで今聞いていますので、そこをしっかりと
整理していただきたいと思っております。
　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時44分休憩
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　　　午前10時44分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○島袋　　大 議員　続いて、粗飼料購入の助成金を
支給する考えはないか、伺います。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　本島中南部地域の肉用牛繁殖農家は、限られた草地
面積の中で自給粗飼料生産を行っており、粗飼料確保
が課題となっております。県では、畜産担い手育成総
合整備事業において、草地の整備改良や造成を行い、
粗飼料自給率の向上に取り組んでいるところでありま
すが、本島中南部では、面積要件を満たすことが難し
い状況であります。
　そのため、県としましても、本島中南部地域でも本
事業が実施できるよう生産者や関係機関と調整を行
い、粗飼料自給率の向上を図ってまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　この粗飼料の問題について、知
事、副知事、和牛繁殖農家の、女性部の皆さん方と今
度議論させてもらいました。２回ぐらいしましたけれ
ども、今この牧草をつくる装置も含めて議論している
けれども、牧草をつくって、今夜中に牧草が盗まれる
ということなんですよ。今ロールに巻いて２段に積ん
で、夜中にトラックで来たら、２段に積んだところが
軽貨物に載せやすいんですよ。夜中に盗んでいって
る。こういう現状が表に出ていないんですよ。ですか
ら、泥棒っていっても、同じパイの中で奪い合ってる
んですよ。誰がどう取るかっていう問題なんですよ。
ですから、それだけ粗飼料が高いから補塡金が欲しい
ということなんですよね。だからそういった形で今牧
草の土地がないからということで今やっているけど、
国の施策で。しかし、土地を貸す中間管理機構が崩壊
して、今や農業委員会が土地を貸す人を探す状態に
なっているんですよ。中間管理機構が間に入っている
人たちが、今使い切れませんよ、これ。だからそう
いったことも考えてほしいんだけれども、その辺どう
思いますか。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　本県では、温暖な気候により、牧草の生産性が他県
より高いことから、粗飼料の自給率が89％と全国平
均の76％より高くなっており、その優位性を生かし
た自給粗飼料の生産による肉用牛の生産が盛んであり
ます。しかしながら、やはり先ほど来ありますよう
に、議員の御指摘にもありましたように、中南部は面

積要件等々あって事業が厳しい状況となっております
ので、その辺は意見交換しながら進めてまいりますけ
れども、あわせて本島北部においては繁殖牛農家向け
に牧草を生産し販売している農家がありますので、県
としましては、このような農家と中南部の繁殖牛農家
の間でマッチングできないかなどの調査をしていると
ころであります。また、畜産研究センターのほうで
は、これまでに生産性の高い様々な牧草を奨励品種と
して登録しており、県の普及機関等を介して講習会等
を行い、普及を進めることとしております。引き続き
中南部の繁殖牛農家と意見交換を行い、実施可能な支
援策を検討してまいりたいと思います。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　じゃ、端的に言いますよ。今、
チモシーが沖縄県内は158円ぐらい。そして九州は
80円台なんですよ。要するに、本土から沖縄に持っ
てくるんですよ。これ輸送費が乗っかってるんです
よ、輸送費が。だから、本土から持ってくる牧草に関
しては、70円ぐらいの補塡金出せませんか。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　繰り返しになるんですけ
れども、本県の温暖な気候により牧草の生産性が他県
より高いことも踏まえて、肉用牛繁殖農家には自給粗
飼料の確保が有効と考えておりますので、畜産担い手
育成総合事業等を活用した自給率、飼料の生産拡大に
努め、肉用牛の振興を図ってまいりたいと思います。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　部長、この件は南部の和牛繁殖
農家の皆さん方と意見交換を早急にしてください。違
う意見が出てくると思っております。
　次、雌牛への補塡金や補正予算での対応など、次年
度も継続できないか。また、雄牛への補塡金を行う考
えはないか伺います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時50分休憩
　　　午前10時50分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　全国的な子牛価格下落に伴い、県内の肉用牛農家の
経営は厳しい状況であります。県では、国が実施する
肉用子牛生産者補給金制度や和子牛生産者臨時経営支
援事業に加え、県独自の支援策として、県内の雌子牛
平均価格が基準価格を下回った場合、その差額の９割
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を補塡する沖縄県和牛子牛価格安定特別対策事業を実
施しております。さらに、配合飼料価格高騰対策と肉
用子牛の価格安定対策のために、国の交付金を活用し
た臨時支援事業を本議会に提案しているところであり
ます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　まさしく安定基金も含めて、農
家を救うという気持ちで私は何度もこの辺はいろんな
面で波及できるような、生活を守ってほしいってこと
は常に言っているけれども、その金額は幾らします
か。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　沖縄県和牛子牛生産者緊急支援事業としまして、
５億2177万1000円を令和５年11月補正予算に計上
しております。さらに、追加提案分としまして、２億
8234万5000円を計上し、総額８億411万6000円を
計上しているところでございます。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　大変うれしいことだと思ってお
ります。今日、和牛繁殖農家の皆さん方も映像で見て
いると思いますけれども、努力で８億円積んでもらっ
たということは、いろんな面で生活が安定できるよう
なまず第一歩と思ってますから、その努力に非常に敬
意を表しますし、知事、副知事にも感謝を申し上げま
すし、いろんな面でやっていただきたいなというふう
に思っております。
　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時52分休憩
　　　午前10時52分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○島袋　　大 議員　（パネルを掲示）　県は、予算
ない予算ないって言いますけれども、財政調整基金と
減債基金の残高で820億円のお金をため込んでおりま
す。福岡県が１番で、九州で２番目に沖縄はお金をた
め込んでいる。だから、お金がないないっていうこと
は言わせません。農家の皆さん、和牛農家は生活給ま
で手を突っ込んで大変なんですよ。どうぞこれを切り
崩して、何らかの形で給付金、義援金を行うような形
の努力をしてほしいんですけれども、知事、副知事、
どうですか。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　財調、減債ともに今、過去最

大の水準で残高がございます。財調については、税収
の上振れ分、これの精算分として、地方交付税の精算
分として100億近く後年度で精算しないといけないと
いう原資がございます。また、減債基金についても、
地方交付税の原資である国税収入が大分伸びて、これ
を後年度の地方が抱えている臨時財政対策債、これの
償還に充てるべしということで、これもまた100億積
み増した部分もございます。加えて、減債基金の残
高――県は大分高い位置にあるんですが、これについ
ては県債を借り入れる場合は、政府から借り入れる場
合、それから市中の銀行から借り入れる場合、市場か
ら借り入れる場合、この３つがございます。市場から
借り入れる場合は金利コストが大分かさむものですか
ら、県は市中銀行から借り入れております。市場公募
債で借り入れた分については、満期一括でルール分と
して積み立てるので、減債基金の残高に加わります。
そういうこともあって、減債基金はかなり残高が多い
という事情もございます。一言申し上げたいと思いま
す。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　いやいやいや、私にこう言って
説得しようって困りますよ。お金たまっているんだか
ら、活用したらどうですかって聞いているんですよ。
私から言えば、これキャッチフレーズで言えば、たん
す預金県政ですかって話ですよ。お金をためるのが好
きな県政ですかって言われますよ。だから、きちんと
県民に分配できるようなシステムがあるでしょうと。
まあ岸田内閣じゃないけれども、いろんな面でこれ還
元したほうがいいよって言っているんですけれども、
次に移りたいから、議長、休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時55分休憩
　　　午前10時55分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○島袋　　大 議員　その辺を考えていただきたいと
思っています。
　次、沖縄型耐候性園芸施設整備事業における耐候性
園芸施設補強・改修事業、ビニールハウスの補修事業
ですね。申込市町村の件数はどうなっていますか。ま
た、次年度に向けての考えを伺いたいです。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　沖縄型耐候性園芸施設整備事業における耐候性園芸
施設補強・改修事業につきましては、令和６年度の要
望市町村は、今帰仁村、豊見城市、南城市の３地区と
なっております。本事業は、既存のハウスの補強・改
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修を行うといった新しい形の事業でありまして、ハウ
スの建設費用が上昇する中、建て替えよりも低コスト
なため要望も多く、農家経営支援に寄与するものと考
えております。
　県としましては、次年度の円滑な事業実施に向け、
市町村及び関係団体等と連携し、取り組んでまいりま
す。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　これすばらしい人気のある事業
で、私提案させて実行してもらってますけれども、豊
見城では何件来てますか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時56分休憩
　　　午前10時56分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　豊見城市のほうからは14件の要望がございます。
○島袋　　大 議員　休憩。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時56分休憩
　　　午前10時57分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○前門尚美 農林水産部長　14件で１億4000万円の
要望がございます。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　知事、副知事、沖縄県は全体で
3000万、今度組んでもらいました、ビニールハウス
の補修事業ですね。豊見城市１市だけで14件。金額
で１億4000万の申込みが来てるんですよ。3000万し
かないんですよ。この事業っていうのは、県民の農家
の皆さん方が一番望んでいた、求めていた事業なんで
すよね。ですから、次年度に向けても多分3000万だ
から切られるんですよ。次年度に向けて、3000万以
上の新年度予算を組むべきだと思ってます。今、豊見
城市だけの話してますけど、今帰仁村や南城市含めた
ら、かなり２億、３億の申込みになるんですよ。そこ
を酌み取って次年度に向けて、予算の上積み含めて、
今部長、頑張りどきですよ。どう考えてますか。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　沖縄県耐候性園芸施設整備事業の次年度予算につい
ては、現在、令和６年度概算要求を行っているところ
であります。うち、耐候性園芸施設補強・改修事業に
ついては、生産者の要望が高いことから、今年度より

も予算額を増やしていきたいと考えております。な
お、実施地区等については、今年度中に市町村要望を
精査の上選定し、決定する予定としております。
　県としましては、生産者の要望を踏まえた事業実施
に向け、市町村及び関係団体等と連携し取り組んでま
いります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　この件について、各市町村の窓
口の皆さん方と私いろんな意見交換させてもらいまし
たけれども、結局はスキームづくりですよ。これ初め
ての事業だから、いろんな面で国の会計検査も含めて
いろいろ出てくるから、県が責任を持ってしっかりと
したスキームづくりをする。市町村別に独自のスキー
ムづくりはさせない。そうしないと県は監督業務、大
変ですよ。きちんと県が責任を持って、スキームづく
りは県が責任を持ってやる。各市町村と連携して、音
頭は県が取って、県が責任持って骨格となるスキーム
をつくるというのが大事だと思っているけれども、ど
うですか。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　耐候性園芸施設補強・改修事業においては、事業の
実施主体が市町村となっております。各市町村におい
て、農家やＪＡ等の要望を取りまとめ、市町村に設置
された対象作物の産地協議会において取組内容等を協
議し、事業実施計画書を県へ申請することとなってお
ります。
　県としましては、議員のほうから御意見がありまし
たように、市町村の業務負担の軽減及び円滑な事業実
施のためのガイドラインを作成し、支援を行っている
ところでありますので、引き続き支援を行ってまいり
たいと思います。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　私が言いたいのは、要するに骨
格の補強材、補強も含めて、このはりはこの市町村は
オーケーだけれども、ほかの市町村では通らないと
か、こういうことはさせないでくださいってことです
よ。一連の一定ラインをつくって、こういった形はや
る。今部長の答弁は、対象作物って言うから、市町村
によっては作っている物が違うから、ここに関しては
市町村のいろんな面で部会を通して議論をして、県に
上げてもらったら議論しますってことの理解でいい
か。きちんとした箱物を造る、補修をするときのス
キームづくりは県がきちんと要綱をつくってやるとい
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うことをやってもらわないと、ここの市町村はオー
ケー、ここの市町村は駄目ってなったら大変なことに
なりますから、私が聞いているのはそこなんですよ。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　市町村に設置された対象作物の産地協議会がそれぞ
れありますので、その中で補強についてどういった仕
様がいいですとか内容等を協議してもらって、産地の
ほうでしてもらって、実施計画書を県のほうへ申請す
る流れになっておりますので、まずは地域で、協議会
のほうで、地元というか、品目とかに合った形で協議
をしていただくということになりますので、その点に
関しても一緒に取り組んでまいりたいと思います。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　要は、会計検査が入る場合は市
町村がちょっと萎縮しているんですよ。だからきちん
とした形は県がチェックするから、県がしっかりと監
督業務としてやりますよということを言ってもらえれ
ば助かるんですが。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時２分休憩
　　　午前11時２分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　事業の推進に関しましては、県のほうも市町村及
び、また関係団体、生産者と一緒になってしっかり支
援してまいりたいと思います。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　島袋　大議員。
○島袋　　大 議員　ぜひともひとつよろしくお願い
したいと思ってます。
　私はいろんな面でいいものはいい、悪いのは悪いっ
てはっきり言うタイプでありますけれども、前段は、
ここはおかしいと思って問うてます。これだけ私も約
２週間近く上京して、いろんな面でやってきた軽減措
置の問題ですから、これはしっかりと我々とも情報を
共有しないと、間違ったメッセージをしたら大変です
よ。今の状況で文言書かれたら、県は大変な、皆さん
方からクレームが来ると思いますよ。ここはしっかり
とやっていただきたい。そして、農業水産業に関し
ましては、これだけ800億円近くあるんだから、貯金
は。いろんな面で還元、分配できるようなシステムを
頼みますということですよ。今みんな苦しいんです
よ。和牛畜産も、今言うビニールハウス事業も。人気

があるものはどんどん使わせて、そこで所得を倍増さ
せて税金をもっと払えるようなシステムをつくれば、
もっと循環がよくなるかなと思っておりますので――
怒ったりわめいたり褒めたり大変ですけど、申し訳な
いと思ってますけれども、それだけ我々も真剣にやっ
ているということですから御理解いただきたいという
ふうに思っておりますので、ひとつよろしくお願いし
ます。
○赤嶺　昇 議長　新垣淑豊議員。
　　　〔新垣淑豊　議員登壇〕
○新垣　淑豊 議員　自民党会派２番手の新垣淑豊で
ございます。今日は、高校生の娘が織ってくれたネク
タイを締めて登壇しております。その娘ともですね、
家庭でよく政治の件についていろいろと話をいたし
ます。18歳ということで、2022年より成人年齢引下
げ、そして先んじて2016年には投票権も得ておりま
す。
　せんだっての都道府県議員研究交流大会において、
主権者教育が題材となっておりました。私ども議会に
おいてのやり取りというのは、この政治、すなわち
我々の生活に対して非常に大きく関わるものだと思っ
ております。議会でのやり取りなどを傍聴、またネッ
トでも今放送しておりますので、こういったものをぜ
ひ目にしていただきたい、聞いていただきたいと思い
ます。これが一番の主権者教育になるというふうに
思っております。もちろんメディアを通してや、我々
政治家の言葉を通してということもありますけれど
も、そこには誰かの主観が働きます。他人の主観を通
したイメージではなく、自分で見聞きしたことをしっ
かりと考えていただきたい。この中学校、高校とか総
合教育の中で、議会傍聴を形だけでなく、じっくりと
考える場としていただきたいというふうに思っており
ます。
　そして今日の朝なんですけれども、私の家業でもあ
りますお菓子屋ですか、ちんすこうのブランドの保護
申請というものがありました。昨日は、全国お土産総
選挙ということで、並みいるお菓子を抑えて１位を
取っておりましたので、これも非常にうれしいことか
なと思っております。しかし、このちんすこうのブラ
ンド保護申請ということについてですが、地域の産品
や食品ブランドを守るということで農水省の制度であ
ります。伝統的なものとは異なる材料を使った模倣品
が流れるということのないように、流通しないように
ということで、しっかりと定めるということでありま
す。
　昨日、議会非常に長い間空転をいたしました。事業
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名ということで、たかがと言う方もいらっしゃいます
けれども、やはりこのように名称というものは非常に
大事なものでありますし、中身ももちろんのことであ
ります。特に我々議会というものは、言葉をもって闘
う。そういった場であると思っておりますので、ぜひ
これを大事にして質問に取りかかっていきたいと思っ
ております。よろしくお願いいたします。
　それでは、文化芸術振興についてであります。
　文化振興について、６月定例会で提案し、検討する
と答弁のあった文化芸術奨励金制度について進捗を伺
う。
　(2)、	文化芸術担当職員の採用について、県の考え
方について伺う。
　(3)、	文化芸術事業費について、令和５年11月10
日付日経新聞によると沖縄県は５位となっており、１
位の高知県とは３倍ほどの開きがある。沖縄県は文化
芸術事業としてどのような事業を行っているか。ま
た、今後の事業費の拡充・強化についてどのように考
えているか伺う。
　(4)、	那覇市の文化芸術についてのトークイベント
で、那覇市は文化芸術の体験格差をなくすために、那
覇市主催の事業の子供たちの無料化や演劇の最終リ
ハーサルへの招待などの話もされました。沖縄県にお
いて、文化芸術の体験格差を補うためにどのような取
組を行うか伺う。
　(5)、	同イベントでは、かつてのニシムイ美術村の
ような製作者のコミュニティーが望まれていた。沖縄
県として広域に考えるべきであると思うが、この点に
ついて県の考え方を伺う。
　(6)、	上記の採用や事業を行うことには、予算面で
の拡充が必要であると考えるが、文化芸術予算の確保
について県はどのような方針、手段を想定しているか
伺う。
　２、職員のクレーム対応の状況について。
　(1)、	職員のクレーム対応の体制・対応にかかる時
間は、どのようになっているか伺う。
　(2)、	県民からのカスタマーハラスメントと見受け
られる状況は、どのようになっているか伺う。
　３、県事業入札に対する総合評価方式について。
　導入経緯、現状においての利点及び課題について伺
う。
　４、首里城周辺の整備計画と進捗について。
　令和５年度の周辺整備の現状と今後について伺う。
　５、県の農産物の戦略品目について。
　今後、沖縄県で新たに想定される農産物の戦略品目
の取組について。特に、コーヒーやバニラなど沖縄県

の地域的に優位性があるであろう農産物に対しての考
え方について伺う。
　６、公営住宅の家賃低廉化事業について。
　報道によると、那覇市長から市営住宅の家賃低廉化
事業について、要求額と配分額には４億円の差がある
旨の発言がなされたとあった。実際に那覇市の担当に
確認すると、不交付額は13億円となっていた。全県
における家賃低廉化事業の各市町村の要求額と配分額
の差と、県営住宅低廉化事業の状況について伺う。
　７、知事の台湾訪問について。
　(1)、	経緯とスケジュールについて、いつ決まった
のか、訪問先の決定内容を伺う。
　(2)、	同行者はいつどのように募集したのか。ま
た、知事含め県職員の数と民間の参加者数を伺う。
　(3)、	訪台の同日には、離島フェアや琉球台湾商工
協会の創立記念会合などがあったが、対応はどのよう
に行ったか伺う。
　８、県立病院における総務事務センターの稼働状況
と課題について。
　(1)、	現在、総務事務システムの試験的な稼働がな
されているが、導入に向けてのこれまでのスケジュー
ルの経緯、総務事務センターの運用状況と併せて現場
からの声について伺う。
　(2)、	これまでの経費と医師の働き方改革に向けて
のシステム改修の状況と予算について伺う。
　９、我が党の代表質問との関連は特にございませ
ん。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
　　　〔玉城デニー　知事登壇〕
○玉城デニー 知事　新垣淑豊議員の御質問にお答え
いたします。
　首里城周辺の整備計画と進捗についての御質問の中
の首里城周辺整備の現状と今後について、お答えいた
します。
　沖縄県では、首里城復興基本計画に基づき、中城御
殿や松崎馬場の整備を進めております。令和５年度は
上之御殿エリアの庭園等工事から着手し、供用開始は
正殿の完成する令和８年を予定しております。また、
令和５年度は、首里杜地区まちづくり推進協議会にお
いて、地域の方々と検討会を行っており、今後も、歴
史文化資源の整備推進や暮らしと観光の両立したまち
づくりに向け、地域や那覇市と協働して取り組んでま
いります。
　その他の質問につきましては、部局長から答弁をさ
せていただきます。
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○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
　　　〔宮城嗣吉　文化観光スポーツ部長登壇〕
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　１、文化芸術振
興についての(1)、文化芸術奨励金制度についてお答
えします。
　文化芸術奨励金制度は、芸術家の将来の可能性に期
待し、活動費用を支援することにより、創作活動に専
念できる環境を整備し、本県の文化芸術の発展を担う
人材を育成する制度と認識しております。芸術家等に
対する支援としましては、京都市が行っている芸術文
化の担い手に対する支援のほか、文化庁が行っている
芸術活動に資する海外研修のための渡航費用の支援な
どがあると承知しております。文化芸術奨励金制度に
つきましては、引き続き、先行地域の事例を参考に、
財源、対象要件、支援の在り方などを整理する必要が
あると考えております。
　同じく１の(2)、文化芸術担当職員についてお答え
します。
　文化芸術に精通した人材が文化施策に関わること
で、行政と文化芸術団体等との仲介役となることや、
行政職員の文化芸術に対する意識啓発を図るなどの効
果が期待されます。一方で、文化芸術の分野は裾野が
広く、専門職員には職員自身の専門領域以外の分野に
も関わらなければならないため、豊富な知識と経験を
備えた人物が求められます。文化芸術担当職員につい
ては、長期的視点に立った配置の在り方、必要とされ
る能力や資格、任用の形態など様々な課題もあること
から、配置について引き続き情報収集に努めてまいり
たいと考えております。
　同じく１の(3)、文化芸術事業についてお答えしま
す。
　県では、伝統芸能等を県民に披露する場の創出、琉
球料理伝承人を活用した食文化の普及、11月１日の
琉球歴史文化の日を中心とした県民理解の促進などに
取り組んでおります。また、文化芸術の振興とそれを
支える環境づくりとして、様々な文化の担い手の育成
や文化芸術団体の支援、文化資源を活用した魅力的な
地域づくりに資する取組に加え、文化の基層である各
地域のしまくとぅばの保存・普及・継承に取り組んで
いるところです。心豊かな県民生活及び活力ある社会
の実現に向けて、引き続き、沖縄文化の保存・継承・
創造とさらなる発展に取り組んでまいります。
　同じく１の(4)、文化芸術体験の機会創出について
お答えします。
　県では、豊かな感性の醸成や文化を次世代へ継承す
るため、子供たちが文化芸術に触れ、親しむ機会の確

保に取り組んでおります。具体的には、離島を含めた
県内各地で実施する伝統芸能公演の開催や高校生が出
演する公演開催への支援、琉球歴史文化の日における
県立博物館・美術館等の無料開放などを行っておりま
す。また、関係団体等においても子供たちを対象とし
た舞台公演の鑑賞機会の創出や組踊の体験型ワーク
ショップ等を行っているところです。引き続き、那覇
市をはじめとした市町村等と連携しながら、文化芸術
に触れる機会の創出を図ってまいります。
　同じく１の(5)、文化芸術関係者のコミュニティー
についてお答えします。
　文化芸術に関わる芸術家の交流機会を創出すること
は、担い手の育成や文化芸術活動の持続的発展につな
がるものと考えております。県では、沖縄文化芸術の
創造発信支援事業において、文化芸術団体等の取組事
例を紹介する事業報告会の開催や、様々な分野の文化
芸術関係者を対象とした担い手育成講座の実施等によ
り、文化芸術関係者の交流機会創出に取り組んでいる
ところです。引き続き、文化芸術活動の充実に向け
て、文化芸術関係者や関係団体と意見交換を行うとと
もに、情報収集を行ってまいります。
　同じく１の(6)、文化芸術予算の確保について。
　文化芸術は、人々が心豊かに生き、活力ある社会を
築いていく基盤として本県の発展に欠かせないもので
す。県では、沖縄県文化芸術振興条例を定め、文化の
保存・継承・発展、文化芸術の振興と文化芸術を支え
る環境づくり、しまくとぅばの保存・普及・継承の促
進など様々な施策を実施しております。さらなる施策
の展開に向け、一般財源をはじめ、ソフト交付金、文
化庁関連予算など、様々な財源を活用するとともに他
県の取組を参考にしながら文化芸術振興予算の確保に
努めてまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
　　　〔宮城　力　総務部長登壇〕
○宮城　力 総務部長　２、職員のクレーム対応の状
況についての(1)及び(2)、苦情相談を受ける体制等に
ついて。２の(1)と(2)は関連いたしますので、恐縮で
すが一括してお答えいたします。
　県への苦情相談の対応は、内容に応じて所管する部
署の担当者及びその上司が行っていると認識しており
ます。対応時間の統計はありませんが、１時間を超え
る長時間の苦情相談を受ける事例もあると聞いており
ます。また、昨年度に実施したハラスメントに関する
アンケート調査において、外部からの理不尽な苦情へ
の組織的な対応策を求める意見が複数の職員から寄せ
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られております。
　県では、ハラスメントまたは行政対象暴力が疑われ
る苦情相談があった場合は、行為を受けた担当部署
と、職員の服務及び庁舎の警備を担う担当部署が連携
し、必要に応じて法律顧問への相談または警察への通
報など、対応要領等に基づき組織として対応すること
で、職員の救済を図ることとしております。加えて今
年度は、苦情相談の多い一部の部署に録音可能な電話
機を設置するとともに、現在、他県の取組状況及び弁
護士の助言を得ながら、さらなる対応策の検討を進め
ているところであります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
　　　〔前川智宏　土木建築部長登壇〕
○前川智宏 土木建築部長　３、総合評価落札方式の
課題等についてお答えいたします。
　土木建築部では、総合評価落札方式について、公共
工事の品質確保の促進に関する法律に基づき、価格競
争に技術的な要素を加え、総合的に評価して最も優れ
た企業を落札者とする方式として導入しております。
工事目的物の品質を確保する観点から、企業の施工能
力や技術力を必要とする工事について、同方式を採用
しております。課題については、申請書類作成に係る
業者の負担が挙げられることから、書類作成のさらな
る簡素化について、改善に努めていきたいと考えてお
ります。
　次に６、公的賃貸住宅家賃低廉化事業の各市町村、
県の状況についてお答えいたします。
　公的賃貸住宅家賃低廉化事業とは、公営住宅整備時
の地方債の償還に入居者からの家賃収入のみでは不足
する分の一部を国が補助する事業であります。平成
28年度から令和４年度までの市町村からの家賃低廉
化事業の要望額は約35億9000万円、配分額は約20億
4000万円であり、差額は約15億5000万円となって
おります。県営住宅につきましては、同期間中、家賃
低廉化事業への配分は行っておりません。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
　　　〔前門尚美　農林水産部長登壇〕
○前門尚美 農林水産部長　５、県の農産物の戦略品
目についての(1)、沖縄県におけるコーヒーやバニラ
の栽培等についてお答えいたします。
　県では令和５年度から、おきなわ特産農産物モデル
実証事業において、地理的優位性のあるバニラ栽培に
ついて、栽培体系、収益性、販路等の実態調査を実施
し、今後新たな戦略品目になり得るか、実証に取り組

んでおります。コーヒーにつきましては、台風に弱く
生産量が不安定であり、収穫は熟度を見ながら手摘み
で行う必要があるため、労働力の確保等の課題がある
と考えております。
　県としましては、引き続き国や市町村と連携し、新
たな戦略品目について検討してまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
　　　〔松永　享　商工労働部長登壇〕
○松永　享 商工労働部長　７、知事の台湾訪問につ
いての(1)、スケジュールと訪問先についてお答えし
ます。
　台湾訪問の日程につきましては、来年１月以降に実
施する案もございましたが、コロナ禍からの復興を見
据え、台湾との交流を速やかに再開、発展させる観点
から日程を前倒しすることが望ましいと考え、他の業
務日程などを勘案した上で、11月23日から25日での
２泊３日とすることを、11月９日に正式決定したと
ころです。また、訪問先につきましては、コロナ禍に
よって停滞した台湾との経済・文化交流を再び活発な
ものにする目的の下、日台の交流を支援する団体等を
リストアップした上で、台北事務所を窓口に調整を重
ねた結果、最終的には11月22日に全ての訪問先が確
定したというところです。
　同じく７の(2)、参加者の募集及び参加人数につい
てお答えします。
　訪問先について調整を重ねたところ、貿易、観光、
ＩＴ関連団体等への訪問の見通しが立ったことから、
より効果的な関係構築を図る観点から、交流のプレー
ヤーとなる経済団体及び企業に御同行いただくことが
望ましいとの判断に至ったところです。これを受けま
して、訪問先の受入れ可能な人数を確認させていただ
いた上で、急な呼びかけではございましたが、11月
17日に商工労働部から11の団体・企業に同行を打診
した結果、５団体・企業に御同行いただくことになり
ました。台湾訪問に参加した人数につきましては、知
事を含む県職員が６名、団体・企業関係者が５名の計
11名となっております。
　同じく７の(3)、琉球台湾商工協会主催の行事対応
についてお答えします。
　11月24日に開催されました琉球台湾商工協会創立
25周年記念講演会及び祝賀会につきましては、商工
労働部産業振興統括監が出席したところです。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
　　　〔金城　敦　企画部長登壇〕
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○金城　敦 企画部長　７、知事の台湾訪問について
の(3)、離島フェアの対応についてお答えいたしま
す。
　11月24日から26日までの３日間の日程で開催され
た離島フェア2023については、11月24日のオープニ
ングセレモニー及び優良特産品表彰式には照屋副知
事が出席し、11月26日には知事が公務として視察を
行ったところです。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　病院事業局長。
　　　〔本竹秀光　病院事業局長登壇〕
○本竹秀光 病院事業局長　８、県立病院における総
務事務センターの稼働状況と課題について、病院総務
システムの導入経緯、経費及び病院総務事務センター
の運営状況についてお答えします。８の(1)、８の(2)
は関連しますので、一括してお答えします。
　病院事業局では、令和３年度に策定した県立病院ビ
ジョンに基づき、事務執行の効率化、適正化等を図る
ため、令和４年11月に各病院の職員給与事務の集約
化及び知事部局の総務事務システムの導入を決定し、
令和５年３月に調達しております。４月には、本庁に
病院総務事務センターを設置し、手当の認定など一部
の事務の集約化を開始しており、現在は、医師の働き
方改革への対応を含む、病院独自の勤務管理機能の改
修を行っているところです。また、９月からはテスト
版を稼働し各病院ごとに説明会、意見交換等を実施す
るとともに、病院現場の意見を踏まえ、勤務状況の見
える化､職員の入力負担軽減､ユーザーインターフェー
スの改善などに取り組んでおります。システム構築
費用は、令和４年度はサーバー等の機器調達を含め
5128万7500円、令和５年度は追加改修として4104
万1000円、計9232万8500円となっております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　新垣淑豊議員。
○新垣　淑豊 議員　御答弁ありがとうございまし
た。
　まず、文化芸術担当職員の採用についてですけれど
も、神奈川県、こちらでは正職員としての採用もあっ
た。京都は非常勤ではあるものの、専門家としてアー
トマネジャー、こちらを５人ほど採用しているという
ようなお話もございました。こういったことも鑑み
て、例えば県内で何か所かに分配して職員を配置する
というのもよいのではないかと思っておりますが、カ
ウンターパートとなる方というのを、ぜひ採用してい
ただきたいというのは、要望として上がっておりまし
た。この点についていかがでしょうか。

○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時30分休憩
　　　午前11時30分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　行政内部に文化
芸術に精通した人材が関わることで、関係団体と橋渡
し役をしたりとか、あるいは政策立案に関わるという
ことについては、有意義なものだと考えておりますけ
れども、直接団体からそういう職員を採用してほしい
という声を、私のほうで直接まだ聞いたことはござい
ませんが、意見交換は、引き続きさせていただきたい
と思います。
○赤嶺　昇 議長　新垣淑豊議員。
○新垣　淑豊 議員　ありがとうございます。
　直接聞いたことはないということなので、今日、文
化関係団体の方も傍聴に来ていますので、ぜひ直接届
けていただきたいというふうに思っております。よろ
しくお願いいたします。
　さて、財源についてなんですけれども、この辺、例
えば長野県、私ども沖縄県は、長野県とも協定を結ん
でいますよね。そこは、決算剰余金の３％をもって、
文化振興基金というものをつくっているそうです。こ
ういった形で、やはり沖縄県としても何にお金をかけ
るのかということを、明確に県民の方にも知っていた
だくためにも、こういった制度というものをぜひ向こ
うから情報収集していただいて取り入れていただきた
いと思うんですけれども、この点についていかがで
しょうか。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　長野県から情報
収集したところ、長野県では平成27年度を文化振興
元年というふうに位置づけまして、文化芸術を振興す
る財源として基金を設置しております。それで、基金
には、県の決算剰余金の３％を毎年積み立てていると
いうことで、令和４年度には1.4億円が積み立てられ
るというふうにも聞いております。こういう形で一定
程度、基金に積み立てることによって、中長期的な取
組に対して安定的な財源を確保できるというふうなメ
リットがあるかと思っておりますので、長野県の取組
についても、引き続き情報収集していきたいと思って
います。
○赤嶺　昇 議長　新垣淑豊議員。
○新垣　淑豊 議員　ありがとうございます。
　ぜひこれやっていただきたいと思っておりますし、
先ほどこれちょっと順序入れ替わりましたけど、(3)
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番。
　これ高知県のほうでは――日経新聞のデータです
ね。これでは３倍近い開きがあったんですけれども、
今沖縄県として、文化芸術事業についてはどれぐらい
使っていて、どれぐらいの差があったのかというのを
教えていただけますか。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　日経新聞の記事
は、住民１人当たりの芸術文化事業費を令和元年度か
ら３年度の年平均で人口割したものというふうに承知
しております。基となっているものは、文化庁で毎年
調査している地方における文化行政の状況について
という調査から引用しているかというふうに承知し
ております。それでは、高知県が2278円、佐賀県が
995円、大分県が932円、鳥取県が902円、沖縄県が
719円、住民１人当たりの事業費ということですけれ
ども、２位から５位まではほぼ同程度ですけれども、
高知県が突出しているということで高知県のほうに確
認しましたら、この調査については各県で算出方法に
それぞれ違いがあるかというふうに考えておりますけ
れども、高知県については、文化芸術振興ビジョンと
いうのを策定していまして、その中に含まれた観光関
連予算、そこも含まれたということで突出しているん
じゃないかというふうに認識しております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　新垣淑豊議員。
○新垣　淑豊 議員　ありがとうございます。
　ちなみにそこまで含めると、沖縄県とどれぐらいの
差が出るんでしょうか。沖縄県として、そういった高
知県と同水準だとどれぐらいになるのかと。それで、
総額でどれぐらい今沖縄県として文化予算を使ってい
るのかというのを教えていただけませんか。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　令和５年度の文
化観光スポーツ部の当初予算が251億で、そのうち文
化・空手振興関連の予算が32億程度となっておりま
す。当部で各部局に照会しました文化関連予算につき
ましては、令和５年度で約81億となっております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　新垣淑豊議員。
○新垣　淑豊 議員　ありがとうございます。
　知事、ぜひ文化というのは、これはほかの地域、例
えば、ほかの都道府県ですね。そういったところと
も、ある意味、沖縄観光というところでも、戦うため
のツールとなると思っておりますけど、この点につい
て伸ばしていただきたいと思っているんですけど、い

かがですか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　文化芸術は、伝統や新しい創造
文化を含め、人々が心豊かに生き、活力ある社会を築
いていく基盤、そして沖縄県においては、各地域に伝
統芸能やその文化が色濃く残っているという点におい
ては、他県にも勝るそういう取組を進めていくことの
重要性は非常に高いというように思います。先ほど文
化観光スポーツ部長から答弁もありましたけれども、
我々、沖縄県文化芸術振興条例も定めておりますし、
そういう意味では、長野県の先例も含めて基金の創設
などについてもしっかり検討していって、より新し
く、そして地域それぞれの特色のある文化の創造と伝
統継承に努めていきたいというように考えます。
○赤嶺　昇 議長　新垣淑豊議員。
○新垣　淑豊 議員　ぜひともお願いしたいと思いま
す。
　続いて２番に行きますが、県職員の普通退職者が
100名ということで、令和４年ですね。この中でもハ
ラスメントのお話が出ておりましたが、やはりこう
いったものが要因の一つになっているのではないかと
思っております。なので、私はこれ調査・統計を取る
べきであると思ってますけど、この点いかがですか。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　昨年、ハラスメントに関する
アンケート調査を実施しております。その中で組織と
して対応すべしという意見も多数ありましたので、そ
れを踏まえて今、対応策の強化を検討しているところ
でございます。
○赤嶺　昇 議長　新垣淑豊議員。
○新垣　淑豊 議員　もちろん県政をよくしていきた
いという、そういった意見もあると思いますので、ど
こからがハラスメントになるようなものかというの
は、ちょっと難しいとは思うんですけれども、こう
いったものをしっかり考える上で、私も何回か議会で
も提案してますけれども、インハウスローヤーです
ね。自治体弁護士、これの採用をするべきだと思って
おります。先ほど顧問弁護士という話がありましたけ
ど、すぐに相談できる体制づくりをするというのが、
これ私、職員のためにもなると思いますし、県民にあ
る意味公平な、法的な根拠を持って接することにもつ
ながると思っているんですけど、この点いかがでしょ
うか。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　ありがとうございます。
　先ほど少し舌足らずでございました。県職員の接遇
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であったり、あるいは県の行政サービスに関わる御指
摘、それから苦情のお話を受けた場合は、これは真摯
に受け止めて丁寧に対応しないといけないと考えてお
ります。ただし、これが長時間にわたり同じことを繰
り返すとか、大声を出すとか、あるいは過度な要求を
する場合には、ハラスメントとして対応せざるを得な
いというところで考えているところでございます。
今、議員御提案のありました弁護士を選考してはどう
かという御意見ですけれども、確かに他県では、弁護
士を選任したり、あるいは業務委託を結んでいる県も
あると聞いております。どのような対応ができるの
か、この辺りも含めて、他県の状況も踏まえた上で、
検討してまいりたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　新垣淑豊議員。
○新垣　淑豊 議員　ぜひ、職員を守るためというと
ころもありますので、これはもうしっかりと御検討い
ただきたいと思っております。
　続いて３番、県事業の総合評価方式です。入札に関
してですけれども、今、土建部からお話がありました
けど、ほかにどういったところが関連すると考えられ
ていますか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えをいたします。
　一定規模の公共工事を所管する部局においては、総
合評価落札方式の導入が一定程度浸透しているものと
考えております。土木建築部におきましては、件数で
申し上げますと、全体の約３割で総合評価落札方式を
導入しておりまして、残り７割につきましては、価格
のみの一般競争もしくは指名競争等により契約を行っ
ているという状況でございます。
○新垣　淑豊 議員　休憩。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時40分休憩
　　　午前11時40分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○前川智宏 土木建築部長　一定程度の公共工事と申
し上げましたが、他部局における導入状況について
は、今現在調査をしていないという状況でございま
す。
○新垣　淑豊 議員　休憩。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時40分休憩
　　　午前11時40分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。

　農林水産部のほうでも総合評価方式の入札をしてご
ざいまして、令和４年度の総合評価方式入札の契約に
つきましては、契約件数は25件で、当初契約金額は
31億5300万円となっております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　新垣淑豊議員。
○新垣　淑豊 議員　ありがとうございます。
　じゃ、農水部と土建部以外に総合評価方式にしてほ
しいという要望がある、そういった部署ってあります
か。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　現時点におきまして、土
木建築部において他部署間の工事でこの方式を導入し
てほしいという要望については、特段受けておりませ
ん。
○新垣　淑豊 議員　休憩。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時41分休憩
　　　午前11時44分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　当部におきまし
ては、これまで実績はございませんけれども、今後予
定しております大型ＭＩＣＥ施設、その建設につきま
してはＰＦＩ事業を活用するんですけれども、事業者
の選定に当たっては総合評価方式を活用することで、
今検討しております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時44分休憩
　　　午前11時44分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　企業局長。
○松田　了 企業局長　お答えします。
　企業局につきましても、土木建築部と同様に総合評
価方式の導入を既に行っているところでございます。
○赤嶺　昇 議長　新垣淑豊議員。
○新垣　淑豊 議員　実は、我々会派のほうにも要請
が来てたんですけど、例えば庁舎の管理、清掃とかこ
ういったものもぜひ総合評価方式にしてほしいという
要望が上がっているんですけど、これ庁舎管理の件と
いうのは総務部ですよね。総務部に上がっていないで
すか、要望として。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時45分休憩
　　　午前11時47分再開
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○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○新垣　淑豊 議員　これ具体的に上げています。多
分上がっているはずです。確認してください、後で。
これなぜかというと、価格のみで勝負をしてしまう
と、採算度外視で入ってくる企業ってあるんですよ。
それって本当に県が出す事業の中で、いわゆる赤字企
業をつくってしまうという件と、その赤字でも取ると
いうところは、実績をつくりたいわけですよ。こう
いったところに仕事が回ってしまうと、県内でまとも
にやっている事業者がばかを見るわけですよ。だから
こういったこともあるので、ぜひ、本当にこれがしっ
かりと作業がされているかとか、こういったものにつ
いて確認をしてもらいたいという件で、私はこれを今
回質問として上げさせていただいておりますけれど
も、この点いかがお考えでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　失礼いたしました。
　ビルメンテナンスの関係の団体の皆様から先日要請
を受けまして、この庁舎管理に係る業務の予定価格の
設定の際の算定式について、見直しができないかとい
うような要請を受けた覚えがございます。それについ
ても他県の動向等も踏まえながら、最低賃金価格を超
えるというのは当たり前なんですが、人件費の上昇に
向けた取組がちゃんと確認できる何か取決めができな
いかということで、今検討しているところでございま
す。議員御提案の件についても、持ち帰ってもう一度
確認したいと思います。
○赤嶺　昇 議長　新垣淑豊議員。
○新垣　淑豊 議員　ぜひお願いします。あとは、実
際になかなか目に見えないところがあるんですね。
我々素人が分からないところとかもあるはずなんです
ね。これは多分、ほかの事業に関しても同じようなと
ころで、ぜひそういったこともチェックをする機能と
いうのも併せてやっていただきたいということで、そ
こも含めて総合評価をしてほしいという要望なんで
す。この点については、ぜひ取り組んでいただきたい
というふうに思ってますので、よろしくお願いいたし
ます。
　続きまして、首里城の件ですけれども、今本当に首
里城復興に向けて、県の担当課とか美ら島財団も一生
懸命、地元の意見を聞いてくれるようになりました
と。昔からも聞いていたかもしれませんけれども、さ
らによくなっているというお話を聞いております。な
ので、そういう声もあるんですけれども、ただ周辺整
備が必要なところも多々ありまして、この辺というの
はどうなっているかということですね。例えば、円覚

寺の三門とか世持橋とか、こういったところが話に出
ていると思うんですけど、この辺りどのようになって
いるんでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　周辺のまちづくり等につ
きましては、まちづくり推進協議会において議論して
いるところでございます。議員御発言のございます世
持橋につきましては、高欄について那覇市のほうから
戦前の姿に戻してくれという要望などを受けておりま
す。現在、その財源等について検討しているところで
ございます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
○半嶺　満 教育長　お答えします。
　円覚寺三門の整備についてでありますけれども、県
教育委員会では文化庁の補助を受け、令和９年度まで
の計画で円覚寺三門の復元整備を進めているところで
す。今年度は、三門本体２階部分の柱の最上部に設置
し、軒桁を支える突起22個の確保を行っているとこ
ろであります。
○赤嶺　昇 議長　新垣淑豊議員。
○新垣　淑豊 議員　ありがとうございます。
　ぜひ予算の確保をよろしくお願いいたします、知
事。ただ、焼失前に関しては、道路渋滞とかによって
緊急車両が通れないとか、そういったことがありまし
た。今も多くの観光客がいらっしゃってますけれど
も、オーバーツーリズム対策についての要望も地域か
ら上がっていると思いますけど、この辺りの対応をど
のようにされているのか教えてください。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　首里城周辺のオーバー
ツーリズムについてでございますが、コロナ禍前は、
一度に多くの大型バスが来園した際に、周辺道路にお
いて渋滞が発生するということがございました。そう
いったことを踏まえまして、現在検討しておりますの
は、まちづくり推進協議会において地区交通につきま
して、地域の方々と検討を重ねておりまして、そう
いったバスに起因する渋滞が発生しないような取組に
ついて検討しているところでございます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　新垣淑豊議員。
○新垣　淑豊 議員　観光庁のオーバーツーリズム対
策事業が予定されてますけど、ここについて取り組ん
でいただきたいんですけどいかがでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　オーバーツーリズム防止
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に関しまして、観光推進事業が公募されているという
ことにつきましては、承知をしております。令和８
年、首里城正殿が完成した際には、今以上の来園者が
見込まれますので、受入れ環境の整備増強または需要
の適切な管理、分散、平準化等について観光庁事業の
活用なども視野に入れて検討したいというふうに考え
ているところでございます。
○赤嶺　昇 議長　新垣淑豊議員。
○新垣　淑豊 議員　ぜひお願いします。
　農産物なんですけれども、コーヒーの話ちょっと難
しいよっていう話をされていましたけれども、コー
ヒーで既にもう１億超えている農家さんもいるという
話も聞いております。この辺の統計というのはしっか
り取られているのか教えてください。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時53分休憩
　　　午前11時53分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　県内のコーヒー栽培の状況ということで、栽培の生
産状況、市町村のほうから報告があります。令和４年
度は国頭村、東村、名護市、糸満市、久米島町から報
告がありまして、栽培面積1.27ヘクタールというこ
とで報告があります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　新垣淑豊議員。
○新垣　淑豊 議員　金額的なものは特に出てないで
すか。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　金額等については、持ち
合わせてございません。
○赤嶺　昇 議長　新垣淑豊議員。
○新垣　淑豊 議員　ありがとうございます。
　ぜひ、地理的にも優位性があると思っておりますの
で、これもしっかりと取り組んでいただきたいと思い
ますけどいかがでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　現在――ちょっと繰り返
しにはなるんですけれども、沖縄特産農産物のモデル
実証事業等々で調査しておりますので、市町村と連携
しまして、また可能性ということで、引き続き連携し
て新たな品目について検討してまいりたいと思いま
す。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　新垣淑豊議員。

○新垣　淑豊 議員　よろしくお願いいたします。
　家賃低廉化事業に進みますが、令和５年度当該事業
への当初配分は、要求額と比べてどのような状況に
なっていますか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時55分休憩
　　　午前11時55分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　令和５年度の家賃低廉化
事業でございますが、要望額が４億8300万円に対し
まして、配分は1100万円、2.4％の配分率ということ
になっております。
○赤嶺　昇 議長　新垣淑豊議員。
○新垣　淑豊 議員　非常に厳しい配分額になってま
すけれども、これ決算で多分、修正入ってくると思う
んですけれども、補正とかですね。この辺というのは
どういう見込みになっていますか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　令和５年度は先ほど申し
上げましたように、大変予算が厳しい状況ではござい
ますが、今後、住宅事業執行の際に不用額が生じた市
町村等がある場合には、再配分要望のある各市町村事
業の状況等を踏まえまして、適正に配分手続がなされ
るよう取り組んでまいりたいと考えているところでご
ざいます。
○赤嶺　昇 議長　新垣淑豊議員。
○新垣　淑豊 議員　ありがとうございます。
　ちょっと飛ばしましょうね。
　８番の県立病院に行きたいと思っておりますが、決
算委員会において令和４年６月にいろんなところを調
査して、知事部局と同じ給与システムだったところが
７割あったというふうに答弁ありましたけど、今後の
医師の働き方改革に向けて必要なのは勤怠管理のシス
テムであると思いますが、その利用をしているところ
はどの程度あるのか、調査されているか教えてくださ
い。
○赤嶺　昇 議長　病院事業局長。
○本竹秀光 病院事業局長　今、県立病院での、です
か。ありがとうございます。
　実際今、９月からテスト版を始めていまして、今、
県立北部病院と宮古病院ですけれども、特にこれもう
ほとんど医師の見るところが問題なので、先生方に来
てもらってかなり使いづらいということで、今、逐一
改修をずっとして先生方の意見を聞きながら、できる
だけ来年の２月というか――もう４月から医師の働き
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方改革始まりますので、それに間に合うようにとは
思っておりますが、これは多分恐らくオンゴーイング
で行かざるを得ないんだろうと思います。これは県立
病院だけじゃなくて、ほかもそういうことだろうとい
うふうには考えていますけれども、できるだけきちん
とデジタル化できて、勤怠管理をですね。特に医師の
場合は特殊ですので、管理職がきちんと見やすい、そ
ういうシステムに変えていかないといけないんだろう
というふうに思っております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　新垣淑豊議員。
○新垣　淑豊 議員　ごめんなさい。ちょっとかみ合
わないんですけれども、進めましょうね。
　令和４年の６月に調査をしたというふうに決算委員
会で答弁されていたんですけど、実は私が取得した県
立病院の給与班のメモがありまして、令和４年３月に
は知事部局の使用している総務事務システムを基に病
院仕様に改修して利用する流れということでつくられ
ておりました。これは、すみません、今の局長ではな
いとき、前の局長のときの話だと思いますけれども、
これちょっと本来は調査をした上で、このシステムの
構築を行うべきだったというふうに思っております
が、この点については何か問題がないのかということ
を教えていただきたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　病院事業局長。
○本竹秀光 病院事業局長　ありがとうございます。
　就任する前の話ではあるんですけれども、今議員の
質問に答えられるかどうか分かりませんけれども、た
だ、中部病院で院長をしているときに、かなりのその
事務職の――特に給与ですね。ずっと紙媒体でしたの
で、非常に負担があるということで、そういうシステ
ムを導入するという話を聞いて、かなり負担軽減する
んだろうというふうに思ってこちらに来ました。そこ
で今、実際どれぐらいの負担軽減されているか、今す
みません、ちょっと存じてはないんですけれども。
○赤嶺　昇 議長　新垣淑豊議員。
○新垣　淑豊 議員　実は、先ほど金額5128万7500
円というお話がありましたけれども、この金額実はＷ
ＴＯ案件になるわけです。なんですけれども、令和５
年の契約に関しては、沖縄県の公告に載っていたとい
うケースがありまして、ただちょっと私もまだ最終
的な確認はしていませんけれども、令和４年のこの
5128万7500円の件に関しては、公告に掲載されてい
ないのではないかというお話があります。これ総務部
長、ＷＴＯ案件のときにこの金額を超えて随契を結ぶ
場合は、県の公告に載せる必要があると思うんですけ

れども、この点の確認をぜひしていただきたいと思い
ます。これまで度々、県の事務体制について少し気に
なるところがありました。この件についても実は、少
し問題があるのではないかというふうに思っておりま
すので、ここはぜひ局長も――これは局長に就任する
前の話だと思いますけれども、今は責任者としてしっ
かりと確認をしていただきたいということをお願いを
申し上げまして、質問を終わります。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後０時１分休憩
　　　午後１時20分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　午前に引き続き、質問及び質疑を行います。
　仲村家治議員。
　　　〔仲村家治　議員登壇〕
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後１時20分休憩
　　　午後１時20分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○仲村　家治 議員　こんにちは。
　11月議会一般質問、会派沖縄・自民党の仲村でご
ざいます。
　本日は午前中、オスプレイの飛行禁止の意見書が全
会一致で採択されたおかげでしょうか。アメリカ政府
が先ほど、全世界のオスプレイ全機種飛行停止を発表
したそうです。委員長、副委員長、どこに要請行かれ
るか考えたほうがいいのではないでしょうか。
　それでは、質問通告書に基づいて質問をさせていた
だきます。
　１、知事の政治姿勢について。
　(1)、	地域外交の基本方針と戦略について伺う。
　(3)、	尖閣諸島周辺に中国が設置したブイの状況及
びブイの撤去を政府に要請すべきでないか伺う。
　(4)、	北朝鮮のミサイル発射に対しての県の対応と
自衛隊のＰＡＣ３の運用について伺う。
　２、令和６年度沖縄関係予算と税制改正について。
　(1)、	８月の概算要求額についての評価とその後の
要請活動の成果を伺う。
　(2)、	沖縄県市長会が単独で一括交付金の要請を
行ったが、その経緯を伺う。
　(3)、	次期沖縄関係税制改正の要請活動と現況につ
いて伺う。
　３、こども未来部の設置内容と意義について。
　４、国の補正予算で県内離島を中心とする無電柱化
整備費用が計上されたが、沖縄県と市町村の対応につ
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いて伺う。
　５、交通行政と人手不足について。
　(1)、	バス・タクシー等の運転手不足の状況と県と
しての対策について伺う。
　(2)、	人手不足が観光に及ぼす影響を伺う。
　(3)、	ライドシェア導入の検討状況について伺う。
　(4)、	県地域公共交通協議会の議論について伺う。
　６、沖縄ツーリズム産業団体協議会からの宿泊税制
度導入についての意見書の見解を伺う。
　７、日本・ベトナム外交関係樹立50周年につい
て。
　(1)、	沖縄県の交流の状況と経済・観光・人材交流
の将来展望について伺う。
　８、海の安心・安全について。
　(1)、	沖縄県の水難事故の現状（本年）の状況と過
去３年間のデータも含めて伺う。
　(2)、	水難事故に対して、知事公室、文化観光ス
ポーツ部、土木建築部、県警本部は、どのような対策
を行ったのか伺う。
　(3)、	次年度以降の水難事故の撲滅対策について知
事に伺う。
　９、我が党の代表質問との関連について。
　まず中川京貴議員の１の(2)のイ、来年度以降、国
として沖縄振興特別措置法に規定される５年目の見直
しに向けて、検証作業を進めるとしているが、県はど
のような対応をするのか伺う。
　２、同じく中川京貴議員の３の(2)、ＡＬＰＳ処理
水についてのモニタリングの成果などについて、どの
ような状況か伺う。
　次に、小渡良太郎議員の１の(ｳ)、海外事務所につ
いては南米への設置に前向きな答弁が９月議会であっ
たが、令和６年度以降、全体としてどのような設置計
画を持っているのか伺います。
　残り時間は再質問に充てたいと思います。
　よろしくお願いします。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
　　　〔玉城デニー　知事登壇〕
○玉城デニー 知事　仲村家治議員の御質問にお答え
いたします。
　こども未来部の設置内容と意義についてお答えいた
します。
　全ての子ども･子育て世帯をライフステージに応じ
て切れ目なく支援するには、幅広い取組が必要となる
ため、こども未来部に総合調整機能を新たに位置づ
け、子供施策に係る部内及び全庁の連携体制を強化
し、子供の貧困、児童虐待、ヤングケアラー等の対応

を強化するとともに、子供の権利擁護についてもス
ピード感を持って取り組んでまいります。
　沖縄県としましては、全ての子供たちが、夢や希望
を持って成長できる社会の実現、若者たちが、結婚、
妊娠・出産、子育てに夢や希望を感じられる社会の実
現、そして、女性が安心して、かつ自立して暮らせる
社会の実現などを目指してまいります。
　その他の質問につきましては、部局長から答弁させ
ていただきます。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
　　　〔溜　政仁　知事公室長登壇〕
○溜　政仁 知事公室長　１、知事の政治姿勢につい
ての中の(1)、地域外交の基本方針と戦略についてお
答えいたします。
　県では、沖縄県地域外交基本方針（仮称）の策定に
当たり、これまで先人たちが積み重ねてきた交流の歴
史や悲惨な沖縄戦の体験に基づく平和への強い思いを
基本とし、最新の国際情勢なども踏まえながら、今
後、沖縄県の多様な主体が国際的な活動に取り組む際
の基本的な方向性を示してまいりたいと考えておりま
す。また、地域外交の戦略については、来年１月の万
国津梁会議からの提言書を踏まえて取りまとめる予定
ですが、沖縄独自のソフトパワーと国際ネットワーク
を最大限に活用し、アジア太平洋地域の平和構築と相
互発展に貢献できるような方策を示してまいりたいと
考えております。
　同じく１(3)、中国が設置したブイの状況及び政府
への要請についてお答えいたします。
　去る11月16日の日中首脳会談において、岸田総理
大臣が、中国の習主席に対し、尖閣諸島をめぐる情勢
を含む東シナ海情勢について深刻な懸念を改めて表明
し、日本の排他的経済水域内に設置されたブイの即時
撤去を求めたことは承知しております。県は、これま
で機会あるごとに、尖閣諸島周辺の領海、排他的経済
水域内における安全確保について適切な措置を取るよ
う政府に求めております。
　同じく１(4)、北朝鮮のミサイル発射への県の対応
と自衛隊のＰＡＣ３の運用についてお答えいたしま
す。
　県では、去る11月21日に北朝鮮による人工衛星打
ち上げの事前通報があったことから、知事を本部長と
する危機管理対策本部を直ちに設置し、国、市町村等
との連携を図りながら、県民への注意喚起、被害状況
等の確認を行うなど、全庁を挙げて県民の安全・安心
の確保に取り組んだところであります。また、今年５
月の弾道ミサイル等の破壊措置命令に基づき、県内で
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は、ＰＡＣ３が那覇、宮古、石垣及び与那国の駐屯地
内に継続して展開されており、自衛隊によると、今回
の事前通報を受け、必要な態勢を取ったとのことで
す。
　次に８、海の安心・安全についての中の(2)、水難
事故防止に対する知事公室の対策についてお答えいた
します。
　知事公室では、水難事故の未然防止に資する施策と
してワーキンググループを設置しているほか、本年
７月に県広報誌への水難事故防止に関する情報の掲
載、８月14日に市町村における防災行政無線を活用
した離岸流等への注意喚起の依頼を行い、10月29日
には八重山圏域における観光客等避難訓練を実施しま
した。また、10月12日には教育委員会との共催によ
り、将来、教員や指導者を目指す高校生へ、自らが命
を守る方法として着衣泳「ういてまて」の講習を実施
するなど、水難事故防止に向けた多方面への取組を
行っております。引き続き、先進的な取組等の情報収
集を行い、関係機関と連携して水難事故防止の有効な
取組を検討してまいります。
　以上になります。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
　　　〔宮城　力　総務部長登壇〕
○宮城　力 総務部長　２、令和６年度沖縄関係予算
と税制改正についての(1)、概算要求の評価と要請活
動の成果についてお答えいたします。
　内閣府が行った令和６年度沖縄振興予算の概算要求
額は、沖縄県が要望した3000億円台に届かなかった
ことに加え、沖縄振興一括交付金についても、沖縄県
及び市町村が求めてきた所要額とかけ離れたものと
なっております。
　県においては、自見沖縄担当大臣が９月28日に来
県された際や、11月７日から９日にかけて、町村会
と連携しながら自見大臣をはじめとした関係要路へ要
請を行ってきたところです。11月29日には、国の総
合経済対策に係る沖縄振興関連の補正予算として、沖
縄振興公共投資交付金約39億円を含めた総額329億
円が措置されており、配慮をいただいたものと考えて
おります。
　同じく２の(2)、市町会の要請活動の経緯について
お答えいたします。
　国庫要請においては、令和２年度まで沖縄県、沖縄
県市長会及び沖縄県町村会がそれぞれ要請書を作成
し、合同で要請を行ってきましたが、令和３年８月の
国庫要請からは、県と市町村の共通の要望であること
をより明確にするため、連名による要請書に変更し、

今年８月の要請まで連名で行ってまいりました。今
回、11月上旬の要請においても、調整させていただ
いておりましたが、10月31日の市長会の臨時総会に
おいて、単独での要請を決定したと聞いております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
　　　〔金城　敦　企画部長登壇〕
○金城　敦 企画部長　２、令和６年度沖縄関係予算
と税制改正についての(3)、沖縄関係税制改正の要請
活動と現況についてお答えいたします。
　県は、８月と11月に、令和６年度税制改正の対象
となる沖縄型特定免税店制度、沖縄発電用特定石炭等
に係る石油石炭税の免除、沖縄電力の償却資産に係る
特例措置、揮発油税等の軽減措置の延長等に向け、関
係要路への要請を行いました。今般、これらの措置に
ついて、３年延長の方向で最終調整がなされていると
の報道があることは承知しておりますが、現時点で
は、いまだ税制改正大綱が決定されておらず、予断を
許さない状況と認識しております。
　県としましては、離島への石油製品輸送費補助の前
提にもなっている揮発油税等の軽減措置の延長は大変
重要であることから、同大綱決定まで、引き続き、緊
張感を持って取り組んでまいりたいと考えておりま
す。　
　次に５、交通行政と人手不足についての(1)、バ
ス・タクシーの運転手不足の状況と県の対策について
お答えいたします。
　県内の路線バス主要４社によると、バス運転手は、
コロナ前の861名から令和４年度末時点で758名と
なっており、約12％減となっております。また、タ
クシー運転手については、沖縄県ハイヤー･タクシー
協会によると、コロナ前の7374名から令和４年度末
時点で6400名となっており、約13％減っている状況
です。このため県では、各業界の運転手確保を促進す
るため、第二種免許取得や求人広報活動を支援してい
るところです。
　同じく５の(3)、ライドシェア導入検討についてお
答えいたします。
　ライドシェアについては、タクシーの運転手不足を
背景に、地域住民や観光客の移動ニーズを確保する代
替手段として、全国的な議論になっております。一方
で、一般ドライバーの運転技術や利用者の防犯等を不
安視する意見があることも承知しております。このた
め県では、タクシー業界がどのような形態のライド
シェアを望むのか、利用者のセキュリティーをどのよ
うに確保するのか等、沖縄県ハイヤー・タクシー協会
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と意見交換しながら研究を進めているところです。
　同じく５の(4)、沖縄県地域公共交通協議会の議論
についてお答えいたします。
　県では、人口減少や高齢化社会など、地域の暮らし
と産業を支える移動手段の確保に向けて、国、市町
村、交通事業者、利用者団体等で構成する沖縄県地域
公共交通協議会を設置したところです。同協議会で
は、路線バスの維持・確保や運転手の確保、基幹バス
の取組や観光二次交通結節点の必要性など、マイカー
に依存しない社会の構築に向けた施策を議論している
ところであり、令和５年度末までに沖縄県地域公共交
通計画を策定することとしております。
　次に９、我が党の代表質問との関連についての
(1)、見直しに向けた検証作業についてお答えいたし
ます。
　県においては、国が示した令和８年度中の検証結果
の取りまとめに向け、国との連携を図りながら、令和
７年度中には県の検証結果を取りまとめるよう作業を
進めることとしております。現在は、令和４年度のＰ
ＤＣＡの取りまとめ作業を行っているところです。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
　　　〔前川智宏　土木建築部長登壇〕
○前川智宏 土木建築部長　４、離島の無電柱化推進
について、お答えいたします。
　県では、離島地域の国道390号、平良久松港線及び
白浜南風見線等において、無電柱化事業を実施してお
ります。また、国が実施する沖縄離島無電柱化緊急対
策事業については、長時間かつ大規模停電の抑制にも
資する無電柱化を推進するため、沖縄の離島を対象
に、無電柱化を実施する際の電線管理者負担を軽減す
るための補助とのことであります。
　県としては、離島を含む全市町村が無電柱化推進計
画を策定できるように国や電線管理者と連携して支援
するとともに、無電柱化の加速化に取り組んでまいり
ます。
　次に８、海の安心・安全についての(2)のうち、土
木建築部における水難事故対策について、お答えいた
します。
　土木建築部では、海浜利用者に対して水難事故防止
の注意喚起を行う看板等の設置を行っております。今
年度は、沖縄県水難事故防止に係る検討会議ワーキン
ググループでの議論を踏まえ、海浜利用者が一目で海
の特徴や危険性を理解できる看板デザインの作成に取
り組んでいるところであります。
　次に同じく８の(3)、次年度以降の水難事故対策に

ついて、お答えいたします。
　県では、沖縄県水難事故防止に係る検討会議ワーキ
ンググループにおいて、水難事故に係る情報の整理や
効果的な施策の検討等を行っております。
　土木建築部としては、次年度以降も引き続き、本
ワーキンググループでの議論を踏まえながら、より効
果的な看板等の設置に取り組んでまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
　　　〔宮城嗣吉　文化観光スポーツ部長登壇〕
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　５、交通行政と
人手不足についての(2)、人手不足が観光に及ぼす影
響について、お答えします。
　貸切りバスについては、運転手不足に伴い、一部で
修学旅行のバスが確保できない事態が懸念されたた
め、県外の地域からバス運転手及びバスガイドを確保
する貸切りバス事業者に対し、支援しているところで
あります。また、タクシーについては運転手不足に伴
い、一部の場所や時間帯等によっては、タクシーの乗
車に時間を要する事例があると聞いております。
　県では、引き続き、バス協会やハイヤー・タクシー
協会など関係機関と連携し、観光客の移動手段の確保
や利便性向上に努めてまいります。
　６、沖縄ツーリズム産業団体協議会からの宿泊税制
度導入に係る意見書についての(1)、意見書に対する
見解についてお答えします。
　県では、沖縄が世界に誇れる観光リゾート地として
発展することを目指すとともに、県民生活と調和した
持続的な観光振興を図る観点から、観光目的税（宿泊
税）の導入に向けた検討を進めております。11月８
日に、ツーリズム産業団体協議会から、観光目的税制
度の導入に向けた意見書の提出があったところです。
これまでに観光関連団体等との意見交換で挙げられた
税の使途、税額設定の在り方等の論点のほか、意見書
で示されたシステム導入への対応、税導入後の運用体
制等についても、引き続き、同協議会等と協議の場を
設けて、詳細を整理してまいります。
　次に７、日越外交関係樹立50周年についての(1)、
ベトナムとの交流についてお答えします。
　沖縄とベトナムは、民間レベルを含め、経済・文
化・人的分野で交流が図られており、県では、ベトナ
ムに委託駐在員を配置し、沖縄の知名度向上や現地の
経済・貿易情報の収集、観光誘客等に取り組んでおり
ます。また、ＪＩＣＡ沖縄と連携し、県内高校生をベ
トナム等に派遣し、現地学生との交流による相互理解
の推進や国際協力活動を担う次世代の人材育成等に取
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り組んでいるところです。引き続き、ベトナムとの
様々な分野での交流を深めていきたいと考えておりま
す。
　次に８、海の安心・安全についての(2)のうち、水
難事故に対する文化観光スポーツ部の対策について、
お答えします。
　文化観光スポーツ部では、海のハザードマップシス
テム等の安全啓発ツールの周知や、ビーチ等に近づい
た利用者に携帯の位置情報から事故防止等に関する情
報発信を行っております。また、夏場の観光シーズン
では、ライフセーバー等による海の安全講習会を沖縄
本島圏域、宮古島圏域、八重山圏域の３エリア56か
所で実施し、約4400人の海浜利用者に対して、海の
危険性及びマリンレジャーを行う際の正しい知識につ
いて安全指導を行いました。引き続き、関係団体等と
連携しながら水難事故防止に係る取組を強化してまい
ります。
　次に９、我が党の代表質問との関連についての
(5)、南米連絡事務所の設置について、お答えしま
す。
　今年８月に照屋副知事がブラジルを訪問した際に、
ブラジル沖縄県人会から、沖縄県と南米の県系人の相
互で情報を共有するための南米連絡事務所の設置に係
る要望がありました。沖縄と南米との相互のニーズの
把握、交流促進や経済発展につなげる可能性調査を行
うこととしており、現在、調査項目等を検討しており
ます。南米連絡事務所の設置については、庁内関係部
局やＪＩＣＡ沖縄等関係機関と連携し、現地の沖縄県
人会と意見交換を重ねるとともに、調査の結果を踏ま
えて対応を検討してまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　警察本部長。
　　　〔鎌谷陽之　警察本部長登壇〕
○鎌谷陽之 警察本部長　８、海の安心・安全につい
ての御質問のうち(1)、県内の水難事故の状況につい
て、お答えをいたします。
　令和５年10月末現在の県内における水難事故は暫
定値として発生件数は96件で、前年同期比３件増
加。罹災者数は141人で同じく14人増加。死者数は
47人で同じく９人増加となっております。
　次に、過去３年間の水難事故は、令和２年が発生
件数85件、罹災者数103人、死者数が42人。令和３
年がそれぞれ94件、139人、45人。令和４年が106
件、143人、40人で過去３年間の発生件数、罹災者
数は全国ワーストで、死者数につきましては令和３年
は全国ワースト、令和２年と４年は全国で２番目に多

い数となっております。なお、参考といたしまして過
去３年間の県内における交通事故死者数は、令和２年
が22人、令和３年が26人、令和４年が34人、令和５
年10月末時点で32人となっており、いずれも水難事
故死者数が交通事故死者数を上回る状況となっており
ます。
　次に同じく８の(2)、水難事故防止対策についてお
答えをいたします。
　県警察では航空機等の公共交通機関において、事故
防止のアナウンスや空港でのリーフレット配布などの
広報啓発活動の推進、海浜等における遊泳者への注意
喚起を実施するとともに、本年６月に結成しました立
入調査強化チームにより、マリンレジャー事業者に対
する安全指導や立入調査の強化を図ってまいりまし
た。また、本年７月末から約２か月間、他県警察から
の特別派遣を受け、本島中北部、宮古島、八重山、両
地区において海浜警らを強化し、県民・観光客への水
難事故防止の呼びかけを行いました。さらに本年は、
ダイビング中の事案が増加したことを踏まえ、10月
及び11月に沖縄本島、八重山地区、宮古島地区のそ
れぞれにおいて、潜水業者安全対策会議を開催し、各
地区内のダイビング協会などの関係機関団体と事故防
止に向けた情報共有を図ったところでございます。
　県警察としましては、今後も水難事故の発生状況を
注視し、適時・適切な事故防止対策を推進してまいり
たいと考えております。　
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
　　　〔前門尚美　農林水産部長登壇〕
○前門尚美 農林水産部長　９、我が党の代表質問と
の関連についての(4)、ＡＬＰＳ処理水の海洋放出に
伴う本県水産品の輸出への影響と現状について、お答
えいたします。
　令和５年８月24日におけるＡＬＰＳ処理水の海洋
放出を受け、中国政府は同日より、日本からの水産物
の全面輸入停止措置を取っております。これにより、
本県から中国向けに輸出されていたモズク類も輸出が
できなくなっております。事業者への聞き取りによる
と、現時点では、県内外に販売しつつ、中国側の動向
を注視しているとのことであります。なお、東京電力
ホールディングス株式会社の公表資料によると、処理
水の放出期間中のモニタリング結果は、放出前の値と
同等であり、変動がないことを確認しているとのこと
であります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　仲村家治議員。
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○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後１時50分休憩
　　　午後１時50分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○仲村　家治 議員　御答弁ありがとうございまし
た。
　まず我が党関連の、ＡＬＰＳ処理水について再質問
させていただきます。
　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後１時51分休憩
　　　午後１時51分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○仲村　家治 議員　(パネルを掲示）　ただいまパネ
ルに表示したのは、2021年11月に我が会派のメンバー
を代表して一回生のフレッシュ会のメンバー、そして
末松顧問と一緒に東北の震災、ちょうど10年目に当た
りましたので視察に行ったときの写真でございます。
これは福島の原発の視察の際の写真ですけれども、こ
れが第１号炉、これが第２号炉ということでもう中に
入って視察ができる状況であります。その際、東京電
力の方々から説明を受けたんですけれども……。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後１時52分休憩
　　　午後１時52分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○仲村　家治 議員　タブレットには、すみません、
私が小瓶を持っている写真が載っていて――そうで
す、載っていると思います。これが処理水のボトルで
ございまして、この全員が、このボトルを東京電力の
方から説明を受けて持ったんですけれども、今全員ピ
ンピンしております。ということは、何の影響もな
かったという証明であると思いますけれども、まあ農
水部長からも何もモニタリングでも影響がないという
話であります。
　知事、ぜひ、沖縄県の水産物の中で特にモズクが輸
入禁止になっているということですので、知事は駐日
中国大使とも個別にお会いしていると聞いております
ので、まず第一歩として、沖縄のモズクをぜひ解禁し
てほしいということを要請してはどうでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　県では、全国生産１位を誇るモズクを沖縄ブランド
の一つとして位置づけ、その安定生産や計画出荷がで
きる拠点産地の育成などにより、生産供給体制の強化
に努めているところであります。そのためＡＬＰＳ処

理水の海洋放出に伴う中国政府の水産物輸入禁止措置
が解除された場合には、速やかにモズクの輸出が再開
できるよう、輸出事業者等の支援に取り組む必要があ
ると考えております。
　県としましては、漁業関係団体や流通事業者等との
連携を強化しながら、中国向けモズク輸出のさらなる
促進に努めてまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　仲村家治議員。
○仲村　家治 議員　知事も手を挙げておりましたの
で、知事からも答弁をお願いします。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　まさに今、農林水産部長が答弁
をさせていただきましたけれども、このモズク類の出
荷に向けて生産の供給体制をしっかり整えて、折あれ
ばぜひ沖縄産のモズクを解禁していただきたいという
ことも要請をしたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　仲村家治議員。
○仲村　家治 議員　ぜひお願いします。
　モニタリングでも何ら変化がない。そして、私たち
フレッシュ会もみんな元気でありますので、何の影響
もないというあかしだと思いますので、ぜひよろしく
お願いいたします。
　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後１時55分休憩
　　　午後１時55分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○仲村　家治 議員　（パネルを掲示）　我が会派の
島袋会派長から今朝質問がありましたけれども、実は
この11月にかけて、沖縄関係の税制改正の山場があ
りまして、会派長は当初会派の視察でベトナムに行く
予定でしたけれども、急遽税制改正の揮発油税の件で
大変厳しい状況があって、その会派視察もキャンセル
して、東京に連日要請に入っておりました。
　質問ですけれども知事、中央の方を御存じでしょう
か。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後１時56分休憩
　　　午後１時56分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　玉城知事。
○玉城デニー 知事　宮沢税制調査会長だと思いま
す。
○赤嶺　昇 議長　仲村家治議員。
○仲村　家治 議員　総務部長がそっと教えておりま
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したので、即答できなかったということはそのぐら
い、宮沢税調会長の――即答できない。
　我が島袋会派長は、とにかく何度も何度も足を運ん
で、この沖縄の税制をどうにかしてくれと走り回って
おりました。この揮発油税に関係して、沖縄県はどな
たが上京して自民党の税制の関係者にお会いしたか、
答弁をお願いいたします。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
○金城　敦 企画部長　沖縄県では８月と11月に税政
関係の要請をしております。８月には甘利自民党税制
調査会顧問に要請をしております。また、11月には
林芳正自民党税制調査会小委員長、加藤勝信自民党税
制調査会小委員長代理に要請をしてございます。
○赤嶺　昇 議長　仲村家治議員。
○仲村　家治 議員　その際、どなたか東京の国会事
務所を経由してアポを取ったのでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
○金城　敦 企画部長　お答えいたします。
　アポについては、沖縄県東京事務所を通して取らせ
ていただきました。
○赤嶺　昇 議長　仲村家治議員。
○仲村　家治 議員　（パネルを掲示）　これは官房
長官に、自民党県連の島袋幹事長、また県選出の国会
議員が要請をしたシーンなんですけれども、このほか
党の沖縄振興調査会にも要請をしたと聞いておりま
すけれども、特に11月14日の自民党の沖縄振興調査
会、その際はどなたが県として、その会に参加したん
でしょうか。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
○金城　敦 企画部長　自民党沖縄振興調査会の沖縄
県税制要望の説明については、池田副知事が対応して
います。
○赤嶺　昇 議長　仲村家治議員。
○仲村　家治 議員　大変厳しい意見が飛び交ってい
たと我が党の島袋幹事長から聞いておりますけれど
も、幹事長は、揮発油税に関して大変財務省は厳しい
というお話を聞いて、私は片道切符で今来ております
と。このままじゃ帰れませんと。大変厳しい状況に置
かれているということを切々と関係議員にこう訴えて
いたと聞いておりますけれども、池田副知事、その
際、島袋大幹事長のこの辺の切実さをどう感じたか教
えていただけますでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　池田副知事。
○池田竹州 副知事　国庫要請、そして沖振調――知
事は那覇港管理組合の議会があって参加できないとい
うことで、私が知事の代わりに、あと経済界からは石

嶺議長が、やはり主として揮発油税の軽減を求める発
言をさせていただきました。その沖振調の会場の場に
おいても、島袋幹事長のほうから、県民の思い、そし
て継続にかける大変強い思いと、あと片道分しか航空
券は手配してませんと。これのめどがつくまでは帰ら
ないつもりですというような御発言もあって、相当な
思いを持って取り組まれているというのは感じたとこ
ろです。
○赤嶺　昇 議長　仲村家治議員。
○仲村　家治 議員　あと、実は11月14日、那覇港管
理組合の議会の初日で、一般質問の日であったんです
けれども、その数日前に常勤の副管理者から港湾議
会の議長に、14日に知事は上京したいというお話が
あったということで、いやそれはまずいだろうという
議長の話で、それはなくなったそうなんですけれど
も、実際にそのような申入れをしたという事実はある
んでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
○金城　敦 企画部長　知事は出席したいということ
で、私が那覇港管理組合の副管理者を通じて、議長に
申入れをしたところです。調整を行っていただいたと
ころです。
○赤嶺　昇 議長　仲村家治議員。
○仲村　家治 議員　確認します。要は、14日は那覇
港管理組合議会を休んで、東京に行きたいという申入
れをしたということですか。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
○金城　敦 企画部長　午前中の那覇港管理組合の議
会に出て、質問を受けて、午後から上京できないかと
いう調整をさせていただきました。
○赤嶺　昇 議長　仲村家治議員。
○仲村　家治 議員　県議会に、那覇港管理組合に
行っている県の代表の議員がおります。大変失礼な話
だと思っております。要は、午前中は出て、午後から
の質問には管理者は答弁しないで、そのようにしてほ
しいということを申し入れた自体、私は那覇港管理組
合の議会を軽視しているとしか思わないんですけど、
そうは思わなかったんでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　当然議会は日程として、もう既
に開会の日付が付されていますので、当然開催される
ということは、もちろん承知をしておりました。た
だ、そのようにスケジュールの調整が可能かどうかと
いうことを確認をさせていただいて、それはできませ
んということでしたので、承知いたしましたというこ
とで、池田副知事に振興調査会に参加をしていただい
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たという経緯となっております。
○赤嶺　昇 議長　仲村家治議員。
○仲村　家治 議員　要は、調整の意味で言ったとい
うんですけれども、この辺は大変――独立した議会を
軽視しているとしか言いようがない。また、14日に
沖縄振興調査会がやるというのは大分前から分かって
いたことであり、那覇港管理組合の議運が始まる前
に、その調整をすればどうにかできたのではないかと
思うんですけど、この辺の調整は、やろうという調整
はできなかったんですか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時５分休憩
　　　午後２時５分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　企画部長。
○金城　敦 企画部長　県に知事への文書が来たの
が、ちょっとかなり振興調査会に近づいてからであっ
たものですから、調整ができるかどうか確認をしたと
ころでございます。
○赤嶺　昇 議長　仲村家治議員。
○仲村　家治 議員　確認をしたということをおっ
しゃってるんですけれども、議長に、副管理者は打診
をしたと。議長は当然もう議運でも決まっていること
であり、それは無理だという話をしているので、調整
という言葉は若干おかしいんじゃないですかね。もし
かしたら受け入れられるかということでやったかもし
れないんだけれども、議長としては大変失礼なお話だ
ということで、私にも連絡がありましたけれども、い
やもうそれは那覇港管理組合の問題だから、あとはも
う勝手にさせればいいんじゃないかと言ったんですけ
れども、万が一、それが許されたとしたら大問題に
なっていると思うんですけれども、その辺の反省すべ
き点はなかったかどうか。企画部長、こういう状況の
中でそういう打診をしたということを今の段階で反省
すべきだと思うんですけど、どうでしょうかね。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　岡田前沖縄担当大臣が振興調査
会会長に就任され、ぜひ知事に出席していただけない
かという、そういう申入れもあったということもあり
まして、ではまず確認をさせてくださいということを
申し上げた次第です。
○赤嶺　昇 議長　仲村家治議員。
○仲村　家治 議員　もう済んだことですので、これ
以上お話しすることはありません。
　続きまして、ベトナムとの関係なんですけれども、
会派でベトナムに、ハノイでしたけれども行ってきま

した。もう活気があふれたハノイの街でＪＩＣＡ等関
係者と意見交換しながら、沖縄に対してベトナム人は
大変親近感を覚えていると。また、沖縄の企業、特に
琉球ガラスとかが来ていらっしゃると。お互いの交
流、また留学生等々の受入れ等も大変活発であるとい
うことで、ぜひもっとベトナムと交流をすべきだと
思っております。聞くところによると、愛媛、福岡、
北海道、静岡の何県かは知事自らがトップセールスで
物産展、またチャーター便、直行便の依頼をしている
ということで、それが実現しているそうです。
　知事、この平和外交の面でぜひ台湾の次はベトナム
に訪問して、その辺の交流を深めていく意味でぜひベ
トナムを訪問して、この物産、また人との交流を推進
してほしいんですけど、どうでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　私のトップセールスにつきまし
ては、その沖縄と関係性の深い、特に東南アジアの
国々はぜひとも訪問したいところではありますけれど
も、他方で、他の地域外交の日程もありますので、ス
ケジュールを調整をしながら、ベトナムにもぜひ訪問
ができるタイミングをつくりたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　仲村家治議員。
○仲村　家治 議員　ぜひお願いいたします。
　それでは、私がずっと当選以来、海の安心・安全に
ついて質問をしてきました。今年度から、ようやく各
部局の対策が目に見える形で出てきたのかなと思って
評価はしておりますけれども、ただ、先ほど県警本部
長からありましたように、どうしてもこの３年、死亡
者数も40人以上、ワーストワン、２位、そして今年
度も10月現在で去年よりも９名増えているというこ
とで、知事、次年度の予算の中で、この水難事故死亡
者数の撲滅という形で、ぜひ予算を組んでほしいんで
すけれども、知事の見解をよろしくお願いします。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　県では、令和５
年度に前年度に作成したポータルサイトなどの海の安
全啓発ツールの周知であるとか、あるいはビーチでの
安全講習会の実施、それから意見交換会の開催、マリ
ンレジャー事業者向けの安全対策セミナーなどの実施
を行っているところです。次年度もこういった取組を
継続するとともに、ライフセーバーを活用した海の安
全講習会につきましては、活動期間や内容を拡充して
実施してまいります。引き続き、観光客あるいは県民
の水難事故の要因を特定するためのデータの分析と関
係団体との意見交換を行いながら、有効な対策を継続
していきたいと考えております。
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　以上です。
○赤嶺　昇 議長　仲村家治議員。
○仲村　家治 議員　知事、この３年間、減るどころ
か死亡者数が交通事故よりも多い。その責任は、県が
大変大きな重責を担っていると思うんですけれども、
来年はぜひ水難事故死者数を減らす意味で、知事の決
意をお聞かせください。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　安全・安心なマリンレジャーを
楽しんでいただくということは、県民はもちろん、沖
縄県に来訪される方々にも我々ができるだけ提供すべ
き必要な対応であろうと思っております。先ほども文
化観光スポーツ部長からありましたけれども、来年も
ライフセーバー等による海の安全講習会などを行い、
なおかつハザードマップ等の安全啓発ツールなどの周
知を徹底していって、ぜひマリンレジャーを楽しむ皆
さんも海の状況を把握していただきながら、本当に双
方が安全・安心にこのマリンレジャーを楽しめるとい
うことについて、さらなる検討を加えながら徹底して
まいりたいというように考えております。
○仲村　家治 議員　じゃ、よろしくお願いいたしま
す。以上です。
○赤嶺　昇 議長　仲田弘毅議員。
　　　〔仲田弘毅　議員登壇〕
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時13分休憩
　　　午後２時13分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○仲田　弘毅 議員　改めて皆さん、こんにちは。
　会派沖縄・自民党の仲田でございます。
　通告に従い、所見を交えながら一般質問を行いま
す。
　１、知事の政治姿勢について。
　年度末の一番重要な政治課題は、次年度の沖縄振興
関係予算と税制改正についてであります。補正予算と
次年度予算編成とは、ある意味で一体であるというふ
うに考えております。令和６年度概算要求が2920億
円。その額から前倒しで予算をつけていく。これが補
正予算の役割だと推測もしております。これから次年
度の沖縄関係予算については、12月末に向けて議論
が活発に行われるものだと考えております。
　そこでお聞きします。
　(1)、	令和６年度沖縄関係予算について。
　ア、今国会で可決されました補正予算沖縄分の額
と、その内容を伺います。
　イ、次年度の概算要求から補正予算分が前倒しされ

るという認識ですが、知事の評価と見解をお聞かせく
ださい。
　ウ、令和５年度の2679億円から、令和６年度予算
がどう編成されるのか、当局の御意見をお聞かせくだ
さい。
　(2)、	税制改正について。
　ア、今年度の税制改正は、観光、電気、ガソリンに
関する３分野の４件だと考えております。内容をお聞
かせください。
　イ、知事をはじめ当局も11月に要請活動を行なっ
てきておりますが、その際の反応と現在の状況を伺い
たいと思います。
　２、自然災害について。
　(1)、	琉球海溝や南海トラフ地震について。
　世界各地において、地震、津波を含む自然災害が発
生し、家屋倒壊や土砂崩れなど、人的被害も少なくあ
りません。先日はインドネシアの火山爆発による津波
警報やフィリピン・ミンダナオ島沖での地震、津波の
報道もあったばかりであります。また、去る11月５
日は、世界津波の日にちなんで、各地における避難訓
練も一斉に行われました。近年、沖縄県では、大きな
地震、津波はありませんが、政府の地震調査委員会で
は、南西諸島周辺でマグニチュード８クラスの巨大地
震が発生する可能性が指摘されております。
　そこで伺います。
　ア、沖縄県への影響・被害想定に対する県の考えを
お聞かせください。
　イ、地震発生後、沖縄県内へのＪアラートシステム
について伺います。
　ウ、自主防災組織と役割、その組織率を伺います。
　(2)、	台風災害における無電柱化について。
　今年８月に甚大な被害をもたらした台風６号は、ま
だ記憶に新しいところであります。県内34市町村、
約21万5600戸が停電し、一部の地域では約177時
間、１週間に及び県民生活に大きな影響を与えまし
た。その中でも電柱の倒壊は、離島各地域において復
旧作業の大きな妨げになったことは言うまでもありま
せん。台風銀座と言われる常襲地帯である本県の課題
は、停電対策であると言われてきました。幸いにも、
先日、今国会でデフレ完全脱却を目的とした補正予算
の中で、ハード交付金を活用した県内離島を中心とす
る無電柱化推進事業や緊急対策事業の予算が確保され
ております。
　そこで伺います。
　ア、本県の無電柱化の進捗状況をお聞かせくださ
い。
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　イ、離島地域における無電柱化について、県の対策
を伺います。
　３、医療関係団体への交付金について。
　政府の経済対策の裏づけとなる2023年令和５年度
補正予算案が去る11月２日に閣議決定され、29日に
衆参両院において可決されました。現下の総合経済対
策において、重点支援地方交付金という事業推進メ
ニューが増額決定されております。現下の物価高は、
県民生活のみならず医療関係団体にも大きな影響を与
えているとの報告もありました。
　そこでお聞きします。
　(1)、	重点支援地方交付金の事業推進について。
　ア、重点支援地方交付金の内容についてお聞かせく
ださい。
　イ、同交付金支援の対象はどうか伺います。
　４、教育行政について。
　教育は国家百年の大計、教育を通して人材の育成を
なす。人材育成がいかに大事であり、国・県の根幹を
担う大事業の一つであることは言うまでもありませ
ん。また、教育は沖縄県の発展に大きく寄与してきた
ことも事実であります。そして、教育が本県の将来を
担う子供たちを育成し、その使命をしっかりと果たす
ことができる体制をつくるのは、私たち大人の大きな
使命であると考えております。
　以下、質問を行います。
　(1)、	不登校問題について。
　ア、県内小・中・高校の不登校生徒の現状につい
て、御説明をお願いします。
　イ、本県と全国の比較はどうなっていますか。
　ウ、不登校の要因を伺います。
　(2)、	少年犯罪について。
　ア、少年による薬物乱用についてお聞かせくださ
い。
　イ、少年による強盗・傷害事件について伺います。
　我が党関連については、取り下げます。
　以上であります。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
　　　〔玉城デニー　知事登壇〕
○玉城デニー 知事　仲田弘毅議員の御質問にお答え
いたします。
　知事の政治姿勢についての御質問の中の(1)のイ、
沖縄振興関係補正予算の評価等についてお答えいたし
ます。
　国の令和５年度補正予算のうち、沖縄振興関連とし
て、約329億円が計上されました。沖縄振興公共投資
交付金について、昨年度に引き続き補正計上いただ

くとともに、補正後の予算額が3000億円台となるな
ど、沖縄県が要望してきた内容について一定の配慮を
いただいたものと認識をしております。
　今回の補正予算に伴う次年度当初予算額への影響に
ついて現段階で予測することは困難でありますけれど
も、沖縄県としましては、引き続きあらゆる機会を捉
え、市町村との共通の思いである沖縄振興予算、とり
わけ沖縄振興一括交付金の増額確保に向けて、取り組
んでまいります。
　その他の質問につきましては、部局長から答弁をさ
せていただきます。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
　　　〔宮城　力　総務部長登壇〕
○宮城　力 総務部長　１、知事の政治姿勢について
の(1)のア、沖縄振興関係補正予算についてお答えい
たします。
　国の令和５年度補正予算のうち、沖縄振興予算関
連として約329億円が措置されており、その内訳とし
て、沖縄振興公共投資交付金に約39億円、その他防
災・減災、国土強靱化に資する公共事業費に約132億
円、離島の無電柱化促進支援に約１億円、沖縄健康医
療拠点整備に約110億円、ＯＩＳＴの研究機器等の整
備支援に約26億円、沖縄振興開発金融公庫に対する
補給金に約21億円が計上されております。なお、離
島を含めた無電柱化関連予算は、沖縄振興公共投資交
付金その他公共事業関係費含め、約15億円以上が措
置される見込みとなっております。
　同じく１の(1)のウ、令和６年度沖縄振興予算の編
成についてお答えいたします。
　内閣府の令和６年度の沖縄振興予算の概算要求額
は、総額約2920億円に加え、防災・減災、国土強靱
化のための５か年加速化対策等に必要な経費等を事項
要求しております。
　県においては、総額3000億円台の沖縄振興予算の
確保及び沖縄振興一括交付金のさらなる増額確保につ
いて要請しており、自見沖縄担当大臣からは、重要な
予算と認識している。財務当局に対し、しっかり対応
していきたいとの御発言もいただいたところです。今
後もあらゆる機会を捉え、沖縄振興予算の増額確保に
向けて取り組んでまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
　　　〔金城　敦　企画部長登壇〕
○金城　敦 企画部長　１、知事の政治姿勢について
の(2)のアと(2)のイ、今年度の税制改正の内容と現在
の状況についてお答えいたします。１の(2)のアと(2)
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のイは関連しますので、一括してお答えいたします。
　県は、８月と11月に、令和６年度税制改正の対象
となる沖縄型特定免税店制度、沖縄発電用特定石炭等
に係る石油石炭税の免除、沖縄電力の償却資産に係る
特例措置、揮発油税等の軽減措置の延長に向け、関係
要路への要請を行いました。今般、これらの措置につ
いて３年延長の方向で最終調整がなされているとの報
道があることは承知しておりますが、現時点では、い
まだ税制改正大綱が決定されておらず、予断を許さな
い状況と認識しております。
　県としては、同大綱決定まで、引き続き緊張感を
持って取り組んでまいりたいと考えております。
　次に３、医療関係団体への交付金についての(1)の
ア、重点支援地方交付金の内容についてお答えいたし
ます。
　国の重点支援地方交付金は、物価高騰の影響を受け
た生活者や事業者に対し、地方公共団体が地域の実情
に応じてきめ細やかに支援できるよう措置されたもの
となっております。同交付金は、低所得世帯への給付
に加え、子育て世帯等の生活者に対する支援、医療・
介護等の施設、農林水産業、交通・物流・観光業等の
事業者に対する支援が対象となっております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
　　　〔溜　政仁　知事公室長登壇〕
○溜　政仁 知事公室長　２、自然災害についての中
の(1)のア、琉球海溝地震・南海トラフ地震の被害想
定に対する県の考えについてお答えいたします。
　内閣府の令和元年６月の公表によれば、南海トラフ
地震による県内の被害想定に関しては、死者数は20
人、建物全壊が90棟とされております。また、平成
25年度沖縄県地震被害想定調査における、琉球海溝
を震源とする沖縄本島南東沖地震３連動の死者数は、
約１万1000人、建物全壊が約５万8000棟となってお
ります。予測された被害を効果的に軽減するため、県
では、沖縄県総合防災訓練をより実践的な内容とし、
八重山圏域において、救出・救助医療避難訓練、物資
輸送・拠点運営訓練、遺体収容施設運営訓練等を実施
したほか、県全域に緊急速報メールを配信して沖縄県
広域地震・津波避難訓練を実施いたしました。引き続
き、市町村等関係機関と連携し、県民への周知や訓練
広報の充実など防災対策の強化に取り組んでまいりま
す。
　同じく２の(1)のイ、地震発生後のＪアラートにつ
いてお答えいたします。
　Ｊアラート（全国瞬時警報システム）は、対処に時

間的余裕のない事態に関する情報を緊急速報メールや
市町村防災行政無線等により、伝達するシステムのこ
とであり、大規模な地震については、緊急地震速報が
配信され、その後、状況に応じて津波または大津波警
報が瞬時に配信されることとなっております。
　同じく２(1)のウ、自主防災組織の役割と組織率に
ついてお答えいたします。
　自主防災組織の活動は、平時は、防災知識の普及、
地域の災害危険の把握、防災訓練の実施等があり、災
害時は、情報の収集・伝達、出火防止・初期消火、住
民の避難誘導、負傷者の救出・救護、給食・給水等の
活動が挙げられます。令和４年４月１日現在の自主防
災組織率は、昨年同時点と比較して全国は0.3ポイン
ト上昇の84.7％、県内は3.4ポイント上昇の40.6％と
なっており、引き続き組織率の向上は課題であること
から、その取組について市町村と連携して実施してま
いります。
　以上になります。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
　　　〔前川智宏　土木建築部長登壇〕
○前川智宏 土木建築部長　２、自然災害についての
(2)のア、無電柱化の進捗状況についてお答えいたし
ます。
　無電柱化については、防災性の向上や良好な景観の
形成等を目的としております。県内において、令和
６年度までの整備目標約180キロメートルに対して、
令和４年度末までに約172キロメートルが完了してお
り、無電柱化率は全国８位、九州では１位となってお
ります。
　次に、同じく２の(2)のイ、離島地域における無電
柱化についてお答えいたします。
　県では、離島地域の国道390号、平良久松港線及び
白浜南風見線等において、無電柱化事業を実施してお
ります。また、国が実施する沖縄離島無電柱化緊急対
策事業については、長時間かつ大規模停電の抑制にも
資する無電柱化を推進するため、沖縄の離島を対象に
無電柱化を実施する際の電線管理者負担を軽減するた
めの補助とのことであります。
　県としては、引き続き無電柱化に取り組んでまいり
ます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　保健医療部長。
　　　〔糸数　公　保健医療部長登壇〕
○糸数　公 保健医療部長　３、医療関係団体への交
付金についての(1)のイ、医療関係団体への支援の対
象についてお答えします。
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　県では、物価高騰の影響を受けている医療施設等を
対象として、６月補正予算に事業費５億891万5000
円を計上し、ガス・燃料費等の高騰分に対する支援を
行うこととしており、対象施設は、病院、医科診療
所、歯科診療所、薬局、柔道整復施術所、はり・あん
ま・きゅう施術所となっております。また、今般追加
された国の経済対策を受け、食材料費の高騰分に対す
る支援を追加するなど、支援内容の拡充を検討してお
ります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
　　　〔半嶺　満　教育長登壇〕
○半嶺　満 教育長　４、教育行政についての中の(1)
のア、不登校児童生徒の現状、要因についてお答えい
たします。４の(1)のアから４の(1)のウは関連します
ので、恐縮ですが一括してお答えいたします。
　令和４年度問題行動等調査によりますと、沖縄県の
1000人当たりの不登校児童生徒数は、小中学校で全
国31.7人に対し38.1人、高等学校で全国20.4人に対
し、25.5人といずれも全国平均を上回り、年々増加
傾向にあり、喫緊の課題と認識しております。不登校
の背景や要因は多様であるため、特定することが困難
でありますが、教育機会確保法の趣旨の浸透や新型コ
ロナウイルス感染症等の影響も増加の要因の一つと捉
えております。
　県教育委員会としましては、昨年度より校内自立支
援室事業を実施し、学校内の空き教室を活用した不登
校児童生徒等への学習支援を市町村教育委員会と連携
して取り組んでいるところです。引き続き、全ての児
童生徒が安心して過ごせる魅力ある学校づくりを推進
してまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　警察本部長。
　　　〔鎌谷陽之　警察本部長登壇〕
○鎌谷陽之 警察本部長　４、教育行政についての御
質問のうち(2)のア、少年による薬物乱用についてお
答えをいたします。
　県内の過去３年間における少年の薬物検挙・補導
人員は、令和２年中26人、令和３年中43人、令和４
年中28人となっており、高い水準で推移しておりま
す。本年10月末現在では27人と前年同期と比較して
３人増加しており、厳しい状況であると認識をしてお
ります。また、本年５月には、本島中部において、中
学生１人が大麻所持違反で逮捕される事案が発生して
おり、県内において大麻と薬物乱用の若年齢化が懸念
されるところであります。

　県警察といたしましては、若年層における乱用拡大
等の実態を踏まえて、引き続き薬物の供給源の遮断、
取締りを強化するとともに、県教育庁と連携し薬物乱
用防止教室の拡充を図るなど、児童生徒の薬物乱用防
止対策を強力に推進してまいります。
　次に、同じく４の(2)のイ、少年による強盗・傷害
についてお答えいたします。
　県内の過去３年間における少年の強盗事件の検挙・
補導人員は、令和２年と令和３年中はございません
が、令和４年中は検挙６人と増加をしております。本
年10月末現在における少年の検挙人員は10人と前年
同期と比較して６人増加しており、また、この10人
のうち８人が被害者に傷害を負わせた強盗傷人の罪で
検挙をされております。刑法犯少年に占める中学生の
割合は高く、再犯者の率や共犯率が全国平均と比べて
高いなど、当県の少年非行の状況は憂慮すべき情勢に
あります。
　県警察としましては、関係機関との連携を一層強化
し、少年の規範意識を高めることを目的とした非行防
止教室の開催や少年警察ボランティア等と連携しまし
た居場所づくり、再非行防止のための立ち直り支援に
取り組んでまいりたいと考えております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　仲田弘毅議員。
○仲田　弘毅 議員　御答弁ありがとうございまし
た。
　まずは最初に、沖縄関係予算について再質問を行い
ます。
　次年度の沖縄振興予算については、我が会派の中川
議員からも代表質問の中で答弁がありました。今般の
補正予算と次年度の当初予算の関係について、まず
は、財政当局として、どう捉えているかお聞かせくだ
さい。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　先ほど議員から、補正予算と
次年度当初予算がセットでというお話がございまし
た。昨年度もハード交付金については29億円措置し
ていただいたところで、当初予算の行方を非常に懸念
しておったんですけれども、８月の概算要求どおりの
満額を確保していただいたところでございます。ハー
ド交付金については、特に県、市町村、事業の進捗が
非常に遅れているということで、再三、様々な資料を
用いて丁寧に説明してきたところでございます。今回
39億円の補正予算が措置されましたけれども、当初
予算についても要求額の満額確保、あるいはそれ以上
の額の確保を期待しているところでございます。
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○赤嶺　昇 議長　仲田弘毅議員。
○仲田　弘毅 議員　今回、補正予算、先ほど知事か
ら329億の沖縄配分であるというお話がありました。
その沖縄配分は、概算要求から減額もあり得るという
ふうに認識してよろしいでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　以前には、公共事業ではない
んですけれども、概算要求した額があって、その後補
正予算の額が措置されて、その分、概算要求、つまり
次年度当初予算から減額されたという例はあると承知
しているところでございます。
○赤嶺　昇 議長　仲田弘毅議員。
○仲田　弘毅 議員　今回、ハード交付金39億の予算
がついておりますけれども、これ、もし減額の対象に
なるということになると、市町村が今現在大変財政で
逼迫しているという中において、この影響が懸念され
るわけですが、そういったことについて何かコメント
はありますか。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　ハード交付金の市町村への配
分に当たっては、今回物価高騰分として13億円、令
和５年度予算よりも13億円増額して概算要求をいた
だきました。仮にこれがそのまま満額措置されれば、
この増額分は全て市町村分に配分するという方向で今
考えております。一方で、減額した場合なんですが、
できる限り市町村の影響が小さいような配分の方法を
考えないといけないというふうに思っているところで
す。というのは、県事業――これまで例えば令和３年
度から令和４年度に100億近くハード交付金が減額し
て、全て県分でこれを――市町村分の額はそのままの
水準で、県分でそれを受け入れたものですから、県事
業の遅れがもう顕著になった。そのため、それぞれの
箇所の市町村長の皆様から、県事業の遅れはどうなっ
ているのだという強いお叱りもいただいておりますの
で、この県事業のバランスも考えながら、市町村の配
分について検討していきたいというふうに考えており
ます。
○赤嶺　昇 議長　仲田弘毅議員。
○仲田　弘毅 議員　知事、ぜひ知事の答弁をお願い
したいんですが、事項要求の中で防災・減災、国土強
靱化の要請をしているわけですが、その中において、
私たちが俗に言う、公共インフラ整備の中の空港・港
湾の問題があるんですが、その事項要求の中での対応
ということについて、知事のお考えはどういった考え
でしょうか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。

○玉城デニー 知事　先ほど総務部長からも県の予算
を市町村分に振り分けているために、県事業が立ち後
れている。それを市町村の首長さんからも、ぜひ県事
業も進めていただきたいというような要望もあるとい
うことで、我々としても、この予算の配分について
しっかりと納得いただけること、そして、双方がこの
防災・減災、国土強靱化について、立ち後れることな
く事業が進めていけるように協力していきたいという
ように思います。
○赤嶺　昇 議長　仲田弘毅議員。
○仲田　弘毅 議員　その防災・減災、特に島嶼県と
言われる沖縄県は、有人島を三十何か所も抱えている
わけですが、その中において、防災・減災、特に港
湾・空港ということになりますと、これ相当な予算が
かかることだし、国とのタイアップがなければできな
いことであると思うんです。そういった中において、
地域から、例えば具体的に箇所づけみたいな情報も県
に寄せられているんでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　港湾・空港に関しまし
て、具体的にどの港湾に幾らというような情報は現在
ございませんが、島嶼県である県にとって、港湾・空
港は重要な施設でございますので、引き続き整備に向
けては取り組んでまいりたいと考えているところでご
ざいます。
○赤嶺　昇 議長　仲田弘毅議員。
○仲田　弘毅 議員　空港・港湾の管理者、整備責任
者は、那覇空港以外は沖縄県知事だというふうに認識
しておりますけれども、今、各離島においては港湾整
備、いろいろ出てきていると思うんです。特に今、与
那国方面からの情報も我々は持っているわけですが、
そういったものが県には一切今のところ入っていない
ということでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　与那国町におきまして
は、現在、整備中の祖納港の静穏度対策を実施してい
るところでございます。その静穏度対策の効果等を検
証しながら、その他の港湾について、もし要望があれ
ば検討していくということになろうかと考えていると
ころでございます。
○赤嶺　昇 議長　仲田弘毅議員。
○仲田　弘毅 議員　具体的な要望が地元から上がり
ましたら、知事、せっかく国が予算をしっかりとリー
ドして賄っていくということでありますので、協力体
制をしっかり取るべきだと思うんですが、知事として
の見解はいかがでしょうか。
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○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時47分休憩
　　　午後２時48分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　玉城知事。
○玉城デニー 知事　個別の港湾の整備、空港の整備
については、先ほど土木建築部長から、その要求があ
りましたらまた検討もしたいというようなこともあり
ますが、今現在、重要港湾などの内容についての説明
なども県のほうに届いてきておりますが、ただその予
算についてどのような骨格になるかということについ
ては、まだはっきりしておりません。ただ、私、沖縄
県としては、ぜひ振興予算は振興予算として確保した
上で、そのように国においては様々な財源も伴うこと
と思いますが、その地域の振興について御協力をいた
だきたい、振興予算で御協力をいただきたいというよ
うに思います。
○赤嶺　昇 議長　仲田弘毅議員。
○仲田　弘毅 議員　知事は常日頃から、対話の重要
性、対話が必要であるというお話をやっております。
こういった沖縄県民147万県民を代表する首長とし
て、こういったときにこそ、胸襟をしっかり開いて、
国との協調すべきところはしっかり協調して、県民に
行政サービスを提供できるような体制づくりもやって
いただきたいなと思います。
　ちょっと休憩。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時49分休憩
　　　午後２時50分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○仲田　弘毅 議員　今日、朝トップバッターで立ち
ました私たち会派長の島袋大議員から、揮発油税のお
話がありました。私も税制改正についての質問を通告
しておりましたけれども、この税制に関しましては、
まさしく県民の生活に直結する案件でありますし、確
実に延長していく必要があるというふうに考えており
ます。幸いにも、３か年の延長が見通しが立ったとい
う報道もあってほっとしているところでもあります
が、御存じのとおり、税制に関しましては、自由民主
党の政調会の大きな影響があることはもう私たちも
重々承知をしているところでありますが、会派長は
我々の会派を代表して、随分苦労もかけましたけれど
も、どうにかこうにかうまくいけばいいなと、つくづ
く感じております。私の把握している限りにおいて
は、今月の14、15日あたりに決着がつくというふう
に考えておりますけれども、最後に追い込みとして、

知事、どういうふうなお考えを持っていらっしゃいま
すでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　島袋議員の質問にも答弁をさせ
ていただきましたけれども、この税制の延長、非常に
県民にとって重要な――いずれも重要な税制だという
ことでございます。特に、揮発油税に関しては、これ
は離島や中小企業を支えるという点から考えても継続
をしていただきたいというように思っておりますが、
引き続き、また緊張感を持って取り組んでまいりたい
と考えております。
○赤嶺　昇 議長　仲田弘毅議員。
○仲田　弘毅 議員　よろしくお願いします。
　次に、自然災害の地震・津波関係でありますが、Ｊ
アラート、沖縄県内におけるＪアラートについてであ
りますが、揺れが届く前にＪアラートが届くかどうか
という、地元からの大きな不安っていうか、そういっ
た意見があるんですが、この揺れが届くまでにＪア
ラートの発信があるかどうか、まずお聞きしたいと思
います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時52分休憩
　　　午後２時54分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　失礼いたしました。
　Ｊアラートにおきましては、地震の到達前に緊急地
震速報メールを出すということになっているというこ
とでございます。
○赤嶺　昇 議長　仲田弘毅議員。
○仲田　弘毅 議員　公室長、なぜこの質問をやった
かというと、Ｊアラートが届く前に揺れが先に来て、
このような原因でもって機器とかネットとか電源等が
ダウンした場合に、防災システムが全部ストップする
というおそれがあるわけなんです。ですから、そうい
うふうな対応も今県は考えていらっしゃるかどうかを
お聞きしたいと思って、今の質問をやりましたけれど
も、どうでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時55分休憩
　　　午後２時55分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　まずＪアラートの機器が不
具合になった場合ということなんですけれども、Ｊア
ラート関連機器に不具合があって、市町村の防災行政
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無線での正常な情報伝達ができなかった場合に関しま
しても、代替手段として、携帯へ配信される緊急速報
メール、またはＳＮＳや登録制防災メールなど、市町
村独自の手法により住民への周知が図られるよう、多
重化の推進を図っているというところでございます。
○赤嶺　昇 議長　仲田弘毅議員。
○仲田　弘毅 議員　前に与那国で、台風で停電をし
てそのアラートが機能を果たさなかったという事例も
ありますので。二重、三重の手だてをやるのが、やは
り行政の大きな役目だというふうに思っております。
よろしくお願いします。
　それともう一点は、こういった大災害が起こった場
合に、空港が一時的に使用不能になる可能性がありま
す。そうなりますと、どうしても大型のヘリでしか救
命救助、それから物資の輸送ができないと思うんです
が、そのことに対して、県はどういうふうにお考えで
しょうか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時57分休憩
　　　午後２時58分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　池田副知事。
○池田竹州 副知事　おっしゃるとおり、空港につい
ては滑走路の安全確保をするまでは使えない状況でご
ざいます。その間、例えば市町村においても、県にお
きましても、広域の防災拠点――ヘリが活動する拠点
の整備を順次進めることになっているところでござい
ます。ですからまずは、迅速に活動できるヘリコプ
ターを投入しつつ、空港の警戒活動を関係機関と協力
して行うという手順になろうかと思います。
○赤嶺　昇 議長　仲田弘毅議員。
○仲田　弘毅 議員　そうなりますと、ヘリも普通の
ヘリでは駄目なんですね。例えば今現在、自衛隊基地
で活動しているＣＨ47とか大型化したヘリでなけれ
ば用を果たさないと思うんですが、そういった意味合
いで自衛隊との調整はなされているんでしょうか、知
事。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時59分休憩
　　　午後２時59分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　池田副知事。
○池田竹州 副知事　例えば、離島地域におきまして
は、急患搬送で自衛隊のヘリコプターの使用をお願い
しております。使用されるヘリコプターにつきまして
は、ＣＨ47が使われることも想定して、それに対応

できるヘリポートが本部町水納島や宮古島市大神島な
どを除く各離島、少なくとも１か所は整備されている
ところでございます。
○赤嶺　昇 議長　仲田弘毅議員。
○仲田　弘毅 議員　これは、島嶼県でありますか
ら、他府県からの援助物資とか救助物資の搬送になる
と思うんですが、これはどうしても許容量を含めて小
さいヘリでは賄えない。ですから、そういった意味合
いでは自衛隊の皆さんともしっかりと調整をして、緊
急体制に向けての状態をつくっていただきたいと思い
ます。
　ちょっと休憩。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後３時０分休憩
　　　午後３時０分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○仲田　弘毅 議員　次に、交付金の件なんですが、
重点支援地方交付金について質問をいたします。
　国の全体の配分が5000億。そして、沖縄県への配
分が50億ということでよろしいでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
○金城　敦 企画部長　おっしゃるとおり、国が5000
億で、沖縄県が約50.1億円となっております。
○赤嶺　昇 議長　仲田弘毅議員。
○仲田　弘毅 議員　沖縄県50億ということですが、
これだけこの３か年半、４か年にわたる新型コロナ
等、しかもその収束に向かった後のこのエネルギー含
めての物価高騰に対して、個人、各企業団体が大変苦
難にあえいでいるということになるんですが、この
50億で完全に掌握できるというふうにお考えでしょ
うか。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　県では、この50億円の重点支
援交付金を活用して、今補正予算を編成し、近々追加
提案させていただくこととしております。この支援の
分野については、これまで行ってきた支援――12月
までだったものの３月までの継続、あるいは電気代の
高騰、ＬＰガスの高騰分については、来年の５月、国
と併せて支援を継続していくというような予算に活用
し、50億の配分のうち、44億円程度を今計上してい
て、残る６億円プラス一般財源の収支の余剰分、これ
らも活用しながら２月補正、あるいは当初予算に向け
て物価高騰対策支援に有効に活用していきたいという
ふうに考えているところでございます。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
○金城　敦 企画部長　先ほど国の5000億のうち、沖
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縄県が約50億ですね、市町村分もございますので、
市町村分は35億円となってございます。
○赤嶺　昇 議長　仲田弘毅議員。
○仲田　弘毅 議員　これは県から市町村にいって、
市町村への配分ということの理解でよろしいですか。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
○金城　敦 企画部長　市町村合計が35億ですので、
合わせて85億、約85億ということでございます。
○赤嶺　昇 議長　仲田弘毅議員。
○仲田　弘毅 議員　知事、もし不足であれば、今日
午前にも話が出ましたけれども、令和４年度の決算で
財政調整基金の残高が令和５年度の５月末現在で424
億円も積立てがあるということですから、それを一部
取り崩してでも、県民が大変影響が大きいところはカ
バーすべきだと思うんですが、いかがですか。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　先ほど50億の重点支援交付金
のうち44億円計上していると申し上げました。６億
円は残る２月補正、あるいは当初予算で活用させてい
ただきます。加えて、地方交付税の追加配分がありま
して、約45億円。このうち19億円については、今回
のこの11月補正の追加提案分に充当するということ
にしております。一般財源も有効に活用しながら物価
高騰対策、適宜適切に予算を編成していきたいという
ふうに考えております。
○赤嶺　昇 議長　仲田弘毅議員。
○仲田　弘毅 議員　これは国からの配分額でカバー
できないところ、そういったところは、やはり県は県
独自で努力してカバーするという姿勢も、私たちは県
議会として支持すべきだというふうに考えておりま
す。どうかそこのところもしっかり加味して、沖縄県
は国の予算だけにおんぶにだっこではなくて、独自で
努力もしているということをしっかりとアピールし
て、そして国と協調して頑張るところは頑張る。そう
いった体制をぜひつくっていただきたいと思います。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　20分間休憩いたします。
　　　午後３時６分休憩
　　　午後３時25分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　休憩前に引き続き、質問及び質疑を行います。
　下地康教議員。
　　　〔下地康教　議員登壇〕
○下地　康教 議員　会派沖縄・自民党、宮古地区選
出の下地康教でございます。
　一般質問に入る前に、当局におきましては分かりや

すい答弁をよろしくお願いいたします。
　それでは１、知事の政治姿勢について。
　(1)、	自衛隊による離島の港湾、空港施設使用につ
いて伺う。
  (2)、	 国民保護計画について。
　ア、宮古地域を含む先島地区において全島避難とし
ているが、避難時期、避難方法、受入れ地区の取組等
について伺う。
　(3)、	次年度予算要求行動について。
　ア、従来、次年度予算要求は、県内市長会と県知事
は共に要請活動を行っているが、今回県内市長会は単
独で要請活動を行っている。なぜそのような要請行動
となったのかを伺います。
　２、不発弾処理事業について。
　(1)、	本年度の不発弾処理事業予算とその内訳及び
進捗率を伺う。
　３、農林水産業について。
　(1)、	畜産農家における和牛子牛競り価格の低迷に
係る支援策について伺う。
　ア、本補正予算で、和牛子牛生産者緊急支援事業に
５億2000万円余りが計上されている。その内訳を伺
う。
　(2)、	葉たばこ農家への耕作機械支援対策につい
て。
　ア、これまでの葉たばこ農家への耕作機械支援実績
を伺う。
　４、社会資本整備について。
　(1)、	県道マクラム通り整備事業下里交差点以降の
整備計画を伺う。
　(2)、	下地島空港活性化について。
　ア、現在の活性化事業計画の進捗について伺う。
　イ、無償耕作者の県有地明渡しに係る現状及び課題
解決策を伺う。
　(3)、	宮古島空港駐車場の発券機故障による混雑解
消について伺う。併せて空港駐車場及び周辺の環境整
備について伺う。
　(4)、	多良間地区での県営住宅整備について伺う。
　(5)、	電線地中化事業について。
　ア、電線地中化事業に係る設計委託業務仕様内容に
ついて伺う。
　５、経済・暮らし、医療・教育について。
　(1)、	学校スポーツ指導者問題について。
　ア、県大会で下地小学校女子バレーボールチームが
優勝したが、指導者の資格問題で全国大会に不参加と
なった。なぜそのような問題が生じたのか伺う。
　６、我が党の代表質問との関連について。
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　(1)、我が党の代表質問における中川京貴議員の１
の(6)のイ、知事の政治姿勢について。
　翁長前知事が最高裁判決を受け入れ、当初埋立承認
による西側埋立ての進捗が99％となっているとの関
連質問について。
　当該埋立事業の正式名称を伺う。また、軟弱地盤に
よる設計概要変更申請に係る裁判の結果に従わない知
事は、法に準ずるべき県行政最高責任者の責務をどの
ように県民に対して説明するのか伺う。
　(2)、我が党の代表質問における中川京貴議員の４
の(5)、国土強靱化、防災・減災について。
　国境を守るための沿岸域の管理についての関連質問
として、宮古島前浜ビーチの浸食対策について伺う。
　(3)、我が党の代表質問における小渡良太郎議員の
４の(2)、保健医療・環境衛生について、水道料金の
増額改定に至った経緯の関連質問として、おおむね公
共料金は３年から５年ごとに改定されるのが適切であ
ると思われるが、今回は30年目にして料金の改定が
実施される、その理由を伺います。
　以上、答弁を聞いて再質問をいたします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後３時31分休憩
　　　午後３時31分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　玉城知事。
　　　〔玉城デニー　知事登壇〕
○玉城デニー 知事　下地康教議員の御質問にお答え
いたします。
　知事の政治姿勢についての御質問の中の(3)のア、
市長会の国庫要請についてお答えいたします。
　令和２年度までは、沖縄県、沖縄県市長会及び沖縄
県町村会がそれぞれ要請書を作成し、合同で要請を
行ってまいりましたが、令和３年８月の国庫要請から
は、県と市町村の共通の要望であることをより明確に
するため、連名による要請書へと変更いたしました。
今回の市長会の要請行動については、市長会の判断と
受け止めておりますが、沖縄県としましては、引き続
きあらゆる機会を捉え、市町村との共通の思いである
沖縄振興予算、とりわけ沖縄振興一括交付金の増額確
保に向けて、取り組んでまいります。
　その他の質問につきましては、部局長から答弁をさ
せていただきます。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
　　　〔前川智宏　土木建築部長登壇〕
○前川智宏 土木建築部長　１、知事の政治姿勢につ
いての(1)、自衛隊による離島港湾、空港使用につい

てお答えいたします。
　県が管理する港湾の使用に当たっては、沖縄県港湾
管理条例に基づき、使用許可申請により、許可を受け
る必要があります。また、空港の使用に当たっては、
沖縄県空港の設置及び管理に関する条例に基づき、あ
らかじめ空港使用届書を提出する必要があります。公
共土木施設の利用に関する許可等については、関係法
令上、施設を損傷するおそれのあるときなど、公物管
理の観点から支障を来すおそれが高い場合を除いては
許可することが適当とされております。
　４、社会資本整備についての(1)、マクラム通り線
の整備計画についてお答えいたします。
　マクラム通り線は、北側の北給油所交差点から下里
北交差点までの延長約340メートルと、南側の下里北
交差点からカママ嶺公園までの下里工区、延長約650
メートルの合計約１キロメートルを幅員16メート
ル、２車線で整備を行っております。現在、北側の整
備を優先して取り組んでおり、下里工区については、
下里北交差点から南側の歩道がない箇所の用地取得を
優先的に進めていきたいと考えております。
　次に同じく４の(2)のア、下地島空港及び周辺用地
の利活用事業の進捗についてお答えいたします。
　令和３年度に第３期事業提案を公募し、令和４年３
月に航空関連、航空人材関連、通信関連、観光リゾー
ト関連の事業を利活用候補事業として選定しておりま
す。現在、提案者と条件協議を行っているところであ
り、令和５年９月には三菱地所株式会社が実施する、
旅客ターミナルのネット・ゼロカーボン化事業につい
て基本合意書を締結しました。引き続き、他の利活用
候補事業についても早期の基本合意書締結を目指して
おります。
　次に同じく４の(2)のイ、下地島空港周辺用地の無
償耕作者への対応についてお答えいたします。
　県有地の無償耕作者に対しては、令和５年８月24
日に下地島空港周辺用地の利活用に係る説明会を実施
しました。その中で明渡し期限を令和６年３月末から
令和７年３月末に延期することを説明しております。
引き続き宮古島市と連携して説明会等を開催し、利活
用事業や県有地の明渡しについて丁寧に説明し、理解
を求めてまいります。
　次に同じく４の(3)、宮古空港駐車場の発券機故障
による混雑解消、駐車場及び周辺環境整備についてお
答えいたします。
　９月15日に宮古空港の有料駐車場において、駐車
場入り口の発券機を破損する車両事故があり、混雑が
発生しておりましたが、12月１日には仮復旧が完了

‒ 152 ‒



し、通常の運用を再開しております。駐車場の管理費
用は年間約1000万円であり、うち草刈り等に要する
経費が約200万円で、空港管理事務所によると、週２
回の頻度で草刈り等を実施しているとのことでありま
す。空港周辺の道路は、国道390号、平良城辺線等に
おいて、今年度から性能規定方式による除草管理を導
入しており、高野西里線においては、沖縄フラワーク
リエイション事業を活用した修景等を行っておりま
す。
　次に同じく４の(4)、多良間地区での県営住宅整備
についてお答えいたします。
　県では、市町村域を超えた広域的な需要や地域バラ
ンスを考慮した公営住宅の供給を行っており、離島町
村等における公営住宅建設については、住民生活に身
近であり、地域実情に精通した地元自治体が主体とな
り進める必要があると考えております。
　県としましては、予算配分に考慮するなど、引き続
き市町村の支援に努めていきたいと考えております。
　次に同じく４の(5)のア、無電柱化に係る設計業務
の入札参加資格についてお答えいたします。
　土木建築部における一般競争入札については、沖縄
県土木建築部一般競争入札参加資格委員会設置要領等
に基づき、各出先機関の所長等で組織されている委員
会で、技術的適性や技術者の状況等を勘案し、入札参
加資格を決定しております。引き続き、適正な発注及
び品質の確保に努めてまいります。
　次に６、我が党の代表質問との関連についての
(2)、変更承認申請の経緯と内容についてお答えいた
します。
　沖縄防衛局は、平成25年の埋立承認願書承認後の
平成27年にボーリング調査を行っております。その
結果を踏まえた地盤改良工事の追加に伴い、より合理
的となる施行計画への見直しを行ったとして、令和２
年に変更承認申請が提出されております。変更承認申
請においては、サンドコンパクションパイル工法等に
よる地盤改良を行うと記載されております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
　　　〔溜　政仁　知事公室長登壇〕
○溜　政仁 知事公室長　１、知事の政治姿勢につい
ての中の(2)のア、先島諸島の全島避難についてお答
えいたします。
　県では、令和４年度から国、市町村、指定公共機関
等と連携して、先島諸島からの住民避難を想定した国
民保護図上訓練に取り組んでおります。避難時期につ
いては、政府により国民保護事案の情勢分析が行われ

た上で、事態認定及び避難措置の指示により、住民避
難に係る所要の手続が開始されることとなります。避
難方法については、民間の航空機または船舶によるこ
とを想定しており、現在これらに関する図上訓練に向
けて意見交換等を行っているところです。令和４年度
の訓練上の想定としては、避難先地域を九州各県と設
定する旨、国から指示されました。実際の国民保護事
案においては、国により情勢分析が行われた上で、そ
の時点における適切な避難先地域が示されることと
なっております。
　次に２、不発弾処理事業についてお答えいたしま
す。
　不発弾等処理事業予算の５年間の推移は、令和元年
度は32億2600万円、令和２年度は32億2900万円、
令和３年度は29億2100万円、令和４年度は29億400
万円、令和５年度は27億3100万円となっておりま
す。事業としましては、不発弾処理工事、広域探査発
掘加速化事業、不発弾等保安管理事業、市町村支援事
業、特定処理事業、住宅等開発磁気探査支援事業の６
事業を実施しております。このうち、住宅等開発磁気
探査支援事業は、民間による住宅等の開発における不
発弾等の探査に要する経費を補助する事業であり、令
和５年度全体事業費の65％を占めております。
　次に６、我が党の代表質問との関連についての
(1)、普天間飛行場代替施設建設事業と辺野古新基地
建設事業の用語の考え方についてお答えいたします。
　県は、名護市辺野古地先において国が進める埋立工
事について、議長通知等に留意した上で、政府が推進
する事業や計画、申請書の正式名称などを示す場合、
または国が主語となる文章、行政手続上の文書等にお
いては「普天間飛行場代替施設建設事業」を用いるこ
ととしております。また、辺野古新基地建設反対を掲
げる知事の公約等との整合性を図る必要があることか
ら、県の考え等を述べる場合、または県が主語となる
文章等においては「辺野古新基地建設」を用いること
としております。
　次に同じく６(3)、法令の遵守についてお答えいた
します。
　令和元年11月定例会における中川京貴議員の質問
に対して、知事は「真摯に遵法の方針を守っていきた
いと思います。」とお答えし、令和４年11月及び令
和５年９月定例会では、そのように答弁をいたしまし
たと確認をしております。
　以上になります。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
　　　〔前門尚美　農林水産部長登壇〕
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○前門尚美 農林水産部長　３、農林水産業について
の(1)のア、沖縄県和牛子牛生産者緊急支援事業の内
訳と事業内容についてお答えいたします。
　本事業は、肉用牛繁殖農家の経営安定を図るため、
県内の雌子牛平均価格が基準価格を下回った場合、そ
の差額の９割を補塡する沖縄県和牛子牛価格安定特別
対策事業に対し、国の交付金を活用し、緊急支援を行
うものとなっております。事業費は５億2177万1000
円となっており、その内訳は、肉用牛繁殖農家への補
助金が５億1997万1000円、事業主体への事務補助が
180万円となっております。また、２億8234万5000
円の追加提案を予定しており、その内訳は肉用牛繁殖
農家への補助金が２億8075万8000円、事業主体への
事務補助が158万7000円となっております。
　同じく３の(2)のア、葉たばこ農家への耕作機械支
援実績についてお答えいたします。
　葉たばこ農家へのトラクター等農業機械の支援につ
いては、地域における農業機械の共同利用を前提とし
た、特定地域経営支援対策事業や産地生産基盤パワー
アップ事業などで支援が可能となっております。直近
10年間は、事業の要件を満たすことができない等の
理由で、耕作機械等の支援実績はありませんが、引き
続き地域の要望を踏まえ、市町村やたばこ耕作組合な
ど関係機関と連携し、支援策について検討してまいり
ます。
　次に６、我が党の代表質問との関連についての
(4)、宮古島市前浜海岸の浸食対策の取組についてお
答えいたします。
　前浜海岸における海浜浸食対策については、９月議
会の補正予算を用いて、調査設計委託業務により調査
を行っているところであります。また、11月29日に
県と宮古島市等関係者を含めた調整会議を行ったとこ
ろです。
　県としましては、引き続き、関係機関と連携を図
り、応急対策工事を実施してまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
　　　〔宮城嗣吉　文化観光スポーツ部長登壇〕
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　５、経済・暮ら
し、医療・教育についての(1)のア、学校スポーツ指
導者の資格についてお答えします。
　大会を主催する県スポーツ協会に確認したところ、
９月に開催された県スポーツ少年団バレーボール交流
大会において、下地小学校女子バレーボールチームが
優勝しました。しかしながら、同チームの指導者が全
国大会の参加要件である専門資格を有していないこと

から、全国大会に参加できないものと聞いておりま
す。また、県スポーツ協会では、今回の事案を踏ま
え、指導者に広く資格取得の機会を増やすため、講習
会の開催回数等の検討を行うと聞いております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　企業局長。
　　　〔松田　了　企業局長登壇〕
○松田　了 企業局長　６、我が党の代表質問との関
連についての(5)、30年ぶりの料金改定についてお答
えします。
　企業局では、平成５年以降、定員管理の適正化及び
動力費等の低減など、経営の健全化・効率化に取り組
むとともに、施設整備に関する国の補助金、交付金の
確保に努めることなどによって、事業運営に必要な資
金を維持できたことから、30年間料金改定を行う状
況にはありませんでした。しかしながら、今般の電気
料金の急激な上昇や施設更新コストの増などにより、
経営状況が悪化し、このままでは令和７年度の企業債
償還金を確保できなくなるおそれがあるため料金改定
が必要となり、市町村等の意見・要望等を踏まえ、改
定時期の延期や改定幅の引下げなどの見直しを行った
上で、議案を提出したところであります。
　以上であります。
○赤嶺　昇 議長　下地康教議員。
○下地　康教 議員　質問の順番を変えて質問をした
いと思います。
　まず、我が党関連の質問でございます。
　中川京貴議員の知事の政治姿勢についてというとこ
ろでありますけれども、軟弱地盤による設計概要の変
更に係る最高裁の判決が出ました。それに対して知事
は、判決に従わないという形になっていますけれど
も、法に準ずるべき県行政最高責任者の責任をどのよ
うに県民に対して説明をするのか、知事のほうからお
答えいただきたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　お答えいたします。
　最高裁判所は９月４日、県が主張した公有水面埋立
法の承認要件の不充足性について、何らの判断も示さ
ず県の訴えを退けたことから、県はどのような対応が
取れるのかを検討しておりましたところ、国は10月
５日、沖縄防衛局の埋立変更承認申請を知事が承認せ
よとの判決を求める代執行訴訟を提起したことから、
県は応訴したものであります。
○赤嶺　昇 議長　下地康教議員。
○下地　康教 議員　埋立事業に関する考え方なんで
すけれども、辺野古の埋立事業は普天間基地の機能を
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超えた新基地だとして、当局は辺野古新基地建設埋立
事業の名称を正当化して、あたかも当該事業の全ての
責任が申請者である国にあるがごとく印象操作を行っ
ているというふうに私は見えるんですけれども、そも
そもこの埋立事業というのは、公共の水面を公共の用
に供する土地利用を目的として、利害関係者やあらゆ
る行政関係機関の許可を得て、それをもって県知事に
申請をして承認を受ける事業が埋立事業であります。
したがいまして、普天間基地代替施設埋立事業は、沖
縄県知事の承認をもってスタートした事業でありま
す。埋立事業に関する土地利用目的を沖縄県知事は了
解をしているというふうに、法律上はなっています。
そこには埋立事業を承認した沖縄県知事の責任は重い
ものがあるというふうに私は考えるところでありま
す。行政は継続であります。法は遵守しなければ法治
国家の秩序は崩壊の危機に瀕するということを、ここ
に指摘をしておきたいというふうに思っております。
　次の質問に行きます。
　まず国民保護計画についてでありますけれども、避
難時期、避難方法、受入れの取組について答弁をいた
だいておりますけれども、台湾有事への懸念が高まっ
ている中、政府は九州・山口８県に対する沖縄県の避
難受入れ要請を終了したとしております。今後は各県
と連携して避難計画の策定を加速させるとしています
けれども、政府と県との避難計画に関する協議または
調整はどのように進んでいるのか、それを伺いたいと
思います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後３時55分休憩
　　　午後３時55分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　政府におかれましては、九
州各県に対し、先島諸島からの避難住民の受入れに関
する要請を行っているということは、我々も当然承知
をしているところでございます。ただ、避難先の地域
については、政府により国民保護事案の情勢分析が行
われた上で、避難措置の指示により示されることと
なっているということでございます。具体的な避難先
の調整等については、まだ行われていないということ
でございます。
○赤嶺　昇 議長　下地康教議員。
○下地　康教 議員　沖縄県は、避難対象となる先島
諸島の12万人を航空機や船舶を使って、１日当たり
２万人を輸送すると。そして、６日間で避難を完了す
るとしています。そこで天候の悪化や、米軍や自衛隊

が空港や港を占拠して利用が制限されるケースも考え
られるというふうに思います。そして、その対策は考
慮されているのか伺いたいと思います。
　また、輸送する航空機や船舶の輸送機材確保の問題
もありますけれども、空港や港湾施設の機材受入れ能
力、要するに施設の能力の問題もあるというふうに思
いますけれども、そうした場合、輸送の長期化が想定
されるところでありますが、そのあたりの対策は考え
ているのか伺います。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　県におきましては、令和４
年度から国民保護の図上訓練を始めたところでござい
ます。まずは、国、市町村、航空事業者及び船舶事業
者などの指定公共機関と連携して、輸送力の最大化、
要配慮者の避難を重点課題として国民保護図上訓練等
に現在注力しているところでございます。議員御指摘
の件につきましては、現在検討しているものを踏まえ
た後に、改めて御指摘がある課題等が浮き彫りになっ
てくるのかというふうに考えております。
○赤嶺　昇 議長　下地康教議員。
○下地　康教 議員　沖縄県と九州・山口県は、2006
年に、武力攻撃災害等時相互応援協定というものを稲
嶺惠一知事時代に締結をしておりますね。私は思うん
ですけれども、避難するのは生身の人間であります。
現実問題として避難が始まると、避難先で様々な問題
が発生してくるというふうに予想します。
　そこで、日頃から自治体同士の交流による信頼関係
や人と人とのつながりを形成していくことが重要な要
素であると私は考えておりますけれども、お世話にな
る方、それとまたお世話をする方、日頃からの県同士
の交流が必要だというふうに考えていますけれども、
その点に対して知事はどのように捉えているのか。ま
た、知事は全島避難が完了するまで県内にとどまって
いるのかどうか、併せて伺いたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　国民保護に限らず各地域と
の交流というのは非常に重要であると考えておりま
す。
　まず現在、令和４年度の国民保護の図上訓練におき
ましては、訓練上の想定として国から避難先地域を九
州各県と設定する旨、示されたところです。実際の国
民保護事案においては、国により情勢分析が行われた
上で、その時点における適切な避難先地域が示される
ということになっております。
　先ほど申し上げましたとおり、県としては国民保護
の図上訓練を令和４年度から始めていたところで、現
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在その中での課題等を整理して、今年、輸送力の最大
化あるいは要配慮者の避難を重要課題として国民保護
の図上訓練を検討しているところですので、まずは、
それに注力をしたいというふうに考えているところで
ございます。
○赤嶺　昇 議長　下地康教議員。
○下地　康教 議員　休憩します。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時０分休憩
　　　午後４時１分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　玉城知事。
○玉城デニー 知事　私はそのように避難の任に当た
りたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　下地康教議員。
○下地　康教 議員　やはり、この国民保護の問題
は、非常にいろいろな複雑な要素が絡み合ってその対
策が大変だというふうに思っておりますけれども、や
はり充実をさせるものとして九州と山口県と沖縄県が
締結をしております武力攻撃災害等時相互応援協定、
それをしっかりと深掘りといいますか、それをお互い
に検討しながらできるものをしっかりと固めていく、
そういう作業が必要だというふうに思っておりますの
で、これをどんどん進めていっていただきたいという
ふうに思っております。
　次の質問に移ります。
　下地島空港の利活用についてでございますけれど
も、進捗状況を伺っておりますが、その確認ですけれ
ども、４つの事業が今検討されているということです
が、その中で観光リゾート事業というものがありまし
た。その観光リゾートの面積はどのようになっていま
すか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時２分休憩
　　　午後４時４分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　時間がかかって申し訳ご
ざいません。279ヘクタールでございます。
○赤嶺　昇 議長　下地康教議員。
○下地　康教 議員　これは今回の第３期の事業計画
の中で何％ぐらいを占めますでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時４分休憩
　　　午後４時５分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。

　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　82％でございます。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時５分休憩
　　　午後４時６分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　下地康教議員。
○下地　康教 議員　今回の３次計画の面積の約82％
が観光リゾート地という形ですけれども、その観光リ
ゾート地は、ほとんどが無償耕作地というふうに理解
してよろしいでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　議員御発言のとおり無償
耕作地でございます。
○赤嶺　昇 議長　下地康教議員。
○下地　康教 議員　土地には行政財産と普通財産と
いうのがあると思うんですけれども、この観光リゾー
ト用地、要するに無償耕作地となっているのは、これ
普通財産なのか、行政財産なのか、どちらですか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えをいたします。
　空港施設として必要な告示を受けている区域外は普
通財産でございまして、本区域につきましても普通財
産でございます。
○赤嶺　昇 議長　下地康教議員。
○下地　康教 議員　じゃ、観光リゾート用地という
のは、これは普通財産と。これ売却の予定はあります
か。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　売却の予定はございませ
ん。
○赤嶺　昇 議長　下地康教議員。
○下地　康教 議員　それでは、下地島空港に関して
は無償耕作者の問題があります。県は確約書を理由に
無償耕作者に対して、令和７年３月までにその用地を
明け渡してくれというふうにしておりますけれども、
この無償耕作者は、下地島での耕作の継続等を要求す
る農家の会というものを結成して知事に要請をしてお
りますけれども、その内容を伺います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時８分休憩
　　　午後４時８分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えをいたします。
　要請内容につきましては、下地島空港周辺利活用計
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画において農家の生活基盤の確立に配慮することが１
点。それから２点目といたしまして、確認書で交わし
ました離農者対策について、地主会から提示した条件
が実現できるように努力するというところが２点目。
３点目といたしまして、必要とする農家の耕作継続が
できるように県有地の観光ゾーン予定地に農業ゾーン
の設置をすること。以上３点でございます。
○赤嶺　昇 議長　下地康教議員。
○下地　康教 議員　このような要請に対して、県は
どのように対応しようと考えていますか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　この要請の内容を受けま
して、関係機関等と協議し検討中というところでござ
います。
○赤嶺　昇 議長　下地康教議員。
○下地　康教 議員　県有地の売却は考慮していない
という答弁をいただきました。
　今後、観光ゾーン予定地の一部を、次に来る４
期――もしあるとすれば４期の利用計画として、例え
ばこの無償耕作者を対象にした農業法人が賃借をし
て、農業経営を提案するというようなことも予想され
るのかなというふうに私は考えるところでありますけ
れども、その点に関して県は――将来のことですか
ら、もしそういう提案があった場合はどのように対応
するのか、ちょっとお伺いしたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時10分休憩
　　　午後４時10分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　そのような要請があった
時点で、要請の内容を勘案して検討するということに
なろうかと思います。
○赤嶺　昇 議長　下地康教議員。
○下地　康教 議員　この問題に関しては、県におい
て長期間にわたって適切な用地管理、運営がなされて
いなかったということでありまして、県としては耕作
者と今後真摯に向かい合って解決策を粘り強く探って
いく必要があるというふうに思っておりますので、そ
の辺りは県の責任も大きなところがあると思いますの
で、しっかりと取り組んでいただきたいというふうに
思っております。
　次の質問に移ります。
　これは学校スポーツ指導者問題です。宮古地区の下
地小学校の女子バレーチームが県大会で優勝したんで
すけれども、全国大会に出場できなかったということ

であります。この沖縄県スポーツ少年団バレーボール
交流大会は、いつ開催されたのか伺います。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　令和５年９月16
日から18日にかけて実施されております。
○赤嶺　昇 議長　下地康教議員。
○下地　康教 議員　本大会における要項を説明する
代表者会議が事前に開催されていると思いますけれど
も、それはいつ開催されていますか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時12分休憩
　　　午後４時12分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　大会の直前に行
われているようです。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　下地康教議員。
○下地　康教 議員　私が聞いたところによります
と、９月１日に代表者会議が開催されたと聞いており
ます。この時点で下地小の小学生たちは全国大会に出
場ができないということが判明するわけです。しか
し、９月１日の時点で全国大会へ参加するための指導
者養成講習会が県内で開催される可能性はあったので
しょうか。伺います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時13分休憩
　　　午後４時13分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　沖縄県バレー
ボール協会主催の資格取得講習会が令和５年11月に
開催されるということで、そのことを周知しておりま
す。
○赤嶺　昇 議長　下地康教議員。
○下地　康教 議員　これは令和５年11月というと、
大会が終わった後ですよね。これ全国大会までに開催
がされて、それを受講して全国大会に参加できるよう
な機会があったかどうかということを確認したいんで
すけれども。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時14分休憩
　　　午後４時14分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　全国大会は来年

‒ 157 ‒



の３月に予定されておりますので、11月の講習を受
ければ参加資格を得られたというふうに考えられま
す。
○赤嶺　昇 議長　下地康教議員。
○下地　康教 議員　これは応急処置というんです
か、指導者の講習に対する考え方が非常に甘いという
ふうに思います。なぜかといいますと、直近で講習会
が開かれたのは平成29年だというふうに聞いており
ます。つまり、県内において５年間も開かれていない
のです。しかし、九州ではお互いに各県において情報
を共有して、補完性を持って講習会を実施していると
いうふうに聞いております。沖縄県は離島県につき他
県のような環境にないので、独自の講習会を充実させ
る必要があるというふうに思います。
　本県において指導者養成講習会の実施体制はどのよ
うになっているのか、具体的に講習会の実施状況を聞
かせてください。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時16分休憩
　　　午後４時16分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　講習会につきま
しては、県バレーボール協会の主催で毎年１回は講習
希望者を募集して、一定程度人数が集まれば開催する
ということでありましたけれども、おっしゃるとおり
本島での開催が主になっておりまして、離島での開催
は平成29年以降なされていなかったということがご
ざいました。こういった状況も踏まえまして、今後沖
縄県スポーツ協会と連携しまして、資格取得に係る講
習会の回数の増加や離島での開催について意見交換を
行っていきたいと思っています。
○赤嶺　昇 議長　下地康教議員。
○下地　康教 議員　公益財団法人沖縄県スポーツ協
会の役員会には、県から文化スポーツ統括監と教育指
導統括監、この２名が入っていますね。今後、沖縄県
スポーツ協会と県もしっかりと連携を取りながらやっ
ていただきたいというふうに思っております。
　それで今回のこのような事案で、一番不幸な経験を
しなければならなかったのは子供たちなんです。その
ことを考えると、私としては本当に痛恨の極みであり
ます。子供たちは一生懸命練習に励み、優勝という栄
誉を自ら勝ち取りながら全国大会に参加できなかった
ことは、一生心のとげとして残ることになるというふ
うに思います。今後このような悲しい事案が発生しな
いようにするためには、具体的にどのような対策が必

要なのかということを関係各機関はしっかりと考えて
いただいて、子供の将来のことを考えていただきたい
というふうに思って私の質問を終わります。
　ありがとうございました。
○赤嶺　昇 議長　島尻忠明議員。
　　　〔島尻忠明　議員登壇〕
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時19分休憩
　　　午後４時20分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○島尻　忠明 議員　皆さん、こんにちは。
　会派沖縄・自民党、島尻忠明でございます。
　質問に入る前に、今国道58号、那覇から浦添市城
間まで片側４車線拡幅工事が行われておりまして、工
事も順調に進んでおりまして、先般の議会でも、この
８車線になったものですから、横断歩道を設置して
いただいたんですけれども、なかなか距離もあって
ちょっと渡るのに時間がかかるということで、県警の
ほうにも信号の問題を解決していただいたんですけ
ど、高架橋のことも質問させていただきましたら、
今、宮城のほうで高架橋も設置をされております。県
民の安心・安全、また浦添市民の安心・安全のために
も大変御尽力いただきましたこと、関係者の皆様に大
変感謝を申し上げます。
　そして、毎年、12月10日から16日までの１週間は
北朝鮮人権侵害問題啓発週間になっておりますので、
今日は私の胸にブルーリボンのバッジをつけて、拉致
被害者の皆様方が早めの帰国ができるように、しっか
りと願いを込めながら一般質問をさせていただきま
す。
　それでは、通告に従いまして質問をさせていただき
ます。
　１、知事の政治姿勢についてでございます。
　(1)、	第23回那覇港湾施設移設受け入れに関する協
議会についてでございます。
　ア、10月26日に10年ぶりに知事公室長も入る形で
協議会が開催されました。その内容について伺いま
す。
　イ、浦添埠頭地区交流・賑わい空間の整備事業は、
浦添市と那覇港管理組合が環境アセス方法書を作成す
るとのことですが、県としてこの整備事業を実施協力
して進めていくのか伺いをいたします。
　２、下地島空港及び周辺用地の利活用事業の進捗状
況と、今後の取組課題について伺います。
　３、道路行政についてでございます。
　(1)、	沖縄西海岸浦添北道路Ⅱ期線工事の進捗につ
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いてでございます。
　ア、沖縄西海岸浦添北道路は、国道58号の渋滞緩
和や那覇港、那覇空港へのアクセス向上を目的に整備
された道路でございます。カーミージーや港川地域で
工事が進んでおりますが、進捗状況と課題を伺いま
す。
　イ、沖縄西海岸道路浦添南道路の事業化に向けた課
題と今後の取組について伺います。
　ウ、浦添西原線港川道路の進捗と課題について伺い
ます。
　４、福祉行政についてでございます。
　(1)、	児童養護施設の退所年齢と退所後の子供の進
路と課題について伺います。
　５、我が党の代表質問との関連について。
　我が党の代表質問、中川京貴議員の１の(7)、統合
計画の進捗についてでございます。嘉手納飛行場以南
の米軍施設・区域の統合計画に基づく牧港補給基地の
返還の進捗状況について伺います。
　２点目に小渡良太郎議員の１の(2)、那覇港湾施設
の移設についてでございます。
　那覇港湾施設の移設につきましては、関係機関と協
議を行いながら対応をするとの答弁がございました。
前進させるためには、どのような課題があるのか伺い
ます。
　あとは再質問をさせていただきます。御答弁よろし
くお願いいたします。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
　　　〔玉城デニー　知事登壇〕
○玉城デニー 知事　島尻忠明議員の御質問にお答え
いたします。
　下地島空港及び周辺用地の利活用事業の進捗状況と
周辺用地の利活用事業についてお答えいたします。
　沖縄県では、平成26年度から下地島空港及び周辺
用地の利活用事業に取り組んでおり、地域に対する経
済的・社会的波及効果が期待されています。平成31
年３月には、国際線等旅客施設事業が、令和２年９月
には、下地島宇宙港事業がそれぞれ開始されておりま
す。また、令和３年度には、周辺用地を含む利活用に
係る事業提案を公募し、現在、提案者と条件協議を
行っており、早期の基本合意書締結を目指していると
ころであります。今後も宮古島市と連携しながら、利
活用の促進に取り組んでいきたいと考えております。
　その他の質問につきましては、部局長から答弁をさ
せていただきます。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
　　　〔溜　政仁　知事公室長登壇〕

○溜　政仁 知事公室長　１、知事の政治姿勢につい
ての中の(1)のア、那覇港湾施設移設受入れ協議会に
ついてお答えいたします。
　去る10月26日に開催された那覇港湾施設移設受け
入れに関する協議会では、浦添市から、第五次浦添市
総合計画等に基づく「地元振興に資する事業計画案」
を次回の協議会で提示すること、協議会の名称を改称
し、新名称として「那覇港湾施設移設に係るてだこの
都市（まち）・浦添の振興に関する協議会」とするこ
との２点について提案がございました。各構成員から
は、同市からの２つの提案について異存はないことを
確認したところです。
　次に５、我が党の代表質問との関連についての中の
(1)、牧港補給地区の返還の進捗状況についてお答え
いたします。
　牧港補給地区の返還については、移設先となってい
るトリイ通信施設、嘉手納弾薬庫知花地区、キャン
プ・ハンセン及びキャンプ瑞慶覧のマスタープランが
日米合同委員会において合意され、それぞれの施設で
移設に向けた作業が進められており、これまでに国道
58号沿いの約３ヘクタールや第５ゲート付近の約２
ヘクタールなどの合計約６ヘクタールが返還されてお
ります。
　県としては、牧港補給地区の返還は、沖縄の過重な
基地負担の軽減及び振興発展につながるものであり、
早期に実施されるよう、引き続き政府に強く求めてま
いります。
　同じく５の(2)、那覇港湾施設の移設に係る課題に
ついてお答えいたします。
　那覇港湾施設の移設については、沖縄防衛局が、統
合計画で示された移設手順にのっとり、環境影響評価
と並行して、基本検討業務、基本設計業務、測量調
査・地質調査等の手続を進めているところですが、移
設を進めるに当たって生ずる課題は、移設協議会にお
いて協議されるものと考えております。移設協議会の
開催予定は今のところありませんが、これまでの経緯
を踏まえつつ、今後とも同協議会の枠組みの中で、関
係機関と協議しながら対応してまいります。
　以上になります。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
　　　〔前川智宏　土木建築部長登壇〕
○前川智宏 土木建築部長　１、知事の政治姿勢につ
いての(1)のイ、浦添埠頭地区交流・にぎわい空間に
おける県の協力についてお答えいたします。
　那覇港管理組合によると那覇港港湾計画において、
浦添埠頭地区では物流空間の形成や交流・にぎわい空
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間等を位置づけているとのことであります。浦添埠頭
地区交流・にぎわい空間については、浦添市と那覇港
管理組合において、今年度から環境アセスメントの手
続などに取り組んでいるとのことであります。
　県としても、同空間の整備促進に向け、引き続き浦
添市及び那覇港管理組合と連携して必要な予算の確保
等に取り組んでまいります。
　次に３、道路行政についての(1)のア、浦添北道路
Ⅱ期線の進捗状況等についてお答えいたします。
　沖縄西海岸道路の浦添北道路は、宜野湾市宇地泊か
ら浦添市港川に至る延長約２キロメ－トルの道路であ
り、那覇港・那覇空港へのアクセス向上などを目的と
して、国において整備が進められております。国に
よると、令和４年度末の進捗率は事業費ベースで約
11％であり、現在、用地補償及び道路改良に取り組
んでいるとのことであります。
　県としては、関係市町村と連携し、沖縄西海岸道路
の整備促進を国に要請していきたいと考えておりま
す。
　次に同じく３の(1)のイ、浦添南道路の事業化に向
けた課題等についてお答えいたします。
　沖縄西海岸道路浦添南道路については、平成30年
３月に暫定２車線で開通した浦添北道路と、現在事業
中の那覇北道路を接続する道路であります。国による
と、浦添南道路の事業化については、周辺地域の開発
状況や関連事業の進捗及び現道の交通状況を踏まえて
検討していく予定とのことであります。
　次に同じく３の(1)のウ、浦添西原線港川道路の進
捗状況等についてお答えいたします。
　浦添西原線港川道路は、浦添市港川から城間までの
約1.6キロメートルの区間について、平成19年度に事
業着手し、令和４年度末の進捗率は、事業費ベース
で約84％となっております。現在、４車線供用に向
け、支障となる物件等の移設協議を継続的に行ってい
るところであります。引き続き、関係機関と連携を図
りながら、早期の４車線供用に向けて取り組んでまい
ります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
　　　〔宮平道子　子ども生活福祉部長登壇〕
○宮平道子 子ども生活福祉部長　４、福祉行政につ
いての御質問の中の(1)、児童養護施設の退所後の進
路と課題についてお答えいたします。
　児童養護施設等の対象年齢は原則18歳で、最長
二十歳まで延長が可能です。また、令和４年３月に高
校を卒業した施設等退所児童の進学率は約59％、就

職率は約34％となっています。一方、退所後に経済
面や精神面で悩みを抱え、退学や離職するなどの課題
もあることから、県では退所者等の孤立を防ぎ、必要
な支援につなぐため、支援員等による生活相談や就労
相談、交流の場の提供、生活資金の支援や貸付け等を
実施しております。児童養護施設等の退所者が不安を
抱えることなく自立できるよう、必要な支援を行って
まいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　島尻忠明議員。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時35分休憩
　　　午後４時35分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○島尻　忠明 議員　まず、公室長に再質問させてい
ただきます。
　今答弁がありましたように、今回浦添市のほうから
名称の変更と次回に向けてのいろんな振興策のお話が
あったと聞いております。次回の予定、その辺も協議
があったかと思いますが。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　次回の開催時期につきまし
ては、現時点ではまだ決まっていないということでご
ざいます。防衛省が主催しておりますので、防衛省に
おいて検討されるものというふうに考えております。
○赤嶺　昇 議長　島尻忠明議員。
○島尻　忠明 議員　次回、浦添市さんのほうでいろ
んな計画を策定するということで確認がされていると
思うんですけど、そこはやはりいろんな都計法とか、
いろんな計画とか、県ともいろんな調整が図られると
思うんですけど、その調整方をしっかりと、また浦添
市さんのほうから対応方がありましたら取り組んでい
ただきたいと思いますが、いかがでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　県としましても受入先であ
る浦添市の振興に関する事業計画案が出てきました
ら、当然速やかに庁内の関係部局とも調整を進めると
いうふうに考えております。
○赤嶺　昇 議長　島尻忠明議員。
○島尻　忠明 議員　ぜひ、この今回協議している西
海岸のほうは、先ほども答弁がありましたけど、牧港
補給基地、そことも関連をしてしっかり一体となっ
て、浦添市は以前から開発をしていくんだということ
をしっかりと根幹に持っておりますので、その辺も含
めてぜひ返還も見据えて取り組んでいただきたいとい
うふうに思っております。
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　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時37分休憩
　　　午後４時37分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○島尻　忠明 議員　次にイなんですけど、タイムス
ケジュール等が分かれば、アセス以外のスケジュー
ル、あるいはその後のスケジュール、示せるんであれ
ば御答弁をお願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時38分休憩
　　　午後４時38分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　環境アセスのスケジュー
ルについてお答えをいたします。
　那覇港管理組合によりますと、浦添埠頭地区の交
流・にぎわい空間における環境アセスメントにつきま
しては、５年程度を要するということが見込まれてい
るようでございます。令和５年度に方法書の作成、令
和６年度に現地調査、７年から８年に準備書、８年以
降評価書というようなスケジュールで検討していると
いうふうに聞いているところでございます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　島尻忠明議員。
○島尻　忠明 議員　それでは既に、この方法書の前
の段階は終わっているってことで理解してよろしいで
すか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時39分休憩
　　　午後４時39分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　方法書の分につきまして
は、令和５年度で完了するという予定でございます。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時40分休憩
　　　午後４時40分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○前川智宏 土木建築部長　失礼いたしました。
　準備書につきましては、既に完了しているというこ
とになります。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時40分休憩
　　　午後４時40分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。

○前川智宏 土木建築部長　大変失礼いたしました。
　方法書の前に配慮書という手続があるようでござい
ますが、本事業については配慮書の作成の必要はな
く、令和５年度に方法書を作成しており、今年度、方
法書については完了する予定であるというところでご
ざいます。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時40分休憩
　　　午後４時40分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　島尻忠明議員。
○島尻　忠明 議員　ぜひ、スケジュールがあると思
いますが、その前の配慮書は終えていますので、今年
度、方法書等しっかりと――私が言いたいのは、今の
代替施設の部分、今アセスしている部分と、先ほども
言いました背後地の約270ヘクタールのキャンプ・キ
ンザーも統合計画に入っておりますので、できれば一
緒に整合性を持って事業を進めていければいいのかな
と思っておりますので、ぜひよろしくお願いいたしま
す。
　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時42分休憩
　　　午後４時42分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○島尻　忠明 議員　次に、下地島空港の件ですけ
ど、その土地の利用の基本方針を皆さん定めていると
思いますが、御答弁をお願いいたします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時42分休憩
　　　午後４時43分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○島尻　忠明 議員　皆さんは、やはりこの下地島空
港は3000メートルの滑走路があるとか、そういった
ことを踏まえ、島の自然的あるいは社会的条件、航空
及び海洋関連等の土地利用を図る、さらにその自然も
しっかりと守るということで基本方針を示しておりま
すが、私は確かに――私のふるさとでもありますの
で、物すごくきれいな海でありますし、自然も大変豊
かでありますので、しっかりとまたその辺を守りなが
ら整合性を持ってやっていただきたいっていうのは思
うんですけど、あと１点、この自然とかいろんな今の
価値観に付すのもいいんですけど、私はこの下地島空
港、前回も質問をしましたけど、昭和54年に開港し
ております。ちょうど私が13歳のときでしたけど、
やはりいろんなことがあって、これ開港にこぎ着けて
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おりますので、しっかりとこの開発をするにも、私は
まず地元住民の理解を得ることが大事だと思っており
ます。特に、耕作者の皆さんの気持ちもしっかりとお
話をして、理解を得ることが大事だと思いますが、い
かがですか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　耕作者の方に対しまして
は、丁寧に説明をし、地元と一体となって説明会等を
開催しながら理解を得て、土地利用の事業に取り組ん
でいく必要があると考えております。
○赤嶺　昇 議長　島尻忠明議員。
○島尻　忠明 議員　先ほど、私の先輩の下地康教議
員に答弁がありました。このリゾートの面積を聞きま
したら、270ヘクタールということでありまして、私
が今浦添におりますけど、キャンプ・キンザーといみ
じくも同じ面積でありますので、大きな面積でありま
すから、しっかりと計画をしてやっていただきたいと
思います。
　そこで、やはり今そこで農業をしている皆さんもい
るんですけど、いろんなリゾート、どういったもの
が――今、検討しているということでありますが、誘
致をされましたら、やはりそこにはいろんな食料と
か、いろんな農業の成果物も必要だと思いますので、
やはり我々日頃から地産地消というものもうたってお
りますので、ぜひ先ほど答弁がありましたので、そこ
で農業ができるスペースがあれば、この今耕作をして
いる皆さんともしっかり話し合って、地産地消、その
辺もしっかりとできるようにここの皆さんとも話をし
ていただきたいと思うんですが、いかがでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　耕作者の皆様の理解を得
ることは本事業において不可欠でございますので、今
後とも丁寧に対応しながら、要望等については耳を傾
けてまいりたいと考えております。
○赤嶺　昇 議長　島尻忠明議員。
○島尻　忠明 議員　いや部長、私が言っているの
は、そこで地産地消でいろんな農産物もできますが、
その辺も勘案をして取り組んでいただけないかって聞
いていますので。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　議員御提案の内容につき
ましても、実現の可能性等につきまして協議してまい
りたいと考えております。
○赤嶺　昇 議長　島尻忠明議員。
○島尻　忠明 議員　それで、皆さんが募集している
中身、いろいろありますけど、電気とかガスとかは企

業ですからいろんな皆さんで協力してできるんですけ
ど、お互い分かるように、水についてはやっぱり公営
ですのでなかなか厳しいところがあるんですよ。これ
はどこでもそうですので。そして一番は宮古島、水事
情に大変厳しいところがあります。この募集業務の中
にも入っておりますが、そこについては何ら――公募
する皆さんで解決してくれみたいに書いてあるんです
けど、いろんなリゾートにしても、ほかの企業にして
も水がないと来られないわけですよ。今、この課題は
どのようになっていますか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　上水の供給について課題
があるというところについては、認識しているところ
でございます。現在、供給事業者となるであろう宮古
島市と意見交換を行っているところでございます。
○赤嶺　昇 議長　島尻忠明議員。
○島尻　忠明 議員　いや、意見交換しているってい
うのは聞き取りでも聞きましたけど、今どういうふう
に解決しようとしているのか。まだ――要するに、皆
さんスパン決めてやっているわけですよね。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えいたします。
　上水の供給につきましては、具体的に調整の段階ま
で上がってはいないというところでございます。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時48分休憩
　　　午後４時49分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　島尻忠明議員。
○島尻　忠明 議員　ぜひ、この件に関してはまた地
元の皆さんもおりますので、やはり水はどうしても必
要不可欠でありますから、地元の宮古島の皆さんと
も、行政ともしっかり話合いをしながら、そうしない
とこれ絵に描いた餅になりますので、それは私が言わ
なくても十分御理解いただけると思いますので、やっ
ていただきたいというふうに思っております。何度も
申し上げますけど、やはりふるさと――この下地島空
港、隣接する伊良部島も高齢化でなかなか若い人たち
も仕事、定着がない。その中でこうやっていろんな宇
宙計画とか事業がありますので、何とかやっぱり活性
化をしてもらいたい。そういう思いで質問もさせてい
ただいております。
　ぜひ知事も、国政にいてもどこにいてもやはりふる
さと沖縄のことを考えていたと思うんですけど、えて
して我々政治家は、いろいろと政策の都合で政党を変
えたりしますけど、やはり政党は変えてもふるさとは
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変えられませんので、ぜひふるさとのために頑張って
いくという知事も思いがあると思いますので、知事、
一言答弁をお願いします。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　土地に対する愛着心、愛郷心と
いうのは誰でも持っているものでありまして、なおの
ことそこを利活用していこうということであれば、そ
こに必要なものをしっかりと整備をしていくこと、保
全をしていくことの両方の観点から取組を進めていく
ことが肝要だろうと思います。議員御意見の下地島の
上水問題についても、宮古島市としっかりと連携をし
て、その問題解決が図られていけるように、県として
もしっかり取り組んでまいります。
○赤嶺　昇 議長　島尻忠明議員。
○島尻　忠明 議員　ぜひ知事、地元の御理解もしっ
かり得ながらやっていただきたいというふうに思って
おります。
　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時51分休憩
　　　午後４時51分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○島尻　忠明 議員　道路行政についてでございます
が、国の事業もしっかりと代替施設、そしてまた移設
協議会、そして10年ぶりに開催されました浦添市を
含む協議会もありますが、やはりその浦添北道路、
あるいは南道路もそうでありますが、一番の国道58
号から先ほど答弁がありました浦添西原線、港川か
ら城間。ここがどうしても58号、城間から西海岸道
路に行かないと、58号の慢性的な渋滞というのはな
かなか緩和されないんですよ。以前は、そこに郵便ポ
ストがあったり、コインランドリーがあったりとか、
移設で大分手間取ったと思うんですけど、私が認識す
る――コインランドリーも完成をしておりまして、あ
とはポストのほうも沖縄市のほうに移転をされたと
思っておりますが、その後、なかなか進んでいないん
ですけど、これはどういった経緯があるのかお聞かせ
ください。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時53分休憩
　　　午後４時53分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　港川道路の支障となって
いる物件でございますが、米軍施設内にある郵便局の
移設、また沖縄電力の所有されている鉄塔の移設とい

うところが支障となっているというところでございま
す。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時53分休憩
　　　午後４時53分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○前川智宏 土木建築部長　米軍施設内にある郵便局
についてでございますが、移設先の建築工事等を行っ
ているというふうに聞いておりまして、今年度中の完
成というふうに聞いているところでございます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　島尻忠明議員。
○島尻　忠明 議員　ぜひ、これは10年ぐらい前です
が、よく沖縄県は、はしご道路という言葉がいろんな
ところで話されておりました。ここも、はしご道路の
一環なんですよね。ちなみに、このはしご道路という
のは沖縄県でいろいろ計画されましたけど、しっかり
と運用されているところはありますか。もし分かれば
でいいです。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　はしご道路につきまして
は、南北軸につきましては、国道58号、沖縄自動車
道路、それから国道329号という骨格がございまし
て、横断する道路を主に県がやっているというところ
でございまして、今、南のほうでは南部東道路、浦
添――この港川道路もそうですが、そういったところ
で県が取り組んでいるという状況でございまして、主
にこの南北を縦貫する道路については、おおむね概成
しているところもありますが、一部バイパス等を国に
おいて整備している部分もあるというところでござい
ます。
○赤嶺　昇 議長　島尻忠明議員。
○島尻　忠明 議員　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時55分休憩
　　　午後４時56分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○島尻　忠明 議員　それでは、福祉行政についてお
伺いいたします。
　退所の年齢は、以前は18歳だったんですけど、こ
れが延びて二十歳までっていうことが国の制度かとい
うふうになっておりますが、その辺確認をしたいと思
いますが、いかがですか。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　お答えいたしま
す。
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　施設や里親委託児童の退所は、原則として18歳。
そして、必要に応じて二十歳まで延長できることと
なっております。また、今般の児童福祉法の改正によ
りまして、児童相談所が必要と認める場合について
は、年齢要件が弾力化されるということになっており
ます。
○赤嶺　昇 議長　島尻忠明議員。
○島尻　忠明 議員　分かりました。いろんな環境が
あって厳しいところもあると思いますので、しっかり
とやっぱり御本人が落ち着くまでは――いつかは出て
いかないといけないんですけど、しっかりとケアをし
ていただきたいというふうに思っております。
　そこでお伺いしますが、以前のこの社会環境は今の
社会環境と大分変わっておりますが、昨今のこの施設
に入所する皆さんの環境というのは、以前と今と比べ
てどういう変化があるのかお伺いいたします。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　児童養護施設に入
所する児童は、親がいない児童であったり、家庭での
養育が適切でなかったりというようなことで措置をさ
れているということになりますけれども、近年の状況
としては、虐待を背景としたものが増えているという
ことでございます。
○赤嶺　昇 議長　島尻忠明議員。
○島尻　忠明 議員　何年かぶりに、市議時代も含め
て久しぶりに質問をするんですけど、この件に関して
は。人数自体は落ち着いてきているっていう話も聞い
てはいるんですけど、ただ、やはりこの皆さんが先ほ
ど答弁のありました、就学と就職の話もありました。
やはりいろんな環境が違うもんで、就職したり、就学
するときにいろんな支援事業があると思うんですけ
ど、その事業をお答えいただきたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　児童養護施設から
退所する児童に対しましては、例えば就職に役立つよ
うに各種資格検定や運転免許取得に活用できる費用を
支援するというものがございます。それから就職支度
費であるとか、大学に進学するに際しては、自立生活
支援費という形で支援を行っているところでございま
す。関係機関と連携しまして、自立支援に引き続き取
り組んでまいりたいと考えております。
○赤嶺　昇 議長　島尻忠明議員。
○島尻　忠明 議員　ただ、この支援事業ほとんど貸
付けなんですよね。そして、５年間仕事を継続すれば
免除とかいろいろあるんですけど、ただ、いろんな統
計を見ると大変厳しい状況がありますので、私としま

しては、やっぱり国とも連帯して、やはり貸付けでは
なくて、償還なしの、そのように持っていければいい
かなと思いますが、見解をいただきたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　お答えいたしま
す。
　先ほど申し上げました各種資格検定、運転免許取得
等そういったものにつきましては、貸付けではなく費
用の支援をしているというものでございます。そのほ
かに、今議員がおっしゃられた児童養護施設退所者等
に対して自立支援金の貸付事業というものがございま
して、退所した後の生活が安定する、そういった基盤
を確保するということについて、家賃や生活費、資格
取得費等の資格取得に係る費用等を貸付けするという
ものがございます。これについては全国一律の制度と
なっているところでございます。引き続き施設等と連
携しまして、貸付けを受ける際に退所者等に対しては
本事業の内容や目的を丁寧に説明して、例えば就職で
あれば５年間就労していればそれが免除されるという
ような仕組みになっておりますので、就学・就労等を
安定して続けて自立につなげていくように丁寧な説明
を行っていきたいと考えております。
○赤嶺　昇 議長　島尻忠明議員。
○島尻　忠明 議員　自動車免許は、やはり沖縄でど
うしても必要なものでありますので、ただ、これも自
練っていうんですか、自動車学校の皆様の御厚意でそ
の一部を補助してもらって、やっていると思うんです
けど、その辺いかがですか。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　お答えいたしま
す。
　児童養護施設退所児童等が運転免許を取得する際に
活用できる支援としては幾つかございまして、まず１
つ目が先ほど申し上げました児童保護等措置費の中で
資格取得経費の支援というのがございまして、５万
7000円を上限としてというのがございます。それと
併せまして、一般社団法人沖縄県指定自動車学校協会
と県が協定を結んでおりまして、これに基づきまして
運転免許取得費等の一部、10万円という形になりま
すが、10万円を免除していただいているということ
でございます。ほかに、今御説明しましたとおり貸付
けということになりますが、資格取得に係る貸付事業
で上限約25万円というのがございます。この３つの
支援を合わせると、おおむね運転免許資格が取得でき
るのではないかというふうに考えているところでござ
います。今、この上限25万円の貸付けについては、
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２年間の就労継続が認められましたら、返還は免除さ
れるということになっております。
○赤嶺　昇 議長　島尻忠明議員。
○島尻　忠明 議員　免許取得費も大分高騰している
ようですから、ぜひ自動車学校の皆さんに、もう少し
補助できるようにお願いをしたい。
　そして最後に、緊急に保護するものですから、たま
に兄弟２人とか、３名保護したときに、以前はやはり
本島の施設に入れない場合は離島が結構空くものです
から、兄弟でもこのように離れて施設に行くっていう
ことがありましたけど、昨今の状況はどうですか。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　離島等においては
以前もそのようなケースもあったと聞いております
が、今現在、登録里親数というのも増えておりまし
て、そういったものも活用させていただきながら、兄
弟が離れ離れに措置されるというような実態はないと
いうふうに考えているところで、特別な事情がない限
りないというふうに理解をしております。
○島尻　忠明 議員　もう終わりか。
○赤嶺　昇 議長　終わりです。
○島尻　忠明 議員　ありがとうございました。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。
○仲里　全孝 議員　お疲れさまです。
　沖縄・自民党会派の仲里全孝でございます。
　一般質問に入る前に玉城デニー知事にお礼を申し上
げます。国頭フェア、激励いただきありがとうござい
ます。村民の方から私に連絡があって、大変喜んでい
ました。
　ちなみに、離島フェアは参加されましたか。感想で
す。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　26日、最終日に参加をさせてい
ただいて、１時間半、２時間ぐらい回らせていただい
て、非常に盛況でした。
○仲里　全孝 議員　議長。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。
○仲里　全孝 議員　今、お互い考え方は一緒ですの
で、ヤンバル、離島振興を目指してまた頑張っていき
ましょう。
　そういう中で、一般質問を行います。
　１番、沖縄県では護岸のライフサイクルマネジメン
トのための老朽化調査及び老朽化計画マニュアルを策
定されているようだが、知事の考え方を伺う。
　(1)、	防護機能が低下している護岸老朽化調査の状
況を伺います。

○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えをいたします。
　土木建築部が所管する海岸保全施設については、構
造物の劣化度を把握するため、国が策定した海岸保全
施設維持管理マニュアルに基づきまして、各海岸の長
寿命化計画の策定や点検を実施し、管理者による適切
な維持管理に取り組んでおります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。
○仲里　全孝 議員　次に(2)番、国道329号、金武町
字伊芸付近の老朽化している護岸の整備計画の進捗状
況を伺います。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　金武町字伊芸地区の護岸
の一部につきましては、整備経緯が不明であり、既設
護岸の周辺が保安林区域として指定されているため、
海岸保全区域として指定できないことなどが課題と
なっております。これらの課題解決に向けまして、金
武町や県関係機関と意見交換を実施しているところで
あり、県としてどのような対応が取れるのか、引き続
き連携して取り組んでまいります。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。
○仲里　全孝 議員　（パネルを掲示）　部長、この
件、担当者が鋭意努力していろんな調整をしているの
はまあ分かるんですよ。町も、県の事業に全面的に協
力して、この問題に取り組んでいきたいと、そういう
ことがあります。これ事業化は程遠いですか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　事業化につきましては、
整備経緯、関係機関との協議などを踏まえまして、今
後検討していきたいと考えているところでございま
す。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。
○仲里　全孝 議員　知事、副知事、ここですね。よ
く知事のほうも副知事も知っているところ、329号。
これ上は国道が通っているんですよ。この件、問題は
この護岸なんですよ、この護岸。この護岸が、いわゆ
る1950年代、60年代に設置されただろうと、そうい
うふうに言われている護岸。非常に危険です。これ崩
落しているんですよ。これ国道。ぜひ知事、現場踏査
お願いしたいんですけれども、いかがでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　詳細については、先ほど土木建
築部長から説明をさせていただきました。
　県としましては、この管理護岸について、十分な目
視の調査などを行い、そして必要であれば、それぞれ
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の市町村と連携して早期に取り組むということです
が、議員御案内のこの護岸についても、金武町や関係
機関と意見交換を進めさせていただいております。一
度私もぜひ現場を見て、またそのようなことを指示を
しておきたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。
○仲里　全孝 議員　ぜひよろしくお願いします。
　次に移ります。
　２番、沖縄県で過去約30年間に、県議会の議決が
必要にもかかわらず、議会に諮っていなかった事案が
土木建築部で161件、企業局で１件あったと判明した
ことがマスコミなどで報道されている。下記のとおり
知事の考え方を伺う。
　(1)番、地方自治法第96条１項13号に基づく議決を
得ていなかったとあるが、内容を伺います。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　道路管理瑕疵に関する事
案については、道路賠償責任保険を契約している保険
会社が損害賠償の額の算出及び支払いを行っており、
県の新たな財政上の支出を伴わないことから、議会の
議決は必要ないものと解釈しておりました。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　企業局長。
○松田　了 企業局長　議会への議決を得ていない企
業局事案の内容について御説明いたします。
　地方公営企業である企業局の場合、地方公営企業法
等の法令に基づき損害賠償の額が200万円以上の場合
に議会の議決を必要としますが、平成20年度に保険
制度を活用して約335万円の損害賠償金を支払った事
例では、当該損害賠償金のうち、企業局の支出が免責
金額相当の５万円であったことから、議会の議決は必
要ないものと解釈し、議決を得る手続を行っていな
かったものであります。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。
○仲里　全孝 議員　今回、議会で諮っていない事案
が発覚されています。土建部、企業局のほうと。これ
原因は何だったんですか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　議会の議決を得ていな
かったところでございますが、県の新たな財政上の支
出を伴わないということから、議会の議決は必要ない
ものという解釈をしていたというところでございま
す。
○赤嶺　昇 議長　企業局長。
○松田　了 企業局長　お答えします。

　企業局の場合、200万円以上の損害賠償の額の場合
に議会の議決を必要といたしますけれども、平成20
年度の事案ですと、企業局が支払った金額が免責相当
金額の５万円であったことから、議会の議決は必要な
いものと解釈して手続を行っていなかったということ
でございます。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。
○仲里　全孝 議員　ありがとうございます。
　これは事務処理の不手際ですか。検証されています
か。決裁までのプロセスを教えてください。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　道路管理瑕疵に関する事
案につきましては、事故が起きました場合に、保険会
社がその損害賠償の額を算定し、支払いを行っていた
というところでございます。その点について、議会の
議決は必要ないという解釈をしてしまったというとこ
ろが原因でございます。
○赤嶺　昇 議長　企業局長。
○松田　了 企業局長　お答えします。
　平成20年度の事例につきましては、発生時期が平
成20年の５月27日から28日の未明に発生してござい
ます。この件につきまして、所管しております配水
管理課から、保険を使って支払いが行われた旨、平
成20年の10月７日に決裁の手続が行われてございま
す。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。
○仲里　全孝 議員　分かりました。
　県が加入する保険で損害賠償金を支払ったとある
が、内容を伺います。沖縄県が契約している保険会社
は何件か。年間の保険料は総額で幾らか教えてくださ
い。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　土木建築部が加入をして
いる損害保険の件数と保険料の総額について、お答え
をいたします。
　現在把握している土木建築部が加入している損害保
険は10件、保険料の年間総額は、341万8195円でご
ざいます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　企業局長。
○松田　了 企業局長　お答えします。
　企業局が加入しておりますのは、日本水道協会の水
道賠償責任保険でございまして、今年度、令和５年度
の年間保険料は55万4630円となっております。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。
○仲里　全孝 議員　これは土建部、企業局も金額が
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違うんですけれども、やっぱり件数でこういうふうな
金額になっているんですか。これ沖縄県、県全体の総
額は出せますか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　申し訳ございません。
今、県全体の集計については、実施をしておりませ
ん。
○赤嶺　昇 議長　企業局長。
○松田　了 企業局長　企業局が加入しておりますの
は、日本水道協会のいわゆる水道関係の保険でござい
まして、県の企業局の場合は、昭和54年度以降その
保険に加入しております。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。
○仲里　全孝 議員　次に移ります。
　(3)番、土木建築部以外にも、沖縄県では不適切な
会計処理や不手際、保健医療部での書類紛失など相次
いでいるが、全庁挙げての再発防止の取組がどうなっ
ているか、伺います。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　知事部局においては、内部統
制上の重大事案が続けて発生していることを重く受け
止め、その要因等を洗い出し、実効性の高い再発防止
策につなげるため、現在緊急的な事務の総点検を実施
しているところです。また、総点検後は、その結果を
踏まえ、外部専門家による検証を行うこととしており
ます。組織的な対応としましては、部等の主管課に予
算経理班を設置するとともに、会計分野エキスパート
職員を育成・配置し、予算執行に係る審査機能を強化
いたします。さらに内部統制推進体制の強化として、
全ての主管課に内部統制専任職員を増員して配置する
こととしております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。
○仲里　全孝 議員　まず、今部長のほうから再発防
止のための内部統制専任職員の配置がありました。内
容を教えてもらえないですか。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　各部の主管課に内部統制の専
任となる主幹級の職員を配置することとしておりまし
て、その各部内の内部統制に対する意識啓発の促進、
それからコンプライアンス会議の開催等も含めます。
それから各部、各所属が行っておりますリスク識別の
対応策の検証、それから２次評価も実施する等々の取
組によって、内部統制を強化していきたいというふう
に考えているところでございます。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。

○仲里　全孝 議員　この資料、私も拝見させていた
だきました。ここに、皆さんの目的に職員のコンプラ
イアンスの確保というものがあります。今回の事務の
不手際に関して、職員のマネジメントに問題があった
んですか。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　重大な不備事案が去年、今年
と発生しておりますが、中には刑法事犯もございまし
た。その辺りの法遵守という面も含めて、コンプライ
アンスを徹底し、内部統制を推進していくという趣旨
でございます。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。
○仲里　全孝 議員　職員のコンプライアンスの話が
ありました。それと組織のマネジメントをもっと強化
していこうという話がありました。私がまず確認した
いのは、職員の職務に、職員の行政の職務に何か問題
ありましたかということです。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後５時21分休憩
　　　午後５時21分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○宮城　力 総務部長　頻発しております不適正な会
計処理等がございます。これについては、その内容、
原因、それから過失の程度について、今、総務部で一
括して調査を行っているところでございます。その中
で服務規律に違反する行為の有無についても確認して
いるところでございます。ただしその場合は、故意ま
たは過失の程度も考慮して、懲戒等については慎重に
判断する必要があるというふうに考えております。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。
○仲里　全孝 議員　そうですよね。それで今回特別
に、内部統制専任の職員を設置すると。何か職員をこ
れ――新たな取組なんですよ。もう一つは、会計エキ
スパートの設置。まず先に、内部統制に関してちょっ
と確認します。沖縄県の内部統制に関する方針は、い
つ設置されてますか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後５時23分休憩
　　　午後５時23分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　総務部長。
○宮城　力 総務部長　令和２年の２月12日に方針を
策定しております。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。
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○仲里　全孝 議員　これまでの会議設置、令和２年
からですから、会議の設置、体制、組織の内容を教え
てください。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　これまで知事を本部長といた
します内部統制推進本部、これがトップでありまし
て、各部各課に内部統制の考え方等を浸透させてきた
ところ、ただし昨年、不適正な事務等が起こる――頻
発してきましたので、その下に幹事会としまして、各
部の主管課長で構成される幹事会を設置し、情報の共
有化を図ってきたところでございます。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。
○仲里　全孝 議員　これ皆さんの組織表を見まし
た。知事、内部統制最高責任者。推進本部に知事、副
知事、政策調整監、知事公室長、各部長が構成員と
なっています。これは令和２年から、皆さん何回会議
を開いたんですかということです。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後５時25分休憩
　　　午後５時26分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　総務部長。
○宮城　力 総務部長　令和２年、令和４年、令和５
年それぞれ１回ずつ開催しておりまして、計３回とな
ります。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。
○仲里　全孝 議員　部長、簡単でいいから議事内容
を教えてもらえないですか。簡単でいいですよ。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後５時26分休憩
　　　午後５時27分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　総務部長。
○宮城　力 総務部長　令和２年度の第１回内部統制
推進本部は方針を定める際の会議、令和４年度に開催
されましたのは令和３年度の内部統制の評価、それか
ら国庫請求漏れ等がございましたので、それの共有を
図るための事案も含まれております。それから今年開
催いたしましたのは、昨年の内部統制の評価結果と、
この不適正事案等について共有したというところでご
ざいます。あと幹事会については、昨年４回、それか
ら――失礼いたしました。昨年６回開催し、事案の内
容等について共有してきたところでございます。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。
○仲里　全孝 議員　部長。私、ホームページに掲載
されているのをちょっと紹介すると、沖縄県において

は、県民の行政に対する信頼性を確保するため、沖縄
県行政運営プログラムにおいて、内部統制機能の強化
のために設置されているんですよ。それで今の話を聞
くと、リスクマネジメント活動や法令遵守の徹底など
に取り組んでいるところでございますと。なお、これ
地方自治法150条の１項の規定に基づく――皆さん、
これ今の部長が紹介する会議は誰が招集して、どのメ
ンバーが会議に参加されたんですか。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　会長であります知事が招集
し、基本、構成員である部局長が参加いたしますが、
たまに他の公務との関連で代理が出る、部局長にあっ
ては代理が出席する場合もございます。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後５時30分休憩
　　　午後５時30分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○宮城　力 総務部長　また、幹事会については、行
政管理課長が幹事長になっておりますので、行政管理
課長名で各部主管課長等を招集しているというところ
でございます。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。
○仲里　全孝 議員　これ部長だけじゃなくて、中身
を見ると、課長に、各課の責務、職員の在り方、地方
自治法の考え方まで中に入ってるんですよ。これ皆さ
ん、議事録ないと法律違反になるんじゃないですか。
令和３年、令和４年の３月に道路事業のハード交付金
の繰越額の計算の誤りに１億2700万を一般財源から
補塡したと。皆さんの不適正の事業の内容11件の中
に令和４年３月があるんですよ。何でこれ議題に上が
らないんですか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後５時31分休憩
　　　午後５時33分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　総務部長。
○宮城　力 総務部長　内部統制推進本部を開催した
際に、前年度の重大な不備に係る対応状況ということ
で、その中に国庫請求漏れの事案も含めて共有したと
いうところでございます。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。
○仲里　全孝 議員　あのね部長、11件出てるんです
よ。内部統制委員会でこれは設置して議題に上げない
といけない。法律でそうなっているんですよ。皆さん
やってないですよ。議事録が見えない。何か職員のコ
ンプライアンス。そのために内部統制専任職員を配置
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する。それも主幹級、班長級。これまだ訳が分からな
い、皆さんのやり方。我々自民党会派は、去年の２月
から、一緒になって取り組もうよと、問題解決に取り
組んでいこうと、全然皆さん、聞く耳なかった。与党
も野党も一緒になってやろうって、我々提案したじゃ
ないですか。
　会計エキスパート、沖縄県職員の複線型人事制度実
施要領、これいつ設置されてますか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後５時35分休憩
　　　午後５時35分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　総務部長。
○宮城　力 総務部長　令和元年12月23日付で決定し
ております。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。
○仲里　全孝 議員　ここに平成26年11月７日総務部
長決定って書いてありますけれども、平成26年11月
７日に総務部長が既に決定されているんじゃないです
か。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　人事管理基本方針は平成26年
11月７日に策定されて、職員の複線型人事制度実施
要領を令和元年に策定したというところでございま
す。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。
○仲里　全孝 議員　部長、現在これもう取り組んで
いるんでしょう。これ、要領見ると。令和元年12月
からもう取り組んでいるんですよ、これ。皆さんの答
弁、代表質問でも、これまでの委員会での答弁も、次
年度から新しい職種、次年度から設けていきますと。
内容等全て書かれているじゃないですか、ここに。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　まず、人事管理基本方針は職
員の採用とか、その後の任用とかについて触れられて
おります。この複線型人事制度実施要領は令和元年に
策定いたしましたが、その対象となる業種、職種とし
まして、税の賦課及び徴収というものをまず定めまし
た。これ令和元年でございます。今回の事務の不備の
頻発を受けて、今回新たに会計事務というものを追加
した。そして今、これに係る職について募集を行う。
そしてこれを来年の４月から配置していきたいという
ことで、以前からその会計事務のエキスパートがいた
ということではございません。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。
○仲里　全孝 議員　ここがかみ合わない。矛盾して

いる。６ページに書いているじゃないですか。会計の
事務、会計課、財政課、各部の主管課、宮古事務所総
務課、八重山事務所総務課、委託料、工事請負費、補
助金などを所管する課などって書いているじゃないで
すか、６ページに。何で今になるのって。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　この要領は、今年度改訂し
て、この会計事務を追加いたしました。そして、この
追加したことに基づいて、今募集を行っていて、来年
の４月から配置をしていくということで、制度として
今新たに要領の中に今年度追加して、これを今募集し
て、指定をして、来年の４月から配置をしていくとい
うことでございます。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。
○仲里　全孝 議員　部長、こんないい要領つくっ
て、何でこう今つくるのと。エキスパートの人材管理
をするために皆さん要領をつくったんでしょう。それ
も令和元年に。私が一番言いたいのは、内部統制です
よ。職員のやる気、法律的に設置されてるのに皆さん
が動いてない。職員のせいにしているよ。あれが悪
かった、これが悪かった。何ですか、この会計エキス
パート。内部統制委員会、委員、職員――職員のせい
にしている。皆さんが一つになってどうあるべきか、
内部統制委員会設置して、月に１回とか開催しないと
いけないんじゃないですか、これ。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　本部については、随時開催す
ることとしております。その内部統制の会議といいま
すか、意識をもっと浸透させるということで、主幹を
設置し、各部各課この専任主幹を中心として、今、行
管との連絡調整も含めてさらに強化していくという取
組でございます。職員のせいにしているという意図等
は全くございません。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。
○仲里　全孝 議員　それはしているんですよ。この
今、皆さんの考え方と、部長級皆さんの管理部門にあ
るんですよ、管理部門。管理が徹底していたら、こう
いった事案が出てこない。そうなっていますよ、これ
は。今回のこの11件で直接損失を受けるのは県民な
んですよ、県民。それも16億でしょう。16億の財源
を、一般財源から補塡する。どうなんですか。副知
事、知事。答弁お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後５時42分休憩
　　　午後５時42分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
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　池田副知事。
○池田竹州 副知事　先ほど来、総務部長から答弁さ
せていただいているように、方針を定めた部分、令和
元年のところは複線式のもの、これ実は毎年のように
修正して、今議員御指摘のところは、最新の情報を改
訂したもので、元年からこの状態であったわけではな
いということはちょっと御理解いただきたいと思いま
す。その上で、やはり内部統制の基本方針というのは
定めさせて――これは法律に基づく自治法150条に基
づく基本方針でございまして、それできちんとやって
いく。当然職員に求めているものは、報告・連絡・相
談など、そういったところを求めているところでござ
います。情報がきちんと伝わって、それをチェックす
る体制、議員御指摘のように今、そのチェックする部
分が実際弱かったというところで、このような11件
のものができている。職員がミスするのは、私どもも
これはもう避けられない、してはほしくないんですけ
どあり得る。それをきちっと段階的にチェックする体
制を取っていたんですが、それが機能していなかった
部分があるということで、今般、今ありますように会
計のエキスパートを養成していく、そして内部統制へ
の、いわゆるきちんと――リスクはもう今、二千数百
識別してるんですけれども、それが各課で実際にリス
クとしてチェックされているかというのを各部主管課
において、より丁寧にやっていこうということで、ミ
スをなるべくなくしていこうという取組でございま
す。ぜひ御理解いただきたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。
○仲里　全孝 議員　副知事、理解はしていますよ。
私が言いたいのは、管理者が管理していないんです
よ、これ。管理者が。そうであれば、職員の懲戒処分
もありますよ、今回。会計管理者と会計エキスパート
の違いは何ですか。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　会計管理者は地方自治法の規
定に基づき設置され、普通地方公共団体の会計事務を
つかさどるという責めを、職責を持っています。一
方、会計エキスパートとなる職員は、職員自らが希望
をして、それの指定を受ければ、その会計分野におけ
る研修、それから実務、これを積み重ねることによっ
てキャリアを積み上げていく。つまり、一般の職員
で、会計事務を専門として――我々は普通、会計事務
であったり、あるいは企画であったりいろんな分野に
異動するんですけれども、会計事務を専門として職に
当たるというところでございます。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。

○仲里　全孝 議員　会計エキスパートもプロ、会計
管理者もプロ。会計管理者のほうには、職員も配置さ
れているんですよ。その違いは何ですかということ。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　会計管理者は出納事務局の長
も兼ねます。それで、各部局にあっても、つまり各課
出納事務を行います。会計事務を行います。それから
各部の筆頭として、予算経理班というのを今度設置し
ますので、各課のこの会計事務のチェック、それから
場合によっては助言等も行う。この分野に、会計の専
門的な経験を積んだ職員を配置していこうとしている
のが、会計エキスパートでございます。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。
○仲里　全孝 議員　まあちょっと中身は分からない
んですけど。皆さんの、会計管理者の職務内容を見て
いると、現金等財産の記録管理、支出内容が適正であ
るか確認した後での支払いってなっているよね。後で
の支払い。執行、決算の調製、予算の調製、首長への
提出。だから中身把握されているんじゃないですか
と。そのために、プロの職員が会計管理者の下に配置
されているんじゃないですかって。その配置されてい
る職員と今回エキスパートとの違い、スペシャリス
ト、それもないんですよ、エキスパートの違いは何で
すかって聞きたいわけ。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　会計課の職員であっても、
ずっと会計課に在籍しているわけではございません。
昔は各部で会計事務の書類等の審査、チェックをし
て、それをまた会計課に提出するという二重のチェッ
クを行っておりましたが、総務課制の廃止によって、
この部でチェックするという機能が大分、何というん
ですか、機能を縮減、縮小させたというところもござ
います。今回は予算経理班を復活させて、それから会
計事務の専門家も育成して配置していくということ
で、審査機能を強化していく。それで適正な会計事務
が徹底されるように、組織として対応していくという
ことでの対応であるということはぜひ御理解をいただ
きたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。
○仲里　全孝 議員　追ってちょっと、委員会でも確
認していきます。
　次の質問に移ります。
　３、令和３年５月27日に起きた本部港倉庫の上屋
事故に関する状況を、警察本部長に伺います。捜査の
進捗状況及び捜査が長時間を要していることについて
伺う。
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○赤嶺　昇 議長　警察本部長。
○鎌谷陽之 警察本部長　お答えをいたします。
　県警察におきましては、令和３年５月本件発生直後
から所要の捜査体制を構築した上で、現場の検証をは
じめ本部港に関わる沖縄県、本部町、事業者など関係
者からの聴取及び関係箇所の捜索、捜索によって押収
した資料の精査などを実施しておりまして、業務上過
失致死事件の立件を視野に入れて、必要な捜査を継続
して進めているところでございます。御指摘のとお
り、捜査に長期間要しているところでございますが、
一般論で申し上げますと、この種の業務上過失致死事
件につきましては、発生原因を特定する、そのほかそ
の業務に関わる者の過失を認定する。言い換えれば、
刑事責任を問うべきものを特定する。そのために、専
門家からの意見聴取などの必要な捜査を実施すること
から、ある一定の期間を要するものでございます。な
お、捜査に長期間を要して立件に至っていないこと
が、御遺族の精神的な御負担とならないように管轄の
担当者におきまして、適宜の時期に捜査経過を説明さ
せていただいております。
　県警察といたしましては、引き続き、必要な捜査を
継続しまして、可能な限り速やかに立件をしてまいり
たいと考えています。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。
○仲里　全孝 議員　本部長、今回の事故の瑕疵はど
こにありますか。
○赤嶺　昇 議長　警察本部長。
○鎌谷陽之 警察本部長　お答えいたします。
　本件事故の原因につきましては、まさに捜査中でご
ざいますので、お答えについては差し控えさせていた
だきたいと思います。
　県警察といたしましては、捜査で判明する事実と関
係法令を照らし合わせまして、事故の原因はどこにあ
るのか適切に判断をしていきたいと考えております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。
○仲里　全孝 議員　この事故に関して、本当に県民
は注視しているんですよ。捜査は、いつ頃までかかり
ますか、いつ頃終えますか、この捜査。捜査期間を教
えてください。
○赤嶺　昇 議長　警察本部長。
○鎌谷陽之 警察本部長　お答えをいたします。
　現在も必要な捜査を継続して行っているところでご
ざいまして、捜査の終結時期につきまして、具体的に
お答えをすることは差し控えさせていただきたいと思

います。
　県警察といたしましては、可能な限り速やかな立件
に向けまして、御遺族あるいは県民の思いにしっかり
と応えられるように、捜査を強力に推進してまいりた
いと考えております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　仲里全孝議員。
○仲里　全孝 議員　議長、どうもありがとうござい
ます。
　これで私の一般質問を終わります。ありがとうござ
いました。
○赤嶺　昇 議長　20分間休憩いたします。
　　　午後５時52分休憩
　　　午後６時15分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。
　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　こんばんは。
　沖縄・自民党、石原朝子でございます。
　本日、最後の一般質問となります。先ほど興奮して
おりましたけれども、今現在クールダウンの意味で、
最終、私の番になりました。
　よろしくお願いいたします。
　では、一般質問に入ります。
　１、世界自然遺産保全・適正利用についてなんです
けれども、実は先月、ベトナムのハノイ市のほうを会
派政務調査として訪問しました。ハノイのほうは、都
市開発と経済発展が著しく、観光客も年々増加してい
る状況でした。ハノイのほうは、遺産保存と遺産維
持、観光開発、遺産地域に住む人々の権利の保護等、
国はもちろんのこと、関係機関の協力を得ながら多く
の課題解決をしながら取り組んでいる状況でありまし
た。
　私が今帰ってきて、このベトナムの一番特に印象
深いものは、国民の平均年齢が31.9歳ということで
す。若者たちがたくさんおりました。本当に活気に満
ちた、希望ある国だと思っております。ハノイのハロ
ン湾、自然遺産のほうを見学させていただきましたけ
れども、本当にまだまだ課題も多くあるかと思ってお
ります。それを踏まえて、私たち沖縄県、世界遺産も
登録されているわけですけれども、それについて質問
をさせていただきます。
　１、世界遺産登録に際して、提示された世界遺産委
員会からの要請事項と国、県、県内市町村の役割と対
応状況を伺います。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
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○多良間一弘 環境部長　お答えいたします。
　世界自然遺産、奄美大島、徳之島、それから沖縄島
北部及び西表島につきましては、令和３年７月の世界
遺産登録の際に世界遺産委員会から要請事項がござい
ました。１つ目には、特に西表島における適切な観光
管理、２つ目としまして、絶滅危惧種の交通事故対策
等の強化、それから３つ目に、河川再生戦略の策定、
４つ目に、緩衝地帯における森林伐採の適切な管理と
いった４つの事項となっております。この当該要請事
項につきましては、国、県、それから地元市町村が連
携をしまして、その中身について対応を検討した上
で、保全状況報告書を作成しまして、昨年、令和４年
12月に国が世界遺産委員会の事務局でありますユネ
スコ世界遺産センターのほうへ提出しているところで
ございます。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　西表島のほうでは、西表島観光
管理計画が令和５年３月に策定されておりますけれど
も、この観光管理計画というのは、北部地域のほうに
は、そういった管理計画の策定の予定はないんでしょ
うか。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
○多良間一弘 環境部長　お答えいたします。
　議員おっしゃったとおり、西表島につきましては、
令和５年３月に西表島観光管理計画を策定しておりま
すけれども、これは世界自然遺産に登録された際に、
観光客が増加することに対しまして、適切に対応して
いくために、もともと既存の来訪者管理計画というも
のをつくっておりましたけれども、要請事項を受けま
して、適切にまた対応するために、既存計画を改定し
て策定したというものになっております。中身的に
は、ガイドによります案内でありますとか、入域者数
の制限でありますとか、そういったものを定めている
というところになります。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　では、このヤンバル――北部地
域に関しては、その観光管理計画の策定というのは必
要ないということでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
○多良間一弘 環境部長　お答えいたします。
　ヤンバル地域におきましては、要請事項に基づいて
策定したということではなくて、世界自然遺産の登録
の前に、その申請に向けまして、沖縄島北部における
持続的観光マスタープランというものをつくっており
ます。それでこの中におきましても、西表と同様に、
増加するであろう観光客への対応としまして、来訪さ

れる観光客が遺産地域になるべく入らないように、遺
産地域につきましてはガイドで案内しまして、その他
の人たちは周辺の地域に誘導するというようなものを
主な内容として、マスタープランを策定しているとい
うようなところでございます。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　分かりました。ありがとうござ
います。
　続きましては、(2)のほうなんですけれども、ずっ
とやんばるずっとうちネコアクションプラン、沖縄島
北部における生態系保全等のためのネコ管理・共生行
動計画が策定されておりますけれども、その概要につ
いてお伺いします。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
○多良間一弘 環境部長　お答えいたします。
　ずっとやんばるずっとうちネコアクションプラン
は、ヤンバル地域の希少種の生息状況の改善を図るこ
とを主な目的としまして、沖縄島北部におけます生態
系保全、公衆衛生の維持・向上及び猫の安全の確保・
健康の維持に寄与するために、沖縄県、国頭村、大宜
味村、東村、環境省の５者が連携しまして、迅速に猫
の対策を進めるものとして、本年10月に策定してお
ります。本プランにおきましては、森林域や集落にお
ける猫の捕獲・保護や譲渡、飼い猫の適正飼養、それ
から沖縄島北部以外からの猫の流入の防止等について
定めておりまして、令和６年１月から運用を開始する
ということにしております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　この行動計画の中では、この猫
というのはもう家猫ということに限るということです
ね、その３村においては。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
○多良間一弘 環境部長　お答えいたします。
　もともとは野猫ということで、森林地域における野
生化した猫を対象としておりましたけれども、ヤンバ
ル地域におきましては、猫につきましては家の中での
屋内飼養を原則としてはいるんですけれども、これが
捨て猫という形で、森林地域に入っていったり、ある
いは放し飼いにされている猫が、集落が近いことに
よって森林地域に入っているということもありますの
で、そういったものも対象として計画を策定している
というところでございます。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　この計画、行動計画はいつから
実施されて、対象期限を教えていただけますか。

‒ 172 ‒



○赤嶺　昇 議長　環境部長。
○多良間一弘 環境部長　お答えします。
　この計画につきましては、先ほどもお答えしました
けれども、来年、令和６年の１月から運用を開始する
ということにしてまして、期限、終期というものにつ
いては、今のところ定めてはおりません。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　今、ヤンバル地域３村のほうを
対象としてというふうに受け止めましたけれども、こ
の全島、本島圏域、やはり３村以外の別の市町村から
も周辺の市町村からも、猫が入ってくる場合もありま
すし、飼い猫が入ってくる場合もありますけれども、
そういった周知はどうされるんでしょうか。これは３
村だけがその計画を知っていればいいんでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
○多良間一弘 環境部長　お答えいたします。
　この計画につきましては、もちろんこの３村におき
ましては住民説明会等を行っていく予定にしておりま
すけれども、当然ホームページとかにも載せまして、
周知を図っていきますし、県内市町村にも文書等を発
出しまして通知を行って、周知を図っていこうという
ふうに考えているところでございます。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　分かりました。
　これは全県的に、広報活動は周知徹底をするという
ことでよろしいわけですね。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
○多良間一弘 環境部長　先ほども言ったとおり、
ホームページでありますとか文書の発出等で周知を
図っていきますけれども、またそれとは別に、犬猫の
普及啓発活動として行っております一生うちの子プロ
ジェクトといった既存のいろいろな取組の中において
も、こういったものの周知を図ってまいりたいと思い
ます。
　すみません、先ほどの訂正をさせていただきたいん
ですけれども、このアクションプランは終期が設定さ
れていないとお答えしたところなんですけれども、申
し訳ありません、令和14年度までという形で、その
時点でまた見直すということで、一応終期が設定され
ているということで、訂正しておわび申し上げます。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　この行動計画は、やっぱり全県
挙げて協力して取り組まないといけないと思うので、
周知広報活動はしっかりとやっていただきたいと思い
ます。
　ちなみに、今回はこの猫に特化されていますけれど

も、犬のほうはどういう対応をされていますでしょう
か。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
○多良間一弘 環境部長　犬につきましては、外来種
としてのノイヌについては、外来種としての防除計画
は設けております。ただし、そのほかの飼い犬であり
ますとかそういったものにつきましては、狂犬病予防
法の関係で対処されることになりますので、こういっ
た同様の計画というものは、犬については策定してお
りません。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　この策定はされてはいないんだ
けれども、そのヤンバルの生態系の保存のためには、
野犬等、また捨て犬等の対応はどういった形で現在
やっていますか。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
○多良間一弘 環境部長　お答えいたします。
　先ほどお答えしましたとおり、外来種としてのノイ
ヌについては、防除計画は設けておりまして、森林域
におきましても関係機関と情報共有しながらノイヌの
捕獲というものも実施しているというような状況でご
ざいます。ただ、猫とは異なって、さっき言った捨て
猫でありますとか、飼い猫や迷い猫とか、そういった
ものについて同じような犬については、飼い犬とかそ
ういったものについては、狂犬病予防法の関係で捕獲
等されるので、あえてこういった同じような計画は策
定していないというところでございます。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　分かりました。
　やはり自然遺産の保全と観光開発――やっぱり自然
遺産に登録したからには、保全についてはしっかり
と、やはり地元ももちろんですけど、県全体を挙げて
取り組んでいかなければならないと思いますので、ぜ
ひ広報活動とかはしっかりとされていただきたいと
思っております。
　２番に入ります。
　県内の人材不足の現状と対応について(1)、県内全
産業において人手不足が深刻な問題となっています
が、県の主なる支援状況を伺います。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えいたします。
　コロナ禍からの経済回復に伴い、県内では、令和４
年８月以降、求人数が求職者数を上回る状況が続いて
おり、様々な産業分野において人手不足が顕在化して
おります。そのため、県では、グッジョブセンターお
きなわにおいて、事業主への相談支援や女性や高齢者
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を含む多様な人材の就労支援に取り組んでおります。
さらに、新規学卒者やＵＪＩターン人材のマッチン
グ、外国人材の受入れ支援など、労働力の確保と定着
の支援を行っているところです。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　ありがとうございます。
　ちなみに、人材不足となっている主なる職業と過剰
となっている主なる職業についてお伺いいたします。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えいたします。
　沖縄労働局の資料によりますと、今年10月の職業
別有効求人倍率が高く、人手が不足している職業は、
警備員等の保安職業従事者が3.12倍、介護サービス
等のサービス職業従事者が2.32倍、建設・採掘従事
者が2.16倍となっております。一方、有効求人倍率
が低い職業につきましては、会計事務等の事務従事者
で有効求人倍率は0.6倍となっております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　ありがとうございます。
　ちなみに、この職業――人材不足となっている主な
職業で警備員、介護職、建設業。この職業分野の県の
取組は、どういった何か特化した支援はございます
か。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えいたします。
　県の総合就職支援拠点でありますグッジョブセン
ターおきなわにおきましては、事業主への相談支援を
実施しております。また、ハローワーク等と連携しま
して、求職者へ警備員等を含む幅広い分野の求人情報
を提供するほか、就労支援を行うなど、人手不足分野
への人材確保支援等に取り組んでいるところでござい
ます。さらに、専門人材が不足している介護や建設等
の職業につきましては、県の各担当部局において、当
該分野特有の課題に対応したマッチング等の人材確保
や、研修事業等による人材育成などに取り組んでいる
ところです。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　ちなみに、部長、この研修事業
をやっておりますけど、実績等はどうでしょうか。大
分上がっていますでしょうか、効果はありますか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後６時31分休憩
　　　午後６時32分再開

○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えします。
　大変恐縮でございます、実績、今手元にございませ
ん。また改めてお届けさせていただけたらと思いま
す。よろしくお願いします。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　次回にまた、よろしくお願いい
たします。
　では、次(2)のほうに進みます。
　農林水産業、建設産業人材の育成施策については、
令和３年度成果指標において、順調と評価されていま
すけれども、令和４年度、令和５年度の成果予測をお
伺いします。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　新規就農者につきましては、沖縄県21世紀ビジョ
ン基本計画に基づき、令和３年までの10年間で3000
人の育成目標に対し、3147人の実績となり、目標を
達成しております。令和４年の新規就農者数は、年間
育成目標である300人の９割に当たる269人となって
おり、一定の成果を上げているものと理解しておりま
す。
　県としましては、引き続き、就農相談体制の整備や
農業施設等の導入、就農準備資金や経営開始資金の交
付等の支援を行い、農業担い手の育成確保に努めてま
いります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　県は、沖縄県建設産業ビ
ジョン2018において、人材の確保・育成を喫緊の課
題と位置づけ、建設企業、業界団体、県の各主体が取
り組むべき施策を策定し、官民一体となって推進して
おります。そのうち、建築物の耐震診断技術者育成に
ついては、令和３年度までの10年間で208人の目標
に対し、208人の実績となっており、目標を達成して
おります。令和４年度以降も、建設産業人材育成に係
る講習会等を実施しており、引き続き、担い手の確
保・育成に努めてまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　農林水産業の令和４年度の269人
というのは、これ累積ですよね。年間269人の……。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　令和４年に新規就農した
数ということで、目標値300人に対しまして、実績と
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しまして269人となっております。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　確認しますと、令和４年度、
269人が就農されたということでよろしいわけです
ね。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　令和４年に269人の方が
新規就農されたということで、議員おっしゃるとおり
でございます。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　建設産業の人材の育成施策につ
いては、私の質問の仕方が悪くて、技術者のスキル
アップのための事業だったようで、ちなみに、この建
設産業人材不足を解消するための取組というのを、お
答えできれば答弁をお願いしたいんですけれども。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後６時36分休憩
　　　午後６時36分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　建設産業の人材の確保・
育成に関する取組等についてということでお答えさせ
ていただきます。
　県では、沖縄県建設産業ビジョン2018において、
人材の確保・育成を喫緊の課題と位置づけており、官
民一体となって推進しております。
　県としましては、週休２日工事やＩＣＴ活用工事の
実施による建設業の働き方改革の推進を図るととも
に、建設現場体験親子バスツアーを実施するなど、建
設業の魅力発信に取り組んでいるところでございま
す。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　分かりました、ありがとうござ
います。
　(3)のほうに入ります。
　外国人労働者受入れの現状と新規事業として、今
年、特定技能１号外国人のマッチング支援事業を行っ
ておりますけれども、その取組状況をお伺いいたしま
す。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　お答えいたしま
す。
　県内における特定技能１号外国人の受入れ状況につ
きましては、出入国在留管理庁の公表資料によります
と、令和５年６月末現在1563人で、そのうち介護分

野は244名となっております。人手不足に対応するた
めに、今年度から特定技能１号外国人のマッチング支
援事業というのを開始をしております。介護事業所等
が外国人材を受け入れる際の準備や検討に係る負担を
軽減するために、介護事業所における受入れ前の体制
づくりであったり、求人票の作成や面接手法などのガ
イダンスを行ったり、面接会による就労希望者との
マッチング、雇用及び入国に向けた受入れ環境の整備
など、そういった支援を行っているところでございま
す。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　これは新規、今年度始まった新
規事業ですので、やはり今後とも――これ委託事業を
されていると思うんですけれども、実績ある委託先だ
と聞いております。ぜひともまた、その多くの外国人
労働者の新規受入れを促していただきたいと思ってお
ります。
　次(4)、外国人向けの生活相談の窓口として、国際
交流・協力推進事業費、これが昨年度より増額されて
事業拡充が図られておりますけれども、実施状況をお
伺いします。そしてまた、それを補助金として出して
いるかと思いますけれども、補助先も答弁をお願いい
たします。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　お答えします。
　県では、多文化共生社会の構築に向け、在住外国人
等が住みやすい地域づくりや県民の異文化理解・国際
理解の促進に取り組んでおります。県内で生活する外
国人を支援するため、公益財団法人沖縄県国際交流・
人材育成財団へ補助を行っておりまして、その取組の
中で、令和元年度から外国人相談窓口を設置し、多言
語で各種相談に対応するとともに、生活に必要な情報
を発信しております。これまでの相談件数は、年間平
均200件で、その内容は在留資格、労働問題、結婚、
相続、医療・健康など多岐にわたります。引き続き、
相談窓口の運営を支援し、外国の方々が地域社会の構
成員として共に暮らせる環境づくりに取り組んでまい
ります。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　今後、外国籍の労働者も増える
と思いますし、これは本当に大切な事業だと思います
ので、継続して取り組んでいただきたいと思います。
　(5)番のほう、若年者の県内における就業状況と若
年者活躍促進事業の事業効果と課題をお伺いします。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。

‒ 175 ‒



○松永　享 商工労働部長　お答えいたします。
　令和４年就業構造基本調査によりますと、県内若年
者の産業別有業者数は、医療・福祉分野、宿泊・飲食
サービス業、卸売・小売業の順で多くなっておりま
す。また、県内大学等へ就職支援員を配置する取組な
どを行う若年者活躍促進事業において、毎年約700人
が就職しており、若年者の失業率の改善につなげてい
るところでございます。一方、若年者の早期離職が課
題となっていることから、県としましては、インター
ンシップを実施することでミスマッチを防ぐととも
に、企業へ専門家派遣を行うことで職場定着を促進し
ているところです。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　分かりました。
　では、時間がありませんので、次に進みます。
　３番の高齢者の社会参加の促進についてなんですけ
れども、現在、物価高で、少ない年金で生活する高齢
者は大変厳しい生活を強いられています。少しでも生
活費を生み出すために働きたいが、なかなか働かせて
くれる職場がないとの切実な声を聞きます。
　それで、次の質問をさせていただきます。
　(1)、	県内の高齢者の失業率と雇用・就業機会確保
等についての県の取組をお伺いします。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えいたします。
　労働力調査によりますと、本県の65歳以上の完全
失業率は、令和３年は1.3％、令和４年は1.2％となっ
ており、おおむね同水準となっております。また、県
では、高齢者の就業機会確保等の取組として、沖縄県
シルバー人材センター連合等への補助を行うほか、
グッジョブセンターおきなわにおいて、高齢者雇用を
促進するための企業向けセミナー等を開催しておりま
す。　
　県としましては、引き続き、高齢者の多様な就業機
会の確保に取り組んでまいります。
　以上です。
○石原　朝子 議員　休憩お願いします。すみませ
ん。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後６時43分休憩
　　　午後６時43分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　今部長が話をされていましたシ
ルバー人材センター、それの設置目的と事業効果と課

題をお伺いいたします。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えいたします。
　シルバー人材センターは、高齢者へ就業機会を提供
することで、生きがいの充実や社会参加を促進するこ
となどを目的として設置されており、高齢者が地域社
会との関わりを持つことで、健康で心豊かな暮らしが
できる社会づくりに貢献しております。高齢者が長年
培った経験や知識を生かし、地域社会で長く活躍する
ことが求められることから、地域におけるシルバー人
材センターのさらなる活用促進が課題と認識しており
ます。
　県としましては、関係機関と連携し、シルバー人材
センターの積極的な活用に向け、周知広報に努めてま
いります。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　私は、このシルバー人材セン
ターは、一応有償ボランティアとして、効果として、
高齢者の健康維持、介護予防、医療費の軽減にもなる
かと思います。やはり、そのシルバー人材センターを
県内各市町村に設置をしていただきたいと思うんです
けれども、設置はどういう状況になっていますか。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えいたします。
　本県41市町村のうち、11市３町４村、合計で18市
町村にシルバー人材センターが設置されております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　県としては、このまだ未設置の
市町村に対しては、どういった取組をされています
か。これは、多分シルバー人材センターでは、住民登
録のある市町村でしか働けないと思うんですけれど
も、未設置の市町村のほうはどういった対応をされて
いますか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後６時45分休憩
　　　午後６時45分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えします。
　未設置市町村に対する意向調査の実施でありますと
か、設置に向けた説明会等を行う必要があると考えて
ございます。沖縄県シルバー人材センター連合と連携
して、未設置市町村に関しましては、設置していただ
けるような取組をしていきたいというふうに考えてご
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ざいます。また、御参考にですが、新設シルバー人材
センターの運営基盤を早期に安定させるために、３年
間を限度として運営費の補助をやっているというとこ
ろでございます。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　私は、このまだ未設置の市町村
にもやっぱりそういった推進をしていただきたいとと
もに、設置されているシルバー人材センターの運営を
強化していくためには、センターの事務局体制をしっ
かり体制強化しないと、運営がされにくいと思ってお
ります。ですので、その設置をされている市町村の事
務局体制の支援も、しっかりと県は取り組んでいただ
きたいと思いますけれども、どうでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　設置している市町村とい
うことですが、県では、新設した場合の市町村シル
バー人材センターに対する３年間の運営費の補助、こ
れは先ほど申し上げたところでございますが、それで
ありますとか、市町村シルバー人材センターの活動を
支援する沖縄県シルバー人材センター連合に対する補
助も行ってございます。さらに、県庁内の全部局に対
しまして、シルバー人材センター事業の周知を図ると
いうことをやってございまして、その上で県の施策、
県の施設管理でありますとか、事務的職種等における
シルバー人材センターの積極的な活用というところを
庁内各部局にも協力を依頼しているというところでご
ざいます。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　分かりました。部長、市町村の
ほうにはしっかりとまた設置に向けて、また事務局体
制の強化に向けては、ぜひとも協力してほしいという
ことで、取り組んでいただきたいと思っております。
　我が党関連の質問をさせていただだきます。
　小渡良太郎議員の、県内における刑法犯の現状、増
加要因、対策及び特殊詐欺の現状、対策についての関
連として、県警が出している犯罪統計書によると、令
和４年の女性の刑法犯検挙人数が、前年に比べ45人
増加しているとなっていますけれども、その増加要因
と県警の対策についてお伺いいたします。
○赤嶺　昇 議長　警察本部長。
○鎌谷陽之 警察本部長　お答えをいたします。
　御指摘のとおり、令和４年における女性の刑法犯検
挙人員につきましては510人ということで、前年比で
45人の増加となっております。これを罪種別で見ま

すと、主に詐欺事件による検挙が増加をしておりまし
て、令和４年中の検挙人員は47人ということで、前
年比で見ますと約７割増加をしているということでご
ざいます。詐欺事件というのは無銭飲食など様々な形
態があるわけですけれども、昨年中の検挙について見
てみますと、その内容といたしましては、コロナ給付
金の不正受給事案に関するものというのが多くを占め
ているところでございます。こういった事例に際しま
しては、ＳＮＳなどを介しまして勧誘されて犯罪に加
担するといった例が見られますことから、これら事件
検挙に伴う広報、あるいは安心ゆいメールを活用した
注意喚起などによりまして、安易に加担すると重大な
結果を招くということを情報発信するなど、未然防止
対策を積極的に行っております。
　県警察では引き続き、検挙を徹底するとともに、被
害防止のための情報発信、ボランティア団体等と連携
した防犯意識の向上に努めまして、犯罪の未然防止を
図ってまいりたいと思います。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　続きまして、県警のほうに質問
をさせていただきます。
　これも犯罪統計書によると、令和４年に売春事犯で
警察に保護された女子が、前年に比べ28人増加して
いるという。その増加の要因と今後の対策についてお
伺いいたします。
○赤嶺　昇 議長　警察本部長。
○鎌谷陽之 警察本部長　お答えをいたします。
　県内におきましては、令和４年中、那覇市内の性風
俗店において、売春を行う場所を提供させていた事案
などで経営者らを５人、売春防止法違反で検挙してお
りますけれども、その際に摘発した店舗で稼働してい
た女性29人につきまして、検挙はされておりません
けれども、統計上、要保護女子として計上をしており
ます。また、令和５年中では、都内のホストクラブの
男性従業員が、その客だった女性の売掛金返済目的で
那覇市内の性風俗店で働かせていた事案について、警
視庁と合同捜査を行いまして、売春防止法違反で経営
者らを検挙いたしまして、その際、摘発した店舗で稼
働していた女性８人を要保護女子としております。原
因については、様々な要因が働きますので、一概にお
答えすることは困難でありますけれども、こうした女
性が稼働する性風俗店の収益を、暴力団等が資金源と
している実態もうかがわれることを踏まえまして、本
年から組織犯罪捜査を担当する刑事部と風俗事犯を担
当する生活安全部による特別合同捜査本部を設置いた
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しまして、那覇市松山地区、沖縄市中の町地区で暴力
団排除条例違反事件等の捜査を強力に推進しておりま
す。
　県警察といたしましては、引き続き、こうした取締
りを進めて、その実態を明らかにするとともに、安易
な気持ちでこのような違法行為に加担したり、組織犯
罪に関与したりすることのないように、関係機関と連
携して若年層の規範意識の向上や各種媒体を活用した
広報啓発活動を進めてまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　ありがとうございます。
　ぜひ売春、買春の根絶に向けて、県警のほうもしっ
かりと取り組んでいただきたいと思います。ありがと
うございます。
　続きまして、小渡良太郎議員の、普通退職の原因と
対策についてに関連しまして、令和４年の一般行政職
員の普通退職の部局ごとの人数をお伺いしたい。ま
た、なぜ普通退職者が多数出たのか、理由をお聞かせ
願いたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　知事部局における令和４年度
の任期付職員、再任用職員を除いた一般職員の普通
退職者60名の部局別人数は、農林水産部が16名で最
も多く、次いで土木建築部が11名、保健医療部が10
名、その他の部の順となっております。職員の退職に
は、個々の事情があり、一概に部局別人数の理由を特
定することは困難ですが、公務に対する社会的要請が
複雑多様化する中、職員が担う業務やそれに伴う心理
的負担が増大していることも背景にあると認識してお
ります。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　そうですね、普通退職の理由を
調べることはできないと思いますけれども、ちなみ
に、こういった普通退職者が多く出ているわけですけ
れども、その後、その人事異動等につきましては、
しっかりとその配置等、正職員で対応されているの
か、そこら辺をお聞かせ願えますか。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　年度途中に普通退職者が出た
場合には、その職には臨時的任用職員を配置すること
が通例となっております。また、年度末における普通
退職者の場合は、定期の人事異動において、業務内容
を踏まえた後任の職員を配置しているところでござい
ます。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。

○石原　朝子 議員　普通退職、理由があって普通退
職されるわけですけれども、経験を積んだ人材が辞め
ていかれるのは本当に残念だなと思っております。こ
ういった普通退職者が多く出たということなんですけ
れども、その後の対策等、どのような対策を取られま
したでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　まず、長時間勤務の縮減とい
う視点で、知事部局におきましては、総務部から毎
月、長時間勤務職員の情報提供を行っておりまして、
各部において、業務分担の見直しを行うことにより、
時間外勤務の縮減に取り組むほか、年次休暇や夏季休
暇の積極的かつ計画的な取得を促すよう、各部宛て通
知するなど、職員が健康で働きやすい環境づくりに取
り組んでいるところでございます。また、育児休業の
取得、それから時差通勤制度の活用促進、テレワーク
の導入等を進めているところでございます。
　県としましては、ワーク・ライフ・バランスや多様
な働き方の実現に向けて、職員一人一人にとってさら
に働きやすい職場となるよう、引き続き取り組んでい
きたいと考えております。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　ちなみに、その退職された年齢
層で20代から30代の割合が高いとお聞きしておりま
すけれども、それは20代、30代、割合高いでしょう
か。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　昨年度の知事部局の職員数
に占める退職者数の割合が、全体で1.6％になりま
す。そのうち、30代の職員の退職者の占める割合が
2.2％、それから20代の職員が1.9％ということで、
この層が高い傾向、状況にあります。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　本当にこのこれからの20代、30
代の職員が、普通退職で辞められるというこの現状
を、総務部長としてはどういうふうに対処されていく
おつもりでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　前に管理職の研修があって、
今後の働きやすい職場づくり等々でいろいろお話が
あったんですが、働きがいが自ら実感できる職場であ
れば、組織にとっても個人にとってもそれはウィン・
ウィンの形ではないかというような趣旨のお話がござ
いました。働きやすい環境づくりではなくて、おのお
のが働きがいが感じられるような職場づくり――具体
的に何をしていいのかというのは、これからの非常に
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重い検討課題ではありますが、そういう視点も踏まえ
た上で、いろんな取組をしていきたいというふうに考
えているところでございます。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　知事、今、総務部長がおっ
しゃったように、20代、30代の普通退職者が増えて
いると。働きがいがある職場づくり、知事としてはど
のように取り組んでいきたいと思っておりますか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　私も20代、30代、かなり転職を
繰り返しまして、いろいろな経験を積まさせていただ
きましたが、私のそういう経験と、そして今県知事と
して、県庁で働いている若い方々を見ていると、私が
務めた経験で言うと、こういう若い方々の意見が会社
の事業に反映されることがとてもやりがいにつながっ
たということが、私の経験上あります。ですから、県
庁においても、例えば、来年度何か新しいことをやっ
てみないか、提案してみないかということを、部局の
中で、課の中で、みんなで諮って、若い人たちの意見
もしっかりとボトムアップさせて、よし、来年これを
やってみようということをその課のみんなで創意工夫
すれば、そのやりがいにつながる。こういうようなア
イデアもあるのではないかなというように、経験上、
そのように思います。
○赤嶺　昇 議長　石原朝子議員。
○石原　朝子 議員　知事、ぜひそれを実現していた
だきたいと思います。
　私は本当に、県議として執行部の職員の方を見てお
りますけれども、本当に日に日に疲弊していく、その
やる気の感じられない部長たちの様子を見、また控え
室で待っている職員一人一人のことを考えると、本当
に胸が痛いわけです。ぜひ知事、先頭に立って、この

末端の職員一人一人の声をじかに聞いていただいて、
本当にこの働きがいのある県庁であると、環境づくり
をしていただきたいと思っております。よろしくお願
いいたします。
　すみません。
　最後にはなりますけれども、先ほど北朝鮮の人権問
題啓発週間となっているということなんですけれど
も、県の具体的な取組をお聞かせ願います。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　お答えいたしま
す。
　国民の間に広く拉致問題、その他北朝鮮当局による
人権侵害問題について関心と認識を深めるために、先
ほどございましたが、毎年12月10日から16日までを
北朝鮮人権侵害問題啓発週間として、全国的な取組が
なされているところでございます。
　県におきましても、啓発週間ポスターの掲示や県の
ホームページでの周知を図っているほか、毎年この
11月定例会においては、拉致被害者の救出の意思を
示すブルーリボンバッジ――このバッジでございます
が、これを着用して県民等への啓発に努めているとこ
ろでございます。
○石原　朝子 議員　ありがとうございました。
　これで私の一般質問を終わらせていただきます。
○赤嶺　昇 議長　以上で、本日の一般質問及び議案
に対する質疑を終わります。
　本日の日程はこれで全部終了いたしました。
　次会は、明８日定刻より会議を開きます。
　議事日程は、追って通知いたします。
　本日は、これをもって散会いたします。
　　　午後７時３分散会

‒ 179 ‒



地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

議　　　　　長	 赤　　嶺　　　　　昇

会議録署名議員	 上　　原　　　　　章

会議録署名議員	 比　　嘉　　京　　子
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令和５年12月８日

（第５号）

沖縄県議会（定例会）会議録令和５年
第 ４ 回





議　　事　　日　　程　第５号
令和５年12月８日（金曜日）

午前10時開議
第１	 一般質問
第２	 甲第１号議案から甲第３号議案まで、乙第１号議案から乙第20号議案まで及び認定第１号から認定第20

号まで（質疑）
	

本日の会議に付した事件
日程第１	 一般質問
日程第２	 甲第１号議案から甲第３号議案まで、乙第１号議案から乙第20号議案まで及び認定第１号から認定

第20号まで
甲第１号議案　令和５年度沖縄県一般会計補正予算（第５号）
甲第２号議案　令和５年度沖縄県中城湾港マリン･タウン特別会計補正予算（第１号）
甲第３号議案　令和５年度沖縄県流域下水道事業会計補正予算（第１号）
乙第１号議案　沖縄県知事及び副知事の給与の特例に関する条例
乙第２号議案　沖縄県職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例
乙第３号議案	 沖縄県知事等の給与及び旅費に関する条例及び沖縄県特別職の秘書の給与及び旅

費に関する条例の一部を改正する条例
乙第４号議案　沖縄県部等設置条例の一部を改正する条例
乙第５号議案　沖縄県道路占用料徴収条例の一部を改正する条例
乙第６号議案　沖縄県警察職員の定員に関する条例の一部を改正する条例
乙第７号議案　沖縄県水道料金徴収条例の一部を改正する条例
乙第８号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について
乙第９号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について
乙第10号議案　車両損傷事故等に関する和解等について
乙第11号議案　車両損傷事故に関する和解等について
乙第12号議案　部活動中の事故に関する和解等について
乙第13号議案　損害賠償の額の決定について
乙第14号議案　指定管理者の指定について
乙第15号議案　指定管理者の指定について
乙第16号議案　指定管理者の指定について
乙第17号議案　指定管理者の指定について
乙第18号議案　地域水産物供給基盤整備事業の執行に伴う負担金の徴収について
乙第19号議案　当せん金付証票の発売について
乙第20号議案　沖縄県教育委員会委員の任命について
認定第１号　令和４年度沖縄県一般会計決算の認定について
認定第２号　令和４年度沖縄県農業改良資金特別会計決算の認定について
認定第３号　令和４年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計決算の認定について
認定第４号　令和４年度沖縄県中小企業振興資金特別会計決算の認定について
認定第５号　令和４年度沖縄県下地島空港特別会計決算の認定について

令 和 ５ 年
第 ４ 回 沖縄県議会（定例会）会議録（第５号）

令和５年12月８日（金曜日）午前10時開議

‒ 181 ‒



認定第６号　令和４年度沖縄県母子父子寡婦福祉資金特別会計決算の認定について
認定第７号　令和４年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計決算の認定について
認定第８号　令和４年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計決算の認定について
認定第９号　令和４年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計決算の認定について
認定第10 号　令和４年度沖縄県林業・木材産業改善資金特別会計決算の認定について
認定第11 号	 令和４年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定

について
認定第12 号　令和４年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計決算の認定について
認定第13 号	 令和４年度沖縄県国際物流拠点産業集積地域那覇地区特別会計決算の認定につい

て
認定第14 号　令和４年度沖縄県産業振興基金特別会計決算の認定について
認定第15 号　令和４年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計決算の認定について
認定第16 号　令和４年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計決算の認定について
認定第17 号　令和４年度沖縄県駐車場事業特別会計決算の認定について
認定第18 号	 令和４年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定

について
認定第19 号　令和４年度沖縄県公債管理特別会計決算の認定について
認定第20 号　令和４年度沖縄県国民健康保険事業特別会計決算の認定について
	

出　席　議　員（48名）
	 44　番　　赤　嶺　　　昇　議長
	 30　番　　照　屋　守　之　副議長
	 １　番　　島　袋　恵　祐　議員
	 ２　番　　喜友名　智　子　議員
	 ３　番　　國　仲　昌　二　議員
	 ４　番　　玉　城　健一郎　議員
	 ５　番　　上　里　善　清　議員
	 ６　番　　大　城　憲　幸　議員
	 ７　番　　上　原　　　章　議員
	 ８　番　　小　渡　良太郎　議員
	 ９　番　　新　垣　淑　豊　議員
	 10　番　　島　尻　忠　明　議員
	 11　番　　仲　里　全　孝　議員
	 12　番　　上　原　快　佐　議員
	 13　番　　瀬　長　美佐雄　議員
	 14　番　　次呂久　成　崇　議員
	 15　番　　新　垣　光　栄　議員
	 16　番　　山　里　将　雄　議員
	 17　番　　当　山　勝　利　議員
	 18　番　　當　間　盛　夫　議員
	 19　番　　金　城　　　勉　議員
	 20　番　　新　垣　　　新　議員
	 21　番　　下　地　康　教　議員
	 22　番　　石　原　朝　子　議員

23　番　　仲　村　家　治　議員
24　番　　玉　城　武　光　議員
25　番　　比　嘉　瑞　己　議員
26　番　　平　良　昭　一　議員
27　番　　仲　村　未　央　議員
28　番　　照　屋　大　河　議員
29　番　　山　内　末　子　議員
31　番　　西　銘　啓史郎　議員
32　番　　座　波　　　一　議員
33　番　　大　浜　一　郎　議員
34　番　　呉　屋　　　宏　議員
35　番　　花　城　大　輔　議員
36　番　　又　吉　清　義　議員
37　番　　玉　城　ノブ子　議員
38　番　　西　銘　純　恵　議員
39　番　　渡久地　　　修　議員
40　番　　仲宗根　　　悟　議員
41　番　　崎　山　嗣　幸　議員
42　番　　瑞慶覧　　　功　議員
43　番　　比　嘉　京　子　議員
45　番　　末　松　文　信　議員
46　番　　島　袋　　　大　議員
47　番　　中　川　京　貴　議員
48　番　　仲　田　弘　毅　議員
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玉　城　デニー　　知 事
照　屋　義　実　　副 知 事
池　田　竹　州　　副 知 事
島　袋　芳　敬　　政 策 調 整 監
溜　　　政　仁　　知 事 公 室 長
宮　城　　　力　　総 務 部 長
金　城　　　敦　　企 画 部 長
多良間　一　弘　　環 境 部 長
宮　平　道　子　　子ども生活福祉部長
糸　数　　　公　　保 健 医 療 部 長
前　門　尚　美　　農 林 水 産 部 長
松　永　　　享　　商 工 労 働 部 長

宮　城　嗣　吉　　文化観光スポーツ部長
前　川　智　宏　　土 木 建 築 部 長
松　田　　　了　　企 業 局 長
本　竹　秀　光　　病 院 事 業 局 長
名渡山　晶　子　　会 計 管 理 者
金　城　康　司　　総務部財政統括監
半　嶺　　　満　　教 育 長
鎌　谷　陽　之　　警 察 本 部 長
下　地　　　誠　　労働委員会事務局長
茂　太　　　強　　人事委員会事務局長
安慶名　　　均　　代 表 監 査 委 員
当　山　尚　幸　　選挙管理委員会委員長

	
職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

山　城　貴　子　　議 会 事 務 局 長
前　田　　　敦　　次 長
中　村　　　守　　議 事 課 長

儀　間　俊　江　　課 長 補 佐
宮　城　　　亮　　主 幹
比　嘉　太　一　　主 任

	
○赤嶺　昇 議長　これより本日の会議を開きます。
　諸般の報告については、お手元に配付の文書により
御了承願います。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔諸般の報告　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
　日程第１及び日程第２を一括し、これより直ちに一
般質問を行い、甲第１号議案から甲第３号議案まで、
乙第１号議案から乙第20号議案まで及び認定第１号
から認定第20号までを議題とし、質疑に入ります。
　質問及びただいま議題となっております議案に対す
る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。
　大浜一郎議員。
　　　〔大浜一郎　議員登壇〕
○大浜　一郎 議員　ケーラネーラ　ミシャーロール
ンネーラ。
　任期中最後の一般質問になりますけれども、よろし
くお願いをしたいと思います。
　１、知事の政治姿勢について伺います。
　(1)、	有事の際の先島住民避難計画について。
　ア、政府は九州各県、山口県に対して受入れ要請を
行ったが、沖縄県と国、要請先との連絡調整の現状に
ついて伺います。
　イ、来年予定されている図上訓練に際し、要請先の
各県との連携及び課題への調整について。
　ウ、有事に対する離島住民避難シェルターの整備計
画への知事の認識について。
　(2)、	次期沖縄関係予算関連等について。

　ア、県市長会が独自に沖縄振興一括交付金増額要請
を行った。知事の認識について。
　イ、離島を含む公共インフラ整備事業推進予算要求
への知事の認識について。
　ウ、揮発油税軽減措置を含む税制特例等の延長の要
請への知事の認識について。
　(3)、	知事の台湾訪問について。
　ア、訪台予定に際し中国より反発があったが、沖縄
と台湾の経済文化交流促進における知事の政策意義に
ついて。
　２、県の観光、商工、建設関連の課題について。
　(1)、	金融庁の金融機関向けの指針の改正につい
て。
　ア、企業の資金繰りから事業再生への支援の軸足の
転換による、既存融資とゼロゼロ融資償還を抱える県
内中小事業者の影響への県の支援体制について。
　(2)、	観光目的税（宿泊税）制度導入について。
　ア、業界団体と県の観光目的税導入議論に大きなそ
ごが見られる。導入には丁寧な調整対応の継続が必要
と思われるが、県の対応姿勢について。
　(3)、	沖縄関係予算減額により県、市町村発注工事
が影響を受けている。反面、沖縄防衛局発注工事は大
きく増加し、県内公共事業に占めるウエートが大きく
なっている。地元企業の元請受注を増加させ、経済効
果を高めるための県の支援姿勢について。
　３、八重山地域の課題について。
　(1)、	県道石垣空港線の全面供用開始時期につい
て。
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　(2)、	リゾート施設を含むゴルフ場建設に係る開発
許認可について。
　(3)、	旧八重山病院跡地へ民間病院移築に関する石
垣市の要請への具体的対応について。
　(4)、	竹富町の過疎地域指定卒業団体に対する経過
措置後の財政負担懸念への対応について。
　(5)、	竹富町等離島地域の住宅不足課題解決への県
営住宅整備の必要性について。
　(6)、	石垣－波照間の航空機就航予定に伴う国、県
の財政支援の内容について。
　(7)、	与那国町へのクルーズ船寄港を含む大型船舶
接岸可能な港湾整備の必要性について。
　(8)、	与那国町田原川整備事業の地域自治体との詳
細な連携及び調整の現状について。
　(9)、	与那国町農業再生への人材支援を含めた具体
的な対応策について。
　(10)、水産業振興への養殖事業活性化に資する良質
な種苗生産体制の具体的施策について。
　(11)、和牛繁殖生産者経営悪化の現状に対する多面
的な具体的支援策についてお伺いします。
　４、我が党の代表質問との関連については取り下げ
ます。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
　　　〔玉城デニー　知事登壇〕
○玉城デニー 知事　ハイサイ　グスーヨー　チュー
ウガナビラ。
　皆様、おはようございます。
　本日も真摯に答弁に対応してまいります。
　大浜一郎議員の御質問にお答えいたします。
　１、知事の政治姿勢についての御質問の中の(3)の
ア、台湾との経済文化交流の意義についてお答えいた
します。
　４年半ぶりとなる今回の台湾訪問では、コロナ禍か
らの復興を見据え、県内経済界の皆様と共に、日本と
台湾の経済、観光、文化交流を担う団体などを訪問い
たしました。各団体との意見交換におきましては、観
光、ＩＴ、半導体、スタートアップ、貿易などの分野
において、交流と連携を深めていくことを互いに確認
することができました。また、故宮博物院では、琉球
に関する企画展の計画に謝意を伝えるとともに、実施
に向けた協力を約束してまいりました。一連の日程を
通して、沖縄と台湾のつながりを確かめ合うことによ
り、交流が互恵的に発展する展望が開けたと感じてお
ります。今後とも、東アジアの中心に位置する沖縄の
地理的優位性やソフトパワーなどの強みを生かし、台
湾との友好関係を基盤とする経済・文化交流をさらに

発展させることにより、人・物・情報・文化の交流拠
点として、台湾をはじめアジアと日本のかけ橋となる
ことを目指してまいります。
　その他の質問につきましては、部局長から答弁させ
ていただきます。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
　　　〔溜　政仁　知事公室長登壇〕
○溜　政仁 知事公室長　１、知事の政治姿勢につい
ての中の(1)のア及び(1)のイ、国民保護に係る国、受
入れ要請先との連携及び調整についてお答えいたしま
す。１(1)のアと１(1)のイは関連しますので、恐縮で
すが一括してお答えいたします。
　政府が九州各県に対し、先島諸島からの避難住民の
受入れに関する要請を行っていることは、承知してお
ります。避難先地域については、政府により国民保護
事案の情勢分析が行われた上で、避難措置の指示によ
り示されることとなっております。県では、令和４年
度に実施した国民保護図上訓練において、輸送力の最
大化や継続医療が必要な方など要配慮者の避難など
様々な課題について確認したところであり、今年度、
実施予定の国民保護図上訓練では、輸送力の最大化、
要配慮者の避難を重点課題として、国、市町村、航空
事業者や船舶事業者等の指定公共機関等と連携し、検
証することとしております。
　同じく１(1)のウ、シェルター整備に関する認識に
ついてお答えいたします。
　避難シェルターの整備については、政府において仕
様や予算、法整備等の検討が行われていると承知して
おります。今後、国の方針が示され、地方公共団体へ
説明が行われるものと考えており、県としては、国の
検討状況を注視するとともに、引き続き、市町村をは
じめ関係機関と連携して取り組んでまいります。
　以上になります。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
　　　〔宮城　力　総務部長登壇〕
○宮城　力 総務部長　１、知事の政治姿勢について
の(2)のア、市長会の国庫要請についてお答えいたし
ます。
　国庫要請に当たっては、令和２年度までは沖縄県、
沖縄県市長会及び沖縄県町村会がそれぞれ要請書を作
成し、合同で要請を行ってまいりましたが、令和３年
８月の国庫要請からは、県と市町村の共通の要望であ
ることをより明確にするため、連名による要請書に変
更いたしました。
　今回の市長会の要請行動については、市長会の御判
断と受け止めております。
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　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
　　　〔前川智宏　土木建築部長登壇〕
○前川智宏 土木建築部長　１、知事の政治姿勢につ
いての(2)のイ、離島を含む公共インフラ整備事業推
進予算要求への知事の認識についてお答えいたしま
す。
　11月に、政府関係者から県に対し、総合的防衛力
強化に関する政府の取組について説明がありました。
その内容は、特定重要拠点空港・港湾（仮称）とは、
南西諸島の地域等必要な空港、港湾等について、民間
との共用を前提に、自衛隊等が利用できるよう、整備
または既存事業の促進を図り、併せてインフラ管理者
との間で、円滑な利用に関する枠組みを設ける施設と
のことでありました。
　県としては、引き続き情報収集を行い、適切に対応
していく考えであります。
　次に２、県の観光、商工、建設関連の課題について
の(3)、沖縄防衛局発注工事の優先発注の取組につい
てお答えいたします。
　沖縄防衛局によると、令和４年度の発注工事につ
いては、契約金額約1271億円のうち、県内企業は約
573億円で受注率は45.1％となっております。県では
沖縄防衛局に対して、県内建設業者への受注機会の拡
大等を要請しており、これまで分離・分割発注、入札
参加資格要件の緩和及び総合評価方式における評価項
目の見直しが行われております。引き続き、県内企業
のさらなる受注機会の拡大について、要請してまいり
ます。
　次に３、八重山地域の課題についての(1)、石垣空
港線の供用開始時期についてお答えいたします。
　石垣空港線の令和４年度末の進捗率は、事業費ベー
スで約64％となっており、用地取得率は、面積ベー
スで約96％となっております。これまでに、平得交
差点から市道タナドー線交差点までの約1.8キロメー
トル及び新石垣空港から市道宮良産業道路までの約２
キロメートルの区間について、暫定供用しておりま
す。現在、市道宮良産業道路から市道新田線までの約
1.5キロメートルについて、重点的に整備を推進して
いるところであります。引き続き、石垣市と連携を図
りながら、2020年代後半の全線供用に向け取り組ん
でまいります。
　次に同じく３の(2)、ゴルフ場建設に係る開発許可
申請の進捗状況についてお答えいたします。
　都市計画法に基づく開発許可申請は、同法第33条
に定める開発許可の基準等に適合していることが求め

られております。本開発許可申請につきましても、同
法に基づく許可基準等の適合性について、適正に審査
を行っているところであります。
　次に同じく３の(5)、離島地域の県営住宅整備の必
要性についてお答えいたします。
　県では、市町村域を超えた広域的な需要や地域バラ
ンスを考慮した公営住宅の供給を行っており、離島町
村等における公営住宅建設については、住民生活に身
近であり、地域実情に精通した地元自治体が主体とな
り進める必要があると考えております。
　県としましては、予算配分に考慮するなど、引き続
き市町村の支援に努めていきたいと考えております。
　次に同じく３の(7)、与那国町における港湾整備に
ついてお答えいたします。
　与那国町の祖納港には、令和５年度にクルーズ船を
沖合に停泊させ、備付けの小型船で、２回寄港してお
ります。同町における大型船舶接岸可能な港湾整備に
ついては、町と意見交換を行い、クルーズ需要等を踏
まえた上で、その必要性も含め検討していく考えであ
ります。
　次に同じく３の(8)、田原川整備の調整状況につい
てお答えいたします。
　田原川については、流水の阻害となっている水門の
取扱いや暫定掘削について、与那国町と調整を行って
きたところであり、現在、それらの調整を踏まえ、水
門の取扱い等について追加の検討を行っているところ
であります。
　県としては、検討結果を踏まえ、与那国町と調整を
行うこととしており、引き続き、地元の理解を得なが
ら取り組んでまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
　　　〔金城　敦　企画部長登壇〕
○金城　敦 企画部長　１、知事の政治姿勢について
の(2)のウ、税制延長要請への知事の認識についてお
答えいたします。
　県は、８月と11月に、令和６年度税制改正の対象
となる沖縄型特定免税店制度、沖縄発電用特定石炭等
に係る石油石炭税の免除、沖縄電力の償却資産に係る
特例措置、揮発油税等の軽減措置の延長等に向け、関
係要路への要請を行いました。今般、これらの措置に
ついて３年延長の方向で最終調整がなされているとの
報道があることは承知しておりますが、現時点ではま
だ、税制改正大綱が決定されておらず、予断を許さな
い状況と認識しております。
　県としては、揮発油税等の軽減措置により１リット
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ル当たり７円が軽減され、離島への石油製品輸送費補
助の前提にもなっていることから、同大綱決定まで、
引き続き緊張感を持って取り組んでまいりたいと考え
ております。
　次に３、八重山地域の課題についての(4)、竹富町
に対する経過措置後の対応についてお答えいたしま
す。
　県内では竹富町と北大東村が過疎地域の指定から外
れた、いわゆる卒業団体となっており、令和９年度ま
での経過措置後、過疎債が発行できなくなることから
財政上の影響があるものと認識しております。そのた
め、県では、経過措置後の対応や支援の在り方につい
て卒業団体と意見交換を行っており、今年度は総務省
過疎対策室と共にヒアリングを行う予定としておりま
す。
　県としましては、引き続き、国とも連携を図りなが
ら、卒業団体を支援してまいります。なお、竹富町と
北大東村では、経過措置後も過疎債と同様に財政的に
有利な辺地債の発行が可能となっております。
　同じく３の(6)、石垣－波照間の航空機就航に伴う
財政支援についてお答えいたします。
　石垣－波照間路線の再開に向けては、昨年度、県、
関係町村、航空会社で構成する沖縄県新規航空路線等
開設検討協議会において、運航欠損額を県と関係町村
で２分の１ずつ補助することとしたところです。しか
しながら、関係町村からは、財政基盤が脆弱なため欠
損補助が多大な負担となるとの切実な声があったこと
から、現在、県において負担割合の見直しを検討して
いるところです。
　県としては、これら財政支援を実施しながら、航空
路線の維持・確保に取り組んでまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
　　　〔松永　享　商工労働部長登壇〕
○松永　享 商工労働部長　２、県の観光、商工、建
設関連の課題についての(1)のア、事業者に対する支
援体制についてお答えします。
　県では、コロナ禍で影響を受けた事業者への資金繰
り支援や、金融機関やよろず支援拠点などによる収益
力改善支援を行っているところです。一方、経営改善
に取り組む事業者に対しましては、中小企業活性化協
議会と連携し、専門家の支援の下、経営課題の解決に
向けた実現性の高い経営改善計画の作成支援を行って
いるところです。
　県としましては、商工会等支援機関と連携の下、事
業者が気軽に相談しやすい相談窓口等支援体制の充実

に努め、事業者の事業継続に向け、さらなる支援体制
を構築してまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
　　　〔宮城嗣吉　文化観光スポーツ部長登壇〕
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　２、県の観光、
商工、建設関連の課題についての(2)のア、観光目的
税の導入についてお答えします。
　県では、沖縄が世界に誇れる観光リゾート地として
発展することを目指すとともに、県民生活と調和した
持続的な観光振興を図る観点から、観光目的税（宿泊
税）の導入に向けた検討を進めております。11月８
日に、ツーリズム産業団体協議会から観光目的税制度
の導入に向けた意見書の提出があったところです。こ
れまでに観光関連団体等との意見交換で挙げられた税
の使途、税額設定の在り方等の論点のほか、意見書で
示されたシステム導入への対応、税導入後の運用体制
等についても、引き続き、同協議会等と協議の場を設
けて、詳細を整理してまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　病院事業局長。
　　　〔本竹秀光　病院事業局長登壇〕
○本竹秀光 病院事業局長　３、八重山地域の課題に
ついての御質問の(3)、旧八重山病院跡地への民間病
院移設についてお答えします。
　旧県立八重山病院跡地の利活用については、現在、
石垣市をはじめ地元の意向を確認するとともに、関係
部局と協議を重ねているところであります。
　病院事業局としましては、できる限り早期に、跡地
利用の考え方を提示できるよう取り組んでまいりま
す。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
　　　〔前門尚美　農林水産部長登壇〕
○前門尚美 農林水産部長　３、八重山地域の課題に
ついての(9)、与那国町農業再生に向けた支援策につ
いてお答えいたします。　
　与那国町の農業振興につきましては、県としまして
も重要であると認識しております。このため、八重山
農林水産振興センターでは、去る10月25日に与那国
町とワーキングチームを開催し、担い手の育成確保、
サトウキビや牧草の単収向上、農業用排水施設等の整
備の推進、町有地を含む遊休地の有効活用等の課題に
ついて共有を行い、今後も連携して課題解決に向け取
り組むことを確認したところであります。また、普及
指導員を駐在として配置するとともに、八重山農林水
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産振興センターから各職員が出向き、細やかな支援を
行っております。さらに、今年度からは地域農業振興
総合指導事業を実施するなど、重点支援を行っている
ところであります。
　同じく３の(10)、良質な種苗を生産するための具体
的施策についてお答えいたします。
　八重山地域では、ヤイトハタやモズクなどの養殖が
営まれており、養殖用種苗の生産は、栽培漁業セン
ターで実施してきたところです。しかし、令和５年度
のヤイトハタ種苗においては、ウイルス性疾病の発生
があり、配付要望数を満たすことができませんでし
た。そのため、令和６年度から疾病対策として飼育海
水の殺菌設備を拡充するとともに、老朽化した施設の
大規模改修に取り組むこととしております。また、施
設改修期間においては、水産海洋技術センター石垣支
所でヤイトハタ種苗生産をバックアップする計画であ
ります。
　県としましては、本県養殖業の振興に資するよう、
種苗生産体制の整備に努めてまいります。
　同じく３の(11)、肉用牛繁殖農家に対する支援策に
ついてお答えいたします。
　県内の肉用牛繁殖農家においては、子牛価格の低迷
に加え、飼料価格高騰により非常に厳しい経営状況に
あります。そのため県では、国が実施する肉用子牛生
産者補給金制度等に加え、県独自の沖縄県和牛子牛価
格安定特別対策事業により補塡金を交付しており、農
家の経営安定を図っております。また、昨年度に引き
続き今年度も飼料費の一部補助を実施しております。
　県としましては、これらの取組に加え、粗飼料の生
産・利用による飼料自給率の向上や生産コストの低減
を図ってまいります。今後も地域の生産者と意見交換
を行うとともに、関係機関等と連携し、肉用牛繁殖農
家の経営安定に取り組んでまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　大浜一郎議員。
○大浜　一郎 議員　議長、ちょっと休憩。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時28分休憩
　　　午前10時28分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○大浜　一郎 議員　まず、八重山地域の課題からお
願いします。
　いわゆるアクセス道路ですけど、ちょっとはっきり
しないですね。延長はもうないですよね。延長はもう
これ以上しないっていう理解でいいですよね。再延長
の可能性はありませんよね。ちょっと確認させてくだ

さい。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えをいたします。
　県道石垣空港線の全面供用開始につきましては、土
地収用の手続などにも取り組んでおりますが、予断を
許さない部分もございまして、一日も早い全面供用開
始に向け取り組んでまいりますが、明確な時期につい
て申し上げるのは難しい面もございます。いずれにい
たしましても、予算配分に配慮するなど、早期供用に
向け取り組んでいるところでございます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　大浜一郎議員。
○大浜　一郎 議員　いや、これ随分遅れている整備
なんですよね。2019年度に最初はやるって言って、
今度2027年度をめどにしているけれども、まだ分か
らんっていうことで困りますよね。というのは、交付
金が減額になっているわけですよ、ずっと。それで、
地元ではまた延長されるんじゃないかっていう声が聞
こえるわけですよ。できる限り、本当は毎年してほし
いぐらいなんですよ。随分遅れている。もう少し明確
な答弁をいただかないと地域が混乱するので、もう
ちょっと明確な答弁ください。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えをいたします。
　石垣空港線の早期整備に当たりましては、予算計上
について配慮すること、また補正予算の計上などにも
取り組んでおり、一日も早い早期供用に向け取り組ん
でいるところでございます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　大浜一郎議員。
○大浜　一郎 議員　再延長はないと私は信じており
ます。よろしくお願いします。
　リゾートを含むゴルフ場の建設なんですが、許認可
に――これ何度も私質問しますけど、許認可にもう本
当に時間かかり過ぎているんじゃないかというのが率
直な感想です。民間投資には意思とタイミングが必要
なんですが、私はもう大詰め段階だと理解をしている
んですけど、大詰め段階だという理解でいいですか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　リゾート施設に係る開発
許可申請についてでございますが、審査に当たりまし
ては担当課において常に申請者と情報共有をし、審査
基準等への適合性について質疑応答を行っているとこ
ろでございます。現在、適合性が確認できない一部の
箇所について申請者からの回答を待っているところで
ございまして、適宜申請の手続を進めているという状

‒ 187 ‒



況でございます。
　以上でございます。
○大浜　一郎 議員　休憩します。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時31分休憩
　　　午前10時31分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○前川智宏 土木建築部長　これまでの調整等におき
まして、適合性が確認できた部分もございます。適合
性が確認できない部分については徐々に減ってきてお
り、一部の箇所についてのみ回答を待っているという
状況でございますので、手続のほうは進捗していると
いう御理解をいただければよろしいかと存じます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　大浜一郎議員。
○大浜　一郎 議員　ありがとうございます。
　八重山病院の件ですけれども、これ八重山圏域で唯
一、慢性期病棟、回復期病棟を有する民間病院であ
り、多くの入院患者もおられる。老朽化した病院の移
設は、地域医療体制には実に不可欠な問題だと思いま
す。先ほど、できる限りというような答弁がありまし
たけど、これできる限りというのが、どれぐらいので
きる限りなのかよく分からないですね。局長、普通に
明確にお答えいただけますか。
○赤嶺　昇 議長　病院事業局長。
○本竹秀光 病院事業局長　ありがとうございます。
　就任して４月から、実はもう８回調整を関係部局と
やっているところです。今の大浜議員のお気持ちはよ
く分かりますけれども、一応少しずつは進んでいる感
覚でおりますので、できる限りの期間はちょっとここ
で述べることはできないですけれども、八重山地区の
住民たちがちゃんとした医療を受けられるような環境
はつくっていけるものと思っていますので、今しばら
くお待ちいただければ。よろしくお願いしたいと思い
ます。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　大浜一郎議員。
○大浜　一郎 議員　期待してお待ちをしておりま
す。
　竹富町等の住宅不足解決の件ですけど、離島地域に
おいては住宅や賃貸住宅の不足、特に低所得者の住宅
不足が大きな課題となっておるわけです。一つの方法
としては、借り上げ公営住宅等の活用、もしくは民間
資金を視野に入れた集合住宅の借り上げ等々の対策も
あろうかと思いますけど、その点はどうでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。

　　　午前10時34分休憩
　　　午前10時34分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　今議員御発言の内容でご
ざいますが、公営住宅の整備手法といたしましては、
地方公共団体が直接建設を行う場合、それから民間事
業者が保有している住宅等を買い上げる買取り方式で
すとか、所有権を民間事業者等に帰属させたまま住
宅、土地に対する借り上げ方式等がございます。その
他、ＰＦＩ方式などの整備手法もあるかと考えており
ます。この地域についてどういった手法により住宅の
確保が可能かというところについては、研究してまい
りたいと考えております。
○赤嶺　昇 議長　大浜一郎議員。
○大浜　一郎 議員　これは本当に深刻な問題となっ
ておりますので、竹富町と、実情を肌感覚で分かるよ
うな協議をしていただきたいと思います。
　次に移ります。
　この波照間空港の航空機の就航の件でありますけれ
ども、先ほどいろいろと御答弁いただきました。あり
がとうございます。来年１月の就航予定との報道がご
ざいました。就航に関して、県はどう把握されている
でしょうか、この報道について。あと、航空機の航空
訓練の状況はどうか、教えてください。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
○金城　敦 企画部長　お答えいたします。
　第一航空によると、現在のところ、令和６年１月に
就航を目指して取り組んでいるとのことです。現在、
運航再開に向け、石垣空港に機体を移送しており、本
日から現地での訓練飛行を行い、国の最終確認を経て
就航する予定と聞いております。
○赤嶺　昇 議長　大浜一郎議員。
○大浜　一郎 議員　ありがとうございます。ぜひ実
現できるようにバックアップをお願いしたいというふ
うに思います。
　それと、与那国町の大型船舶が接岸できる港湾の整
備なんですけど、現在の祖納港において、沖合で待つ
クルーズ船ができているんですけど、これ天候によっ
ていろいろ左右されるわけです。ですので、祖納港に
おいて接岸可能な拡張整備の可能性があるかどうか、
そこをちょっと確認したいです。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　大型船舶接岸可能な岸壁
の整備につきましては、需要等を踏まえた上で、その
必要性も含め検討していく必要があると考えておりま
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す。
　以上でございます。
○大浜　一郎 議員　休憩。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時37分休憩
　　　午前10時37分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○前川智宏 土木建築部長　お答えをいたします。
　現計画におきましては、静穏度向上等の取組をして
おりますが、大型船の接岸に向けた岸壁の整備などは
計画はされておりません。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　大浜一郎議員。
○大浜　一郎 議員　ちょっと休憩してください。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時37分休憩
　　　午前10時38分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　大型船舶が接岸可能な岸
壁を整備することができるかということにつきまして
でございますが、大型船舶に対応するためには、航路
幅を確保するため、港口を広げる必要がございます。
既存防波堤の撤去が必要になります。また、水深が深
いこと、波浪条件が厳しいこと等から膨大な事業費を
費やすことが考えられることと、整備に長期間を要す
ることが予想されます。また、港口を広げることで静
穏度が悪くなることも予想され、現在港湾を利用して
いるフェリーよなくにを含む民間船舶への影響等が懸
念されることから、大型船舶の岸壁整備については大
変厳しい状況であるという認識でございます。
○赤嶺　昇 議長　大浜一郎議員。
○大浜　一郎 議員　それでは別の考え方もちょっと
検討せんといかんですね。
　田原川の整備についてですけれども、これは地元自
治体と県の整備方針が全くかみ合っていない。県が地
域のこれまでの経験値とか、地形等を考慮していない
ことにまず原因があります。まずは現場に行って、こ
の経験値、地形、そういったものを詳細に把握してか
ら整備をやらないと、これ平行線ではできませんよ。
この辺のところを取りあえずお願いします。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　田原川の整備に当たりま
しては、地元与那国町との調整が重要であると認識を
しております。現場の状況確認、それから河川の整備
計画についての追加の検討状況等を踏まえまして、今

後とも調整を図ってまいりたいと考えているところで
ございます。
○赤嶺　昇 議長　大浜一郎議員。
○大浜　一郎 議員　ぜひ、地域の意見が一番大事。
今の整備では全くうまくいきません。
　次に、種苗生産体制の件についてですけれども、種
苗生産体制については、実は行政の縦割りによるこの
事業遂行に関して、どうも不具合があるんじゃないか
ということを以前から聞いていますし、多分にそうい
うことも感じられているかと思います。これは、組織
改編も視野に入れて、養殖事業の活性化についてもっ
と取り組むべきじゃないかと思ったりもしますけど、
どうですか。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　水産海洋技術センター石垣支所は、魚類等の種苗生
産技術開発や養殖技術の高度化に関する試験研究業務
を所掌しております。試験研究業務の実施を妨げるこ
となく、ヤイトハタの種苗配付にも貢献するため、試
験研究用としての新魚の飼育や受精卵の確保に向け、
栽培漁業センターでの不測の事態への対応として、研
究用の稚魚の一部を種苗配付に充てることで種苗供給
体制のバックアップ機能とすることが現状での最善策
と考えております。
　県としましては、バックアップ機能が効率的・効果
的に発揮できるよう、石垣支所と栽培漁業センターと
の連携を強化しまして、生産者が安心して養殖業を営
めるよう努力してまいりたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　大浜一郎議員。
○大浜　一郎 議員　よろしくお願いを申し上げたい
と思います。
　知事の政治姿勢についてお伺いします。
　この沖縄県と国、要請先との連絡調整の現状につい
てですけれども、昨日までの答弁を聞いていますと、
県はまだまだ危機感を持って先島住民と向き合ってい
るのかと疑問が深まったばかりです。国との温度差も
相当あるような感じがします。知事にとって、住民避
難計画の重要度をどう認識しているのかお伺いをした
い。昨日は、最後までとどまると答弁をしたが、その
覚悟を信頼してよいか、その辺答弁をお願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時42分休憩
　　　午前10時43分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　県としましては、国際情勢
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が厳しさを増し複雑化していく中、引き続き政府に対
し、平和的な外交・対話による緊張緩和と信頼醸成の
取組を求めているところです。一方、武力攻撃事態や
大規模テロなどの緊急対処事態は、あってはならない
非常事態ですが、万が一発生した場合に備え、住民の
生命、身体及び財産を守る国民保護措置の対処能力の
向上を図ることは重要と考えております。
　以上になります。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時43分休憩
　　　午前10時44分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　玉城知事。
○玉城デニー 知事　失礼いたしました。
　私の住民避難に対する意識というものは、当然最終
的にその判断を行える立場で現場でしっかりと行いた
いということを、昨日答弁させていただきました。
○赤嶺　昇 議長　大浜一郎議員。
○大浜　一郎 議員　じゃ、それを信頼していいとい
うことですね。
　政府は、2024年度中に初期的計画を策定すること
を目指しております。沖縄県は、避難先となる各県と
の連携調整は、本来知事が率先して国、九州各県と調
整、連絡をしていくべきじゃないかと思う。私は強く
思っています。知事、その辺はどうなんですか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　国民保護図上訓練において、輸
送力の最大化、要配慮者の避難などを重点課題とし
て、国、市町村、事業者、指定公共機関と連携して検
証をしておりますが、当然九州知事会においても、九
州各県が政府からそのような避難の受入先ということ
で検討しているというようなことも、意識を共有させ
ていただいております。
○赤嶺　昇 議長　大浜一郎議員。
○大浜　一郎 議員　休憩。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時45分休憩
　　　午前10時45分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　玉城知事。
○玉城デニー 知事　今答弁させていただきましたと
おり、九州各県とそのような意思の疎通を積極的に
図ってまいりたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　大浜一郎議員。
○大浜　一郎 議員　来年予定されている図上訓練の
件ですけど、現在、先島の各自治体では計画への取組

をしています。難しい課題が山積みなもんですから、
住民からも机上論だと非難される場面も当然ありま
す。しかし、来年の図上訓練の重要なポイントはどの
ように想定しているのか、そこを教えてください。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　先ほども答弁をさせていた
だいたところですけれども、この図上訓練につきまし
ては、令和４年度ですので去年から開始しておりまし
て、去年の課題を踏まえて輸送力の最大化ですとか、
要配慮者の避難だとか、そういうことについて重点課
題として検討、整理に注力していきたいというふうに
考えております。
○赤嶺　昇 議長　大浜一郎議員。
○大浜　一郎 議員　来年の１月にもやるっていう話
ですよね。じゃ、これが今の重要なポイントなんです
か。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　年が明けてからの図上訓練
につきましては、今申し上げた２点、輸送力の最大
化、要配慮者の避難等を重点課題として取り組んでい
きたいというふうに考えております。
○赤嶺　昇 議長　大浜一郎議員。
○大浜　一郎 議員　県の、このような作業をするに
当たっても、この課題に精通した専門職を配置して、
具体的で実効性のある計画立案に従事させるべきでは
ないかと強く思うんですけど、その点はどうですか。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　図上訓練につきましては、
国、市町村、航空事業者及び船舶事業者等と連携しな
がら進めているところでございます。その中で課題等
を整理しているところです。専門職については、現在
のところは検討していないというところでございま
す。
○大浜　一郎 議員　ちょっと待ってください。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時47分休憩
　　　午前10時49分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○溜　政仁 知事公室長　大変失礼いたしました。
　県としましては、大規模災害や危機事象に対し、迅
速かつ的確に対応することを想定しまして、次年度か
ら危機管理補佐官というものを募集をいたしておりま
す。その中におきまして、防災、国民保護及び危機管
理体制に関する連絡調整等の業務を担っていただきた
いというふうに考えているところでございます。失礼
いたしました。
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○赤嶺　昇 議長　大浜一郎議員。
○大浜　一郎 議員　知事公室長、しっかりしてくだ
さいよ。
　住民避難シェルターの整備についてお伺いしますけ
れども、知事は平和大集会の挨拶をしているね。シェ
ルターについて語っておられるが、どういう意味であ
のような発言をしているのか、私はさっぱり意味が分
からないんですね。知事自身の発言ですから、ちょっ
と説明をしていただけませんか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　11月23日の平和集会で発言した
私のシェルターに係る部分は、つまり有事の状況にな
れば、観光も経済も成り立たない。そして、警報が鳴
り、シェルターに逃げ込んでばかりいては、仕事もで
きず、勉強もできない。そういう状態を起こしてはい
けないという文脈で使用させていただきました。
○赤嶺　昇 議長　大浜一郎議員。
○大浜　一郎 議員　こんな認識だったら政府とまと
もな話はできませんよ。これはなかなか、知事、これ
はもう少し認識を改めたほうがいいですね。知事は台
湾のシェルター整備について現状を把握しています
か。部局でもいいです。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時50分休憩
　　　午前11時51分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　今、具体的に台湾のシェル
ターについて資料は持っていないんですけれども、台
湾関係者の方々との意見交換の中では、台湾につい
ては一定程度の高いビルについては、地下の施設を
造らないといけないということと、100％以上の――
ちょっとパーセンテージまでは記憶にないんですけれ
ども、かなりの高い確率でそういう地下の施設がある
ということを聞いております。失礼しました。
○赤嶺　昇 議長　大浜一郎議員。
○大浜　一郎 議員　もっと情報収集してください
ね。これシェルターというのは、基本的に命を守るた
めの整備ですよ。台湾は、10万5000か所あります。
そして、収容能力は8600万人。人口の約３倍以上で
あります。台湾にいる日本人も使うことができます。
この普及率は世界屈指なんですよ。長年にわたり危機
管理意識の高い台湾と沖縄との立場はありますけど、
こういう情報収集能力があまりにも欠如している。こ
れは知事もそうですけど、何かあったときに命を守る
ための整備っていうことをちゃんと認識していただけ

ませんか。反対するなら反対してもいいけど、そうい
うために整備するってことなんですよ。どうですか、
知事。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　私の考えでシェルターを造るこ
とに反対するという意思はございません。ですが、
シェルターを整備したとしても、シェルターを使わな
い平和な状況を維持することが重要であるということ
を強調して申し上げている次第です。
○赤嶺　昇 議長　大浜一郎議員。
○大浜　一郎 議員　当然ですよ。外交があっての全
てですから、外交が一番先頭にならないといけない。
やらないために外交があるんですから。
　次に移りますけれども、この市長会が一括交付金の
要請を単独で行った件ですけれども、これは市長会の
判断と答弁されておりましたけれども、この知事の姿
勢、リーダーシップへの不信、不満が極めて重要な予
算要求の要請活動に表れてしまったんじゃないかなと
僕は思ったりもします。この事態をどう認識している
のか。これを残念に思うだけでは済まされないことな
んですよ。知事の認識をちょっとお伺いします。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　今回の市長会の判断についてで
すが、明確な理由等について説明を受けておりません
ので承知をしていないところではありますが、構成す
る市長の様々な御意見を踏まえた上での市長会として
の判断であったと受け止めております。一方で、減額
傾向にある沖縄振興予算、とりわけ沖縄振興一括交付
金の増額確保については、沖縄県並びに市町村共通の
強い思いを政府に届ける必要があると思っている点
は、共通していると思います。
○赤嶺　昇 議長　大浜一郎議員。
○大浜　一郎 議員　今後どのような姿勢で市長会と
向き合っていく予定ですか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　振興審議会等も通じて様々な公
的な場面での意見交換も行いながら、かつ、より具体
的にその要望があれば、その要望についても真摯に受
け止め、意見交換をしていきたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　大浜一郎議員。
○大浜　一郎 議員　税制の改正についてですけど、
特に揮発油税制の措置がこれだけ日常生活、経済活動
の下支えに重要なのかっていうのは、昨日の我が党の
島袋幹事長への知事答弁を聞いても、いわゆる密約文
書なるものがいかに問題であったかの認識もあやふや
で、知事は事の重要性を全く理解していないように私
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は感じました。これは、事務方、経済界との意思疎通
が乏しいことも根底にあると言わざるを得ない。実に
怠慢であると私は思います。今回の税制交渉は、例年
に比べて物すごく厳しさを増したことは、我が党の島
袋幹事長が東京に頻繁に通い、連日詰めて経済界と一
緒に、政府との交渉・対話に相当に奮闘してきたこと
からも私は強く感じています。それは、揮発油税制の
軽減措置が県民生活にとっていかに重要なものなのか
ということを認識しているからなんです。知事はこの
ような税制改正について、これぐらいの危機感を持っ
て対応してきたのかどうか、もう一度お聞きしたいと
思います。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　昨日も各議員から質問のありま
した、この税制に関する確認の文書でありますが、文
書の内容をよくお読みいただければ御理解いただける
と思います。今後とも協議を続けていくということを
確認する意味での文書ですので、協議の最中であると
いう性質の文書であります。しかし我々は危機感を
持って、この税制の軽減措置については、住民の生
活、離島の皆さん、中小企業の皆さん、県民の皆さん
にとって非常に死活的な問題であると認識をしており
ますので、引き続き議員共々協力を仰ぎながら、政府
に対してはその措置の延長を求めていきたいというよ
うに決意しております。
○赤嶺　昇 議長　末松文信議員。
　　　〔末松文信　議員登壇〕
○末松　文信 議員　おはようございます。
　沖縄・自民党会派、末松文信、一般質問を行いま
す。
　まず初めに１、知事の政治姿勢について。
　(1)、	普天間飛行場代替施設建設事業に伴う一連の
訴訟について。
　平成27年、いわゆる2015年10月に翁長知事が仲井
眞知事の公有水面埋立承認を取り消してから、また、
玉城デニー知事が設計変更を不承認するなど、一連の
訴訟件数は14件で、ことごとく敗訴したにもかかわ
らず裁判を繰り返した結果、裁判費用も２億4000万
円余に上り、また８年もの歳月を費やし、今なお普天
間飛行場の返還が実現できず、危険性は放置されたま
まであります。
　そこでア、知事は、県行政の最高責任者として、去
る９月４日の最高裁判所の判決に従わず、代執行訴訟
についても争う姿勢を示しておりますけれども、何か
期待されているのがあるのですか、伺います。
　(2)、	知事が就任してからの業務ミスや不手際につ

いて。
　ア、その原因と対策について伺います。
　イ、その件数と総額及び自己財源を充当した金額に
ついて伺います。
　２、公立沖縄北部医療センター整備計画の進捗状況
について伺います。
　３、高齢化社会への対応について。
　(1)、	特別養護老人ホーム及び介護老人保健施設の
運営状況について。
　ア、施設運営の課題と対応策について。
　厚生労働省が調査した結果、特別養護老人ホームと
介護老人保健施設が初の赤字を計上したというふうに
報道されております。そのような状況にあることか
ら、サービスの対価として介護報酬を引き上げる検討
に入ったということであります。施設運営の課題と対
策について伺います。
　４、北部振興・基幹インフラ整備について。
　県は、新・沖縄21世紀ビジョンで、北部地域の振
興について離島振興を含め、いろいろな施策を展開す
ると述べておりますけれども、やんばる全体を俯瞰し
てみますと道路、港湾、橋梁、空港、鉄軌道などの肝
腎な基幹インフラの整備が遅れているのが現状であり
ます。
　そこで(1)、道路網の整備について。
　名護東道路の２車線が許田から伊差川まで開通した
おかげで、交通渋滞が緩和され、利便性の向上も図ら
れたと思っております。ところが、2025年オープン
予定の沖縄新北部テーマパークジャングリアをはじ
め、今帰仁城跡自然遺産や海洋博記念公園を結ぶこの
沿線の振興を図るためには、名護東道路の延伸が急務
であると考えております。
　そこでア、名護東道路延伸計画のスケジュールと現
状について伺います。
　イ、やんばる周遊型自転車道の整備について。
　やんばるは世界自然遺産にも登録され、ツール・
ド・おきなわの開催など、サイクルスポーツのメッカ
となる可能性を秘めております。観光振興や健康づく
りの観点から、やんばる周遊型自転車道の整備が求め
られております。御所見を伺います。
　ウ、沿道の防草対策について。
　観光立県を標榜している中で、沿道は雑草が繁茂し
て、景観が損なわれております。雑草の刈取りや防草
対策に腐心されているものとは思いますけれども、県
民から早期の対策が求められております。その対応策
について伺います。
　(2)、	港湾整備について。
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　県では、本部港の施設規模や配置を検討し、中長期
計画案を作成する業務の公募手続を始めたようであり
ます。
　ア、本部港の新たな中長期計画を策定するに当たっ
て、本部港を北部振興拠点港湾として位置づけ、本部
港港湾区域を名護湾まで拡大することを求める要請に
ついて伺います。
　(3)、	空港整備について。
　ア、伊平屋空港整備計画の進捗状況について伺いま
す。
　(4)、	伊平屋・伊是名架橋整備計画の進捗状況につ
いて。
　これまでの調査の中で、常にビー・バイ・シーが
ネックとなっているようでありましたけれども、現在
の進捗状況について伺います。
　(5)、	沖縄本島南北鉄軌道整備計画の進捗状況につ
いて。
　鉄軌道の整備に当たっては、新たな交通需要も大き
な課題であったと思いますが、今、新沖縄テーマパー
クがオープンすることによって、年間300万から500
万人の来場者が見込まれているようであります。この
ように新たな需要が見込まれる中で、鉄軌道の整備が
急務と考えますけれども、進捗状況について伺いま
す。
　５、我が党の代表質問との関連について。
　(1)、	小渡議員の代表質問に関連いたしまして、薬
学部の設置について。
　ア、本日公募の締切日となっておりますが、12月
８日になっておりますけれども、応募の状況について
伺います。
　よろしくお願いいたします。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
　　　〔玉城デニー　知事登壇〕
○玉城デニー 知事　末松文信議員の御質問にお答え
いたします。
　公立沖縄北部医療センター整備計画の進捗状況につ
いてお答えいたします。
　公立沖縄北部医療センターの整備につきましては、
現在、財源確保のための国との調整を行うとともに、
北部医療組合において実施設計に取り組んでおりま
す。また、同医療センターの運営主体となる財団法人
の令和７年度の設立を目指し、基本財産や組織体制に
ついて、現在協議を進めております。
　沖縄県としましては、関係機関と連携し、医療従事
者の確保、統合する２つの病院間のスタッフの交流や
意見交換を深め、北部医療センターの早期整備に向け

て取り組んでまいります。
　その他の質問につきましては、部局長から答弁をさ
せていただきます。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
　　　〔溜　政仁　知事公室長登壇〕
○溜　政仁 知事公室長　１、知事の政治姿勢につい
ての中の(1)のア、代執行訴訟への期待についてお答
えいたします。
　県は、是正の指示を適法とする本年９月４日の最高
裁判決を受けてどのような対応が取れるか検討してい
たところ、10月５日、沖縄防衛局の埋立変更承認申
請に対する承認を知事に命ずる判決を求める代執行訴
訟を国が提起したことから、応訴することといたしま
した。
　県としましては、裁判所には、県民の明確な民意こ
そが公益であって、国が県との対話に応じていないこ
と等を踏まえれば、国の請求はいずれの代執行要件も
充足しないこと、そして、双方の対話によって辺野古
新基地建設問題の解決の道を探ることこそが最善の方
法であることを、地方自治の本旨と多くの県民の民意
に即した判断として示していただけるものと期待して
おります。
　以上になります。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
　　　〔宮城　力　総務部長登壇〕
○宮城　力 総務部長　１、知事の政治姿勢について
の(2)のア、業務ミス等に係る原因と対策についてお
答えいたします。
　これまでに発生した不備事案の主な要因について
は、制度や手続の理解不足、報告・連絡・相談等の不
足によるものと認識しております。今般、重大事案が
続けて発生していることを重く受け止め、その要因等
を分析し、実効性の高い再発防止策につなげるため、
現在、緊急的な事務の総点検を実施しているところで
す。また、総点検後は、その結果を踏まえ、外部専門
家による検証を行うこととしております。組織的な対
応としては、部等の主管課に予算経理班を設置すると
ともに、会計分野エキスパート職員を育成・配置し、
予算執行に係る審査機能を強化いたします。さらに、
内部統制推進体制の強化として、全ての主管課に内部
統制専任職員を増員配置することとしております。
　同じく１の(2)のイ、業務ミスの件数等についてお
答えいたします。
　内部統制制度の運用開始以降の重大な不備件数につ
いては、令和２年度が３件、令和３年度が４件、令和
４年度が３件となり、うち国庫請求等に係る不備は２
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件となっております。また、令和５年度においては、
重大な不備に該当すると考えられるリスク事案がこれ
までに７件、うち国庫請求等に係る不備は２件発現し
ております。国庫請求等に係る不備４件合わせて、最
大で合計７億5051万円が国庫支出金から一般財源等
に振り替わることが想定されますが、今後の事業の進
捗による不用等により、その額は縮小されることとな
ります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
　　　〔宮平道子　子ども生活福祉部長登壇〕
○宮平道子 子ども生活福祉部長　３、高齢化社会へ
の対応についての御質問の中の(1)のア、介護施設運
営の課題と対応策についてお答えいたします。　
　介護施設等の運営について、令和５年度介護事業経
営実態調査によりますと、令和４年度の介護老人福祉
施設の収支差率は、前年度決算比マイナス1.0％、介
護老人保健施設もマイナス1.1％となっており、物価
高騰の影響など厳しい状況にあります。
　県としましては、介護施設等に対する物価高騰への
補助を行っているところです。現在、国において介護
報酬改定の議論が行われており、その動向を注視しつ
つ、引き続き事業者の支援に努めてまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
　　　〔前川智宏　土木建築部長登壇〕
○前川智宏 土木建築部長　４、北部振興・基幹イン
フラ整備についての(1)のア、名護東道路の延伸計画
についてお答えいたします。
　名護東道路は、名護市伊差川から許田に至る延長
8.4キロメートルの高規格道路であり、現在、名護市
伊差川から数久田に至る延長6.8キロメ－トルの区間
について、国による整備が進められております。伊差
川から先の延伸については、新広域道路交通計画の高
規格道路の調査区間に位置づけられたところであり、
国、県及び関係市町村で連携し、北部地域の振興に資
する道路網の在り方を検討しているところでありま
す。今後とも、関係市町村と連携し、早期事業化を国
に要請していきたいと考えております。
　次に同じく４の(1)のイ、自転車通行空間の整備に
ついてお答えいたします。
　県では、自転車が安全・安心・快適に通行すること
を目的として、自転車通行空間の整備を行っておりま
す。北部管内における自転車通行空間の整備状況につ
いては、名護市が策定した自転車ネットワーク計画等
に基づき、名護本部線ほか３路線で整備を行っており

ます。
　県においても、令和５年３月に自転車ネットワーク
計画等を策定しており、引き続き、各市町村と連携し
て、自転車通行空間の整備に取り組んでまいります。
　次に同じく４の(1)のウ、沿道の雑草対策について
お答えいたします。
　県管理道路の雑草対策については、沖縄県沿道景観
向上技術ガイドラインに基づき、性能規定方式による
除草管理を導入し、雑草の草丈が低い状態を維持する
取組等を実施しております。引き続き、予算の確保に
努め、性能規定方式の拡大とともに、効率的・効果的
な道路の維持管理に取り組み、道路利用空間の安全と
良好な沿道景観形成に努めてまいります。
　次に同じく４の(2)のア、本部港中長期計画（仮
称）の策定についてお答えいたします。
　本部港については、現在の旧本港地区を対象に、平
成14年度に北部地域拠点港湾に位置づけ、平成16年
に本部港港湾振興ビジョンを策定しました。ビジョン
策定から20年近くが経過し、社会情勢が変化してい
ること等を踏まえ、新たに、本部港中長期計画（仮
称）の策定を進めております。港湾区域の拡大につい
ては、計画検討段階で地元や関係者等の意見を聞きな
がら、その必要性も含め検討していきたいと考えてお
ります。
　次に同じく４の(3)のア、伊平屋空港整備事業につ
いてお答えいたします。
　伊平屋空港については、就航見込みのある航空会社
との意見交換や需要予測などの確認・検証及び関係機
関との調整に取り組んでいるところであります。引き
続き、意向取付けや需要予測、費用対効果の確保な
ど、事業化の課題解決に向け伊平屋村、伊是名村と連
携し、早期事業化に向け取り組んでいきたいと考えて
おります。
　次に同じく４の(4)、伊平屋・伊是名架橋の検討状
況についてお答えいたします。
　伊平屋・伊是名架橋の整備については、多くの課題
が明らかとなっており、建設工事費の縮減等につい
て、調査・研究に取り組んでおります。今年度は、建
設工事費の精度向上を目的に、架橋検討位置の水深を
把握するための深浅測量を実施し、現在、具志川島の
海域において土質ボーリング調査を実施しているとこ
ろであります。令和６年度以降、これまでの調査結果
等を踏まえ、事業化の可能性を検討してまいりたいと
考えております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
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　　　〔金城　敦　企画部長登壇〕
○金城　敦 企画部長　４、北部振興・基幹インフラ
整備についての(5)、鉄軌道導入の進捗状況について
お答えいたします。　
　県は、鉄軌道導入に向けて、構想段階の計画から事
業化判断を行う計画段階へ移行させるため、国が課題
としている費用便益比等のさらなる向上に向けた調
査・検討を行っているところです。一方、国において
も、引き続き費用便益比等の課題や県の求める上下分
離方式等による特例制度の調査を行っていることか
ら、県としても鉄軌道の早期導入に向けて、引き続き
国と意見交換しながら取組を進めてまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　保健医療部長。
　　　〔糸数　公　保健医療部長登壇〕
○糸数　公 保健医療部長　５、我が党の代表質問と
の関連についての(1)、薬学部設置の応募状況等につ
いてお答えします。
　県は、基本方針の公表以降、県内国公立大学に対し
公募に応じていただけるよう説明及び意見交換を行っ
ております。現時点で、まだ応募はありませんが、本
日が締切日となっておりますので、応募状況を見守り
たいと考えております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　末松文信議員。
○末松　文信 議員　御答弁ありがとうございまし
た。
　これから再質問を行います。
　まず、９月４日の最高裁判決についてでありますけ
れども、知事、報道によりますと、９月４日の最高裁
判決で、県の敗訴が確定した当初から、多くの県関係
者には承認の選択肢以外はなかった。法を執行するの
が行政の役目で、たとえ判決内容に疑義があっても、
裁判官が出した答えが正解になる。また、承認しな
かった場合、執行部側が最も懸念したのは、法に従わ
なかった行政が、市民、県民を導けるのかという公務
員としての責任と自負だというふうに言っておりま
す。ただ、最終的な判断は、全て知事次第であるとい
うふうにくくっております。このように多くの職員
が、知事が最高裁の判決を受け入れて、承認するもの
と考えていたのではないでしょうか。
　かつての翁長知事は、最高裁の判決に従い、埋立承
認取消しを自ら取り消した経緯もあります。玉城知事
も最高裁の判決に従い、不承認を取り消し、行政の長
としてこれを承認し、職員の公務員としての責任と自
負に応えるべきだったと思いますが、知事の心境を伺

いたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　お答えいたします。
　県庁職員は、地方自治法上、知事の補助機関であ
り、遵法の精神を持ってその職務に当たっていただい
ております。その上で私は、沖縄県の事務を管理し及
びこれを執行する知事として、最終的な権限と責任を
有しているものというように認識をしています。
　最高裁は９月４日、沖縄県が主張した公有水面埋立
法の承認要件の不充足性について、何らの判断も示さ
ず沖縄県の訴えを退けたことから、沖縄県はどのよう
な対応が取れるのかということを検討しておりまし
た。しかし、10月５日、沖縄防衛局の埋立変更承認
申請を、知事が承認せよとの判決を求める代執行訴訟
を提起したことから、応訴したということに至ってお
ります。
○赤嶺　昇 議長　末松文信議員。
○末松　文信 議員　知事ね、自らの選挙公約である
普天間飛行場の全面返還とその代替施設の辺野古移設
を阻止するという、この２つの相反した自己矛盾を抱
えながら、今日まで勝算のない訴訟を繰り返してきた
のではありませんか。知事は自らの選挙公約が果たせ
なかった責任を、最高裁の判決を非難することによっ
て、見事にすり替えております。これはひきょうと言
わざるを得ません。辺野古移設は、代執行により、事
実上阻止することはできません。その上で、普天間飛
行場も返還できず、危険性も除去できない。その責任
をどう取られるのか伺います。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　今回の応訴について県としまし
ては、裁判所には県民の明確な民意こそが公益であっ
て、国が県との対話に応じていないことなどを踏まえ
れば、国の請求はいずれの代執行要件も充足しないこ
と、そして双方の対話によって、辺野古新基地建設問
題の解決の道を探ることこそが最善の方法であること
を、地方自治の本旨と多くの県民の民意に即した判断
として示していただけるものと期待するものでありま
す。
○赤嶺　昇 議長　末松文信議員。
○末松　文信 議員　知事ね、職員の皆さんも言って
いるように、最高裁の判決に従うのが行政の立場であ
ります。その行政の長が、今みたいなことで最高裁の
判決を非難してばかりで、自分の責任を回避するとい
うのは、私はどうかと思っておりますが、もう一度御
答弁ください。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
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　　　午前11時24分休憩
　　　午前11時24分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　玉城知事。
○玉城デニー 知事　先ほども答弁させていただきま
した。私は、沖縄県の事務を管理し及びこれを執行す
る知事として、最終的な権限と責任を有しておりま
す。それと同時に、県民の民意によって選ばれた知事
として、その公約を果たしていくという責任も同時に
有しているものと認識をしております。
○赤嶺　昇 議長　末松文信議員。
○末松　文信 議員　じゃ次に行きます。
　自己財源の充当についてでありますけれども、今、
総務部長は、７億5051万円と言っておりましたけれ
ども……。
　ちょっと休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時24分休憩
　　　午前11時24分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○末松　文信 議員　今回提案されている乙第１号議
案、これは11件ありますけれども、その中で、先日
うちの仲里全孝議員に対する答弁もそうですけれど
も、11件の中で、その自己財源を充当したのは16億
7000万円というふうになっておりますけれども、今
の数字とは相当乖離がありますけれども、もう一度御
答弁をお願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時25分休憩
　　　午前11時29分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　総務部長。
○宮城　力 総務部長　不用等の縮減もございまし
て、約10億程度だったかと思います。
○赤嶺　昇 議長　末松文信議員。
○末松　文信 議員　今、総務部長から答弁がありま
したように、自己財源を充当したのが約10億円とい
うことでありますけれども、この10億円を自己財源
として補助事業を導入した場合に、どのくらいの事業
が展開できるのか教えてください。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　10億円、一般財源でほかの事
業ができたとは申し上げられますが、この10億円を
使ってどんな補助事業ができるか、どのぐらいの規模
の補助事業ができるかというのは、お示しするのは困
難でございます。その理由としましては、補助事業は

様々ありまして、どんな補助事業に活用するかという
ことと、それよりもその補助事業が――補助事業とい
いますか、国庫補助金が確保できるかという根本的な
問題がございまして、どのぐらいの事業規模というの
は、申し上げるのは非常に難しいというところでござ
います。
○末松　文信 議員　休憩してください。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時30分休憩
　　　午前11時31分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○宮城　力 総務部長　例えば10億円の一般財源が
あって、40億円のソフト交付金があれば50億円規模
の事業ができます。ただしこの場合は、40億円のソ
フト交付金を新たに確保してこないといけないという
難しい課題が生ずるというところでございます。
○末松　文信 議員　休憩。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時31分休憩
　　　午前11時31分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　末松文信議員。
○末松　文信 議員　今、その10億円で例えば40億の
事業ができるというふうなことでありますけれども、
そういうことからすると、県の今のいろんなミスとか
そういうことについて、不利益が生じたということに
ついては、これ、いわゆる県に損害を与えたというふ
うに読み取れるんではないかと思いますけど、いかが
ですか。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　補助金の受入れに対して、理
解が不足していて受け入れられなかったという事実は
ございますが、例えば補助金適正化法に違反して、何
らかの違約金を支払わなければならないというもので
もございません。新たに財政負担が伴ったというもの
ではなくて、事業実施、事業の目的は達成された。た
だし、その財源が国庫ではなく一般財源あるいは県債
であったというところでございます。（「おかしい
よ」と呼ぶ者あり）
○赤嶺　昇 議長　末松文信議員。
○末松　文信 議員　皆さんがおかしいと指摘してい
るからそれで終わりたいと思いますが、もう一つ、部
長や知事もそうおっしゃっていましたけれども、内部
統制機能を強化するために、主管課に専任の主幹を配
置するとおっしゃっておりました。何か答弁を聞いて
いますと、そういう主幹クラスの人材がたくさんい
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て、あるいはその何か湯水のように湧いてくるような
イメージがあるわけですよ。そういうことが本当にで
きるのかなと。これ、職員の定数との関係もあると思
うんですけれども、実際部長がおっしゃるような人事
配置は可能なんですか。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　内部統制専任主幹について
は、主管課、全ての課ではなくて各部の主管課に専任
職員を配置するということで、これについては定数化
するということで予定しております。
○赤嶺　昇 議長　末松文信議員。
○末松　文信 議員　これは一つ提案ですけれども、
部長のお話を先日からずっと聞いていると、非常に細
かい対応を考えておられますけれども、こんな細かい
ことよりも、私は今、ＤＸを推進するという基本方針
があるわけですから、県庁内もＤＸ化して、職員のミ
スが起こらないようなそのシステムをつくっていけば
問題ないんじゃないかと思っているんですけど、この
辺はどうですか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　議員御案内のとおり、今、県庁
挙げてＤＸ化を進めるために、外部からの専門的な知
識を有する方をお迎えして、その取組を鋭意進めさせ
ていただいております。今般のような会計事務のミス
においても、例えばそれをどこかの段階で、いわゆる
パソコン上でそのデータエラーが検出されるような、
そういうソフトを活用するということも同時に考えて
おりまして、そういう方向性では、そのＤＸ化を進め
ていく中で、このミスが起こることを防いでいくとい
うことについても、同時に検討してまいりたいという
ように取り組んでいます。
○赤嶺　昇 議長　末松文信議員。
○末松　文信 議員　まさに知事、私もそう思いま
す。そのことによってミスが防げるだろうし、人員も
減らせるだろうし、大変重要なことだと思いますの
で、ぜひ頑張っていただきたいと思います。
　それから次に、高齢化社会への対応についてですけ
れども、私がさっき伺ったのは、今、名護市の地域密
着型小規模特別養護老人ホームが、本年度5000万円
の赤字決算が見込まれていると、こういう報告があり
ました。この施設は満床になっているにもかかわら
ず、これだけの赤字が見込まれているというふうなこ
とでありますので、私はこれ、制度的に問題があるの
ではないかと思いますけれども、いかがですか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時36分休憩

　　　午前11時36分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　お答えいたしま
す。
　赤字の要因としては、物価高騰の影響とか様々ある
かと思っております。今、議員御指摘のように、満床
になったとしても赤字であるということについて、介
護サービス事業所については介護報酬の見直しなど、
安心して事業運営ができる仕組みが必要であるという
ふうに考えております。
　県としましても、今年度も全国知事会を通しまし
て、物価高騰に対する影響等への対応、それから安定
的なサービス提供ができるような介護報酬の見直し、
そういったものが検討されておりますが、全国知事会
を通して、引き続き要望をしてまいりたいと考えてお
ります。
○赤嶺　昇 議長　末松文信議員。
○末松　文信 議員　現場は大変なようでありますの
で、ぜひよろしくお願いしたいと思います。
　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時37分休憩
　　　午前11時37分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○末松　文信 議員　（パネルを掲示）　このパネル
を見ていただきたいんですけれども、これ名護市がつ
くった構想図から引用しております。これ名護市が、
平成９年に、名護湾を活用した北部振興拠点港湾整備
構想を作成しております。この整備構想の中で、この
屋部地域――これ琉球セメントがここなんですけれど
も、この地先に、こういった港湾を造ったらどうかと
いうようなことを、その中で検討しております。当
時、これをなぜそうしたかというと、その採石を、採
掘した跡地利用を考えようということと、それから産
業を誘致しようという話がありまして、ちょうどその
ときに、この港湾を造ることによって、電源開発を誘
致して――いわゆるこの電源開発は、沖縄電力の話で
すけれども、これいろいろやってみたんですけど、な
かなか難しいことがありました。その際に、ＬＰガス
を輸送するタンカーを接続する、これがドルフィンで
すけれども、こういったものも整備してやればどうか
というようなことで、当時も本部港と機能分担してこ
れを整備できないかという議論もやってきたんですけ
れども、これは不調に終わっております。それで、た
またま今回、部長のところで見直しの計画があるとい
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うようなことで――これ私が当時一緒につくったもの
ですから、思い出して、今提案しているわけでありま
すが。
　（パネルを掲示）　これがイメージのパースですけ
れども、琉球セメントの前面にこうした形のものを
造って、ドルフィンをこう整備すると。そういったこ
とで、その後、今になってみれば、これだけじゃなく
てあらゆる需要が発生してきていると。１つには、沖
縄県の最終処分場もこの近くに整備されました。それ
で、最終処分するその廃棄物も、海上輸送すると大分
助かるのではないかというふうに思っております。
　ちょっと休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時40分休憩
　　　午前11時40分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○末松　文信 議員　（パネルを掲示）　もう一つ大
きな需要は、これ当時からありましたけれども、いわ
ゆる海洋センター、ＪＡＭＳＴＥＣの船ですけれど
も、これ探査船で、ちきゅうという名称の船ですけ
れども、当時もこれを何とかできないかと。これは
まず、規模からすると全長210メートルあって、幅が
38メートル、総トン数が５万6752トンあります。そ
ういったことで、こういった需要も発生したし、ま
た、クルーズ船のバースも大型化することによって、
バースも必要だというようなことで、いろいろ需要は
発生してきております。そういったことで、再度、部
長の見解をお伺いしたいと思います。まあ知事でもい
いんですけれども。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えをいたします。
　港湾区域の拡大におきましては、計画段階におい
て、地元や関係者の意見を聞きながら検討していると
ころでございます。議員御発言の、新たな需要に対応
する港湾の拡張につきましては、その拡張の必要性も
含めまして、地元の意見を聞くとともに新たな需要に
関する動向を注視していく必要があると考えていると
ころでございます。
　以上でございます。
○末松　文信 議員　休憩します。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時41分休憩
　　　午前11時42分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　末松文信議員。
○末松　文信 議員　知事、これまで見てきたよう

に、北部地域の振興を図るためには、道路であったり
港湾であったり、空港、架橋、それから南北縦貫鉄道
の整備、こういう基幹インフラが求められておりまし
て、このインフラを整備することによって、北部振興
を実現することができると。その先には、新・沖縄
21世紀ビジョンの実現にもつながるのではないかと
いうふうに思っておりますけれども、最後に知事の御
所見を伺いたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　新・沖縄21世紀ビジョン基本計
画には、均衡ある県土の発展、離島振興を含め、様々
なこの沖縄の将来像を、前の10年からさらに引き続
き新時代沖縄の将来を見据えて、その構想を計画とし
て実行していくものであります。議員御意見のよう
に、北部地域の振興も当然その21世紀ビジョンの大
きな柱の一つでありますので、引き続き精力的に取り
組んでまいりたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　末松文信議員。
○末松　文信 議員　ありがとうございます。
　ぜひ北部振興をしっかりお願いしたいというふうに
思います。
　最後になりましたけれども、この薬学部設置につい
て、応募がないということでありますけれども、今後
の対応をいかがされるのかを伺います。
○赤嶺　昇 議長　保健医療部長。
○糸数　公 保健医療部長　お答えいたします。
　先ほど答弁させていただきましたように、本日が締
切日となっております。仮に県内国公立大学からの応
募がなかった場合には、その理由について調査・分析
を行い、今後の対応については、専門家を交えた形で
検討していきたいというふうに考えております。
　以上です。
○末松　文信 議員　ありがとうございました。
　終わります。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時44分休憩
　　　午後１時５分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　午前に引き続き、質問及び質疑を行います。　
　新垣　新議員。
○新垣　　新 議員　議長、休憩。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後１時５分休憩
　　　午後１時６分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○新垣　　新 議員　大項目１、県道77号線（平和の
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道）について、進捗状況と取組について伺います。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　平和の道線は、糸満市山
城から真栄里までの約7.8キロメートルの区間につ
いて、平成20年度に事業着手し、令和４年度末の進
捗は、事業費ベースで約46％となっております。ま
た、用地取得率は、令和４年度末の取得面積ベースで
山城・喜屋武工区が約23％、喜屋武・真栄里工区が
約96％となっております。県では、去る10月に地元
説明会を開催し、事業進捗を図るため糸満市や地元と
連携し、用地取得等に取り組むことを確認したところ
であり、引き続き早期供用に向けて取り組んでまいり
ます。
○赤嶺　昇 議長　新垣　新議員。
○新垣　　新 議員　理解いたしました。
　改めて再度質問します。
　２つのルートの中のまず１つ、名城喜屋武線のルー
ト。なぜ今、完全開通ができていないのか伺います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。　
　　　午後１時７分休憩
　　　午後１時７分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　失礼いたしました。
　当該区間につきましては、企業用地がございまし
て、その取得に時間を要しているというところでござ
います。
○赤嶺　昇 議長　新垣　新議員。
○新垣　　新 議員　いつまでこの時間はかかるんで
すか、伺います。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　現時点において、いつま
でに解決するという期限を明記することは困難でござ
いますが、引き続き地元と連携し、当該企業用地の取
得に向けて取り組んでまいります。
○赤嶺　昇 議長　新垣　新議員。
○新垣　　新 議員　今、平和の道のこの77号線が
通っているところにホテルがあります。ホテルとして
も今妨げになっているということも、関係各位から私
も相談を受けています。そこの部分だけでもこの真栄
里、喜屋武地区、急いでいただきたいんですね。そこ
が今調整中ってなるんですけど、もうめどを言わない
と、非常にホテル側もかわいそうなんですよ。だから
そこをどうにか観光客が喜んで、いらいらしないよう
に渋滞を緩和させてあげたい、スムーズにさせてあげ
たいという思いで、どうにかめどが言える努力も頑

張っていただきたいんですけど、改めて伺います。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　ホテルが開業し、アクセ
スに関しまして、観光客の皆様等に御迷惑をおかけし
ているという点については、認識をしております。期
限については、明確に申し上げることは困難でござい
ますが、引き続き、鋭意用地取得に取り組んでまいり
ます。あわせまして、ホテルへのアクセス等につきま
しても、可能な対策を講じてまいりたいと考えており
ます。
○赤嶺　昇 議長　新垣　新議員。
○新垣　　新 議員　今年からまた来年、観光客数が
増えて、また苦情等がないように、ぜひ頑張っていた
だきたいと、早く急いで頑張っていただきたいとエー
ルを送ります。
　さて、喜屋武山城線ですけど、先ほども住民説明
会、本当にありがとうございます。その中で、喜屋武
工区５自治体と、また糸満市との連携、それをより強
い連携を図っていただきたいんです。真栄里喜屋武線
のときは、非常に県と自治体との連携がすごかった
と、私も評価いたします。それと同様に今度は、喜屋
武山城線にも同じように目を向けて、向き合って、情
報も提供してお互いが早くやりましょうっていう形で
スムーズに頑張っていただきたいんですね。私が強
く言いたいのは、今31％の取得の同意、喜屋武山城
線、そして企業が持っている33％の土地の取得、残
り34％の部分を喜屋武工区５の自治体といかに早く
頑張ってほしいかっていうことを、連携にスピード感
を持って頑張っていただきたいんです。その力強い答
弁とやる気を伺いたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　県といたしましては、当
該道路の重要性については、十分認識をしているとこ
ろでございます。これまで地元説明会におきまして
も、糸満市の関係各課、それから喜屋武区、山城、福
地等の各自治体と連携させていただいております。引
き続き、早期供用に向けて取り組んでまいる所存でご
ざいます。
○赤嶺　昇 議長　新垣　新議員。
○新垣　　新 議員　ぜひスピード感を持った強い連
携を期待しています。頑張ってください。
　続きまして、大項目２、糸満地区の土地改良整備の
進捗状況について(1)、糸満地区土地改良整備の進捗
状況について伺う。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
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　糸満市における土地改良関連事業については、県営
６地区、団体営４地区で事業を実施しております。糸
満市全体の事業費は約175億円、令和４年度末の進捗
率は、事業費ベースで62.8％となっております。糸
満市南部地区の冠水被害解消については、県営水利施
設整備事業、真壁南地区ほか３地区で対策を実施して
おり、一定の効果が発揮されております。
　県としましては、引き続き関係機関と連携し、事業
の早期完了に努めてまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　新垣　新議員。
○新垣　　新 議員　ありがとうございます。
　本当に農家も喜んで期待をしていますので、早く事
業が完了するように頑張っていただきたいということ
を強く求めます。そしてまた、土地改良するとやはり
ちょっと地盤性、地質性というんですか――私の地
元、結構冠水がひどい地域なもんですから、そこを改
めて伺います。
　(2)、	糸満市山城地区の公衆道路の整備における糸
満市との連携について伺う。
　この地権者が、特に冠水に対する問題に危機感を
持っているもんですから質問しているので、答弁を求
めます。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後１時12分休憩
　　　午後１時12分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　糸満市山城付近では、県営農地整備事業福地第１地
区の事業を実施しております。糸満市からは、地区に
隣接した集落道路の舗装の要望があると聞いておりま
す。
　県としましては、糸満市と連携しまして、対応方法
について調整を進めてまいりたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　新垣　新議員。
○新垣　　新 議員　ありがとうございます。
　土地改良を認めた方で、親の代々から土地をこれは
やるなやるなとか、いろんな形で苦労した方のあれ
で、せめて道路だけはきれいにしてほしいと、冠水す
るリスクがあるもんですから。きれいな形でアスファ
ルトを敷いてあげて、県としての配慮を強く求めたい
んですけど、改めて部長の見解を伺います。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　引き続き、糸満市と連携
して、対応方法等も調整を進めてまいりたいと思いま

す。
○赤嶺　昇 議長　新垣　新議員。
○新垣　　新 議員　ありがとうございます。
　続きまして、大項目４、新しい那覇空港の整備につ
いて。
　議長、休憩。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後１時14分休憩
　　　午後１時14分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○新垣　　新 議員　（パネルを提示）　この那覇空
港、新しい那覇空港の整備についての那覇空港中長期
構想についてです。これ那覇空港拡張整備促進連盟、
経済界が描いた構想でございます。そこで今、第１滑
走路と第２滑走路の真ん中をまず埋めてほしい。それ
でその中で（パネルを掲示）　経済界がこういうこの
世界最高水準の那覇空港を造りたいと。これは当時の
謝花副知事にも、４年前にこの構想をちゃんと提出も
しています。
　そこで伺います。
　部長、まずは、この第１と第２の間を埋めて、この
ような構想に関して、県の取組そして国との連携、ど
のような形で取組があるのか。まず部長の見解聞い
て、また知事の見解を伺いたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
○金城　敦 企画部長　お答えいたします。
　那覇空港ターミナル施設の新設等の空港整備につい
ては、コロナ前に、那覇空港拡張整備促進連盟から中
長期構想として、具体的な提案がなされているところ
です。現在、那覇空港の旅客数は、コロナ前の約９割
まで回復していることから、今後、航空需要の増大に
より、現在のターミナル施設が中長期的に狭隘化する
と考えております。このため国内外の旅客ニーズを踏
まえながら、国や県内経済界、関係機関と連携し、
ターミナル施設の新設等について意見交換を進めてま
いります。
○赤嶺　昇 議長　新垣　新議員。
○新垣　　新 議員　前向きな答弁ありがとうござい
ます。
　さて知事、やはりこれ一日も早く、知事を先頭にこ
のような構想を経済界や関係各位と国とも連携して、
やはり観光客がたくさん来てほしい。そしてまた世界
最高水準のこの空港を造ってほしい。そういう形で知
事、知事はどういうスタンスで――私はこれ急いで頑
張っていただきたいんですね、国とも連携を図って。
そこら辺、知事の見解を伺いたいんですけど、見解を

‒ 200 ‒



求めます。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　那覇空港は、沖縄県の空の玄関
ですし、アジアに向けての玄関でもある、ゲートウェ
イであるというように認識をしております。経済界か
らこのような将来計画、第１滑走路、第２滑走路の間
に埋立てを行い、また様々な施設を建設してほしい、
そして、世界を目指す空港にしていただきたいという
要請があるということも承知をしております。あわせ
て、先ほど部長からも答弁をさせていただきました、
この施設の新設やそれから周辺の道路の状況、それか
ら那覇港の返還跡地の利用等含めて、恐らくこれは空
港だけではなく、周辺と一体となった臨空臨港型の経
済振興を図る意味でも非常に重要であるというように
考えておりますので、引き続き関係者の方々と真摯に
意見交換をしてまいりたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　新垣　新議員。
○新垣　　新 議員　意見交換とか密な連携は進んで
いるとお聞きしています。やはりここはもう、政治力
をうまく発揮して、前向きに国に対して、知事、設計
図面も描いて、そしてしっかりとした形で、補助申請
に向けてこれを具体的にしていくって、やはり知事が
先頭で動かないと、前に行かないと感じてるんです。
その件に関して知事、改めて伺います。もう意見交換
はある程度出来上がっていると思うんです。具体的に
前に進めて、国に、補助申請に向かった動きを、知
事、玉城県知事でやるんだっていう形で頑張っていた
だきたいんですが、どうですか知事。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　議員の熱意も非常にうれしく思
いますし、この大きな計画を空港だけにとどまらず、
そこから延びていく道路網、産業基盤など様々な方向
性も見据えながら、ぜひ具体的にまとめられるよう
様々な情報収集をしていきたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　新垣　新議員。
○新垣　　新 議員　ぜひ早い結論が出て、早くス
ピード感を持って、このような世界最高水準の那覇空
港を築いていただきたいということを知事、強く求め
ます。
　休憩します。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後１時19分休憩
　　　午後１時19分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○新垣　　新 議員　大項目５、平和祈念公園隣接地
の不法投棄ごみについて。

　令和５年９月定例会でも質問しましたが、令和６年
新年度予算にごみ撤去費用をつけるべきだと考えます
が、知事の見解を伺います。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
○多良間一弘 環境部長　お答えいたします。
　平和祈念公園隣接地の不法投棄ごみにつきまして
は、これまでボランティアによる回収作業では、安全
性の確保が困難であることから、行政として各種法令
に基づきどのような対応が可能か、庁内関係課との会
議と糸満市と意見交換を始めたところでございます。
　県としましては、引き続き関係機関との調整を進め
まして、今後決定します県としての方向性や取組内容
に応じまして、必要な予算措置について検討してまい
りたいというふうに考えております。
○赤嶺　昇 議長　新垣　新議員。
○新垣　　新 議員　検討してまいりたいと、ありが
とうございます。
　そこで、再度質問します。
　連絡調整会議に、この専門家も含まれていますが、
足場――問題は磁気探査が要るんですけど、足場も
しっかり撤去しないとこれ前に行かないと、磁気探
と。それで、それを踏まえた形でこの調整会議にメン
バーとして入れていただきたいんですよ。その考えは
ありますか、伺います。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
○多良間一弘 環境部長　お答えいたします。
　先ほど答えましたとおり、今現在我々としては、各
種法令を踏まえまして、県としてどういったことがで
きるのかということを検討しているところでございま
す。その検討内容に応じまして、具体的な中身という
ものが見えてきましたら、当然のことながらその工法
でありますとか工事の進め方、そういったものについ
て、専門家の意見も聞いていくということは想定して
いるところでございます。
○新垣　　新 議員　休憩。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後１時21分休憩
　　　午後１時22分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○多良間一弘 環境部長　まず、このごみの不法投棄
につきましては、廃棄物処理法上の話でいいますと、
当然のことながら不法投棄者にまずは責任がありま
す。この不法投棄者が確知できない場合、確定できな
い場合につきましては、土地の管理者がその撤去等を
担うことになります。そういったことでもできない場
合に、例えば行政が代執行という形でやることになる
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んですけれども、そういった場合におきましても、一
般廃棄物については市町村が、産業廃棄物については
県がという形になります。この代執行をやる場合に
も、様々な措置命令とかの手続が必要になりますし、
誰に対して措置命令を出すのかということもいろんな
法的な整備が必要になります。そういった法的な整理
というか、そういったものを踏まえまして、県として
どういった形で、この不法投棄のごみを撤去なりがで
きるのかという方向性なり、そういった具体的なもの
を決めまして、その中で今議員がおっしゃるような、
具体的にどういうふうに動くかというときに、専門家
の意見とかそういった部分も必要になると思っていま
すので、そういったところで専門家の意見も聞いてい
きたいというところでございます。
○赤嶺　昇 議長　新垣　新議員。
○新垣　　新 議員　分かりました。実はもう60年前
のラベルのビールとかそういうものがそこにあるんで
す。だからもう県も市も早く協議して、早くきれいな
形にして、世界中からこの遺骨収集ができるようにぜ
ひ頑張ってほしいんですよ。ちょっと私は地元なもん
ですから、歯ぎしりという形で見ているんです。遅い
なと。だからぜひ頑張っていただいて、力強い形で糸
満市と連携を図っていただきたいんですね。やはりこ
こは政治決着は必要ですよ。知事、糸満市長ともこの
件に関して、向き合っていただきたいんですよ、知事
から。これどうするかと。政治決着しようじゃないか
と。もう60年前からずっと――昔の人から聞くと、
ずっとあるよと。こういう感じなんですね、聞き取り
した地域住民からも。ぜひこれ、きれいな形で、戦後
処理はまだ終わっていない。戦後処理を進めたい。遺
骨収集するために、ぜひ知事どうですか、糸満市長と
向き合っていただきたいんですけど。知事を先頭にど
うですか、いかがですか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　これからの経緯につきまして
は、先ほど環境部長から説明をさせていただいたとお
りでございますけれども、当然私も折あれば、市長と
この件についての意見交換を重ねていきたいと思いま
す。
○赤嶺　昇 議長　新垣　新議員。
○新垣　　新 議員　ぜひ早くきれいな形でできて、
戦後処理、遺骨収集ができるように知事、頑張ってい
ただきたいということを強く求めます。
　休憩します。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後１時24分休憩

　　　午後１時24分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○新垣　　新 議員　続きまして、来る沖縄県議選挙
について(1)、県内の期日前投票所の設置状況はどう
なっているか、県選挙管理委員会から期日前投票所の
増設に向けて、市町村に対して指導助言を行うべきで
ないか見解を伺います。
○赤嶺　昇 議長　選挙管理委員会委員長。
○当山尚幸 選挙管理委員会委員長　お答えいたしま
す。
　まず、前段のほうの県内の期日前投票所の設置状況
について、お答えします。
　公職選挙法において、期日前投票所は市町村に１か
所以上設置することとなっております。令和４年９月
11日に執行した沖縄県知事選挙における期日前投票
所は、２以上設置している９市町村をはじめ、合計で
60か所設置されております。これが前段のほうの回
答です。
　それから、増設に向けての指導助言を行うべきでは
ないかという点についてお答えします。
　期日前投票所の設置は、市町村選挙管理委員会が行
うものではありますが、投票所に適しており、かつ選
挙人の便宜が図られる施設に期日前投票所を設置する
ことは、投票機会の確保を図る観点から有用であると
考えております。これまで県選挙管理委員会は、市町
村に対し、集客施設等に積極的に期日前投票所を設置
するよう、文書での通知、研修会等での助言、そして
令和４年３月から４月にかけて、市町村に訪問して働
きかけを行ってまいりました。引き続き、効果的な啓
発により有権者に投票の意義や重要性を呼びかけてい
くとともに、期日前投票所の設置や移動支援といった
有権者の投票機会の確保、投票環境のさらなる向上に
有効な取組について、積極的に助言等を行ってまいり
たいと考えております。
○赤嶺　昇 議長　新垣　新議員。
○新垣　　新 議員　改めて伺います。
　期日前投票所を増設していない市町村をまず教えて
ください。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後１時27分休憩
　　　午後１時28分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　選挙管理委員会委員長。
○当山尚幸 選挙管理委員会委員長　お答えします。
　むしろ増設しているところをお答えしたほうが早い
かと思います。市部では６市12か所増設しておりま
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す。那覇市、宜野湾市、浦添市、名護市、沖縄市、う
るま市です。増設してない市を言いますと、石垣市、
糸満市、豊見城市、宮古島市、南城市です。町村に移
ります。町村では３町村７か所増設されております。
その内訳は、金武町３か所、座間味村１か所、竹富町
３か所、県議選の結果ですね。その他の町村では増設
していないということです。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　新垣　新議員。
○新垣　　新 議員　なるべくは、まずはできるとこ
ろから申し上げて、県内11市から増設に向けて動き
をぜひ頑張っていただきたいと思うんですけど、提案
したいんですけど、市町村においてこういった県の指
導助言を行っているけど、市町村によっては人手不足
だと。それをどうカバーするかって、アルバイトの形
をお願いしてもなかなか足りないという市町村の声を
伺っております。それを改めて伺って、県の職員から
出向等で賄うっていうことも、県選挙管理委員会は検
討すべきじゃないかということを提案したいんですけ
ど。いや、公務員法とか地方自治法とかそういった兼
ね合いもあると思うんですけど、その件に関して検討
すべきでないかと思うんですね。投票率を上げるため
に努力すべきでないかという観点から、改めて伺いま
す。
○赤嶺　昇 議長　選挙管理委員会委員長。
○当山尚幸 選挙管理委員会委員長　選挙管理委員会
でお答えできる範囲でお答えします。
　公職選挙法において、投票事務は市町村選挙管理委
員会の事務とされております。期日前投票所の設置に
係る人員についても、一義的には市町村の責任におい
て確保されるものと考えられております。なお、人件
費等の期日前投票所の設置に係る経費については、選
挙人の投票所の数などを基礎にして算定した金額の範
囲内で措置されることになっております。また、投票
機会の確保につきましては、期日前投票所の設置だけ
じゃなく、車両を活用した移動期日前投票所や、既存
の期日前投票所までの移動支援などの取組が可能であ
ることも市町村に周知するなど、投票環境の向上に向
けて、引き続き働きかけはしております。ただ、この
人員派遣につきましては、選挙管理委員会そのものに
そういう人員がいるわけじゃありませんので、これは
県の総務部にお聞きいただければと思います。
○赤嶺　昇 議長　新垣　新議員。
○新垣　　新 議員　改めて伺います。
　総務部長、今、選挙管理委員長からも伺いました。
やはり、まずは県内11市から期日前投票所を増設し

てほしい、県の職員から出向等で投票率を上げる努力
を頑張っていただきたいんですね。その件に関して、
ぜひ進めていただきたいんですけど、部長の見解を伺
います。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　これまで市町村への職員の派
遣、あるいは人事交流等を行ってきましたけれども、
市町村の場合は、市町村が抱える行政課題の解決や重
要プロジェクトの推進など、個別の要望をいただいた
上で検討してきたところです。コロナウイルス対応と
いうこともあって、欠員が大分増えている状況もござ
いました。これらも踏まえた上で検討しなければなり
ませんが、今現状では、派遣する際には、その必要性
をしっかり吟味した上で、必要性も吟味した上で派遣
することとしておりますので、一斉に市町村に職員を
派遣するというのは今厳しい状況ではございます。
○赤嶺　昇 議長　新垣　新議員。
○新垣　　新 議員　ぜひ、投票率を上げる観点か
ら、知事、今部長の答弁、厳しいっていう、はっきり
そういった答弁があるんですけど、上げる観点で県の
職員の力もお借りして出向させて、ぜひこういった努
力も、投票率を上げる努力も、県として来る来年６月
の県議選、頑張っていくべきでないかと思って、検討
すべきでないかと。改めて知事の見解を伺いたいと思
います。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　選挙においては、有権者の方々
のその投票の権利を保障する意味で、様々な形でその
投票への呼びかけをそれぞれの市町村、県選管などで
行っていただいております。先ほど総務部長からもあ
りましたとおり、引き続き、そのような投票率の向上
等、あるいはさらなるその投票所の増設等について
も、情報収集してまいりたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　新垣　新議員。
○新垣　　新 議員　ぜひ県の職員が出向、出向い
て、投票率を上げる努力を頑張っていただきたいとい
うことを強く求めます。
　議長、休憩。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後１時34分休憩
　　　午後１時34分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○新垣　　新 議員　我が党との代表質問との関連。
　中川京貴議員が述べた代表質問の中で、大項目１
(6)のアの、普天間飛行場代替施設事業に係る今後の
対応についてに関連して質問いたします。
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　まず１、普天間飛行場代替施設事業に係る今後の対
応について、知事はどのように責任を取るのか伺いま
す。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　お答えいたします。
　埋立変更不承認処分に係る国の代執行は、地方公共
団体の処分権限を国が奪うという地方自治に対する最
終的な介入手段であり、沖縄県の自主性及び自立性を
侵害し、辺野古新基地建設に反対する多くの県民の民
意をないがしろにするものであります。
　私は、引き続き政府との対話による解決や、全国知
事会と連携した働きかけによる国の裁定的関与の見直
しなど、辺野古新基地建設問題の解決に向けて、責任
を持って全力で取り組んでまいります。
○赤嶺　昇 議長　新垣　新議員。
○新垣　　新 議員　最高裁でも負けて、また国から
代執行を求める訴訟の問題で、12月20日に、また代
執行の問題で――もう最高裁で負けたら、間違いな
く12月20日も負けるというのは、もう決まっていま
す。その中で、今までこの基地問題における裁判費用
等、総額でお幾らになりますか、伺います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後１時35分休憩
　　　午後１時36分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　お答えいたします。
　辺野古新基地建設問題に係る訴訟対応のため、令和
５年12月１日までに県が支出した総額は、２億4385
万7625円となっております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　新垣　新議員。
○新垣　　新 議員　分かりました。
　もう非常に、この問題に関して、県民がもう大きく
二分しています。さきの９月定例会の代表質問の中
で、當間盛夫議員の質問がありました。知事、知事は
辞職して辺野古に関する選挙をもう一度行うことはど
うか。知事はその答弁の中で、そのような御意見も私
のところに届いておりますので、あらゆることを含め
て検討中でありますと、知事は答弁をしています。
　改めて伺います。
　今、この世論の中で、この署名を３万人集めて、知
事選を行おう。沖縄県民のために辺野古移設問題を終
わらせるための県知事選をしよう。そしてまた、いろ
んな形で聞こえますが、何が真実で何が真実じゃない
か、与党議員もどういう対応になるか分かりませんけ

ど、知事、来る来年６月の県議選、もう１回リセット
する形で、この基地問題の責任を取って、知事、県議
選と知事選と同時開催すべきでありませんか。僕は責
任というのは、こういう責任だと思うんですね。２億
4000万円もかかってきた。県民の考えもこれだけ二
分してきた。裁判も全て負けた。また、自民党の中で
は、不適切な業務、会計処理の問題もある。もう一度
今、職員の皆さんも元気になるために選挙を開いて、
改めて県議選挙に県知事選をダブル選で民意を問うべ
きでないかと私は強く思うんです。知事は、あらゆる
ことを含めて、検討中でありますと述べていますの
で、ぜひ私は来年の――予算もありますので、新年度
予算も。県議選に県知事選を同時で行って、恐らく投
票率も上がりますよ、先ほどの選挙管理委員会も喜ぶ
と思いますけど、60％ぐらい上がると思いますよ。
そのぐらい沖縄の政治に注目するように、沖縄の未来
を語れるように、もう一度民意を問うべきでないかと
思うんですけど、知事、伺います。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　選挙についての御意見など、
様々な御意見があるということは、いろいろ仄聞をし
ておりますが、しかし、私が、その次の県議会議員選
挙に併せて選挙をするかどうかというようなことにつ
いては、御意見として承りたいというように思ってお
ります。
○赤嶺　昇 議長　新垣　新議員。
○新垣　　新 議員　御意見として承りたい。前の議
会では、あらゆることを含めて検討中であるというの
も解釈として、ぜひ知事、来年の県議選に知事選をダ
ブル選で。そして、また基地問題がどういう審判にな
るのか、私は、暮らしと経済をもっともっとよくして
ほしい。そこで、誰が――新しい知事が出るのか、現
知事なのか、そういうこともこれ私の質問であります
が、県民にはっきりさせようではありませんか、知
事。ぜひ沖縄の政治をもう一度リセットして行ってほ
しいということを強く求めて、来年の県議選、知事選
ダブル選を求めて、強く求めて、私の質問を終わりた
いと思います。
　質問が無事終わりました。ありがとうございまし
た。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後１時40分休憩
　　　午後１時41分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　議長、休憩お願いします。
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○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後１時42分休憩
　　　午後１時43分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○西銘　啓史郎 議員　先に２番、文化観光スポーツ
部関連について伺います。
　(1)、	観光振興基金の活用（執行内容・額・残額
等）について伺います。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　本県では、国際
競争力の高い魅力ある観光地の形成を図る取組を長期
的、安定的に実施するために、沖縄県観光振興基金を
設置しております。令和４年度は、同基金を活用し、
観光客のマリンレジャー事故防止に係る取組や人材の
確保に向けた観光現場における様々な取組を伝える広
報など４事業を実施し、決算額は約１億2600万円と
なっております。これによりマリンレジャーのハザー
ドマップ及びポータルサイトの構築や、観光業界で働
くことの魅力発信などが図られました。令和５年度
は、観光人材の確保、観光二次交通の利用促進、文化
観光コンテンツの創出、サステーナブルツーリズムの
推進など、計11事業を実施しており、約５億3000万
円を計上しております。なお、基金の積立額40億円
から、これら約６億5600万円を差し引いた基金の残
額は、約33億4400万円となっております。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　もともと何年で、この基金は
活用する予定でしたでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　何年という想定
はしておりませんけれども、目的が、国際競争力の高
い魅力ある観光地の形成を図る取組を長期的、安定的
に実施するということで、それを機動的に事業を行う
ということで設置されたものでございます。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　分かりました。
　では次、(2)に行きたいと思います。
　観光業界との意見交換会、11月27日、28日に行わ
れたと聞いておりますが、この概要について伺いま
す。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　沖縄観光の現状
を共有するとともに、今年度後半の取組及び令和６年
度当初予算に観光業界の意見を反映させることを目的
として開催しております。旅行業、宿泊業、運輸業、
宿泊施設等の計12団体及び沖縄観光コンベンション

ビューローに参加いただきました。意見交換会におい
ては、人手不足の解消に向けた支援、観光二次交通の
整備強化、インバウンド回復に向けた受入れ体制強
化、観光目的税導入に向けた丁寧な議論、若年層への
観光産業の魅力発信、修学旅行の時期の平準化、北部
テーマパーク開業に伴う影響や相乗効果発揮に向けた
取組、コロナ禍での借入れによる経営への影響などの
意見がありました。
　県としましては、これらの意見を踏まえ、観光事業
者が実施する労働生産性向上に向けた取組の支援や、
県外・海外からの観光人材の受入れ促進、観光二次交
通結節点の機能強化やバス停等へのサイネージ設置な
どに取り組んでまいります。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　これ、非常に重要な位置づけ
の会議だと私は思います。それで、ぜひこの会議を開
くこと自体が目的にならないように、ぜひ観光産業の
方々の声を聞いて、予算、政策に反映させるというこ
とを強く要望したいと思います。
　(3)に行きたいと思います。
　観光目的税（宿泊税）の取組について伺います。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　県では、沖縄が
世界に誇れる観光リゾート地として発展することを目
指すとともに、県民生活と調和した持続的な観光振興
を図る観点から、観光目的税（宿泊税）の導入に向け
た検討を進めております。今年度は、宿泊事業者を含
む観光関連団体や導入を予定する市町村との個別の意
見交換を再開しております。また、９月から11月に
かけて、導入予定市町村及び観光関連団体との連絡会
議を開催しております。11月８日には、ツーリズム
産業団体協議会から宿泊税制度の導入に向けた意見書
の提出があったところです。引き続き、協議の場を設
けて、観光関連団体や市町村との意見交換を重ねなが
ら、挙げられた論点について詳細に整理してまいりま
す。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　これも、せんだって我々議員
に対する説明会がありました。議長が主催をしていた
だきましたけれども、この協議会の案と県の案にいろ
いろそごがというか、いろんな思いの差があるという
ふうに私は理解をしております。おのおのいろんな行
政上の手続上の問題、それからまた各自治体との調整
等々幾つかありますので、ぜひお願いしたいことは、
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ホテル宿泊税ですと、ホテルの方々の協力なしにはこ
の目的税の設立は難しいと思いますので、いろんな課
題があると思いますが、ぜひ、先ほどの業界との意見
交換ではありませんけれども、前向きに観光立県沖縄
として自信を持てる県となるように、調整を進めても
らいたいと思います。
　休憩をお願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後１時48分休憩
　　　午後１時48分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○西銘　啓史郎 議員　３番に入りたいと思います。
　商工労働部関連であります。
　(1)、沖縄県内中小企業へのコロナ融資（ゼロゼロ
融資等）について。
　ア、融資件数と融資額について伺います。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えいたします。
　県では、これまでコロナ禍に対する資金繰り支援と
して、３年間実質無利子、保証料ゼロのいわゆるゼロ
ゼロ融資をはじめ、５つのコロナ関連融資を実施し
てまいりました。コロナ関連融資の実績は、令和５
年９月末現在、件数は１万6302件、金額は約2537億
3700万円となっております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　イに行きます。
　返済の状況について、いろんな意味で返済が始まっ
ていますので、その状況についてお伺いします。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えいたします。
　沖縄県信用保証協会によりますと、コロナ関連融資
の８割を占めるゼロゼロ融資につきましては、令和５
年度末までに返済を開始する者が全体の約８割を占め
ております。ゼロゼロ融資の返済状況について金融機
関に確認したところ、利用者の大部分は正常に返済さ
れているとのことでございます。一方で、事業者に
よっては、今後、返済負担などから事業継続への影響
が懸念されることから、県としましては、引き続き、
事業者の状況を注視し、適切な事業継続支援に取り組
んでまいります。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　では関連して３のほうに行き
ますが、ウ、政府系及び民間金融機関の不良債権の状
況について伺います。

○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えいたします。
　沖縄振興開発金融公庫に確認したところ、コロナ関
連融資の元金の返済状況につきましては、94％が正
常に返済が行われているとのことでございます。ま
た、民間金融機関におきましても、利用者の約８割は
正常に返済することが見込まれており、残りの２割に
ついても条件変更等で対応しているとのことでござい
ます。
　一方で、事業者によりましては、今後、返済負担な
どから事業継続への影響が懸念されることから、県と
しましては、引き続き、関係機関と連携し、各事業者
の状況に応じた適切な事業継続支援に取り組んでまい
ります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　なぜこの質問をしたかといい
ますと、11月８日付の日経新聞で、コロナ融資、不
良債権６％とありました。民間含め２兆円超えもとい
う数字を見て、私もびっくりしました。恐らく沖縄の
ほうでも私の周りで聞く限りは、ゼロゼロ融資を受け
て返済に非常に苦慮していると。また新たに借入れし
てもこれもまた借金になりますので、そういった意味
では県の商工労働部として、どのように把握をしてい
るのか。また、次の質問にも入りますけれども、今
後――先ほどの説明ですと、公庫だと94％が正常、
民間金融機関でも８割が正常だというふうに、今答弁
いただきましたけれども、実態と本当にそごがないか
どうかも、私も正直に言って不安があります。そうい
う意味では、商工労働部として、今後県として、この
中小企業を守るために何を考えて、何ができるのかを
ちょっと御答弁お願いしたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えいたします。
　ゼロゼロ融資の返済が令和５年度、今年度に本格化
することに伴いまして、一部の事業者で返済が滞るお
それがございます。
　県としましては、金融機関や支援機関と密に連携し
ながら、収益力改善、財務改善及び事業再生など、事
業者の状況に合わせた必要な支援を行っていきたいと
いうふうに考えているところでございます。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　では、４番に移りたいと思い
ます。
　知事公室関連の(1)、不発弾等処理事業の概要と、
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令和５年度予算額について伺います。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　お答えいたします。
　不発弾等処理事業の令和５年度当初の予算は、27
億3144万6000円となっております。そのうち、不
発弾等処理工事が112万円、広域探査発掘加速化事
業が８億1400万円、不発弾等保安管理事業が2300
万円、市町村支援事業が２億3900万円、特定処理事
業が6100万円、住宅等開発磁気探査支援事業が15億
9100万円となっております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　今出た、額的にも多い住宅等
開発磁気探査支援事業について伺いたいんですけれど
も、その概要と予算額の推移と課題等について伺いま
す。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　住宅等開発磁気探査支援事
業につきましては、民間等が住宅等の開発をする場合
に、不発弾等の探査をする際の補助をする事業でご
ざいます。この推移につきましては、令和元年度が
12億8000万円、令和２年度が14億9200万円、令和
３年度が14億9600万円、令和４年度が16億4000万
円、令和５年度が15億9100万円となっております。
　以上になります。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　令和元年度、４年度、５年度
までの予算の執行状況――令和元年から４年度までは
執行率、令和５年度は今現在の住宅に関する予算の残
額状況等、お答えください。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後１時55分休憩
　　　午後１時56分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　お答えいたします。
　住宅等開発磁気探査支援事業につきましては、令和
元年度の執行率が99.6％、令和２年度が97.8％、令
和３年度が96.7％、令和４年度が99.4％でございま
す。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後１時56分休憩
　　　午後１時56分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○溜　政仁 知事公室長　令和５年度は、12月１日現
在でございます、これについては、99.98％、ほぼ

100％となっております。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　私が申し上げたいことは、も
ちろんこの予算、年度によって住宅開発については、
令和元年15億、令和２年度が16億8000万、３年度が
15億8000万、令和４年度が18億7000万にもかかわ
らず、５年度の当初予算が15億9000万と。もちろん
実績主義、また執行率も高い事業だというふうに理解
をしてます。今、知事公室長の答弁がありましたよう
に、もうこの段階で99.9と。もちろん、住宅の着工
件数、申請件数が何件になるかというのは分からな
いっていうのは理解をします。しかし、８月に申請を
して、10月の段階で予算がないというようなケース
もよくあるというふうに聞いています。ですからそう
いう方々には、じゃ、家を造るのは来年度にしてくだ
さいと言うと、当初の計画があり、それが申請で許可
されるものだと思って申請したら、予算がありません
ということを言われたということをよく耳にします。
これ、担当副知事にもお願いしたいんですけれども、
住宅でも平屋または２階建て、それとまたマンション
によっても磁気探査の額も変わってくるとは思うんで
すが、この予算については、もう予算がないからでき
ないというような案件でよろしいんでしょうか。その
辺について、じゃ知事公室長がお答えください。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　先ほど議員のほうからもお
話があったとおり、例年、不用額の圧縮が不発弾の事
業については課題となっていたことから、早期執行と
進捗の確認を進めてまいりましたところ、本年10月
までは、前年とほぼ同額で推移しておりました。た
だ、11月に入りまして、１か月間で交付額が昨年の
11月と比較して2.5倍、約４億の大きな交付額となっ
たことから、現状としてほぼ満額を執行するという状
況になっております。それでこの予算確保につきまし
ては、現在国とも相談して調整を進めているというと
ころでございます。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　ちょっと４番の(1)、市町村支
援事業の執行率を、令和元年から４年までお答えくだ
さい。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後１時59分休憩
　　　午後２時０分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　市町村の支援事業につ
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きましては、令和２年度が90.4％、令和３年度が
64.8％、令和４年度が76.6％となっております。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時１分休憩
　　　午後２時２分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　私が申し上げたいことは、い
ろんな予測不可能な事業、例えば不発弾が去年10個
見つかりました。来年何個か分かりませんけれども、
その予算に対して不発弾が見つかっても工事はしませ
んってわけにはいかないですし、マンションのような
ものも、計画を立てて施主の方々といろんな交渉をす
るわけですよね。ですから、何かこの交渉できる仕組
みがないのかどうか、副知事、ちょっとこの辺どうで
しょうか。この予算についての政府との交渉、内閣府
との交渉についてお答えください。
○赤嶺　昇 議長　池田副知事。
○池田竹州 副知事　先ほど種類を述べました、例え
ば広域探査、そして市町村、そして住宅、この３つで
不発弾等処理事業の約97％ぐらいの予算額です。例
年どうしても不用額とか執行残が出ますので、その場
合には執行ニーズの高いほうに振り分けてやります。
通常はそれでもっているんですけど、先ほど説明のあ
りましたように、11月に急遽数千万円の案件が複数
来たということで、今内閣府のほうに、いわゆる追加
で配分いただけないかという調整をしていただいてい
るところでございます。内閣府のほうとしても、それ
をしっかり受け止めて調整に当たってくれているもの
と考えております。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　ぜひ、副知事、よく耳にする
予算がないという言葉は事実として、私理解をしま
す。しかしそれをどうするかを考えるのが、私は部長
であったり副知事であったり、知事の仕事だと思うん
ですね。ないからできませんっていうのは、これ簡単
ですよ。ないからできないでは、待てる事業と待てな
い事業もあると思いますので、この辺については今、
内閣府と交渉されている、まさしく交渉力だと思いま
すので、よろしくお願いしたいと思います。
　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時４分休憩
　　　午後２時４分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○西銘　啓史郎 議員　(3)に行きたいと思います。

　危機管理補佐官の募集概要と役割について伺いま
す。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　お答えいたします。
　現在公募中の危機管理補佐官については、激甚災害
における実務経験を有すること等の受験資格や任期、
業務内容、勤務条件等を募集概要として掲載しており
ます。また、役割としましては、高度な専門知識や災
害現場での実務経験を生かし、危機管理監である知事
公室長を補佐し、大規模災害や危機事象に対し迅速か
つ的確に対応することを想定しております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　全国の危機管理監等の配置状
況について把握していればお答え願います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時５分休憩
　　　午後２時６分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　全国の状況というのは今把
握していないところなんですけれども、九州各県にお
きましては、沖縄以外の各県において危機管理補佐官
に類する役職の方が配置されているということになっ
ております。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　私手元に防衛省の資料がある
んですけれども、全国での防災監等の採用状況――
これちょっと令和３年なんですけれども、都道府県
では沖縄以外の全ての都道府県で104名。そして、市
役所、区役所、町役場では508名という数字がありま
す。今回、来年４月からやっと危機管理監が沖縄で
も――補佐官ですか、採用されて、やっと47都道府
県に配置されるようになると。これは先ほどの応募要
項でも自衛隊経験者または警察官とありますけれど
も、今日の５時が公募の締切りだというふうに伺って
ます。公募の状況は聞きませんけれども、どなたが採
用されるか分かりませんが、いろんな意味で沖縄県の
危機管理を強化する意味で、ぜひしっかりしていただ
きたいと思います。
　ちょっと休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時７分休憩
　　　午後２時７分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○西銘　啓史郎 議員　私はこの危機管理補佐官の役
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割もそうなんですけれども、日頃の自衛隊の方々との
交流が大事だと思います。日頃の連絡系統といいます
か。知事、すみません。以前、私が自衛隊の基地の中
の顕彰碑への訪問を知事にお尋ねしました。訪ねたこ
とありますかと、まだないっていうことでした。その
後どうでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時８分休憩
　　　午後２時８分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　玉城知事。
○玉城デニー 知事　まだ訪問できておりません。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　知事、恐らく自衛隊のいろん
な周年事業にも参加されていないように私は思いま
す。この間、陸上自衛隊第15旅団には池田副知事が
参加されていました。どういう何か関係があるか分か
りませんけれども、知事として自衛隊に対するそう
いったいろんな思いが感謝も含めてあるんであれば、
ぜひ顕彰碑も訪問してください。これは強くお願いし
たいと思います。
　次に行きます。
　５、総務部関連です。
　(1)、	内部統制の方針及び目的と取組について伺い
ます。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　県では、沖縄県内部統制に関
する方針を定め、事務の適正な執行を確保するための
体制の整備及び運用を図ることとしております。同方
針では、法令等の遵守、権限及び責任の明確化による
適正な事務の確保、適時かつ適切な決定、情報の信頼
性の確保、施設の安全の確保の５項目を内部統制の目
的と定めております。これら目的を達成する取組とし
て、業務に関わる法令その他規範の遵守、マニュアル
やチェック体制の整備、報告・連絡・相談の徹底、情
報の適切な保存及び管理、施設の利用者の安全を図る
ことなどが挙げられております。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　では、(2)に行きたいと思いま
すが、令和２年度、３年度、４年度の内部統制評価報
告書概要について伺います。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　令和２年度の内部統制評価報
告書においては、153所属で2413のリスク識別に対
して、86件の不備が発現しております。そのうち、
重大な不備の件数は、情報管理で２件、業務・服務管

理で１件、合計３件となっております。令和３年度
においては、157所属で2503のリスク識別に対し、
137件の不備が発現しております。重大な不備の件数
は、財務、情報管理、業務・服務管理、施設管理に関
する事務でそれぞれ１件、合計４件となっておりま
す。また、令和４年度の内部統制評価報告書において
は、159の所属で3148件のリスク識別に対し、178
件の不備が発現しております。そのうち、重大な不備
の件数は３件。財務に関する不備の３件が生じたとこ
ろでございます。
○西銘　啓史郎 議員　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時11分休憩
　　　午後２時11分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　（パネルを掲示）　私もこの
報告書、２年度、３年度、４年度、読ませてもらいま
した。そして、監査委員からの意見書も２年度、３年
度、４年度読ませてもらいました。
　３番に移るんですけれども、この指摘をされている
ところ、実際にこの改善はされているのか。総務部
長、お伺いします。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　件数が増えている部分につい
ては、定期監査の結果報告を受けて、その分の件数も
随時入れ込むようにしていることから識別も増えてい
るところでございます。また、コロナウイルスの対応
で兼務発令等もあったことから、執行機能が少し低下
した部分もあるのかなと考えているところでございま
す。今現在、緊急的な総点検を実施しているところで
ありまして、リスク管理の徹底と再発防止に向けた取
組を早急に進めながら、予算経理班の設置や内部統制
専任職員の配置など、組織体制の強化を図ることで全
庁・全職員を挙げて、公務の遂行に対する信頼回復に
努めていきたいと考えております。
○西銘　啓史郎 議員　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時13分休憩
　　　午後２時13分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　（パネルを掲示）　私も頂い
た資料を基に、部局別でまとめてみました。申し上げ
たいことは、どこの部が多いとかではなくて、この時
系列、２年度、３年度、４年度で見比べて改善されて
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いる部署と改善されていない部署があるように見受
けられます。細かいことは別として、実は県のホー
ムページを見ると、令和４年11月ですか、８月です
か、幹事会というものが設置されています。いろんな
規約も変えているようですが、それについて説明をお
願いします。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　内部統制推進本部は、知事を
会長とします副知事、部長等で構成される組織であり
ます。部長から各課に情報共有する前に、主管課長を
構成員とする幹事会を開催し、よりきめ細かな情報共
有が図れるのではないかということで新たに幹事会を
設置したところでございます。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　総務部長、私は組織は不変で
なくてもいいと思っています。これだけ環境の変化が
激しい中で、県としてできていないことをするため
に、組織を改めたり新たな人を置くことは構わないん
ですけど、一番大事なことは上司の思いが部下に伝わ
り、それがしっかり組織として機能することだと私は
思います。
　ちょっと話題は変わりますけれども、地域外交室、
去年できました。まだ方針はこれからです。この１年
間地域外交室は何をしたかというと、私はよく見えま
せん。本来通常であれば、民間では組織はこういうこ
とをするんです、４月１日にはもうスタートをします
よ。今、方針を策定することが仕事になっているよう
な気がするわけですね。地域外交課になると。一番申
し上げたいことは、どんなに組織をつくっても魂が入
らなければその組織は機能しないと私は思います。そ
して今、幹事会をつくった。また新たに何かをつく
る。そのトップの思いは構いませんけれども、それを
受ける職員が本当にそういう思いで機能するのか。
もっと言うと、私はこの数字の結果は、職員一人一
人、特に上司、課長、部長の思い、目配りがあれば、
うまくいくはずだと私は思いたいんです。決して皆さ
んが目配りをしていないわけじゃないとは思うんです
けれども、そういう気持ちを部下に持たせられるかど
うかですよ。どんなに組織を変えようが魂が入らなけ
れば、私は組織は機能しないと思います。
　ちょっと休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時15分休憩
　　　午後２時15分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○西銘　啓史郎 議員　では、１番に戻って知事の政

治姿勢について伺いたいと思います。
　(1)、	９月定例会最終日に関して。
　ア、知事が登庁しなかった経緯。誰とどのように調
整した結果なのか伺います。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　10月23日の知事の日程につ
いてお答えいたします。
　知事は、当日朝９時時点で登庁が必要な日程がない
ことを秘書課に確認したことから、登庁せず、翌日か
らの出張準備等を行っていたところでございます。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時16分休憩
　　　午後２時16分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○溜　政仁 知事公室長　知事が知事秘書に確認をし
たということでございます。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　じゃ、最終的に登庁しないっ
て決めたのは、知事本人ということの理解でよろしい
ですか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　日程を確認して、そのようにい
たしました。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　では、イに行きます。
　知事が登庁した経緯、誰とどのように調整した結果
なのかを伺います。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　当日、議会の状況等の報告
を――これも知事秘書から受けまして、急ぎ登庁した
ということでございます。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時17分休憩
　　　午後２時17分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○溜　政仁 知事公室長　議会の状況を知事が知事秘
書から、そういうことがあるというのを受けて、知事
が判断して登庁したということでございます。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　知事部局には議会事務局から
の打診はなかったのでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　たしか議長のほうから、知事
は登庁されないのかというような趣旨の御質問があっ
たかと記憶しております。

‒ 210 ‒



○西銘　啓史郎 議員　ちょっと休憩。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時18分休憩
　　　午後２時18分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　玉城知事。
○玉城デニー 知事　ふだんのやり取りは担当の秘書
と日程について、あるいは登庁、退庁について連絡を
取り合っていますので、いつものそのような形で取っ
たというふうに思います。
○西銘　啓史郎 議員　ちょっと休憩。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時19分休憩
　　　午後２時20分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　総務部長。
○宮城　力 総務部長　執行部と議会の窓口は財政課
になりますので、議会事務局には総務部サイドから知
事は登庁するという話はしたと思います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時21分休憩
　　　午後２時22分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○宮城　力 総務部長　すみません。知事の登庁が大
分遅れておりました。その間に本会議が開催されると
いうことで、財政課のほうから、知事まもなく到着し
ますと言おうとしたときに本会議が再開されたと記憶
しております。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　いずれにしても、あのときの
やり取りを見ていて非常に違和感を感じたのは私だけ
ではないと思います。いろんな形が今後もあるかもし
れませんが、あってはほしくないんですが、しっかり
連絡ルート等は体制を取っていただきたいと思いま
す。
　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時23分休憩
　　　午後２時23分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○西銘　啓史郎 議員　(2)は飛ばして(3)にまいりま
す。
　国連からの勧告（沖縄県関連）について。
　ア、これまでの勧告の詳細（回数、内容等）につい
て伺います。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。

○溜　政仁 知事公室長　お答えいたします。
　国連勧告につきましては、これまでに、沖縄に関連
する日本政府に対する勧告で、少なくとも６回出され
ているものと承知しております。その内容としまして
は、ヘイトスピーチ及びヘイトクライム、平和的集会
を持つ権利、マイノリティーの権利などについて指摘
されております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　ではイ、勧告が発せられた経
緯（原因等）について県の見解を伺います。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　自由権規約等の締結国は、
定期的に国内の人権状況に関する報告書を同規約等に
基づき設置された委員会へ提出することとされていま
す。委員会は、この定期報告書、委員会が送付した質
問書への回答、ＮＧＯからのレポートなどを踏まえ、
その内容を審議し、勧告等を含む総括所見として採択
する仕組みとされております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　ではウ、市民外交センターの
活動をどのように把握しているのか、県の考え、見解
を伺います。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　市民外交センターのホーム
ページによりますと、同団体は、「アイヌ民族と琉球
民族（沖縄）への国際連合参加支援」、「国内外の市
民団体とのネットワーキング」、「アジア・太平洋を
はじめ、世界各地の先住民族と交流・支援」を主な活
動としている団体であると承知しております。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　ちょっと休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時25分休憩
　　　午後２時27分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○西銘　啓史郎 議員　申し上げたいことは、その
方々が、今年６月、９月の人権理事会であったり、７
月に国連先住民族の権利に関する専門家機構に参加し
て、いろんな不条理を訴えています。これ、県民の
総意でも何でもなければ、でもそれが日本政府に沖
縄県――この勧告として伝わる。過去６回、直近で
は2022年11月に伝わっているわけです。知事がジュ
ネーブで発言したときに支えてくださったのが市民外
交センター、またＮＰＡ、新時代アジアピースアカデ
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ミーの方々でした。その共同代表の方がいろんなこと
を発言されているようであります。
　申し上げたいのは、次の(4)番に行きますけど、自
己決定権について。
　ア、自己決定権とは何か、県の見解を伺います。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　自己決定権とは、文字どお
り、自分のことを自分で決める権利であると考えてお
り、平成９年の国における地方分権推進委員会の勧告
の中でも、地方分権の推進に伴い、地方公共団体の自
己決定権、自己責任が拡大する旨の記述があるという
ふうに承知しております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　2015年、翁長知事がジュネー
ブで、沖縄の人々は自己決定権や人権をないがしろに
されていると訴えました。玉城知事も同じ考えか伺い
ます。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　自己決定権が著しく制限されて
いるというような感覚は持っております。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　では、イに行きます。
　県として、自己決定できることにどのようなものが
あるか伺います。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　地方自治法第１条の２第１
項において、「地方公共団体は、住民の福祉の増進を
図ることを基本として、地域における行政を自主的か
つ総合的に実施する役割を広く担うものとする。」と
規定されているとおり、その役割を果たすため広く地
域における事務を処理できるものと考えております。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　ということは、例えば県民投
票で法的拘束力はないとは言われましたけれども、辺
野古に対する投票者の７割が反対したことで、辺野古
には基地を造らせないという決定権があるというふう
に知事はお考えですか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　そのような民意の発露が県民投
票によって行われ、それを知事は尊重するという条例
に従って取り組んでいるということであります。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　その次と関連しますので、(5)
に行きたいと思います。
　自治事務と法定受託事務について。

　ア、おのおのの事務の定義と法律、政令との関係
（違い等）について伺います。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　地方自治法において、地方公
共団体の事務は、自治事務と法定受託事務に区分され
ます。法定受託事務については、同法において、国が
本来果たすべき役割に係る事務であって、国において
その適正な処理を特に確保する必要があるものとし
て、必ず法律、政令により地方公共団体に事務処理が
義務づけられている事務と定義づけられております。
また、自治事務については、地方公共団体の処理する
事務のうち、法定受託事務を除いたもので、法令、政
令により事務処理が義務づけられるもののほか、法
律、政令に基づかず任意に行う事務も含まれていると
されております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　ではイ、おのおのの事務に対
して、国の関与に関する大きな違いは何か伺います。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　地方自治法上の国の関与と
は、国の行政機関が地方公共団体に対して、一定の行
政目的を実現させるため、地方公共団体に具体的かつ
個別的に関わる行為として位置づけております。自治
事務に関しては、その関与が助言または勧告、是正の
要求などとされており、法定受託事務に関しては、是
正の指示や代執行など、国の強い関与が認められてお
ります。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　では、普天間飛行場代替施設
建設事業は、どの事務かお答えください。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　県の関わる事務といたし
ましては、公有水面埋立法に関する埋立ての承認等に
ついての事務であるという認識でございます。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　ちょっと確認したいんですけ
ど、知事、先ほど自己決定権のところで触れましたけ
れども、その条例によって行われた県民投票が全て民
意だと。民意が公益だという話も何かされてましたけ
れども、これについて、もう一度知事の答弁を求めた
いと思います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時33分休憩
　　　午後２時33分再開
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○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　玉城知事。
○玉城デニー 知事　この県民投票条例には、知事は
その結果を尊重しなければならないというように置か
れております。そのことと、それから県民投票によっ
て多くの埋立反対という民意が表出されたことについ
て尊重するという流れでお話をさせていただきまし
た。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　民意は、知事は不変だという
ふうにお考えでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　何を取ってその民意とするかと
いうことは、その折々で捉え方が違うと思いますが、
しかし、県民投票においては多くの反対という民意が
示されたというように受け止めております。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　では、もう一つ重ねて聞きま
すけれども、この辺野古の基地問題、もっと言うと普
天間の危険性を除去するための手段が辺野古への移設
だと私は理解しております。知事がよく対話、対話と
いうふうにおっしゃいますけど、対話の目的は何なの
かをお答えください。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　沖縄における現状をしっかりと
お伝えさせていただくことと、そしてかかる課題に対
して、その解決するための方策をお互いに探っていき
たいということであります。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　以前も私は質問の中で取り上
げたと思いますけれども、お互いに何か合意点が見つ
けられる事案であれば、その対話は私は意義があると
思います。恐らく、前回私たちの会派からもありまし
たけれども、お互いの主張だけ言いっ放しで終わるの
は、私は対話ではなくて、単なる会話じゃないかとい
うふうに思います。それで、対話を行うことが目的に
なっているような気がして、非常に気になります。本
来は、普天間基地の危険性の除去、そのための手段と
して辺野古への移設があり、それをじゃ、どのように
解決していくかを目的として対話があれば構わないん
ですけれども、何となくずっと聞いていると、対話に
応じない国が悪い、また地方自治をないがしろにする
司法が悪い、悪いのは全て国であるというような、私
は聞こえ方、聞こえる感じがします。私の周りにもそ
ういうふうな意見を発する方がいます。そこであえて
私が申し上げたいことは、知事の求める対話が本当に

お互いに納得のいく会話、対話になるかどうかは、こ
れは知事のみ、または総理が知るのみだと思うんです
が、知事はそこに何らかの解決策を見つけられるとい
うふうに考えがおありかどうか、最後に聞かせてくだ
さい。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　あらゆる紛争を解決するための
基本的な方法として、対話は憲法の基本原理でありま
す民主主義の理念からも極めて重要であり、国と沖縄
県が対話を尽くさなければならないということは、こ
の普天間基地の移設問題のほかにも様々な状況におい
て、その重要性、必要性は非常に大きいというように
受け止めています。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　では、次に行きたいと思いま
す。
　(6)、	乙第１号議案について。
　ア、減額支給措置期間及び減額割合の算出根拠等に
ついて伺います。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　今般、不適正な会計処理の事
案等が重ねて発生したことにより、公務に対する県民
の信頼を損なうこととなった事態を重く受け止め、
知事及び両副知事の判断により、知事の給料月額の
15％、副知事の給料月額の10％を減額するものと
なっております。なお、過去に知事の給与を減額した
事例においては、新型コロナウイルス感染症への対応
など特殊な事例を除くと、知事及び副知事の給料月額
を２か月から３か月の間、10％から15％減額してお
り、これまでの減額措置を勘案したものとなっており
ます。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　確認ですけれども、この算出
の期間であったり割合は、知事、副知事自らが提案を
したという理解でよろしいでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　さようでございます。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　ちょっと確認します。
　まず、イの玉城県政での過去の対応についても伺い
ます。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　昨年度、国庫支出金に係る
事務処理手続の誤認等により、知事の給料月額を
15％、副知事は10％減額しており、その期間は令和
４年７月から９月までの３か月となっております。ま
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た、新型コロナウイルスの感染拡大が県民生活等に広
範な影響を及ぼしている状況に鑑み、知事の給料月額
を30％、副知事は20％減額しており、その期間は令
和２年６月から令和３年５月までの１年間となってお
ります。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　では、ウに行きます。
　過去の知事、副知事等の減額支給の実績等について
伺います。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　県においては、平成10年度
から平成19年度までの間、行財政改革の率先垂範を
理由に、そして平成20年度から平成23年度までの
間は、深刻な財源不足を理由に、さらに平成25年度
は、東日本大震災に対処するための国家公務員の人件
費削減に伴う地方交付税の削減等を理由として、それ
ぞれ知事等の給与減額措置を実施しております。この
ほか、知事にあっては、平成25年１月から３月まで
の間、いわゆる識名トンネル問題に対応するため、自
戒として給与を減額しております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　西銘啓史郎議員。
○西銘　啓史郎 議員　これも私もちょっといろいろ
調べましたけれども、沖縄県特別職議員報酬等審議
会――これは、そういった懲罰ではなくて通常の議員
の報酬と、また特別職の報酬をさわると聞きました。
申し上げたいことは、22年は15％、２件の不適正事
業があったと。今回23年は９件の不適正事業に対し
て１月から３月、３か月間の15％。副知事10％と。
これを知事自らがと言いますけれども、本来どこか第
三者機関がこの辺に対して審議すべきじゃないかとい
う気もしました。それが審議会かどうか分かりませ
ん。それで通常でいうと、民間ではこの間のテレビで
も日大の理事長が50％を半年間ということもありま
した。何が適正で適正でないかを別としても、この責
任の重さをどのように感じるかを県民に知らしめる、
議員に対して、議会に対して提示をするということは
大事だと思っております。
　実は、私はとある知人からこういう話を聞きまし
た。これは知事の政治姿勢にも関わると思うんですけ
ど、野中広務さんと会食をしたときのお話を聞かせて
くれました。野中さんに対して、歴代の総理の中です
ばらしいと思った人はどなたですかとの問いに、野中
先生はこう答えたそうです。私も驚いたんですが、第
81代の総理大臣、村山富市元総理だそうです。自社
さ、自民党、社民党、さきがけの連立政権の社会党の

委員長であった村山さんのすばらしさをとうとうと述
べられたと。そのとき野中さんは、公安委員長か何か
をされてました。1994年７月の第130回の所信表明
演説で、今までの社会党とは違う自衛隊の合憲、日米
安保堅持、原発の肯定と、日本社会党の政策転換を
図りました。そして、95年１月には阪神・淡路大震
災、そして３月には地下鉄サリン事件がありました。
そのときに村山元総理は、自分自身の思想信条や社会
党、政党のことを考えるとできない決断を、総理大臣
として国家のためということを最優先させたというこ
とで、歴代の総理の中では一番村山さんがすばらし
かったということをおっしゃったそうです。その決断
の先には社会党の衰退は見えていたはずだと、野中さ
んはおっしゃったそうです。
　私が申し上げたいことは、沖縄県民、長い目で見
て、そしてＮＨＫ政治マガジンにあった比嘉鉄也さん
の発言も、住民投票と反対の決断をして辞職をしまし
た。私は、住民投票とは、多数決で決まることをでき
るのは普通の判断だと思います。前回も知事に申し上
げました。決断をしてください。沖縄県民のために、
日本国のために。よろしくお願いします。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　花城大輔議員。
　　　〔花城大輔　議員登壇〕
○花城　大輔 議員　会派沖縄・自民党、花城大輔で
す。
　まずはシモジタイチさん、44歳の誕生日おめでと
うございます。
　今年も人権週間の時期がやってまいりました。そし
てまた10日からは、北朝鮮人権侵害問題啓発週間が
始まってまいりますけれども、知事はじめ執行部の
方々がブルーリボンバッジをつけているのは、全国的
にかなり評判がいいようです。ＬＩＮＥがいろいろな
ところから来ております。
　それでは、一般質問の内容に関連して、少しお話を
させていただくところから始めてまいりたいと思いま
す。
　私にも父親がおりまして、約６年前に亡くなってし
まいましたけれども、名前を花城可保といいます。若
い頃は相当な遊び人でなかなか家にいなかったそう
で、私の母親は、可保は寝て待てと言われていたそう
であります。その遺伝は私には来ていないようで、よ
かったと思っているんですけれども、その父親も晩年
にはアルツハイマーを患ってしまって、おとなしく過
ごしていたんですが、ある日、うちの母親が私の一般
質問を見ているときに、父親も見ていたそうです。画
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面の中にいる自身の息子が何をしているのかは多分理
解していなかったと思うんですけれども、ぼろぼろ涙
を流しながら見ていたそうであります。私はそのとき
の光景を想像しながら、今日も見ていてくれていたら
いいななんて思いながら、一般質問の際のモチベー
ションにしております。
　それでは質問の内容に移りたいと思います。
　今から私の思う沖縄の偉人について、紹介をさせて
いただきたいというふうに思います。
　まず明治時代、海軍の入隊が現在の東大合格よりも
ハードルが高い時代。そのときに全国４位の成績で合
格した沖縄県民がいたのを御存じでしょうか。また日
露戦争時、日本海海戦のバルチック艦隊を打ち破った
戦の中で、巡洋艦音羽の航海長として活躍した沖縄県
民がいたことを御存じでしょうか。また日本海軍の海
兵の教官として、南雲忠一、井上成美、小沢治三郎ら
後の名将と呼ばれた兵隊を育て上げたのが沖縄県民
だったことは御存じでしょうか。また明治、大正天皇
の寵愛を受けて、昭和天皇の皇太子時代、教育係とし
ての役割を担ったのが沖縄県民であることは御存じで
したでしょうか。また沖縄県出身の国会議員として初
めての政務次官、そして後に衆議院議長候補と言われ
るまで活躍した方が沖縄県民であったことは御存じで
しょうか。そしてさきの大戦前、日米の開戦に大きく
反対をして、天皇陛下の意思を代弁して、反戦活動を
行った。結果、特高にマークされるほど信念を貫いた
方が沖縄県民であったことを御存じでしょうか。
　この幾つかの問いに対する人物は一人であります。
その方の名は漢那憲和さんといいます。漢那憲和さん
は、明治10年に那覇で生まれたとされています。５
歳の頃に琉球藩の役人だった父親が病気で亡くなっ
て、行商をする母親一人に育てられたそうです。生活
は貧しく、２着しかない服を２歳年下の弟と交互に着
ていたというエピソードがあるようであります。その
幼少時代、那覇に給油のために寄港した軍艦松島に、
特別に沖縄県民が乗船することが許され、漢那憲和氏
もその中にいたようであります。ある記事の中には、
初めて見る海軍将校の純白の制服は、漢那の人生を変
えるほどにまばゆかったと記されております。
　その後、苦学の末に沖縄尋常中学、後の一中、現在
の首里高校に進学し、成績優秀で生徒会長を務めたそ
うであります。しかし、そのときの校長先生は鹿児島
県の出身で、沖縄県民は日本語もろくに話せないのに
英語など要らないと言って、沖縄への理解が低く、生
徒に理解を示そうとする教員を次々と辞職させるな
ど、独断的な学校運営をしていたそうであります。そ

んな中、生徒会長である漢那氏は授業をボイコットし
て、校長先生の退陣を求めるストライキを起こしたそ
うであります。これを、一中ストライキと呼んでいる
ようであります。これが沖縄県全体を揺るがす問題に
まで発展をして、沖縄県知事が介入するまでになった
そうであります。当時の沖縄県知事も鹿児島県出身の
奈良原繁知事でありましたけれども、同じく鹿児島県
出身の校長先生を解任したということであります。そ
してその際に、漢那憲和氏を県庁に呼んで、君は将来
何になりたいのかと質問をしたそうであります。漢那
憲和氏は、海軍の軍人ですと答えたそうであります。
当時、沖縄県から海軍に入隊した者はなく、しかも現
在の東大に入学するよりも難関であったとのことです
が、この奈良原県知事が保証人となって漢那氏を支
え、日本全国のエリートの中で４位の成績で合格をさ
せたということであります。この沖縄県民初の海軍入
隊でありますけれども、当時は、皆さん御存じだとは
思いますけれども、恐ろしいほどの想像し難い沖縄差
別があり、相当な苦労をされたというふうに思いま
す。そして漢那氏は、卒業のときには席次３位で、天
皇陛下から双眼鏡を賜ったということであります。
　それから漢那氏は順調に出世をし、日露戦争では巡
洋艦音羽の航海長として日本海戦に出撃、また若くし
て海兵教官も務め、多くの名将を指導しました。ま
た、最大の功績と呼ばれるものは、大正10年に実現
した裕仁皇太子殿下、昭和天皇でありますけれども、
この訪欧であると言われています。我が国史上初、皇
太子がヨーロッパを回っていく、それは海軍えりすぐ
りのメンバーで構成されていましたけれども、この艦
長に抜てきされたのが、漢那憲和氏でありました。し
かも、出発前に大正天皇と皇后陛下に拝謁をした際、
貞明皇后陛下より、御召艦がもし沖縄に寄港したら、
あなたはとても幸せな気持ちになるんでしょうねと言
われ、このヨーロッパを回るはずの戦艦香取は、那覇
港に入ることになりました。その際に、漢那憲和が先
導する馬車が通った橋が、今の御成橋ということであ
ります。この御成橋付近には、数万人の県民が集まっ
て歓喜の万歳が響き渡ったということであります。
　この沖縄をスタートした後、ヨーロッパ各国を回
り、世界各国の首脳や王族らとの交流を深めた裕仁皇
太子が君徳を一気に開花されたことで、この漢那氏や
随行スタッフの評価が上がるわけであります。また、
裕仁皇太子は後に摂政に就任し、病気の大正天皇に代
わって政務を見ることになるのであります。
　しかし、ここまで順調であった漢那氏にも、不運が
待っていました。海軍少将の身分にありながら、予備
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役に編入されてしまうのであります。要は、首になっ
たと同じですね。これには鹿児島閥の海軍上層部が漢
那をやっかんだということで伝えられていますけれど
も、先ほど紹介した御召艦艦長抜てきの際にも、鹿児
島閥がつくった海軍だから、当然皇太子の御召艦艦長
も鹿児島閥からでしょうということで期待があったよ
うでありますけれども、これほどのいろんなものが積
み重なっていったことが、この漢那氏更迭に至ったと
いうふうに言われております。
　その後、漢那氏は政界に転じて、衆議院議員を５期
務めます。そして沖縄出身で初めての政務次官に就任
をし、その後衆議院議長候補とまで言われるほど、そ
の存在感を示しました。
　また、破滅の日米開戦に強く反対し、沖縄県の波の
上で行った街頭演説では、大元帥閣下、昭和天皇は平
和を望まれている。しかし、陸軍が言うことを聞かな
い。現下の陸軍は幕府的な存在であると発言をして、
結果的に特高にマークされるほど、この陛下の思いと
いうことを真剣に全国を回って伝えていたようであり
ます。またこの波の上の街頭演説の際に、この街頭演
説活動を防害したのは当時の立法院議長であったとも
言われています。
　漢那氏は戦後、沖縄の祖国復帰運動にいち早く取り
組み、連合国軍最高司令官のマッカーサーに嘆願書を
提出するなどしましたけれども、悲願の沖縄復帰を見
ることなく、そして沖縄に帰ることもなく、昭和25
年７月、72歳で生涯の幕を閉じております。
　また亡くなった後にも後日談があります。沖縄の祖
国復帰後、昭和天皇は沖縄訪問を強く望まれておりま
したけれども、病に倒れてしまいました。「思はざる
病となりぬ沖縄をたづねて果さむつとめありしを」、
これは波上宮に建立されている歌碑に刻まれた昭和天
皇の思いでありますけれども、それは漢那憲和が建て
たんじゃないかという話まで出ております。また病床
で、昭和天皇は全国から寄せられる回復祈願の記帳簿
に目を通されていたそうであります。そしてその中に
漢那の名前を見つけると、あの漢那の親戚かなと質問
をしていたそうであります。
　あとこれは、私自身が聞いた話でありますけれど
も、青森の友人が私に漢那憲和さんを知っていますか
と聞いてきたんです。私はびっくりして、なぜ漢那憲
和さんのことを知っているんですかというふうに聞き
返したら、実は青森県出身の海軍の英雄で、中村良三
さんという方がおられるらしいです。そしてこの中村
良三さんの自伝の中に、漢那憲和さんが１行だけ登場
してくると言うんですよ。その中には、私の人生の中

で、何をやっても勝てない人物が一人だけいたと。そ
の名を漢那というって、１行あったそうです。この中
村良三さんは大将ですから、階級の低い少将に、彼に
は勝てなかったということは多分まれなことだと思う
んですよね、その時代を鑑みても。ただそれほどまで
に存在感が大きかったということであると思います。
　大変長くなりましたけれども、以上で漢那憲和氏の
紹介を終わりますけれども、この後一般質問に続けて
まいりたいと思います。
　１、教育行政について。
　(1)、	沖縄の次代を担う世代に対して、沖縄を変え
るほどの功績を残した人物（沖縄の偉人）について語
り継いでいく必要があると考えます。
　ア、知事の考える沖縄の偉人とは、誰かを伺いま
す。
　イ、教育長の考える沖縄の偉人とは、誰かを伺いま
す。
　ウ、どのような方法で語り継いでいくのか伺いたい
と思います。
　２、知事の政治姿勢について。
　(1)、	県庁内のＰＦＡＳ漏出問題について、これま
での経緯と今後の対策について伺います。
　(2)、	令和６年度沖縄振興予算獲得への取組と期待
される成果について伺います。
　(3)、	令和６年度税制改正についての取組と期待さ
れる成果について伺います。
　(4)、	地域外交室の活動について。
　ア、知事訪中の目的と成果について伺います。
　イ、知事訪台の目的と成果について伺います。
　３、我が党の代表質問との関連について。
　これは小渡議員の質問の２の(2)、一連の不祥事に
ついてに関連するものであります。
　質問は、知事就任後、どのような不祥事とされる事
案があったのか伺います。
　どうぞよろしくお願いします。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
　　　〔玉城デニー　知事登壇〕
○玉城デニー 知事　先ほどは花城大輔議員から漢那
憲和氏に関するエピソード、ストーリーを拝聴させて
いただき、大変勉強になりました。ありがとうござい
ました。
　それでは、御質問にお答えいたします。
　教育行政についての御質問の中の(1)のア、沖縄の
偉人についてお答えいたします。
　沖縄の発展に功績を残された人物は各分野において
大勢いらっしゃると思いますが、私の考える沖縄の偉
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人は、例えば組踊の創始者であり、組踊の代表作と
なっている朝薫の五番を創作した玉城朝薫翁、そして
カンショの導入と栽培普及に尽力し、人々を飢餓から
救ったと言われている野國總管と儀間真常氏。また教
育者でもあり、唯一の公選行政主席、沖縄県知事を務
められた屋良朝苗先生などが挙げられ、そのほか現在
の沖縄県の振興・発展に功績がある方々が、各分野に
おける沖縄の偉人に当たるものと考えております。
　その他の質問につきましては、部局長から答弁させ
ていただきます。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
　　　〔半嶺　満　教育長登壇〕
○半嶺　満 教育長　１、教育行政についての中の(1)
のイ、沖縄の偉人についてお答えいたします。
　沖縄には、歴史上特筆すべき功績を残して、沖縄の
発展に尽力した人物が多くいらっしゃると考えており
ます。教育の観点から申し上げますと、中国から教育
書の六諭衍義を持ち帰り広めるとともに、琉球で最初
の公的教育機関である明倫堂の創設に関わった程順
則、多岐にわたる学問領域から沖縄を研究して沖縄学
の父と称された伊波普猷、本県の音楽教育に長年従事
しながら、琉球音楽を基盤とする曲を多数創作して沖
縄音楽の父と称された宮良長包などを挙げることがで
きます。このように、様々な分野で沖縄の発展に大き
な功績を残した方々が、沖縄の偉人に当たるものと認
識しております。
　同じく(1)のウ、沖縄の偉人を語り継ぐ方法につい
てお答えいたします。
　小中学校においては、社会科を中心に令和３年度に
沖縄県教育委員会が開設したデジタルアーカイブや市
町村が作成した副読本等を活用し、地域の発展に尽く
した先人についての学習に取り組んでおります。
　また、県教育委員会としましても、博物館等の施設
を利用した社会教育の中で、沖縄の歴史に関連して伝
えているところです。引き続き、市町村教育委員会と
連携しながら取り組んでまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
　　　〔宮城　力　総務部長登壇〕
○宮城　力 総務部長　２、知事の政治姿勢について
の(1)、ＰＦＡＳ漏出問題の経緯と今後の対策につい
てお答えいたします。
　令和５年６月18日にＰＦＯＳ等を含む泡消火剤が
県庁地下駐車場に誤放出し、外部に流出したことが９
月12日に判明した事案に関し、これまで９月26日に
建物外部排水ます及び配管の洗浄、９月30日に今年

度流入が認められた湧水槽及び配管の洗浄、10月14
日には建物外部排水ます並びに平成27年度に流入が
あった湧水槽及び配管の洗浄を行っているところで
す。引き続き、専門家の助言やＰＦＯＳ等の除去に実
績のある企業等と相談を行い、適正な管理に努めてい
きたいと考えております。
　同じく２の(2)、沖縄振興予算確保に向けた取組等
についてお答えいたします。
　県においては、８月末の内閣府の概算要求を踏ま
え、自見沖縄担当大臣が９月28日に来県された際
や、11月７日から９日にかけて、町村会と連携しな
がら、自見大臣をはじめとする関係要路へ要請を行っ
てきたところです。11月29日には、国の総合経済対
策に係る沖縄振興関連の補正予算として、沖縄振興公
共投資交付金39億円を含めた総額329億円が措置さ
れております。
　県としましては、引き続きあらゆる機会を捉え、市
町村との共通の思いである沖縄振興予算、とりわけ沖
縄振興一括交付金の増額確保に向けて取り組みたいと
考えております。
　次に３、我が党の代表質問との関連についての
(1)、知事就任後の不祥事についてお答えいたしま
す。
　玉城知事が就任後、令和２年４月から内部統制制度
が導入されたところです。その中で、これまでに重大
な不備として発現した事案は、財務事務において国庫
請求の誤りや議会の議決を欠いた契約、情報管理事務
において個人情報を含む文書の紛失、業務・服務管理
において医療受給者証の不正発行、施設管理において
県管理施設における死亡事故の発生などがあります。
なお、内部統制制度の導入以前からの不祥事につい
ては、懲戒処分を参考に申し上げると、平成20年度
からの５年間で29件、平成25年度からの５年間で31
件、玉城知事が就任した平成30年度からの５年間で
33件発生しており、残念ながら、継続して一定数が
発生している状況にございます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
　　　〔金城　敦　企画部長登壇〕
○金城　敦 企画部長　２、知事の政治姿勢について
の(3)、令和６年度税制改正の取組と成果についてお
答えいたします。　
　県は、８月と11月に、令和６年度税制改正の対象
となる沖縄型特定免税店制度、沖縄発電用特定石炭等
に係る石油石炭税の免除、沖縄電力の償却資産に係る
特例措置、揮発油税等の軽減措置の延長等に向け、沖
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縄担当大臣のほか、自民党沖縄振興調査会会長や与党
税制調査会の方々へ要望書を手交するなど、関係要路
への要請を行いました。今般、これらの措置について
３年延長の方向で最終調整がなされているとの報道が
あることは承知しておりますが、現時点では、いまだ
税制改正大綱が決定されておらず、予断を許さない状
況と認識しております。
　県としては、同大綱決定まで引き続き、緊張感を
持って取り組んでまいりたいと考えております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
　　　〔松永　享　商工労働部長登壇〕
○松永　享 商工労働部長　２、知事の政治姿勢につ
いての(4)のア及び(4)のイ、知事の訪中、訪台の目的
と成果についてお答えします。２の(4)のアと２の(4)
のイは関連しますので、一括してお答えします。
　コロナ禍からの復興を見据え、経済、観光、文化な
ど様々な分野の交流を再び活発なものとし、相互理解
を深めるため、中国、台湾を訪問いたしました。
　中国におきましては、政府及び省庁の関係者と面談
した結果、那覇－北京路線の運航が再開されたこと
や、中国政府が指定する旅行社を通じてビザを申請す
る場合、県民が福岡総領事館に出向く必要がなくなっ
たことにつきましては、大きな成果と受け止めている
ところです。
　また、台湾におきましては、現地の経済団体等との
意見交換において、観光、ＩＴ、半導体、スタート
アップ、貿易などの分野の交流と連携を深めていくこ
とを互いに確認することができました。これらの成果
等を踏まえ、今後、沖縄と中国、台湾の多面的な交流
がさらに発展するよう取り組んでまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　花城大輔議員。
○花城　大輔 議員　答弁ありがとうございました。
　教育長の思われる偉人の中に、伊波普猷先生の名前
が出ておりましたけれども、漢那憲和先生と一中の同
級生らしいですね。非常に――何でもないです。今
回、このような形で一般質問することを大分悩みまし
たけれども、非常に、今までの私の一般質問を繰り返
すよりも、とても価値のあることだと思ってさせてい
ただきました。
　漢那憲和氏、どんな人物かと言うと、偏見や差別に
自分の努力一本で打ちかった人物だと思っています。
偏見や差別、今の現代でも多くあるんでしょうけれど
も、それにかち得る個人の力というものは、示す必要
があると思いますし、そういった場面で嫌な思いをさ

れた方はそこで勝負するしかないんだと、私は思って
おります。
　それで、教育長、このような人物を今後教科書に載
せることが、私の夢の一つでもあるんですけれども、
もし御意見あったら聞かせていただきたいと思いま
す。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
○半嶺　満 教育長　お答えします。
　まず教科書につきましては、各教科書会社において
作成されておりまして、文部科学省の教科用図書検定
基準に基づいて検定を受けることになります。歴史上
の人物の掲載につきましても、この教科書会社で、ま
ずは判断されることになっております。
○赤嶺　昇 議長　花城大輔議員。
○花城　大輔 議員　本当に、この話題を知っている
ごく少数の友人と話をするときには、やはり海軍出身
だから駄目じゃないかなとか、そういったことを言わ
れる方もありますけれども、先ほども言ったように差
別や偏見を一人で乗り越えてきた人物、非常にこう
いった方を語り継ぐことで勇気を持つ、または負けそ
うな自分にもう少し頑張れそうな、そんなところに
立っている人たちの力になるんではないかなと思って
おりますので、どうか検討をしていただきたいという
ふうに思います。
　続いて、ＰＦＡＳのところに飛びますけれども、総
務部長、これまでの経緯の中で洗浄とか何回か行った
ようですけど、これ洗浄ではＰＦＡＳは消えないらし
いですよね。その辺分かる範囲で、説明お願いしま
す。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　高圧洗浄を行ったところでは
ございますが、なかなか効果が出ないというところも
ございます。現在、専門家から重曹水などを活用した
洗浄の御提案、あるいはある企業様からはイオン交換
樹脂を活用した洗浄について提案があったところで
す。これらの提案を踏まえた上で、環境にも配慮しな
がら、効果的な洗浄について今検討を進めているとこ
ろでございます。
○赤嶺　昇 議長　花城大輔議員。
○花城　大輔 議員　新聞報道で、この予算が１億
3000万円でしたかね、見込んでいるということが
あって、いろんなところから問合せがあります。洗浄
では効かないよとか、今やろうとしている手法では、
ＰＦＡＳは検査するたびに増えてしまうよとか。実
際、地下２階のところも検査するたびに濃度が上がっ
ているという話も聞きます。そこで、今どういった企
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業やコンサル、工事の内容等を検討しているのか分か
りませんけれども、この１億数千万の根拠と実際に効
果が確定できるところからのスタート。これは県民が
説明を求めている部分もありますので、説明できるよ
うに準備していただきたいというふうに思います。
　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後３時12分休憩
　　　午後３時12分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○花城　大輔 議員　あと１問質問しようかなと思い
ましたけれども、どたばたしそうなんでこれで終わり
ます。
　本日は、全国にたくさんいる玉城デニーファンに嫌
われない一般質問だったと思います。
　ありがとうございました。
○赤嶺　昇 議長　20分間休憩いたします。
　　　午後３時13分休憩
　　　午後３時36分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　休憩前に引き続き、質問及び質疑を行います。
　又吉清義議員。
○又吉　清義 議員　沖縄・自民党の又吉清義です。
　議員の少ない中ですが、頑張っていきたいと思いま
すので、よろしくお願いいたします。
　まず初めに、県の出資等にかかる法人の経営状況報
告書についてです。
　今世界中で、銀行経営等が時代の変化により厳しい
環境下に変わりつつあります。そのような変化の下、
県の出資する31社において、債券、証券を所有し運
営を行っているのは何社あるか伺います。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　公社等が保有する外国債券に
ついてということで申し上げますと、経営状況報告書
に基づき、各公社等が保有する有価証券等について確
認いたしましたところ、外国債等を取り扱っている団
体は10団体となっております。
○赤嶺　昇 議長　又吉清義議員。
○又吉　清義 議員　今10団体ということです。
　では次に、経済の変化により、債券、証券の価値が
下落すると、運営が逼迫すると考えられるが、いかが
でしょうか。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　公社等の指導監督要領におい
ては、預金等の資産の管理に当たっては、安全性及び
確実性を最重要視するとともに効率的な運用にも配慮

するよう定め、指導することとしております。公社等
に対しては、改めてその旨を通知したいというふうに
考えているところでございます。
○赤嶺　昇 議長　又吉清義議員。
○又吉　清義 議員　ぜひ、以前とは変わりつつある
世界経済の激変の下、常にチェックを行うべきである
と思います。県と会社で、これまでどのような連携プ
レーとチェックを行っているか伺います。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　個別具体の協議内容について
は今の段階では承知しておりませんけれども、債券等
の安全性や確実性は確認することに加えて、債券での
運用に至った経緯や必要性、公社等における運用基準
の有無、運用に当たっての意思決定の在り方等につい
て確認の上、指導等の必要性についてどのような指導
方法ができるのか検討していきたいと考えておりま
す。
○赤嶺　昇 議長　又吉清義議員。
○又吉　清義 議員　多分、これまでそういった連携
プレーとかチェック、もちろんあまりやったことはな
いかと思います。しかし、これからはぜひ密にしてい
ただきたいということを、ぜひ皆さん、私は要望いた
します。なぜかといいますと、今、世界の経済金融
が、ブラックスワンという専門用語で呼ばれておりま
す。ブラックスワンです。それに突入しているという
ことです。ですから、県民にとって必要なこの出資会
社、しっかりこれから育てていく、見守る意味でも、
備えあれば憂いなしですので、ぜひその連携プレー、
共にやっていただきたいということを強く要望してお
きます。
　次に、健康おきなわ21（第２次）最終評価報告書
（令和５年３月作成）についてですが、「「早世の予
防」「健康寿命の延伸」を図り、「平均寿命日本一お
きなわ」の復活を目指し各種取組を推進してきた。」
その結果について伺います。
○赤嶺　昇 議長　保健医療部長。
○糸数　公 保健医療部長　お答えいたします。
　健康おきなわ21（第２次）の最終評価の概要につ
きましては、最終評価を行ったところ、健康増進計画
を策定している市町村であるとか、チャーガンジュー
おきなわ応援団という登録数など、健康を支えるため
の社会環境の整備は一定、進んでいるんですけれど
も、県民がメタボリックシンドロームに該当している
とか、血糖値のコントロールが悪いなどの健康に関す
る指標の多くが悪化をしているという状況でございま
す。特に働き盛り世代、二十歳から64歳ぐらいまで

‒ 219 ‒



を想定していますけれども、この方々は偏った食生活
や多量飲酒等の生活習慣が改善しておらず、その積み
重ねが原因となって発症する高血圧や糖尿病などの生
活習慣病の合併症が、早世の原因となっているという
ところで、今後も重点的に取り組む必要があると考え
ております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　又吉清義議員。
○又吉　清義 議員　今部長が答弁で述べたとおり、
今、残念なことに、我が沖縄県が早世の危機的状況に
陥っていると。これは何も、昨日今日のことではな
くて、平成25年にも皆さん強く指摘をされておりま
す。第１次、第２次もですね。しかし、これが一向に
収まらない。働き盛りの20代から64歳の方々がこう
いう状況であるということは、非常にこれはもう好ま
しくないことです。皆さんが努力していることは分か
りますが、しかしこれが現実的にそういった現状があ
るのも事実であります。これは皆さんの報告書にも
しっかり書いてあります。ですから、今の現状を早急
に改めなければならない。そうしなければ、沖縄の若
い方々の未来は、かなり厳しい状況に陥るのはもう明
らかであります。
　ですから再度伺いますが、この原因は、もう一度ど
のような要因が考えられるか、私はしっかり県民に訴
えていかないと大変なことになるかと思います。その
原因について、考えられる要因、もう一度お伺いいた
します。
○赤嶺　昇 議長　保健医療部長。
○糸数　公 保健医療部長　お答えいたします。
　働き盛り世代の方の死亡率がほかの県よりも高いと
いうことで、早世というふうな形が、沖縄県、今デー
タで出ておりますけれども、その原因としましては、
まず個人レベルで生活習慣を改善しようというふうな
意識になかなか至らないというふうなところがござい
ますので、そういう啓発をもっとしないといけないと
いうふうに考えています。そして健診のデータでは、
ほかの地域よりも肥満がやはりずっと多い状況が続い
ていて、その肥満から様々な生活習慣病、合併症がで
きているというようなことがありますので、そういう
方々について健診を受けていただくとか、あるいは会
社とか地域で声をかけて、健診に御案内するとかとい
うふうな形の誘導といいますか、様々な方の協力を得
ながら、健康経営とか、あるいは国民健康保険などの
仕組みを使って受診をするというふうな形などが必要
かと思っております。まずは県民全体に、今が危機的
な状況に来ているというふうなことの啓発をさらに強

化する必要があると考えております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　又吉清義議員。
○又吉　清義 議員　早世の予防プラスもう一点、病
気についてお伺いしますが、例えば死亡率１位のがん
を一例にとる場合、この40年間でこの発症リスクは
どのように変化してきましたか。今年現在、がんにつ
いてです。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後３時45分休憩
　　　午後３時45分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　保健医療部長。
○糸数　公 保健医療部長　お答えいたします。
　沖縄県も日本もそうですけれども、がんで亡くなる
方の全体の死亡者に占める割合は、どんどん高くは
なってきているという状況ですので、がんについては
早期発見で早期治療をするというようなところが必要
かと思っております。がんにつながるような生活習慣
を改めるというふうなことも必要ですけれども、全体
的に全てのがんの死亡率については減少傾向にはあり
ますけれども、日本の中の病気の中で、やはりがんは
増えているというような状況でございます。
○赤嶺　昇 議長　又吉清義議員。
○又吉　清義 議員　そうですね。がんが本当に非常
に増えている、残念なことに。早期発見、早期治療と
おっしゃっておりますが、健康診断も皆さん毎年行っ
ています。そういう中で増えている。過去には、がん
は10名に１人でございました。今は残念なことに２
名に２人が当たり前になっております。それを我々自
身が当たり前と思って受け入れること自体が、そもそ
ももう大問題でございます。これが現状なんです。
　ですから知事に伺います。
　知事、このように今、早世の予防も、平成25年か
ら悪化の一途をたどっている。がんも10名に１人か
ら、２名に２人になってしまった。このような現状か
らして、本当に沖縄県民の命を守る、健康を守るため
に、私はこれまでのパターンのこの予防の在り方から
脱却して、心機一転として取り組むべきであると思い
ますが、いかがですか。
○赤嶺　昇 議長　保健医療部長。
○糸数　公 保健医療部長　まず平成25年頃から取り
組んでいる県の対策について、概要を申し上げますけ
れども、健診などで病気を早く見つけて、早く治療を
するというふうなところはこれまでも行ってきました
けれども、それは保健医療部関係が行っておりまし

‒ 220 ‒



た。県庁の中では全ての部局で健康長寿を取り戻すた
めの委員会、会議を立ち上げまして、各部局がそれぞ
れ県民が健康になるような施策について継続的に取り
組んでいただけるというふうなところで、県庁一体と
なった体制で今環境整備等を進めているところでござ
います。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　又吉清義議員。
○又吉　清義 議員　この体制は以前から全く何も変
わっておりません。よく私も理解しております。しか
し皆さん、病気は増える一方ですよと。がんも増える
一方ですよと。特に20代から60代の早世が、他府県
より高い。これでいいですかと。ですから、今までの
取組でいいですかということを私はあえて伺いたいと
いうことです。
　ですから、知事自ら、健康長寿おきなわ復活推進本
部長です。本部長として、このやり方を私は根本から
変えていかないと、これは収まるものではないと思い
ます。ですから、知事にあえてお尋ねしているわけで
ございます。知事、いかがですか。このまままだ続け
て、傾向は増える一方なんですよ。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　県、協会けんぽ、それから企
業、医療機関等が共に取り組んでおります、その状況
についてもまさに議員がおっしゃるとおり、これをい
かにして県民お一人お一人が実践するかということも
大事ですし、企業が健康経営をどれだけ実践していく
かという企業体としての取組も非常に重要であるとい
うふうに考えております。これからもできるだけ、そ
の皆さんの健康を皆さん自身で維持するための取組を
丁寧に発信していきたいと思いますし、また業界に
あっては、ぜひとも健康経営は会社の健康につながる
という意識を会社全体でできるだけ共有していただけ
るような、そういう取組をしていくプログラム等もど
んどん提供していきたいというように考えています。
○赤嶺　昇 議長　又吉清義議員。
○又吉　清義 議員　あまりすっきりしない意見です
が、私はぜひ知事に、知事が主に今政治として活動し
ている基地問題、外交問題、それはそれでよろしいで
すよ。今県民がこのようにだんだん窮地に追い込まれ
ている。その部分もウエートをしっかり持っていただ
きたいということをぜひ提言したい。なぜかといいま
すと、知事は140万県民の代表であります。やはりそ
のような行政を扱うからには、バランスよくやってい
ただきたい。バランスよくですね。どうも私は知事に
これが見えないように思うもんですから、今我が沖

縄、こういう現状ですと。基地問題以前に、解決する
前に、県民自ら滅びてしまいますよ。滅びてしまいま
すよ。それぐらい今沖縄の数字は高いということを知
事、自覚してください。基地問題を解決するのが早い
か、沖縄県民が滅びるのが早いか、どちらかですよ。
あえてそれを提言しておきます。
　次に、基地行政について伺います。
　普天間飛行場代替施設建設に伴う辺野古埋立てにつ
いての令和５年11月２日の新聞報道等について伺い
ます。
　埋立申請は、平成25年12月に承認されました。埋
立承認願書に関する沖縄県の質問に対する、沖縄県防
衛局の回答が平成25年10月25日付でありますが、そ
の質問の内容と、どのように回答を防衛局がされてい
るのか伺います。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。                  
○前川智宏 土木建築部長　お答えします。
　平成25年の埋立承認願書には一般的に軟弱と言わ
れる沖積層が存在していること、その性状は砂礫等で
あることが記載されております。また、埋立承認願書
に対する質問において、沖縄防衛局に沈下の可能性の
評価結果を聞いたところ、圧密沈下を生じるような粘
性土層は確認されていないとし、今後の土質調査等を
実施して、圧密沈下の有無を確認する予定であるとの
解答を得ているところでございます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　又吉清義議員。
○又吉　清義 議員　そうですよね。この皆さんから
の質疑に対しましても、このように評価結果につい
て、御教示いただきたいと。それに対して、液状化及
び圧密沈下についての有無を確認する予定であると、
そういった中で平成25年、この12月に承認をされ、
そして平成26年８月に、追加ボーリング調査等が開
始され、平成29年までに76本分の調査が行われ、詳
細書が報告、提出がされております。ですから、埋立
承認に対して県の担当部も、このような現状を一つ一
つを、手順を踏んで行われてきたと。そして防衛局も
県の質問に対し丁寧に行ってきたということでありま
すが、そのように理解してよろしいでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。                  
○前川智宏 土木建築部長　平成19年の報告書には、
追加でボーリング調査を行う必要があるというところ
が記載されておりますが、沖縄防衛局は埋立承認願書
承認後の平成27年にボーリング調査を行っておりま
す。平成27年のボーリング調査において、軟弱な粘
性土層が確認され、令和２年に変更承認申請を行った
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ことを踏まえますと、平成19年の調査の後に追加の
ボーリング調査を行った上で、埋立承認願書を作成す
ることができたものというふうに考えております。
○赤嶺　昇 議長　又吉清義議員。
○又吉　清義 議員　やはり当時、やるからには御
存じのとおり平成19年、ボーリング調査をするに当
たってもやぐらに向けての反対運動があり、なかなか
させていただけない。思うように仕事も進んでいかな
い。しかし、防衛局はやらないんじゃない、ちゃんと
あることも分かる中で、またこれからしっかりと詳細
にやっていくんだということを、皆様方にやっぱり
しっかりこう提示をし、またそれを、終わり次第しっ
かりと準備をしてやったという事実もあるということ
であるのならば、やはり可能な限り、県も防衛局も、
手順を踏んできてやったのではないのかなということ
を私は理解をしているものですから、この新聞報道に
よると、どうもごまかしたんじゃないかなというこ
と――誤解するように書かれているものですから、私
はそうではないということを皆様方にはぜひそれを提
示したいし、そういった手順だったということは間違
いないですよねということをお伺いしたいわけでござ
います。手順上は多かれ少なかれ、しっかりと進んで
きたということで理解してよろしいですね。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。                  
○前川智宏 土木建築部長　先ほど申し上げましたよ
うな経緯を踏まえますと、沖縄防衛局はより正確な情
報をもって願書を作成することができたと考えており
ます。申請者の対応としては不十分な点があったので
はないかと考えているところでございます。
○赤嶺　昇 議長　又吉清義議員。
○又吉　清義 議員　その中で、しかしお互いにしっ
かりこの不十分さもクリアするぐらい進めてきたんだ
ということかと思いますので、よろしくお願いしま
す。
　次に、あと一点お伺いします。
　この普天間飛行場代替施設建設工事において、よく
皆さん、我々と皆さんの見解の違いで、皆さん新基
地、新基地ということで、よく皆さんはそういうこと
しかおっしゃいません。それはなぜですかというと、
この間、基地機能強化に当たるということを知事公室
長はよくおっしゃっております。これを普天間飛行場
代替施設建設の機能強化というのは、今普天間と辺野
古を比べた場合、例えば面積、滑走路、そして設備、
外来機の飛来、これどのようにどう変わりますか。お
答えください。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。

　　　午後３時56分休憩
　　　午後４時０分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　失礼いたしました。
　まず普天間飛行場の面積が476ヘクタールから、埋
立面積として150ヘクタールになるということです。
配備する航空機については、オスプレイですね、ＭＶ
22オスプレイ、ＣＨ53、ＵＨ１――現在のＭＶ22オ
スプレイとＣＨ53、ＵＨ１、ＫＣ130等から、この
ＫＣ130の輸送機を使わなくなるということでござい
ます。滑走路の延長が2740メートル、滑走路の総延
長は1200メートルなんですけれども、オーバーラン
も含めて1800メートルになるということでございま
す。そのほか――何ていうんですかね、普天間の機能
としまして、滑走路、着陸帯、誘導路、駐機場などに
対して、辺野古の場合は滑走路が２本になるというこ
と、着陸帯、誘導路、駐機場、燃料桟橋、弾薬搭載エ
リア、係船機能を有する護岸等が造られるということ
でございます。
○赤嶺　昇 議長　又吉清義議員。
○又吉　清義 議員　そうなった場合、今、公室長、
機能が強化される、強化されない部分は何対何になり
ますか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時２分休憩
　　　午後４時２分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　それぞれの機能がございま
すので、一概に何対何というふうに言うのは難しいか
というふうに考えております。
○赤嶺　昇 議長　又吉清義議員。
○又吉　清義 議員　公室長、とても簡単ですよ。
　面積が480から150になることによって、これは誰
が見ても機能は落ちますよね。そして滑走路が2750
メートルから1500メートルになる。これも確実に機
能が落ちる。ほかにどういったものがありますか。こ
んな簡単なこと。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　先ほどの説明では、使用す
る固定翼機が、ＫＣ130が使われなくなるというこ
と、逆に主な機能として燃料桟橋、弾薬搭載エリア、
係船機能を有する護岸というのは付加されるというこ
とになります。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
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　　　午後４時４分休憩
　　　午後４時４分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○溜　政仁 知事公室長　例えば面積は小さくなると
か、滑走路は２本にはなる、その代わり、滑走路の延
長は短くなるというそれぞれは分かるんですけれど
も、それを何対何というのはやはり難しいのかなとい
うふうに考えております。
○又吉　清義 議員　ちょっと休憩してください。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時５分休憩
　　　午後４時５分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　又吉清義議員。
○又吉　清義 議員　次、滑走路が２本ということで
大きな誤解を招いております。これは安全上の問題で
す。普天間飛行場の現在の活用の仕方と、辺野古の活
用の仕方、滑走路が２本になった場合、安全上、どの
ように何がどう変化しますか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時５分休憩
　　　午後４時６分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　防衛省の説明によります
と、移設後、滑走路はＶ字型になるということによ
り、離陸、着陸のいずれの飛行経路も海上になるとい
う説明がございます。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　又吉清義議員。
○又吉　清義 議員　公室長、やはり担当であるから
には、普天間の飛行場の場所も見る、辺野古も見る。
それを見てやらないと皆さん、機能、機能と言ってい
ますが、今日は正直に言って、私がっかりしておりま
す。それも全然把握せずにやっていたのかというと、
皆さん、Ｖ字滑走路になることによって海上から離発
着をする、市街地の離発着はほぼゼロになるんです
よ。そしてオスプレイ、ヘリコプターの場周経路、こ
れも海上を飛ぶ。これもほぼゼロになるんですよ。そ
して、騒音被害、距離的にかなり離れている、これも
かなり小さくなる。ですから、危険性の除去に関して
一日も早くということは、これが大きな理念ですよ。
皆さんはいろんなへ理屈をつけて辺野古新基地、新基
地、もう全然、新基地でもないですよ。こういう大事
な趣旨があるということを今まで分からずに、皆さん
そんなことをおっしゃっていたんですか。ちょっと

がっかりですよ。この程度は言わなくても分かるよう
じゃないと、辺野古と普天間の違いが何かしっかり明
確に分からずに言うこと自体、これ皆さん、いかに間
違えた情報、正しい情報を県民に流していないかとい
うあかしなんですよ、はっきり言って。ですから県民
は誤解してしまうんですよ。やはり正しい情報を流し
てください。
　そして、もう最後にですが、私はこう言いたい。
　玉城県政は、普天間返還はかなり時間を要し、当分
はあり得ないとの姿勢であると同時に、返還、移設の
趣旨は一日も早い危険性の除去が原点でありました
が、今では原点がすり替わり、一日も早い返還を拒ん
でいるようにしか私には理解できません――これもう
さっき聞いてみても、全くそうだと思いますよ。皆様
方がどう取るかは自由です。ある情報筋によると、返
還は予想よりも早くなる可能性が大であります。私た
ちが考えているのとは全然違います。
　そこで皆様方が取り組んでいる返還跡地利用計画に
ついて、県の推進状況について伺います。
　３番目の基地行政の(3)、整理縮小を訴えている返
還跡地の具体的な開発、計画等についての進捗状況に
ついて伺います。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
○金城　敦 企画部長　お答えいたします。
　県では、嘉手納飛行場より南の駐留軍用地の跡地利
用について、平成25年１月に中南部都市圏駐留軍用
地跡地利用広域構想を策定し、関係市町村と連携して
効果的な跡地利用の検討を進めております。具体的な
進捗として普天間飛行場跡地利用計画策定に向けた取
組では、宜野湾市と共同で令和４年７月に全体計画の
中間取りまとめ（第２回）を策定しました。現在は普
天間飛行場跡地利用計画策定検討会議を設置し、計画
を具体化するための取組を進めているところでありま
す。
　県としましては、今後とも課題の把握や情報提供に
努めるなど、引き続き関係市町村と緊密に連携を図っ
てまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　又吉清義議員。
○又吉　清義 議員　ですから、このようなお話は
ずっと何回も聞いております。もっと具体的な中身の
ある、もっと現実的な対応をしていただきたい。しか
し、私はこれも無理だと思います。だって皆さん自身
が当分は返ってこないということが心の片隅にあるの
ではないかと思います。
　ですから、今(4)に移ります。
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　フィリピンの米軍基地跡地、スービック基地跡地
2000ヘクタール、クラーク基地跡地4400ヘクタール
が返還後、どのような経緯、計画の下、進められてき
たかを伺います。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
○金城　敦 企画部長　お答えいたします。
　ピナツボ火山の噴火と、フィリピン上院の基地存続
を認める新条約の批准否決により、クラーク空軍基
地は1991年11月に返還され、スービック海軍基地も
1992年11月に返還されております。また、これらの
基地跡地では、自由貿易港や国際空港を備えた経済特
別区に転換し、税制面での優遇制度を活用するなどイ
ンフラ整備と併せて跡地利用の推進に取り組まれたも
のと承知しております。
○赤嶺　昇 議長　又吉清義議員。
○又吉　清義 議員　承知したものとしております
は、非常にいいですよ。大事なのは現実的に皆さん、
現場を見る。どのように進められてきたかを確認し
て、私は生かされるものだと思いますよ。
　皆さんの担当でこのような跡地利用に関して、今ま
で現場に行って確認した部署の職員はいらっしゃいま
すか。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
○金城　敦 企画部長　かなり古い話なんですが、30
年前ぐらいの話なんですが、職員からの聞き取りによ
りますと商工部の職員をメインとして、経済界と共
に、スービック基地の視察を行った事実があるようで
す。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　又吉清義議員。
○又吉　清義 議員　別に否定しませんよ。30年前の
ものを今から生かして皆さんまちづくりをするんです
か。大変ですよ。もう三年一昔ですよ。30年前とい
うのはもう大変ですよ。それをやること自体おかしい
と私は言いたいんですよ。なぜこのような現状になっ
ているかというと、皆さん自身が、私はさっき基地の
返還を拒んでいるんじゃないのかと、返されるものと
頭にない、返されるものということを。一日も早く返
されたいのであれば、皆さんがこの基地跡地利用、
我々はこういうふうに思っているんだと、日本政府、
米軍に、もっと皆さん当たればいいんですよ。当たる
様子も何もない。だからそれは皆さん、返してほしく
ないのかなと、私は非常に残念にそういうふうに思っ
ております。ですから、本当に返していただきたいん
でしたら、やはり跡地利用計画も現実的に調査をす
る、計画を組み立てる、そうしてやるべきだと思いま

すよ。ですから職員、新年度予算、ぜひ派遣して毎年
行って見てもらう。ヨーロッパと違いがあります。
ヨーロッパとの違いは何か、フィリピンとの違いは何
か。しっかり、見てやるべきだと思いますが、これは
企画部長でしょうかね、予算を組んでやるべきだと思
いますが、いかがですか。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
○金城　敦 企画部長　跡地利用の取組については、
構想段階をいち早く計画段階に移すことが非常に重要
だと考えております。
　県としましては、そういう事例についての調査につ
いて、対応できるか検討してまいりたいと思っており
ます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　又吉清義議員。
○又吉　清義 議員　部長、大変ですよ。対応できる
かどうかと言ったら。沖縄県たるもの、知事は、米軍
基地を半分以上返してもらいたいと言っているんです
よ。返されたら皆さん、そこどうするんですか。ペン
ペン草生やすんですか。まちづくりするのは当たり前
のことですよ。それに向けて予算も組めないというの
は大変ですよ。もう一度、御答弁ください。これは当
たり前のことですよ。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　先ほども企画部長から答弁をさ
せていただきました。沖縄県は普天間飛行場跡地利用
計画策定に向けた取組で、宜野湾市と共同で、令和４
年７月、全体計画の中間取りまとめを策定しておりま
す。現在は普天間飛行場跡地利用計画策定検討会議を
設置し、計画を具体化をするための取組を進めている
ということです。まちづくりは、その主体となる市町
村と一体となって進めていかなくてはなりません。そ
して、地主の方々をはじめ様々な御意見を頂戴しなが
ら、よりよいその地域の発展につなげていくように、
しっかりと取り組んでいるものであります。
○赤嶺　昇 議長　又吉清義議員。
○又吉　清義 議員　今の知事の答弁、全くやる気が
ないなとしか思えません。どのようなまちづくりをし
たいかがあって初めて計画ができるんですよ、皆さ
ん。山の返還地、市街地の地域、海岸地域、まちづく
りが根本から違いますよ。それを一緒くたにすること
はおかしいですよ。ですから、ぜひ現場を見る。全く
違います。スービックでありクラークであり、改めて
びっくりいたしました。目まぐるしい発展でございま
す。感覚も違います。従来の町とも。ドイツも違いま
す。そういうのをぜひ予算を組んで頑張ってくださ
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い。そうしたら、返還されても経済的に安定した沖縄
のまちづくりができるんです。それでも10年、着工
するまでに10年かかったんですよ。今のままでは我
が沖縄県、10年でできないですよ。20年、30年かか
りますよ。それは許されることではないと思います。
ぜひ部長、努力してください。
　ちょっと休憩してください。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時16分休憩
　　　午後４時17分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○又吉　清義 議員　時間になりましたね。もう一
つ、とっても大切なものを忘れましたけど、終わらせ
ていただきます。
　答弁ありがとうございました。
○赤嶺　昇 議長　座波　一議員。
○座波　　一 議員　それでは、始めます。
　我が国は、戦後78年間、他国の侵攻を受けること
もなく、他国と戦火を交えたこともないわけでありま
す。それは、現在の憲法の理念を守り、そしてまた、
自衛力を確保した上での日米の安保体制によるものと
断言するものであります。我が国の自衛力と米軍の軍
事力によって、抑止力による平和が守られてきたわけ
でありますので、これは否定できないと思います。
　今、国際社会は不安定な情勢で、国連は機能も果た
せません。国際社会は、平和を希求する認識を持って
はいても、戦争は絶えることがないのが現実でありま
す。しかしながら、県内では、基地があるから戦争が
起こる、自衛隊や日米安保体制も軍事力も必要ないと
する考えがあります。それは、理想論であって、決し
て現実論ではないわけでございます。しかも、政府や
自民党が戦争の準備をしているなどと非難する、大変
残念なことであります。沖縄を二度と戦場にしたくな
い思いは、私たちも一緒であります。私たちはこの平
和をいかに守るかを真剣に考えているからこそ、あら
ゆる手段と努力を惜しまないのであります。だからこ
そ、今、私たちは防衛力の必要性を真剣に議論する必
要があります。さらに、基地反対のために沖縄県民が
先住民とされ、人権をじゅうりんされているなどの歴
史観に対しても議論しなければならないのでありま
す。平和の今だからこそ、やらなければならない議論
ではないでしょうか。
　まず、知事の政治姿勢について伺います。
　沖縄県が外国の武力等による侵攻を許すことなく、
平和を維持するための方法論を伺います。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。

○溜　政仁 知事公室長　県は日米同盟関係が、これ
まで我が国及び東アジアにおける平和と安定の維持に
寄与してきたものと認識しており、その必要性を理解
する立場でございます。今後、我が国の平和と安定を
図る上では、アジアの国々による連携により平和が保
たれ、相互の信頼醸成によって発展に向かうことが望
ましいと考えております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　座波　一議員。
○座波　　一 議員　全く具体的な方法論にはなって
ない。なぜ私がこのような質問をするのか、いたずら
に県民を不安に陥れるような質問をするつもりはない
んですよ。ただ、あまりにも非現実的過ぎる。だか
ら、無責任なんです。
　先日の公明会派の代表質問でも、知事が防衛に関す
る理解はあったということ、過去の議員時代にはあっ
たということがよく分かりましたが、そのような立場
を経験していながら軍事施設があるから攻撃される、
ただそれ一点張り。本当に県民の安全のことを考えて
いるのかという、これはまさに自分の立場を守るため
の欺瞞であるということなんです。知事が主張する独
自の外交を展開すれば、本当に侵攻を止められるんで
すか。
　知事、どうぞ。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　例えばインドのモディ首相は、
Ｇ20の議長国としてアフリカの国々に呼びかけて、
アフリカ諸国55か国がＧ20の加盟国となるなど、実
際に世界が一つにまとまろうという方向性の中で、こ
ういう声明を出しています。紹介いたします。「テロ
リズムと市民の無差別殺傷は容認できない。断固とし
て認めないという姿勢をもって対処すべきだ。私たち
は敵意より人道主義を体現すべきだ。今は戦争の時代
ではないことを改めて申し上げる。」、世界で急速に
成長しようという国々は、争いよりもやはり経済や団
結などによって、お互いが互恵関係になるということ
を望んでいるということを、１年かけてモディ首相は
このようなコメントを発表しています。ですから、や
はり平和こそが全ての外交の基軸であるということを
もっと前面に出して、抑止力だけに頼るのではなく、
平和をもっと外交の主体として、日本国も周辺国との
そういう交流を進めていくというのが私の考えであり
ます。
○赤嶺　昇 議長　座波　一議員。
○座波　　一 議員　インドは武力を持っていないん
ですか。
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○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　持つこととそれを行使をすると
いうことについては、大きな岐路があると思います。
○赤嶺　昇 議長　座波　一議員。
○座波　　一 議員　持つから行使するんじゃないん
です。抑止力っていうのはそういうもんじゃないです
よ、だから。なぜ知事、分かっていながら、そんなと
ぼけたことを言うんですか。現実論を言ってください
と言っているんですよ。持ってるから、使わないか
ら、ということじゃないんですか、抑止力というの
は。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　私の意見がとぼけた意見かどう
かというのは、議員の考えに任せますけれども、私は
専守防衛のために必要な個別的自衛権のための、その
自衛力は保持を認めるというふうに言っております。
○赤嶺　昇 議長　座波　一議員。
○座波　　一 議員　世界各国、もう本当に軍事力を
持たない、防衛力を持たない国っていうのは、本当に
少ないですよね。小さい国でも、他の隣国と連携して
安全保障を担ってもらう。本当に、ですから抑止力と
外交力なんですよ。それを私どもは言っているんで
す。抑止力を否定してはいけないということなんで
す。ぜひ分かっていただきたい。
　さらに、お隣の中国は、非軍事地域の戦略として、
これは沖縄地域も含めて、沖縄の非武装化を進めてい
ると言われております。中国内の報道では、沖縄の歴
史は、かつて中国の属国。薩摩に侵攻され、日本の領
土となった。悲惨な戦争に巻き込まれて、今でも米軍
基地の重圧に苦しんでいる。琉球人としての自覚を持
ち、日本から独立を望んでいると、今、そういうふう
に論調されているわけです。この考え方について、ど
う思いますか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　いろいろな研究者、ジャーナリ
ストの方々が様々な論調で意見を主張しているという
ことは、もちろん承知しております。しかし、沖縄の
非武装化を目指すということを県政の公約に掲げたこ
とはございません。私の県政においては、まずござい
ません。ですから、そういうように事実と違うことが
さもまことであるかのように伝えられているというこ
とも、また多様な意見の中で、どのようにその情報を
受け取るかで変わってくると、違ってくるということ
なのではないでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　座波　一議員。
○座波　　一 議員　私はこの中国の新聞の書き方を

見て、あ、これは玉城知事が言っていることと何か似
ているなと、そういう歴史観を共有しているのではな
いかと心配しました。ですが、今、非軍事化を進めて
いるわけではないと、今知事が言いましたから、そう
いう意味では安心しております。
　次に、外交・防衛は国の専管事項でありますが、自
治体が行う地域外交は国家の外交を補完すると沖縄県
は答弁しています。そうであるはずなのに、これはま
た知事は認識しているのか分かりませんが、知事はま
たこの遵法精神を踏みにじる地域外交の方針を打ち出
していると私は思っております。心配しております。
　質問です。
　沖縄県が策定予定の地域外交基本方針と日本政府の
外交方針の整合性について伺います。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　県の地域外交基本方針（仮
称）は、今年度設置した地域外交に関する万国津梁会
議の提言を踏まえて、今年度中に策定することとして
おります。国は地域外交について、安全保障政策、Ｏ
ＤＡ等と並んで、国民と共にある外交を位置づけてお
り、外交を推進していく上で、地方自治体等を重要な
パートナーと位置づけ、オールジャパンでの総合的外
交力の強化を目指すとしております。
　県としても、今後も国等と連携し、沖縄ならではの
地域外交を展開したいというふうに考えております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　座波　一議員。
○座波　　一 議員　地域と仲よくする、連携するの
はいいことです。ですけれども、その骨子案が、も
う12月に出されて１月に決まるということなんです
が、その中に、東シナ海を取り巻く国の自治体で国際
的な地方政府の連合組織をつくり、米軍基地を抱える
地方政府間のネットワークの形成をすることを主要な
プロジェクトにするという方針があるわけです。その
目的は何なんですか。米軍基地を抱える地方政府間の
ネットワーク。目的は何なのかということを明確にお
願いします。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　地域外交に関する万国津梁
会議におきまして、米軍基地所在地方政府とのネット
ワークの構築の取組について、地域外交の具体的な政
策として提案されたということでございます。その内
容としましては、米国のハワイ州、グアム準州、韓国
の京畿道等とネットワークを構築することで、米軍に
よる土壌汚染対策や返還跡地利用、事件・事故対策な
ど共通する課題について、知見を共有することができ
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るのではないかという提案というふうになっていると
承知しております。
○赤嶺　昇 議長　座波　一議員。
○座波　　一 議員　これは、そのような問題であれ
ば、何も地域外交とあえてつけなくてもいいんじゃな
いですか。問題は、その基地から派生する環境問題
等々の問題であれば、何も外交という名の下でやる必
要はないんじゃないですか。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　この米軍基地所在地方政府
とのネットワーク構築というものは、沖縄県地域外交
に関する万国津梁会議の委員から提案された内容とい
うことになっております。ですので、それを基本方針
の中でどう位置づけるかというのは、まだ検討してい
ない段階ですので、これをどういうふうに位置づける
かというのは、今後の課題ということになるかと思い
ます。
○赤嶺　昇 議長　座波　一議員。
○座波　　一 議員　万国津梁会議の提案と言います
けど、やはりこの地域外交は一般の職員ではできませ
んよ。必ず彼らのこのシンクタンク的機能でやってい
ると思われています。だから、その特別なシンクタン
クをつくるべきだという提言もありますよね、この骨
子案に。どうですか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時31分休憩
　　　午後４時31分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　同じく万国津梁会議の中の
提言の一つとして、今後地域外交を推進していく上で
は、そのようなシンクタンクをつくる必要があるので
はないかという提言があるということでございます。
○赤嶺　昇 議長　座波　一議員。
○座波　　一 議員　本当に、職員が大変ですよ。職
員の中にも、地域外交にある程度の制限があるという
ことは分かっているんですよ。この国の専管事項の地
域外交を、限定されるっていうのを分かっています。
外交してはいけないということなんです。それなの
に、そういう地域外交をやる、これはどうかなという
ことなんですね。それで、今、沖縄県はコロナ禍の影
響とか、物価対策関係で非常に苦しんでいる県民が多
いんです。そのようなときに、地域外交なんか、こ
れ、今沖縄県民のためにやる仕事としてどうなんで
しょうか。本当に必要なんですか。そういった予算が
あれば、もっともっと県民に還元すべきことじゃない

でしょうか。どうでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　議員が捉えていらっしゃる地域
外交は、国の外交に匹敵するというイメージをお持ち
かもしれません。しかし、我々は、民間やあらゆる
方々が相互に交流をして経済の振興、文化の振興、学
術の振興など、そのようにお互いの地域と地域がより
高度な連携をすることによって、民間の活力が一層高
まっていくという方向性も考えております。ですか
ら、そういう形での地域外交は、国も奨励していると
いうことにほかならないのではないかと思います。
○赤嶺　昇 議長　座波　一議員。
○座波　　一 議員　だからそれはもう、その趣旨は
理解できますから、既存の部署、これまでやってきた
方法でいいんですよ。なぜ沖縄県が発信源となって、
米軍基地のあるその地方政府を取りまとめて連携して
政治的なものをにおわす、これある意味、ある方々も
懸念していますよ、それは。国関係者もね。そういう
ことを、なぜするのかということなんですよ。
　沖縄の政治家の古い言葉に、県民にヤーサ　ヒーサ
　シミランケーと。させてはいけない。さらにまた、
今言うこの外交問題で、シワン　シミランというのを
私は加えたいんですけど。本当に県民のために今やる
ことは何なのか。外交でそれ以上のことを、心配を呼
び込むようなことをしてはいけないと私は思って、こ
のような質問をしております。
　そしてまた、知事は台湾訪問において、訪問前に
も、一つの中国政策を念頭に外交していると言ってい
ますね。これは日本の公式見解ではあり得ないことを
言っています。日本の政治家は、一つの中国を念頭に
置いてやっているということをなかなか言えないんで
すね。知事、よく言われましたね。どうでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　ワン・チャイナ・ポリシーとい
うのは、日米の共通する政策の、何というんですか、
共通点といいますか、考え方です。
○赤嶺　昇 議長　座波　一議員。
○座波　　一 議員　それでは、今後も一つの中国政
策として、台湾とも付き合っていくということでよろ
しいですね。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　民間の外交という形で、日本の
各地域と台湾とも交流を進めておりますので、沖縄県
もそのように行っていけるというように考えておりま
す。これまでも行ってまいりましたし、これからもそ
のように取り組んでいきたいと思います。
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○赤嶺　昇 議長　座波　一議員。
○座波　　一 議員　それは後の議論をもってやろう
と思いますが、次に行きます。
　沖縄県民が先住民族か否か及び近現代史についての
県民議論の必要性について伺います。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　県では、これまで沖縄県民
が先住民族であるかどうかの議論をしておらず、また
県全体においても大きな議論となっていないことか
ら、このことについて意見を述べる立場にないと考え
ております。また、沖縄に関する歴史認識について
は、県民一人一人の考えや思いなど様々であり、それ
ぞれが尊重されることが重要であると考えておりま
す。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　座波　一議員。
○座波　　一 議員　国連が６回も勧告を出したその
中で、県議会でも質問が相次ぐ状況の中で、県民もそ
の問題に気づき始めています。そういうときにも、今
の答弁のように、いつまでも、議論はしていないとい
うようなことでもう逃げるわけにはいかない。問題は
もう、そういうレベルじゃないんですね。日本政府に
どのような説明をするんですか。それもしないんです
ね、今後も。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　繰り返しになりますが、沖
縄に関する歴史認識等については、県民一人一人の考
え方や思いなどが様々あると思います。それぞれが尊
重されることが重要であるというふうに考えておりま
す。
○赤嶺　昇 議長　座波　一議員。
○座波　　一 議員　先日、知事が国連に行って、先
住民族の問題を市民外交センターの枠でやった。これ
はもう、その先住民族という位置づけで議論をしてい
ると、スピーチをしているというふうな見られ方をし
ている。それに知事は反論できますか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　先般の国連訪問で私は、沖縄の
先住民族としての地位やその名誉といった発言は一切
しておりません。
○赤嶺　昇 議長　座波　一議員。
○座波　　一 議員　じゃ知事は、この先住民族とい
う問題は、今問題じゃないという認識なんですね。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　社会においては、いろいろな
方々が先住民族について研究をし、あるいは様々な意

見を表出しているということを承知しているというこ
とです。
○赤嶺　昇 議長　座波　一議員。
○座波　　一 議員　承知しているが、議論は必要な
いということですか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　そのような先住民族であるかど
うかは、まさに県民の皆さんで話し合い、考えていた
だいて、いろいろな意見をお互いに交換すればよろし
いのではないかと思います。
○赤嶺　昇 議長　座波　一議員。
○座波　　一 議員　知事は関係なしに、県民がやっ
てくださいということですか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　公室長が最初にお答えさせてい
ただきました。重複するようで恐縮ですが、県では、
これまで沖縄県民が先住民族であるかどうかの議論は
しておらず、また県全体においても大きな議論となっ
ていないことから、このことについて意見を述べる立
場にはないと考えております。
○赤嶺　昇 議長　座波　一議員。
○座波　　一 議員　少なくとも私の周辺では、もう
99％、先住民族ではありたくないという意見のほう
が圧倒的ですよ。そうなんですよ。あれ、知事、この
笑いは何ですか。私が言っていることがおかしいです
か。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　議員がそのように周囲の方々と
いろんな話をして、そういう方々はそういう考えにあ
るということについて意見をいただくということは、
非常にいいことであると思います。しかし、一つの意
見だけがその一つの論調をつくるのではなく、様々な
言葉が、意見が、大きな論調をつくっていくというよ
うに思いますので、そういう意見はやはりそれぞれに
尊重されるべきであろうという考えです。
○赤嶺　昇 議長　座波　一議員。
○座波　　一 議員　ですから、議論は必要であり、
沖縄県民の長たる県知事として、そういう問題を真っ
正面から今議論すべきだというのが、私の趣旨です。
　よろしくお願いします。
　それで、先日、代表質問の中で、琉球・沖縄の歴史
教育ということが出ました。それにつきましては、ど
のような内容で位置づけていくのか、これ教育長なん
でしょうか。教育長、質問には入れていませんが、ど
ういう意味で――例えば、先住民族問題がどうしても
出てきます。そういった問題をこの歴史教育にどう位
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置づけるのか、考えていますか。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
○半嶺　満 教育長　沖縄の琉球歴史教育につきまし
ては、小・中・高、各発達段階に応じて、各学校で段
階的に今教育を行っているところであります。この先
住民等については、今、教育課程の中にもございませ
んので、学校教育の指導の中では扱ってはいないとい
う状況です。
○赤嶺　昇 議長　座波　一議員。
○座波　　一 議員　次です。
　自民会派が要請した県職員による議会中の会派室内
の飲酒の事実調査について伺います。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　県では、本事案に関して、
対象職員に対し聞き取り調査を行いました。その結
果、令和５年９月議会の開会日において、本会議の休
憩中、勤務を終えた職員２人が議員に招かれ、17時
から20時までの約３時間にかけて、会派室で飲酒を
行った事実が確認されました。現在、過失の程度等に
ついて審査を行っているところでありまして、結果に
ついては、後日議会に対して御報告したいと考えてお
ります。
○赤嶺　昇 議長　座波　一議員。
○座波　　一 議員　議員に招かれて、会派室で飲ん
だということであります。その処分については、まだ
出ていないということでいいんですか。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　先ほど申し上げたとおり、今
審査を行っている途中でございます。
○赤嶺　昇 議長　座波　一議員。
○座波　　一 議員　これは、招かれたとはいえ、職
員は大変やってはいけないことをやってしまったと思
います。本当にこれは議会を冒瀆する大問題ですよ。
それについて知事、その議員に招かれてというこの背
景がある。ほかにどういった背景があるか分かりませ
んが、その重大であるという認識は持っていますか、
知事。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　本会議の休憩中に職員が会派室
で飲酒を行ったということについては、勤務時間外で
あったとはいえ、本会議の再開に向け、議員及び多く
の職員が待機している状況への配慮に欠けた行為で
あったと考えております。私は任命権者の責任とし
て、職員一人一人がいま一度公務員として議会との関
係等において、県民の不信や疑念を招くような行為を
控えるよう服務規律の徹底を図ることで信頼回復に努

めてまいりたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　座波　一議員。
○座波　　一 議員　これは、決して処分して終わる
ようなレベルの問題じゃない。これは非常に大きな問
題ですよ。職員もかわいそうですよね、ある意味。招
かれて、飲みたくない酒を飲んだかも分からない。そ
ういうことかもしれない。
　休憩をお願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時45分休憩
　　　午後４時45分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○座波　　一 議員　次、国補正予算の重点支援地方
交付金による畜産酪農等への営農継続緊急支援につい
て伺います。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　県では、酪農家や肉用牛農家など畜産農家の飼料費
負担軽減を目的に、令和５年６月補正予算において配
合飼料価格差補助緊急対策事業を実施し、飼料購入費
の一部補助を行っております。また、子牛価格が大幅
に下落していることから、県では国が実施する肉用子
牛生産者補給金制度等に加え、県独自の沖縄県和牛子
牛価格安定特別対策事業により補塡金を交付しており
ます。
　県としましては、引き続き、国の動向を注視しつ
つ、関係者及び生産者団体等と意見交換を行いなが
ら、畜産農家の経営安定に努めてまいりたいと思いま
す。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　座波　一議員。
○座波　　一 議員　農林水産部からは、昨年２月も
危機的な酪農家に対する経営力強化を支援するという
答弁があったんですね。先日も島袋会派長から、和牛
生産の支援に取り組むという強い要望がありました。
私は、酪農家の支援も併せて強く要望したい。そして
同時に、農業産出の50％を占める畜産、沖縄全般の
業界の支援を今やるべきなんです。今、大変窮地に
陥っております。今、南城市に酪農家は結構集中して
あるんですが、県内260戸あった酪農家が今60戸に
激減しているんです。しかも、若い経営者、一家の後
継者がいっぱいるんです。そういった彼らがもう酪農
をやめようかというこの時期、そこに先ほどから議論
があるとおり、どういった緊急支援ができるかとい
う、この問題に今来ています。直近の情報では、沖縄
公庫に畜産農家の借入れの申込みが殺到していると。
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急増しているんです。その実態をつかんでいますか。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　酪農――細かいのはあれ
なんですけれど、畜産農家ということで、公庫のほう
に資金の相談があるということは聞いております。
　酪農支援でございますけれども、県では、令和４年
度の緊急対策としまして、生乳生産量増産のために県
外から優良乳用牛を導入、そしてまた市場価格の高い
和牛子牛生産のための受精卵を生産する黒毛和種雌牛
の導入に対し、補助を行っております。導入した乳用
牛は既に生乳生産をしておりまして、また、受精卵移
植した乳用牛からは来年６月に和牛子牛が生まれる予
定であることから、生乳生産量の増加と和牛子牛の売
上げによる酪農家の経営改善が期待できます。
　県としましては、配合飼料価格差補助緊急対策事業
と併せて、引き続き酪農家の経営安定に努めてまいり
たいと思います。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　座波　一議員。
○座波　　一 議員　だから長々とやっていることを
言ってますけれども、やっているんだったら、なぜ公
庫に今、借入れが殺到しているんでしょうか。経営危
機に瀕しているんでしょうか。やっていることが本当
に浸透していますか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時50分休憩
　　　午後４時50分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○座波　　一 議員　子牛価格には、価格調整制度が
ありますよね、国も県も。ですが、酪農にはないんで
すね。メーカー買取りということに任せて。これは非
常に不安定なんです。メーカーは20円上げたと言っ
ているけど、実際いろんな製品の割り振りの中で、手
取りが６円ぐらいしか上がらないという現状。そう
いった現場の声も拾いながら、本当に酪農家が生きて
いける道筋を模索しないといけないと言いたい。北海
道では、酪農支援に補助金を出しています、今回の地
方創生交付金から。そういったことをやる、できるん
です、この今回の交付金は。自由度が高いという意味
では、本当に考えるべきじゃないかと思っています。
どうですか。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　今年度の酪農支援事業ですけれども、県のほうで
は、これまでに酪農家で生まれた雌子牛を家畜改良セ
ンターのほうで預かりまして、育成、妊娠させて酪農

家へ引き渡す、優良乳用牛育成供給事業を実施してお
ります。それに加えて、令和５年度からは、遺伝的に
病気に強く生乳量の多い雌牛を選定し保留する乳用牛
長命連産化改良事業を実施しております。昨年度から
県酪さん、そして酪農生産家の方と意見交換を進めて
いるところなんですけれども、引き続き酪農の生産振
興に努めてまいりたいと思います。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　座波　一議員。
○座波　　一 議員　次、沖縄県のギャンブル依存症
対策推進計画とオンラインカジノ対策の取組について
伺います。
○赤嶺　昇 議長　保健医療部長。
○糸数　公 保健医療部長　お答えいたします。
　ギャンブル依存症対策推進計画についてですが、
ギャンブル等依存症対策基本法第13条に基づき、各
都道府県は実情に即したギャンブル等依存症対策推進
計画を策定するよう努めなければならないとされてお
ります。ギャンブル等依存症は、多重債務をはじめ当
事者やその家族も生活に深刻な問題が生じることも多
く、必要な支援は複合的に行う必要があります。その
ため、沖縄県は令和６年度に医療、保健、福祉、教
育、警察、自助組織、そして遊戯業事業者等の関係者
から成る協議会を設置し、その意見を踏まえ計画を策
定する予定としております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　取組についてお答
えいたします。
　海外で合法的に運営されているオンラインカジノで
あっても、日本国内からウェブサイトに接続して賭博
を行うことは犯罪であり、警察庁及び消費者庁におい
ては、消費者が違法性を認識せずに犯罪に関わってし
まうことを防ぐために、共同で注意喚起を行っており
ます。
　県としましても、ホームページ上でオンラインカジ
ノに関する注意喚起を行うとともに、消費生活セン
ターに相談が寄せられた場合には、必要に応じ、警
察、法テラス、弁護士会などの関係機関を案内するな
ど、適切に対応してまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　警察本部長。
○鎌谷陽之 警察本部長　オンラインカジノ対策でご
ざいますけれども、全国的に見ますと、オンラインカ
ジノによる賭博事件で店舗関係者、あるいは客が検挙
される事例というのがございます。県内の関係では、
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県警察による検挙事例ではございませんけれども、本
年９月に警視庁等の合同捜査本部が摘発したオンライ
ンカジノによる賭博事件で、県内居住者１名が常習賭
博の幇助犯として検挙されております。賭博事犯につ
きましては、客が高額な配当を目当てに安易に犯罪に
手を染めたり、あるいは店側の収益が暴力団等の資金
源となっている実態がうかがわれるところでございま
す。
　こういった実態を踏まえまして、県警察では、イン
ターネット空間におけるサイバーパトロール、警察安
全相談等を通じまして、オンラインカジノに係る違反
情報の収集、また全国警察で連携した取締りを徹底す
るとともに、関係機関と連携した規範意識の向上や各
種媒体を活用した広報啓発活動を推進してまいりま
す。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　座波　一議員。
○座波　　一 議員　沖縄に多いとされるギャンブル
依存症の実態は、沖縄県は把握されていません。ギャ
ンブル依存症で子供の貧困、そして家庭の貧困、まし
てや自殺率の高さなども恐らく関係していると思いま
す。これは重要なことですから、ぜひ実態を把握して
やってほしい。47都道府県のうち、11県がまだ計画
を制定していない。これに沖縄県が入っているんで
す。急がなければいけないということを申し上げた
い。
　そして、またオンラインカジノは賭博ですね、日本
国内では。しかしながら、海外に接続すれば自由にで
きるという、非常に恐ろしいようなものがあるらしい
です。だからこれを県、そして県警、連携してこれを
啓発、警告しなければいけないと思っております。そ
れで何らかの形で、政府にもこのアクセスを遮断する
ようなブロッキングを、対策を求めるべきじゃないか
と思っておりますが、いかがですか。
○赤嶺　昇 議長　保健医療部長。
○糸数　公 保健医療部長　先ほど申し上げましたよ
うに、次年度、関係機関と現状のデータを見ながら、
それからそのオンラインカジノを含めてどうやって防
ぐかというふうなことについて関係機関で協議をして
いきますので、その中で有効な対策について検討して
いきたいと考えております。
○赤嶺　昇 議長　警察本部長。
○鎌谷陽之 警察本部長　御指摘のとおり、このオン
ラインカジノにつきましては、特にこの店舗型でない
無店舗型で、パソコンであるとかあるいはスマホでア
クセスができるということで、潜在化するおそれとい

うのが非常に強いものでございます。その実態につい
て、よく情報収集をするとともに、その対策について
よく政府とも連携して考えてまいりたいというふうに
思います。
　以上です。
○座波　　一 議員　知事はいいですか。どうもあり
がとうございました。
○赤嶺　昇 議長　呉屋　宏議員。
○呉屋　　宏 議員　順序を変えてやりたいと思いま
す。
　まず、我が党関連から少しだけ触れさせていただき
たいと思いますけど、中川議員の代表質問の振興税制
のところ。私、あれ、答弁を聞いていて非常に違和感
を持ったんですね。何で福祉部が揮発油税をやってい
るのかなというのがあって、あまりにも守備範囲が広
過ぎないか。これ組織改編すべきだと、僕は提言をし
ておきたいと思います。全く分野が違うと思います
よ。これみんな違和感を感じたと思います。よろしく
お願いします。提言だけです。
　一応、意見聞きましょうかね、福祉部。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　揮発油税の軽減措
置については、県民生活に広く影響があるということ
から、当部が所管しております。担当は、消費・くら
し安全課という課になっているところでございます。
実際には、税制改正要望を取りまとめている企画部と
連携しまして、内閣府等の調整等を進めているところ
でございまして、今回の延長につきましても引き続
き、緊迫感を持って取り組んでまいりたいと考えてお
ります。
○赤嶺　昇 議長　呉屋　宏議員。
○呉屋　　宏 議員　やりたいって言うんだったら、
別に僕は反対はしないけど。だけど、どう考えたって
この――僕は各部の課が幾つあるかっていうのも調べ
たんだよね。あなた方のところ、９課あるんでしょ
う。これを見ていても、特にこの知事公室長なんか、
これ６課なんだよね。だからそういうことを考えて割
り振りが均等になっているのかな。ましてやそれは、
福祉だけで９課あるんだったらまだ分かるけれども、
全然違うのが入ってくると、なかなか深掘りできない
と思うよ。まあまあ宮平さん、やりたいんだったらど
うぞやってください。
　次に普天間飛行場の代替施設建設事業のところ、こ
れも中川議員のところですけれども、僕はこれを聞い
ていてとっても違和感を感じていて、知事が、政策だ
から新基地を認める、辺野古新基地という言葉を認め
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る。池田さんもいらしていたんだけれども、百歩譲っ
て、もう知事だからそれはいいよと。しかし部長たち
がそれを使うっていうのはどうなのかなというのは、
本当に違和感を感じました。だから、僕はここはしっ
かりと議論をすべきだと思っていますから、そこはも
う１回考え直していただければ、これまだ決着はつい
ていないと見てますので、ぜひそこのところは議論を
すべきだと思います。それで今、そういうような形で
知事がそう思うのであれば、今日の新聞なんか、こ
れ、あれでしょう。池田さんが与那国の町長に答えた
ところでいくと、疑問点を国に照会している。需要予
測も踏まえながら、しっかり町と国と連携して検討し
たい。これ前向きな話に近くはなるけど、そういうこ
とですか。この与那国に軍港だとか――軍港じゃな
い、港を増設したりっていう、それ、どうなのか。
○赤嶺　昇 議長　池田副知事。
○池田竹州 副知事　その答弁の前後のほうで、県議
会代表質問でも、いろいろと懸念の意見もあると。そ
の辺もしっかりと解消して対応していきたいというこ
とも申し添えてございます。
○赤嶺　昇 議長　呉屋　宏議員。
○呉屋　　宏 議員　まあ、いいや。通告はしてない
から。
　じゃ順番に行って、教職員のメンタルのものは最後
にしたいと思います。
　まず、２番の外国人の留学生と沖縄経済についてと
いうところがありました。今現在、我々沖縄県は、働
き手が非常に少ない状況にあります。この対策、昨日
石原議員に、商工労働部長がるる答えていましたけ
ど、今どんな状況ですか。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えいたします。
　県内では、令和４年８月以降、求人数が求職者数を
上回る状況が続き、有効求人倍率が15か月連続で１
倍を超えるなど、多くの業種で人手不足が顕在化して
おります。そのような状況の中、企業におきまして
は、収益機会の喪失や業務過重による従業員の離職と
いった課題があるなど、人手不足が県経済の成長の妨
げとなる懸念があると認識しているところでございま
す。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　呉屋　宏議員。
○呉屋　　宏 議員　私、９月でしたか、提言をしま
したね。一般質問でその外国人の留学生、これ今、週
28時間だから、それを少しでも延ばすことができな
いかと。この後検討しましたか。どうですか。

○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えいたします。
　外国人留学生の就労時間数の拡大につきましては、
平成29年６月に、九州地域戦略会議から国に要請し
たというところでございますが、その後、同制限は緩
和されておりません。同会議による再提案というとこ
ろで、議員のほうから御提案いただいたところです
が、九州各県と意見をすり合わせた上で進めていく必
要があることから、九州各県に対しまして、現状そし
て関係機関等の要望を踏まえた意向を確認していると
いうところでございます。あわせまして、国家戦略特
区制度における規制改革事項の提案につきましても、
留学生及び日本語学校のニーズを確認しながら、活用
できるかというところの検討を進めているというとこ
ろでございます。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　呉屋　宏議員。
○呉屋　　宏 議員　僕が言っているのは、29年の話
をしているんじゃないんだよね。今どんどんどんどん
有効求人倍率上がっているって言うんだから、であれ
ば当然のことながら、この有効求人倍率をどうやって
落としていくかっていうことを考えなければいけな
い。苦しんでいるんだよ。表に出てくる数字だけでそ
れを捉えたら駄目ですよ。だから僕は、前回の議会で
提案したものを今まで検討しましたかと聞いているん
だよ。九州知事会だとかそういうものを僕は聞いてる
わけじゃない。沖縄県庁で議論をしたのかって聞いて
いるんです。もう一度。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後５時５分休憩
　　　午後５時５分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えいたします。
　先ほど申し上げました九州地域戦略会議が、年明け
５月頃に予定されているというところでございます
が、そこに向けて会議開催の２か月前頃に議題の調整
を行うということがございますので、現在それに向け
まして、九州各県のほうに意見照会をしていると。あ
わせまして、沖縄県としてどういう取組をしていくか
というのを検討しているというところでございます。
あわせまして、こちらも先ほど申し上げましたところ
ですが、国家戦略特区制度を活用した提案というのも
検討しておりまして、こちらは留学生そして日本語学
校等の状況を確認しているという状況でございます。
この辺の意見を集約して、３月頃までを目標に両方の
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提案が可能かどうかというところを、今検討を進めて
いるというところでございます。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　呉屋　宏議員。
○呉屋　　宏 議員　今の話を聞いたら、検討して会
議をやったっていうことにはならないと思いますか
ら、しっかりと沖縄の経済界ともっと議論をすべきだ
と思いますよ。
　次へ行きます。時間がありませんので、交通渋滞の
対策。
　私は３年前でしたか、12月議会でたしか上原さん
でしたかね、当時部長が。普天間から大謝名までのパ
イプライン線をもう一回敷き直してくれないかと。そ
れも今は市道になっているけれども、県道でやったら
どうかということも僕は言いました。あの後、これど
うなっていますか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えをいたします。
　当該道路は、県道那覇宜野湾線の終点である宜野湾
市真志喜から喜友名を結ぶ道路であると認識をしてお
ります。県では、渋滞緩和の効果が期待されることか
ら、最新のデータに基づく交通量の予測を行い、ルー
ト案を作成し、現在宜野湾市と意見交換を行っている
ところであります。引き続き、整備の可能性や事業主
体等についても検討していきたいと考えております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　呉屋　宏議員。
○呉屋　　宏 議員　これはパイプライン線、それも
大謝名まで、大謝名、真栄原とを結ぶこの交差点。こ
この大謝名小学校のいわゆる東側、ここを通っている
パイプラインは県道なんだよね。ところが県道34号
線と交差して、今度宜野湾側に行くと、これは市道に
なるわけだよね。この県道をそのまま延長しようって
いう話なんだから、宜野湾市はもうオーケーしてるわ
けだから、どんどん進めていってほしいと思います。
それと何よりも非常に渋滞が顕著な大謝名－真栄原
間、この実態をどう考えていますか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　宜野湾西原線の大謝名か
ら真栄原までの区間については、沖縄地方渋滞対策推
進協議会において、主要渋滞区間として抽出されてお
ります。県ではこれまでに、真栄原交差点の右折帯の
延長やバス停留所のバスベイ型への改良を行っており
ます。今年度は主要渋滞箇所である大謝名交差点に
おいて、宜野湾西原線から国道58号への右折２車線
化、左折２車線化の工事を実施し、さらなる交通渋滞

の緩和に向け取り組んでまいりたいと考えておりま
す。
○赤嶺　昇 議長　呉屋　宏議員。
○呉屋　　宏 議員　ぜひここは、一日も早い解決を
してもらいたいと思います。宜野湾のことをやってお
かないと大変だからね。もう一つ、私何度か県警の皆
さんともいろいろ話をして、この信号機の時間を調整
することによって、随分緩和されている。そういうと
ころが顕著に見えます。ですから、今後この会議で、
渋滞しているところを土建部と県警の皆さんが合同会
議をもっと頻繁にやったらどうかと思うんだけど、ど
うですか部長。県警本部長にもお聞きします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後５時９分休憩
　　　午後５時９分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　先ほどお答えいたしまし
た渋滞対策推進協議会のほうには、交通管理者である
警察のほうにも御参加をいただいているところでござ
いまして、必要に応じ、個別箇所についても意見交換
を行いながら対策を検討してまいりたいと考えている
ところでございます。
○赤嶺　昇 議長　警察本部長。
○鎌谷陽之 警察本部長　同様でございますけれど
も、県警のほうでも、この地方渋滞対策推進協議会に
参加させていただいておりますし、また、現場レベル
で様々な形で意見交換させていただいておりますの
で、より活発に連携を強化いたしまして、渋滞緩和に
努めてまいりたいというふうに考えております。
○赤嶺　昇 議長　呉屋　宏議員。
○呉屋　　宏 議員　さっき言った大謝名交差点、こ
れ夕方になると、那覇から北向けに行きますと真栄原
へ右折ができないんだよ。２台、３台しか行かないん
だよ。だけど突っ込んでくるもんだから、今度は北か
ら南に向かっている車が止められている。これ、信号
の調整じゃないかとも思ったりするんだよね。だから
そういうところを、よく県警と相談しながらやってく
ださい。
　県営公園について、県営公園、中城の公園がありま
すけど、これ一体いつ完成するのかがちょっと気に
なっているんだけど、どうですか。まず、県営公園と
は何かという考え方を伺いたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　県営都市公園の考え方に
ついてお答えします。
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　都市公園は、人々のレクリエーションの空間となる
ほか、良好な都市景観の形成、都市環境の改善、都市
の防災性の向上、生物多様性の確保、豊かな地域づく
りに資する交流の空間など、多様な機能を有する都市
の根幹的な施設であると認識をしております。
○赤嶺　昇 議長　呉屋　宏議員。
○呉屋　　宏 議員　それからすると、この中城公園
というのは、本当にいい場所にあり、それにいい大き
さなんですよね。私は目の前がそれだから、いつも見
ているんだけれども、子供たちのにぎやかな声が聞こ
える。それで、もう休みのたびに車があふれている。
そんな公園なんだけど、残念ながら実はここに高齢者
のレクリエーションがないんだよ。これもう子供の遊
び場と、あとキャンプ場なんだ。これ前回の議会でや
りましたけどね。これ僕は提案方、どうにか――もう
一発やりますけど、３番の質問の中にパークゴルフ
場を設置してみたらどうか。実はこれ、36ホールの
パークゴルフ場というのは、今、国頭の安田にしかな
いんですよ。あとは離島の久米島にしかない。これ
みんなあっちこっちの市町村が造るけど、中途半端
に18ホールしか造らない。実は、大会をやるのは36
ホールないとできないんだよ。部長、部長。決意表
明。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　議員御提案のパークゴル
フ場につきましては、中城公園基本計画との整合性を
考慮しながら、今年度再開する中城公園整備促進連絡
会議や関係機関との意見交換を踏まえ、その設置の可
能性について検討してまいりたいと考えております。
○赤嶺　昇 議長　呉屋　宏議員。
○呉屋　　宏 議員　都市公園課を呼んで、あなた方
あの東側にあの広さに何造ろうとしているのかと聞い
たら、何て言ったかというと、畑を作るって言うんだ
よね、お年寄りのための。一部のお年寄りのために畑
を作るのかと。その北側には耕作放棄地があるんだ
よ。道をまたいだ反対側には。あそこをそのまま畑に
して、ここはお年寄りがみんなであっちこっちの市町
村から来て遊べるような、そんなものをつくるべきだ
よと。一部の高齢者のために畑を作るというのはナン
センスだ。僕はそう思っていますので、もう一回検討
し直したほうがいいんじゃないかなと思っていますか
ら、もうこれ以上パークゴルフ場の話はしません。
　農林水産部にお聞きします。
　今、陸上養殖の事業は順調に推移をしているんです
か。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。

○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　本県では、クルマエビと海ブドウの陸上養殖が営ま
れており、生産量日本一を誇っております。近年で
は、シラヒゲウニの陸上養殖が注目されており、民間
企業の参入も見られ、養殖システムや餌の改良などに
より実用化に近づいていると聞いております。県で
は、クルマエビの新たな系統の導入や海ブドウの生産
安定技術開発のほか、シラヒゲウニでは沖縄振興特別
推進交付金を活用した養殖コストの削減などに取り組
んでいるところであります。
　県としましても、引き続き、本県陸上養殖の振興に
努めてまいります。
○赤嶺　昇 議長　呉屋　宏議員。
○呉屋　　宏 議員　ぜひこれを広げてほしいと思う
のは、実は私はこの実態を聞いて、このウニの実態を
聞いてびっくりしたんだけれども、バフンウニと言わ
れている北海道辺りで捕れているのは、これが出荷ま
でに４年ぐらいかかるんだそうですね。だけど、シラ
ヒゲウニは７か月で成長するんだよ。それで、この間
その会社が市場の調査をしたらしいんだけど、公設市
場で１個3500円で売っているんだそうだ。もちろん
3500円が固定価格ではなくて、2500円とか3000円
もあるんだろうけれども、こういう品質のいいものが
今沖縄ですぐ捕れるようになっている。だから、もう
頑張ってとにかく農林水産部、たたかれるところは
いっぱいあると思うんだけど、頑張ってこれやってい
ただきたいと思います。
　じゃメインになった、教師のメンタルヘルスについ
てさせていただきます。
　教師の現在の休業の状況について、増加傾向か減少
傾向にあるのか説明をしてください。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
○半嶺　満 教育長　お答えします。
　過去10年における教育職員の精神疾患による病気
休職者数は、平成25年度から平成30年度までは170
人前後で推移をしておりましたが、令和元年度から
増加傾向となっておりまして、令和４年度は229人と
なっております。
○赤嶺　昇 議長　呉屋　宏議員。
○呉屋　　宏 議員　令和４年度は、まだ調査が出て
いないですよね。こういう事務点検、評価が。これ直
近の――皆さんもうこれ印刷に送っているっていうわ
けだから、印刷してるんでしょ。発注したっていうわ
けだから。だからその数字は分かるはずだ。令和４年
度は幾らになっているんですか、休職者は。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
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　　　午後５時17分休憩
　　　午後５時18分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　教育長。
○半嶺　満 教育長　病気休職者全体は、令和４年度
381人ですが、このうち精神疾患休職者は229人、こ
れは令和４年度の最新であります。
○赤嶺　昇 議長　呉屋　宏議員。
○呉屋　　宏 議員　この精神疾患の要因はどこにあ
るんですか。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
○半嶺　満 教育長　この精神疾患の理由につきまし
ては、これまで我々も様々検討してきているところで
ありますが、この仕事面あるいは私生活面、その他
様々な背景があるというふうに考えられておりまし
て、いまだこの要因、背景については特定までは今
至っていない状況であります。あの……、そういう状
況でございます。
○赤嶺　昇 議長　呉屋　宏議員。
○呉屋　　宏 議員　分からないって言われたら、俺
どうしようかな。これ、議員の皆さんにもお伝えを
したいんですけど、僕これ、全部調べてみたら――
今、220名って言ってましたよ。知事、よく聞いてく
ださいよ。これ大変な問題ですから。220名。ところ
が、これ平成20年、今から15年前、ここでもう156
名いるんだよ。これから３年に１回、10名単位で増
えていくんだよね。直近が令和３年で199名。これが
今220名になっていると言っている。これ皆さん、全
国で一番高いんですよ。220っていう数字は大したこ
とない。ところが、教職員数に対する220名というの
は、1.29、これ全国一ですよ。これ、僕はこの三、
四年の話なんだろうと思って聞いていたら、調べれば
調べるほど、あれっと思っているのがどんどん出てき
ている。僕は、教育長、皆さんの教育委員会にこれ一
緒に対策するから――これ実はモンスターペアレン
ツっていう問題も要因の中に入っている。これが恐ら
く大半を占めているんだろうと思う。だけどこれは、
学校ごとの数字を出してくれと――出さない。市町村
ごとに出してくれと言っても出さない。僕は宜野湾市
で、15名程度で弁護士も入れて、校長先生、ＯＢた
ちも入れて、15名ぐらいで宜野湾市の教育委員会に
グループを設置して、その父兄からの文句は、全部こ
こで引き取ろうというようなものをつくろうとしてき
た。ところが、この数字が出てこない。僕、宜野湾市
長に何て言うのか。こんな数字だから大変でしょう。
だからみんなでやりましょうよってことを言うにして

も、数字がない。もう、あなた方の組織は全部クロー
ズ。出さない。これ何で出さないんですか。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
○半嶺　満 教育長　今議員から、その対策について
御提言をいただいていることは、非常に感謝を申し上
げます。
　この精神疾患の取扱いについては、非常に慎重にあ
るべきだというふうに我々考えております。つまり
今、働きたくても心身に不調を来して療養されている
方々がいらっしゃる。その方々について配慮しないと
いけないというふうな視点であります。市町村ごとに
精神疾患による休職者を公表することは、まず１つ
は、個人を特定させるおそれがあるということであり
ます。それから、学校現場における児童生徒、保護者
その他関係者の反応、それから精神疾患により休職し
ている今話しました職員の負担等、この市町村の教育
行政に与える影響等、そういうことが大きいというふ
うに我々は考えておりまして、慎重に対応させていた
だいているところでございます。
○赤嶺　昇 議長　呉屋　宏議員。
○呉屋　　宏 議員　今の話、皆さん聞きましたか。
知事、これ平成20年からあるんですよ、ずっと。だ
けど、教育委員会だけで対策できないからこうなって
いるんでしょ。
　ここに実はもう１つ、令和４年度の沖縄県教育委員
会の事務点検評価書というのがあります。これ僕は見
てびっくりしたんだけど、各施策がそこでどうなって
いるかっていうのを見ました。教職員等の労働環境の
改善・充実という項目の中の、心の健康づくり支援事
業――進捗状況、順調。順調ですよ。労働安全衛生管
理体制の整備、順調。これ何年、順調と書かれている
と思いますか。３年も４年も、順調と書いてあるんだ
よ。これ順調なんですか。事業を確かに推進してい
る。事業は何のためにやるのか。これ、抑えるための
事業でしょう。事業はやっているけど増えているんだ
よ。知事、どう思うか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　昨今の教職員をめぐる様々な環
境が非常に激化しているということについては、教育
委員会のみならず、各市町村においてもそのような課
題が深刻化しているということを聞いております。こ
の取組が順調に進んでいるということは、それだけ
しっかりと取組そのものは進めることができていると
いうことなんですが、しかし、先ほど教育長からあり
ましたとおり、やはりこの教職員の精神疾患という非
常にデリケートな問題でもあるというところから、な
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かなか連携がうまく取れていないということの反省は
しなければならないと思います。ですから、そのこと
については、教育庁と我々の担当部局ともしっかり連
携をして、本当の現場の先生方の、このいわゆる病気
が改善できるような、そういう実のあるプログラムを
提供していきたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　呉屋　宏議員。
○呉屋　　宏 議員　もう三役が入って、先生方がこ
れだけ休んだときにどこに問題が起こるかっていうの
は、子供たちに影響があるんですよ。ここはしっかり
しないと、今から沖縄を担っていこうとする子供たち
を、今の教育の状況でいいのか。だから私は、もっと
オープンにすべきだって言ってるわけですよ。じゃ
さっき言ったように、個人が特定されるって言うんだ
けど、これ本当に個人が特定されると思いますか。沖
縄県には個人情報保護審査会というのがある。そこに
かけてみたのか。特定されるんですか、本当に。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
○半嶺　満 教育長　市町村あるいは学校規模によっ
ては、非常に小規模の学校がありますので、そういっ
た視点で特定される可能性があるというふうなことは
申し上げたところでありますが、やはりどうしてもこ
の慎重に――先ほど申し上げました、今療養されてい
る、いろいろ不安を抱えながら療養されている方々、
そういった方々の立場もしっかりと配慮するという視
点で今申し上げているところでございます。
○赤嶺　昇 議長　呉屋　宏議員。
○呉屋　　宏 議員　さっき僕が紹介した事業は、も
う何年前からやっていると思いますか、この事業。
10年余り前からやって効果が出てないんだよ。それ
でおまけに皆さんが――これ何、今年の９月26日に
出した、沖縄県立学校の教育職員の業務量の適切な
管理等に関する規則。ここに残業時間は１か月に45
時間以内にしましょうと書いてあるんでしょう。45
時間ですよ。皆さんがこれを決めている。それと、次
の項目に何て書いてあるかって、１か月につき100時
間未満とも書いてある。忙しい月は、それでも１か月
100時間以内には抑えてねと書いてある。これ大丈夫
ですか。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
○半嶺　満 教育長　御指摘のとおり、この方針を掲
げてありますが、それをしっかりと実効性のあるもの
にするために、今年度、働き方改革推進課を立ち上げ
まして、今、鋭意取り組んでいるところでございま
す。
○赤嶺　昇 議長　呉屋　宏議員。

○呉屋　　宏 議員　僕は、これ６月からメンタルヘ
ルスの問題をやってきたんですけれども、今の体制で
メスが入るかっていうと、多分こんなクローズ体制で
は無理ですよ。できない。だから、どんどんどんどん
まだ増えていく。だって皆さんの対策はもう何年前か
らやっているから、効果がないんだのに。もっと先生
方、厳しくなっていきますよ。僕はこれ恐らく、学校
内のいじめもあると思う、先生同士の。父兄からもや
られる、先生方同士もいじめに遭う。いろんな要因が
ここの中にあると思うんですよ。教育長は、今後この
対策、抜本的にどこをやればいいと考えていらっしゃ
るのか。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
○半嶺　満 教育長　お答えします。
　これまでも、この対策は様々打ってまいりました。
その基本体制が未然防止、そのための予防体制、この
悩みに寄り添うための相談体制、そしてスムーズに復
職につなげるための療養及び復職支援、これをまずさ
らに強化を図っていかなければいけないと。特に重要
な視点は、予防であると思っております。そういうふ
うな症状に陥る前に、先生方しっかりと話ができる、
相談ができる、そういう体制が重要であると思ってお
ります。そのために今那覇市と連携をして、相談体制
の在り方等について、新たな見地がないかということ
を今研究しているところでありますので、その辺を
しっかりとさらに新たな方法を――今ＩＣＴを活用し
た相談体制について、オンラインの相談体制について
研究しているところでありますので、しっかりとまず
そういう症状にならないように未然防止、これがまず
重要であるというふうに考えております。
○赤嶺　昇 議長　呉屋　宏議員。
○呉屋　　宏 議員　もう一つ、今僕らが議論してい
るのは、県立高校ですよね。小中学校はどうなってい
るんですか。皆さんは統計は持っていると思うんだけ
ど、大体どれぐらいになっているんですか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後５時29分休憩
　　　午後５時29分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　教育長。
○半嶺　満 教育長　先ほど申し上げました数は、
小・中・高全体の数でありまして、小学校でいいまし
たら精神性疾患による病気休職者の数は94人、中学
校につきましては62人というふうな状況になってお
ります。
○赤嶺　昇 議長　呉屋　宏議員。
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○呉屋　　宏 議員　教育長、これ皆さんが対策する
のは高校の教諭ですよね。小中学校じゃないですよ
ね。今の配置されている産業医、これ、各小学校、中
学校に配置されていますか。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
○半嶺　満 教育長　産業医の配置につきましては、
50人以上の事業所においては配置しなければならな
いということで、県立においては100％であります。
でも御指摘のとおり、小中については、まだ完全に配
置されていないと。様々な理由がありまして、その医
師の確保等が難しいというふうな課題もあって、まだ
全て100％済んでいない状況がありますが、そのこと
につきましては、しっかりと担当者と連携をしなが
ら、管理体制の構築に向けて進めていただくように連
携を図っているところでございます。
○赤嶺　昇 議長　呉屋　宏議員。
○呉屋　　宏 議員　僕はこの話をいろいろとさせて
いただいたときに、特別に那覇市だけがこの補助を受
けてやっているんですよね。だけど1300万、来年予

算がつくかも分からない。今年度からしかスタートし
ていない。これが現状ですよ。だから本当にやる気が
あるのかなというのをとっても感じるんですね。それ
こそ単費ででも、皆さんは那覇をずっとフォローして
いかないといけないんですよ。そこぐらいまでのこと
をやらなければ――これ那覇が一番多いと思う、見て
いても。皆さんの数字もらっていないから分からんけ
れども、多分これ都市化しているところが一番多い、
間違いなく。だから、そういうことを真剣に考えて今
後の対策は力を入れてほしいと思ってますから、これ
で時間ですから終わります。
　ありがとうございました。
○赤嶺　昇 議長　以上で、本日の一般質問及び議案
に対する質疑を終わります。
　本日の日程はこれで全部終了いたしました。
　次会は、12月11日定刻より会議を開きます。
　議事日程は、追って通知いたします。
　本日はこれをもって散会いたします。
　　　午後５時32分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

議　　　　　長	 赤　　嶺　　　　　昇

会議録署名議員	 上　　原　　　　　章

会議録署名議員	 比　　嘉　　京　　子
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令和５年12月11日

（第６号）

沖縄県議会（定例会）会議録令和５年
第 ４ 回





議　　事　　日　　程　第６号
令和５年12月11日（月曜日）

午前10時開議
第１	 一般質問
第２	 甲第１号議案から甲第３号議案まで、乙第１号議案から乙第20号議案まで及び認定第１号から認定第20

号まで（質疑）
	

本日の会議に付した事件
日程第１	 一般質問
日程第２	 甲第１号議案から甲第３号議案まで、乙第１号議案から乙第20号議案まで及び認定第１号から認定

第20号まで
甲第１号議案　令和５年度沖縄県一般会計補正予算（第５号）
甲第２号議案　令和５年度沖縄県中城湾港マリン･タウン特別会計補正予算（第１号）
甲第３号議案　令和５年度沖縄県流域下水道事業会計補正予算（第１号）
乙第１号議案　沖縄県知事及び副知事の給与の特例に関する条例
乙第２号議案　沖縄県職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例
乙第３号議案	 沖縄県知事等の給与及び旅費に関する条例及び沖縄県特別職の秘書の給与及び旅

費に関する条例の一部を改正する条例
乙第４号議案　沖縄県部等設置条例の一部を改正する条例
乙第５号議案　沖縄県道路占用料徴収条例の一部を改正する条例
乙第６号議案　沖縄県警察職員の定員に関する条例の一部を改正する条例
乙第７号議案　沖縄県水道料金徴収条例の一部を改正する条例
乙第８号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について
乙第９号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について
乙第10号議案　車両損傷事故等に関する和解等について
乙第11号議案　車両損傷事故に関する和解等について
乙第12号議案　部活動中の事故に関する和解等について
乙第13号議案　損害賠償の額の決定について
乙第14号議案　指定管理者の指定について
乙第15号議案　指定管理者の指定について
乙第16号議案　指定管理者の指定について
乙第17号議案　指定管理者の指定について
乙第18号議案　地域水産物供給基盤整備事業の執行に伴う負担金の徴収について
乙第19号議案　当せん金付証票の発売について
乙第20号議案　沖縄県教育委員会委員の任命について
認定第１号　令和４年度沖縄県一般会計決算の認定について
認定第２号　令和４年度沖縄県農業改良資金特別会計決算の認定について
認定第３号　令和４年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計決算の認定について
認定第４号　令和４年度沖縄県中小企業振興資金特別会計決算の認定について
認定第５号　令和４年度沖縄県下地島空港特別会計決算の認定について

令 和 ５ 年
第 ４ 回 沖縄県議会（定例会）会議録（第６号）

令和５年12月11日（月曜日）午前10時開議
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認定第６号　令和４年度沖縄県母子父子寡婦福祉資金特別会計決算の認定について
認定第７号　令和４年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計決算の認定について
認定第８号　令和４年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計決算の認定について
認定第９号　令和４年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計決算の認定について
認定第10 号　令和４年度沖縄県林業・木材産業改善資金特別会計決算の認定について
認定第11 号	 令和４年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定

について
認定第12 号　令和４年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計決算の認定について
認定第13 号	 令和４年度沖縄県国際物流拠点産業集積地域那覇地区特別会計決算の認定につい

て
認定第14 号　令和４年度沖縄県産業振興基金特別会計決算の認定について
認定第15 号　令和４年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計決算の認定について
認定第16 号　令和４年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計決算の認定について
認定第17 号　令和４年度沖縄県駐車場事業特別会計決算の認定について
認定第18 号	 令和４年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定

について
認定第19 号　令和４年度沖縄県公債管理特別会計決算の認定について
認定第20 号　令和４年度沖縄県国民健康保険事業特別会計決算の認定について
	

出　席　議　員（48名）
	 44　番　　赤　嶺　　　昇　議長
	 30　番　　照　屋　守　之　副議長
	 １　番　　島　袋　恵　祐　議員
	 ２　番　　喜友名　智　子　議員
	 ３　番　　國　仲　昌　二　議員
	 ４　番　　玉　城　健一郎　議員
	 ５　番　　上　里　善　清　議員
	 ６　番　　大　城　憲　幸　議員
	 ７　番　　上　原　　　章　議員
	 ８　番　　小　渡　良太郎　議員
	 ９　番　　新　垣　淑　豊　議員
	 10　番　　島　尻　忠　明　議員
	 11　番　　仲　里　全　孝　議員
	 12　番　　上　原　快　佐　議員
	 13　番　　瀬　長　美佐雄　議員
	 14　番　　次呂久　成　崇　議員
	 15　番　　新　垣　光　栄　議員
	 16　番　　山　里　将　雄　議員
	 17　番　　当　山　勝　利　議員
	 18　番　　當　間　盛　夫　議員
	 19　番　　金　城　　　勉　議員
	 20　番　　新　垣　　　新　議員
	 21　番　　下　地　康　教　議員
	 22　番　　石　原　朝　子　議員

23　番　　仲　村　家　治　議員
24　番　　玉　城　武　光　議員
25　番　　比　嘉　瑞　己　議員
26　番　　平　良　昭　一　議員
27　番　　仲　村　未　央　議員
28　番　　照　屋　大　河　議員
29　番　　山　内　末　子　議員
31　番　　西　銘　啓史郎　議員
32　番　　座　波　　　一　議員
33　番　　大　浜　一　郎　議員
34　番　　呉　屋　　　宏　議員
35　番　　花　城　大　輔　議員
36　番　　又　吉　清　義　議員
37　番　　玉　城　ノブ子　議員
38　番　　西　銘　純　恵　議員
39　番　　渡久地　　　修　議員
40　番　　仲宗根　　　悟　議員
41　番　　崎　山　嗣　幸　議員
42　番　　瑞慶覧　　　功　議員
43　番　　比　嘉　京　子　議員
45　番　　末　松　文　信　議員
46　番　　島　袋　　　大　議員
47　番　　中　川　京　貴　議員
48　番　　仲　田　弘　毅　議員

	
説明のため出席した者の職、氏名
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玉　城　デニー　　知 事
照　屋　義　実　　副 知 事
池　田　竹　州　　副 知 事
島　袋　芳　敬　　政 策 調 整 監
溜　　　政　仁　　知 事 公 室 長
宮　城　　　力　　総 務 部 長
金　城　　　敦　　企 画 部 長
多良間　一　弘　　環 境 部 長
宮　平　道　子　　子ども生活福祉部長
糸　数　　　公　　保 健 医 療 部 長
前　門　尚　美　　農 林 水 産 部 長
松　永　　　享　　商 工 労 働 部 長

宮　城　嗣　吉　　文化観光スポーツ部長
前　川　智　宏　　土 木 建 築 部 長
松　田　　　了　　企 業 局 長
本　竹　秀　光　　病 院 事 業 局 長
名渡山　晶　子　　会 計 管 理 者
金　城　康　司　　総務部財政統括監
半　嶺　　　満　　教 育 長
鎌　谷　陽　之　　警 察 本 部 長
下　地　　　誠　　労働委員会事務局長
茂　太　　　強　　人事委員会事務局長
安慶名　　　均　　代 表 監 査 委 員

	
職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

山　城　貴　子　　議 会 事 務 局 長
前　田　　　敦　　次 長
中　村　　　守　　議 事 課 長

儀　間　俊　江　　課 長 補 佐
宮　城　　　亮　　主 幹
比　嘉　太　一　　主 任

	
○赤嶺　昇 議長　これより本日の会議を開きます。
　日程に入ります前に報告いたします。
　12月８日、知事から、お手元に配付いたしました
議案１件及び補正予算説明書の提出がありました。
　　　――――――――――――――――――
○赤嶺　昇 議長　次に、11月21日から12月４日ま
でに受理いたしました陳情15件は、お手元に配付の
陳情文書表のとおりそれぞれ所管の常任委員会に付託
いたしました。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔陳情文書表　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
○赤嶺　昇 議長　日程第１及び日程第２を一括し、
これより直ちに一般質問を行い、甲第１号議案から甲
第３号議案まで、乙第１号議案から乙第20号議案ま
で及び認定第１号から認定第20号までを議題とし、
質疑に入ります。
　質問及びただいま議題となっております議案に対す
る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。
　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　議長、休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時１分休憩
　　　午前10時２分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○照屋　守之 議員　おはようございます。
　質問に入る前に申入れがございます。玉城知事に申
入れ、要請を行いますので、ぜひ早急に決断を願いま

す。
　１点目、2021年の減税措置に係る覚書を交わして
いたことが判明いたしました。なぜ、玉城知事は国の
言いなりで覚書を交わしたのか理解ができません。今
後、国、財務省は、この覚書を根拠に優遇税制措置を
廃止する動きになると思われます。直ちに玉城知事
は、この覚書を撤回すべきであります。このことをま
ず要請いたします。
　２点目の要請です。
　12月６日、玉城知事は代執行訴訟の意見陳述の要
旨を46都道府県知事に送付したとのこと。辺野古埋
立ての設計変更申請については、①、玉城知事は９月
４日最高裁判決で違法との判決で地方自治法違反が確
定した。②、しかし、玉城知事は最高裁の判決に従っ
ていない。③、12月20日に代執行訴訟の判決が迫っ
ているなど、今、地方自治法違反の玉城知事が他の都
道府県知事に文書を送付できる状況ではないと考えて
おります。よって、玉城知事は、送付した文書を直ち
に撤回すべきであります。そのことを要請します。
　３点目、玉城知事は地方自治法違反となり、これ以
上県知事としての職務を全うすることは不可能である
と考えます。よって、速やかに知事の進退について決
断するよう要請いたします。なお、玉城知事はうるま
市出身であり、私もうるま市在住であることから、相
談に乗ることは拒否をするものではございません。
　以上３点要請し、質問に入ります。なお、この要望
については、県議会の威信に関わることではあります
けれども、ぜひ議長にも留意をいただきたいと考えて
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おります。
　それでは、質問に入ります。
　４、沖縄・日本を取り巻く安全保障環境の変化への
対応について。
　北朝鮮によるミサイル発射訓練や中国の台湾統一が
有事につながる可能性もあることから、沖縄を取り巻
く環境は厳しく、県民に不安を与えている。世界では
ロシアとウクライナの戦争は続き、イスラエルとハマ
スの戦闘も続いている。
　そこで伺う。
　沖縄の平和を維持するためには、国と連携して抑止
力、外交力、同盟国との連携など、あらゆる手段で武
力攻撃を阻止する必要が求められている。県民の命を
守る、玉城知事の立場での見解を問います。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　お答えいたします。
　県は日米同盟関係が、これまで我が国及び東アジア
における平和と安定の維持に寄与してきたものと認識
しており、その必要性を理解する立場です。今後、我
が国の平和と安定を図る上では、アジアの国々による
連携により平和が保たれ、相互の信頼関係によって発
展に向かうことが望ましいと考えております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　この中国の台湾統一とか、ある
いは北朝鮮のミサイル問題から平和を維持するため
に、国、自衛隊あるいは県、米国、米軍との連携、取
組はうまく機能しているんですか。先ほどの答弁では
そのことに触れておりません。どうですか、お願いし
ます。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　先ほども答弁させていただ
きましたけれども、県は日米同盟関係が、これまで我
が国及び東アジアにおける平和と安定の維持に寄与し
てきたものと認識しており、その必要性を理解する立
場です。また、自衛隊につきましても、専守防衛とい
う観点から必要限度の防衛力というのを保持するとい
うことも理解しております。その観点で、自衛隊等や
米軍等との連携というか、地元における連携というの
を図っているところでございます。
○照屋　守之 議員　休憩願います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時７分休憩
　　　午前10時７分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　玉城知事。

○玉城デニー 知事　まず公室長はじめ各部長は、私
の県政運営を実行する上での代弁者としての答弁をさ
せていただくという立場にございますので、御理解を
いただきたいと思います。
　そして、いわゆる中国、日本、台湾、韓国、米国な
ど、関係国においてのその平和を維持するという取組
は、さきの米中首脳会談、日中首脳会談でも確認され
ているものというように認識しています。
○赤嶺　昇 議長　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　私が聞いているのは、安全保障
環境の変化への対応ですよ。今、知事の答弁は、そう
であれば、日米がそういう変化に対応して今やってい
ることについては全て容認するという、そういう理解
でいいんですね。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　平和を維持していく上で、そこ
に連携をするという、国家間のその合意を認識するも
のであります。
○赤嶺　昇 議長　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　11月23日の県民平和集会につい
て、目的、主催、県知事としての挨拶、その説明をお
願いできますか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時９分休憩
　　　午前10時10分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　お答えいたします。
　11月23日の県民平和大集会につきましては、主催
は、沖縄を再び戦場にさせない県民の会ということで
ございます。共同代表者は、瑞慶覧長敏さんと具志堅
隆松さんとなっております。
　そのほか何でしたか、ちょっと休憩をお願いしま
す。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時10分休憩
　　　午前10時11分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○溜　政仁 知事公室長　失礼いたしました。
　同集会におきまして、知事は、次なる沖縄戦の阻止
を訴えた県民平和大集会に参加し、対話を通じた相互
理解と相互尊重の立場で問題解決を図るべきであると
いうことを訴えたところでございます。
○赤嶺　昇 議長　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　いや、私が目的を聞いたのは、
今、中国の台湾統一とか北朝鮮のミサイル問題があっ
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て、だから県民は危機感を持っているわけでしょう。
それを防ぐための県民集会じゃないんですか。目的は
それじゃないのか。じゃ何で、県知事がそこに行くん
ですか。それをやるための平和集会というのは、中国
の台湾統一とか北朝鮮のミサイル問題に対する危機感
から、平和を守るための大会なんでしょう。違います
か、どうですか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　議員御意見のとおり、様々な国
際情勢に関して、沖縄から平和を求めるその声をしっ
かりと上げていこうという目的で開催された大会とい
うように認識をしております。そして私はそこで、対
話による平和の構築が大切だというような趣旨のメッ
セージをお伝えしたわけです。
○赤嶺　昇 議長　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　11月21日の夜に、北朝鮮のミサ
イル発射にＪアラートが発信されました。これは県の
対応もそうですけれども、玉城知事はこの平和集会
で、このミサイル発射について北朝鮮の対応とか、ミ
サイルから沖縄を守る方法をどういうふうに説明しま
したか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　重複する答弁で大変申し訳ござ
いませんが、対話による平和の構築、これは国際間に
おいて必要であるということを述べさせていただきま
した。特に北朝鮮の件については、言及はしておりま
せん。
○照屋　守之 議員　休憩願います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時13分休憩
　　　午前10時14分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　北朝鮮のミサイル発射が21日の
夜にあって、23日に平和集会があって、そこで県知
事がコメントを出さない、対応しないということは、
玉城知事はこの平和集会には、県知事として出席した
ということではないんですか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時14分休憩
　　　午前10時15分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　北朝鮮の人工衛星の発射に
際しましては、知事のほうから、北朝鮮の人工衛星発
射については通告があったものの、その前に発射され

たこと、それと沖縄上空を通過したということについ
て遺憾であるという旨のコメントを発出しておりま
す。
○赤嶺　昇 議長　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　これは挨拶の中でやったんです
か。それと、玉城知事は県知事としてその集会に参加
したのか。はっきりさせてください。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　先ほど私が申し上げました
コメントの発出につきましては、危機管理対策本部会
議の中での発出ということになります。
○照屋　守之 議員　議長、休憩願います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時16分休憩
　　　午前10時16分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　玉城知事。
○玉城デニー 知事　北朝鮮のミサイル発射に対して
は、そのいわゆる通告前にミサイルが発射されたとい
うことについて、厳しく指摘をさせていただくコメン
トは出させていただきました。なお、11月23日の大
会には、沖縄県知事という立場で政務として参加をし
たものであります。
○照屋　守之 議員　休憩願います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時16分休憩
　　　午前10時18分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　地方自治法上、政務という
のは政党の結党に関すること、あるいは特定の政治目
的をもって活動を行うことと考えられるとされており
ます。政務と公務については、具体的にこれはこう
だっていう区分はないとされていると考えております
が、今回は知事の御判断で、政務として大会に参加さ
れたということでございます。
○照屋　守之 議員　休憩願います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時18分休憩
　　　午前10時20分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　今県は、政務という説明でした
けれども、これ県知事が出ていくには政務も公務も区
別つきませんよ。見てください、これ。（資料を掲
示）　これだけの新聞報道で、マスコミも含めて県民
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も、県知事として参加したということなんですよ。こ
れは政務ですよ、公務ですよ、県民の皆さん理解でき
ますかと言ってもできないでしょう。これ整理してく
ださい、議長。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時21分休憩
　　　午前10時21分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　池田副知事。
○池田竹州 副知事　公務につきまして、あるいは政
務につきまして、法律上明確な規定があるわけではご
ざいませんが、公務というのは、例えば地方自治法に
基づいて知事が、権限というのが与えられておりま
す。行政の長として遂行する、そのためには予算ある
いはスタッフなども遂行する。そこが基本、公務だと
思います。一方で、公選制の知事でありますので、政
治家として例えば選挙活動、応援などをします。これ
を公費を使ってやるわけにはいきませんので、そう
いった場合を一般に政務というふうに区別しておりま
す。今回の集会につきましては政務ということで、例
えば公用車で送迎などは行っていないということでご
ざいます。
○照屋　守之 議員　休憩。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時22分休憩
　　　午前10時22分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　あまり県民の立場を無視した言
い方しないでください。公務も政務も、県知事は県知
事ですよ。ましてや、これだけのものをこうやってい
る。じゃ、政務調査活動費を使うこともあるんです
か、知事は。認められていますか、どうですか。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　沖縄県には、政務調査活動
費はございません。
○赤嶺　昇 議長　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　だからないでしょう。それで、
これ新聞報道を見ると、県知事は平和を求める県民集
会という、そういうふうな挨拶じゃないですね、新聞
を見ると。国批判でしょう。この今の紙面全部、登壇
者も含めてそういうふうな集会になっていませんか。
まず知事が国を批判しているわけでしょう。これ県知
事が、平和を守る集会でそういう台湾統一の危機もあ
る、北朝鮮のミサイル危機もある、その中で政務です
よって言って集会に行って、国を批判する。こういう

ことが許されるんですか、どうですか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　登壇された方々は、それぞれの
立場や考えからメッセージを発したと思います。私も
一政治家という立場から、やはり国に対して沖縄の不
条理にしっかり向き合っていただきたいというような
コメントをさせていただきました。
○赤嶺　昇 議長　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　だから、県知事としてそういう
ことができるんですか。県民の命を守る、今、危機的
な状況ですよ。大変なことが起こっている。そして、
平和集会で、県知事として参加したら国を批判するこ
とはできないからといって、政務で参加して国を批判
する。本来は、不安を抱えている方々だから、平和を
守るために我々県はこうしてますよ、そういうふうな
ものをやっていますよ、安心してくださいって言うの
が県知事の立場じゃないですか。何で一緒に国批判す
るんですか。先ほどの答弁と全然違うじゃないです
か。国と連携して、米軍と連携してこの平和を維持す
るということをやってきているわけでしょう。何でそ
の県知事が、政務として国を批判するんですか。おか
しくないですか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　これまでも議会の答弁で、私は
国に対して申し上げるべきことは申し上げ、そして協
力することは協力していきたい、そのためには対話に
よる信頼関係を構築していきたいということを申し述
べております。
○赤嶺　昇 議長　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　それじゃ玉城知事は、この平和
集会に政務でもいいんだけど、どういう目的で参加し
たんですか、挨拶したんですか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　国際関係の平和の状態を維持し
ていきたいということを願う方々が集った大会です。
私も対話による平和の構築は大事ですよというよう
な、共感のメッセージをお伝えしたいと思いまして参
加いたしました。
○赤嶺　昇 議長　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　平和の思いを伝えて解決してい
くというのは、そういう集会の方々に訴えることじゃ
ないでしょう。これは国とそういう米軍とかにしかる
べき対応をすべきであって。じゃ、県知事は、県知事
としてじゃなくて、活動家として参加したという、何
かそういうふうな捉え方もありますね。どうですか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
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○玉城デニー 知事　私は選挙によって知事として選
ばれた立場の者であり、かつ政治を行う者の一人とし
て、そのように身を置いております。
○赤嶺　昇 議長　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　ですから、県知事の肩書を使っ
て、こういう形で県民集会でそういう国批判をした
り、挨拶をする。これは知事の仕事じゃないでしょ
う。幾ら政務だからといって、そういうことを言っ
ちゃいけないんでしょう。だから、私は活動家じゃな
いのかって言ってるんですよ。これ、とんでもないこ
とですよ。そして、ここにいらっしゃる県民は、県知
事玉城デニー、マスコミも県知事玉城デニーですよ。
こういうことをやっていては、これは県知事として県
民を守る自覚も何もあったもんじゃありませんよ。だ
から、もう直ちに知事は、今の職を辞するべきです。
そう思います。
　休憩願います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時27分休憩
　　　午前10時28分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○照屋　守之 議員　とにかくここは言っておきます
よ。幾ら政務だろうが、公務だろうが、県知事は県知
事。こういうふうに一定の特定の団体のほうに県知事
として挨拶をしていくというのは、これはもう知事
じゃなくて、活動家の領域ですよ。そこだけは言って
おきます。
　次に――ちょっと休憩。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時28分休憩
　　　午前10時28分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○照屋　守之 議員　12月10日、新聞報道の見出し、
「尖閣で「戦争恐れない」中国軍中将、異例の言
及」。「台湾武力統一に踏み切った場合、尖閣を同時
に作戦対象とする可能性にも含みを持たせた。」とあ
ります。
　そこで伺います。
　中国軍関係者が尖閣をめぐり、戦争に言及するのは
初めてではないか。玉城知事の対応を問います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時29分休憩
　　　午前10時30分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　御質問の趣旨は、今月の新

聞報道等で、何ていうんですか、武力行使も辞さない
という趣旨の発言があったということは初めてではな
いかということだと承知しております。これまでも中
国側の公人等からも、台湾が独立へ向かう場合は、そ
ういう武力の行使も辞さないというような発言があっ
たものと承知しております。
○照屋　守之 議員　休憩願います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時31分休憩
　　　午前10時31分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○溜　政仁 知事公室長　現在――現在といいます
か、先ほど尖閣をめぐる発言について初めてではない
かということについては、今質問等を聞きましたの
で、まだ具体的にこれまでどのようなものがあったの
かというのは承知していないところであり、今確認し
ているところでございます。
○照屋　守之 議員　休憩願います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時32分休憩
　　　午前10時33分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　玉城知事。
○玉城デニー 知事　尖閣に関する発言の件について
は、これまでの経緯を含めて十分確認をする必要があ
るということで、公室長はその旨答弁をさせていただ
いてます。なお、沖縄県は日米同盟関係が、これまで
我が国及び東アジアにおける平和と安定の維持に寄与
してきたものと認識しており、その必要性を理解する
立場です。今後、この地域の平和と安定を図る上で
は、アジアの国々による連携により平和が保たれ、相
互の信頼醸成によって発展に向かうことが重要である
と考えております。なお、尖閣の問題につきまして
も、日中両国において、対話による平和的な解決を望
むものであります。
○赤嶺　昇 議長　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　対話によって解決できないか
ら、そういう問題が起こっているわけでしょう。だか
ら、改めて聞きますよ。中国軍関係者が尖閣をめぐり
戦争に言及する、そういうことをやっている。県知事
どうしますかっていうことですよ。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　重複して恐縮ではございます
が、平和による相互の信頼醸成が、国家間においても
欠かせないものである。そのことによって、様々な問
題の解決を導いていっていただきたいというのが、県
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の見解であります。
○照屋　守之 議員　休憩願います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時35分休憩
　　　午前10時36分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　これ議論のレベルじゃないと思
いますけどね。県知事として、中国が尖閣をめぐっ
て戦争に言及しているわけよ。それを県知事が――
じゃ、過去の事例を調べて教えてください。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時36分休憩
　　　午前10時36分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　すみません。先ほども申し
上げましたとおり、この記事につきましては、今、過
去どのようなものがあったのかというのを確認してい
るところですので、現在、今すぐ答弁するというのは
難しい状況となってございます。
○照屋　守之 議員　休憩願います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時37分休憩
　　　午前10時39分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　それで、このインタビューで、
台湾統一と尖閣奪取を同時に行う可能性について
「（中国主張の）道理からすればそうだ」と答えてい
るようですね。台湾統一と尖閣奪取を同時に行う。玉
城知事、どう考えますか。どう対応しますか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　先ほども答弁させていただきま
したが、国家間において平和の信頼関係を構築し、対
話による問題の解決に導いていっていただきたい。日
本政府にはそのようにこれまでも要請をしているとこ
ろであります。
○赤嶺　昇 議長　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　結局、今中国のそういう軍の関
係者がこういう発言するっていうことになると、知事
がやってる地域外交は役に立ってないじゃないです
か、中国に対して。だからそういうことも含めて、知
事は本当に真剣に県民の立場で沖縄県を守るという、
命を守るという視点で行政運営やらないと、大変です
よ。県知事としてしっかりやってください。中国が台

湾統一と尖閣奪取、同時に行うという、そういう可能
性があるわけでしょう。それに対して、対話を国に任
せている。それだけでいいんですか。それを問うてい
るんですよ。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　繰り返すようで大変申し訳ござ
いませんが、そのように国家間における、あるいは国
と地域における信頼関係の醸成は、対話による国家間
あるいは国と地域との信頼外交に我々は期待を寄せた
いと思います。
○赤嶺　昇 議長　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　この点からしても、もう玉城知
事の職責は全うできてないと思いますよ。早めに進退
問題考えたほうがいいでしょうね。
　次に、玉城県政の職務管理について。
　今定例会に提案されている車両損傷事故等に関する
和解について説明を受けたが、平成８年からのもので
過去の損害161件、金額で3363万3000円が議会の議
決が必要とのこと。何で今との驚きと弁護士に指摘さ
れての対応であることに二重に驚いている。これまで
も国への補助金請求ミス等の単純ミスが連続してい
る。
　そこで伺う。
　２(1)、玉城知事はなぜ今、車両損傷事故等に関す
る和解の議案を議会に提案したのか、知事に伺いま
す。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えをいたします。
　道路管理瑕疵に関する事案については、道路賠償責
任保険を契約している保険会社が損害賠償の額の算出
及び支払いを行っており、県の新たな財政上の支出を
伴わないことから、議会の議決は必要ないものと解釈
をしておりました。昨年度末の定期監査において、疑
義が示されたことから精査を行い、損害賠償金のほか
債権債務がないことを合意することは和解に該当し、
損害賠償の額を定めることと併せ、議会の議決を要す
るとの判断に至ったものであります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　これは、じゃ現在は違法状態と
いうことの理解でいいんですか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時42分休憩
　　　午前10時43分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　土木建築部長。
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○前川智宏 土木建築部長　お答えをいたします。
　本来議決を得るべき事案について議決を得ていな
かったという部分について、瑕疵があるものという認
識でございます。
○赤嶺　昇 議長　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　その瑕疵とは、違法ということ
ですね。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　繰り返しになりますが、
県の新たな財政上の支出を伴わないことから、議会の
議決は必要ないものという解釈をしておりました。そ
の解釈によって処理した手続に、瑕疵があったという
ことでございます。
○照屋　守之 議員　休憩願います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時44分休憩
　　　午前10時44分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○前川智宏 土木建築部長　手続に瑕疵があり議決を
得ていなかったという案件につきまして、本議会に改
めて議決の議案を上程し、この瑕疵があった状態を治
癒したいというふうに考えているところでございま
す。
○照屋　守之 議員　休憩願います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時44分休憩
　　　午前10時44分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○前川智宏 土木建築部長　お答えをいたします。
　議会の議決を得る案件につきましては、地方自治法
に規定がございます。地方自治法の規定のとおり議決
を得ていなかったという部分については、法の趣旨に
沿っていなかったという認識でございます。
○赤嶺　昇 議長　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　だから、地方自治法に反して違
法行為なんですよね。そして、違法行為でつくった議
案を、何で議会に出すんですか。知事、おかしくない
ですか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　その議会の議決を得てい
なかったことにつきまして、本議会において改めて議
案を提出し、議決を得ることで手続的な瑕疵というも
のを治癒したいという考えで提案しているものでござ
います。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　照屋守之議員。

○照屋　守之 議員　私は、土建部長が今答えていま
すけど、これは土建部長が答えるのはもういい。玉城
知事。違法行為をやっているんです、皆さん。その違
法行為を解消するために、それを議案として議会に出
す。そんなことが県知事として許されるんですか。知
事に……。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　先ほども部長が答弁をしており
ますが、昨年度末の定期監査において疑義が示された
ことから精査を行い、それから損害賠償金のほか、債
権債務がないことを合意することは和解に該当し、損
害賠償の額を定めることと併せ、議会の議決を要する
との判断に至ったもので提案をさせていただいたもの
であります。
○赤嶺　昇 議長　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　だからこれは、部長が答えるん
だったらいい。県知事でしょう。行政のトップの責任
者である県知事が政治的にも分かっている。それを、
県が違法行為をやっているそのものを議会に出して議
決をして、それを解消する。県議会は何なんですか。
皆様方の後始末をする機関ですか。おかしくないです
か。だからそういうことであれば、１回取り下げて、
議会ともう一回話合いをしながら、それを再提出して
くださいよ。こんな違法行為を解消するために、我々
議会がそれ――中身、我々分かりませんよ、平成８年
から今までのもの。おかしくないですか。取り下げた
ほうがいいんじゃないですか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　事務手続の誤認により、議会の
議決を経ずに契約を行った事案や損害賠償金を支払っ
た事案が発生しており、事後的にではありますが、議
決案件、議決議案として提出させていただいておりま
す。これまでも二元代表制の下、議決権を有する議会
の役割を尊重しつつ、議決議案を上程しているところ
でありますが、今回のように事後的に議決を諮るよう
な事態が二度と発生することのないよう、内部統制を
強化し、再発防止に努めてまいります。
○照屋　守之 議員　休憩。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時47分休憩
　　　午前10時48分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　繰り返しの答弁で恐縮で
ございますが、本案件につきましては、本来議決を得
るべき事案につきまして、議会の議決は必要ないとい
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う解釈をしておりまして、解釈に間違いがあったとい
うところでございます。議会の議決が必要ないという
判断をしていたのではなくて、議会の議決を、あえて
上程していなかったのではなくて、誤認によるという
ことでございまして、今回改めて上程させていただい
ているというところでございます。
　以上でございます。
○照屋　守之 議員　休憩願います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時49分休憩
　　　午前10時50分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　とにかく取り下げて、議長と議
会と、もう一回相談してください。いかがですか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　本議案につきましては、
私どもの誤認により議会の議決を得ていなかったとい
う事案でございまして、改めて議決を得ることにより
手続の瑕疵が治癒するものという認識でございまし
て、本議会におきまして議決をいただきたく上程して
いるものでございます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　とにかく議長、これ問題提起し
ておきますよ。問題提起しておきますから。これ私は
担当の所管委員会の委員でもありますけれども、そこ
でも言いますけれども、これおかしいと思います。
　次に、玉城知事の政治姿勢について。
　１(1)、翁長前知事のオール沖縄と玉城知事のオー
ル沖縄とは、どのような違いがあるか、問います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時51分休憩
　　　午前10時51分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　オール沖縄は、いわゆる建
白書の実現を目指し、保守、革新の立場を超えた広範
かつ多様な団体で構成され、県政を支援する団体の一
つであると認識しており、当初から団体の目的は変
わっていないものと承知しております。
○赤嶺　昇 議長　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　このオール沖縄ですね。翁長前
知事、玉城知事。これは、辺野古反対運動阻止で、辺
野古基金使ってますよね。これずっと翁長前知事から
やっていますよね。この辺野古基金の今の現状も含め

て、これオール沖縄、両方一緒だと思いますから、説
明していただけませんか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時52分休憩
　　　午前10時52分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長｡
○溜　政仁 知事公室長　辺野古基金について、お答
えいたします。
　辺野古基金のホームページによりますと、同基金
は、「辺野古新基地建設に反対し、建白書において要
求されたオスプレイ配備の撤回、普天間基地の閉鎖・
撤去及び県内移設を断念させる運動の前進を図るた
めに物心両面からの支援を行い、沖縄の未来を拓く
こと」を目的として、平成27年４月に設立されてお
ります。また、同基金は、令和５年11月15日現在で
７億8000万円を超す寄附金額となっており、県内外
から多くの寄附金が寄せられているものと認識してお
ります。主な使途は、辺野古新基地を造らせない活動
をしている団体への支援や意見広告支援等とされてお
ります。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　だからこれ、辺野古基金を運営
する方々、県議会議員も関わっているということを前
で聞いていますけれども、これ翁長前知事も、この本
の中に辺野古基金の項目があるんですよ、辺野古基金
ね。本土からも寄せられる辺野古基金。だからこれだ
けの何億単位のお金が集まって今、どうなっているか
分からないでしょう。前は新聞報道もありました。こ
れは県がしっかり調査して、どういうふうに資金が使
われているということは明らかにすべきじゃないです
か。どうですか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時53分休憩
　　　午前10時54分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　辺野古基金につきまして
は、沖縄県が設置あるいは管理をしている団体ではな
いため、財務等の確認はできないものと承知しており
ます。
○照屋　守之 議員　休憩願います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時55分休憩
　　　午前10時55分再開
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○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　沖縄県が管理をしていないって
言ってるけど、前知事も辺野古基金の存在を認めて、
この辺野古基金を使っていろいろやってきたんですよ
ね。当然ながら今の知事もそういうのをやっているん
でしょう。だからそういうのをきちっと調べて、これ
公のお金ですからね。日本全国から集めて。そして
今、基金がどうなって、どういう形で使われたかとい
うのをやっぱり調べて、県民の前に明らかにすべきで
しょう。調べて報告してください。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　繰り返しになりますが、辺
野古基金につきましては、県として設置あるいは管理
している団体ではないので、当団体の財務について、
県から調査をする等の立場にはないということでござ
います。
○赤嶺　昇 議長　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　これは、これまで議会でも、具
体的に委員会でも、辺野古基金との関わりずっとやっ
てきましたよ。そして、県はしっかり答弁してます
よ。それからすると、県議会議員もそういう運営に関
わっているという、そういう事実もあるんじゃないで
すか。そこからすると、きちっとやっぱりそういうお
金が何億集まって、今どういう形に使われて今こう
なっていますという形は、これ公にすべきじゃないで
すか。それは、当然皆様方が調べて公表するのは、皆
様方の責任じゃないですか、どうですか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　先ほど来、公室長から答弁をさ
せていただいておりますが、県の権限の範疇の外にあ
る団体の資金管理の件ですので、私どものほうから直
接それをただすというような権限はないものというよ
うに理解しております。
○赤嶺　昇 議長　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　権限はないけど、オール沖縄会
議の何か代表でしたっけ、照屋副知事は。だからそう
いう立場にもいらっしゃるから、それは責任がないと
言えませんよ。じゃ、照屋副知事、説明してくださ
い。
○赤嶺　昇 議長　照屋副知事。
○照屋義実 副知事　辺野古基金は、全国のいわゆる
平和団体の皆さんが、善意で辺野古の埋立てを阻止す
るというふうな目的で寄附をいただく受皿として設け
られておりまして、この基金につきましては、資金管
理委員会がちゃんと存在して、そこで適正な支出を

図っているというふうに理解しております。したがっ
て、外部に設けられた団体でありますので、県が直接
関与することはないというふうに理解をしておりま
す。
○赤嶺　昇 議長　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　だから、オール沖縄だった照屋
義実副知事が言っているじゃないですか。資金管理団
体があるわけでしょう。だからそこに指示をして、公
に発表させてください。指示してください、明らかに
するように。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　同会議の資金の運営状況につい
ては、同会議が発表する、そういう情報によりたいと
思います。
○照屋　守之 議員　休憩願います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時58分休憩
　　　午前10時58分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　きちっと辺野古基金の使い方を
求めるよう、要請をしておきます。
　次に、玉城知事の政治姿勢について。
　休憩願います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時58分休憩
　　　午前10時58分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○照屋　守之 議員　政治姿勢ですね。翁長前知事、
玉城知事のオール沖縄との共通点は、辺野古反対・阻
止の公約を破り、工事を進めて県民の期待を裏切った
ことにある。これは玉城知事、認めますね。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時58分休憩
　　　午前10時58分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　玉城知事。
○玉城デニー 知事　私は、自身の公約の実現のため
に、県民の理解と信頼を得て実行していきたいという
ように努力を続けております。
○赤嶺　昇 議長　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　ですから、公約違反をし続けて
いるという事実は認めるんでしょう。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　私は、公約にのっとって、誠実
に行動させていただいております。
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○赤嶺　昇 議長　照屋守之議員。
○照屋　守之 議員　「琉球共和国憲法の喚起力」と
いう本があって、元裁判官がこの辺野古埋立承認の件
を聞いています。翁長前知事が平成28年12月26日に
埋立承認をしたんですかね。20日ですか、26日か。
そのときに、もうこの翁長前知事の行為は、埋立承認
したというのも県民に対する裏切り行為だと。もう
語っても語っても語り尽くせないという、もう相当の
あれを言ってます。これ見てますか、知事。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　議員御案内の書籍については、
私はまだ読んでおりませんが、しかし県民の方々の中
には様々な意見が存在するということは認めておりま
す。
○照屋　守之 議員　とにかく、公約違反は、公約違
反ですから、先ほど冒頭に挙げましたように、やっぱ
り知事は地方自治法違反、その公約違反も含めて、
やっぱり進退を明らかにすべきですよ。
　以上申し上げて、終わります。
○赤嶺　昇 議長　當間盛夫議員。
○當間　盛夫 議員　質問に入る前に、知事、私、Ｎ
ＡＨＡマラソン出たんですよ。（拍手）　拍手はまた
来年いただきたいなと思ってはいるんですけど。出ま
した。共産党の比嘉瑞己議員も出て、瑞己議員よりは
ちょっと長く走ったかなということで、34キロメー
トル地点でちょっとリタイアして、もう翌日からは議
会があるということで、体と相談しながら、ぜひ来年
出ようかと思ったんですけど、もう一度、体と――来
年までちょっと考えて、また来年走れるように、今日
も瑞己議員と、また来年リベンジしましょうねという
のがありましたんで、リベンジするためには、６月の
選挙を勝たないといけないなというふうにも思って、
また頑張っていきたいなと思っておりますので、よろ
しくお願いします。
　照屋議員の質問の後だったもんですから、所見言わ
ないで質問しようかと思ったんですけど、雰囲気を変
えながらやっていきたいなと思っております。
　まず、質問に移らせていただきますが、知事の政治
姿勢からということで、米軍工事の入札要件緩和要請
ということを、池田副知事が行ったようでございます
が、まずは１(1)ア、米軍発注工事の過去５年間の状
況、県外・県内企業への発注状況が分かれば、お伺い
をいたします。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えをいたします。
　米軍工事の発注状況については、新聞報道等がある

ことは承知をしておりますが、詳細については把握を
しておりません。
○赤嶺　昇 議長　當間盛夫議員。
○當間　盛夫 議員　皆さん、詳細が分からない中
で、この数年、この数年ね、県外の大手建設会社に受
注が偏っているという指摘で、その県内企業の入札の
要件緩和を要請しているはずなんですよ。基本的に
は、数字的なものが分かるはずなんです。だから要請
しているということだと思うんですけど、どうです
か、その辺。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えをいたします。
　先ほど答弁いたしました新聞等の数字でございます
が、これはその新聞社のほうで、発注状況等を調査し
た上で積み上げた数字であるというふうに認識をして
おりまして、あくまでも公式的な数字ではないという
ところで、参考にはしておりますが、答弁として申し
上げることは差し控えたいと存じます。
○赤嶺　昇 議長　當間盛夫議員。
○當間　盛夫 議員　やっぱり要請するからには、皆
さんも根拠を持たないといけないはずなんです。何で
米軍工事のそういう発注状況っていうのを、皆さんは
把握しないんですか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　新聞等の報道によって、
把握している部分はございますが、その額につきまし
ては、根拠等を確認したわけではございませんので、
答弁として申し上げることは差し控えたいということ
でございますが、額については、報道等により把握を
しているところでございます。
○赤嶺　昇 議長　當間盛夫議員。
○當間　盛夫 議員　間違いなく今この米軍工事の部
分は、全体的な部分からすると、2021年度、令和３
年でも3600億近くあるんです、全体でね。日本全体
で、日本全体でですよ。沖縄県になると、大体平均
して500億近くのその米軍工事が県内で行われている
と。しかし、この大体が、金額的ベースを見ると、ア
メリカエンジニアリングだったり、大手であれば、こ
の西松建設さんも、ずっとそういう形の流れが来てい
るはずです。県内企業はなかなかやっぱりこう皆さん
が要請している、パフォーマンスボンドっていう部分
が、保証のものがあって受注ができないという状況が
あるんですが、２番目のこの要請の中で、可能な限り
分離・分割、そしてボンドの軽減ということで、県内
企業に受注の機会を図ることということでの要請をし
ているんですが、その課題とその対策を聞かせてくだ
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さい。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えいたします。
　米軍発注工事においては、15万ドルを超える案件
に対して、100％のパフォーマンスボンドが求められ
ていること、米軍工事の特殊性に対応できる専門技術
者等を確保・育成することが課題となっております。
　そのため、県では、毎年、米軍等関係機関に可能な
限りの分離・分割発注とパフォーマンスボンドの軽減
を要請しているところであります。また、米軍工事参
入支援セミナーの開催や、各企業へ専門家を派遣する
など、県内企業の米軍発注工事への参入支援に努めて
いるところでございます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　當間盛夫議員。
○當間　盛夫 議員　次に、全体的なことは後でまた
やりまして。この沖縄防衛局の発注工事についてであ
りますが、沖縄防衛局――皆さんから頂いた資料は沖
縄総合事務局のものも一緒に出ているようでございま
すので、沖縄総合事務局、この(3)アのほうも、一緒
に分かりましたら、過去５年間の状況、県外・県内企
業の状況を聞かせてください。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えをいたします。
　沖縄防衛局の発注状況についてということで、答弁
をさせていただきます。
　沖縄防衛局によりますと、発注工事における県内
企業の受注金額は、平成30年度663億円のうち約424
億円で63.9％、令和元年度520億円のうち約288億円
で55.3％、令和２年度約473億円のうち約255億円
で53.9％、令和３年度1055億円のうち約570億円で
54.1％、令和４年度約1271億円のうち約574億円で
45.1％ということで聞いております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　當間盛夫議員。
○當間　盛夫 議員　次に、県として、先ほどは米軍
工事の要請はしたということなんですけど、沖縄防衛
局にその県内企業の受注拡大をということでの要請
は、この防衛局には県としてやられたことはあります
か。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えいたします。
　県では、毎年、沖縄防衛局に対して、県内企業への
優先発注及び県産品の優先使用を基本方針に基づき、
県内建設業者への受注拡大、県内中小企業者への受注
機会の確保等を要請しております。この要請を受けま

して、沖縄防衛局においては、入札参加資格要件の緩
和、分離・分割発注、総合評価方式における評価項目
の見直し等が行われております。引き続き、県内企業
のさらなる受注拡大につきまして、要請をしていきた
いと考えております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　當間盛夫議員。
○當間　盛夫 議員　知事。この沖縄防衛局のその工
事の発注状況になるんですけど、この契約件数からい
うと、令和４年のものからしても、この防衛局、契約
件数からすると、93.6％県内企業なんですよ。とこ
ろが、この契約金額、金額になると45％でしかない
と。これが、だんだん下がってきているわけです。
平成30年は63.9％、約64％あったものが、もう今、
令和４年になると、これがもう５割切っていると。
45％という金額になっているんです。その認識はど
うお持ちでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えをいたします。
　国の発注工事につきましては、発注金額の多い、い
わゆるＷＴＯ対象工事となる場合、地域要件が設定で
きないというところがございます。また、特殊な技術
が必要な工事等もあるというふうに聞いておりまし
て、そのことが県内企業の受注率が低くなっている要
因の一つであるというふうに考えているところでござ
います。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　その契約の受注については、た
だいま土木建築部長から、ＷＴＯ対象ですとか、特殊
な技術などを要するというような状況もありまして、
なかなか契約につながらないということもあるかもし
れません。しかし、この間、沖縄防衛局に対しまして
は、県内建設業者への受注の拡大を毎年要請をさせて
いただいておりますので、なお、来年度に向けまして
も、これまでの要請の内容と現在の現状について、
しっかり精査をした上で、必要な項目について要請を
重ねてまいりたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　當間盛夫議員。
○當間　盛夫 議員　ＷＴＯ案件ということも分かり
ます。しかし、やっぱり沖縄にこれだけの過重な基地
の負担をさせていると。ところが、そういう事業的な
ものは、本土大手の企業が中心になって、沖縄の経済
には循環していないと。皆さん、沖縄のその経済循環
をさせようと言っているわけですから、やっぱりそれ
からすると、その米軍工事においても、私はその防衛
のこの工事においても、しっかりと県内企業をこのＷ
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ＴＯ案件がどういうような形で回避できるかというこ
とも含めて、もっと分離・分割をしてくれという要請
をもっとすべきだと思うんですけど、いかがですか。
　これ三役が答えられたほうがいいんじゃないです
か。
○赤嶺　昇 議長　池田副知事。
○池田竹州 副知事　私のほうが、米軍、沖縄総合事
務局そして防衛局のほうに、実際に要請に行きまし
た。それで、件数ベースでは、渡してある資料のとお
り９割台ということで、どちらも総合事務局も高いん
ですが、金額ベースだと、５割から多くても６割ぐら
いと、それは非常に問題だと考えております。そのた
め、昨年から金額ベースでも県内の受注金額を高める
よう、よりきちんと努力するよう要請しているところ
でございます。それで、ちょっと今、米軍工事も含め
て、ちょっと分析の部分が弱いと考えておりますの
で、実際の発注工事の在り方ですとか、もう少し丁寧
に資料を集めて、どういった対策が取れるか、より具
体的に調整していきたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　當間盛夫議員。
○當間　盛夫 議員　でも、僕は玉城県政の中で、こ
のことを要請すればするほど、矛盾が出てくるんで
す。基地は整理縮小しなさいと言う。整理縮小しなさ
いと言いながら、米軍工事ちょうだいというのはなか
なか言えない。それで辺野古は反対している。辺野古
は反対する中で、防衛省に、その防衛省の予算を工事
を県内企業に振り向けてくれなんて、辺野古は反対し
ておきながらと言われるわけですよ。やっぱり、その
辺の皆さんの今矛盾しているところが、この建設業界
を含めた県内企業の、本来取らないといけない、県内
企業がやらないといけないものが、やっぱり今皆さん
のその基地問題、その辺野古新基地においての矛盾点
がこういったところにも出てきて、結果的に、要請も
弱くなっている。こういう形をやってくれという強気
なものがないということは指摘して終わりたいと思い
ます。
　それでその中で、今度振興策予算、県が求めている
中で、防災・減災、国土強靱化計画がありますと言っ
ていたわけですよね。それと今回出てきているもの
で、特定重要拠点の政府インフラ整備予算ということ
が言われているんですけど、その捉えようをちょっと
説明してもらえますか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えいたします。
　国土強靱化予算は、大規模な自然災害に強い国づく
りに必要な経費であります。県では、令和６年度沖縄

振興予算に係る国庫要請において、国土強靱化に資す
る予算を要望しております。これを受けて内閣府は、
概算要求額2920億円の中で国土強靱化関係予算を要
求し、さらに事項要求として、５か年加速化対策に必
要な経費が要求されております。一方、特定重要拠点
の政府インフラ整備予算につきましては、国民保護・
総合的な防衛体制等に資する公共インフラ整備に必要
な経費として、内閣府等関係省庁から事項要求されて
いるものと認識をしております。
○赤嶺　昇 議長　當間盛夫議員。
○當間　盛夫 議員　この国民保護・総合的な防衛体
制ということで、県内の空港・港湾の重要拠点という
のがある。これは皆さんからの要望もあったんです
か。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　特定重要拠点につきまし
ては、県から要望をしたものではございません。
○赤嶺　昇 議長　當間盛夫議員。
○當間　盛夫 議員　これ与那国からも、それが整備
できるんであれば、早急、早いものからやってくれ
と、そういうのがあるんですけど。これは県が、その
ことのものが主体的になるんですか。その重要拠点と
示された自治体の意向が反映される、どちらですか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　特定重要拠点の考え方に
つきましては、先月、国の関係者から説明を受けたと
ころでございますが、現行法規との関連、もしくは予
算等については不明な点も多く、現在問合せをしてい
るところでございます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　當間盛夫議員。
○當間　盛夫 議員　こう国が何でも防衛体制と言え
ばやっていいかっていう、ちょっとその辺はやっぱり
整理しないといけないと思うんですよ。沖縄振興予算
の中に入るわけですから。防衛予算ということであれ
ば、防衛予算でしっかりとやるべきだと。沖縄振興予
算の中に入ることで、結果的に、我々がやるべきこと
のものが、そのことのものが減収している。そのこと
を県がやるべきことのものが採用されなくなってくる
という懸念はないですか、知事。その辺は。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　県としましては、沖縄振
興予算のうち、これまで実施しております空港・港湾
の整備に関する事業が、この特定重要拠点によって圧
縮されるようなことはあってはならないと考えており
まして、その点につきましては国に問合せをしている
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ところでございます。
○赤嶺　昇 議長　當間盛夫議員。
○當間　盛夫 議員　空港・港湾の拡張を望んでいる
市町村からすると、今回のこの防衛強化というもの
は、本当に大事な分があるはずです。県がこれをやろ
うと思ったら、100年かかるはずです。そういった面
からしたら、メリットもあるけど、沖縄県にとってデ
メリットもあるということもしっかりと我々踏まえて
やっていかないといけないというふうにも思っており
ます。
　それで、総合事務局の県外の状況をちょっと教えて
ください。県外・県内の発注の。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時17分休憩
　　　午前11時17分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　失礼いたしました。
　沖縄総合事務局の発注状況についてお答えいたしま
す。
　沖縄総合事務局によると、発注工事における県内
企業の受注金額は、平成30年度約551億円のうち約
298億円で54％、令和元年度約372億円のうち約226
億円で60.7％、令和２年度約404億円のうち約251億
円で62.2％、令和３年度約493億円のうち約297億円
で60.3％、令和４年度約419億円のうち約218億円で
52.1％とのことでございます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　當間盛夫議員。
○當間　盛夫 議員　知事、総合事務局も先ほどの防
衛局と一緒で、この県内企業の契約件数というのは
減ってきているわけですよ。沖縄のためにある総合
事務局ですから、県内企業のその契約金額というの
は、７割。７割以上にしてくれということが以前から
あったはずなんです。ところが今もう、52％しかな
いと。これが大型化したからそうなるという、言い訳
もあるはずでしょうけど、やっぱり総合事務局ですか
ら。県内企業にいかに優先発注するかということを、
しっかりと知事も、総合事務局にはそのことを訴えた
ほうがいいかと思うんですけど、知事、いかがです
か。知事に聞いている。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　やはりこのように、いわゆるそ
の工事を発注する際に、その利便性などの状況からそ
の工事を組み合わせ、結果的に金額が大きくなって発
注をするというようなこともあると思いますが、やは

り県内企業の優先受注の機会を図るためには、分離・
分割発注など、沖総局にもぜひその点などを考慮して
いただいて、できる限り県内経済に循環できるよう
な、そういう方向性で協力をしていただきたいという
ように要請したいと思います。
○赤嶺　昇 議長　當間盛夫議員。
○當間　盛夫 議員　防衛局は、いろんな絡みがある
はずでしょうけど、でも、総合事務局には、ぜひ県内
の経済を循環させようということでのこの辺の分離・
分割ということを、ぜひ知事、先頭に立って要請して
いただければと思っています。
　それで沖縄県として、今、民間資金活用ということ
で、総合事務局もいろいろと意見交換、勉強会をして
いるようなんですけど、県として、その協会だとか金
融機関と、そういう意見交換、勉強会をされているで
しょう。その対応はどうなっていますか。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
○金城　敦 企画部長　民間の活用ということで、Ｐ
ＦＩを検討しておりますが、ＰＦＩは、施設規模や提
供されるサービス等によって手法が様々あり、検討事
項が多岐にわたることから、検討実施に当たっては、
各段階に応じたノウハウが必要となっています。
　このため、県では、令和元年に沖縄振興開発金融公
庫、沖縄電力と連携して構築した沖縄地域ＰＰＰ/Ｐ
ＦＩプラットフォームを活用し、知識やノウハウ習得
のための勉強会や各種セミナーを通して、庁内及び県
内企業への理解の促進、ノウハウの蓄積に取り組んで
いるところです。
○赤嶺　昇 議長　當間盛夫議員。
○當間　盛夫 議員　県の取組が強いのか弱いのか分
からないんですけど、今、市町村ももうＰＦＩ、この
民間資金活用ということで、公共施設、市町村もこう
動いているわけですよ。動く中で、今もうこの市町村
がやっているものが、大概が大手、本土リース会社が
受注しているというところがあるわけです。それから
すると、今後も公共工事等含めて、総合事務局もそう
いう形になってくる。国も、その民間資金活用、民間
資金の活用をしっかりと進めなさいと。県も、行政の
その改革の中で、それ言ってきているわけですから、
やっぱりそれを何もせずにやると、結果的にさっきあ
りましたように、ＷＴＯ案件ですから縛られませんと
言ってくると、私は、県内企業はこのＰＦＩ事業って
のはなかなか受注できる機会がなくなってくるという
認識を持っているんですけど、その辺はどうお持ちで
すか、課題は。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
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○金城　敦 企画部長　議員の御指摘は、ＰＦＩの推
進に当たり重要な課題だと認識しております。ＰＦＩ
手法の導入の場合は、事業規模が大きくなる上、長期
的かつ包括的な発注形態であることから、従来の施設
整備と比較して、経営力、技術力、資金力が求めら
れ、県外事業者が事業の主体となる場合が多いものと
考えています。しかしながら、県内産業を育成し、県
内産業の発展を実現するためにも、ＰＰＰ/ＰＦＩに
よる施設整備については、県内事業者の事業参画を促
進することは重要であると認識しております。
　このため、県では、沖縄県ＰＰＰ/ＰＦＩ手法導入
優先規程というものを策定しておりまして、県内企業
の優先発注に関する沖縄独自の配慮規程を設けている
ところでございます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　當間盛夫議員。
○當間　盛夫 議員　僕は、早めに皆さん、縦割り
じゃなくて横の部分でしっかりと連携を取らないと駄
目だと思うんですよ。このＭＩＣＥの事業において
も、このＰＦＩで出していると。ところがＷＴＯ案件
ですからということで、県内企業に対してどうあるか
ということは、全くそのことのものがないわけですか
ら、やっぱりそれは各部署に任すのではなくて、土木
も含めて、いろんな横で、この沖縄はＰＦＩにおいて
県内企業に発注をかけるためにどうあるべきかという
ことを、しっかりと皆さん、課題を持ってやっていた
だければと思っております。
　次に、電気料金・水道料金についてでありますが、
県は来年４月から電気料金高騰支援を継続するという
ことであります。沖縄電力の状況と電気料金高騰に対
する沖電の役員報酬や給与改定の自助努力というのが
あったはずでしょうけど、これはどうなっているんで
しょうか。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えいたします。
　沖縄電力が今年10月末に公表した財務情報により
ますと、2024年３月期決算の業績予想は、連結ベー
スで当期純利益22億円の見通しとなっております。
同社によりますと、経営効率化の取組として、役員報
酬を2022年５月から最大で20％削減し、また社員の
賞与につきましても、2022年６月から削減している
ということでございます。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　當間盛夫議員。
○當間　盛夫 議員　この経常利益のこの黒字が今、
22億ってあったんですけど、これクレーンの事故と

かがあって、その修理とか当初40億あったはずなん
ですよ、その分が。そこで、私がちょっと見えないの
が、この経営効率化の内容で、2023年から2025年で
233億の経営効率化を進めていくという内容になって
いるんですけど、この人件費は、22年から25年まで
ずっとこの役員報酬20％という削減は続くという認
識でいいんですか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時25分休憩
　　　午前11時25分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えいたします。
　沖縄電力は、引き続き人件費削減も含めた費用全般
にわたって、経営効率化に積極的に取り組んでいくと
いうことでございます。一方、労働組合との協議等も
必要になるということで、削減をいつまで続けるかに
つきましては、現時点では明言することが難しいとい
うことでございます。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　當間盛夫議員。
○當間　盛夫 議員　じゃ、この国含めて沖縄県が
やっている、沖縄県電気料金高騰緊急対策事業の予算
額なんですが、令和５年６月分からいろいろと予算を
組んでやっているようなんですが、トータル幾ら、こ
の予算を組まれていますか。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えいたします。
　県独自の電気料金支援につきましては、令和５年
１月から12月までの期間における支援の総額が、低
圧、高圧及び特別高圧合わせて125億8028万6000円
となってございます。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　當間盛夫議員。
○當間　盛夫 議員　それにプラス、県経営者協会の
部分にもこの特定振興事業から24億出ているわけで
すね。トータルすると約161億のこの予算計上、この
電気料金高騰に対する事業者含めた県民に対しての支
援をしているんですけど、これ年度ですよ。１年で。
それで、沖縄電力がこの経営効率化をやるという233
億というのは３年間の部分です。もっと皆さん、この
経営効率化という分に対しての沖縄電力の自助努力と
いうことを、この233億ではなくて、もっと促すべき
だと思うんですけど、この本来は161億、県内経済、
県民生活にもっと支出できたはずなんです。それを電
気料金につぎ込んでいるわけですから。それからする
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と、233億ではなくての、その経営効率化ということ
を求めるべきじゃないですか。どうですか。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えします。
　県では、沖縄電力に対しまして、経営の効率化、合
理化を求めておりまして、今年５月にも、私のほうか
ら沖縄電力に対しまして、さらなる経営努力による経
営の効率化、合理化を求めたところでございます。
　県としましては、値上げにつきましては、県民及び
経済界からの理解が得られるよう、電気料金原価の低
減に資する沖縄電力の取組が引き続き必要と考えてお
りますので、さらなる経営効率化を求めていきたいと
いうふうに考えてございます。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　當間盛夫議員。
○當間　盛夫 議員　しっかりと沖縄電力に求めてく
ださい。よろしくお願いをいたします。これだけ電気
料金が上がる。今回また水道も、来年10月には上げ
たいというようなことも出ているわけですから。
　次に、この水道料金値上げは電気料金の上昇、動力
費の増加ということの一因でもあるんですけど、小水
力発電の導入で低減化を実施するとありますが、これ
も一部であります。太陽光、蓄電池等でさらなる動力
費の低減を行うことの自助努力が求められているんで
すが、どう認識をお持ちでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　企業局長。
○松田　了 企業局長　お答えします。
　企業局では、これまで小水力発電、太陽光発電、風
力発電など再生可能エネルギーの導入について検討を
行い、小水力発電を３か所に導入しております。また
現在、石川浄水場への太陽光発電と蓄電池導入の検討
や、北谷浄水場への小水力発電導入の可能性につい
て、調査を行っているところであります。動力費のさ
らなる低減を図るため、引き続き再生可能エネルギー
導入に向けて取り組んでまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　當間盛夫議員。
○當間　盛夫 議員　電気はもう自分のところでつく
ると。やっぱり企業局はそれだけの用地を持っている
わけですから、なかなかでも小水力っていうのは限ら
れてしまうということからすると、この蓄電池を含め
た分をどうするかということをしっかりとやられてく
ださい。
　それで、知事。この水道料金が上がるのも、この動
力費の増加なんですよ。私も毎日モノレールに乗るん
ですけど、このモノレールも月にこの電気料金の高騰

で約2000万、月にですよ。2000万のマイナスが出て
いるんですよ。それからすると、知事、やっぱり沖縄
電力さんに――県民もそうなんですけど、そういう公
共の部分が影響を受けているということがあるわけで
すから、知事として、やっぱり沖縄電力さんに電気料
金高騰の分で経営努力を求めるということをやるべき
じゃないですか。どうですか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時31分休憩
　　　午前11時31分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　玉城知事。
○玉城デニー 知事　昨今のやはりこの、いわゆる電
気料金や資材の高騰など、県民の生活やそれぞれの企
業においての、非常に厳しい状況があるということは
県としても厳しく受け止めております。他方で、それ
ぞれの企業においてのさらなる自助努力が求められて
いるということについても、どのような支援の方策が
あるのかということについても、十分協議、検討して
いきたいというように思います。
○赤嶺　昇 議長　當間盛夫議員。
○當間　盛夫 議員　よろしくお願いします。
　それで次に、県有施設のＬＥＤ化についてでありま
すが、直管型蛍光灯の製造、輸出入が2027年度末で
禁止するということが国際合意されたということであ
ります。サウンディング型市場調査を行ったようであ
りますが、対象施設、事業スケジュール、検討事項の
実施に向けた状況と課題を聞かせてください。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　総務部では、県有施設を包括
してのＬＥＤ化を推進するため、リースまたはその他
の手法による事業手法を検討しているところです。ス
ケジュールといたしましては、令和６年度の事業着手
に向けて対象施設を選定しているところであります
が、施工者及びＬＥＤ資材の確保が課題となるため、
事業者と意見交換を行いながら、早期のＬＥＤ化に向
けて取り組んでいくこととしております。
○赤嶺　昇 議長　當間盛夫議員。
○當間　盛夫 議員　もう製造されないわけですか
ら、しっかりとこのＬＥＤ化というのを対応しないと
いけないというふうに思ってますけど。
　教育長、教育関係はどうしますか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時33分休憩
　　　午前11時33分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
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　教育長。
○半嶺　満 教育長　県立学校校舎の照明のＬＥＤ化
につきましては、新築や改築に合わせて整備をしてい
るところでございます。引き続き、他部局等と意見交
換を行いながら検討してまいりたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　當間盛夫議員。
○當間　盛夫 議員　学校関係は、この電気料金高騰
で電気料金も相当に高騰していると思うんですよ。そ
れからしたら、学校関係も早めにそのＬＥＤ化という
のを、皆さん、件数が多いはずでしょうから、そのこ
とをしっかりとすべきだというふうに思います。
　県警はどうされますか。
○赤嶺　昇 議長　警察本部長。
○鎌谷陽之 警察本部長　県警におきましても、基本
的には同様でございまして、基本的にはその施設の整
備に伴いまして、必要なＬＥＤ化を行っていくという
ことになるかと思います。
○赤嶺　昇 議長　當間盛夫議員。
○當間　盛夫 議員　信号はＬＥＤ化されているとい
うふうに認識はしているんですが、しっかりと対応を
されていただければと思っております。
　次に、離島振興についてでありますが、久米島の松
くい虫の被害状況、対策、農林被害拡大防止に向けた
予算額を聞かせてください。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　久米島町における令和５年９月末時点の被害量は
4946立方メートルで、前年度の被害量の約２倍と
なっております。令和５年度の町への補助金は、945
万9000円を計上しておりますが、被害木の奥地化や
労働力不足により、全木駆除ができていない状況であ
ります。そのため、島の防除対策については、幹線道
路周辺や景観上重要な松林等で重点的に取り組んでお
り、貴重な松の防除対策については、久米島町等と連
携し、薬剤散布や樹幹注入による予防対策を行うとと
もに、周辺被害木の徹底駆除を行っております。
　引き続き、関係機関と連携し、松くい虫被害の防除
対策に取り組んでまいります。
○赤嶺　昇 議長　當間盛夫議員。
○當間　盛夫 議員　部長、さっき被害が倍になって
いると。予算規模を見ると、北部が2476立方メート
ルで3600万、久米島は4900立方メートルあって940
万しかない。これどういうことですか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時36分休憩
　　　午前11時36分再開

○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　県では、職員を久米島町へ派遣し、被害の調査方法
や防除方法等の指導を行っているほか、またドローン
による奥山の被害調査を実施し、被害調査分野での支
援を行っております。また、森林組合等に防除協力の
要請を行うとともに、伐倒駆除作業の受託及び地元事
業体への防除技術指導の実施について支援を行ってお
ります。令和３年度からは、被害の早期収束に向け、
関係行政機関及び有識者等で構成する久米島町松くい
虫防除対策会議を設置し、防除戦略を策定していると
ころでございます。
　引き続き、同町と連携して防除対策を促進するとと
もに、地元事業体への防除技術指導等を実施し、松く
い虫の防除の収束に向けて取り組んでまいりたいと思
います。
○赤嶺　昇 議長　當間盛夫議員。
○當間　盛夫 議員　土建部、教育庁はどうなってい
ますか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えいたします。
　土木建築部における久米島町の松くい虫の被害とそ
の対策費用についてお答えいたします。
　久米島町の県管理道路における街路樹の被害状況に
ついては、令和５年度において約100本の被害が確認
されております。被害拡大防止に向けた令和５年度予
算といたしまして、被害木の駆除等の費用として約
200万円を計上しているところでございます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
○半嶺　満 教育長　松くい虫の被害が深刻でありま
す久米島町には、国指定天然記念物の久米の五枝の松
がございます。国指定天然記念物の保護につきまして
は、国の補助制度がございますが、予算措置に時間を
要するために、令和３年度より、久米島町において緊
急的に薬剤散布等の被害拡大防止対策を実施している
ところでございます。薬剤の効果が約５年で失われる
こととされていることから、今後久米島町教育委員会
と連携をし、国と県の補助制度を活用しながら、当該
文化財の保護に取り組んでまいります。
○赤嶺　昇 議長　當間盛夫議員。
○當間　盛夫 議員　教育長、県は皆さん、一銭も出
していないんですよ。五枝の松は、国の天然記念物っ
ていうことでありながら。ところが、この五枝の松を
中心に土木の予算で1000万かけて、この保全事業を
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やったわけです。皆さん、それやっぱり認識しないと
いけない、その辺は。皆さんが予算づけをすれば、こ
の1000万というのは、県道のそういった伐倒等に使
えたはずなんです。その辺はどう認識を持っています
か。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
○半嶺　満 教育長　久米島における広範囲に及ぶ松
くい虫被害につきましては、広範囲に及ぶことから、
当該天然記念物のみならず、周辺部の被害拡大防止対
策も必要だと認識しております。
　県教育委員会としましては、久米島町教育委員会と
連携し、国や県の関係機関の協力を得ながら、当該文
化財の保護に取り組んでまいります。
○赤嶺　昇 議長　當間盛夫議員。
○當間　盛夫 議員　久米島町は、全体が県立自然公
園になっておりますが、環境部の対応はどうですか。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
○多良間一弘 環境部長　久米島につきましては、今
御指摘のとおり、ほぼ全域とその周辺海域が県立久米
島自然公園というふうに指定しております。しかしな
がら、我が国の自然公園制度というものは、優れた自
然の風景地の保護、利用の増進を図るため、国や都道
府県が土地の所有権や管理権を有することなく、公園
区域として指定しているものというような制度になっ
ております。ですから、そういった松くい虫等の対策
につきましては、土地の所有者や管理者において、措
置が講じられる必要があるというふうに考えていると
ころでございます。
○赤嶺　昇 議長　當間盛夫議員。
○當間　盛夫 議員　被害が収まっているどころでは
なくて、被害が拡大しているという認識をぜひ、森林
課を含めて環境部も含めて、対応をお願いします。
　次に、久米島の海洋深層水の漁業用施設整備の方向
性、久米島と県の課題と支援策を伺います。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
○金城　敦 企画部長　お答えいたします。
　久米島町が、防衛省の補助金を活用した全体計画策
定業務を実施し、全体計画を取りまとめたと聞いてお
ります。県関係課で、12月下旬に久米島町から当該
計画の説明を受けることとなっており、詳細は把握し
ておりませんが、取水管の口径等の検討に課題がある
と聞いております。
　県としましては、町が策定した全体計画の内容を確
認し、様々な観点から意見交換を行うなど、課題の解
決に向け、技術的な支援を行ってまいります。
○赤嶺　昇 議長　當間盛夫議員。

○當間　盛夫 議員　久米島の海洋深層水、今１万ト
ンをこの10倍にしていこうという増水の計画があり
ます。やっぱり一つの久米島の産業ですよ、この深層
水は。しっかりとこれを県が、いや久米島が主体的と
言うだけではなくて、県もやっぱり主体的になってこ
の負担額を県としてもどうやるのかということを、ぜ
ひ検討してもらいたい。
　そしてまた、質問に出しておりますが、この久米島
の高速船であります。今、民間の事業者が補助金を頼
ることなく、高速船を就航させていきたいということ
がありますので、これ共同運航ということで、久米商
船さんと一緒にやっていかないといけないということ
は、ぜひ県としてもこの久米商船さん含めて、久米島
と連携を取ってこの高速船の就航に向けて、頑張って
いただきたいと思いますので、よろしくお願いいたし
ます。
　以上です。ありがとうございます。
○赤嶺　昇 議長　上原　章議員。
　　　〔上原　章　議員登壇〕
○上原　　章 議員　こんにちは。
　公明党会派、上原章でございます。
　通告に基づいて、一般質問を行いたいと思います。
　まず初めに１、物価高騰対策についてお尋ねしま
す。　
　(1)、	政府が決定した総合経済対策には、各地域の
実情に合わせて、きめ細かな支援策を進めることがで
きる重点支援地方交付金の予算が追加されました。県
に配分された金額と活用内容を伺います。あわせて、
保護者の負担を軽減するため、学校給食費の支援がで
きないか伺います。
　(2)、	県が実施している電気及びＬＰガス料金の
負担軽減策を2024年５月まで延長できないか伺いま
す。
　(3)、	飼料高騰等の影響を受け、危機的状況にある
畜産経営の負担軽減はどうなっているか伺います。
　次に２、企業局水道料金改定についてお尋ねしま
す。
　(1)、	急激な料金の値上げ（２段階の改定で３割の
値上げ）は、物価高騰の中で県民生活に与える影響が
大きく、改定料金の圧縮を検討できないか伺います。
　(2)、	受水事業体における料金算定の事務作業及び
審議会や議会対応に時間を要するため、実施時期を令
和７年度以降にできないかとの声があるがどうか。
　次に３、子育て、福祉、医療対策について伺いま
す。
　(1)、	親の働き方を問わず時間単位で保育所などを
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利用できる、こども誰でも通園制度について、国は試
行的事業を23年度中の開始も可能となるよう支援を
行うと明示し、全国の約150市町村で実施するとして
います。県の評価及び県内の取組を伺います。
　(2)、	国は予防できるがん対策として、子宮頸がん
に対し、若い世代のＨＰＶワクチン接種が望ましいと
し、小学６年生から高校１年生までの女子を対象に定
期接種を開始しました。しかし、接種後の副反応の報
告により、平成25年から令和３年までワクチン接種
の積極的勧奨を差し控えていました。一方、厚生労働
省のデータによると、国内では年間約１万1000人の
女性が新たに子宮頸がんに罹患し、約2900人の方が
亡くなっています。国は改めて接種の有効性を確認
し、令和４年４月より積極的勧奨を再開し、接種機会
を逃してきた女性に対し、救済処置として公費による
接種機会が得られるキャッチアップ接種を導入してい
ます。
　そこで伺います。
　ア、従来定期及びキャッチアップの接種状況を伺い
ます。
　イ、キャッチアップ接種対象者は、来年度が最終年
度となります。接種していない方には、ワクチンにつ
いて正しく理解するため、十分な説明を加えた個別通
知を送るなどして、再度の接種勧奨を実施するよう、
県は実施主体である市町村に対し働きかける必要があ
ると考えるがどうか。
　ウ、ワクチンの接種は副反応の懸念で接種率が落ち
たという現状がありますが、一方、子宮頸がんの発症
率も増えている現状もあります。ワクチンを打たない
選択肢もありますが、子宮頸がんを発症させない努力
も必要ではないかと思います。早期発見・早期治療を
行うため、子宮頸がん検診を受診してもらう取組が必
要だと思うが対応を伺います。
　エ、学校において定期接種の対象学年となる児童生
徒とその保護者に対し、子宮頸がんを予防するＨＰＶ
ワクチンについて情報を提供してはどうかと思います
が、教育長の見解を伺います。
　(3)、	内部障害や難病の方、または妊娠中の方な
ど、外見から分からなくても、周囲の方に配慮を必要
としていることを知らせることで援助を得やすくする
ヘルプマーク及びヘルプカードの導入、取組は重要と
思うが、対応を伺います。あわせて、ゆいレールへの
ヘルプマークの表示ステッカー設置が必要と思うがど
うか。
　(4)、	国は、急なけがや病気になった際、電話で相
談できる救急安心センター事業（♯7119）の全国展

開を推進しているが、県内の導入はどうか。
　次に４、離島政策についてお尋ねします。
　(1)、	離島町村で処理できない廃棄物の処理・回収
ルートを広域的に構築できないか伺います。
　(2)、	県立離島児童生徒支援センター（群星寮）に
入寮できない離島高校進学生徒に対し、公平な教育の
環境整備の観点から、全て受入れができる施設の整備
が必要と思うがどうか。現在の定員数に限りがあり、
申込み時点で諦める生徒がいるとのこと。実態を伺い
ます。
　次に５、県営団地にＡＥＤ（自動体外式除細動器）
設置の必要があると思うが、対応を伺います。
　次に６、 昨年度及び本年度について、不適切な会
計処理で、国からの補助金を受け取ることができない
事案が相次いでいます。また、県立病院の診療報酬に
関する書類不備が明らかとなり、自主返納する方針と
のこと。ミスのたびに、おわびが繰り返されたが、反
省は生かされていないとの声が寄せられています。知
事の見解及びそれぞれの事業名と金額、あわせて、原
因・対策を伺います。
　最後に７、我が党の代表質問との関連についてお尋
ねします。
　金城勉議員の代表質問の、賃上げ原資確保のための
中小企業支援策についてお尋ねします。
　県内では、中小企業、小規模企業、個人事業等の経
営者から社員の賃金を上げたいが、価格転嫁ができず
取引先との交渉も厳しい状況との切実な声がございま
す。公正取引委員会は、このほど価格転嫁を促すため
の行動方針を示しておりますが、県としても、人件費
や原材料費などのコスト増分を適切に価格転嫁できる
環境を整備する中小企業等への支援に取り組む必要が
あると思うがお聞かせください。
　よろしくお願いいたします。以上です。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
　　　〔玉城デニー　知事登壇〕
○玉城デニー 知事　上原章議員の御質問にお答えい
たします。
　物価高騰対策についての御質問の中の(2)、電気及
びＬＰガス料金の支援期間延長についてお答えいたし
ます。
　沖縄県の電気料金につきましては、依然として高い
水準であることに加え、国が支援期間を令和６年５月
まで延長したことや、沖縄県経済団体会議から要請を
受けたことなどを踏まえ、県では、令和５年12月ま
でとしていた県独自の電気料金支援の期間を令和６年
５月まで延長するため、補正予算を本議会に追加提案
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したところであります。また、国におきましては、都
市ガス料金についても電気料金と同様、令和６年５月
まで支援期間を延長したことから、本県のＬＰガス料
金につきましても、引き続き、県独自の支援を行うた
め、補正予算を本議会に追加提案したところでありま
す。
　沖縄県としましては、エネルギー価格や物価の高騰
が続く中、県民生活や県経済に対する下支えを行うこ
とが重要と考えていることから、引き続き、電気及び
ＬＰガス料金の支援延長により、県民等の負担の軽減
に取り組んでまいります。
　その他の質問につきましては、部局長から答弁させ
ていただきます。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
　　　〔宮城　力　総務部長登壇〕
○宮城　力 総務部長　１、物価高騰対策についての
(1)のうち、重点支援地方交付金の県の配分額及び活
用内容についてお答えいたします。　
　国の総合経済対策に基づく物価高騰対応重点支援地
方創生臨時交付金の沖縄県への配分額は約50億円と
なっております。
　県としましては、同交付金を活用し、電気料金やＬ
Ｐガス料金の高騰対策、医療施設などの物価高騰支
援、交通事業者や和牛子牛生産者への支援として、歳
出予算と債務負担行為を合わせて総額60.4億円の補
正予算を追加で提案したところです。
　次に６、不適切な業務執行についてのうち、見解、
事業名と金額、原因と対策についてお答えいたしま
す。
　県では、不適切な業務執行が頻発する事態を公務に
対する信頼を損ねるものとして、重く受け止めており
ます。そのうち国庫請求等に係る不備として、道路事
業のハード交付金の繰越額の計算誤り、ソフト交付金
の繰越事業の実績報告漏れ、港湾事業の国庫補助金交
付に係る手続漏れ、新型コロナウイルス関連の宿泊療
養施設運営事業費の精算漏れの４件があり、最大で合
計７億5051万円が国庫支出金から一般財源等に振り
替わることが想定されます。これら事案の主な要因
は、制度や手続の理解不足、報告・連絡・相談等の不
足が考えられます。今後の対策としましては、緊急的
な事務の総点検を実施し、リスク管理の徹底と再発防
止に向けた取組を早急に進めながら、予算経理班の設
置や内部統制専任職員の配置など、組織体制の強化を
図ってまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　教育長。

　　　〔半嶺　満　教育長登壇〕
○半嶺　満 教育長　１、物価高騰対策についての中
の(1)、学校給食費の支援についてお答えいたしま
す。　
　県教育委員会では、臨時交付金を活用し、物価高騰
の中、保護者に新たな負担を課すことなく、これまで
どおりの栄養バランスや量の学校給食が提供できるよ
う取り組んでおります。また、市町村においても同様
な支援が行われております。なお、県教育委員会で
は、学校給食費無償化に向けて、今年度、保護者を対
象にアンケートを行うとともに、市町村と意見交換を
行ったところであり、その結果を踏まえ、予算規模、
財源及び実施時期について検討しているところでござ
います。
　続きまして３、子育て、福祉、医療対策についての
中の(2)のエ、ＨＰＶワクチンの情報提供についてお
答えいたします。
　令和５年９月の文部科学省の通知を受け、県教育委
員会では、教職員がＨＰＶワクチンに関する正しい知
識や情報を得ることができるよう、必要に応じて情報
提供資材の配付や講習会の周知など、啓発活動への協
力について、県立学校及び市町村教育委員会へ周知し
たところです。今後も引き続き、児童生徒が生涯にわ
たって、心身ともに明るく健やかな生活を送ることが
できるよう、学校における健康教育の充実を図ってま
いります。
　続きまして４、離島政策についての中の(2)、離島
児童生徒支援センターの入寮状況についてお答えいた
します。
　沖縄県離島児童生徒支援センターの新入生の応募状
況は、毎年、入寮定員を上回っております。このた
め、令和３年度に他学年の空き室を利用する特例入舎
を開始し、入寮を希望する全ての生徒を受け入れてお
ります。施設の拡充につきましては、入寮者の推移等
も踏まえ整理する必要があると考えております。
　県教育委員会としましては、引き続き、関係市町村
と連携を図りながら、生徒が安心して学業に励むこと
ができるよう教育環境の整備に取り組んでまいりま
す。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
　　　〔前門尚美　農林水産部長登壇〕
○前門尚美 農林水産部長　１、物価高騰対策につい
ての(3)、飼料高騰に伴う畜産経営の負担軽減につい
てお答えいたします。
　県では、畜産農家の飼料費負担軽減を目的に、令和
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５年６月補正予算において配合飼料価格差補助緊急対
策事業を実施し、飼料購入費の一部補助を行っており
ます。また、子牛価格が大幅に下落していることか
ら、県では国が実施する肉用子牛生産者補給金制度等
に加え、県独自の沖縄県和牛子牛価格安定特別対策事
業により補塡金を交付しております。
　県としましては、引き続き、国の動向を注視しつ
つ、関係者及び生産者団体等と意見交換を行いなが
ら、畜産農家の経営安定に努めてまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　企業局長。
　　　〔松田　了　企業局長登壇〕
○松田　了 企業局長　２、企業局水道料金改定につ
いての(1)及び(2)、料金改定の圧縮及び時期の延期に
ついてお答えします。２の(1)と２の(2)は関連します
ので、恐縮ですが一括してお答えします。
　企業局では、電気料金の急激な上昇や、施設更新コ
ストの増などにより経営状況が悪化し、このままでは
令和７年度の企業債償還金を確保できなくなるおそれ
があるため、令和６年度中の料金改定が必要となって
おります。当初、令和６年４月から３割程度の料金改
定を予定しておりましたが、市町村等の意見、要望な
どを踏まえ、改定時期を令和６年10月に半年延期し
た上で、段階的な改定を行うこととし、改定幅を23
円に引き下げて議案を提出したところであります。ま
た、市町村等のさらなる負担軽減を図るため、物価高
騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、令和６
年度中の料金について、４円程度の減免を行い、改定
幅を19円程度に圧縮する予定であります。
　以上であります。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
　　　〔宮平道子　子ども生活福祉部長登壇〕
○宮平道子 子ども生活福祉部長　３、子育て、福
祉、医療対策についての御質問の中の(1)、こども誰
でも通園制度に関する県の評価と取組についてお答え
いたします。　
　国は、今般成立した補正予算により、当初、令和６
年度から試行的に実施するとしていたこども誰でも通
園制度を、早ければ今年度の３月下旬から前倒しで実
施するとしております。本制度は、普段は同年代の児
童と触れ合う機会が少ない未就園児の発達の促進や、
保護者の育児の孤立化の解消に資する制度として期待
しているところです。
　県内では、現在のところ４市村が令和６年度の実施
について前向きな意向を示しており、県としまして
は、県内における当該制度の実施に向けて市町村と連

携して取り組んでまいります。
　同じく(3)、ヘルプマーク等の導入と取組等につい
てお答えいたします。
　本県においては、内部障害や妊娠初期の方など、援
助や配慮を必要としていることを知らせるヘルプマー
クを平成30年10月から導入し、県及び市町村窓口に
おいて、令和４年３月末時点で3610個を配布してお
ります。緊急連絡先や必要な支援内容を記載するヘル
プカードの導入については、市町村や関係団体と意見
交換をしてまいります。また、ゆいレールにおけるヘ
ルプマークの活用について、沖縄都市モノレール株式
会社と調整をしていきたいと考えております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　保健医療部長。
　　　〔糸数　公　保健医療部長登壇〕
○糸数　公 保健医療部長　３、子育て、福祉、医療
対策についての(2)のア、従来定期及びキャッチアッ
プの接種状況についてお答えします。
　県内のＨＰＶワクチンの従来定期接種の対象者につ
いては、小学６年生から高校１年生相当までの女子で
約４万1000人となっており、令和５年度４月から９
月までの６か月間の接種者数は、第１回接種が1326
人で、実施率は15.8％となっております。また、
キャッチアップ接種の対象者については、令和５年度
は、平成９年４月２日から平成19年４月１日までの
間に生まれた女子で、約６万1000人となっており、
同期間の接種者数は、第１回接種が990人となってお
り、令和５年度の対象者数のうち接種を受けた者の割
合は、第１回接種で1.6％となっております。
　同じく(2)のイ、市町村への働きかけについてお答
えします。
　ＨＰＶワクチンのキャッチアップ接種の接種期間
は、令和４年４月１日から令和７年３月31日までの
３年間となっております。実施主体である市町村は、
接種対象者に対し、個別に通知等を行うとともに、一
部の市町村では再周知も実施していると承知しており
ます。キャッチアップ接種の期間は、残り１年３か月
となっておりますが、現時点では接種を受けた方は少
ない状況にあります。
　県としましては、市町村と連携し、希望する方が接
種できるよう周知徹底を図っていきたいと考えており
ます。
　同じく(2)のウ、子宮頸がん検診の取組についてお
答えします。
　子宮頸がんは、がんになる前の段階や早期がんのう
ちに発見して、治療することが重要です。このため市
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町村では、検診対象年齢の初年度に無料クーポンを配
付して受診を勧奨するなどの受診率向上に取り組んで
おります。県は、市町村と検診機関との集合契約の締
結事務を支援するほか、検診の精度管理の把握・分
析・評価を行っており、結果を関係機関にフィード
バックし、がん検診の充実強化を図るとともに、早期
発見・治療につながるがん検診の重要性について県民
へ普及啓発を行うなど、子宮頸がん予防に取り組んで
いるところです。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
　　　〔溜　政仁　知事公室長登壇〕
○溜　政仁 知事公室長　３、子育て、福祉、医療対
策についての中の(4)、♯7119の導入についてお答え
いたします。
　♯7119については、総務省消防庁により全国展開
が推進されており、各消防本部や医療界からも強い導
入の希望があるものと承知しております。
　県としては、可能な限り多くの地域で事業が実施で
きるよう、各消防本部及び消防非常備町村に最終の意
向確認を行っているところであり、早期の事業開始に
向けて取り組んでおります。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
　　　〔多良間一弘　環境部長登壇〕
○多良間一弘 環境部長　４、離島政策についての中
の(1)、離島町村における廃棄物の処理・回収ルート
の構築についてお答えいたします。
　県では、これまで実施した実証試験で産業廃棄物と
一般廃棄物を併せて処理するあわせ処理により、離島
における処理コストの低減が確認できたことから、あ
わせ処理を推進しているところです。また、離島にお
ける処理施設の整備も産業廃棄物税を活用した補助事
業に追加したところです。使用済自動車、家電につい
ては関係団体による海上輸送費の補助制度が設けられ
ております。
　県としては、引き続き、あわせ処理を推進するとと
もに、これらの補助制度の活用について離島市町村に
周知してまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
　　　〔前川智宏　土木建築部長登壇〕
○前川智宏 土木建築部長　５、県営住宅へのＡＥＤ
設置についてお答えいたします。　
　県営住宅へのＡＥＤ設置については、入居者の安全
に資するものとして有用であると認識しております。

また、県内12か所の団地自治会では、市町村による
助成や民間事業者による支援等を活用することでＡＥ
Ｄが設置されております。
　県としては引き続き、団地自治会や指定管理者等と
の情報交換を行い、民間事業者の活用等による機器設
置に向けた調整をしてまいりたいと考えております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　病院事業局長。
　　　〔本竹秀光　病院事業局長登壇〕
○本竹秀光 病院事業局長　６、不適切な業務執行に
ついての御質問の中の、県立病院の自主返納等につい
てお答えいたします。　
　県立南部医療センター・こども医療センターでは、
健康保険法等に基づく厚生労働省による特定共同指導
を受審し、診療報酬の請求に係る書類不備等の指摘が
ありましたが、令和５年12月１日時点で、厚生労働
省から審査結果の文書はまだ届いておりません。した
がって、自主返納額も確定しておりません。
　病院事業局としましては、再発防止及び保健医療機
関としての診療報酬手続の適正実施を図るため、職員
の保険診療に係る理解促進、診療記録等の点検体制の
整備に取り組むこととしております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
　　　〔松永　享　商工労働部長登壇〕
○松永　享 商工労働部長　７、我が党の代表質問と
の関連で、適切な価格転嫁に向けた県の取組について
お答えします。　
　県では、今年８月に、国のパートナーシップ構築宣
言の普及を盛り込んだ共同宣言を関係16団体の連名
で発出し、適切な価格転嫁に向けた機運の醸成に取り
組んでいるところです。今後は、適切な価格転嫁に対
する事業者の理解を深めるためのシンポジウムを開催
し、さらなる機運の醸成を図ることとしております。
　県としましては、引き続き、関係機関と連携し、中
小企業における適切な価格転嫁に向けた環境の整備に
努めてまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　上原　章議員。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後０時10分休憩
　　　午後０時11分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○上原　　章 議員　どうも御答弁ありがとうござい
ました。幾つかの再質問、要望等したいと思います。
　まず物価高騰対策の重点支援地方交付金についてな

‒ 261 ‒



んですが、その中で配分が約50億ということでござ
いました。電気、そしてＬＰガスへの独自の支援、大
変評価したいと思います。それで電気、ＬＰガス等に
ついては国も取り組む、追加して県がやっている。こ
れはぜひ、来年、この物価高騰がどこまで続いていく
のかどこで収まるのか、非常に県民の暮らしに大きな
影響があるわけでございますので、しっかりその辺を
見据えて引き続き、この延長については取り組むとい
うことでよろしいでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えいたします。
　現在の電気料金の高騰は、ロシア・ウクライナ情勢
の影響や為替レートの円安の進行による燃料価格の上
昇に起因するものでありまして、今後の推移を注視す
る必要があると考えております。
　県としましては、６月以降の支援につきましては国
の追加支援の議論等の動向も踏まえまして、県民及び
県内産業に与える影響、そして支援ニーズなどを把握
しながら、県として適切に対応してまいりたいという
ふうに考えております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　上原　章議員。
○上原　　章 議員　ぜひよろしくお願いしたいと思
います。
　それから交通事業者安全・安心確保支援事業が今回
の補正予算５号、そして６号と追加して計上されてお
ります。非常に重要な取組だと思っております。それ
でここの対象については、どういった事業者になりま
すか。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
○金城　敦 企画部長　お答えいたします。
　燃油価格高騰等の影響を強く受けている路線バス、
貨物自動車運送業者、離島航路、離島航空路などの交
通事業者になってございます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　上原　章議員。
○上原　　章 議員　タクシー、ハイヤー事業も、私
はまだまだこの燃料等の高騰、ダメージが大きいと思
うんですが、今回なぜそこは対象にならないんでしょ
うか。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
○金城　敦 企画部長　お答えいたします。
　タクシーにおいては、運転者の労働条件の改善、利
用者のサービスの向上、コロナ禍の影響や燃料価格高
騰による経営基盤の立て直しを目的とした運賃値上げ
の改定がなされたことから、運賃値上げ以降は支援の

対象外となってございます。
○赤嶺　昇 議長　上原　章議員。
○上原　　章 議員　運賃値上げ、これは国からの許
可が下りてやっていると聞いてますけど、今非常に現
状は――これはもう当然、今人手不足や様々な経営の
中で、非常に苦しい中でまだこういう判断になったと
聞いてますけど、燃料高騰についてはこの公共交通を
つかさどるバス、タクシー等の協会も大変私は重要だ
と思っているんですけど、これは経営が改善されたと
いうことは違うんじゃないかなと思うんですが、いか
がですか。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
○金城　敦 企画部長　今回の運賃改定の中で、燃料
価格の上昇分も一部算定されているものですから、今
回支援の対象としておりますが、タクシー協会との調
整の中では、業界は運転手不足に対して支援をしてほ
しいという声がありましたものですから、県では運転
手確保を促進するため、二種免許取得や求人広報活動
を支援しているところでございます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　上原　章議員。
○上原　　章 議員　人手不足、皆さんのための運転
資格を取らせるための支援、これ非常に評価しており
ます。あわせて今回の燃料高騰ということも、一つの
大きな補助でございますので、ぜひちょっと関係団体
とも、今後も現状、意見交換をしながらしっかり支援
が必要なところは手当てしていただきたいと思いま
す。
　それから、和牛子牛の価格も追加で非常に評価した
いと思います。この点も畜産業界にとっても、まだま
だ大変厳しい状況でございますので、よろしくお願い
したいと思います。
　あと私、この物価高騰で給食費の――知事の大きな
公約ではありますけど、給食支援は今回のこういった
重点支援の各市町村へも配分があるんですけど、大変
厳しい市町村財政の中で、この給食費そのものをやっ
ぱり今物価が厳しい中で、多くの保護者、お子さんが
いる家庭は支援が必要だということで、この高騰分だ
けじゃなくて、本来の給食費にしっかり期限付ではあ
りますけど、半年とか１年とか各首長さんは判断して
やっているんです。ですから県はアンケート調査を
し、市町村と意見交換をしているというお話ですけ
ど、知事、この給食費支援、無償化。これ国の方向を
見てということではなくて、知事の公約、これだけ掲
げてきているわけですから期限付でもいいですから、
例えば、県が２分の１持ちますので各市町村で取り組
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んでいるところと一緒にやりましょうという、そう
いったお考えはないですか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　先ほど教育長から、県教育委員
会では学校給食費の無償化に向けて、今年度保護者を
対象にアンケートを行い、市町村と意見交換を行って
いただいております。当然、どのような対応が必要で
あるかということについても、我々知事部局もその状
況を勘案しながら、その内容についても精査をさせて
いただいております。当然、国のほうでもこの給食費
の支援については、検討いただいているところではあ
りますが、できるだけ早期に実現できるよう引き続
き、教育庁と連携して取り組んでまいります。
○赤嶺　昇 議長　上原　章議員。
○上原　　章 議員　よろしくお願いします。
　それから水道料金について、企業局長。先ほどのお
話では３割という改定、段階を経て半年開始を遅らせ
たと。３割のこの負担が、非常に県民の中では大きい
という思いなんです。それで市町村からもいろいろ陳
情が出ていると思うんですけど。少しでも圧縮できな
いかということで、私質問しているんですけど、先ほ
ど少し、19円にするという話。あれは圧縮を今後、
しっかりしていくということでいいんでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　企業局長。
○松田　了 企業局長　２段階の料金改定を考えてお
りまして、今、令和６年10月から23円の料金改定を
予定しておりましたけれども、さらにそれを物価高騰
対応重点支援地方創生臨時交付金を活用しまして、４
円程度減免措置をすることによって19円程度に圧縮
したいということでございます。
○赤嶺　昇 議長　上原　章議員。
○上原　　章 議員　よろしくお願いします。
　あと、こども誰でも通園制度、非常に私はこれ重要
かと思っております。この制度の対象は、保育所、幼
稚園、認定こども園、家庭的保育事業所、小規模保育
事業所、地域子育て支援拠点と、様々な施設が対象と
なるということで聞いております。離島を抱える本県
で、子供たちが全国でも多く育っている県ということ
を考えると、この制度は非常に重要かと思うんです
が、ぜひ県がリードして沖縄全域でこれが対応できる
ように考えていないですか。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　お答えいたしま
す。
　こども誰でも通園制度は、市町村の事業ということ
で予算計上等についても県の予算は計上しない、市町

村が直接国とという形になっております。
　県としましては、この制度をしっかり市町村に周知
を図りながら、やはりこの後、国としては全ての市町
村で実施できる体制を整えていきたいという意向もご
ざいますので、早期の導入に向けて市町村としっかり
調整をしていきたいと考えております。
○赤嶺　昇 議長　上原　章議員。
○上原　　章 議員　よろしくお願いします。
　あとＨＰＶワクチンの取組なんですが、確かにこれ
市町村が実施主体ではありますけど、先ほど部長の話
では、キャッチアップも含めて非常に接種率が低いん
ですね。それから副反応についても、私は正確な情報
を各関係者に県がリードして、市町村と連携を取っ
て、これやっていかないと、年間通してこれだけの罹
患がある。またお亡くなりになった方もいらっしゃる
ことを考えると、県内のそういった方々に、しっかり
行政が取り組む必要があると思うんですが、県もしっ
かりリードしてやっていく、これちょっと改めてお聞
かせ願いませんか。
○赤嶺　昇 議長　保健医療部長。
○糸数　公 保健医療部長　お答えいたします。
　ＨＰＶワクチンにつきましては、標準的な年齢であ
る13歳から16歳の方々の定期接種、これに加えて、
今平成９年生まれから17年生まれということで年齢
を超えて接種の対象となっていて、この周知につきま
しては、市町村の体制などを確認しながら、県も市町
村と連携をして行っていきたいと思っております。
　それから、子宮頸がんの予防のもう一つの大きな柱
である検診についても、実施主体は市町村ですけれど
も、市町村の検診の実施状況を確認して、その精度管
理についての情報もこちらで調査した上で、またそれ
を還元するということで受診率が高まるような、市町
村と連携して取り組んでいくというふうな姿勢でござ
います。
○赤嶺　昇 議長　上原　章議員。
○上原　　章 議員　あまりにもずっと接種率が低い
んで、県民もこの数字を見ると、ちょっとびっくりさ
れる。私も調べてみて、ちょっとびっくりしたんです
けど。こういった情報が正確に伝わっていくことが重
要かと思いますので、よろしくお願いします。
　あと、ヘルプカードとヘルプマーク。これ実は、全
国47都道府県で両方導入している県は30以上あると
聞いてますけど、なかなか県がこのカードを導入でき
ない、何か背景があるんでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　ヘルプマークにつ

‒ 263 ‒



いては、平成30年度に導入をして既に配布をしてい
るところでございます。ヘルプカードにつきまして
は、ヘルプマークと併せて使うことで、より外に情報
を発信するということとあわせて、緊急時の対策とし
て情報を書き込んでいくことで支援につながっていく
という意味で併せ持っての効果を上げるということが
あると考えております。
　子ども生活福祉部としましては、これから例えば、
このカードの導入に当たっては、配布方法であると
か、配布の窓口をどうするかとか、この記載内容をど
うするかといったような市町村、各団体との調整が必
要であると考えておりまして、導入に向けてこういっ
た調整をしっかり進めていきたいと考えております。
○赤嶺　昇 議長　上原　章議員。
○上原　　章 議員　先ほど言いましたように、全国
では相当早くからこれの取組が開始されていますの
で、相当先進的な事例、いっぱいありますので、ぜひ
調査してやっていただきたいと思います。
　それで私実は、出張でせんだって東京に行ったんで
すけど、地下鉄等はもう本当にヘルプマークがしっか
り設置されているんですよ。見た目で、ヘルプマーク
の人もここは優先席だなと。でも、ゆいレールに乗る
とそれがないので、非常にあれ、おかしいんじゃない
かと私は思ったんですけど。これ先ほどモノレール株
式会社と連携取りますというけど、私はもう、すぐ
やっていただくことだと思っているんですが、いかが
ですか。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　ゆいレールのス
テッカーの設置につきましても、ステッカーの内容で
ありますとか、設置場所等、具体的な調整というのを
急ぎ進めてまいりたいと思っております。
○赤嶺　昇 議長　上原　章議員。
○上原　　章 議員　モノレールの、この優先席のす
ぐそばにただ貼るだけなんでね、そんなに面積は取ら
ないと思いますので、よろしくお願いしたいと思いま
す。
　あと＃7119、これぜひ離島県である沖縄にとって
も、本当に救急車を呼ぶ呼ばない、こういった判断を
したい。その中で高齢者、独居老人、いろいろな方々
が、子供のための＃8000はあるけど大人のためのそ
ういったものがないかというのが、それぞれコロナの
中でもありましたので、ぜひこの＃7119は早急に取
り組んでいただきたいと、これ要望したいと思いま
す。
　それから、離島の廃棄物。あわせ処理は私も評価し

てますけど、要するに、離島の処理できない廃棄物が
あるんです、この廃棄電池とか、蛍光灯とか。これ現
状を聞くと、この廃棄物の処理、島ではできないもの
はもう、一時保管したり、中にはちょっと埋めて一時
的にやっているという。それを何とか県が、広域的に
回収ルートを構築してやっていただきたい。これ島々
だけで、これを島外に持っていくには費用が相当大き
な負担がかかるらしいんですが、いかがでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
○多良間一弘 環境部長　一般廃棄物の処理につきま
しては、市町村の責務という形になってはいるんです
けれども、県におきましては平成10年度に広域化処
理計画をつくっておりまして、それに基づきまして、
地域間の離島における広域化というのを推進してきて
いるところです。その間、平成25年度から27年度に
かけましては、こういった広域化に関する調査もやり
まして、また市町村に対していろいろ提言をしてきて
いるところです。そうしたものを踏まえまして、令和
３年度にはまた、広域化処理計画を見直しまして、改
定してきて、市町村にもそういったものを取り組んで
きているというところです。今御指摘の廃蛍光管とか
乾電池、そういったものについてもお話は聞いてます
ので、あとそういったものも踏まえながら適切な対応
というものを考えていきたいというふうに思っており
ます。
○赤嶺　昇 議長　上原　章議員。
○上原　　章 議員　よろしくお願いします。
　あと、群星寮。実は、その申し込む段階で、制限が
あるということで諦めている生徒さんが多いらしいん
ですよ。これ実態調査をやるべきだと思うんですが、
いかがですか。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
○半嶺　満 教育長　入寮枠があるということで諦め
ている生徒がいるのかどうかにつきまして、市町村と
まず意見交換を図ってみたいと思っております。その
結果等も踏まえて、調査の在り方について検討してい
きたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　上原　章議員。
○上原　　章 議員　あとＡＥＤ、団地への設置。こ
れ那覇市は、去年から年間３団地ずつ予算を取って設
置していると聞いてますが、県はしっかりやるべきだ
と思うんですが、いかがですか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えいたします。
　答弁もいたしましたが、12か所の団地自治会に
よって設置をされておりまして、いずれも自治会が管
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理をしているものでございます。県が直接設置するこ
とにつきましては、予算上の制約等もあり、厳しい部
分もございますが、いずれにいたしましても、設置の
相談等がある場合には、ＡＥＤの設置主体や費用負担
の在り方、設置場所や救援体制づくりなどについて、
情報交換をし検討していきたいと考えているところで
ございます。
○赤嶺　昇 議長　上原　章議員。
○上原　　章 議員　よろしくお願いします。
　あと不適切な会計処理。これは、特に国とのそう
いった国庫のそういう予算折衝については、僕はもう
間違いましたとか、ミスはもう許されない。民間では
あり得ない。これだけの大きな億を超える予算が取れ
ないというのは、もう理解できないんですね。それ
で、いろんなこの対策があると思いますけど、私が
ちょっと確認したいのは、こういった会計処理、特に
国との折衝するときの人材配置、その基準はどういっ
た基準で配置されてますか。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　人事については、職員の適性
や意欲の有無に加え、新たな職務経験を通して知識を
習得させる人材育成の視点など、様々な観点から検討
を行った上で、配置しているところです。
　県としては、適正な会計事務の執行を図るために、
会計事務に経験を有する職員のほか、同分野に意欲や
適性を有する職員を配置するとともに、今後会計エキ
スパートコースを通した人材育成に取り組んでいきた
いと考えているところです。
○赤嶺　昇 議長　上原　章議員。
○上原　　章 議員　よろしくお願いします。
　価格転嫁について、中小企業。ぜひ、言葉だけじゃ
なくて、現場は本当に挟まれています。この受注者と
発注者の中で、全然交渉できない。もう価格転嫁お願
いしたら、じゃほかのところと取引をするというぐら
い、本当に――ちょっと体力のある企業にとっては、
もう少しこのパートナーシップ構築宣言、どういう意
味なのか、県がしっかりリードして、この現場の現
状、賃上げにつながる取組をぜひお願いしたいと思い
ます。
　終わります。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後０時32分休憩
　　　午後１時55分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　午前に引き続き、質問及び質疑を行います。
　上里善清議員。

　　　〔上里善清　議員登壇〕
○上里　善清 議員　てぃーだ平和ネットの上里善清
です。
　一般質問する前に、所見をちょっと述べてみたいと
思います。
　あってはならない事故が起こりました。このオスプ
レイというのは、開発当初から欠陥だということを指
摘されて造られた飛行機であるんですがね。予防着陸
も含めたらもう数え切れないぐらいあると。もうそも
そもこれ欠陥機だというふうに証明しているような飛
行機ですので、即時、ウチナーから撤去してもらいた
い。私はそう思います。８名の貴い命も亡くなって、
本当に大変な事故になったんですが、亡くなった方に
は哀悼の意を表したいと思います。
　それでは、一般質問を行います。
　１、知事の政治姿勢について。
　(1)、	政府は日米安全保障条約を理由に沖縄の米軍
基地を温存、南西諸島の自衛隊基地の強化、敵基地攻
撃能力ミサイル配備等、沖縄を軍事要塞化している。
なおかつ公共施設の港湾・空港を使用した日米合同訓
練を頻繁に行っております。まさに戦場になることを
想定した状況に、多くの県民が不安を抱いておりま
す。県民平和大集会での結集軸は、沖縄を二度と戦場
にさせないことであります。今こそ全国民に訴えるべ
きと考えるが、知事の決意をお伺いします。
　(2)、	政府は抑止力向上を掲げ、軍事増強に躍起に
なっております。しかし、相手も軍事増強で対抗する
ことになり軍拡競争は果てしなく続くことになりま
す。私たちに今求められるのは、対話を通じた平和外
交を重ねること、そのことが緊張緩和をもたらすこと
につながると思っております。政府に外交努力の姿勢
が見られない。万国津梁の精神に基づく経済・文化交
流を含めた地域平和外交は沖縄にとって重要であり、
緊張緩和に資するものと私は思っております。今回の
中国・台湾訪問の成果と地域平和外交への取組をお伺
いします。
　(3)、	企業局水道料金の値上げについて、主な理由
の物価高騰部分はある程度理解できます。しかし、北
谷浄水場における比謝川からの取水はＰＦＯＳ等対策
の改善のためであり、電気料金を含めた全額を施設の
提供者である国に負担を求めるべきと私は考えます。
県の見解をお伺いします。
　２、令和６年度予算について。
　(1)、	一括交付金増額の見通しをお伺いします。
　(2)、	沖縄振興予算増額の見通しをお伺いします。
　(3)はもう取り消ししましょうね。すみません。
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　３、日本は2030年度までに食料自給率を45％に引
き上げることを掲げました。世界的な異常気象により
農産物の被害が急増している中、戦争による人為的な
食料不足も起こっております。食も安全保障の一環で
あり、食の問題について真剣に県も取り組む必要があ
ると考えます。以下のことについてお伺いします。
　(1)、	主食雑穀（稲・麦・粟・大豆・小豆）の生産
推移と目標。
　(2)、	肉の生産推移と目標。豚と牛、鶏ぐらいでい
いです。ヤギはいいですから。
　(3)、	漁獲量の推移と目標。
　(4)、	つくる漁業の強化と育成について。（魚・モ
ズク・ノリ）、ヒジキはよろしいです。
　４、まちづくりについて。土木建築については予算
と完成時期についてお答えください。
　(1)、	大型ＭＩＣＥ施設の進捗状況についてお伺い
します。
　(2)、	西原町の西地区区画整理事業への予算措置に
ついてお伺いします。
　(3)、	小波津川河川整備事業の進捗状況と雑草対策
についてお伺いします。
　(4)、	県道（浦添西原道路整備・那覇北中城道路整
備）の進捗状況についてお伺いします。
　(5)、	幸地インターの進捗状況についてお伺いしま
す。
　(6)、	琉球大学薬学部の設置についてお伺いしま
す。
　(7)、	外来植物、ツルヒヨドリ、メリケントキンソ
ウ、あと何でしたか、ネムノキじゃなくてもう一つあ
るんですが――その駆除計画についてお伺いします。
　５、生活必需品から固定費まで様々な費用が高騰
し、生活に多大な支障が出ています。県民の健康と
命、生活を守る上でも物価高騰の影響を抑える対策が
求められております。以下のことについてお伺いしま
す。
　(1)、	電気料金への支援策。
　(2)、	水道料金値上げの延期。
　(3)、	ガソリン高騰への支援。
　(4)、	飼料・肥料・燃料高騰の農家への支援。
　以上、御答弁よろしくお願いいたします。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
　　　〔玉城デニー　知事登壇〕
○玉城デニー 知事　上里善清議員の御質問にお答え
いたします。
　知事の政治姿勢についての御質問の中の(2)、中
国・台湾訪問の成果と地域平和外交の取組についてお

答えいたします。
　私は、コロナ禍からの復興を見据え、経済、観光、
文化など様々な分野の交流を再び活発なものとし、相
互理解を深めるため、中国と台湾を訪問いたしまし
た。７月の中国訪問におきましては、政府及び省庁の
関係者と面談した結果、直行便の復便や渡航ビザ申請
手続の一部簡素化が実現したことは、大きな成果と受
け止めているところです。また、11月の台湾訪問に
おきましては、現地の経済団体等との意見交換におい
て、観光、ＩＴ、半導体、スタートアップ、貿易など
の分野の交流と連携を深めていくことを、互いに確認
することができました。これらの成果等を踏まえ、中
国や台湾との多面的な交流がさらに発展するよう取り
組んでまいります。さらに、６月の済州フォーラムで
の照屋副知事の基調講演やグローバル平和都市連帯
への加入、10月の金大中平和フォーラムへのビデオ
メッセージによる発信等を行っています。
　沖縄県としましては、独自のソフトパワーと国際
ネットワークを活用し、引き続きアジア太平洋地域の
平和構築と相互発展に向けて、積極的な地域外交を展
開してまいります。
　その他の質問につきましては、部局長から答弁をさ
せていただきます。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
　　　〔溜　政仁　知事公室長登壇〕
○溜　政仁 知事公室長　１、知事の政治姿勢につい
ての中の(1)、沖縄を二度と戦場にさせないための決
意についてお答えいたします。
　去る11月23日に開催された県民平和大集会に多く
の人々が結集したことは、悲惨な沖縄戦を経験した県
民の平和を希求する強い思いの表れであると考えてお
ります。
　県としましては、米軍基地が集中していることに加
え、自衛隊の急激な配備拡張による抑止力の強化が、
かえって地域の緊張を高め、不測の事態が生ずること
を懸念しており、ましてや沖縄が攻撃目標となること
は、決してあってはならないと考えております。この
ため、政府に対し引き続き平和的な外交、対話による
緊張緩和と信頼醸成の取組を求めていくとともに、ア
ジア太平洋地域の平和構築に貢献する独自の地域外交
を展開してまいります。
　以上になります。
○赤嶺　昇 議長　企業局長。
　　　〔松田　了　企業局長登壇〕
○松田　了 企業局長　１、知事の政治姿勢について
の(3)、ＰＦＯＳ等対策に係る費用負担を国に求める
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ことについてお答えします。
　米軍基地由来の可能性が高いＰＦＯＳ等汚染は、国
の責任において適切に対処する必要があると考えてお
り、これまでも国及び米軍に対し、汚染原因の究明と
必要な対策の実施、県が実施する対策に係る費用を負
担すること等を要請しているところです。
　企業局としましては、引き続きＰＦＯＳ等対策に係
る費用について国が負担することを強く求めてまいり
ます。
　次に５、物価高騰対策についての(2)、水道料金の
値上げの延期についてお答えします。
　企業局では、電気料金の急激な上昇や施設更新コス
トの増などにより経営状況が悪化し、このままでは令
和７年度の企業債償還金を確保できなくなるおそれが
あるため、令和６年度中の料金改定が必要となってお
ります。当初、令和６年４月から３割程度の料金改定
を予定しておりましたが、市町村等の意見・要望等を
踏まえ、改定時期を令和６年10月に半年延期した上
で、段階的な改定を行うこととし、改定幅を23円に
引き下げて議案を提出したところであります。また、
市町村等のさらなる負担軽減を図るため、物価高騰対
応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、令和６年度
中の料金について、４円程度の減免を行い、改定幅を
19円程度に圧縮する予定であります。
　以上であります。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
　　　〔宮城　力　総務部長登壇〕
○宮城　力 総務部長　２、令和６年度予算について
の(1)及び(2)、沖縄振興予算及び一括交付金の増額に
ついてお答えいたします。２の(1)と２の(2)は関連い
たしますので、恐縮ですが一括してお答えいたしま
す。
　内閣府の令和６年度の沖縄振興予算概算要求額は、
総額約2920億円に加え、防災・減災、国土強靱化の
ための５か年加速化対策等に必要な経費等を事項要求
としております。
　県においては、総額3000億円台の沖縄振興予算の
確保及び沖縄振興一括交付金のさらなる増額確保につ
いて要請をしており、自見沖縄担当大臣からは、重要
な予算と認識している。財務当局に対し、しっかり対
応していきたいとの御発言をいただいたところです。
今後もあらゆる機会を捉え、沖縄振興予算の増額確保
に向けて取り組んでまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
　　　〔前門尚美　農林水産部長登壇〕

○前門尚美 農林水産部長　３、食の問題についての
(1)、水稲の生産推移と生産振興についてお答えいた
します。
　本県における水稲の生産推移は、平成23年産は収
穫量2540トンであるのに対し、令和３年産は2160ト
ンと減少しております。水稲につきましては、石垣市
をはじめ竹富町、伊是名村、伊平屋村など主に離島地
域で生産され、地域において重要な作物となっており
ます。そのため県では、水稲の安定生産を図るため、
関係機関と連携し、優良種子の配付、栽培技術指導を
行うとともに、水田経営所得安定対策及び産地づくり
を推進しているところであります。さらに、本県に適
した新品種の導入選抜、県産米の販売促進による消費
拡大に取り組んでおります。
　同じく(2)、県内家畜の生産推移と県の目標値につ
いてお答えいたします。
　直近５年間の家畜・家きん等飼養頭羽数調査結果に
よると、肉用牛の飼養頭数は横ばいで推移しておりま
すが、乳用牛、養豚、養鶏、ヤギの飼養頭数について
は、減少傾向で推移しております。県では、新・沖縄
21世紀農林水産業振興計画において、戦略品目であ
る肉用牛及び養豚の飼養頭数について、豚５頭を牛１
頭と換算した家畜単位で、令和２年度の11万6729頭
から令和13年度までに13万5834頭の増頭を目標とし
ております。
　県としましては、引き続き関係機関と連携し、本県
畜産の生産振興に努めてまいります。
　同じく(3)、漁業生産量の推移と県の目標値につい
てお答えいたします。
　本県の漁業生産量は、平成24年から令和２年ま
で、約３万から４万トンの範囲で推移しており、令
和３年の漁業生産量は３万8978トン、漁業産出額約
179億円となっております。県では、新・沖縄21世
紀農林水産業振興計画において、計画目標の実現に向
けたアクションプランを策定しております。同振興計
画に基づき、漁船漁業及び養殖業の振興に取り組む
ことにより、令和13年度には漁業生産量４万6400ト
ン、漁業産出額279億円を目標としております。
　同じく(4)、つくり育てる漁業の強化と育成につい
て。
　県では、オキナワモズクの生産底上げ技術開発事業
や県産ウニ復活プロジェクト事業により、モズク高水
温耐性株の選抜育種による生産供給体制の強化や、シ
ラヒゲウニ完全養殖技術の開発による生産量増加を目
指しているところであります。また、栽培漁業セン
ターでは、ヤイトハタやスギ、シラヒゲウニ等の種苗
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の安定供給に取り組んでおります。このほか、クルマ
エビの新たな系統の導入や海ブドウの生産安定技術開
発も進めております。
　県としましては、引き続き、つくり育てる漁業の強
化と育成に取り組んでまいります。
　次に５、物価高騰対策についての(4)、農業及び漁
業における物価高騰対策についてお答えいたします。
　県では、農業者への支援として、肥料購入経費の一
部を補助する緊急支援や燃料価格高騰対策を実施して
おります。畜産農家への支援としましては、配合飼料
の購入経費の補助や子牛の価格安定対策等に取り組ん
でいるところです。また、漁業者に対する支援としま
しては、漁業燃料及び養殖用配合飼料購入費の一部を
補助する緊急支援を実施してきたところであります。
　県としましては、引き続き、関係団体等と連携し、
農業及び漁業の経営安定に向けて取り組んでまいりま
す。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
　　　〔宮城嗣吉　文化観光スポーツ部長登壇〕
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　４、まちづくり
についての(1)、大型ＭＩＣＥ施設の進捗についてお
答えします。
　県では、沖縄県マリンタウン国際会議・大型展示場
整備運営等事業に関する実施方針を10月30日に公表
しました。また、11月10日に実施方針の内容周知と
事業者間の交流促進を図るため、事業者向けの説明
会を開催し、30事業者の現地参加と59件のオンライ
ン参加がありました。今後は、要求水準書（案）の公
表、特定事業の選定の手続等を進め、令和６年度以降
の入札公告、事業契約締結に向けて取り組んでまいり
ます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
　　　〔前川智宏　土木建築部長登壇〕
○前川智宏 土木建築部長　４、まちづくりについて
の(2)、西原町の西原西地区土地区画整理事業につい
てお答えいたします。
　本地区は、西原町のゲート性を有する商業地として
位置づけられており、令和５年度の当初事業費は１億
8500万円となっております。現在、早期整備に向け
補正予算として、事業費１億円を計上しており、令和
５年度末の進捗率は、約73％を見込んでおります。
また、施行期間は、令和８年度までとしております
が、今後事業計画変更により期間延伸を予定している
とのことであります。

　県は引き続き町と連携し、事業推進に取り組んでま
いります。
　次に同じく４の(3)、小波津川の整備進捗状況と雑
草対策についてお答えいたします。
　小波津川は、整備延長約3.8キロメートルのうち、
河口部から西原町役場付近までの約1.7キロメートル
が概成しており、令和10年度の完了を予定しており
ます。令和５年度は約２億円を計上し、橋梁整備を
行っております。また、下流区間において雑草木が繁
茂している状況があることから、緊急浚渫推進事業債
を活用し、しゅんせつ及び雑木除去を行うこととして
おります。今後とも西原町と連携し、小波津川の早期
整備及び適切な維持管理に努めてまいります。
　次に同じく４の(4)、浦添西原線、那覇北中城線の
進捗状況等についてお答えいたします。
　浦添西原線の進捗率は、令和４年度末の事業費ベー
スで約46％となっており、今年度は、約８億6000万
円の事業費で整備に取り組んでおります。那覇北中
城線の進捗率は、令和４年度末の事業費ベースで約
60％となっており、今年度は、約６億2000万円の事
業費で整備に取り組んでおります。供用開始時期につ
きましては、用地取得状況等から、現時点で明確にお
示しすることが難しい状況ではありますが、引き続
き、西原町と連携を図りながら、所要額の確保に努
め、早期供用に向け取り組んでまいります。
　次に同じく４の(5)、幸地インター線の進捗状況等
についてお答えいたします。
　幸地インター線の進捗率は、令和４年度末の事業費
ベースで約63％となっており、今年度は、11億円の
事業費で整備に取り組んでおります。引き続き、西原
町と連携を図りながら、事業予算の確保に努めるとと
もに、2020年代後半の供用に向け取り組んでまいり
ます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　保健医療部長。
　　　〔糸数　公　保健医療部長登壇〕
○糸数　公 保健医療部長　４、まちづくりについて
の(6)、薬学部の設置についてお答えします。
　県は、令和５年２月に、沖縄県内国公立大学薬学部
設置に関する基本方針を公表し、薬学部の設置を希望
する大学の公募を本年９月１日から12月８日までの
期間で実施しました。公募期間内に県内国公立大学か
らの応募はありませんでしたが、琉球大学から、薬学
部設置の可能性を含め、沖縄県と緊密に連携しつつ協
議を進めたいとの回答がありました。
　県としましては、琉球大学からの回答を踏まえ、大
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学側と協議してまいりたいと考えております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
　　　〔多良間一弘　環境部長登壇〕
○多良間一弘 環境部長　４、まちづくりについての
中の(7)、外来植物のツルヒヨドリとメリケントキン
ソウ等の防除計画についてお答えいたします。
　県では、令和２年３月に策定したツルヒヨドリ防除
計画に基づき、ヤンバル地域など重要区域からの排除
を目標に、大宜味村、国頭村、東村、石垣市でツルヒ
ヨドリの駆除を実施しております。メリケントキンソ
ウについては、今年度、分布状況や駆除方法について
情報収集を行い、専門家の意見を踏まえ防除マニュア
ル等を作成しているところであり、ほかにもギンネム
について、防除マニュアルを作成しております。
　県としましては、これら外来植物の防除マニュアル
等を活用して、土地の所有者や管理者が自らその土地
にある外来植物を駆除できるよう、対策等の普及促進
に取り組んでまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
　　　〔松永　享　商工労働部長登壇〕
○松永　享 商工労働部長　５、物価高騰対策につい
ての(1)、電気料金への支援についてお答えします。
　本県の電気料金が依然として高い水準であることに
加え、国が支援期間を令和６年５月まで延長したこと
や、沖縄県経済団体会議から要請を受けたことなどを
踏まえ、県では、令和５年12月までとしていた県独
自の電気料金支援の期間を令和６年５月まで延長する
ため、補正予算を本議会に追加提案したところです。
また、令和６年６月以降につきましては、世界的な燃
料価格の高騰や円安の影響、国の動向等を踏まえ、県
民及び県内産業に与える影響や支援ニーズ等を把握し
ながら、県として適切に対応してまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
　　　〔金城　敦　企画部長登壇〕
○金城　敦 企画部長　５、物価高騰対策についての
(3)、ガソリン高騰への支援についてお答えします。
　県では、地方創生臨時交付金等を活用し、ガソリン
を含む燃料費の高騰に対する交通事業者への補助、燃
料費を含む物価高騰の影響を受けた中小企業や個人事
業主に対する補助等の支援を行っております。
　県としては、引き続き、国と連携を図り、物価高騰
による県民生活や県経済への影響に機動的に対応して
まいります。

　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　上里善清議員。
○上里　善清 議員　御答弁ありがとうございまし
た。
　それでは、１つずつちょっと再質問していきたいと
思います。
　政治姿勢についての(2)番の再質問、ちょっとやっ
てみたいと思います。日本政府と台湾政府の関係につ
いて、お伺いしたいと思います。
　よろしくお願いします。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　日本政府と台湾政府の関
係、知事が今回台湾を訪問しました経緯も含めて、ま
ずちょっとお答えさせていただきます。
　今回、知事の台湾訪問につきましては、コロナ禍か
らの復興を見据えて台湾との経済交流や台湾交流を再
び活性化させる目的の下に実施したところでございま
す。このため交流のプレーヤーとなる経済団体及び企
業の関係者同行の下、日台間の交流を支援する団体等
の代表者と交流活性化等に向けた意見交換を行ったと
ころでございます。これは、平成31年度まで継続し
ていたトップセールスにおきましても、各分野の交流
を支援する団体等を訪問したところであり、今回も従
前と同様の立てつけとなっております。
　また、政府と台湾との関係でございますが、これは
1972年に締結され、中国との国交正常化を実現した
日中共同声明において、「日本国政府は、中華人民共
和国政府が中国の唯一の合法政府であることを承認す
る。」と。それで、台湾が中華人民共和国の領土の不
可分の一部であるとの中国の主張を理解、尊重するこ
とが示されております。このことに基づき、日本政府
の基本的立場は日中共同声明にあるとおりであり、台
湾との関係について、非政府間の実務者関係として維
持していくものとしております。それでこの非政府間
の実務者関係とは、日本政府と台湾政府との直接の関
係以外は、全て含まれる趣旨であるというふうに理解
しております。
　県としましては、この日本政府の基本的立場に沿っ
て地域外交に取り組むということと考えております。
　以上になります。
○赤嶺　昇 議長　上里善清議員。
○上里　善清 議員　私も基本的には、日中共同声明
が基本になるというふうに思っておりますので、これ
を尊重して中国と台湾の関係を密にしていただきたい
というふうに思います。
　じゃ、知事の政治姿勢の、水道料金の値上げなんで
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すが、私も12月４日に政府関係者にちょっと会いに
行きました。５省庁の担当の方が見えて、対応してく
れたんですが、今回の値上げは、いろんな老朽化と
か、ものも含めての話ですので理解はできるんだが、
このＰＦＯＳ対策のための、要するに予算というのが
ありますね。その中で、国がその部分をまだ支援して
くれてないという部分があると思うんですが、大体の
金額でいいんですが、どれぐらいになりますか。
○赤嶺　昇 議長　企業局長。
○松田　了 企業局長　お答えします。
　今回の改定期間であります令和６年から令和９年
の４年間、おおむね毎年10億円程度予定しておりま
す。それでそのうちまだ国との調整を行っていないと
いうこともございまして、国から明確に補助をいただ
けるというような額はまだ決まっておりません。
○赤嶺　昇 議長　上里善清議員。
○上里　善清 議員　これ、足すと四十何億かの金額
になるんですよ。これ１リットル当たりの水道料に換
算すると、3.5円ぐらいは軽減できるということにな
るわけですよね。今３割ですけど、今度の軽減措置
で19円ですか。これ１リットル当たりの金額になる
んですか。この19円というのは、どういうあれです
か。
○赤嶺　昇 議長　企業局長。
○松田　了 企業局長　１立方メートル当たりでござ
います。
○赤嶺　昇 議長　上里善清議員。
○上里　善清 議員　本来でしたら、30円、三十四、
五円だったわけですよね。ですよね。ちょっともう１
回。
○赤嶺　昇 議長　企業局長。
○松田　了 企業局長　当初は、令和６年４月から約
３割ということで予定しておりました。まだ何十何円
という決まった額ではございませんでしたけれども、
当初は令和６年４月から３割程度の値上げが必要だと
いうことで、我々は市町村等には説明しておりまし
た。
○赤嶺　昇 議長　上里善清議員。
○上里　善清 議員　私基本的には、このＰＦＯＳ対
策というのは、基地からの蓋然性が高いというのはも
う間違いないわけですから、基地提供している国の責
任で、ＰＦＯＳ対策の費用というのは国が持つのは当
然だと私は考えるんです。この辺を国のほうに訴えた
ら、ある程度いい返答ではあったんですよ。だから、
もっと力強く訴えないとこれ駄目だと思いますので、
その意気込みだけ聞かせてください。

○赤嶺　昇 議長　企業局長。
○松田　了 企業局長　お答えします。
　これまでも企業局としましては、知事部局と連携し
まして、令和元年の６月、それから令和３年の２月、
それから令和４年の７月ということで、国等に要請を
しておりまして、引き続き、今後も強く国等には求め
ていきたいというふうに考えております。
○赤嶺　昇 議長　上里善清議員。
○上里　善清 議員　ぜひ頑張っていただきたいと思
います。
　あと令和６年度の予算なんですが、一括交付金のお
およそどれぐらい増額を求めているのかお答えできま
すか。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
○宮城　力 総務部長　一括交付金については、国の
概算要求がソフト・ハード合わせて785億円。昨年度
に比べまして物価高騰等を勘案して、ソフト・ハード
それぞれ13億ずつ、合わせて26億円の今増額の概算
要求がなされているところでございます。
　県としましては、これの満額確保あるいは加えて増
額確保をということをお願いしているところでござい
ます。８月に要請した段階では、かなりの所要額が必
要ということで要請をしてきたところでございますの
で、幾らかということはすぐには申し上げられません
が、さらなる増額をお願いしている、要請してきたと
いうところでございます。
○赤嶺　昇 議長　上里善清議員。
○上里　善清 議員　増額にはなっているんですが、
基本的に今の物価上昇を勘案すると、これ増額に値し
ないと思うんですよね、今国が示している部分は。地
方もやっぱりハード事業は、みんなもう金がないもん
ですから遅れているわけですよ。物価上昇も含めた
ら、これ大きな増額にしないと、これ合わないと思う
んですよね。その辺の交渉も国とやらないと、多分国
は、はいとはすぐに言わんはずですので、一生懸命頑
張ってください。
　じゃ、あと３の農業政策に行きます。
　私、水稲も聞いているんですが、麦とか粟とか大
豆、小豆、この辺は回答なかったような気がしますけ
ど、答えられますか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時34分休憩
　　　午後２時35分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
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　粟及び小豆に関しましては、県内での統計的な生産
実績はないということでございます。
○赤嶺　昇 議長　上里善清議員。
○上里　善清 議員　この前の台風６号で、食の脆弱
さが露呈したわけですよね。１週間ぐらい店頭に品物
が並ばないと。これ、何かあったらこれもう死活問題
なんですよ、実を言うと。だからこの農業政策という
のをきちっとつくって、沖縄の食はこうするんだとい
うことを決めないと、これは大変なことになりかねな
いですよ。この辺について、例えば水稲でしたら、ウ
チナーは二毛作で２回できるわけです。計画的にやれ
ば、この増産というのはもっと増やせると私は思うん
ですよね。その辺の計画はどんなですか。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　県では、食料自給率を向上させる取組として、新・
沖縄21世紀ビジョン基本計画に基づきまして、例え
ば経営感覚に優れた担い手の育成や多様な新規就農者
の育成確保、また自然災害や気象変動に対応した対候
性ハウス等の栽培環境の整備、農業用水源の確保やか
んがい施設等の生産基盤の整備などにより、今後とも
持続的農林水産業の生産振興と多面的機能を生かした
農山漁村の振興を図ることで、食料自給率の向上に取
り組んでまいりたいと思います。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　上里善清議員。
○上里　善清 議員　私、あえて雑穀とやった理由は
ですね。これインドで進めているらしいんですけど、
雑穀は、雑草にも強いし荒れた土地でも十分できると
いうことで、インド政府は、これ強力に進めているら
しいです。向こうはもう、十何億の人間を食わすため
には真剣に考えてやってるわけですよね。ウチナーの
島嶼県で、これだけの島で今146万人ぐらい住んでい
るわけですよね。これ何かあったら、県民、ヤーサす
るんですよ。だから、真剣にこれ取り組まないと将来
大変なことになりかねないですので、ぜひ強力に推進
していただきたいというふうに思います。あと、肉
とかも今大きく――13万5834頭、とても細かいです
ね。そこまで一応目標を持っていくということで、今
の状況がそこまで持っていけるかなという感じも受け
ますけど、これも、牛に与える草、この牧草、この辺
の計画も含めて、これやってくださいね。あと、漁獲
量も年間どんどん減っているという状況ですので、こ
れからは、とる漁業からつくる漁業にもう転換しない
といけない時期に来ているはずですので、強力に進め
ていただきたいというふうに要望いたします。

　あと、まちづくりについて、ちょっと質問したいと
思います。西原町の西地区なんですが、これかなり年
月たって、地権者ももう、いらいらの頂点に立ってい
るわけです。どんどん予算をつけていただいて、この
事業がもう前に進むように、お願いしたいんです。今
年は１億8500万と補正で１億円組んでいますね。来
年度はどんなになりますか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えをいたします。
　次年度要求額につきましては、今私の手元に資料が
ございませんが、これまでも十分その予算が、町の要
望どおりつけられなかったというところがございま
す。しかしながら、この西原西地区は答弁で申し上げ
ましたとおり、西原町のゲート性を有するということ
と、それからその他の事業、県の道路事業ですとかモ
ノレール等も関連しておりますし、引き続き、所要額
の確保に向けて、事業の推進に取り組んでいきたいと
考えております。
○赤嶺　昇 議長　上里善清議員。
○上里　善清 議員　あと、道路事業ですね。これも
似たような話になるんですが、ＭＩＣＥが2029年で
したか、完成予定はどんなでしたかね。ちょっと分か
りますか。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　実施方針におき
まして、令和６年度以降の入札公告応募事業者の評
価・選定等の手続を踏まえた期間を踏まえ、令和７年
度の契約とした場合、設計１年、建設2.5年を要する
見込みでありますので、令和11年１月、2029年に施
設完成の予定となっております。
○赤嶺　昇 議長　上里善清議員。
○上里　善清 議員　2029年までにＭＩＣＥが仮にで
きたといたしまして、この道路事業、向こうのはく道
路といいますか、はしご道路が完成しないと、大変な
交通渋滞が起こるのはもう予想されるわけですよ。そ
れで、この事業、そのＭＩＣＥと平行してできるの
か、この辺どんなですか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時41分休憩
　　　午後２時42分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えをいたします。
　ＭＩＣＥアクセス道路といたしまして、今国におい
て、与那原バイパス等が整備をされているところでご
ざいます。具体的な完了の時期というのは明示はされ
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ておりませんが、国とも連携しながら、ＭＩＣＥ事業
の進捗状況等も情報共有しながら、連携して調整して
まいりたいと考えております。
○赤嶺　昇 議長　上里善清議員。
○上里　善清 議員　国道329バイパスはそれに間に
合うということを聞いておりますが、この県道につい
てもやっぱり平行して、2029年までにめどをつけて
いただきたいというふうに思いますので、お願いしま
す。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　大変失礼いたしました。
　県道事業、今関連してやっている事業につきまして
も、全区間その完成までできるかどうかというところ
は、不明確な点はございますが、所要額の確保に努め
まして、少しでも整備効果が発現できるような整備の
仕方というところは検討してまいりたいと考えており
ます。
○赤嶺　昇 議長　上里善清議員。
○上里　善清 議員　あと、琉大薬学部の見通し、ま
だないということなんですが、武見さんでしたか、新
聞投稿で載ってたんですよ、非常に意欲を持ってたん
ですがね。琉大とももう少し対話して、ぜひできるよ
うにやっていただきたいんですが、どんなですか、県
の取組は。
○赤嶺　昇 議長　保健医療部長。
○糸数　公 保健医療部長　お答えいたします。
　県内の薬学部の設置については、薬剤師会だけでは
なく、医師会それから看護協会、歯科医師会と全ての
医療団体からも強い要望が出ているところでございま
す。今回は、応募という形では手を挙げていただけな
かったんですけれども、琉球大学のほうから、その設
置の可能性等について、琉大にとっては学生定員で
あったり、あるいは運営の財政的な支援という課題が
あるということではあるんですけれども、そういうふ
うな内容についても協議を続けていくというふうな御
回答でしたので、しっかりと琉大のほうとも丁寧に話
し合って、課題の解決に向けて調整をしていきたいと
思います。
○赤嶺　昇 議長　上里善清議員。
○上里　善清 議員　ぜひ、前に進むようによろしく
お願いいたします。
　あとは、この外来種対策なんですが、先ほどちょっ
と言い忘れたんですが、ギンネム。小波津川ですね、
ギンネムがもう相当繁茂しているんですよ。これ根絶
するの大変だと思うんですが、その根絶対策、どう考
えていますか。小波津川だけでいいです。

○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時45分休憩
　　　午後２時45分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　小波津川におきます今現
在認識している外来生物としましては、ツルヒヨドリ
というものがあるようでございますが、令和４年８月
に関係部局から情報共有されまして把握をしておりま
す。ツルヒヨドリが重点的に駆除を行う必要のある重
点対策種に指定されていることは承知しておりますの
で、防除計画に基づき、適切に除去を行っているとい
うところでございます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　上里善清議員。
○上里　善清 議員　小波津川が早く完成して、町民
の憩いの川だということで、僕ら夢見てるんですよ。
その川べりに花の咲く木を植えて、花通りにしたいと
かいろいろあるわけですよね。ぜひ、早めにこの整備
を進めていただきたいというふうなお願いをしまし
て、一般質問を終わります。
　ありがとうございました。
○赤嶺　昇 議長　瀬長美佐雄議員。
　　　〔瀬長美佐雄　議員登壇〕
○瀬長　美佐雄 議員　ハイサイ　グスーヨー　
チューウガナビラ。
　皆様、こんにちは。
　日本共産党の瀬長美佐雄です。
　まず、国連安保理は、ほぼ100か国が共同提案国と
なったガザの即時人道的停戦を要求する決議がアメリ
カの拒否権行使で不採択となりました。満身の怒りを
込めて糾弾するものです。
　沖縄戦を想起させるガザでの虐殺に心を痛める県民
が多くいます。イスラエルによるジェノサイドをやめ
させる国際連帯の声を沖縄からも上げていきましょ
う。
　一般質問を行います。
　１、知事の政治姿勢について。
　県内の軍事要塞化と敵基地攻撃長射程ミサイル配
備、日米軍事一体化など政府の軍事政策は県民に不安
を広げています。沖縄を再び戦場化に導くもので許せ
ません。基地のない平和な島をあるべき姿とし、目標
とする沖縄21世紀ビジョン及び新建議書に逆行する
政府の戦争準備への見解及び沖縄のあるべき未来実現
への知事の決意を伺います。
　２、デニー県政の地域外交について。
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　(1)、	地域外交基本方針策定の取組状況、アジアの
中で沖縄が担い得る平和を希求し平和構築の取組な
ど、万国津梁会議での討議状況を伺います。
　(2)、	国連人権理事会報告者や沖縄の基地問題解決
に寄与する著名人の招聘の取組を伺います。
　(3)、	沖縄県及び県民が培ってきた海外との交流状
況と基本方針に反映させる取組を伺います。
　(4)、	サイパン等南洋群島との交流の促進につい
て、現状と計画を伺います。
　３、世界のウチナーンチュネットワーク構築の取組
について。
　(1)、	世界ウチナーンチュセンター（仮称）の整備
促進を求めます。そのセンターの機能に係る役割を担
うコンシェルジュの取組状況と成果を伺います。
　(2)、	世界の県系人の県内におけるネットワーク構
築の取組を求めます。第８回世界のウチナーンチュ大
会の準備としても重要と思うがどうか、所見を伺いま
す。
　(3)、	ひめゆり平和祈念資料館の資料展示がハワイ
州で行われた様子が報道されました。今後とも県人会
と連携した取組として世界中で取り組むため沖縄県か
らの支援を求めます。取組及び所見を伺います。
　４、沖縄空手の振興について。
　(1)、	空手会館の活用状況と海外子弟等による利用
状況、成果と課題を伺います。
　(2)、	ユネスコ無形文化遺産登録等、空手振興に係
る取組の状況と課題を伺います。
　５、公立夜間中学に関するこの間の取組、必要性を
どう受け止めているか。知事公約である公立夜間中学
の実施を市町村と連携し早期に実現すべきですが、状
況を伺います。
　６、県民の食料自給、生産拡大の強化について。
　(1)、	食料備蓄を含めた現状と食料の生産増進への
計画と取組を伺います。
　(2)、	県内における米や芋、カンショ、小麦等、穀
物生産の現状と生産拡大への計画、取組を伺います。
　(3)、	食料生産に係る現状について、県内での生
産・供給力（肥料、飼料、農薬、種子、電気使用に占
める再生エネルギーの利用率）などの、現状と今後の
計画を伺います。
　７、地域環境整備の促進について。
　(1)、	豊見城市内の県道整備の促進を求めます。進
捗及びハード交付金減額に伴う影響を伺います。
　(2)、	瀬長島入り口交差点の交通渋滞解消と瀬長島
を含めた公共交通網の整備方針を伺います。
　８、本島中部の福祉施設で不正請求等の事案が報道

されました。施設の代表者が一部認めていると報道さ
れており、その事実を県は確認したのか。県の対応状
況と適正な事業運営に関する県の責任を果たすため
に、今後の対応を伺います。
　９、我が党の代表質問との関連はありません。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
　　　〔玉城デニー　知事登壇〕
○玉城デニー 知事　瀬長美佐雄議員の御質問にお答
えいたします。
　空手振興についての御質問の中のユネスコ無形文化
遺産登録など、空手振興に係る取組についてお答えい
たします。
　沖縄県では、沖縄空手振興ビジョン及び同ロード
マップを策定し、沖縄が世界に誇る伝統文化である空
手の保存・継承・発展のため、各種施策を展開してお
ります。施策の推進に当たりましては、空手発祥の
地・沖縄の県外、国外での認知度向上、人材育成、道
場経営の安定化、ユネスコ無形文化遺産登録などが課
題として挙げられます。このため、沖縄空手世界大会
の定期開催や沖縄空手会館を拠点とした、空手発祥の
地・沖縄の発信、指導者・後継者の育成、道場の運営
基盤強化や空手関連産業の創出に取り組んでおりま
す。また、ユネスコ無形文化遺産の登録に向けまして
は、沖縄空手ユネスコ登録推進協議会を設置し、機運
醸成のためのシンポジウムや民俗学的調査を実施して
おります。
　その他の質問につきましては、部局長から答弁をさ
せていただきます。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
　　　〔溜　政仁　知事公室長登壇〕
○溜　政仁 知事公室長　１、知事の政治姿勢につい
ての(1)、沖縄のあるべき未来の実現についてお答え
いたします。
　県としては、米軍基地が集中していることに加え、
自衛隊の急激な配備拡張による抑止力の強化がかえっ
て地域の緊張を高め、不測の事態が生ずることを懸念
しており、ましてや沖縄が攻撃目標となることは、決
してあってはならないと考えております。このため、
新たな建議書では、こうした事態が生じることのない
よう最大限の努力を払うとともに、平和的な外交・対
話による緊張緩和と信頼醸成に取り組むよう強く求め
たところです。また、県では、基地問題に関する国民
的議論を喚起するための情報発信や、アジア太平洋地
域との連携構築に取り組んでいるところであり、これ
らの取組を通じて、沖縄を戦場にさせないとの県民の
思いを積極的に発信し、基地のない平和で豊かな沖縄
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の実現につなげてまいります。
　次に２、デニー県政の地域外交についての中の
(1)、基本方針策定の取組及び万国津梁会議の検討状
況についてお答えいたします。
　県では、地域外交基本方針（仮称）を策定するた
め、平和、歴史・学術、経済、外交などの専門家10
名で構成される万国津梁会議を設置し、本年９月から
これまでに３回の会議を開催しております。会議にお
いては、広島・長崎との連携による平和発信や平和創
造拠点として象徴的なイベント等の開催、国際機関の
誘致等、平和構築に関する議論も活発に行われており
ます。今後は、今月21日の最終会議を経て、来年１
月に提言書を頂くことになっております。その後、同
提言書を踏まえ、県として基本方針（案）を取りまと
め、パブリックコメントを実施した上で、今年度中に
正式発表する予定となっております。
　同じく２の(2)、国連人権理事会報告者等への招聘
についてお答えいたします。
　県としては、国際社会に対し、米軍基地に起因した
共通する問題の解決の必要性を訴え、県の取組を後押
しする国際世論の形成に取り組むことは重要であると
考えています。そのため、県の取組を後押しする発信
力の高い人物や国連関係者等の沖縄への招聘にも取り
組んでいきたいと考えております。
　同じく２の(3)、海外との交流状況の基本方針への
反映についてお答えいたします。
　県としましては、沖縄独自の地域外交を推進してい
くためには、これまでの本県の歩みを振り返り、今後
の取組にしっかりと反映させていく必要があると考え
ております。このため、基本方針では、これまで先人
たちが積み重ねてきた交流の歴史や悲惨な沖縄戦の体
験に基づく平和への強い思いを基本とし、最新の国際
情勢なども踏まえながら、今後、沖縄県の多様な主体
が国際的な活動に取り組む際の基本的な方向性を示し
てまいりたいと考えております。
　以上になります。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
　　　〔宮城嗣吉　文化観光スポーツ部長登壇〕
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　２、デニー県政
の地域外交についての(3)のうち、海外との交流状況
についてお答えします。
　県では、世界中に約42万人いると推計される県系
人や沖縄県民、沖縄にゆかりのある人々をつなぐウチ
ナーネットワークを強化することで、誰もが安心して
暮らせる多文化共生社会を構築し、本県のみならず、
各地の持続的発展に貢献することを目指しておりま

す。このため、世界のウチナーンチュ大会の開催、ウ
チナーネットワークコンシェルジュによる日常的な交
流、海外県人会への芸能指導者派遣、ウチナーンチュ
子弟等留学生の受入れなど、各種施策の展開によりウ
チナーネットワークの強化を図ってまいります。
　同じく２の(4)、南洋群島との交流促進についてお
答えします。
　南洋群島は、戦前日本が統治し、沖縄から多くの人
が移り住み、様々な分野で活躍し、現地の地域振興に
も大きく貢献したものと承知しております。このよう
な歴史的背景や、観光業を中心とした島嶼地域である
こと等の共通性から、南洋群島との交流を継続するこ
とは重要であると考えております。
　県としましては、サイパン市から交流の要望のある
農業分野を含め、南洋群島との様々な分野における継
続的な交流を引き続き検討してまいります。
　次に３、世界のウチナーンチュネットワーク構築の
取組についての(1)、世界のウチナーンチュセンター
等についてお答えします。
　県が令和３年４月から運営しているウチナーネット
ワークコンシェルジュでは、ＳＮＳを活用した情報発
信、次世代を担う人材育成研修、オンラインを含めた
交流イベント等に取り組んでおり、世界のウチナー
ネットワークの継承・発展に寄与しております。世界
のウチナーンチュの交流拠点については、設置を要請
している世界ウチナーンチュセンター設置支援委員会
と意見交換を行っており、必要な機能を精査した上
で、既存施設等の活用を含め、ウチナーネットワーク
コンシェルジュの機能を拡充しつつ、その設置に向け
て取り組んでいるところです。
　同じく３の(2)、世界の県系人の県内でのネット
ワーク構築についてお答えします。
　現在、世界のウチナーンチュが、留学、就職や移住
で沖縄県内に一定程度在住しており、このような方々
は、ウチナーネットワークの強化に重要な役割を担う
ものと認識しております。
　県としては、ウチナーネットワークコンシェルジュ
の取組やＪＩＣＡ沖縄と連携し、県内在住者と関連団
体との交流、団体相互の連携を図る取組を推進してま
いります。このような継続した取組が、次の第８回世
界のウチナーンチュ大会に向けた機運醸成につながる
ものと考えております。
　同じく３の(3)、ひめゆり資料館と海外県人会との
連携についてお答えします。
　令和５年９月から令和６年１月にかけて、ハワイコ
ンベンションセンターやハワイ大学等で、ハワイ沖縄

‒ 274 ‒



連合会の協力の下、「ひめゆりとハワイ」をテーマと
したひめゆり資料館の展示会が開催され、現地の県系
人も含め、多くの方々が訪れていると聞いておりま
す。展示会の開催に当たり、県では、沖縄文化芸術の
創造発信支援事業において、補助を行っております。
今後もこのような海外での展示会等の要望があれば、
世界各地の沖縄県人会と連携し協力してまいります。
　次に４、沖縄空手の振興についての(1)、沖縄空手
会館の利用状況等についてお答えします。
　沖縄空手会館は、平成29年３月の開館から令和５
年10月末までの延べ人数で、道場施設約46万3000
人、展示施設約５万6000人に利用いただいており
ます。うち海外からの利用者数は、道場施設約３万
2000人、展示施設約8000人となっております。国
内・国際大会やセミナー、合宿等で道場施設が利用さ
れており、コロナ禍以前の水準に戻ってきておりま
す。課題としては、道場施設に比べ展示施設の来館者
が少ないこと、多言語対応などが挙げられます。この
ため新たなテーマによる企画展や空手アカデミー等を
開催するとともに、空手案内センター等による海外へ
の情報発信、外国語ガイダンスの充実、養成した空手
ガイドを活用した空手ツーリズムを推進してまいりま
す。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
　　　〔半嶺　満　教育長登壇〕
○半嶺　満 教育長　５、公立夜間中学の設置につい
てお答えいたします。
　県教育委員会では、夜間中学について、通学の利便
性等の観点から、まずは市町村に対し、設置検討を依
頼しているところであり、９月に実施した調査による
と、３市町村が現在検討中であると回答しておりま
す。
　県教育委員会としましては、検討中の市町村の取組
状況を踏まえ、今後の対応を検討してまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
　　　〔宮平道子　子ども生活福祉部長登壇〕
○宮平道子 子ども生活福祉部長　６、県民の食料自
給、生産拡大の強化についての(1)のうち、災害時に
おける食料備蓄の現状についてお答えいたします。
　県内市町村においては、発災時に必要となる備蓄量
をおおむね確保している状況であります。県では、沖
縄県備蓄方針に基づき、発災からの３日間における被
災者の生命維持に最低限必要な物資等を計画的に備蓄
すること等により、被災市町村の行う物資供給活動等

を支援することとしております。
　次に８、福祉施設での不正請求事案についての
(1)、不正請求事案への対応状況等についてお答えい
たします。
　本島中部にある就労継続支援Ｂ型事業所における、
障害者自立支援給付費不正受け取りの疑いに関する報
道がなされております。県では市町村と連携し、報道
された内容について事実確認を進めているところであ
り、障害福祉サービス事業所が適切に運営され、利用
者が安心して障害福祉サービスを利用できるよう指導
や助言、必要な措置等を図ってまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
　　　〔前門尚美　農林水産部長登壇〕
○前門尚美 農林水産部長　６、県民の食料自給、生
産拡大の強化についての(1)のうち、食料の生産拡大
の計画と取組についてお答えいたします。
　本県の食料自給率は令和３年度概算値で、カロリー
ベースで32％、生産額ベースで52％となっておりま
す。自給率の向上については、生産拡大が重要なこと
から、県としましては、新・沖縄21世紀農林水産業
振興計画に基づき、各種生産振興対策、担い手の育
成・確保や経営力強化、生産基盤整備の促進、耕作放
棄地を含む農地の有効活用など、農林水産物の生産拡
大に努めてまいります。
　同じく(2)、水稲及びカンショの生産現状と取組に
ついてお答えいたします。
　令和３年産の水稲の収穫量は2160トン、カンショ
は3360トンとなっております。水稲につきまして
は、石垣市をはじめ竹富町、伊是名村、伊平屋村など
主に離島地域で生産され、地域において重要な作物と
なっております。そのため県では、水稲の安定生産を
図るため、関係機関と連携し、優良種子の配付、栽培
技術指導を行うとともに、水田経営所得安定対策及び
産地づくりを推進しているところであります。カン
ショにつきましては、市町村への優良種苗配付や、拠
点産地の育成など、生産拡大の取組を行っているとこ
ろであります。
　同じく(3)、農業生産資材の生産等の現状と計画に
ついてお答えいたします。
　県内における農業生産資材の生産、供給状況は、堆
肥等の肥料が約３万9000トン、農薬が約200トン生
産されているほか、粗飼料及び濃厚飼料を合わせた飼
料自給率は58％となっております。また、種苗につ
いては、サトウキビの無病健全苗や、ゴーヤーなどの
県産野菜を中心に供給されております。
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　一方で、地理的制約や自然条件等により全ての農業
資材を県内で供給することは困難であることから、県
としましては、引き続き、国や関係団体と連携し、農
業資材の安定確保に努めるとともに、環境保全型農業
の推進や、生産基盤整備の促進による草地面積の拡大
など、生産安定に向けた各種施策を推進してまいりま
す。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
　　　〔前川智宏　土木建築部長登壇〕
○前川智宏 土木建築部長　７、地域環境整備の促進
についての(1)、豊見城市内の県道整備の進捗等につ
いてお答えいたします。
　豊見城市内の県道については、豊見城中央線、東風
平豊見城線及び豊見城糸満線で事業を実施しておりま
す。令和４年度末の進捗率は、事業費ベースで、豊見
城中央線は約88％、東風平豊見城線は約96％、豊見
城糸満線は約11％となっております。ハード交付金
で整備を進める豊見城中央線については、減額が続い
てきたことから、事業の進捗に遅れが生じているもの
と認識しております。
　県としては、引き続き、事業予算の確保に努めると
ともに、事業推進に取り組んでまいります。
　次に同じく７の(2)のうち、瀬長交差点の交通渋滞
緩和についてお答えいたします。
　国道331号と豊見城市道６号線が交差する瀬長交差
点は、沖縄地方渋滞対策推進協議会において、平成
24年度より主要渋滞箇所に特定されております。当
該交差点付近では、国において国道331号の交通渋滞
緩和に向け、那覇空港自動車道の一部を構成する小禄
道路の整備が進められております。
　県としては、国の整備状況を踏まえながら、豊見城
市と連携し、同協議会において、瀬長交差点の交通渋
滞緩和に向けた取組を国に働きかけてまいりたいと考
えております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
　　　〔金城　敦　企画部長登壇〕
○金城　敦 企画部長　７、地域環境整備の促進につ
いての(2)のうち、瀬長島を含めた公共交通網につい
てお答えいたします。
　県では、沖縄本島を北部・中部・南部の圏域に分け
た、関係市町村の参加する連携交通会議の中で、各市
町村における公共交通の課題等を共有し、地域の公共
交通の在り方について議論しているところです。瀬長
島を含めた公共交通網についても、南部圏域の連携交

通会議の中で、関係市町村や交通事業者と協働で検討
を進めてまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　瀬長美佐雄議員。
○瀬長　美佐雄 議員　答弁ありがとうございまし
た。
　まず、公立夜間中学について伺います。
　先ほど３市町が検討していると。具体的にどちらか
教えていただけますか。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
○半嶺　満 教育長　令和５年９月に行った調査によ
りますと、伊江村、那覇市、石垣市の３市村が検討中
という回答をしております。
○赤嶺　昇 議長　瀬長美佐雄議員。
○瀬長　美佐雄 議員　私は、沖縄大学で公立夜間中
学に関するシンポジウムがありまして参加しました。
2020年国勢調査で、１万8329人が義務教育未修了者
であると。県内におられると。その大きな要因は沖縄
戦ですし、戦後の厳しい生活で教育を受けられなかっ
たという点で、主催者は夜間中学を開設する緊急性を
強調していまして、夜間中学には学び直しとか、外国
からの居住者に対応する今日的な必要性も言われてお
りました。今、検討しているということですが、具体
的にいつから始めることになるのか、熟度というか、
それを伺います。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
○半嶺　満 教育長　答弁でもお答えをいたしまし
たが、やはりまず、この平成30年度に県においても
ニーズ等調査を行っておりまして、その際には55名
の夜間中学対象者がいるということを把握しておりま
す。その方々の回答からも、まずは近場で５キロ以内
を希望する方々が多くいらっしゃいましたので、まず
は通学の利便性の観点から、市町村に対して設置検討
を今依頼しているところでありまして、今申し上げま
した３市村が検討中ということもありますので、その
状況等も踏まえながら、できるだけ早期に取組が進め
られるよう検討してまいりたいと考えております。
○赤嶺　昇 議長　瀬長美佐雄議員。
○瀬長　美佐雄 議員　夜間中学、本当にもう待った
なしという皆さんと今日的な課題に対応するという点
で、そして身近でといったときに、沖縄県なら那覇あ
るいは中部、北部、今石垣、離島も手を挙げて検討し
ていますが、そういう意味でいうと、何か所か必要な
対応が求められると思うんですが、その点での検討あ
るいはもう市町村任せにせずに、県自らも取り組むと
いう、その決意について伺います。
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○赤嶺　昇 議長　教育長。
○半嶺　満 教育長　今申し上げましたとおり、市町
村の取組状況を今連携しながら確認しているところで
ありますけれども、方向性としまして、その結果も踏
まえて県としてどうしていくのか、そういうことも
しっかり検討して、やはり必要な方々が教育を受けら
れる体制づくり、これは重要であるというふうに思っ
ておりますので、その取組をしっかりと検討してまい
りたいと思っております。
○赤嶺　昇 議長　瀬長美佐雄議員。
○瀬長　美佐雄 議員　ぜひ早期によろしくお願いし
ます。
　続きまして、中部の福祉施設をめぐる不適正な事業
について。
　新聞報道では、訪問看護をする事業なのに、就労継
続事業所内で行われていたことを施設の代表も一部認
めているとか、その事実について県も本当に確認した
のかどうか、この点を伺いたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　保健医療部長。
○糸数　公 保健医療部長　お答えいたします。
　先ほどの事業所については、訪問看護事業所として
の届出もされているところですけれども、その在宅以
外の場所で訪問看護が行われていたというふうな報道
がなされているところです。これは、診療報酬の請求
に関連するところでございますので、健康保険法に基
づき、九州厚生局沖縄事務所と共同で保健医療機関及
び保険医等に対する指導及び監査を実施しているとこ
ろであります。当該事業所については、今後、九州厚
生局のほうと連携をして、取組等について必要があれ
ば調査をしていくというふうなことになると考えてお
ります。
○赤嶺　昇 議長　瀬長美佐雄議員。
○瀬長　美佐雄 議員　手順として、こういう不正を
もっと早く県はキャッチできなかったのかということ
や、あるいはお伝えしているけれどもなかなか動かな
いといういろんな意見も――今回の件だけではないん
ですが、あります。こういった対応にどのように迅速
に応えるかという流れについて確認させてください。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後３時18分休憩
　　　午後３時18分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　就労継続支援Ｂ型
事業所に関する件で、お答えをさせていただきます。
　障害福祉サービス事業につきましては、県が指定権

者ということになっております。県は指定をいたしま
すが、給付等は市町村が行っておりまして、利用者の
状況等に係る情報は市町村が持っているということに
なりますので、市町村と連携を図りながら今状況確認
を行っているというところでございます。事実確認を
行いまして、その結果として給付費の請求に係る不正
または不当の事実が認められ、返還金が生じるという
ことになりましたら、市町村において支払った額につ
いて事業所に対して返還を求めていくということにな
ります。
○赤嶺　昇 議長　瀬長美佐雄議員。
○瀬長　美佐雄 議員　続きまして、新建議書では、
「50年前の本土復帰当時は、沖縄県も日本政府も
「沖縄を平和の島とする」という目標を共有してい
た」と記述されています。その意味する理由及び沖縄
の軍事要塞化を進める岸田政権と50年前の政府との
立場を比較して、どのような所見なのか伺います。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　去る６月の沖縄全戦没者追
悼式におきまして、岸田総理大臣は、沖縄戦から78
年がたった今、命を落とされた方々の貴い犠牲などを
改めて深く胸に刻み、戦争の惨禍を二度と繰り返さな
い旨、挨拶をされております。本土復帰に当たり、日
本政府が発表した声明には、沖縄を平和の島にする旨
の記載があり、去る大戦で悲惨な地上戦を体験した沖
縄県民の平和を希求する思いと日本政府の戦争の惨禍
を二度と繰り返さないという思いは現在も共有してい
ると認識しております。しかしながら、戦後78年と
なる現在もなお、国土面積の約0.6％である本県に約
70.3％の米軍専用施設が存在する状況は、異常とし
か言いようがありません。日本政府は、沖縄の本土復
帰において、沖縄を平和の島とすることが沖縄と政府
の共通の目標であることを改めて確認し、これを含め
た沖縄の本土復帰の意義と重要性について、国民全体
の認識の共有を図り、基地のない平和な島の実現に一
層取り組むべきと考えております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　瀬長美佐雄議員。
○瀬長　美佐雄 議員　敵基地攻撃トマホーク400発
の爆買いと、中国大陸に届く長射程のミサイル配備
が、専守防衛を建前とする日本の防衛政策からは逸脱
している。文字どおり憲法違反の行為だと思います
が、沖縄が標的にされ戦場にされる可能性を高める長
射程のこのミサイル、県内で受け入れられない、防衛
政策を見直すべきだと求めるべきだと思いますが、ど
うでしょうか。
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○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　お答えいたします。
　反撃能力の保有については、憲法第９条の趣旨への
政府見解との問題のほか、従来の専守防衛方針との整
合性など課題が指摘されており、国会における議論が
十分ではないと認識しております。
　県としては、反撃能力を有する装備の県内への配備
が計画される場合には、さらなる基地負担の増加や攻
撃対象となるリスクが高まることが予想され、県民の
理解も得られないことから反対であります。このため
県は６月９日、防衛大臣に対し、反撃能力を有する装
備の本県への配備は行わないことなどを要請したとこ
ろであり、去る11月17日にも、軍転協として同様の
要請をしております。今後も引き続き、政府に対して
新たな建議書で求めた平和的な外交・対話による緊張
緩和と信頼醸成に取り組むよう強く求めてまいりま
す。
○赤嶺　昇 議長　瀬長美佐雄議員。
○瀬長　美佐雄 議員　今、万国津梁会議が行われて
いて、その資料も読ませていただきましたが、そこで
提言書の中に、沖縄の歴史③に海外移民に関する記述
がありますが、沖縄からなぜ移民を輩出したのかとい
う歴史的な背景が記述されていないことと、同じく復
帰後の沖縄の歴史の部分には、日本復帰を勝ち取った
県民の誇りある闘いの記述もありません。そして、ベ
トナム戦争やめよ、Ｂ52の撤去という形で、国際連
帯の歴史こそが、2000万人ものアジアの国々の命を
奪ったその軍国主義との決別、あるいは今後の友好の
土台となるものだという点で、その補強をすべきだと
提言したいと思いますが、どうでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　万国津梁会議の提言書につ
きましては、万国津梁会議で作成するものとなりま
す。今議員御提案の移民の話ですとか、ベトナム反
戦、平和の連帯の話等々につきましては、議員からの
お話があったということを万国津梁会議の委員の皆様
へもお伝えしたいというふうに考えております。
○赤嶺　昇 議長　瀬長美佐雄議員。
○瀬長　美佐雄 議員　提言書の中に、沖縄型地域外
交のあるべき姿ということで県が目指す姿が示されて
いて、私はここにぜひ、将来の沖縄のあるべき姿は、
基地のない平和の島沖縄の実現であるということを記
述する必要もありますし、この県がまとめる基本方針
にはしっかりと明記するということが必要かと思いま
すが、デニー知事、どのような見解でしょうか、伺い
たいと思います。

○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　今、意見を取りまとめていただ
いております万国津梁会議、今月21日に最終的な会
議を経て、来年１月に提言書を頂くことになっており
ます。当然、まだその議論も残っておりますし、また
この提言書を踏まえて県として基本方針案を取りまと
めてパブリックコメントも実施するということにして
おりますので、この沖縄県の地域外交基本方針に係る
様々な御意見をまたその中でも検討していけるものと
いうように考えております。
○赤嶺　昇 議長　瀬長美佐雄議員。
○瀬長　美佐雄 議員　よろしくお願いします。
　次に、先ほどひめゆり平和祈念資料館の資料展示に
ついては、今後も支援も対応したいとありましたの
で、ぜひお願いしたいと思います。
　次に、沖縄空手について、空手に先手なしと、まさ
に平和の思想として、世界に誇る沖縄の誇りある伝統
文化としても、地域外交基本方針の中にしっかりと位
置づけることが大事だと思いますが、どうでしょう
か。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　沖縄伝統空手につきまして
も平和の武と呼ばれているとおり、地域外交につなが
るソフトパワーの一つと考えており、どのように地域
外交基本方針へ整理していくのかというのは検討させ
ていただきたいと考えております。
○赤嶺　昇 議長　瀬長美佐雄議員。
○瀬長　美佐雄 議員　委員の中のＪＩＣＡ沖縄の倉
科委員が、ＪＩＣＡが行っている国際交流事業への県
職員を参加させる事業の具体的な提案の記述がありま
す。海外から受け入れる研修の際、あるいは海外派遣
にも、県庁の職員をＪＩＣＡの事業として国際機関や
アジアの国々に派遣できれば今後の発展の土台になる
と期待される。速やかな事業化を協議してはどうかと
思いますが、どうでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　お答えいたします。
　万国津梁会議の委員に就任していただいております
ＪＩＣＡ沖縄の倉科所長からは、例えば、県職員ある
いは県下の自治体職員の一定人数を毎年度ＪＩＣＡの
海外協力隊として派遣するとか、ＪＩＣＡが実施する
途上国人材向けの研修に研修員と共に県職員が参加す
るなど、具体的な提言をいただいております。
　県としても、これがどのように実施されるのかって
いうのは、引き続き検討してまいりたいというふうに
考えております。
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○赤嶺　昇 議長　瀬長美佐雄議員。
○瀬長　美佐雄 議員　万国津梁会議の委員の提言の
事業化には、それなりの予算、財政が伴うものが多く
提案されていると思料します。それで、この予算を確
保することは重要な課題だと思いますし、県の予算化
プラス、クラウドファンディング等の活用が検討でき
ないのかと。世界のウチナーンチュネットワーク、Ｗ
ＵＢの経済団体もあり、沖縄と縁もゆかりもある沖縄
ファンが世界に多数いらっしゃいます。その点で財源
を確保する、仮称ですが地域外交平和構築基金を提案
したいと思いますが、検討できないでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　地域外交を積極的に展開す
る上では、予算の確保は大変重要であるというふうに
考えております。議員御提案の基金等につきまして
は、関係部局とも調整してまいりたいというふうに考
えております。
○赤嶺　昇 議長　瀬長美佐雄議員。
○瀬長　美佐雄 議員　よろしくお願いします。
　今年、サイパン、テニアンでの慰霊祭に参加して、
サイパンの知事、市長らの沖縄との交流の意向を受け
て――先ほど回答もありましたが、具体的にどの程度
の進捗があるのか、もうちょっと詳しく回答をお願い
したいと思います。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　サイパン市から
の具体的なものは農林水産関係の要望があるというふ
うに聞いておりまして、農林水産部のほうで直接市の
ほうと連絡を取りながら、先方からは農林水産業の活
性化に向けた技術的な支援が望まれているというよう
な情報もありました。引き続き、関係部局と連携して
対応していきたいと考えております。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　サイパン市からの農林水産業支援に係る要望につき
ましては、直接、市担当者と連絡を取り具体的内容を
確認したところ、当該地域の農林水産業の活性化に向
けた技術的支援を望んでいるということでした。
　そのため県としましては、研究機関への研修生の受
入れについて対応可能であることをお伝えしておりま
す。引き続き、関係部局と連携して対応してまいりた
いと思います。
○赤嶺　昇 議長　瀬長美佐雄議員。
○瀬長　美佐雄 議員　あと、豊見城市内の県道整備
については、電線地中化の整備も含めて早期の整備促
進を期待するものです。

　瀬長島交差点地域の交通渋滞の解消は、本当に対策
が必要だと思います。豊見城市の瀬長島への入域者
は、ホテルの増築計画が明らかになっておりまして、
さらなる交通渋滞が予測されます。バスやＬＲＴなど
を含めた公共交通の整備も必要と思いますし、那覇か
ら豊見城、糸満あるいは、南部全体の交通網の整備に
ついてどのように進めていくのか伺います。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えをいたします。
　瀬長交差点につきましては、平成24年度から主要
渋滞箇所として特定をされておりまして、従前より交
通渋滞の激しい交差点であると認識をしております。
現在、国におきまして、小禄道路の整備が進められて
おります。国の工事の進捗を見ながら、必要に応じま
して渋滞対策推進協議会において対策を協議し対応し
てまいりたいと考えているところでございます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　瀬長美佐雄議員。
○瀬長　美佐雄 議員　食料自給の観点で、食料安全
保障が話題になっており、県内の食料に係る現状は先
ほど答弁されました。食料の７割を輸入、移入に頼る
沖縄県は、全国よりもさらに危機感を持った農業政策
の拡充、農家支援を強化しなければならないと思いま
す。先ほど、災害時、とりわけ１週間続いた停電や台
風のときに、供給が途絶えたら本当にどうなるのか
と。空港・港湾が全てストップしたと仮定した場合
に、県民や県外からの滞在者の食料はどれだけ確保で
きているのかという観点で見解を伺いたいと思いま
す。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後３時33分休憩
　　　午後３時33分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　備蓄がどの程度あるかとい
うことなんですけれども、まず県では、沖縄県備蓄方
針に基づき、発災から３日間における被災者の生命維
持に最低限必要な物資等を計画的に備蓄すること等に
より、被災市町村の行う物資供給活動等を支援するこ
ととしております。また、民間の大手スーパーやコン
ビニエンスストアとの間で、災害時における食料の提
供を目的とした災害時における物資の供給に関する協
定書等を締結しているところでございます。ただ、民
間事業者が保有する食料品の量等については、民間の
経営活動を尊重する必要もあり、関係部局と連携して
慎重に検討してまいりたいというふうに考えておりま
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す。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　瀬長美佐雄議員。
○瀬長　美佐雄 議員　ぜひ、意識を持って掌握する
努力に努めてほしいと思います。
　世界のウチナーンチュセンターの整備は、ぜひ目指
すということが確かなのか、その確認をまず１点。
　それと、先日ＪＩＣＡ沖縄に出向きまして、西銘純
恵県議と島袋恵祐県議と共に、このコンシェルジュの
事業について関係者から話を伺いました。世界のムー
トゥヤーが沖縄に必要だという認識も確認できました
し、ＪＩＣＡ沖縄では多くの海外研修生が本当に学ん
でいる姿を見まして、このＪＩＣＡ沖縄とコンシェル
ジュの皆さんのこのスキルも生かして県内のネット
ワーク構築を試みるべきだと思いますし、第８回大会
の準備との関わりでもこれが財産になって、８回大会
の運営にも寄与できるのかと思います。この点での答
弁を求めます。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　まず交流拠点に
つきましては、先ほども御答弁申し上げましたけれど
も、要請を行っている支援委員会と意見交換を重ねて
いるところであります。引き続き必要な機能を精査し
た上で、ＪＩＣＡ沖縄と連携し、既存施設の活用を含
め、現在のウチナーネットワークコンシェルジュの機
能を拡充しつつ、その設置に向けて取り組んでまいり
ます。
　次に、御提案のＪＩＣＡ沖縄と連携した研修生との
連携という、県内でのネットワークの構築の部分です
けれども、現在、御提案のとおり、県ではＪＩＣＡ沖
縄と連携しウチナーネットワークコンシェルジュの日
常的取組や、あるいはＪＩＣＡと連携した関連イベン
トの開催を通して研修員も含めた県内ネットワークの
構築を図ってまいりたいと思います。
　以上です。
○瀬長　美佐雄 議員　ありがとうございました。
○赤嶺　昇 議長　次呂久成崇議員。
　　　〔次呂久成崇　議員登壇〕
○次呂久　成崇 議員　ケーラネーラ　クヨーム･
ナーラ。
　おきなわ新風の次呂久成崇です。
　今日は、先月行われました離島フェアで、与那国町
長立会いの下購入しました、与那国の花織ウエアを着
て登壇いたしました。日本最西端の島、与那国のこの
花織ウエア、執行部の皆さん、県議会議員の皆さん、
ぜひ１着は御購入をお願いしたいなと。その際は私

か、テロップないと思いますが、ここまでお願いした
いというふうに思います。
　それでは、一般質問を行います。
　１、離島振興について。
　(1)、	離島のガソリン価格の現状と課題、支援につ
いて伺う。
　(2)、	離島の日常生活用品及び食材・資材等の価格
の現状と課題、支援について伺う。
　２、土木環境行政について。
　(1)、	県が管理している空港敷地内の除草作業の現
状について伺う。
　(2)、	波照間空港の施設及び敷地内の管理状況につ
いて伺う。
　(3)、	ノヤギやクジャク、イノシシ等の鳥獣被害の
現状と対策について伺う。
　(4)、	八重山管内への環境部局職員の配置について
県の方針を伺う。
　３、農水産業行政について。
　(1)、	沖縄県和牛子牛生産者緊急支援事業の内容に
ついて伺う。
　(2)、	畜産農家の経営現状と支援・施策について伺
う。
　(3)、	離島から家畜市場までの子牛輸送の現状と支
援について伺う。
　(4)、	沖縄県畜産業におけるヤギ生産の状況と今後
の方向性について伺う。
　(5)、	石垣リゾート＆コミュニティ計画の農地転用
手続の状況について伺う。
　(6)、	新規就農者支援について伺う。
　(7)、	各製糖工場の労働力不足の現状について伺
う。
　４、教育・福祉医療行政について。
　(1)、	栄養教諭の配置状況について伺う。
　(2)、	教職員の住居確保等の施策について伺う。
　(3)、	県立八重山農林高校の教室建て替え計画の進
捗について伺う。
　(4)、	県立高校の人事異動方針について伺う。
　５、我が会派の代表質問との関連について。
　仲宗根悟議員の農林水産業の振興についての質問６
の(3)、高病原性鳥インフルエンザに対する県の防疫
対策について。
　高病原性鳥インフルエンザが疑われる死骸の検体検
査が県内で実施できるように、国が県内の研究機関と
調整しているということだったが、進捗状況について
伺う。
　同じく質問６の(4)、飼料価格高騰と子牛価格下落
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に対する県の支援策について。
　県独自の出口戦略も必要だと考えるが、県の見解に
ついて伺う。
　次に、崎山嗣幸議員の知事の政治姿勢の質問１の
(3)、特定重要拠点空港・港湾に係る政府の説明と見
解について。
　特定重要拠点空港・港湾とは、民間との共用を前提
に、自衛隊が利用できるよう整備または既存事業の促
進を図り、併せてインフラ管理者との間で、円滑な利
用に関する枠組みを設ける施設と説明があったようだ
が、円滑な利用に関する枠組みとは、具体的にどのよ
うなことか。覚書等を締結するのか、もしそうである
ならば、協議や合意について具体的なスケジュール感
を示されたのか伺いたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
　　　〔玉城デニー　知事登壇〕
○玉城デニー 知事　次呂久成崇議員の御質問にお答
えいたします。
　離島振興についての御質問の中の(1)、離島のガソ
リン価格の現状と課題、支援についてお答えいたしま
す。
　直近の県内離島におけるガソリンの平均価格は、原
油価格の高騰や国が行う石油元売会社への補助の縮小
に伴い、９月時点では１リットル当たり201円まで上
昇しておりましたが、国の補助が拡充されて以降は下
落傾向となり、10月時点の速報値では193円となっ
ております。また、沖縄県では、離島における石油製
品の価格の安定と円滑な供給を図るため、離島への石
油製品輸送費の実費相当額を補助しており、その前提
となる揮発油税等の軽減措置の適用期限が令和６年５
月までとなっているところです。
　沖縄県としては、全国的なガソリン価格の高騰につ
いては、国の動向を注視するとともに、今後も引き続
き、離島への石油製品輸送費補助を安定的に運営する
ため、各政党や県内経済団体等とも連携し、揮発油税
等の軽減措置の延長に取り組み、離島におけるガソリ
ン価格の低減に努めてまいります。
　その他の質問につきましては、部局長から答弁させ
ていただきます。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
　　　〔金城　敦　企画部長登壇〕
○金城　敦 企画部長　１、離島振興についての(2)、
離島の生活用品等の価格の現状と支援についてお答え
いたします。
　離島の日常生活用品等の価格については、毎年、希
望する離島市町村と連携した価格調査を実施してお

り、沖縄本島に比べ割高な状況にあると認識しており
ます。このような現状も踏まえ、現在、県では全県的
に実施している物価高騰対策に加え、離島への石油製
品の輸送費補助や離島航路事業者への燃油高騰分に対
する支援等を実施しているところです。
　県としては、引き続き、価格調査を通じて実態把握
に努めるとともに、離島市町村とも連携しながら、離
島住民の負担軽減に取り組んでまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
　　　〔前川智宏　土木建築部長登壇〕
○前川智宏 土木建築部長　２、土木環境行政につい
ての(1)、県管理空港の除草業務の状況についてお答
えいたします。
　空港の除草業務は、雑草等の繁茂によるバードスト
ライクの誘発防止や航空灯火等の視認性確保を目的に
実施するものであります。県管理空港の除草業務につ
いては、空港の状況や地域の特性に応じ、各空港管理
事務所において、直接実施、業務委託またはこれらの
併用により実施しております。除草業務の頻度につい
ては、直接実施の場合は適宜、業務委託の場合は年１
回から４回程度、それぞれ実施しているとのことであ
ります。
　次に同じく２の(2)、波照間空港の管理状況につい
てお答えいたします。
　波照間空港の管理については、沖縄県空港の設置及
び管理に関する条例に基づき、竹富町が行っていると
ころです。主な業務としては、土木施設及び灯火施設
の点検管理、除草、清掃などとなっており、近年では
ノヤギの侵入が課題となっております。空港管理事務
所によると、空港の運用時間外にノヤギが駐車場に侵
入することから、周囲に防獣ネットを張り、侵入防止
対策を実施しているとのことであります。
　次に５、我が会派の代表質問との関連についての
(3)、円滑な利用に関する枠組み整備の具体的内容等
についてお答えいたします。
　11月に、政府関係者から県に対し、総合的防衛力
強化に関する政府の取組について説明がありました。
これまでの説明において、関係法令等との整合性や予
算など、詳細な部分が明らかになっていないことか
ら、不明な点等について照会を行っているところで
す。
　県としては、引き続き情報収集を行い、適切に対応
していく考えであります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
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　　　〔前門尚美　農林水産部長登壇〕
○前門尚美 農林水産部長　２、土木環境行政につい
ての(3)、イノシシ等の鳥獣被害の現状と対策につい
てお答えいたします。
　県内のイノシシ等による農作物等の鳥獣被害は、サ
トウキビやパインアップル等を中心に、令和４年度
の被害額で、約4700万円となっております。このた
め、県では、国の鳥獣被害防止総合対策交付金を活用
し、各市町村協議会が実施する駆除活動や侵入防止柵
の整備等を支援するほか、県による有害鳥類の買取り
助成など、総合的に支援しているところであります。
　県としましては、引き続き、各市町村等と連携し、
被害防止に向けた取組を支援してまいります。
　３、農林水産業行政についての(1)、沖縄県和牛子
牛生産者緊急支援事業についてお答えいたします。
　本事業は、肉用牛繁殖農家の経営安定を図るため、
県内の雌子牛平均価格が基準価格を下回った場合、そ
の差額の９割を補塡する沖縄県和牛子牛価格安定特別
対策事業に対し、国の交付金を活用し、緊急支援を行
うものとなっております。事業費は５億2177万1000
円となっており、その内訳は、肉用牛繁殖農家への補
助金が５億1997万1000円、事業主体への事務補助が
180万円となっております。また、２億8234万5000
円の予算を追加提案しており、その内訳は肉用牛繁殖
農家への補助金が２億8075万8000円、事業主体への
事務補助が158万7000円となっております。
　同じく(2)、肉用牛繁殖農家の経営状況と県の支援
策についてお答えいたします。
　県内の肉用牛繁殖農家においては、子牛価格の低迷
に加え、飼料価格高騰により非常に厳しい経営状況に
あります。そのため、県では、国が実施する肉用子牛
生産者補給金制度等に加え、県独自の沖縄県和牛子牛
価格安定特別対策事業により補塡金を交付し、農家の
経営安定を図っております。また、昨年度に引き続
き、今年度も飼料費の一部補助を実施しております。
さらに、うちなーいい肉の日キャンペーンを実施し、
県産畜産物の消費拡大に取り組んでおります。
　同じく(3)、離島から家畜市場までの子牛輸送の現
状と支援についてお答えいたします。
　家畜市場を持たない離島の肉用牛繁殖農家は、島外
の家畜市場に子牛を出荷するため、輸送コストの面で
負担が生じております。そのため、県では、離島にお
ける肉用子牛の生産振興を促進することを目的に、肉
用牛経営安定対策補完事業において、家畜市場を持た
ない離島の生産者が島外の家畜市場に子牛を出荷した
場合の輸送経費に対し、補助を実施しております。

　県としましては、引き続き関係機関と連携し、肉用
牛繁殖農家の経営安定に努めてまいります。
　同じく(4)、ヤギの生産状況と今後の方向性につい
てお答えいたします。
　本県における令和４年のヤギの飼養状況は、飼養戸
数が1129戸、飼養頭数が9964頭となっております。
ヤギ肉は沖縄独特の畜産物であり、今後インバウンド
回復等による需要増加の可能性があると考えておりま
す。県では、山羊消費供給安定化事業により優良ヤギ
の導入補助による増頭に取り組むとともに、①、衛生
管理の向上を目的とした実証試験、②、疾病予防に関
する講習会の開催などを実施し、県産ヤギ肉の安定供
給を図っております。
　県としましては、引き続き、ヤギ生産振興に向けて
取り組んでまいります。
　同じく(5)、農地転用許可の手続状況についてお答
えいたします。
　石垣ゴルフリゾート計画に係る農地転用手続につき
ましては個別案件であり、回答は差し控えさせていた
だきますが、一般的に農地転用審査に当たっては、周
辺農地の営農条件に支障を来さないか、農地法以外の
関係法令への対応状況など、農地法及び農地法関係通
知等により定められている各基準に照らし、適切に審
査することとなります。
　同じく(6)、新規就農者支援についてお答えいたし
ます。
　県では、新規就農者の育成確保対策として、相談員
を配置し就農相談を実施するほか、①、技術習得のた
めの研修農場の設置や研修生に対する資金の交付、
②、施設・機械の導入補助や新規就農者に対する資金
の交付など就農初期の支援、③、普及指導員等による
技術・経営指導など経営の安定に向けた支援を行うな
ど、段階に応じたきめ細やかな対策を実施していると
ころであります。
　県としましては、引き続き、新規就農者の育成確保
に努めてまいります。
　同じく(7)、製糖工場の労働力不足の現状について
お答えいたします。
　県内製糖工場における製糖期間の人員確保について
は、働き方改革への対応や高齢化等により、特に離島
地域において季節工の確保が難しくなっていると認識
しております。一方、製糖事業者や市町村において
は、これまで国や県の補助事業等を活用し、製糖工場
の省力化設備や労働力確保、季節工等の宿舎整備等を
実施しているところであります。
　県としましては、製糖工場の操業に影響が生じない
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よう、引き続き、国や関係団体等と連携し、工場の労
働力確保に向け、対応してまいります。
　次に５、我が会派の代表質問との関連についての
(2)、県産牛肉の消費拡大についてお答えいたしま
す。
　肉用牛繁殖農家の経営安定を図るためには、県産牛
肉の消費拡大を図ることが重要であると考えておりま
す。県では、安全・安心な県産食肉等の需要拡大によ
り、本県畜産業の生産振興を図ることを目的に、沖縄
県産食肉等消費拡大推進協議会による、うちなーいい
肉の日キャンペーン等を実施しております。同キャン
ペーンをはじめとした様々な取組により、県民へ県産
畜産物をＰＲすることで消費拡大に取り組んでおりま
す。
　県としましては、引き続き、関係団体などと連携
し、県産畜産物の消費拡大に努めてまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
　　　〔多良間一弘　環境部長登壇〕
○多良間一弘 環境部長　２、土木環境行政について
の(4)、八重山管内への環境部局職員の配置について
お答えいたします。
　環境部が所管する事務の一部については、八重山保
健所、八重山農林水産振興センター等の出先機関に委
任等を行い執行しております。委任等を行っていない
鳥インフルエンザや世界自然遺産、希少種・外来種対
策等の業務については、環境省や地元の市や町等の関
係機関と連携・協力しながら対応しているところで
す。
　県としましては、引き続き八重山地域の現状と課題
等について関係機関との意見交換を行い、必要に応じ
体制を見直すなど、離島地域における環境行政の推進
に支障が生じないよう対応してまいります。
　次に５、我が会派の代表質問との関連についての
(1)、野鳥の鳥インフルエンザに係る遺伝子検査体制
の構築についてお答えいたします。
　野鳥における鳥インフルエンザの遺伝子検査につい
ては、国のマニュアルに基づき、検体を国の検査機関
である国立環境研究所まで発送する必要があり、結果
の確定までに時間を要しておりました。そのため国に
おいて、県内で遺伝子検査が実施できるよう、県内研
究機関と調整が進められ、県としましても、国と連携
しながら県内での遺伝子検査体制の構築に向けて取り
組んだ結果、令和５年12月以降、県内で遺伝子検査
が実施できる体制が構築されております。
　以上でございます。

○赤嶺　昇 議長　教育長。
　　　〔半嶺　満　教育長登壇〕
○半嶺　満 教育長　４、教育・福祉医療行政につい
ての中の(1)、栄養教諭の配置状況についてお答えい
たします。
　県教育委員会では、令和５年５月１日現在、栄養教
諭を38名配置しております。学校においては、給食
の時間や体育科、家庭科、生活科、特別活動など教科
等横断的に食育の推進に取り組んでいるところであ
り、その取組を推進する上で栄養教諭は中核的役割を
担う職であると認識しております。引き続き、栄養教
諭の定数拡大に向けて取り組んでまいります。
　同じく(2)、教職員の住居確保等の施策についてお
答えいたします。
　県教育委員会では、北部、久米島、宮古及び八重山
の４地域に県立学校教職員住宅を設置し、運営してお
ります。市町村立学校については、民間賃貸住宅の少
ない離島・僻地に学校を有する市町村教育委員会にお
いて、国の補助金等を活用し、教職員住宅が設置され
ております。また、民間賃貸住宅に入居する職員に対
しては、住居手当を支給しております。引き続き、教
職員の住宅確保等の支援に取り組んでまいります。
　同じく(3)、八重山農林高校の建て替えについてお
答えいたします。
　八重山農林高校の普通教室棟は、現在、建て替え工
事の発注手続を進めているところであり、今年度中に
工事請負契約を締結し、令和６年度末までに工事が完
了する予定となっております。
　同じく(4)、県立高校の人事異動方針についてお答
えいたします。
　県立学校教職員の異動については、公立学校教職員
人事異動方針及び県立学校教職員人事異動実施要領に
基づき行っております。同方針においては、原則、本
島地区５年以上、離島地区３年以上で異動するものと
しており、これまで関係機関及び関係団体の意見も聴
取しながら進めてまいりました。
　県教育委員会としましては、引き続き、離島地区も
含め、関係者の意見、要望等を踏まえ、適切な人事配
置に努めてまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　次呂久成崇議員。
○次呂久　成崇 議員　答弁ありがとうございます。
　再質問ですが、まず我が会派の代表質問の関連につ
いてから伺いたいと思います。
　まず、特定重要拠点空港・港湾についてですが、現
在、この自衛隊とあと海上保安庁の艦船、航空機が平
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時から円滑に利用できるように、整備または既存事業
の促進を図るというのが国の考え方ということでよろ
しいでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　これまで答弁しておりま
すとおりでございまして、ただいま議員御発言のとお
りでございます。
○赤嶺　昇 議長　次呂久成崇議員。
○次呂久　成崇 議員　現在、取り沙汰されている施
設なんですけれども、この施設が特定重要拠点に指定
された場合、将来的には土地規制法に基づき、この注
視区域また特別注視区域に指定されることになるとい
うふうに思いますが、県の見解について伺いたいと思
います。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　お答えいたします。
　政府に照会したところ、特定重要拠点空港・港湾に
つきましては、現在関係省庁で検討中であり、自治体
との調整も進めているが、重要土地等調査法上の重要
施設に該当するかについては、コメントできない旨回
答がありました。
　県としては、引き続き、法の運用状況を注視すると
ともに情報収集に努め、適切に対応してまいりたいと
考えております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　次呂久成崇議員。
○次呂久　成崇 議員　この注視区域または特別注視
区域に指定されるということになれば、小さな離島で
は、この住民の日常生活や基本的人権の侵害が生じる
可能性があるというのは、容易に想像ができるという
ふうに思います。現在、この取り沙汰されている特定
重要拠点空港また港湾に指定され、さらに土地規制法
に基づくこの注視区域、特別注視区域に指定された場
合、県民生活にどのような影響を及ぼすのかというこ
とを把握するためにも、この指定区域、今取り沙汰さ
れていますね。その指定区域のエリアマップというの
を、きちっと県が作成をして、指定された場合どうな
るのかということで、調査研究また情報収集を行う必
要があると私は思いますが、県の見解を伺いたいと思
います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時３分休憩
　　　午後４時５分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　まず、特定重要拠点の空

港・港湾につきまして、まだ、今現在検討中というと
ころでございます。さらに、まだそれが重要土地等の
調査法上の重要施設に該当するかどうかっていうの
も、当然まだ検討されていない段階ですので、どのよ
うなことができるのかというのもなかなか難しいとこ
ろですけれども、引き続き、その特定重要拠点等につ
いては、国に対して情報を公開する質問を繰り返し
て、その情報を取るとともに、土地調査法につきまし
ても、引き続き情報収集に努めてまいりたいというふ
うに考えております。
○赤嶺　昇 議長　次呂久成崇議員。
○次呂久　成崇 議員　代表質問の答弁でも、この沖
縄県においては、既に広大な米軍基地が県土の有効利
用を阻害していることに加え、注視区域等の指定に
よって、社会経済活動の支障や県民の基本的人権の侵
害が生じることは決してあってはならないと考えてい
ると、そのように答弁しているわけなんですよ。であ
れば、しっかりとその情報収集も含めて対応を――私
は本当に、マップはつくったほうがいいと思います。
そうすると、やっぱり可視化できて分かりやすいと思
うので、ぜひそのような情報収集も含めて取り組んで
いただきたいと思いますので、よろしくお願いいたし
ます。
　次に、土木環境行政のほうに行きたいと思うんです
けれども、まず除草作業についてです。
　各空港管理事務所によって、除草作業の契約形態が
異なっているようなんですけれども、この与那国空港
のほうで、４月から10月まで半年間、業者と契約も
せず、口約束で除草作業が行われていたようなんです
が、事実確認のほうできていますか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時７分休憩
　　　午後４時８分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えをいたします。
　与那国空港の除草に関します契約と支払い等につき
ましては、現在事実確認中でございます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　次呂久成崇議員。
○次呂久　成崇 議員　ぜひ、事実確認していただき
たいと思います。通常、敷地内のほうでこのような作
業また工事を行う場合、管理事務所と契約や覚書など
を締結してから行うのが通常のあるべき手続だと思う
んですけれども、今回のケースは空港管理体制の在り
方として、私はやはり問題だというふうに思うんです
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けれども、見解を伺いたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えをいたします。
　当然、空港敷地内の作業で、安全に非常に影響がご
ざいますので、その点はきちんとした契約を締結して
除草作業に当たるのが当然であるという考えでござい
ます。
○赤嶺　昇 議長　次呂久成崇議員。
○次呂久　成崇 議員　もう実際、10月末にこの業者
さんのほうは契約を切られて、11月からまた別の業
者のほうが指名入札、また応札して決定したと、新し
い業者としてですね。ですが、この以前作業していた
業者も、この指名入札のほうに参加をしていて、応札
をして、それでもう選定されたというような経過とい
うのが報告されているようなので、ぜひ先ほども部長
言いましたけれども、実はこれ刑事告発案件として、
事業者のほうが検討しているということですので、ぜ
ひ事実確認、急ぎ対応していただきたいと思います。
　やはり私、今回のこの件もそうなんですけれども、
前回、石垣空港にオスプレイが緊急着陸したときもそ
うだったんですけれども、空港管理なんですが、この
各自治体のほうに事務移譲をしたら、設置管理者であ
る県は関係ないと、いやもう事務移譲しているからと
いうような姿勢が私は見えるんですが、これについて
は、県のほうはどのような見解でいるんでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　各条例に基づきまして権
限移譲しているとは言いましても、県管理の施設でご
ざいますので、当然ながら責任はあるものというふう
に考えております。
○赤嶺　昇 議長　次呂久成崇議員。
○次呂久　成崇 議員　空港管理体制も含め、この事
務移譲して管理委託料も補助しているわけですから、
年度初めまた年度末の事務処理等の精査、処理を確認
する必要が私はあると思いますので、しっかり対応し
ていただきたいというふうに思います。
　次に、波照間空港なんですけれども、2015年に新
ターミナルが建設されたんですが、航空路線が運休し
ているため利用されていない状況が続いています。現
在、駐車場の柵が朽ちてロープ等で処置している状況
なんですけれども、先ほど答弁でもありました。そこ
でまたノヤギが繁殖して、ノヤギの餌場になっている
と。私、今年ずっとノヤギノヤギと言ってるんですけ
れども、地域では本当に深刻な問題となっているよう
なんですが、県のほうはどのように把握されているん
でしょうか。

○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　波照間空港におきまして
は、運用時間外の夜間に空港駐車場に侵入していると
いうことを聞いております。明確な数等は把握をして
おりませんが、ふんの箇所とか量などから、20頭前
後が侵入しているのではないかというふうに考えてい
るところでございまして、現在その対策について検討
しているところでございます。
○赤嶺　昇 議長　次呂久成崇議員。
○次呂久　成崇 議員　環境部では、今年度からこの
ノヤギの駆除・捕獲を本格的に実施しているというこ
となんですが、この波照間島のように、県内のノヤギ
の被害とかまた繁殖状況というのは、把握しているん
でしょうか。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
○多良間一弘 環境部長　お答えいたします。
　県環境部におきましては、ノヤギにつきましては、
西表島での駆除というのを行っているところなんです
が、波照間島につきましては、まだ具体的な生息状
況、生態系への影響というのは把握しておりません。
それで、外来種に関する調査で、今年度と次年度で調
査をすることにしておりまして、八重山区域につきま
しては、次年度ノヤギも含めて調査を実施する予定と
しているところでございます。
○赤嶺　昇 議長　次呂久成崇議員。
○次呂久　成崇 議員　このイノシシ、クジャクそし
てこのノヤギも含めてなんですけれども、この外来種
対策で駆除また捕獲の目標数というのは設定されてい
るんでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時13分休憩
　　　午後４時13分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　環境部長。
○多良間一弘 環境部長　これはいろいろ、生息状況
とか捕獲頭数をどこまでやるかということによって、
その都度その計画において定めていくことになると思
います。ノヤギにつきましても、そういった形で今後
の調査の結果に基づいて、目標値を定めて駆除してい
くことになるというふうに考えております。
○赤嶺　昇 議長　次呂久成崇議員。
○次呂久　成崇 議員　ぜひよろしくお願いします。
　この八重山圏域への環境部局の職員配置なんですけ
れども、ぜひ知事に答弁いただきたいと思いますが、
私ずっと取り上げております。西表島、世界自然遺産
登録されました。そして先ほど来、この外来種対策、
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鳥インフルエンザ、希少種保護、漂着ごみ、そしてサ
ンゴ礁保全、もう環境問題が山積しているんですけれ
ども、やはりマンパワーが足りない。人員配置ができ
ない。これだけ課題を抱えているのにできないという
のが、やっぱり実情なんです。そこで知事に直接伺い
たいんですけれども、この環境部に職員増員、また八
重山圏域への人員配置というのを、本当に前向きに考
えていただけないでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　先ほども環境部長から答弁をさ
せていただきましたけれども、現在環境部が所管する
事務の一部については八重山保健所や農林水産振興セ
ンターなど出先機関に委任を行っていますが、やはり
今ほど議員御指摘のように、この石垣・八重山地域の
現状と課題について、やはり我々もしっかりと関係機
関と意見交換を行い、必要に応じて体制を見直すべき
であろうというように考えております。引き続き、環
境行政に支障のないようにしっかり取り組んでまいり
ます。
○赤嶺　昇 議長　次呂久成崇議員。
○次呂久　成崇 議員　ぜひ環境部に、まずは人員増
員ですね。そして、八重山のほうにも人員配置、前向
きに考えて取り組んでいただきたいと思います。
　次に、農水産業の件なんですが、この畜産業、今、
本当に離島の基幹産業です。ですが、今非常に厳しい
状況が続いております。畜産農家が今一番必要な支援
は何か、これどのように把握してますか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時15分休憩
　　　午後４時16分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　経営が逼迫している畜産農家に関しましては、まず
経営の安定化を図る対策、そしてまた消費拡大対策、
そしてまた中長期的には、県産種雄牛などを通した沖
縄ブランドということで、種雄牛の造成等が重要であ
ると認識しております。
○赤嶺　昇 議長　次呂久成崇議員。
○次呂久　成崇 議員　私も、今回与那国また黒島の
畜産農家とも何度も意見交換をさせていただきました
が、やはり経営悪化です。その中で一番要請があった
のが、やはり融資。融資制度、これについてでした。
例えばＪＡ、金融機関に行っても、もう借入れができ
ない。そしてこの子牛価格、回復の兆し、めどが立た
ないから融資を受けられないというのが現状なんです

ね。県や公社、この関係機関で、この無利子、低金利
の融資制度というのはないんでしょうか。私、なけれ
ばもう早急に創設する必要があると思いますが、いか
がでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　飼料高騰などにより経営が逼迫している畜産農家等
に対しましては、原油物価高騰対策に係る農林漁業
セーフティネット資金としまして、５年間実質無利子
となる措置が講じられております。
　県としましては、関係機関と連携して畜産農家等の
経営安定化に努めてまいりたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　次呂久成崇議員。
○次呂久　成崇 議員　周知も含めて、ぜひお願いし
たいと思います。自民党の島袋大議員と同じというか
あれなんですけれども、この基金とか例えばふるさと
納税とか、そういうのも活用して、今出すときに出
す。そういう政策をしっかりやっていただきたいと思
いますので、よろしくお願いいたします。
　次に、この家畜市場のない離島から子牛を島外の家
畜市場に出荷する場合の補助についてですけれども、
畜産農家が競りに出荷するときの負担額と、この補助
額の差額があまりにもかけ離れている。これが離島の
農家の大きな負担となっていると私は把握しています
が、県はどのように把握しているんでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　各離島から家畜市場までの出荷に係る輸送費につき
ましては、毎年度調査を実施しておりまして、輸送費
の変動に応じて、子牛１頭当たりの補助単価も随時見
直しを行っております。
　県としましては、どのような支援が可能か、また地
域とまた関係団体と意見交換を行っていきたいと思い
ます。
○赤嶺　昇 議長　次呂久成崇議員。
○次呂久　成崇 議員　今日与那国の花織を着ている
から、与那国の話ばかりしますけれども、与那国島を
例に挙げますと、まず出荷する子牛を与那国家畜競り
場まで運んで、そこからトラックに集荷作業を行っ
て、久部良港からフェリーで石垣港へ海上輸送して、
陸送でまた八重山家畜市場まで運ぶ。牛舎からこの市
場、またフェリーまでの陸路の運搬費用とか、往復の
フェリーの積荷代金、そして石垣港から市場までの陸
路の運搬費用、そして今月の競りは今週の12月13、
14日に行われるんですけれども、そこに出荷するた
めには、先週の金曜日に出荷しないといけないんです

‒ 286 ‒



ね。そのような負担があって、今現在の１頭たしか
2500円の補助額だったと思うんですけれども、これ
と比較しても相当の農家の負担というふうなものがあ
ると思います。これは県として妥当と考えているんで
しょうか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時20分休憩
　　　午後４時20分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　繰り返しになって恐縮で
すけれども、各離島から家畜市場までの出荷における
輸送費については、毎年度調査を実施して、輸送費の
変動に応じて子牛１頭当たりの補助単価も随時見直し
を行っております。出荷を終えて島に戻るトラック等
の輸送費については、ちょっと本事業での対応は厳し
い状況と考えますけれども、県としまして、どのよう
な支援が可能か、地域と意見交換を行って、考えてま
いりたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　次呂久成崇議員。
○次呂久　成崇 議員　今与那国のほうでは、この畜
産農家、高齢者そして兼業小規模農家が多い中で、こ
の負担がとても重くのしかかっているんですね。私が
今回行ったときも、年内で２件の農家が離農する、も
う廃業するということでした。この問題の中、実はこ
の運搬車の老朽化の問題が、今生産者の中では、とて
も重要な課題となっているようです。ところがこの運
搬車の導入支援については、国のほうも補助があり
ません。もちろん県のほうにも、そのような補助メ
ニューはないんです。ところが、この運搬車両のこと
を解決しないと、与那国の畜産農家の生活、また畜産
業を守れない。こういう状況まで来ているわけなんで
すね。この件について、ぜひお願いしたいのは、直接
現地に行って、どのような状況なのかということを確
認していただきたい。これこそ、私は、基金などでお
金を出して、運搬車両を購入するというような大胆な
政策が必要だと思います。いかがでしょうか。（「そ
うだ、そうだ」と呼ぶ者あり）
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　今年度与那国のほうに行って、畜産農家と県とあと
また駐在も交えて、市町村も交えて意見交換をさせて
いただいたところでありますけれども、引き続きどの
ような支援が可能か、地域と意見交換を進めてまいり
たいと思います。
　以上でございます。

○赤嶺　昇 議長　次呂久成崇議員。
○次呂久　成崇 議員　ぜひお願いします。部長も与
那国の花織ウエア買いに行きながら、今日、そうだ、
そうだと言った議員も、多分一緒に買いに行くんじゃ
ないかと思いますので、買いに行きながらこの問題解
決に取り組んでいただきたいというふうに思います。
　次に、石垣リゾート＆コミュニティ計画についての
確認をさせてください。
　地域未来投資促進法の第18条で、土地利用調整計
画及び地域経済牽引事業計画の策定後に、農地上の処
分が求められた場合には、施設の整備が円滑に行われ
るように配慮することとありますが、事業者が工事に
着工するためには、農地法、森林法、都市計画法、赤
土等流出防止条例等各種許認可の手続が簡素化される
わけではありません。つまり、現在農地法に基づく農
地転用の許可申請、都市計画法に基づく開発行為の許
可申請、赤土等流出防止条例など様々な開発行為に伴
う各種許認可手続を、事業者と県の関係部局において
各法令に基づいて、今現在審査を行っている状況だ
と。県が決して恣意的に手続を遅らせているわけでは
ない。むしろ県は、事業者と法令手続の補正事項に係
る回答を待っている状況だと私は認識していますが、
いかがでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　許可申請は個別案件となりますので、詳細な回答は
差し控えますが、令和４年10月に沖縄県へ申請書が
提出されてから、申請者と補正事項に係る応答を重ね
ているところでございます。直近では、令和５年11
月に申請者に補正事項の作成状況を確認しているとこ
ろであり、現在その回答を待っている状況となってお
ります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　次呂久成崇議員。
○次呂久　成崇 議員　ありがとうございます。
　時間がないので、次、教育のほうに行きたいと思い
ます。
　栄養教諭なんですけれども、現在38名配置という
ことなんですが、定数は何名になっているでしょう
か。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
○半嶺　満 教育長　栄養教諭の定数については、41
名でございます。
○赤嶺　昇 議長　次呂久成崇議員。
○次呂久　成崇 議員　現在３名不足ということなん
ですけれども、現在石垣の給食センターのほうでは２
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名の栄養教諭が配置されているんですけれども、それ
でもやはり職務の一つであるこの食に関する指導が十
分に果たせないという現場の切実な声があるんですけ
れども、ぜひ現場のほうと意見交換できないでしょう
か。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
○半嶺　満 教育長　お答えします。
　御指摘のとおり、現場の栄養教諭からは、食育指導
の十分な時間が取れない等の課題があることは伺いを
しております。調理場の設置及び調理員を配置する市
町村と連携をして、調理場における業務分担を整理す
る必要があるというふうに考えておりますので、引き
続き、連携を図っていきたいと考えております。
○赤嶺　昇 議長　次呂久成崇議員。
○次呂久　成崇 議員　時間ないですが、次、教職員
の住居確保施策についてなんですけれども、竹富町９
つの有人島に13の小学校、中学校、小中学校があっ
て、あまりにも多くて竹富町のほうで教職員の住宅の
建築ができないという実情があります。それで、県
は、この自治体のこの事務遂行についてはこの場合、
適切な指導、助言または援助を行うということにへき
地教育振興法ではなっていると思うんですけれども、
広域行政を担う県として、この住居確保のために、県
は財政的援助ができないかということを、ぜひ検討し
ていただきたいと思いますがいかがでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
○半嶺　満 教育長　市町村立小中学校への僻地教職
員住宅は、学校設置者である市町村が主体となって整
備しているところでございます。僻地教職員住宅の戸
数不足につきましては、国庫補助金の活用も含め、市
町村へ情報提供し事業実施要望につなげていくよう連
携して取り組んでまいりたいと考えております。
○次呂久　成崇 議員　ありがとうございました。
○赤嶺　昇 議長　20分間休憩いたします。
　　　午後４時27分休憩
　　　午後４時50分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。
　照屋大河議員。
　　　〔照屋大河　議員登壇〕
○照屋　大河 議員　所見を述べてから質問に入りた
いと思います。
　まずは、連日報道される政治家と金の問題です。
　派閥のパーティー、相場２万円のパーティー券。ノ
ルマがあり、そのノルマを超えたらキックバック。何
か個人の裏金疑惑とも言われています。口を開けば、

新基地建設、辺野古の新基地建設が唯一の解決策だと
言っていた官房長官も、この件には全く口を開かずに
更迭されるようです。
　今回の本会議でも、畜産農家の厳しさ、与野党から
言われています。物価高騰に苦しむ国民、県民の様子
も議論されています。この年末をどう乗り越えようか
という声も聞こえてきます。そういう人たちからすれ
ば、自分たちにこそキックバックがあればということ
になるんじゃないでしょうか。この疑惑が指摘される
自民党の皆さんについては、しっかりと説明責任を果
たし、疑惑がしっかりと解明されることを強く望みま
す。
　続いて先日、照屋守之副議長を団長にカナダ・バン
クーバー、カルガリー、それからトロント、ニュー
ヨークの県人会を訪問してきました。
　ハイサイ　バンクーバーのグスーヨー　チューウガ
ナビラ。チャーガンジューヤミシェーガヤー。
　議会の様子をインターネットで見るのが本当に大好
きで、よくこの議会の様子を見ているんだという先輩
がいらっしゃいました。団長としてにこにこと挨拶を
する守之さんを見て、あの人の一般質問は迫力がある
よな、まるで別人だねという話をしていました。た
だ、どの県人会の皆さんも、そのふるさと沖縄に誇り
を持って、厳しい生活もあったかと思いますが、その
人生をその場所でつくっている。そして、新しい若い
皆さんが海外に挑戦する姿もありました。経験を、先
輩方の経験――生きる力っていうんですかね、生きて
きた力。あるいは若い人たちの挑戦する力っていうん
でしょうか。そういったものをぜひ県政でも取り組ん
でいただいて、世界に広がるウチナーンチュのネット
ワークを県の政策として生かしていただきたいという
ことを申し上げて、盛夫さんに時間を心配されていま
すので、質問に移りたいと思います。
　よろしくお願いします。
　まず１番目、知事の政治姿勢について。
　(1)、	軍転協要請について。
　県軍用地転用促進・基地問題協議会（軍転協）が日
米関係要路に対して、基地負担軽減をはじめ、普天間
飛行場の県外、国外移設の追求、敵基地攻撃能力（反
撃能力）を有する長射程ミサイルなどの装備の県内配
備反対を求めた。敵基地攻撃能力の配備反対につい
て、県単独でなく市町村と足並みをそろえて要請した
のは初めてであるが、その意義と手応えを伺います。
　(2)、	内閣府は、2024年度沖縄関係予算の概算要
求に特定重要拠点の整備のための予算を盛り込んだ。
　当該事業は、国が安全保障上、必要が高い民間イン
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フラ施設を特定重要拠点に指定して、優先的に予算づ
けを検討するものであり、今後、民間と自衛隊の施設
使用の優先順位が変わる可能性も否定できません。
　ア、県として、防衛目的の公共インフラ整備と予算
の箇所づけを国に求めたことはあるのか。国防に関す
るインフラ整備費が沖縄関連予算に盛り込まれること
で国防と振興がリンクし、純粋な振興目的の予算にし
わ寄せがいくのではないか伺います。
　イ、現行の沖縄振興基本方針では、離島の安全保障
上の役割について触れられているが、当該事業は県の
方針に沿うものか。沖縄振興の意義づけの変質を意味
するものではないか伺う。
　ウ、特定重要拠点の指定候補に、那覇空港や那覇
港、下地島空港など先島の空港や港に加えて、中城湾
港や久米島空港などが含まれていることが明らかに
なった。国は、防衛省や海上保安庁が将来にわたって
施設を使えるよう覚書を結びたいとの意向を持ってい
るようだが、県管理の空港や港について応じる考えは
あるか伺います。
　(3)、	自衛隊統合演習（ＪＸ）について。
　陸・海・空、３自衛隊に米軍も加わる自衛隊統合演
習（ＪＸ）が沖縄を含む全国で実施された。有事にお
ける民間施設の軍事利用の推進が最大の目的でありま
す。沖縄では、中城湾港に接岸した民間船から降ろさ
れた自衛隊車両が公道を走行して、陸自那覇基地へ移
動し、１６式機動戦闘車が那覇市内の公道を走行いた
しました。
　ア、公道を使った移動に物々しさが漂う中、県民か
らは不安の声が聞かれ、戦争をあおるなとの怒りの声
が響いた。当該訓練による県民生活への負の影響につ
いて知事はどう考えているのか、見解を伺います。
　イ、今回の統合演習で、防衛省・自衛隊が有事で戦
死した隊員の遺体を取り扱う訓練を沖縄県内で計画
し、対外的に公表しないまま実施しようとしていると
の報道がありました。そのような訓練が実際に行われ
たかどうか、県として確認できているか。
　２、基地問題について。
　(1)、	辺野古新基地に伴う軟弱地盤について。
　沖縄防衛局が埋立承認申請前の2007年の段階で、
大浦湾の軟弱地盤について追加のボーリング調査が必
要であると結論づけていたことが、共同通信が情報公
開請求で入手した報告書で明らかになりました。
　ア、防衛大臣は国会答弁で、施工段階でボーリング
調査等の必要な土質調査を実施することを県には説明
した上で、当時の仲井眞知事から埋立承認を得たとし
て、問題ないとの認識を示しているが、県の認識につ

いて伺います。
　イ、軟弱地盤の改良工事に伴い、防衛省は2019年
12月段階で、辺野古新基地建設工費を3500億円から
9300億円に引き上げ、そのうち埋立関連工事の経費
見積りを7225億円としている。直近の防衛省の国会
答弁によると、2022年度までの埋立関連工事の支出
額は3159億円に上ります。軟弱地盤改良に必要とさ
れる７万7000本のくい１本も刺していない状況で、
既に44％が消化されたことになります。大浦湾を含
む埋立てに、あとどれだけの経費が必要と見積もる
か、県の見解を伺います。
　(2)、	嘉手納基地関連について。
　ア、Ｆ15戦闘機退役に伴う戦闘機の巡回配備開始
から１年が経過した。昨年秋以降、外来機による訓練
増加、場周経路を逸脱した飛行が散見される中、爆音
被害の悪化、広域化が指摘されるが、県の認識を伺
う。
　イ、米軍の無人偵察機ＭＱ９の配備先が、海上自衛
隊鹿屋航空基地から嘉手納基地へと移された。配備そ
のものが基地機能強化であることはもとより、鹿屋の
ときと比べ、地元の理解を得ないままの唐突な配備決
定が差別的だとして地元の反感を買っています。ＭＱ
９の嘉手納配備に対する県の姿勢、配備に至るまでの
経緯の受け止めについて県の認識を伺います。
　(3)、	大宜味村における低空飛行について。
　大宜味村で11月６日午前、米軍機と見られる機体
１機が低空飛行する様子が、複数人によって目撃され
ています。目撃情報によると、機体は午前10時過ぎ
と午前11時頃の２回にわたって高度100メートル以
下で低空飛行し、宅地やこども園の上空を飛んでいっ
たと言います。県として事実確認はできているか、米
軍機と断定されれば、関係機関に抗議の上、再発防止
を要求すべきではないか伺います。
　３、経済・産業振興について。
　(1)、	大規模商談会について。
　国際的なＩＴ展示商談会、リゾテックエキスポｉｎ
オキナワや、国内最大規模の国際食品商談会沖縄大交
易会が立て続けに開催された。国内外の企業交流をビ
ジネスチャンスや販路拡大のきっかけとし、いかに人
手不足の解消や雇用創出につなげていくか、稼ぐ力向
上に向けた成果と課題について伺います。
　(2)、	県が主導し、産学官金が集結して設立した、
おきなわスタートアップ・エコシステム・コンソーシ
アムがスタートアップ（新興企業）の成長加速を支
援する発展戦略をまとめた。５年間を戦略期間に設
定し、達成目標としてスタートアップ企業の数を97
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社から倍増の200社、資金調達額を14億4000万円か
ら約７倍の100億円に増やすことなどを掲げている。
チャレンジングな目標となっているが、沖縄からユニ
コーン企業を輩出すべく直面する課題とどう向き合う
か、県の関与の在り方と併せて伺う。
　(3)、	りゅうぎん総合研究所が発表したリポート
「沖縄県と全国の所得格差についての分析」による
と、１人当たりの県民所得が全国に比べて低いのは、
2010年前後までは就業率の低さが原因だったが、近
年では１人当たりが稼ぐ力を示す労働生産性の低さに
起因しているというふうにいいます。
　ア、県も同様の認識か、りゅうぎん総研レポートに
対する見解を伺います。
　イ、失業率の改善など雇用情勢が統計上は回復する
一方、基幹産業となるサトウキビや観光産業従事者、
情報通信業での労働生産性は低迷し、これらの産業従
事者や働き盛りの子育て世代を支援する保育士などの
人手不足は深刻であります。稼ぐ力の向上には、成長
性の高い分野への労働力人口の移動や付加価値を高め
る材・サービスの開発と同時に、労働生産性が低いと
される基幹産業従事者の雇用条件や待遇改善が不可欠
だと考えるが、県の見解を伺います。
　４、水道料金引上げに伴うＰＦＯＳ等対策費用の負
担について。
　企業局が実施するＰＦＯＳ等対策は、嘉手納基地に
起因する蓋然性が極めて高い。在沖米軍基地の提供が
日米安全保障条約に基づく国策である以上、ＰＦＯＳ
等対策費用については、当然、国に負担を求めるべき
である。
　(1)、	受水市町村への水道供給単価を３割程度引き
上げる条例改正案に関し、当該引上げ分に含まれるＰ
ＦＯＳ等対策費の割合は何％か伺います。
　(2)、	２回に分けて行う改定で１立方メートル当た
り約33円の引上げとなる。仮に、ＰＦＯＳ等対策費
分の値上げ幅を国が負担した場合、１立方メートル当
たりの単価は何円程度引き下げることができるのか伺
います。
　５、ハンセン病問題について。
　ハンセン病元患者の家族に対する補償法が施行され
て４年が経過し、申請期限の来年11月21日まで残り
１年となりました。
　(1)、	県内における対象者の数、補償金の申請受付
件数と認定件数の推移について伺います。
　(2)、	申請には住民票の写しや家族の発病歴の証明
書類などが必要なため、申請することで周囲に知られ
ることを恐れ、ためらう人も多い。申請に踏み切れな

い人々をいかに救済していくか、県の方策を伺いま
す。
　(3)、	らい予防法廃止から27年、国賠訴訟から22
年が経過しました。ハンセン病問題は元患者やその家
族など当事者から被差別意識がなくならない限り、真
の解決とはなりません。偏見や差別解消に向けた県の
取組について伺います。
　６、うるま市伊計島・県管理保安林の無許可伐採に
ついて。
　11月上旬、うるま市伊計島南端部のセーナナー御
嶽裏手にある県管理の保安林が許可なく伐採されてい
るのが見つかった。４年ほど前から徐々に伐採され、
今年４月にも伐採が確認されています。約１メートル
だった道幅は４倍ほどに広がり、現在は三、四メート
ルあります。当該保安林は、戦後、地域住民らによっ
て風や塩害を防ぐために植えられ、大切に育てられて
きたものであります。
　(1)、	県として無許可伐採の現場を確認している
か、状況把握について伺います。
　(2)、	伊計島自治会は無断伐採しないよう呼びかけ
る看板を周辺に２つ立てました。保安林は森林法で伐
採が禁止されています。県は管理者として実効性ある
手だてを講じるべきではないか。
　以上、よろしくお願いいたします。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
　　　〔玉城デニー　知事登壇〕
○玉城デニー 知事　本籍うるま市の玉城デニーでご
ざいます。
　照屋大河議員の御質問にお答えいたします。
　経済・産業振興についての御質問の中の(1)、大規
模商談会等の成果と課題についてお答えいたします。
　沖縄県では、新・沖縄21世紀ビジョン基本計画に
掲げたリゾテックおきなわの推進による産業ＤＸの加
速化や、アジアのダイナミズムを取り込む国際物流拠
点の形成に向けた取組として、大規模商談会等を実施
しております。リゾテックエキスポにつきましては、
県内企業とＩＴ企業のビジネスマッチング等を目的に
開催されており、５回目となる今年は、国内外から過
去最多の208社が参加し、約１万4600名の来場者、
約1600件の商談が行われました。沖縄大交易会につ
きましては、沖縄国際物流ハブを活用した県産品及び
全国特産品の輸出促進等を目的として、これまで11
回開催しており、今年は国内外から409社が参加し、
約2100件の商談が行われています。
　沖縄県としましては、国内外からの参加企業のさら
なる増加に努め、国際的なイベントとしての認知度向
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上等を図ることにより、事業者のビジネスチャンスや
販路の拡大を後押しし、企業の稼ぐ力の向上につなげ
てまいりたいと考えております。
　その他の質問につきましては、部局長から答弁させ
ていただきます。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
　　　〔溜　政仁　知事公室長登壇〕
○溜　政仁 知事公室長　１、知事の政治姿勢につい
ての中の(1)、軍転協による要請の意義と手応えにつ
いてお答えいたします。
　去る11月17日、軍転協として、日米両政府に対
し、反撃能力を有する装備の本県への配備は行わない
ことや、地元への影響が大きい自衛隊の運用について
は、地元が意見表明できるよう必要な協議を行うこと
などの内容を初めて盛り込んだ要請を行ったところで
す。反撃能力の配備反対について、基地所在市町村の
総意として要請できた意義は、大きいものと考えてお
ります。
　県としては、今後も軍転協の構成市町村との連携を
さらに深め、日米両政府へ沖縄の基地負担の軽減を粘
り強く求めてまいります。
　同じく１(3)ア、自衛隊統合演習による県民生活へ
の影響についてお答えいたします。
　去る11月に実施された自衛隊統合演習では、自衛
隊車両が中城湾港から各基地へ公道で移動したほか、
１６式機動戦闘車が基地間の公道を横断しておりま
す。
　県としては、かねてから自衛隊の配備等について
様々な意見がある中、民港や公道等を使用した大規模
な演習の実施は、県民に不安等を生じさせるもので
あると考えております。このため県は、去る11月９
日、沖縄防衛局に対し、演習の実施に当たっては県民
生活や事業活動への影響を最小限とすること、そのた
めに必要な情報を関係地方公共団体及び住民に提供す
ることなどを求めたところです。
　同じく１(3)イ、統合演習における衛生訓練につい
てお答えいたします。
　報道にあった遺体を取り扱う訓練について照会した
ところ、沖縄防衛局は、沖縄県を含む各地域で、傷病
者に対する衛生訓練等の様々な訓練を実施する予定で
あるが、これ以上の詳細についてお答えすることは困
難であるとしております。
　次に２、基地問題についての中の(2)のイ、ＭＱ９
配備に対する認識等についてお答えいたします。
　去る10月６日、沖縄防衛局から県に対して、鹿屋
航空基地に展開中のＭＱ９が嘉手納飛行場に期間を定

めずに展開するとの説明がありました。嘉手納飛行場
への配備に当たっては、鹿屋航空基地への配備の際に
あった住民説明会もなく、自治体への説明から僅か７
日後には１機が飛来し、10月22日までに６機が配備
されております。
　県としては、地元に対する事前の十分な説明が行わ
れないまま、基地負担軽減と逆行する新たな装備、部
隊の増強が行われることは承服できないことから、去
る10月17日、沖縄防衛局に対し、ＭＱ９配備計画を
見直すよう要請したところです。
　同じく２(3)、米軍機による低空飛行についてお答
えいたします。
　去る11月６日に、米軍機と見られる航空機が低空
飛行する様子が確認されたとの報道は、承知しており
ます。米軍及び沖縄防衛局に照会したところ、運用に
関してはその詳細が明らかにできない旨の回答があっ
たところです。
　いずれにしましても、県としては、県民の生命、生
活及び財産を守る立場から、提供施設・区域外におけ
る訓練を実施しないことや県民に不安を与えるような
低空飛行を行わないよう、今後とも軍転協等と連携
し、あらゆる機会を通じて日米両政府に求めてまいり
ます。
　以上になります。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
　　　〔前川智宏　土木建築部長登壇〕
○前川智宏 土木建築部長　１、知事の政治姿勢につ
いての(2)のア及び(2)のウ、公共インフラ整備予算等
についてお答えいたします。１の(2)のアと１の(2)の
ウは関連しますので、一括してお答えします。
　県は、これまで防衛体制強化を目的とした公共イン
フラ整備予算を国に求めたことはありません。また、
11月に政府関係者から県に対し行われた総合的防衛
力強化に関する政府の取組についての説明において
は、関係法令との整合性や予算などについて詳細な部
分が明らかになっておりません。
　県としては、引き続き情報収集を行い、適切に対応
していく考えであります。
　次に２、基地問題についての(1)のア、当初承認時
のボーリング調査等に関する説明についてお答えいた
します。
　平成25年の埋立承認願書には、一般的に軟弱と言
われる沖積層が存在していること、その性状は砂礫等
であることなどが記載されております。また、埋立承
認願書に対する質問において、沖縄防衛局に沈下の可
能性の評価結果を質問したところ、圧密沈下を生じる
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ような粘性土層は確認されておらず、今後の施工段階
において、土質調査等を実施し、圧密沈下の有無を確
認する予定との回答を得ております。
　次に同じく２の(1)のイ、今後の埋立ての経費の見
積りについてお答えいたします。
　普天間飛行場代替施設建設事業の総事業費は約
9300億円、埋立てに関する工事に要する費用の額は
約7200億円となっております。一方、沖縄防衛局か
ら同事業の令和４年度末までの支出済額は、約4312
億円との回答があったところです。近年の資材高騰
や、埋立工事の進捗状況等を踏まえると、総事業費は
さらに上昇することが想定されますが、施工条件等が
不明確であることから、残事業費を正確に積算するこ
とは難しいと考えております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
　　　〔金城　敦　企画部長登壇〕
○金城　敦 企画部長　１、知事の政治姿勢について
の(2)のイ、沖縄振興の意義についてお答えいたしま
す。
　沖縄振興特別措置法第１条においては、沖縄の置か
れた特殊な諸事情に鑑み、特別の措置を講ずることに
より、沖縄の自立的発展や豊かな住民生活の実現に寄
与することを目的とすると規定されており、国の沖縄
振興策においても、同法の目的に沿ってなされるもの
であると考えております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
　　　〔多良間一弘　環境部長登壇〕
○多良間一弘 環境部長　２、基地問題についての(2)
のア、外来機による嘉手納基地周辺の騒音被害の状況
についてお答えいたします。
　嘉手納飛行場にＦ22戦闘機等の外来機が暫定配備
された後の令和４年11月から令和５年10月までの１
年間について、前年同期間における騒音測定結果と比
較したところ、13測定局中12局で、１日当たりの騒
音発生回数が増加しており、沖縄市山内局及び北谷
町北玉局では、約1.5倍に増加しております。また、
最大騒音ピークレベルについては、13測定局中８局
で増加しており、砂辺局では、113.1デシベルから
117.9デシベルに4.8デシベル高くなっております。
これらのことから、外来機の暫定配備による騒音が嘉
手納飛行場周辺の生活環境に大きな影響を与えている
ものと考えております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。

　　　〔松永　享　商工労働部長登壇〕
○松永　享 商工労働部長　３、経済・産業振興につ
いての(2)、スタートアップの成長の課題と県の取組
についてお答えします。
　スタートアップの成長に向けては、技術や経営に強
い人材の確保、事業規模の拡大に必要な資金の調達、
海外や新市場に展開する際の事業サポートなど、様々
な課題に対応していく必要があります。
　県としましては、スタートアップの成長を加速させ
るため、コンソーシアムに参画する関係機関と連携
し、起業家向け相談窓口の設置や、製品・サービスの
開発支援、投資家とのマッチングなど、スタートアッ
プの成長段階に応じた支援を通じて、達成目標の実現
に向け取り組んでまいります。
　同じく３の(3)のア、１人当たりの県民所得が低い
要因についてお答えします。
　県では、令和２年度に実施した沖縄21世紀ビジョ
ン基本計画の総点検におきまして、１人当たりの県民
所得が低い要因分析を行ったところです。これにより
ますと、2010年頃までは、完全失業率が高いことに
加え、労働生産性も全国と開きがあったことが主な要
因とされております。2011年以降は雇用情勢が好転
し、完全失業率は改善した一方で、労働生産性の格差
は広がっていることから、現在の１人当たり県民所得
の格差は、労働生産性の低さに要因があると認識して
いるところです。
　同じく３の(3)のイ、労働生産性が低い産業従事者
への待遇改善等についてお答えします。
　本県産業の労働生産性を高めるためには、製造業や
情報通信産業など、外貨を稼ぐ産業の高付加価値化を
推進するとともに、宿泊・飲食サービス業や卸・小売
業、医療・福祉など、就業者数の多い産業の労働生産
性や賃金水準の向上を図ることが重要と認識しており
ます。
　県としましては、各業界におけるデジタル技術の活
用やＤＸの取組を促進することにより、業務効率化を
図るとともに、従業員のリスキリング、働き方改革に
よる多様な就業形態の導入支援など、従業員の待遇改
善に取り組んでいるところです。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　企業局長。
　　　〔松田　了　企業局長登壇〕
○松田　了 企業局長　４、水道料金引上げに伴うＰ
ＦＯＳ等対策費用の負担についての(1)及び(2)、料金
改定案に含まれるＰＦＯＳ等対策費用の割合及び国が
当該費用を負担した場合の引下げ額についてお答えし
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ます。４の(1)と４の(2)は関連しますので、恐縮です
が一括してお答えします。
　今回の料金算定期間である令和６年度から９年度ま
での４年間に必要なＰＦＯＳ等対策費は、１年当たり
10億円程度を見込んでおり、このうち、北谷浄水場
の活性炭取替えに要する費用は、これまでに積み立て
た修繕引当金を充てることとしております。その費用
を除いた約5.1億円が料金改定経費に含まれており、
最終的な改定額である１立方メートル当たり33.46
円に対する割合は約11％、これを国が負担した場合
は、3.8円程度の引下げが可能となります。
　企業局としましては、引き続きＰＦＯＳ等対策に係
る費用について国が負担することを強く求めてまいり
ます。
　以上であります。
○赤嶺　昇 議長　保健医療部長。
　　　〔糸数　公　保健医療部長登壇〕
○糸数　公 保健医療部長　５、ハンセン病問題につ
いての(1)、家族補償金の申請状況等についてお答え
します。
　ハンセン病元患者の家族に対する補償金の申請に
ついては、県を経由することなく国が直接の窓口と
なっており、都道府県ごとの申請件数や対象者数等に
ついては公表されておりません。国が公表している
全国の請求受付件数は、各年11月時点で、令和２年
6431、令和３年1029、令和４年385、令和５年325
となっており、認定件数は、令和２年5885、令和３
年1276、令和４年431、令和５年339となっており
ます。
　同じく５の(2)、申請に踏み切れない人々の救済に
ついてお答えします。
　ハンセン病への過去の誤った隔離政策により、元患
者とその家族は、長い間、偏見や差別に苦しんできま
した。その苦しみと恐怖は今も続いており、元患者の
家族であることを知られるのを恐れ、申請をちゅう
ちょしているケースもあると聞いております。
　県では、引き続き家族補償金について広報誌等で周
知するとともに、偏見差別の解消のための啓発活動に
努めてまいります。また、申請の相談や受付は国が直
接行っており、申請に関する情報が身近な人に知られ
ることがないよう配慮されていることを積極的に周知
してまいります。
　同じく５の(3)、差別解消に向けた県の取組につい
てお答えします。
　県では、元患者等からの要請を受け、ハンセン病問
題の全面的解決を推進することを目的とする沖縄県ハ

ンセン病問題解決推進協議会を令和４年に設置しまし
た。会議では地域生活の支援や啓発活動について、元
患者やその家族、支援者、学識経験者、行政機関等で
協議を行っており、県が実施している小・中・高等学
校での人権講演会や啓発パンフレット作成等の事業に
ついても意見交換を行っております。
　県としましては、引き続き、元患者やその家族に寄
り添った事業を実施し、ハンセン病問題の解決に取り
組んでまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
　　　〔前門尚美　農林水産部長登壇〕
○前門尚美 農林水産部長　６、うるま市伊計島・県
管理保安林の無許可伐採についての(1)、保安林の適
正管理についてお答えいたします。６の(1)と６の(2)
は関連しますので、一括してお答えします。
　当該案件につきましては、令和５年11月８日に
県、うるま市及び伊計自治会会長の３者で現場確認を
行っております。その結果、伐採現場は、保安林に隣
接する里道であり、伐採が保安林に及んでいないこと
を確認しております。
　県としましては、保安林の看板を設置するなど周知
徹底を図るとともに、土地所有者のうるま市や地元の
伊計自治会と連携しながら、引き続き、保安林の適正
管理に努めてまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　最後になりますけれども、よろ
しくお願いいたします。
　てぃーだ平和ネットの当山勝利です。
　質問に入ります前に、先日、というか土曜日です
ね。この「若者が考える基地と沖縄」というシンポジ
ウムですかね、それとワークショップがありまして、
知事も、最初から最後まで参加されていたということ
で。主な対象が10代から30代ということで、そうい
う若い方々が、もう60名以上集まったというふうに
聞いております。実は、うちの娘と、この昔主な対象
者だったうちの妻が参加しまして、また私の知り合い
も参加したということで、皆がとてもいいシンポジウ
ムだったということを言っていましたし、うちの娘
は、もっと若い人にこういうシンポジウムとかワーク
ショップに参加してもらって、本当にまず知識を得て
ほしいということを言ってました。私としては、こう
いうのがきっかけになって、若い人はもっと自分で自
ら情報を得て、そして自分で判断するという、そうい
う能力を身につけてほしいと思う、そういうきっかけ

‒ 293 ‒



になるようなシンポジウムになってほしいと思ってい
ますので、引き続き期待しておりますので、よろしく
お願いいたします。
　それでは、質問に入ります。
　１番、沖縄を含む南西諸島における日米の軍事強化
について。
　(1)、	国は敵基地攻撃能力を保有する長射程ミサイ
ルの県内配備を検討しているのではないか。県の認識
と対応について伺います。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　お答えいたします。
　政府は、沖縄への反撃能力を有する装備の配備計画
については、現時点では決まっていないとしておりま
す。
　県としては、反撃能力を有する装備の県内への配備
が計画される場合には、さらなる基地負担の増加や攻
撃対象となるリスクが高まることが予想され、県民の
理解も得られないことから、反対であります。このた
め、県は、６月９日、防衛大臣に対し、反撃能力を有
する装備の本県への配備は行わないことなどを要請し
たところであり、去る11月17日にも、軍転協として
同様の要請をしております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　沖縄県内への配備は反対すると
いうことで、その意思は示していらっしゃると思いま
すが、国会の中でも、まだどこに配備するか分からな
いけれども、少なくとも沖縄を含む南西諸島の配備は
否定していないので、その可能性は十分あると思いま
すから、今後もぜひ、そういうことを、県は反対して
いるということを国に申し入れていっていただきたい
と思います。
　(2)、	総合的な防衛体制の強化に資する取組の公共
インフラ整備について、国の説明と県の対応を伺いま
す。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えします。
　11月に、政府関係者から県に対し、総合的防衛力
強化に関する政府の取組について説明がありました。
その内容は、特定重要拠点空港・港湾（仮称）とは、
南西諸島の地域等必要な空港・港湾等について、民間
との共用を前提に、自衛隊等が利用できるよう整備ま
たは既存事業の促進を図り、併せてインフラ管理者と
の間で、円滑な利用に関する枠組みを設ける施設との
ことでありました。
　県としては、引き続き情報収集を行い、適切に対応

していく考えであります。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　去年の８月25日に、この公共イ
ンフラに関するその閣僚会議ですか、関係閣僚会議と
いうのが開かれています。その議事要旨の中に、当
時の防衛大臣の発言が載っております。その発言の
中で、公共インフラに関してと書いてある部分を、
ちょっと読んでいただけますでしょうか。公共インフ
ラに関してという。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後５時32分休憩
　　　午後５時32分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　今年８月の関係閣僚会議に
おきまして、当時の浜田防衛大臣は「公共インフラに
関しては、南西諸島を中心としつつ、その他の地域に
おいても、必要な空港・港湾等について、自衛隊が利
用できるよう整備することも重要だが、平素から自衛
隊による円滑な利用を確保することが極めて重要と考
えている。」と発言しております。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　空港とか港湾の整備も発言があ
りますが、それよりも「だが」と書いて、「平素から
自衛隊による円滑な利用を確保することが極めて重
要」だということの発言があったということに対し
て、県はどのように解釈しますか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　空港・港湾等、公共土木
施設の利用に当たりましては、当該施設を損傷させる
おそれのあるときなどの場合を除いては使用させるこ
とが適当とされておりまして、民間需要を主眼とした
平等な利用というところが主眼であるというふうに考
えております。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　あくまでも特定重要拠点空港・
港湾という施設の場合ということではあるんでしょう
けれども、それがマスコミではいろいろと名前は出て
ますけれども、まず、具体的にここがその施設になる
というようなことが、国からありますでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　11月の説明におきまして
は、個別具体的な空港・港湾名についての言及はござ
いませんでした。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　そうであっても、これだけ南西
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諸島、沖縄県に防衛力強化があれば、どこかは指定さ
れる可能性がある。そうなった場合に、先ほどの発
言、平素から自衛隊が円滑な利用をするんだという、
これは明言ですよね。こういうことをされるというこ
とは、十分考えがあるわけで、これはもう明らかに、
さらなる沖縄県に対する基地負担になると思います
が、いかがでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　先ほどお答えしたように、
当時の防衛大臣は「自衛隊による円滑な利用を確保す
ることが極めて重要」という発言をされております。
　現在、県としては具体的にどのような訓練を想定し
ているのか等については、国に照会をしているところ
でございます。そのまだ回答は来ておりませんので、
そのような回答等を確認しながら、適切に対応したい
というふうに考えております。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　それって容認するってことです
か。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　容認するということではな
くて、今そのような質問をしているところですので、
その内容を確認して適切に判断したいというふうに考
えているところです。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　ぜひ、しっかりと対応していた
だきたいと思います。これ以上の基地負担はさせない
と普段からおっしゃってますよね。そうなるように対
応をお願いしたいと思います。
　次、行きます。
　(3)、	米軍の無人偵察機の嘉手納基地配備につい
て、経緯と県の対応について伺うというのは、先ほど
照屋大河議員のほうで答弁ありましたので、そちらの
ほうはもう答弁はいいんですが、続けて聞きたいの
は、防衛省は、この無人機に弾薬を搭載できるできな
いということを、県に対してどのように説明されてま
したでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　県が沖縄防衛局に対して武
器搭載の可能性について照会したところ、情報収集、
警戒監視及び偵察活動を行うことを目的として運用さ
れるものであり、攻撃などの目的で展開を計画してい
るものではないと。一般論として、ＭＱ９には、仕様
によっては武器を搭載できるものもあると承知してい
るとした上で、米側からは現在これらの機体は鹿屋航
空基地へ展開したときと同様、情報収集用の仕様と

なっており、武器を搭載できる仕様にはなっていない
と説明を受けており、またそのような仕様に変更する
予定もないと承知しているとの回答がありました。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　マスコミ報道では、弾薬搭載可
能という――今のその向こうからの説明でも、弾薬は
搭載可能だけど、それをそうする予定はないというこ
との理解だということは、マスコミの報道もあるけれ
ども、県としては、弾薬は搭載されないだろうという
認識に立ってらっしゃるということでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　現在の仕様においては、弾
薬は搭載されないというふうに認識しております。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　これも、あくまでも運用はどう
なるか――よく米軍の運用は変わりますので、ぜひそ
こら辺は注視していっていただきたいと思いますが、
それに対してどうでしょう。どのような認識でしょう
か。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　そもそもこのＭＱ９の嘉手
納配備につきましては、十分な地元に対する説明もな
いまま行われております。そういうことも含めて、県
としては配備について見直すよう要請したところであ
り、またマスコミ等で言われていますように、武器の
搭載等についての可能性もあるということですので、
引き続き、このＭＱ９の運用については注視していき
たいというふうに考えております。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　ぜひお願いします。
　(4)、	在沖米軍第12海兵沿岸連隊が発足しました
が、さらなる基地負担が増えるのではないか、認識を
伺います。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　お答えいたします。
　去る11月、キャンプ・ハンセンに駐留する第12海
兵連隊が改編され、第12海兵沿岸連隊が発足いたし
ました。米海兵隊は、海兵沿岸連隊について、部隊を
分散させ、対艦ミサイルなどの拠点を確保する遠征前
方基地作戦を実行するとしております。また、防衛省
は、この部隊の残留に伴い、別の部隊を沖縄から移転
させ、再編後の在沖海兵隊の規模に変更はないとして
おります。
　県としては、海兵沿岸連隊の発足によりこれ以上の
基地負担が生じることがあってはならないと考えてい
ることから、引き続き情報収集を図り、本県に及ぼす
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影響を見極める必要があると考えております。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　確認なんですけれども、この連
隊ができましたよね、何人か分かりませんけれども。
この部分は、増えるんですか。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　現在、新しくできた第12海
兵沿岸連隊というのは、現在いる第12海兵連隊を改
編したものですので、直ちに純増になるというふうに
は考えておりません。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　ちなみに、県として在沖米軍の
兵隊の数というのは把握できますでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後５時42分休憩
　　　午後５時42分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　お答えいたします。
　平成23年６月末現在で、米軍人が２万5843人とい
う資料はあるんですけれども、それ以降は公表されて
おりません。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　それでこれから米兵、在沖米軍
の兵士の方々、削減される方向にあるというふうには
聞いてます。そういう計画だというふうになってま
す。なってますが、この海兵沿岸連隊というものがで
きたということは、これはもうここに沖縄にあるわけ
ですよね。その分はずっと残るわけですから。その分
の負担というのはどうなるんでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　統合計画等で9000人の海兵
隊の県外移転等が示されていて、その一つの部隊が第
12海兵連隊、今回改編されたものでした。それにつ
いて防衛省のほうは、この部隊が残ることに伴って別
の部隊を沖縄から移転させ、再編後の在沖海兵隊の規
模には変更ないというふうにしておりますが、具体的
にどの部隊を移転させるとかという話は今のところな
いというところですので、県としては、何というんで
すか、どの部隊を移転させるのかということを明確に
してくれということを要請しているということでござ
います。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　今の御答弁であって、その前も
そうなんですけれども、要するに、米兵の数は分から
ない。どこの部隊が移動するかも分からない。その説

明も今のところまだないんでしょうけれども、将来あ
るかどうかも分からないし、少なくとも県はそれを知
るすべがないわけですよね。ということは、その約
束っていうのは空手形になりませんか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後５時44分休憩
　　　午後５時45分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　先ほど答弁しているとお
り、具体的にこの9000名等のどの部隊が移動すると
いうことが明示されておりませんが、一方で、グアム
におきましては、新たな基地の建設が進められてい
て、2024年から沖縄の米軍、海兵隊の移転が始まる
ということで承知しております。
　県としましては、引き続き情報収集に当たるととも
に、日米両政府に対して、具体的な移転する部隊等を
明示するよう要望してまいりたいというふうに考えて
おります。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　なかなかその透明性がないとこ
ろですので、県のほうも大変だとは思いますけど、ぜ
ひ情報を集めてください。よろしくお願いします。
　(5)、	沖縄を含む南西諸島において、日米の軍事連
携と両国の軍事強化が急速に進められています。知事
の所見と対応について伺います。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　いわゆる安保関連３文書や
今年１月の２プラス２共同発表では、日米の施設の共
同使用の拡大や共同訓練を増加させる旨が示されてお
ります。
　県としては、米軍基地が集中していることに加え、
自衛隊の急激な配備拡張による抑止力の強化がかえっ
て地域の緊張を高め、不測の事態が生ずることを懸念
しており、ましてや沖縄が攻撃目標となることは、決
してあってはならないと考えております。このため、
去る11月17日の軍転協要請において、地元に与える
影響が大きい自衛隊の運用については、速やかに県、
関係市町村及び住民に情報を提供するとともに、地元
が意見表明ができるよう、必要な協議を行うこと等を
求めたところです。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　県としてもしっかりと対応して
いっていただきたいと思いますし、今の日本と米軍の
その強化というのは目に余るものがあると思ってま
す。
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　(6)、	南西諸島軍事強化の中で、浦添地先に造られ
ようとしている軍港は、以前と比べて軍事的プレゼン
スがより高まり、結果的に沖縄県の基地負担増加を招
くと考えますが、知事の認識を伺います。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　お答えいたします。
　那覇港湾施設の代替施設につきましては、現有の機
能を確保することを目的としていることが移設協議会
において繰り返し確認されており、那覇港湾施設の移
設により基地機能が強化され、沖縄の基地負担の増加
につながることがあってはならないと考えておりま
す。
　県は、米軍及び日米両政府に対し、在沖米軍基地に
おいて、従来行われてこなかった運用を行うことによ
り、基地負担を増大させることがないよう、強く求め
てまいります。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　確認です。現有の那覇軍港です
ね。その機能を確保するというのが目的だとおっしゃ
いますよね。じゃ、その現有の施設の機能とは何で
しょうか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後５時48分休憩
　　　午後５時50分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　防衛省によりますと、現有
の那覇港湾施設では、米軍が必要とする貨物や人員の
沖縄と他の地域との間の輸送のため、その積卸し等が
行われており、代替施設においてもこの機能を確保す
ることを目的としているとのことでございます。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　では、その現有機能を超えるよ
うな訓練は行われませんでしたか。認識を伺います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後５時50分休憩
　　　午後５時51分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　那覇港湾施設においては、
平成３年から５年の３月にかけて、航空機を――オス
プレイ等を利用した離着陸についての訓練等、あるい
はその輸送等が行われております。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　そうですよね。県はそれに対し

て抗議をされました。そして、先ほど来ありますよう
に、安保関連３文書が出て、その国家防衛戦略の中
に、衛生機能の改革というセクションがありますけ
ど、その中には「南西地域の第一線から本州等の後送
先病院までの」って書いてあるんです。第一線って書
いてあるんですね。南西地域をまず第一線という、そ
ういう記述があります。それから、この自衛隊と米軍
の軍事的連携が強化されていること、さらには国は沖
縄を含む南西諸島に軍事基地を強め、そこをまた最前
線化するのではないかというような、こういう認識も
あるわけですよ。そういう中で、本当に今の防衛の現
有施設の機能を確保することが目的ですというのは、
皆さん信用できますか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後５時53分休憩
　　　午後５時53分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　現有機能の確保を目的とす
るということにつきましては、これまでも移設協議会
において確認をしてきたところでございます。引き続
き、移設協議会等を通して、国に対しては確認を続け
てまいりたいというふうに考えております。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　前も質問をさせていただいたと
きには、この浦添に来たときに、どういう戦艦が来る
かは承知していないと防衛は言っているわけですね。
あくまでも現有機能の確保だとは言っているけど、し
かしどういう船が来るかは分かりませんという中で、
本当にそれが信用できるかと。それからこういう、状
況がどんどんどんどん目まぐるしく変わっている中
で、本当にそれがそうなのかということはしっかりと
県も都度都度確認し、そうなるのではないということ
はやってほしいですが、しかし、であっても新たな軍
港は来るわけですから、新たな負担になると思いま
す。そして、この軍港というのが、その一つの新たな
基地を造るわけですから、移設とはいえ。だから、そ
の部分を、本当に中心になって展開される可能性があ
る。そうしたら沖縄県の軍事的なプレゼンスというの
は高まるということも考えて、しっかりと対応してい
ただきたいと思います。
　２番に移ります。
　県経済について。
　(1)、長期間にわたる円安は、沖縄県の経済成長に
おいてプラスに働いているでしょうか、マイナスに働
いているんでしょうか、伺います。また、県民生活へ

‒ 297 ‒



の影響について伺います。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
○金城　敦 企画部長　お答えいたします。
　円安は、外国人観光客の増加による観光収入の増加
や県産品の輸出拡大につながるなど、経済成長へのプ
ラスの面があるものと考えられます。一方で、昨年来
の円安等に起因する物価高騰は、中小企業が大多数を
占める県内事業者におけるコスト上昇や、県内総生産
に占める割合の大きい個人消費の抑制につながる恐れ
など、県経済へのマイナス面の影響が考えられます。
　県としては、円安等による県経済への影響につい
て、現時点では具体的に検証することができないこと
から、引き続き、その動向を注視してまいります。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　県民生活に与える
影響についてお答えいたします。
　長期間の円安等により、沖縄県の消費者物価指数が
上昇し、日常生活品である鶏卵、牛肉、洗濯用洗剤な
どの小売価格が上昇しており、県民生活への影響が懸
念されているところです。
　県としましては、県民の消費生活の安定確保を図る
観点から、引き続き、生活関連物資の価格動向を注視
し、価格監視と県民への情報提供に努めてまいりたい
と考えております。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　県民の生活への影響は大きいと
いうことと、中小企業に対しても大きな影響があるだ
ろうと。ただ、プラスの面もありますよということで
はあるんですが、文化観光スポーツ部長、令和元年の
上半期の外国人観光客と令和５年の上半期の外国人観
光客、それぞれ何名ですか。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　令和５年度上半
期４月から９月までの外国人観光客数は、53万2500
人。令和元年度上半期の観光客数は、162万1500人
となっております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　まだまだ外国人観光客、戻って
きてないんですよね。
　あと、お伺いします。
　沖縄県の輸入と輸出、どういう状況でしょうか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後５時58分休憩
　　　午後６時０分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。

　企画部長。
○金城　敦 企画部長　今、令和２年でお答えします
が、マイナス912億円ということでございます。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　つまり、輸入超過ですよね。そ
れも大体2.8倍とか、３倍近くあるんですよね。それ
ぐらいの差があった場合、円安だと相当の影響がある
と思うんですよ。マイナスの影響が大きいと思うんで
すね、一般論からすると。おまけに輸出は沖縄県の場
合、再輸出品が多いんですよ。利潤が低いやつが多い
んですよ。そういう中にあって、沖縄県が本当に円安
で潤うかというと、なかなか私はそうならないと思い
ますが、どうでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
○金城　敦 企画部長　今、南西地域活性化センター
の分析によりますと、沖縄県のように産業構造がサー
ビス部門に偏り、製造業部門の製品を県外から移入に
頼っている地域では、資源価格の高騰による影響に加
え、流通段階での価格上昇を上乗せして、地域経済の
物価上昇を誘発するものとされております。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　ちょっと最後のほう分からな
かったんですけれども、しっかりこの円安が私は沖縄
県の経済に大きな影響を――要するに、マイナスの影
響を与えていると思っております。
　(2)、	令和５年度における県内民間企業の賃金引上
げ率について伺います。また、県内企業の賃上げは物
価上昇に追いついているか伺います。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えいたします。
　民間調査会社の公表資料によりますと、県内で今年
度賃上げを実施した企業の賃金引上げ率は、その伸び
率ごとに見た場合、３％以上４％未満が最も多く、次
いで、２％以上３％未満及び５％以上６％未満となっ
ており、これらが全体の７割を占めております。一
方、厚生労働省の毎月勤労統計調査によりますと、物
価の変動を加味した本県の実質賃金の対前年同月比
は、今年９月まで18か月連続で減少しておりますの
で、賃金の伸びが物価の上昇に追いついていないもの
と理解しているところです。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　そうなんですね。
　そして(3)、最低賃金引上げによる中小企業への影
響について伺います。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
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○松永　享 商工労働部長　お答えいたします。
　沖縄県の今年度の最低賃金は、昨年度の853円から
43円引き上げられ、令和５年10月８日から896円と
なっており、過去最高の上げ幅となっております。沖
縄県中小企業団体中央会が実施した10月の景況動向
調査によりますと、各業界の景況感を示す指標は、最
低賃金の引上げや物価高による影響等から前年同月比
マイナス13.6ポイントとなり、労務費や原材料費の
上昇に見合った収益の確保に苦慮するなど、厳しい経
営判断となっております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　でも、労働者からすれば、やは
りこの物価高の中にあって賃金は上げてほしいという
のが思いだと思います。そういう中にあって、やはり
経営者の努力って必要だと思います。
　それで(4)、県民所得の着実な向上につながる企業
の稼ぐ力の強化についてのア、労働生産性の向上に向
けた取組について成果を伺います。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えいたします。
　県では、労働生産性の向上に向け、ＤＸや人材投資
の促進、中小企業の経営基盤強化、企業連携による域
内経済循環の支援など、様々な支援を行っているとこ
ろです。県の各種取組により、経営の効率化やビジネ
スの高度化を目指す企業、従業員の人材育成を積極的
に行う企業など、生産性向上に取り組む企業が増えて
きていると認識しております。
　県としましては、こうした企業の取組が付加価値や
収益性の向上といった成果として実を結ぶよう、引き
続き支援に取り組んでまいります。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　続きましてイ、地域産業間連携
による稼ぐ力と域内自給率の向上について成果を伺い
ます。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えいたします。
　県では、地域産業間連携による稼ぐ力の強化を通じ
た域内自給率の向上に向け、地域連携体制の構築や企
業連携の支援など、各種施策を推進しております。こ
うした取組における、地域連携による地域資源を活用
したイベントの実施等により、地域の集客力や収益力
が高まったとの事例がございます。また、企業連携に
より新たなビジネスモデルが創出されたほか、支援し
た事業者の７割以上において売上げが増加したことを

確認しているところです。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　続きましてウ、中小企業等の経
営基盤の強化による稼ぐ力の向上について成果を伺い
ます。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えいたします。
　県では、中小企業の経営基盤の強化に向け、商工会
等支援機関と連携し、企業の経営革新やデジタル化の
促進、資金繰り支援など、各種施策を推進していると
ころです。これらの施策展開により、企業による新商
品開発や新サービスの提供など、経営革新の取組が促
進され、付加価値額が向上したところです。また、デ
ジタル化を支援した事業者の約76％が生産性の向上
につながっているところです。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　そしてエ、県の施策は、県民の
所得向上にどれだけ寄与しているのか伺います。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
○金城　敦 企画部長　お答えします。
　沖縄21世紀ビジョン基本計画の期間中、コロナ禍
が大きく影響したものの、平成24年度から平成30年
度までの経済成長率は全国を上回っております。これ
は、沖縄振興一括交付金の有効活用など、本県の自主
性を発揮した施策の展開を図ってきたことが寄与して
いるものと考えております。一方で、１人当たり県民
所得の向上はいまだ十分ではないなど、課題が残され
ており、県としては、その解決に向け、新・沖縄21
世紀ビジョン基本計画に掲げる稼ぐ力の強化等の施策
を推進し、県民の所得向上に向けて取り組んでまいり
ます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　いろいろな予算をかけて、お金
をかけて、多くの事業をやっていらっしゃいます。一
つ確認したいのは、沖縄県の特徴として、零細企業が
多いこと、非正規雇用が多いこと、そういうのをしっ
かり踏まえた上での施策でないとなかなかうまくいか
ないし、循環しないと思うんですね。そういう零細企
業を対象にするのか、それともそれじゃなくてもっと
大きい企業を対象にして、うまく経済を回すようにし
ていくのかっていういろいろ選択はあると思います
が、県としては、どういう方向でやっていらっしゃる
のか。要は、全体的に満遍なくやっていらっしゃるの
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か、中心的にやっていらっしゃるのか、どうでしょう
か。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えします。
　我が国の所得水準は、1990年代後半以降のデフレ
経済等により低迷し、本県も同様の傾向で推移してき
ました。この間、商工労働部では、情報関連産業等の
振興、航空機整備等の付加価値の高い企業の誘致、失
業率の低減等を実現し、これらの成果もあり、コロナ
禍前においては所得の上昇が見られたところです。一
方で、その水準はいまだ全国の70％台で推移してお
りまして、さらなる取組の強化が必要と認識している
ところです。このため、全ての事業者に向けまして、
低所得の要因である生産性の向上など、稼ぐ力の強化
を推進するとともに、その成果を賃上げにつなげる好
循環を促進することで県民所得全体の向上を実現して
いきたいというふうに考えているところでございま
す。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　いずれにせよ、賃金がまだ物価
に追いついていないということですから、しっかりと
対応して頑張っていただきたいと思います。
　３番、沖縄都市モノレールについて。
　(1)、	首里駅、石嶺駅、経塚駅、浦添前田駅、てだ
こ浦西駅、それぞれの年間利用者数について伺いま
す。経塚駅、浦添前田駅の利用者数が、それ以外の駅
より少ない原因について伺います。また、どのように
分析しているか伺います。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えいたします。
　令和４年度の年間利用者数は、首里駅76万8610
人、石嶺駅45万8442人、経塚駅25万6717人、浦添
前田駅22万3297人、てだこ浦西駅57万9097人と
なっております。経塚駅と浦添前田駅の利用者数が他
の駅より少ない理由といたしましては、土地区画整理
事業を施行中であり、住宅等の建設や駅を中心とした
まちづくりの形成に期間を要していることが要因であ
ると考えております。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　続けて(2)、浦添市内における土
地区画整理事業の面的整備を進めることで、モノレー
ル利用者数の増加が見込まれると考えられますが、県
の取組について伺います。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　浦添市内３駅の１日当た
りの平均乗客数は、令和５年度の10月末時点で3466

人であり、延長区間が開業した令和元年度と比較する
と、約39％の伸びとなっております。
　県としては、モノレール沿線の土地区画整理事業等
によるまちづくりが、モノレール利用者の増につな
がっていくものと考えており、引き続き、浦添市と連
携してまちづくりに取り組んでまいります。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　ぜひ、モノレール駅とその周辺
のまちづくりっていうのは、とても大切だと思うんで
すね。そこら辺はしっかりと浦添市と一緒になって進
めていっていただきたいと思います。
　(3)、	延長された４駅の利用者数を向上させるため
の取組について伺います。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えいたします。
　県では、自動車交通からの転換を促すため、てだこ
浦西駅パークアンドライド駐車場の利用について、周
辺市町村へチラシポスティング等による周知を行って
おります。また、那覇市、浦添市においては、駅との
アクセス向上を図るシェアサイクルポートを設置して
おります。沖縄都市モノレール株式会社においては、
高速バスとの乗り継ぎルートの周知や、駅周辺で開業
予定の商業施設や事業所に対する利用案内等、需要拡
大に取り組むとのことであります。今後も関係機関と
連携し、利用促進に取り組んでまいります。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　てだこ浦西駅は、利用者数がそ
の経塚駅、浦添前田駅より多いですよね、２倍以上あ
ります。そこにはやはりパーク・アンド・ライドの駐
車場があったり、あとバスがあったりということで、
そういう人が利用するような仕掛けをつくってるんで
す。だけど、浦添前田駅とか経塚駅には、そういう仕
掛けがないんですよ。行こうと思うと徒歩で行くしか
ないんですね。だからそこら辺の交通機関もしっかり
と整備する必要があると思いますが、いかがでしょう
か。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　公共交通を含みます様々
な交通との連結については、各管理者等と協議し、モ
ノレールの利用促進につなげてまいりたいと考えてい
るところでございます。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　なかなか区間の狭い２駅ですか
ら、どういうふうに公共交通機関を通すかというのは
難しいところではあると思うんですけれども、しかし
それがないとやはり利用者数は増えないと思います
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し、あとは今の時代だと、エコですから、駐輪場があ
るとかっていうのも変わってくると思いますので、そ
ういうのもしっかり取り組んでいっていただきたいと
思います。
　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後６時13分休憩
　　　午後６時14分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○当山　勝利 議員　我が会派の代表質問との関連
について、玉城健一郎議員の代表質問10番ですが、
国・県発注事業の県内優先発注について、令和４年度
の沖縄総合事務局の事業において、県内・県外それぞ
れの発注・受注件数と受注額について伺います。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　沖縄総合事務局によりま
すと、令和４年度の発注工事については、件数150
件、約419億円のうち県内企業は133件、約218億
円、県外企業は17件、約201億円とのことでありま
す。
○赤嶺　昇 議長　当山勝利議員。
○当山　勝利 議員　そうなんですよね。県外発注の
ものが件数は少ないけれども、額はほぼ一緒というこ
とで、今日も議論がありました、きちんと対応されて

いるということも聞いてますが、この少なくとも７割
に持っていく、その２割分を県のほうで委託を受けて
やるというようなことはできないでしょうか。そうす
ると、ＷＴＯの規制も変わってくると思うんですよ。
国は、ぜひ県に任せてくれと、その部分はやるからと
やったほうが、県内の企業も受注しやすいんじゃない
でしょうか、どうでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　公共工事につきまして
は、それぞれ管理する主体――国の管理の施設であれ
ば国、県の施設であれば県というふうに、それぞれ発
注をいたしておりますので、その発注の原則に従って
執行していくべきだろうというふうに考えておりま
す。
○当山　勝利 議員　ありがとうございました。
　知事はお休みいただきまして、ありがとうございま
す。
○赤嶺　昇 議長　以上で、本日の一般質問及び議案
に対する質疑を終わります。
　本日の日程はこれで全部終了いたしました。
　次会は、明12日定刻より会議を開きます。
　議事日程は、追って通知いたします。
　本日は、これをもって散会いたします。
　　　午後６時17分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

議　　　　　長	 赤　　嶺　　　　　昇

会議録署名議員	 上　　原　　　　　章

会議録署名議員	 比　　嘉　　京　　子
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令和５年12月12日

（第７号）

沖縄県議会（定例会）会議録令和５年
第 ４ 回





議　　事　　日　　程　第７号
令和５年12月12日（火曜日）

午前10時開議
第１　一般質問
第２	 甲第１号議案から甲第３号議案まで、乙第１号議案から乙第20号議案まで及び認定第１号から認定第20

号まで（質疑）
第３　甲第４号議案（知事説明、質疑）
第４	 陳情第176号の付託の件
第５	 陳情第７号の取下げの件
第６　議員派遣の件（九州各県議会議員交流セミナー）

	
本日の会議に付した事件

日程第１　一般質問
日程第２	 甲第１号議案から甲第３号議案まで、乙第１号議案から乙第20号議案まで及び認定第１号から認定

第20号まで
甲第１号議案　令和５年度沖縄県一般会計補正予算（第５号）
甲第２号議案　令和５年度沖縄県中城湾港マリン･タウン特別会計補正予算（第１号）
甲第３号議案　令和５年度沖縄県流域下水道事業会計補正予算（第１号）
乙第１号議案　沖縄県知事及び副知事の給与の特例に関する条例
乙第２号議案　沖縄県職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例
乙第３号議案	 沖縄県知事等の給与及び旅費に関する条例及び沖縄県特別職の秘書の給与及び旅

費に関する条例の一部を改正する条例
乙第４号議案　沖縄県部等設置条例の一部を改正する条例
乙第５号議案　沖縄県道路占用料徴収条例の一部を改正する条例
乙第６号議案　沖縄県警察職員の定員に関する条例の一部を改正する条例
乙第７号議案　沖縄県水道料金徴収条例の一部を改正する条例
乙第８号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について
乙第９号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について
乙第10号議案　車両損傷事故等に関する和解等について
乙第11号議案　車両損傷事故に関する和解等について
乙第12号議案　部活動中の事故に関する和解等について
乙第13号議案　損害賠償の額の決定について
乙第14号議案　指定管理者の指定について
乙第15号議案　指定管理者の指定について
乙第16号議案　指定管理者の指定について
乙第17号議案　指定管理者の指定について
乙第18号議案　地域水産物供給基盤整備事業の執行に伴う負担金の徴収について
乙第19号議案　当せん金付証票の発売について
乙第20号議案　沖縄県教育委員会委員の任命について
認定第１号　令和４年度沖縄県一般会計決算の認定について

令 和 ５ 年
第 ４ 回 沖縄県議会（定例会）会議録（第７号）

令和５年12月12日（火曜日）午前10時開議
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認定第２号　令和４年度沖縄県農業改良資金特別会計決算の認定について
認定第３号　令和４年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計決算の認定について
認定第４号　令和４年度沖縄県中小企業振興資金特別会計決算の認定について
認定第５号　令和４年度沖縄県下地島空港特別会計決算の認定について
認定第６号　令和４年度沖縄県母子父子寡婦福祉資金特別会計決算の認定について
認定第７号　令和４年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計決算の認定について
認定第８号　令和４年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計決算の認定について
認定第９号　令和４年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計決算の認定について
認定第10 号	 令和４年度沖縄県林業・木材産業改善資金特別会計決算の認定について
認定第11 号	 令和４年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定

について
認定第12 号	 令和４年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計決算の認定について
認定第13 号	 令和４年度沖縄県国際物流拠点産業集積地域那覇地区特別会計決算の認定につい

て
認定第14 号	 令和４年度沖縄県産業振興基金特別会計決算の認定について
認定第15 号　令和４年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計決算の認定について
認定第16 号　令和４年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計決算の認定について
認定第17 号　令和４年度沖縄県駐車場事業特別会計決算の認定について
認定第18 号	 令和４年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定

について
認定第19 号　令和４年度沖縄県公債管理特別会計決算の認定について
認定第20 号　令和４年度沖縄県国民健康保険事業特別会計決算の認定について

日程第３　甲第４号議案
甲第４号議案　令和５年度沖縄県一般会計補正予算（第６号）

日程第４　陳情第176号の付託の件
日程第５　陳情第７号の取下げの件
日程第６　議員派遣の件（九州各県議会議員交流セミナー）

	
出　席　議　員（48名）

	 44　番　　赤　嶺　　　昇　議長
	 30　番　　照　屋　守　之　副議長
	 １　番　　島　袋　恵　祐　議員
	 ２　番　　喜友名　智　子　議員
	 ３　番　　國　仲　昌　二　議員
	 ４　番　　玉　城　健一郎　議員
	 ５　番　　上　里　善　清　議員
	 ６　番　　大　城　憲　幸　議員
	 ７　番　　上　原　　　章　議員
	 ８　番　　小　渡　良太郎　議員
	 ９　番　　新　垣　淑　豊　議員
	 10　番　　島　尻　忠　明　議員
	 11　番　　仲　里　全　孝　議員
	 12　番　　上　原　快　佐　議員
	 13　番　　瀬　長　美佐雄　議員
	 14　番　　次呂久　成　崇　議員
	 15　番　　新　垣　光　栄　議員

16　番　　山　里　将　雄　議員
17　番　　当　山　勝　利　議員
18　番　　當　間　盛　夫　議員
19　番　　金　城　　　勉　議員
20　番　　新　垣　　　新　議員
21　番　　下　地　康　教　議員
22　番　　石　原　朝　子　議員
23　番　　仲　村　家　治　議員
24　番　　玉　城　武　光　議員
25　番　　比　嘉　瑞　己　議員
26　番　　平　良　昭　一　議員
27　番　　仲　村　未　央　議員
28　番　　照　屋　大　河　議員
29　番　　山　内　末　子　議員
31　番　　西　銘　啓史郎　議員
32　番　　座　波　　　一　議員
33　番　　大　浜　一　郎　議員
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	 34　番　　呉　屋　　　宏　議員
	 35　番　　花　城　大　輔　議員
	 36　番　　又　吉　清　義　議員
	 37　番　　玉　城　ノブ子　議員
	 38　番　　西　銘　純　恵　議員
	 39　番　　渡久地　　　修　議員
	 40　番　　仲宗根　　　悟　議員

41　番　　崎　山　嗣　幸　議員
42　番　　瑞慶覧　　　功　議員
43　番　　比　嘉　京　子　議員
45　番　　末　松　文　信　議員
46　番　　島　袋　　　大　議員
47　番　　中　川　京　貴　議員
48　番　　仲　田　弘　毅　議員

	
説明のため出席した者の職、氏名

玉　城　デニー　　知 事
照　屋　義　実　　副 知 事
池　田　竹　州　　副 知 事
島　袋　芳　敬　　政 策 調 整 監
溜　　　政　仁　　知 事 公 室 長
宮　城　　　力　　総 務 部 長
金　城　　　敦　　企 画 部 長
多良間　一　弘　　環 境 部 長
宮　平　道　子　　子ども生活福祉部長
糸　数　　　公　　保 健 医 療 部 長
前　門　尚　美　　農 林 水 産 部 長
松　永　　　享　　商 工 労 働 部 長

宮　城　嗣　吉　　文化観光スポーツ部長
前　川　智　宏　　土 木 建 築 部 長
松　田　　　了　　企 業 局 長
本　竹　秀　光　　病 院 事 業 局 長
名渡山　晶　子　　会 計 管 理 者
金　城　康　司　　総務部財政統括監
半　嶺　　　満　　教 育 長
鎌　谷　陽　之　　警 察 本 部 長
下　地　　　誠　　労働委員会事務局長
茂　太　　　強　　人事委員会事務局長
安慶名　　　均　　代 表 監 査 委 員

	
職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

山　城　貴　子　　議 会 事 務 局 長
前　田　　　敦　　次 長
中　村　　　守　　議 事 課 長

儀　間　俊　江　　課 長 補 佐
宮　城　　　亮　　主 幹
比　嘉　太　一　　主 任

	
○赤嶺　昇 議長　これより本日の会議を開きます。
　日程第１及び日程第２を一括し、これより直ちに一
般質問を行い、甲第１号議案から甲第３号議案まで、
乙第１号議案から乙第20号議案まで及び認定第１号
から認定第20号までを議題とし、質疑に入ります。
　質問及びただいま議題となっております議案に対す
る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。
　山里将雄議員。
　　　〔山里将雄　議員登壇〕
○山里　将雄 議員　皆様、おはようございます。
　代表質問から一般質問まで最後の日となりました。
その１番目、てぃーだ平和ネット、山里、一般質問を
させていただきます。
　どうぞよろしくお願いいたします。
　１、辺野古新基地建設問題について。
　(1)、	辺野古軟弱地盤の存在が2007年の調査で報
告されていたことについて。
　沖縄防衛局は仲井眞県政に対し、辺野古新基地の埋
立申請をする前の2007年の調査報告で海底に軟弱地

盤が広く分布しており、追加のボーリング調査が必要
としていたが、それを隠して追加調査をせずに埋立承
認願書を提出していたことが分かった。
　そこで伺います。
　ア、このことが報道されて以降、県はどう対応して
きたか伺う。
　イ、松野官房長官は、2013年の埋立承認願書に軟
弱地盤の存在は記載していると言っているが、確認は
されているか。
　ウ、申請前に追加調査をしなかったのは、国土交通
省の省令に違反するとの指摘がある。衆議院国交委員
会で国交省は、沖縄防衛局が省令等を参考に適切な施
工について検討している。手続を問題視しないと答え
ている。県の見解を伺う。
　エ、事業費が３倍に膨れ上がり工期も12年以上に
延び、７万本もの砂くいを打ち込むことで壊滅的な環
境破壊を招く工事が必要であることを、埋立申請段階
で既に把握し、そのことを隠蔽していたのであれば、
埋立申請そのものが無効であると言わざるを得ない。
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ましてや、工事変更承認申請の承認などでき得るはず
もない。県の見解を伺う。
　２、無人偵察機ＭＱ９の嘉手納配備について。
　海上自衛隊鹿屋航空基地に暫定配備されていた米軍
の無人偵察機ＭＱ９、８機が嘉手納基地に移駐し11
月から運用を開始した。ＭＱ９は死神とも呼ばれ、ロ
シア・ウクライナ戦争で使われたほか、中東各地の戦
場でも要人暗殺などの実戦任務に投入されているとさ
れている。
　(1)、	防衛省は鹿屋航空基地への暫定配備時には、
10か月前から時間をかけて住民説明会なども開いて
調整し、沖縄には期間を限定しない本格配備であるに
もかかわらず、十分な説明もなしに一月程度の期間で
移駐・配備した。また鹿屋航空基地への配備には、九
州防衛局は鹿屋市と使用協定を結んでいるが、嘉手納
への配備にはそれもない。鹿屋への暫定配備時と沖縄
への配備の対応があまりにも違うことに啞然とさせら
れる。県の見解を伺う。
　(2)、	防衛省は沖縄市、嘉手納町、北谷町に配備に
ついて説明したとのことだが、沖縄県にも説明はあっ
たか伺います。
　(3)、	８月22日、鹿屋航空基地で起こったＭＱ９の
オーバーランの事故は、原因が究明されないままに運
航が再開されている。移駐に当たり、事故原因につい
て何らかの説明はあったか伺います。
　(4)、	昨年10月から海上保安庁が青森県の海上自衛
隊八戸航空基地にＭＱ９、１機を配備し運用を開始し
た。今年５月からはさらに２機配備し３機を運用して
いる。そのうち１機は海上自衛隊が共用し実・運用テ
ストを行っている。さらに2025年度に２機を新規購
入し、５機体制とする計画で、2024年度末までに現
在の青森県から福岡県の北九州航空基地に移転する方
針とも報じられている。米軍保有の８機に続き、自衛
隊の無人機も最終的に沖縄県内に配備する計画ではな
いのか、県の見解を伺う。
　３、大麻グミと呼ばれる大麻由来の成分を含む可能
性のあるグミを食べ、若年層の救急搬送の事例が東
京、大阪、そして我が沖縄県でも相次いでいることに
ついて。
　(1)、	県議会で私は若年層の薬物乱用の問題を取り
上げ、県内で完全に合法をうたって危険ドラッグと思
われる薬物を堂々と売る店が増えており、対策が必要
と指摘したが、現状はどうなっているか伺います。
　(2)、	厚生労働省は、大麻由来の成分に似た合成化
合物ＨＨＣＨを指定薬物に指定し、12月２日から所
持や使用、流通が禁止されたということだが、指定

後、県や県警はどのように対処しているか伺います。
　(3)、	危険ドラッグについて、規制しても化学構造
式の一部を変えて新たなものが出てくるいたちごっこ
の状況にあるといいます。厚生労働省の対策はどう
なっているか伺います。
　４、県立名護高校附属桜中学校が４月に開校し、２
期目の生徒募集が行われました。２年目を迎えるに当
たっての課題や目標があれば伺います。
　５、我が会派の代表質問に関連してですが、玉城健
一郎議員の屋久島のオスプレイ墜落について、それに
関連して伺います。
　(1)、	これまで名護市安部の事故をはじめ、国内・
国外で起きたオスプレイの墜落事故は何件で、そのう
ち事故原因が公表されているのは何件か。
　(2)、	第十管区海上保安本部は、引き揚げた機体の
残骸を日米地位協定を根拠に米側に引き渡しました。
また、今度も、原因究明が日本側ではできないという
ことであります。許せるものではありません。他県の
ことではありますけれども、沖縄県として何らかの対
応ができないのか伺います。
　以上、質問とします。よろしくお願いします。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
　　　〔玉城デニー　知事登壇〕
○玉城デニー 知事　ハイサイ　グスーヨー　チュー
ウガナビラ。
　皆様、おはようございます。
　一般質問４日目、本日もしっかりと答弁を努めさせ
ていただきます。
　山里将雄議員の御質問にお答えいたします。
　辺野古新基地建設問題についての御質問の中の(1)
のエ、埋立承認願書及び変更承認申請についてお答え
いたします。
　最初の埋立承認願書については、平成25年、2013
年12月に公有水面埋立法に基づき承認を行っており
ます。その後、2018年、平成30年８月に承認の取消
しを行ったところ、2019年、平成31年４月の国土交
通大臣による承認取消しを取り消すとする裁決によ
り、事業が行われております。また、変更承認申請に
ついては、2021年、令和３年11月に、不承認とする
処分を行ったところ、国土交通大臣は2022年、令和
４年４月に不承認を取り消すとする裁決等を行ってお
ります。沖縄県は、裁決等の取消しを求める関与取消
訴訟を提起しましたが、最高裁判所は令和５年９月に
公有水面埋立法の承認要件の不充足性について何ら判
断も示さず、県の主張を退けたところであります。そ
の後、国土交通大臣が10月に代執行訴訟を提起した
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ことから、沖縄県は応訴したところでありますが、環
境破壊を招く工事が必要であることを把握したのであ
れば、埋立申請は無効で承認できないのではないかと
いう御質問でございますけれども、そのような調査が
必要であれば、事前に十分な調査をする必要があった
のではないかというふうに思慮いたします。
　その他の質問につきましては、部局長から答弁させ
ていただきます。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
　　　〔前川智宏　土木建築部長登壇〕
○前川智宏 土木建築部長　１、辺野古新基地建設問
題についての(1)のア、(1)のイ及び(1)のウ、軟弱地
盤への対応についてお答えいたします。１の(1)のア
から１の(1)のウまでは関連しますので、一括してお
答えします。
　県は、沖縄防衛局から平成19年の調査報告書を入
手し、確認を行っております。同報告書及び平成25
年の埋立承認願書には、一般的に軟弱と言われる沖積
層が存在していること、その性状は砂礫等であること
などが記載されておりますが、長期間にわたって圧密
沈下する軟弱な粘性土層についての記載はありませ
ん。また、平成19年の報告書には追加でボーリング
調査を行う必要があることが記載されておりますが、
沖縄防衛局は埋立承認願書承認後の平成27年にボー
リング調査を行っております。平成27年のボーリン
グ調査において、軟弱な粘性土層が確認され、令和２
年に変更承認申請を行ったことを踏まえると、平成
19年の調査の後に追加のボーリング調査を行った上
で、埋立承認願書を作成することができたものと考え
られます。
　県としては、引き続き沖縄防衛局に対し、正確な情
報の提供を求めてまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
　　　〔溜　政仁　知事公室長登壇〕
○溜　政仁 知事公室長　２、無人偵察機ＭＱ９の嘉
手納配備についての中の(1)及び(2)、配備に係る対応
の違い及び県への説明についてお答えいたします。２
の(1)と２の(2)は関連しますので、一括してお答えい
たします。
　去る10月６日、沖縄防衛局から県に対して、鹿屋
航空基地に展開中のＭＱ９が嘉手納飛行場に期間を定
めずに展開するとの説明がありました。嘉手納飛行場
への配備に当たっては、鹿屋航空基地への配備の際に
あった住民説明会もなく、自治体への説明から僅か７
日後には１機が飛来し、10月22日までに６機が配備

されております。
　県としては、地元に対する事前の十分な説明が行わ
れないまま、基地負担軽減と逆行する、新たな装備、
部隊の増強が行われることは承服できないことから、
去る10月17日、沖縄防衛局に対し、ＭＱ９配備計画
を見直すよう要請したところです。
　同じく２の(3)、ＭＱ９のオーバーランの原因の説
明についてお答えいたします。
　10月６日に沖縄防衛局からＭＱ９の配備について
説明が行われた際、県から事故原因について尋ねたと
ころ、秘密保全の関係で日本側に提供されておらず、
米側との具体的なやり取りについても差し控える旨の
回答がありました。また、防衛省は安全対策につい
て、米側が機体の安全性を確認し、想定され得る全て
の原因をカバーする再発防止策を措置しており、こう
した対応を適切なものとしております。
　県としては、防衛省の説明は安全性に対する懸念を
払拭するものではなく、到底納得できないことから、
引き続き説明を求めてまいります。
　同じく２の(4)、自衛隊の無人機の県内への配備に
ついて。
　令和５年版防衛白書によると、海上保安庁は、令和
４年10月から、海上自衛隊八戸航空基地において無
人機の運用を開始しているとのことです。また、海上
自衛隊は、今年５月から、同基地において無人機の試
験的運用を開始しているとのことですが、本県への配
備計画に関して、県は承知しておりません。
　引き続き、自衛隊の無人機の配備や運用等について
注視してまいりたいと考えております。
　次に５、我が会派の代表質問との関連についての中
の(1)、オスプレイの墜落事故と事故原因の公表につ
いてお答えいたします。
　県が把握しているオスプレイの墜落事故は、今回の
事故を含めて国内で２件、国外で10件の計12件であ
り、このうち原因が公表されているものは７件であり
ます。
　同じく５の(2)、事故を起こした機体の引渡しにつ
いて、お答えいたします。
　日米地位協定合意議事録では、日本当局は米側の財
産について、捜索、差押えまたは検証を行う権利を行
使しない旨規定されており、平成28年に名護市安部
で発生したオスプレイの事故や、今回のように事故が
施設・区域外で発生した場合であっても、日本側が捜
索や検証ができないという問題があります。そのため
県は、平成29年、米軍の財産が施設及び区域外にあ
る場合には、日本側が捜索、差押えまたは検証を行う
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権利を行使する旨を明記する等、日米地位協定の抜本
的な見直しを日米両政府へ要請したほか、毎年、軍転
協等においても同様の要請を行っているところです。
　以上になります。
○赤嶺　昇 議長　保健医療部長。
　　　〔糸数　公　保健医療部長登壇〕
○糸数　公 保健医療部長　３、大麻グミについての
(1)、危険ドラッグの現状等についてお答えします。
３の(1)から３の(3)までは関連しますので、恐縮です
が３問を一括してお答えいたします。
　県が沖縄麻薬取締支所及び県警と連携して調査を実
施したところ、県内で大麻グミ等の危険ドラッグを販
売していると疑われる店舗の数は、令和５年10月末
現在、９店舗確認されています。また、大麻グミ等の
危険ドラッグが原因と疑われる救急搬送件数について
は、令和４年は４件、令和５年は10月末時点で36件
となっています。
　沖縄麻薬取締支所及び県は、ヘキサヒドロカンナビ
ノールの指定薬物指定前から県警の協力を得ながら大
麻グミ等の危険ドラッグ販売店舗への立入検査等を実
施しており、指定後も引き続き、連携して取締りを強
化しております。また、厚生労働省は、規制しても指
定薬物の化学構造を一部変えただけの新たな合成化合
物が出現する状況に対応するため、類似化合物を一括
して規制する包括指定について検討を進めておりま
す。
　県としましては、引き続き、県警等関係機関と連携
を強化し、若年層に対する薬物乱用防止対策を推進し
ていきたいと考えております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　警察本部長。
　　　〔鎌谷陽之　警察本部長登壇〕
○鎌谷陽之 警察本部長　３、大麻グミについての
(2)、新たな指定薬物への対策についてお答えをいた
します。
　危険ドラッグにつきましては、近年は大麻に類似し
た作用を有する物質を混合させた食品やたばこ等が、
合法大麻などとうたい販売されており、この中には実
際には違法な成分が含まれていた例もあることから、
県警察としても検挙に努めているところであります。
今回、新たに指定されたＨＨＣＨに係る事案の検挙は
ありませんが、危険ドラッグ事案としては、本年中
10月末現在で、電子たばこタイプの違法薬物所持事
件により、３人を検挙をしております。
　県警察におきましては、引き続き、県衛生薬務課、
沖縄麻薬取締支所等の関係機関と連携しながら、薬物

事案取締りを強化するとともに、若年層における薬物
の乱用拡大等の実態を踏まえ、学校における薬物乱用
防止教室等の啓発活動など、総合的な対策を講じてま
いります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
　　　〔半嶺　満　教育長登壇〕
○半嶺　満 教育長　４、県立名護高等学校附属桜中
学校についてお答えいたします。
　附属桜中学校では、２年目を迎えるに当たり、中学
２年生までを発達段階の基礎期と位置づけ、地域の教
育資源を活用した教育活動を計画するなど、「自分で
選んで、責任をもって行動する」「挑戦して、経験を
積み上げる」「共に支え合い、高め合う」を教育目標
とし、特色ある教育活動に取り組んでおります。同中
学校について、校舎整備や学級数の増等を求める声が
ありますが、新たな校舎の計画等については、長期的
な観点から検討していく必要があると考えておりま
す。また、学級数については、今後の志願動向や施設
の状況及び他中学校への影響等を踏まえ検討してまい
ります。
　県教育委員会としましては、引き続き、中高一貫教
育校の学習環境の整備に努めてまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　山里将雄議員。
○山里　将雄 議員　それでは、再質問を行っていき
たいと思います。
　まず、軟弱地盤の件なんですけれども、防衛局は
2013年に埋立承認申請をするその６年も前に、軟弱
地盤の存在を把握していたわけです。当然、その段階
で追加のボーリング調査を行って、その結果を検証し
て採取した土地の強度なども詳しく調べて、設計・施
工、あるいは埋立申請の基礎資料としなければならな
かったはずです。報告書でもそのように書いてあった
わけですから。しかし、防衛局はそれを無視して、地
盤に大きな問題はないというふうに説明していたわけ
です。2013年に埋立承認申請をし、当時の仲井眞知
事が承認をしました。申請の段階で軟弱地盤の存在の
詳細が、あるいは工期が延長される、莫大な事業費が
かかる、あるいは改良工事による環境破壊が起こる
等々明らかにされていれば、仲井眞知事は承認できな
かったのではないかと思うんですが、その辺はどう思
いますか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えをいたします。
　平成19年の調査報告書には、追加でボーリング調
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査を行う必要があったということが記載されておりま
すので、埋立承認願書を作成する際には、追加のボー
リングを行った上で、より正確な情報をもって、埋立
承認願書は作成することができたのではないかと考え
ているところでございます。
○赤嶺　昇 議長　山里将雄議員。
○山里　将雄 議員　今、県民の皆さんは、覚えてい
らっしゃると思うんですけれども、2013年に当時の
仲井眞知事が、いい正月が迎えられると言って、振興
予算の見返りで埋立てを承認したわけです。2013年
12月25日に、当時の安倍総理と仲井眞知事が会談し
て、振興予算3000億円台の確保の約束を得て、この
いい正月発言をして、その２日後の27日に承認をし
たわけです。私は、その件について、今考えても、本
当に腹が立つと言いますか、憤りを覚えるわけなんで
すけれども、これで――私は思うんですけれども、国
民の間に、ああ、やっぱり沖縄はお金なんだと。お金
をもらえば基地を受け入れるんだというような印象を
与えてしまったんじゃないかというふうに思ってるん
ですね。今の沖縄ヘイト、それにも結びついているん
じゃないかというふうに思います。非常に残念であり
ます。
　今、2020年度の変更申請に対して、玉城知事が不
承認をしたことについて、それに伴う法定訴訟、そし
て代執行訴訟という、これまでに例のない禁じ手を国
は沖縄に対して強行しています。司法でさえ国に追従
するような状況は異常であります。代執行の要件の一
つに、放置すると著しく公益を害することが明らかと
ありますが、誰の公益なのか。沖縄県民はその公益を
享受する国民の中に入らないのかとさえ思ってしまい
ます。ＭＱ９の配備もそうですけれども、政府の本土
と沖縄の対応があまりにも違う。これまで知事は、沖
縄の公益についての考えを裁判等々で述べてきました
けれども、知事の思う公益とは何か。改めてお聞かせ
ください。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　私は、高裁の口頭弁論において
３つの視点でその要旨を申し上げております。
　１つは、問題解決に向けた国と沖縄県との対話の必
要性、２つは、国が主張する公益の前提である辺野古
が唯一との考えは、必要性・合理性を欠くこと、そし
て３つ目は、沖縄県民の民意こそが公益として認めら
れなければならないということを主張いたしました。
○赤嶺　昇 議長　山里将雄議員。
○山里　将雄 議員　ありがとうございます。
　我が会派の比嘉京子議員が、代表質問で、埋立承認

を再度取り消すべきではないかと質問をしました。そ
れに明確な答弁はなかったというふうに記憶していま
すけれども、私も、再度の承認撤回も検討すべきでは
ないかと思っています。これを最後に述べてこの件は
終わりたいと思います。
　次に、２のＭＱ９の件なんですけれども、ＭＱ９は
鹿屋でのオーバーランのほかに、2018年から2022年
の４年間の間に少なくとも７回事故を起こしていま
す。そのうち４件は、墜落事故です。嘉手納町等の三
連協の質問にそのことは答えているんですけれども、
嘉手納町の周辺の住民は、今回オスプレイの墜落事故
が起こったこともありますから、このＭＱ９もまた墜
落するのではないかと非常に不安に感じていると思う
んですね。
　それでお聞きしますけれども、まずストレートに聞
きますけど、ＭＱ９は武器搭載可能ですか。これ昨日
の当山議員からも一応確認がありましたけれども、お
答えください。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　お答えいたします。
　沖縄防衛局に対し、嘉手納飛行場に配備されるＭＱ
９が武器を搭載する可能性等について照会しておりま
す。それによりますと、情報収集、警戒監視及び偵察
活動を行うことを目的として運用されるものであり、
攻撃などの目的で展開を計画しているものではないと
いうこと。それで一般論として、ＭＱ９には、仕様に
よっては武器を搭載できるものであると承知している
ということと、米側からは、現在これらの機体は鹿屋
航空基地へ展開したときと同様、情報収集用の仕様と
なっており、武器を搭載できる仕様にはなっていない
との説明を受けており、また、そのような仕様に変更
する予定もないと承知しているという旨の回答があり
ました。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　山里将雄議員。
○山里　将雄 議員　それでは、聞きます。
　沖縄県内の自衛隊施設で、ＭＱ９の運用が可能な施
設はありますか。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　先ほどの本答弁でも御説明
申し上げたところですけれども、今現在、県として
は、自衛隊による本県への無人機配備の計画について
は承知していないというところでございます。ですの
で、無人機の配備について申し上げることはちょっと
困難であるというふうに考えております。
○赤嶺　昇 議長　山里将雄議員。
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○山里　将雄 議員　なかなか答弁は難しいというこ
とではあるんですけれども、ＭＱ９は無人偵察機とは
いっても武器搭載が可能なんですね、一般論としてと
いうことではありましたけれども。相手を攻撃でき
る。そういうことは知られているんです。ロシアやウ
クライナでも、それから中東でも実際に使われていま
すからね、攻撃に。ロシア・ウクライナの戦闘、攻撃
に使用された経緯がある中で、県内の自衛隊基地にＭ
Ｑ９がもし配備されたら――今そのような計画はない
と言っているようですけれども、これミサイルと同じ
ように、いわゆる敵基地攻撃能力の一つとして見なさ
れて、相手に脅威と捉えられるのではないかと。それ
がますます南西諸島の緊張を高め、有事になったとき
に本当に沖縄が攻撃の対象になるのではないかと、こ
れ非常に懸念するんです。どう思われますか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　沖縄における過重な米軍の基地
負担の上に、さらなる自衛隊の様々な最新のそのよう
な装備の配備が行われるとしたら、これは過重な負担
の増加であって、到底、沖縄県としては認めるわけに
はいかないというように申し上げなければならないと
思います。
○赤嶺　昇 議長　山里将雄議員。
○山里　将雄 議員　先ほど答弁の中で、今回の自衛
隊の保有するＭＱ９については、攻撃能力は持たない
というふうに、それから沖縄県内には配備をしない
と、その予定はないというふうな答弁がありましたけ
れども、嘉手納基地への配備のときもそうでしたが、
国は計画があってもぎりぎりまでいつも隠して、いき
なりそれを沖縄に押しつけてくる、配備するというこ
とをこれまでもやってきたわけです。沖縄に対する国
のやり方は、いつもこうなんです。県は、この自衛隊
保有のＭＱ９を今後しっかりと注視をしていただい
て、今後どのような動きになっていくのか、しっかり
見ていただきたいというふうに要望したいと思いま
す。
　それでは、次に行きます。
　次はちょっと順番を変えて、我が会派関係でお聞き
しますけれども、まず結果的に、これは飛行停止には
なりましたけれども、国は安全確認ができるまでとい
う曖昧な表現で、明確に飛行停止は求めていません。
なぜ国は、これほどまでに米軍に対して弱腰、追従姿
勢なのか。本当にこれ憤りを感じるんですけど、県民
皆さんそうだと思いますけれども、県はそのことにつ
いてどうお考えですか。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。

○溜　政仁 知事公室長　お答えいたします。
　県は、事故発生当日の11月29日に、政府に対し、
事故原因が究明されるまでの間は、海兵隊所属機も含
めオスプレイの飛行を停止すること等を要請しまし
た。一方、政府は翌30日、米側に対し、国内に配備
されたオスプレイについて、捜索・救助活動を除き、
飛行に係る安全が確認されてから飛行を行うよう要請
しております。
　政府がこのような内容で米側に要請するに至った経
緯は、明らかにされてはおりませんけれども、航空機
事故、航空機関連事故は、一歩間違えば県民の生命財
産に関わる重大な事故につながりかねないことから、
県としては、事故に関する対応は迅速かつ毅然と行っ
ていただきたいというふうに考えております。
○赤嶺　昇 議長　山里将雄議員。
○山里　将雄 議員　よろしくお願いします。
　飛行停止は一応発表されました、米軍のほうから。
しかし、それが実際に守られるかどうかっていうのが
大きな問題なんですね。これまでにも事故が起こって
もすぐに再開する、あるいは停止も一切しないでその
まま飛び続けるというようなことが行われてきまし
た。これが本当に守られているのか。今現在どうです
か、その後。今現在、飛行は停止されてますか。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　お答えいたします。
　オスプレイの運用停止について発表のあった12月
７日以降は、本日12日現在、県内でのオスプレイの
飛行は確認されておりません。
○赤嶺　昇 議長　山里将雄議員。
○山里　将雄 議員　ちょっと休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時33分休憩
　　　午前10時33分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○山里　将雄 議員　これちょっと今日の新聞を見て
急遽聞こうと思ったもんですから。
　オスプレイが2026年度にその生産を終了するとい
う報道がありました。それから、これも本当に大変な
問題と思いますけれども、オスプレイを製造する米
ボーイング社が、ＭＶ22オスプレイの強度を改ざん
したというふうな報道もありました。こういったこと
が起こっているんですね。これまで指摘されてきた構
造上の欠陥と併せて、今度の墜落の件もそうですけ
ど、こういったことが米国でも重要視されてきている
というふうに思っています。まず、こういう動き、米
国で生産終了という動きが起こっていることについ

‒ 310 ‒



て、県の見解、どう思うかお伺いします。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　生産中止するという報告に
つきましては、うちのワシントン駐在のほうから、そ
の旨報告を受けております。また、今回の事故につい
て、米海軍航空システム司令部が、現時点でハード・
クラッチ・エンゲージメントがこの事故の要因である
証拠は見つかっていないという発言をしたということ
も、報道で承知しております。また、沖縄防衛局から
提供された米軍の声明によりますと、今回の事故につ
いては、不具合の根本的な原因は現時点では不明であ
るということでございます。
　県としては、ワシントン駐在も含めて、引き続き情
報収集を進めて、適切に対応してまいりたいというふ
うに考えております。
　以上です。
○山里　将雄 議員　ちょっと休憩。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時35分休憩
　　　午前10時35分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　山里将雄議員。
○山里　将雄 議員　このオスプレイの製造の不正と
いうのは今日の新聞にも載っていたんですけど、この
間はタイムスに載っていたんですが、この中で、すみ
ません、これは再質問の予定の中に入れていなかった
んですけど、答えられる限りで結構ですので、お答え
いただきたいんですけれども、このことについて今日
の新聞の中で、「鹿児島県・屋久島沖の米軍輸送機Ｃ
Ｖ22オスプレイ墜落事故を念頭に「日本での事故原
因は依然分かっておらず、要請があれば支援の用意が
ある」」というふうに回答しているんですけれども、
この件、ＣＶ22ということなんですけれども、これ
ＭＶ22ですよね、今回のこの改ざんがあったという
のは。これ、日本あるいは沖縄県内に配備されてい
る、あるいは運用されているそのＭＶ22なのかどう
かというのは、これ何か確認する必要があると思うん
ですけれども、この辺どうお考えですか。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　マスコミ等でそのような報
道があるということは承知しております。
　県としてまず、その報道の内容を確認するととも
に、さらに事実であれば、沖縄県内に配備されている
オスプレイ等について該当するのかどうかというのは
確認する必要があるというふうに考えております。
○赤嶺　昇 議長　山里将雄議員。

○山里　将雄 議員　これぜひ、お願いします。やっ
ぱりこの件で、また県民は相当な不安を抱えていらっ
しゃるというふうに思いますので、今後しっかりと取
り組んでいただきたいと思います。生産が終了して
も、米軍はこのオスプレイについては、2055年度ま
では運用する方針というふうにも言っているんです
ね。まあ、何でも米国に追従する日本政府ですから、
日本も同じように運用は続けていくと思います。この
今日の新聞で、オスプレイ配備について、佐賀は計画
どおりというふうに既に官房長官が言っていますの
で、こういうことがあっても今後も運用が続けられる
んじゃないかと。続けられるんじゃないかとじゃなく
て、続けられると思いますので、これは許せることで
はないと思います。県はこれまで以上に、オスプレイ
の運用停止、配備撤回に、毅然と取り組んでいただき
たい。よろしくお願いします。
　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時38分休憩
　　　午前10時38分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○山里　将雄 議員　すみません、もう時間がほとん
どありません。
　大麻グミについて聞きたいと思います。
　先ほど、いたちごっこの状況にあるということにつ
いて、厚生労働省が包括指定を検討していると――こ
ちらでしたね、伺いましたけれども、これ包括指定と
いうのは前からその必要性は言われていたんですよ。
なのに、なかなかその厚生労働省がそれに動かなかっ
た、それにしなかった――まあ今やろうとしているん
ですけれども。これができなかった理由っていうの
は、どういうことがあるんですか。
○赤嶺　昇 議長　保健医療部長。
○糸数　公 保健医療部長　お答えいたします。
　包括指定というのは、その薬物の成分だけではなく
て、その構造的に類似しているものをまとめて指定を
するというふうな形で、そのいたちごっこを終わらせ
るための有用な手段ではあるんですが、包括指定を行
う場合には、構造式が似ているという理由だけでは不
十分で、諸外国などの、あるいはこれまでの治験で、
症状として、やはり中枢神経系に同じような症状を来
すことがはっきりしているというふうなことが条件づ
けされているようですので、そこが少し一定の時間を
要するものというふうに解説をされているところで
す。
　以上です。
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○赤嶺　昇 議長　山里将雄議員。
○山里　将雄 議員　その包括指定について今検討さ
れているということですので、ぜひそうなってほしい
というふうに思います。
　もう一つだけ。
　今、県内に出回っているグミをはじめとするこの大
麻由来成分を含むドラッグですけれども、これどのよ
うな経路で沖縄に入っているのか。国外から入ってき
ているのか、あるいは国内でも製造会社――何か新聞
にも載っていたんですけれども、国内でもそういう製
造会社があるのか。その辺について、国がどういうふ
うに対応しているのかお伺いします。
○赤嶺　昇 議長　保健医療部長。
○糸数　公 保健医療部長　お答えいたします。
　はっきりとした経路等についてはまだ不明というこ
とですけれども、恐らく海外で製造された原材料が輸
入されて、議員御指摘のように、国内の工場等でグミ
のような食品等に加工されて、それが全国に流通し
て、県内にも流通しているのではないかというふうに
推定されているということです。
○山里　将雄 議員　終わります。ありがとうござい
ました。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　おはようございます。
　おきなわ新風の喜友名智子です。
　今日は珍しく一問一答方式で質問をさせていただき
ます。よろしくお願いいたします。
　まず最初に、福祉政策についてです。
　こども未来部の新設に伴いまして、女性の福祉と男
女共同参画に関する業務について県の考えを伺いま
す。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　お答えいたしま
す。
　県では、子供、若者及び女性に関する施策をより一
層推進する体制整備をするために、今般、沖縄県部等
設置条例の改正において、こども未来部の新設につい
て提案をしているところでございます。こども未来部
においては、第６次沖縄県男女共同参画計画に基づ
き、あらゆる分野の政策・方針決定過程への女性のさ
らなる参画、男性の育児休業取得の促進など、性別に
関わりなく個性や能力を十分に発揮できるジェンダー
平等の実現を目指して、引き続き取り組んでまいりま
す。また、来年４月に施行される困難な問題を抱える
女性への支援に関する法律に基づきまして、女性の福
祉の増進等の充実を図るため、女性に関する施策を集

中的に取り組んでまいりたいと考えております。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　ありがとうございます。
　子供、若者、女性政策と、この３つの分野を統合し
ている目的、一緒に同じ部で対応するという考え方に
ついて、少し詳しく教えていただけますか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時43分休憩
　　　午前10時43分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○喜友名　智子 議員　この３者、同じ部で対応する
というのが次年度の編成になっております。しかし、
女性の福祉もこども未来部に含めると、このまま育
児、子育てが相変わらず女性が担うものという意識ま
で部の中に引き継がれないかどうか、そこを懸念して
います。男女共同参画推進については、知事公室に入
れるほうが適切ではないかと思いますが、いかがで
しょうか。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　県ではこれまで５
次にわたる男女共同参画計画の下、家庭、職場、地
域、社会全体における男女共同参画の推進について取
り組んできたところでございます。男女共同参画に対
する県民の理解は深まりつつありますが、依然としま
して、県民意識における男女の不平等感は高い状況が
ございまして、根強い性別による固定的役割、分断意
識、無意識の思い込みというのが存在していると考え
ております。子供、若者、女性に関する施策を総合的
に推進をしていくための組織再編として今回提案をさ
せていただいたものでございまして、引き続きジェン
ダー平等に関する県民の意識改革等に取り組んでまい
りたいと考えております。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　この点、懸念する女性団体の
方、関係者の方もいますので、ぜひ県の意図はしっか
りと伝えていただくようお願いをいたします。
　次に、こども未来部での女性支援政策と生活福祉部
での福祉支援、この中には当然女性の世帯、母子世帯
も含まれると思います。どう役割分担をしていく予定
でしょうか。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　お答えいたしま
す。
　生活福祉部では、年齢や性別などにかかわらず、全
ての県民が安心して暮らせる地域社会を目指して、社
会福祉及び社会保障に関することに取り組んでいくこ
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ととしております。こども未来部では、先ほど来申し
上げていますように、子供、若者、女性を対象に様々
な施策に取り組んでいくということで、ひとり親世帯
に対してもこども未来部で所管をするということで考
えているところでございます。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　ありがとうございます。
　このこども未来部は、国のこども家庭庁と足並みを
そろえた編成であると理解をしています。私、本来
は、こども家庭庁もこども庁にすべきだったという考
えを持っていますけれども、国のほうが、家庭を入れ
ることにこだわったと。子育て家庭が、子育ては自己
責任であるというような考えがまだ透けて見えるよう
な気がしています。子育て、それから子供に対する公
的予算は、まだまだ増やす必要がありますので、県は
ぜひ国のこういったまだ時代にそぐわないような考え
には引っ張られないように要望をいたします。
　それでは、次の質問に移ります。
　沖縄県子どもの権利を尊重し虐待から守る社会づく
り条例の制定から３年以上が経過しました。子供の命
を守る虐待防止にとどまらず、大人が思うように子供
を動かそうとする保育・教育虐待をなくす取組もそろ
そろ県で必要ではないかと思いますけれども、県では
保育・教育虐待という議論をしたことはあるでしょう
か。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　保育所等は、子供
の安全・安心が最も配慮されるべき場であり、不適切
な保育や虐待等はあってはならないものと認識してお
ります。教育虐待に関する明確な定義はないと聞いて
おりますが、子供の心身に影響を与えるものと認識を
しているところでございます。教育虐待については、
子ども生活福祉部ではこれまでのところ議論をしたと
いうことはございません。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　この言葉は、専門家の間での
議論が、まだ社会に広がる途中なのかと考えていま
す。例えば、子供の発達を考慮しないような大人の高
圧的な接し方、例えばほかの子供と比較して過剰に責
める態度です。あの子はできていたのに、何であなた
はできないのとか、それから大人が求める結果が出な
いと子供を責める。例えば、せっかくテストでいい点
数を取ったのに、なぜ何点足りなかったのかとか、習
い事を詰め過ぎるこの親の問題、親が子供のためと
思ってやっている教育が行き過ぎた状態になっている
ということは、これはよく私たちも見聞きしていると

思います。これを県条例の定義に当てはめると虐待に
当たりますか。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　お答えいたしま
す。
　児童虐待防止法や子どもの権利尊重条例で定義をし
ております児童虐待といいますのは、保護者等が現に
監護する18歳未満の子供に対する行為ということに
なっておりまして、今議員がお話になったような事例
については、児童虐待には該当するものではございま
せん。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　そうですよね、私もそう思い
ます。一方で、同じ県条例の第３条――子どもの権利
を定義している第３条に照らすと、適切な保育・教育
であると言えるでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　子供の最善の利益
といいますのは、親や大人が一方的に押しつけるもの
ではなく、個々の年齢や発達状況、背景などを考慮し
ながら子供自身がどう考えているのかということを十
分に意見を聞きながら、その意見を尊重することが重
要と考えております。今発言のありましたような事例
については、虐待という姿勢にはなりませんけれど
も、人権擁護の観点から望ましくないと考えられると
思います。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　今日はもう時間が限られてま
すので条例の紹介などはいたしませんけれども、この
３条で定義されている子どもの権利、子供の意思表
示、それから発達を見極めての対応が必要な場面は、
保育、子育ての分野で毎日あるわけです。ただ、先生
方の不足、保育士の不足、こういった背景でなかなか
余裕を持って接することができないという現状。こう
いったことに対して、県のほうでは必要な環境支援を
どういう形で行ってきたでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時51分休憩
　　　午前10時51分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　お答えいたしま
す。
　子どもの権利尊重条例に掲げる、子供が個人として
尊重され、その最善の利益を考慮されなければならな
いという基本理念の周知啓発を図るため、各種メディ
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アを活用した広報やイベントの開催、または小中学生
を対象とした出前講座等に取り組んできたところでご
ざいます。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　今、こども家庭庁が発足し
た。県でも部局編成に取り組んでいる。そして県内で
は児相や学校、保育園で様々な事案が出てくる中で、
この子供の権利をどうやってまた沖縄に広げていくの
かというタイミングになってきていると思います。県
の条例には、虐待から守る社会づくり条例ということ
で、どちらかというとその虐待防止に主眼を置いた子
供の権利尊重がうたわれていると思っています。しか
し、このタイミングで虐待防止に加えて、日々の生活
の中で子供の権利の理解を拡充する、そのような意味
で前向きな見直しが必要だと思いますが、いかがで
しょうか。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　本県の令和４年度
における虐待の状況から申し上げますと、対応件数が
かなり増えているという状況で、令和４年度で2585
件となっております。虐待といいますのは、子供の成
長、発達に悪影響を及ぼし、特に子供の命を脅かす行
為であって、児童虐待の未然防止と早期発見に向けて
県では取り組んでいく、そういった視点はいまだ必要
であるというふうに考えております。また、この虐待
という視点とあわせまして、子どもの権利尊重条例
は、子供の尊厳を重んじ、子供の権利・利益の擁護及
び子供が健やかに成長することができる社会の実現を
目指しており、全ての子供の権利を保障するという条
例にもなっているところでございます。引き続き、こ
の子どもの権利尊重条例の基本理念にのっとり、子供
の権利に関する県民の理解を深めるための普及啓発や
虐待防止施策等に併せて取り組んでまいりたいと考え
ております。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　この件についてはまた引き続
き議論をしていきたいと思います。
　次の質問に移ります。
　母子寡婦支援、それからひとり親支援について、私
は、この厳しい県の予算の中でも維持・拡充をしてき
た県の姿勢を評価しております。次年度に向けてのひ
とり親支援、母子寡婦支援の取組の方針を伺います。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　ひとり親の生活の
安定と自立を図るためには、就業支援や子育て・生活
支援が重要であると考えております。令和６年度に向

けましても、ひとり親家庭のニーズを踏まえまして、
必要に応じて支援の拡充を検討するなど、ひとり親家
庭の支援に引き続き取り組んでまいります。現在、ひ
とり親世帯等の実態調査を実施しているところでござ
いまして、ひとり親世帯等の実情をこの調査等を通し
て的確に把握をしながら、その結果を踏まえ、適切な
支援につなげていきたいと考えております。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　前回の議会でも質問させてい
ただいて恐縮なんですけれども、過去３年分の県のひ
とり親支援の当初予算額、改めて確認させてくださ
い。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　令和３年度から申
し上げます。３年度が34億9144万8000円。令和４
年度が37億9194万6000円。令和５年度が38億5340
万円でございます。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　ありがとうございます。
　着実に増えてきていることが分かりました。知事、
来年もう少し金額を上乗せしてほしいんですが、いか
がでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　沖縄県にとりましては、子供の
貧困は社会全体でその問題を解決しようというところ
から、よりその生活の実態にも集中、集約させて施策
を展開していこうという、そのような目的も含めて令
和６年度にこども未来部の新設を提案させていただい
ております。当然、私は常に県のポリシーとして、な
かなか見えにくい部分の施策であればあるほど、それ
を県民に丁寧に見える化していかなければいけないと
いうことを、常々職員の皆さんにもお願いをしており
ますので、次年度もそのようにしかるべき職員の配置
と予算がしっかり講じられるように、現在調整を進め
ているものというように考えております。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　ひとり親支援、シングルマ
ザー支援――就業支援ですね、自立支援も含めて住居
の確保支援、家賃も値上がりをしております。那覇市
内に関して言うと、首里のさくら寮以外にももう一つ
母子寮が欲しいという要望も受けております。視力の
弱い子供たち向けの眼鏡購入の支援、お孫さんを預か
る祖父母世帯への支援拡充も聞いております。そし
て、今年採択したベビーミルク支援という陳情があり
ます。今、こども食堂などで子供さん向けへの食支援
を行っていますが、乳幼児、ゼロ歳については、やは
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りミルクが食事であると。これが買えないという家庭
もまだまだ多くて、民間のボランティアに頼っている
状況なんですね。市町村の中には、こういったところ
も県と予算を折半できるのであれば、きちんとした形
で取り組みたいと言っているところもあるんです。次
年度に向けて、こういったところへも支援を広げて、
ひとり親、寡婦支援へのこの予算、40億円台まで引
き上げてほしいんですけれども、知事いかがでしょう
か。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　子供たち、あるいは御家庭、そ
してお父さん、お母さんへの支援については、やはり
その各市町村としっかり連携をすることが重要であろ
うと思います。そして、それに加えて保育や社会福祉
協議会などのような施設、団体ともまた連携をし、情
報をしっかり集約していくことも重要だと思います。
引き続き、そのような市町村や団体と連携して支援の
拡充に努めてまいります。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　支援が足りることはまだまだ
ないと思っています。ぜひ次年度40億円台の予算を
期待をしております。
　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時59分休憩
　　　午前10時59分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○喜友名　智子 議員　次は、企業局の水道料金の改
定についてお伺いをいたします。多くの議員が質問を
しておりましたので、重ならないところで質疑をさせ
てください。
　値上げが33.46円とありました。このうち、ＰＦＯ
Ｓ対策費はどれくらいになるでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　企業局長。
○松田　了 企業局長　お答えします。
　今回の料金算定期間である令和６年度から９年度ま
での４年間に必要なＰＦＯＳ等対策費は、１年当たり
10億円程度を見込んでおりまして、このうち、北谷
浄水場の活性炭取替えに要する費用は、これまでに積
み立てた修繕引当金を充てることとしております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　値上げ分の33.46円のうち、
ＰＦＯＳ対策費は大体何％ぐらいになりますか。
○赤嶺　昇 議長　企業局長。
○松田　了 企業局長　北谷浄水場の活性炭取替えに

要する費用を除いた１年当たり約5.1億円が料金改定
の経費に含まれておりまして、最終的な改定額であ
る１立方メートル当たり33.46円に対する割合は、約
11％、3.8円程度となります。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　ＰＦＯＳに関しては、やはり
汚染者負担というのが原則であろうと思います。きち
んと米軍、それから防衛省が手当てをすればこの分は
水道料金の値上げ幅が下がるという可能性があるわけ
です。過去にＰＦＯＳ対策費について、県と防衛省で
どの程度分担をしてきたのか確認させてください。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時１分休憩
　　　午前11時１分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　企業局長。
○松田　了 企業局長　お答えします。
　令和４年度までに企業局としまして、約26億円の
事業費をＰＦＯＳ対策で負担してございます。このう
ち、防衛省の補助で約７億3000万円、それからハー
ド交付金として６億4000万円、企業局の負担が約12
億円ということになってございます。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　まだまだ県が負担している分
が多いと思うんですよね。この点について、2018年
の４月に県は防衛省とＰＦＯＳに関する予算の負担の
やり取りをしていると聞いております。そのときに、
県が防衛省に要求した内容、それからそれに対する防
衛省の回答と反応を聞かせてください。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時２分休憩
　　　午前11時２分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　企業局長。
○松田　了 企業局長　企業局のほうから平成31年
度、令和元年度ですけれども、補助金の要望を防衛局
と調整をしてございます。このときには、企業局のほ
うから一部ですけれども、北谷浄水場の活性炭の改良
工事が平成31年度に完了することから、平成30年度
以降ＰＦＯＳ等除去に係る活性炭取替え工事に係る費
用に対して防衛省の補助を受けたいと考えているとい
うことで御説明をしたところ、沖縄防衛局のほうから
は、平成30年度以降のＰＦＯＳ等対策に係る活性炭
取替えについて、最適な活性炭を選定するための調査
という目的はよいのではないかというふうなお答えが
ございました。それから、そのときには防衛施設周辺
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の生活環境の整備等に関する法律第８条に基づく民生
安定施設の助成に基づき、補助を行うということでお
答えをいただいております。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　県の要望について、防衛省は
前向きに回答して対応をし、予算を手当てしていると
受け止めていますか。
○赤嶺　昇 議長　企業局長。
○松田　了 企業局長　現在行っております北谷浄水
場の活性炭の取替えについては、防衛省の補助を受け
て実施中でございます。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　この予算、今年度2023年度末
までだと思います。来年４月以降の対策費については
どういう予定になっているでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時４分休憩
　　　午前11時４分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　企業局長。
○松田　了 企業局長　令和６年度につきましては、
ＰＦＯＳ等対策としまして、冬場の工事中、東系列導
水路トンネル工事中の海水淡水化施設の運転費用、そ
れから人件費、それから水質分析費等の費用で５億
6000万程度を見込んでございますけれども、その点
については防衛省等との調整はまだ未了でございま
す。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　ありがとうございます。
　県民の水道料金、やはり皆さん値上げを気にしてい
らっしゃいます。少しでも水道料金の値上げ幅を減ら
すためにも、こういった汚染者負担をしっかりと求め
ていくということは非常に重要だと思いますので、引
き続きぜひ対応を期待いたします。
　休憩をお願いいたします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時５分休憩
　　　午前11時５分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○喜友名　智子 議員　次は、病院事業局です。
　2024年４月から始まる医師の働き方改革新制度の
発足に向けて、いろいろ病院事業局でも対応中だと思
います。この新制度の意義と今病院事業局でされてい
る対応についてお聞かせください。
○赤嶺　昇 議長　病院事業局長。
○本竹秀光 病院事業局長　医師の働き方改革の意義

と病院事業局での対応についての御質問にお答えしま
す。
　医師の働き方改革については、医師の長時間労働を
生む構造的な問題の解決に向けて、原則年960時間の
時間外労働の上限規制、健康確保措置等の新制度が令
和６年４月から施行されます。県立病院では、地域医
療や救急医療の維持及び臨床研修教育に認められる時
間外・休日労働の特例水準の県知事指定に向けて、現
在、第三者機関である医療機関勤務環境評価センター
への評価申請を行っているところです。また、改革を
推進するためには、看護師及びコメディカルへのタス
クシフト、タスクシェアが必要となるため、看護師の
特定行為研修等の実施及び人材確保に努めているとこ
ろであります。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　医師の勤務時間の上限の制
限、それからインターバル勤務も非常に気になってい
るところです。今、その労務管理を新しくするために
進められている、この病院の総務システムの開発につ
いて現況をお伺いいたします。
○赤嶺　昇 議長　病院事業局長。
○本竹秀光 病院事業局長　お答えします。
　病院事業局では、令和４年11月に各病院の職員給
与事務の集約化及び知事部局の総務事務システムの導
入を決定し、令和５年３月に調達しており、現在は、
医師の働き方改革への対応を含む病院独自の勤務管理
機能の改修を行っているところです。また、９月から
はテスト版を稼働し各病院ごとに説明会、意見交換等
を実施するとともに、病院現場の意見を踏まえ、勤務
状況の見える化、職員の入力負担軽減、ユーザーイン
ターフェースの改善などに取り組んでいるところであ
ります。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　これ委員会でも、６月頃から
ずっと質問をさせていただいております。各病院から
改善要望が上がっていたり、説明会を始めているとい
うことで、いろいろ御意見が上がってきていると思い
ますけれども、今そういった要望に対してどの程度対
応できているんでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　病院事業局長。
○本竹秀光 病院事業局長　現在、病院総務システム
の構築作業を行っています。県立病院の要望も踏まえ
つつ、月間・年間の時間外勤務実績などのアナウンス
機能と勤務時間実績の図表化などに取り組んでおりま
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す。システムは、医師本人、管理監督者、事務担当等
が勤務時間を容易に確認でき、医師の長時間労働規制
に資することから、来年４月に間に合うように取り組
んでいるところであります。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　病院ごとにも、なかなか医師
のインターバルの勤務管理などの進捗に濃淡があると
いうことも聞いております。そして、システムも入力
がなかなかうまくいかないとか、これ４月にシステム
の改修、病院からの改善要望が間に合わなかった場
合、４月以降もこれ手入力、紙管理の状態が続く懸念
を今持っていますけれども、システム稼働がもし間に
合わなかった場合はどのような対応予定なんでしょう
か。
○赤嶺　昇 議長　病院事業局長。
○本竹秀光 病院事業局長　今、議員がおっしゃるよ
うに、実はこの働き方改革で一番重要なものの一つが
勤務間のインターバルです。このインターバルをどう
いうふうにしてちゃんと見える化してできるかってい
うのは、なかなか来年の４月からすぐできるかどう
かっていうのは――できるように一応努めてはおるん
ですけれども、病院現場に行けば分かることではある
んですが、特に県立病院、急性期病院のところでは、
実はいろんなイレギュラーが発生します。そうする
と、そこのイレギュラーの部分、時間外のところをど
ういうふうにして休息に持っていくかっていうところ
ですね。ある程度、安定するまでは恐らく紙運用も加
味していかないとできないかなというふうには考えて
いて、その体制は取っております。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　これ一番懸念している点なん
ですね。紙管理が引き続き行われますと。せっかくそ
の病院事業局で、各病院の事務負担を減らそうという
ことで始まったシステム対応であったはずなのに、紙
負担が４月以降も続くと、事務員の皆さんへの負担を
大変私、気にしております。もともと、このシステム
の発注については、この医療現場という特殊な労務管
理を必要とする現場で、新しいシステムに対応すると
きに、知事部局に合わせてシステムを発注したこと
が、やはりいろいろとトラブルが起きている要因では
ないかと、委員会での質疑を通して感じております。
これ、システム開発、修繕がうまくいかなかった場
合、現行システムを引き続き使う、あるいはきちんと
医療現場の労務管理の開発を行っているベンダーから
ソフトを買う、システムを買うという対応も必要に
なってくるんじゃないかと思いますけれども、いかが

でしょうか。
○赤嶺　昇 議長　病院事業局長。
○本竹秀光 病院事業局長　そもそもスタートは、い
わゆる事務の、例えば給与手当等々が今までずっと紙
でやられてきたのを、まずはデジタル化しようという
ところから始まって、それにプラス働き方改革をどう
しようかっていう話ですよね。そこの部分を今ので改
修できるっていうことで、今４月に向けて急ピッチで
やっているところです。今、当然議員がおっしゃった
ように、間に合わないってことももちろん想定はして
ますけれども、それにならないようにもともと紙運用
ではずっとやってきて、僕もずっと中部病院時代はそ
れをやってきてたんですけれども、なるべく事務職員
に負担がかからないようにやっていきたいと思ってま
すし、それから既存のというか、複数のそういうシス
テムを見てはいますけれども、なかなか病院ごとで使
いづらいことは出てくるだろうなと僕個人的には予想
はしているんです。どうしても救急病院はかなり難し
いんですよね、そういう意味では。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　全国でも一律で施行される制
度ですので、沖縄県でもスムーズに、そして現場の職
員の皆さんの負担のないような開発を引き続き行うよ
うに要求をいたします。
　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時13分休憩
　　　午前11時13分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○喜友名　智子 議員　次は、産業振興と島嶼振興と
いうことで、離島フェアのほうからお尋ねをいたしま
す。
　離島フェアの目的と過去３回の出展料金をお伺いい
たします。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
○金城　敦 企画部長　お答えいたします。
　離島フェアは、離島の産業振興と併せて、離島地域
と都市地域間及び離島相互間の交流を促進するととも
に、新たな地域資源を発掘し、住民自らの創意工夫に
よる地域づくりを支援する目的で、沖縄県離島振興協
議会、離島市町村、沖縄県で構成される離島フェア開
催実行委員会が主催しております。今回、令和元年度
以来、４年ぶりのリアル開催となり、３日間で約13
万人に御来場いただきました。出展協力金について
は、離島フェア開催実行委員会において、開催に係る
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必要経費を勘案した上で設定しており、いずれもフェ
ア３日間の料金として、令和元年度以前は特産品ブー
スが４万円、離島食堂が５万円、令和５年度は特産品
ブースが６万円、離島食堂が10万円と設定されてお
ります。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　今年フェアに出展した皆さん
の中からは、やはり出展料が高くなって厳しいという
声がたくさんありました。また、特に食堂は高過ぎて
出展を見送ったという声もいただいたんですね。値上
がりがありますので、値上げを一概に否定するもので
はありませんけれども、離島フェアの目的からする
と、やはりもう少し出展料金については在り方を見直
す方向もぜひ検討いただきたいと思っています。今回
の開催実行委員会形式での県の位置づけ、それから県
の予算の分担、どうなっていたでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
○金城　敦 企画部長　沖縄県は、離島フェア開催実
行委員会の構成メンバーでございます。ただ、この離
島フェアについては、離島市町村、また離島振興協議
会の自主性を最大限尊重して進めていきたいというふ
うに考えております。また、離島フェアの開催経費
の負担でございますが、18離島市町村、沖縄県離島
振興協議会及び県が負担金を支出しております。開
催経費3700万円のうち、県の負担金としては2145万
1000円を支出しております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　この実行委員会の収入の部分
を見ますと、今答弁にありましたように、大半を県が
負担しているということが分かります。小さな離島の
市町村にとっては、負担金を増やすというところもや
はり限界があるでしょうし、ぜひ今後この協力金、出
展料を増やすというよりも、この離島振興に理解をい
ただく企業からの協賛金をぜひ増やすように頑張って
いただきたいと思うんですけれども、いかがでしょう
か。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
○金城　敦 企画部長　ただいまの議員の御意見は
しっかり受け止めた上で、離島フェアの安定的な運営
に向けて離島振興協議会や離島市町村とも意見交換し
ていきたいと考えております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　ぜひ、よろしくお願いいたし
ます。細かいことですけれども、今回フェアの案内が

開催前日にあって、行きたいけど中身がちょっとよく
分からないという声も幾つかいただいております。今
後もぜひ離島振興のためにフェアの発展を期待をして
おります。
　休憩お願いいたします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時17分休憩
　　　午前11時17分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○喜友名　智子 議員　順番を入れ替えまして、４の
(4)、せんだって発表された北部テーマパークについ
て、県の受け止めを伺います。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　沖縄北部新テー
マパークについて、事業者から、コンセプトはＰｏｗ
ｅｒ　Ｖａｃａｎｃｅ！！、名称をジャングリアと
し、令和７年夏の開業を目指すとの発表がありまし
た。テーマパークの開業は、周遊時間の増加による滞
在日数の延伸や地元特産品等の消費促進など、観光の
高付加価値化が期待されることから、県は北部地域の
多様な産業の活性化につながるよう取り組んでまいり
ます。一方で、交通渋滞や地域の雇用に対する影響を
懸念する声があることも承知しており、県としまして
は、事業者や関係市町村と情報共有を図るとともに、
関係部局が連携し対応してまいります。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　久々の巨額投資ということ
で、県民の関心も非常に高いと思っております。この
北部テーマパークについては、県はどのように関わっ
ているでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　事業者が進める
事業ではございますけれども、先ほど申しましたよう
に、地域振興に寄与するものというふうに考えており
ますし、一方で雇用や交通等に関して懸念もあること
も聞こえてきますので、県としましては事業者や関係
市町村と情報共有を図るとともに、関係部局と連携し
まして課題について対応していきたいと考えておりま
す。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　こういった大きいビジネスで
すが、民間事業も経験された立場から、ぜひ照屋副
知事の受け止めもお聞かせいただきたいと思ってい
ます。かつて、北部地域は、毎年100億円規模、平
成12年から22年度まで巨額の投資が行われていまし
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た。この10年間に行われてきた規模の事業が、今回
は2025年までの開業を目指して短期間で行われると
今理解をしております。時間軸と事業規模を比較しま
すと、地域へのインパクトは相当大きいと思うんです
ね。県民の間にも様々な意見はありますけれども、こ
ういった民間投資を前向きに考えながら、沖縄社会に
与える影響を冷静に見ていく必要があると思います。
こういった巨額な投資について、北部地域、沖縄経済
への影響、それから民間の企業さんが期待する点につ
いて今どのようにお考えかお聞かせください。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時20分休憩
　　　午前11時21分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　事業者によりま
すと、開業までの間に700億円が投資されるというふ
うに聞いております。雇用のほうを約1500人という
ふうに想定されておりますので、事業者につきまして
は、この大きなプロジェクトに対しまして、令和２年
に今帰仁村、名護市と包括協定を締結していまして、
観光振興、地域活性化、雇用、交通などの分野におい
て対話を通じた密接な連携により、住民サービスの向
上と地域の成長につながるように進めるというふうに
地元との対話を行いながら、事業を進めていくという
立場であります。また、パーク内で販売する食事、土
産品等も可能な限り地元食材を提供したいという意向
がありまして、現在、名護市、今帰仁村に加えまし
て、農業、漁業、畜産事業者との意見交換も実施する
と聞いておりますので、このような事業者さんの動き
につきましては、県としましても連携して取り組んで
いきたいと思っています。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　地元の期待に応えるようなビ
ジネスを展開していただきたいと思います。ただ、こ
のような巨額の投資、やはり華やかですよね、見た目
に。こういった中で、決して触れられることのない課
題というのが、世界自然遺産に登録された中の一部、
米軍の北部訓練場跡地だと思います。偶然ですけれど
も、先日、訓練場跡地で放置されている米軍廃棄物を
収集している方の写真展を見てきました。県の職員の
皆さんも現場視察をしたことがあると聞いておりま
す。巨額のビジネスが動く一方で、こういったボラン
ティアベースの地域資源を守る取組は、なかなか行政
の予算が回ってきません。先ほどのＰＦＯＳ対策と同
じで汚染者責任をきちんと問うと、こういったところ

に行政が目を向けていくことも併せて期待をして、次
の質問に移りたいと思います。
　次は(5)、労働者協同組合による沖縄振興の可能性
についてお伺いをいたします。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えいたします。
　労働者協同組合は、令和４年10月に創設された法
人制度で、出資した組合員が平等に経営へ参加し、協
同して労働することで、持続可能な地域社会の実現を
目的とするものでございます。また、同組合は、地域
の様々な課題に主体的に関わることが期待されてお
り、その取組が県内各地域に広がることは、新・沖
縄21世紀ビジョン基本計画が目指す「心豊かで、安
全・安心に暮らせる島」の実現にもつながるものと考
えております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　この労働者協同組合におい
て、県の関連予算はいかがでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えいたします。
　労働者協同組合に関する令和５年度の予算としまし
ては、設立届出や説明会に係る旅費及び需用費とし
て29万2000円、周知に係る役務費として２万8000
円、合計で32万円を計上しているところです。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　先ほどの700億円という金額
を聞いた後に32万円と聞くと、同じ経済分野でも、
もう極端にやっぱり違いがあるなと思います。ただ、
どちらがいい悪いではなくて、こういったいろいろな
経済がしっかりと沖縄で根づくということを、やはり
県には意識をしていただきたいんです。労働者協同組
合の仕組みと、先ほどのテーマパークばかり挙げて恐
縮なんですけれども、いわゆる企業の資本ビジネス
と、この一番の違いを県のほうではどういうふうにお
考えでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えいたします。
　労働者協同組合は、出資した組合員が協同して労働
し事業を行う新しい組織でございます。
　県としましては、介護や子育てなどの様々な地域の
課題に組合が主体的に関わることで、持続可能である
地域社会の実現に寄与するものと考えているところで
ございます。今後、多様な分野で数多くの組合が設立
されるよう、他自治体の先進事例を参考にしながら市
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町村や関係団体と連携して周知啓発に努めていきたい
と考えているところでございます。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　喜友名智子議員。
○喜友名　智子 議員　会社経営の資本では、出資割
合に応じて発言力や議決権があります。しかし、労働
者協同組合はそれにとらわれず、あくまでも一人一票
と対等に事業に参画をするというところがこれまでと
は違うんですね。今回の北部のテーマパークのビジネ
ススキームを見て面白いと思ったのは、地元の沖縄で
も事業者や個人が専用のファンドを組んで参画をして
いるというところです。しかし、こういったビジネス
は、やはり資本を持っている方たちのみが利益を受け
るという懸念はあると思います。前向きに捉える部分
と、こういった労働者協同組合のような地域に根づい
た問題解決に取り組もうという経済事業体、ぜひ双方
とも県で同じようにコミットしてほしいと思うんです
けれども、いかがでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時27分休憩
　　　午前11時27分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えします。　
　一部繰り返しになりますが、恐縮ですが、労働者協
同組合は、出資した組合員が平等に経営に参加し、協
同して労働することで持続可能な地域社会の実現を目
指すと、目的とするところでございます。一方、先ほ
どございました北部テーマパークに関しましても、地
域振興に大きく寄与するというところが期待されてい
るところでございますので、この両者をどのような感
じで関連づけながら取り組んでいけるかというところ
に関しましては、今後研究を続けていきたいというふ
うに考えております。
　以上です。
○喜友名　智子 議員　ありがとうございました。
　質問できなかった件は、また引き続き取り上げます
ので、御準備いただいた皆様にお礼申し上げます。
　ありがとうございました。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
○玉城　武光 議員　議長、ちょっと休憩。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時28分休憩
　　　午前11時29分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○玉城　武光 議員　日本共産党の玉城武光です。

　一般質問を行います。
　１、米軍艦船の民間港への入港についてです。
　民間の港湾や空港施設の軍事利用が懸念されている
中で、民間港である与那原マリーナに寄港したとの報
告、報道がありました。民間港や民間空港の使用が進
めば、有事になれば米軍基地や自衛隊基地だけではな
く民間施設も戦闘に巻き込まれます。
　(1)、	戦闘に巻き込まれないためにも、民間港であ
る与那原マリーナへの米軍艦船の入港は認めるべきで
はありません。入港した経緯と管理体制を問います。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えいたします。
　県が管理します与那原マリーナについては、指定管
理者制度を活用いたしまして施設の管理を行っており
ます。同マリーナにおきまして、令和５年10月29日
から同年11月16日にかけまして、米軍の船舶が入港
するという事態が発生いたしました。与那原町民をは
じめとする県民の皆様に御心配をおかけする結果と
なってしまい、心よりおわびを申し上げるものでござ
います。今後はこのようなことがないよう、米軍によ
る民間港湾の使用は緊急時以外は自粛すべきとの県の
方針を徹底し、関係課と連携を図りながら対応してま
いります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
○玉城　武光 議員　米艦船の寄港が給油目的であっ
ても、軍事利用であることには変わりありません。与
那原町議会は、抗議意見書で「米軍艦船がマリーナ施
設利用のため沿岸を航行するとその安全性が危惧され
る」と指摘しております。それはこの意見書も知事の
ほうに来ていると思います。港湾管理者である県は、
軍事利用を許さないという強いメッセージを日米両政
府に示すべきだと思いますがいかがですか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　先ほどもお答えいたしま
したが、米軍による民間港湾の使用は、緊急時以外自
粛すべきとの県の方針につきましては、徹底をいたし
まして、関係課と連携を図りながら対応しているとこ
ろでございます。与那原町への対応等につきまして
は、令和５年11月30日に県から与那原町役場を訪れ
まして、町長に対しまして、このような事態について
の説明及び謝罪を行っているところでございます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
○玉城　武光 議員　次に、農林水産業の振興につい
てです。
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　政府の審議会の中で、農業現場の委員から、若い人
がなぜ定着しないのかといえば、農業では食えないか
らだとの発言が出たそうであります。農村では、農業
を離れる農業者が増え、耕作放棄地も拡大し、人口も
減って地域社会が維持できない事態が広がっておりま
す。農業と農村を再生し、食料自給率を本気で向上さ
せるにはどうすればよいのか、その観点から質問をい
たします。
　(1)、	食料自給率向上を農林水産業の基本目標に位
置づけ、自給率50%を達成するための諸施策を展開
すべきであると考えます。県の見解と諸施策の拡充を
問います。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　本県の食料自給率は、令和３年度概算値でカロリー
ベースで32％、生産額ベースで52％となっており
ます。また、令和13年度の目標値につきましては、
国と同様にカロリーベースで45％、生産額ベースで
75％と設定し、各種施策に取り組んでいるところで
あります。
　食料自給率の向上につきましては、生産拡大が重要
なことから、県としましては、各種生産振興対策、担
い手の育成確保や経営力強化、生産基盤整備の促進、
耕作放棄地を含む農地の有効活用など、農林水産物の
生産拡大による食料自給率の向上に努めてまいりま
す。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
○玉城　武光 議員　自給率を向上させるには、各種
生産振興対策などの取組を拡充することが求められて
いると思いますが、いかがですか。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　食料自給率の向上につきましては、議員からただい
まありましたように、生産拡大が重要なことから、各
種施策に取り組んでいるところであります。引き続
き、担い手の育成確保や耕作放棄地の解消に努めると
ともに、新品種や生産技術の開発、スマート技術の活
用等による生産性の向上を推進することで、食料自給
率の目標達成につながることとしております。
　県としましては、引き続き各種政策に取り組み、食
料自給率の向上に努めてまいります。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
○玉城　武光 議員　日本は高度成長期以降、米国か
ら輸入自由化を迫られてきました。その結果、1960
年代まではそれなりに自給していた麦、大豆が大打撃

を受け、1980年代には牛肉・オレンジの自由化が押
しつけられ、特に1995年のＷＴＯ（世界貿易機関）
農業協定以降の輸入自由化路線により、続々と農産物
の関税が削減、撤廃されてきました。その結果、穀
物、肉類、果実、乳製品、飼料などの自給率は見る見
るうちに低下をいたしました。食料自給率を本気で向
上させるには、輸入自由化路線を見直し、関税などの
国境措置を再構築する必要があると私は考えています
が、県の見解を伺います。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　国の政策として様々な関税の制
度あるいは輸入のその内容についての取組は、もちろ
ん進められることと思います。他方で、やはり先ほど
も農水部長から答弁をさせていただきましたけれど
も、我々も沖縄県として、目標を持ってこのカロリー
ベース、生産額ベースで各種施策に取り組んでまいり
たいと思っておりますが、何よりもやはり農業の担い
手と、この耕作放棄地を含む農地の有効活用など、
様々に改めて取り組む点があるであろうというように
思います。引き続き鋭意努力を続けながら、農林水産
物の生産拡大、食料自給率の向上、それらにしっかり
と取り組んでまいりたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
○玉城　武光 議員　次に、農林水産業の価格保障・
所得補償制度の構築、農業、酪農、畜産、漁業への支
援策の強化を国に求めると同時に、県の強化策を問い
ます。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　現在、国においては、食料・農業・農村基本法の検
証作業において、農産物等の価格保障や所得補償など
の議論がなされており、県としましても国の動向を注
視しているところであります。また県では、農林水産
業の経営安定と生産供給体制を確保するため、野菜や
肉用牛等の価格安定対策、共済制度や収入保険への加
入促進など、経営安定対策に取り組むとともに、担い
手の経営力強化に向けて、災害に強い施設整備の導入
や農地の集積、集約化など、各種施策を総合的に推進
してまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
○玉城　武光 議員　農業は、他産業に比べ小規模経
営が大半を占め、厳しい自然や環境の制約を受ける農
業生産は、市場任せでは経営が成り立ちません。農業
大国である欧米諸国では、農産物の価格保障や手厚
い所得補償で農業経営を支えております。環境や農
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村を維持し、食料自給率を向上させています。農業
所得に占める政府補助金の割合を見ると、スイスが
92.5％、ドイツが77％、フランスが64％に対し、日
本は30.2％に過ぎません。政府による農業保障が、
いかに脆弱であるかが明白となっております。大多数
の農業者が営農を続けられ、農村で暮らせる土台を整
えるのは国の責任であると考えております。欧米で当
たり前になっている価格保障や所得補償を抜本的に充
実し、農村で生活できる環境整備など、政府の責任と
して行うべきであると考えておりますが、県の見解を
伺います。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　国における農家への所得補償に
ついては、一時期その所得補償も行われておりました
けれども、現在また新たな仕組みとして、国がその導
入を検討しているというようなことも承知をしており
ます。先ほども部長から答弁させていただきました
が、沖縄県は、県内の営農家の方々、農林水産業の経
営安定、生産供給体制の確保、野菜、肉用牛等の価格
安定対策、共済制度、様々な取組も通して、その農
家、畜産業、水産業の方々がしっかりと生活ができる
体制を支えていくということを県民と共に取り組んで
いきたいと思います。引き続き努力を続けてまいりた
いと思います。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
○玉城　武光 議員　じゃ次３番目、肉用子牛価格の
現状と和牛子牛生産者緊急支援を伺います。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　県内家畜競り市場における11月の和牛子牛平均価
格は、昨年同月の55万6275円から44万5938円と約
11万円下落しており、肉用牛繁殖農家の経営は厳し
い状況にあります。県では、国が実施する肉用子牛生
産者補給金制度や、和子牛生産者臨時経営支援事業に
加え、県独自の支援策として、沖縄県和牛子牛価格安
定特別対策事業を実施しております。さらに、配合飼
料価格高騰対策と肉用子牛の価格安定対策を行うた
め、国の交付金を活用した臨時支援事業を本議会に提
案しているところであります。
　県としましては、引き続き肉用牛繁殖農家の経営安
定に努めてまいります。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
○玉城　武光 議員　その生産緊急支援を受けても、
農家の皆さんからは、補給金が出ても赤字のままだろ
うという声が上がっています。その赤字額を補塡する
ような支援は考えられませんか。

○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時42分休憩
　　　午前11時42分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　現在各地区で、生産者と意見交換等を進めていると
ころでありますけれども、まず経営安定としまして、
肉用子牛生産者補給金制度ですとか、沖縄県和牛子牛
価格安定特別対策を実施することによって、当面の経
営対策を考えているんですけれども、同時に種雄牛の
造成による県産牛のブランド力の向上を図っていくこ
とですとか、あと畜産担い手育成総合整備事業を実施
しまして、牧草の普及を図りながら、生産コストの低
減を図っていきたいと思います。引き続き、これらの
対策を実施することにより、肉用牛の繁殖農家の経営
安定に努めてまいりたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
○玉城　武光 議員　県のこういう支援策はあるんで
すが、現実として農家の皆さんはまだまだ厳しいと。
何とかこの下落幅を穴埋めするために、赤字になって
いるそれを補塡するようなことは考えられないかとい
うことを言っているんです。もう一度答弁をお願いし
ます。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時44分休憩
　　　午前11時44分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　議員御指摘のとおり、県内の畜産農家につきまして
は、社会情勢の急激な変化による影響を強く受けてお
り、厳しい経営状況にあります。そのため県は、現状
調査を細かく実施し、実情に即した対策を早急に講じ
ることが必要であると認識しております。
　県としましては、国の動向も注視しながら、引き続
き、生産者や関係団体等と意見交換を行いながら、畜
産農家の経営安定に努めてまいりたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
○玉城　武光 議員　次に移ります。
　ここ数年間、サトウキビの価格が据え置かれており
ます。価格引上げと増産支援の要請についてお伺いい
たします。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　本県農業の基幹作物であるサトウキビについては、
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生産農家が意欲を持って生産に取り組めるよう、11
月22日に農林水産省等に対し、甘味資源作物交付金
や、さとうきび増産基金事業の予算確保等について要
請を行ったところであります。要請の結果、令和６年
産交付金単価については、砂糖の調整金収支が厳しい
状況にある中、前年産同様、トン当たり1万6860円
に決定されたことに加え、増産基金事業の予算につい
ても確保されることになりました。
　県としましては、引き続き、関係機関と連携し、サ
トウキビの生産振興に取り組んでまいります。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
○玉城　武光 議員　農家の手取り額と生産費の推移
をお伺いいたします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時46分休憩
　　　午前11時47分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　お答えいたします。
　サトウキビ生産農家の平均手取り額については、甘
味資源作物交付金は令和２年産以降同額で措置されて
おりますが、粗糖の国際価格と連動する取引価格が上
昇傾向にあることから、平均手取り額は増額傾向で推
移しております。一方、全算入生産費については、機
械化の進展などにより生産コストが減少傾向にあるこ
とから、平均手取り額に近い水準となっております。
　県としましては、引き続き関係団体と連携して、生
産者が安心して生産に取り組める交付金単価の確保に
ついて、国に要望してまいります。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
○玉城　武光 議員　2023年の農家手取り額は、トン
当たり２万3505円に対し生産費は２万4530円、差額
はマイナス1025円です。これ実質赤字です。そうい
う状況ですから、知事はこの農家の悲鳴にどのように
応えていきますか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時48分休憩
　　　午前11時49分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　農林水産部長。
○前門尚美 農林水産部長　繰り返しで恐縮ですけれ
ども、引き続き関係団体と連携し、生産者が安心して
生産に取り組める交付金単価の確保について、国に要
望してまいりたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
○玉城　武光 議員　じゃ次に、暮らしを支える施策

について。
　(1)、	中小企業者の資金繰り支援の県単融資事業の
概要を伺います。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えいたします。
　県では、県内事業者が事業に必要な資金を円滑に調
達できるよう、沖縄県信用保証協会、県内金融機関等
との連携と協力の下、中小企業者等に対する県単融資
事業を実施しております。当該事業は、金融機関と協
調し貸出金利の引下げを行っているほか、事業者が信
用保証協会に支払う信用保証料の一部を県が負担する
など、事業者の資金調達に係る負担を軽減し、経営の
安定化や積極的な事業展開などを支援するものとなっ
ております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
○玉城　武光 議員　次に、コロナ特例貸付制度の返
済の状況と支援拡充を伺います。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えいたします。
　金融機関によりますと、利用者の約８割は正常に返
済することが見込まれており、残りの２割は条件変更
等で対応しているとのことですが、事業者によりまし
ては、今後返済負担による事業継続への影響が懸念さ
れております。そのため、県では、９月補正予算によ
り、経営改善を支援する事業に取り組むとともに、コ
ロナ関連融資の資金需要の増加に対応するため、本議
会に約52億円の補正予算案を上程しているところで
す。
　県としましては、引き続き事業者の状況を踏まえた
事業継続支援に取り組んでまいります。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
○玉城　武光 議員　頑張ってください。
　次です。
　物価高騰に見合った年金額に引き上げるべきだと考
えております。年金は２年連続目減りです。そういう
状況の中で、沖縄県の年金支給額の実態と引上げに対
する県の考え方を伺います。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　お答えいたしま
す。
　厚生労働省の年金に関する直近の調査結果によりま
すと、令和４年３月末時点の平均年金月額は、厚生
年金が全国では14万5665円に対し、沖縄県では12万
3755円、国民年金が全国では５万6479円に対し、沖

‒ 323 ‒



縄県では５万2112円となっております。ともに全国
平均を下回る状況となっているところでございます。
国においては、社会保障審議会年金部会におきまし
て、次期年金制度改革に向けた厚生年金の適用拡大や
基礎年金の給付水準確保策等が議論をされていると承
知をしているところでございます。
　県としましては、国の社会保障審議会年金部会等の
議論を注視してまいります。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
○玉城　武光 議員　年金額の引上げは県じゃないで
すからよろしいですけど、その年金の引下げで生活
が、生計維持が困難になっているということが実態と
して現れておりますので、自立支援機関等において適
切な支援につなげると、そういうことの答弁がありま
したけど、この支援内容をお伺いいたします。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　お答えいたしま
す。
　県及び各市においては、困り事や不安を抱えている
方から相談を、県内19か所に設置しております生活
困窮者自立支援制度の相談窓口において幅広く受け付
けているところでございます。
　県におきましては、県の広報誌やチラシの各戸配布
等により制度周知を図るとともに、県の広報番組うま
んちゅ広場等を活用しまして、分かりやすく当該制度
を紹介しているところであります。引き続き関係機関
と連携しながら、生活に困窮する方々に適切な支援が
できるよう取り組んでまいります。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
○玉城　武光 議員　次に、介護利用料の値上げ改悪
を中止して、高齢者も現役世代も安心できる介護・福
祉制度にすべきだと考えております。見解を伺いま
す。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　国においては、現
在介護保険の利用者負担のうち、２割負担の一定所得
以上の判断基準の在り方について検討が行われている
ところでございます。令和５年12月７日に開催され
ました社会保障審議会介護保険部会において、予算編
成過程の中で検討するとの方針が了承されたため、今
後、次年度政府予算を編成する中で判断基準が示され
るものと考えております。
　県としましては、判断基準の見直しの内容や見直し
によるサービス利用への影響について、引き続き注視
してまいりたいと考えております。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。

○玉城　武光 議員　次に(5)番目、生活に困っている
人への支援を強化すべきだと考えております。これ、
新聞に報道がありましたけど、ゆいまーるという会
が、生活困窮者の高齢者が増えて、列をなして食料配
布に来ていたと、そういうことが報道されておりまし
たけど、その支援策の拡充を伺います。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　様々な形で食料配
布等の支援が行われているということで、承知をして
いるところでございます。食料配布のような場で特に
気になるような方がいる場合には、関係団体からパー
ソナルサポートセンターに連絡をするなどの連携体制
を構築しているところでございます。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
○玉城　武光 議員　４番目、福祉行政についてで
す。
　土曜日のテレビ報道で、認知症高齢者の行方不明の
ことが報道されておりました。その認知症高齢者の数
と行方不明者の実態と支援策をお伺いいたします。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　お答えいたしま
す。
　令和４年度の県内における要介護・要支援認定者に
おける65歳以上の認知症高齢者数は５万3525人で、
このうち４万705人が何らかの支援が必要と判定をさ
れております。また、沖縄県警察本部によりますと、
65歳以上の行方不明者のうち認知症または認知症が
疑われる人の受理件数は、令和４年で89件となって
おります。
　各市町村においては、認知症高齢者等の見守り、捜
索のための関係者のネットワークを構築し早期発見に
努めているほか、県におきましても、認知症高齢者の
見守り活動に協力いただける企業との協定締結や広域
的な捜索体制の構築支援を行っているところでござい
ます。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
○玉城　武光 議員　認知症の高齢者が５万3525人、
支援の必要が４万705人、行方不明件数が89件との
答弁がありましたけど、その行方不明者の中で死亡が
確認されたとの報告はありませんか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時58分休憩
　　　午前11時58分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　警察本部長。
○鎌谷陽之 警察本部長　お答えいたします。
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　令和４年中、65歳以上の認知症または認知症が疑
われる方で、行方不明者の届出を受理したもののう
ち、亡くなられて発見されたのは１名となっておりま
して、御自宅付近の空き家におきまして亡くなられた
のを発見されております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
○玉城　武光 議員　これテレビの報道にもありまし
たけど、警察が情報収集したけど、この見守りネット
ワークに連携情報がなかったと、そういう報道がされ
ておりましたが、そういうことは、事前に関係機関に
登録が必要だということもおっしゃっていますけど、
その情報共有はどういうふうになっておりますか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前11時59分休憩
　　　午後０時０分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　先ほど申し上げま
したネットワークについては、事前に登録をいただい
た方について、徘回が発生したときに情報が発信する
という仕組みになっているところでございます。引き
続き市町村と連携して、登録等の制度の周知に努めて
まいりたいと考えております。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
○玉城　武光 議員　この認知症高齢者の行方不明
は、どんどん増えてきているという現状ですから、ぜ
ひ死亡に至らないようなそういう見守りネットワーク
を強化して、事前にその方を捜索をしていただきたい
と思います。
　次に、認知症グループホームの施設整備の状況を伺
います。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　お答えいたしま
す。
　県内の認知症高齢者グループホームは、令和５年３
月末現在、1104床となっております。令和５年度に
おいては、新たに108床の整備を見込んでおり、引き
続き沖縄県高齢者保健福祉計画に基づき、整備を進め
てまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
○玉城　武光 議員　この認知症グループホームの施
設整備が、今年度は108床整備するということが言わ
れているんですが、この認知症は65歳以上の5.4人に
１人が認知症になる可能性があるという報告もあるん

ですよね。ですから、そこに対応できるような施設の
整備をお願いしたいと思います。
　次に、8050の問題の実態と支援策を伺いたいと思
いますが、80代の親が50代の子供の生活を支えてい
るという問題は、その背景にあるのは子供のひきこも
りです。ひきこもりという言葉が社会で言われるよう
になった1980年代から50代となり、その親が70代か
ら80代となり、高齢化社会となりました。こうした
親子が社会的に孤立し、生活が立ち行かなくなる深刻
な事態が目立っております。80代の親が50代の子供
の生活を支えている、8050問題の実態と支援策を伺
います。
○赤嶺　昇 議長　保健医療部長。
○糸数　公 保健医療部長　お答えいたします。
　ひきこもりに関する8050問題についてお答えいた
します。
　まず、県内のひきこもりの方の推計値ですけれど
も、国が令和４年度に実施した調査から推計いたしま
すと、県内の15歳から64歳までのひきこもり者数は
約１万7700人というふうに推計していて、年代別で
見ますと15歳から39歳が8000人、40歳から64歳の
方が9700人の合計１万7700人というふうに推計して
いるところです。
　支援策についても御質問でしたので、県のほうでは
平成28年10月に、ひきこもり専門支援センターを設
置して、ひきこもりの当事者やあるいは家族からの相
談に対する支援、それから訪問、それから相談対応者
の人材育成の研修などを行っているところでございま
す。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
○玉 城 　 武 光  議 員 　この相談件数と支援のメ
ニュー、どういった支援の相談をされているのか再度
お伺いいたします。
○赤嶺　昇 議長　保健医療部長。
○糸数　公 保健医療部長　お答えいたします。
　相談につきましては、電話によるひきこもり専門支
援センターでの相談件数があります。令和４年度相
談の全ての数は2386件、その前年度が1897件ですの
で、増加傾向にございます。相談の内訳ですけれど
も、電話相談が1614件、面談による相談が415件、
文書・メールなどが236件、それから訪問支援という
ことで訪問させていただくものが97件、さらに同行
支援が24件というふうな形で、ニーズに応じた形で
相談対応を行っているところでございます。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
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○玉城　武光 議員　この相談内容なんですが、電話
でも相談がある。それから訪問もあると。その主な相
談内容は、どんなことが多いんですか。
○赤嶺　昇 議長　保健医療部長。
○糸数　公 保健医療部長　先ほど相談件数は2300件
余りというふうに言いましたが、相談している人の実
人数が昨年度331人でありました。それでそのうち、
御本人から、当事者からの相談が80件、そして家族
からの相談というのが240件ということで、家族から
の相談が多くなっているという状況であります。相談
の内容につきましては、就職に向けて準備をしたいと
いうふうな要望があったり、あるいは10代のケース
などが、中学校卒業後どこにも行くところがないとい
う若い人の相談もございます。多様な相談があります
ので、それに応じて、関係機関を紹介をしたり、ある
いは先ほど言いましたように訪問、それから同行の支
援をするというふうな形で対応をしているところでご
ざいます。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
○玉城　武光 議員　今答弁がありました相談の中身
は、就職支援が主だという答弁でしたけど、ひきこも
りになる方々は、それだけではなくいろいろな悩み、
それからそういう問題を抱えている方ですから、その
対応をもっと広げて考えていただきたいということで
す。
　ある方が、ＮＨＫのテレビの報道番組の中でのこと
なんですが、支援メニューが、選択が少な過ぎると。
就労ありきの考え方は見直すべきじゃないかというこ
とをおっしゃっているんですよ。これは例えばこうい
うこと、私の一番の不安は、やはり金銭面と生活面の
ことです。母が生きているうちに何とか自立したいと
思って、これまでいろいろ頑張ってきました。現在
は、母が残してくれたお金で何とか生活をしている状
況なのですが、それもだんだん少なくなり、仕事がで
きるようになるまで毎日不安でたまらない日々を過ご
していますと。そういう悩みを抱えている。だからそ
ういう方々に、はい、就職を紹介しますとか、それだ
けではないほかのメニューでの相談も考えるべきじゃ
ないかということを、その方はおっしゃっているんで
すが、もう一度。
○赤嶺　昇 議長　保健医療部長。
○糸数　公 保健医療部長　お答えいたします。
　先ほど就職の話だけを申し上げましたが、その他の
相談の内容として、家族のほうからは、仕事をしてほ
しい、それから将来が不安である、部屋に閉じ籠もっ
て話もできないということなどの相談内容。それから

御本人からは、人が怖くて外に出られない、自分に合
う仕事が分からないなどの相談がありましたので、専
門支援センターとしましては、継続的にお話を聞いた
り、あるいは先ほど言いました訪問などを行っている
ほか、ショートケアということで、センターのほうに
来ていただいて、いろいろお話をするというふうなメ
ニューも準備をしております。議員御指摘のいわゆる
8050の方々の経済的な不安に関しても、数年前から
取組をしている中で、例えばこのまま年を取っていっ
た場合のその経済的な問題について、ファイナンシャ
ルプランナーというふうな経済的な専門家の方を講師
に招いて、当事者あるいは家族の方に対する講演会な
ども開いておりますので、多様な相談に対応できるよ
うに、様々なメニューをこちらのほうとしても準備す
る必要はあるという認識でございます。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
○玉城　武光 議員　今、答弁の中で様々なメニュー
を考えて支援をしていきたいということをおっしゃっ
ていましたけど、なかなかこのひきこもりの人たち
は、今の8050の中で親子共々大変な状況にあります
よね。経済的な問題、生活の問題。そういうことがあ
りますから、ぜひそういう面も考慮して、そういう支
援を頑張っていただきたいと思います。
　じゃ次に移ります。
　若年無業者の実態と若年者活躍促進事業の成果と支
援策の拡充を伺います。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えいたします。
　令和４年労働力調査によりますと、本県の若年無業
者は約8000人となっており、前年調査より約3000人
減少し改善しております。また、若年者活躍促進事業
では、新規学卒者等の若年者を対象に、県内大学等へ
の就職支援員の配置や企業での職場訓練などに取り
組み、毎年約700人を就職につなげております。今後
は企業へのインターンシップの対象を学生だけではな
く、一般求職者にも広げるなど取組を拡充し、若年者
の就職を支援してまいります。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
○玉城　武光 議員　700人の方々が基礎訓練を受け
て就職につながったという答弁ですね。この基礎訓練
事業等の拡充については、どのように考えていらっ
しゃいますか。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えいたします。
　若年無業者職業基礎訓練事業におきましては、これ
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まで15歳から39歳までの若年無業者を対象としてき
ましたが、令和４年度からサポステの対象拡大に伴
い、49歳までの就職氷河期世代も対象としたという
ところでございます。今後も本事業へ訓練生を推薦す
るサポステと連携しながら、本事業の対象者について
見直しを行うとともに、訓練生のニーズを取り入れた
訓練コースの設定を行うことで、同事業の内容の充実
に努めてまいります。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
○玉城　武光 議員　じゃ最後に、道路整備の促進に
ついて伺います。
　(1)、	南部東道路の整備状況と計画を伺います。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えいたします。
　南部東道路の進捗率は、令和４年度末時点の事業費
ベースで約46％となっており、用地取得率は、取得
面積ベースで約75％となっております。現在、南城
佐敷・玉城インターチェンジから南城つきしろイン
ターチェンジの区間と、南城大里インターチェンジか
ら南城大城インターチェンジの区間について、優先的
に整備を行っております。引き続き南城市と連携を図
りながら、2020年代後半の暫定２車線による全線供
用に向け、取り組んでまいります。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
○玉城　武光 議員　整備の状況がなかなか進んでい
ないというのが、今の実態だと思います。
　次に(2)、国道507号の整備状況と計画を伺いま
す。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えいたします。
　国道507号八重瀬道路の令和４年度末の進捗率は、
事業費ベースで約53％となっており、用地取得率
は、取得面積ベースで約64％となっております。現
在、東風平交差点付近について、重点的に整備を推進
しているところであります。引き続き、八重瀬町と連
携を図りながら、事業予算の確保に努めるとともに、
早期の整備に向け取り組んでまいります。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
○玉城　武光 議員　町民の方々から、何でこんなに
長らくかかるんですかという、もう問合せ、声がたく
さん寄せられております。引き続き整備のために頑
張っていただきたい。
　(3)、	県道17号線（長毛港川線）の歩道帯の整備計
画を伺います。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。

○前川智宏 土木建築部長　県道17号線の八重瀬町長
毛から港川の歩道未整備区間については、地域の要望
等を踏まえ、令和３年度に歩道設計を実施しておりま
す。当該区間については、南城市の橋梁架け替え事業
が先行して実施中であることから、歩道整備は、市の
事業完了後に着手する予定となっております。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
○玉城　武光 議員　次に、国道507号の南部工業高
校の前なんですが、屋根付バス停の停留所の整備状況
です。撤去されているんですよ、この屋根付バス停が
ですね。そういう状況ですから、その整備状況を伺い
ます。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
○金城　敦 企画部長　お答えいたします。
　当該バス停の上屋はバス事業者において、昭和60
年度に整備されたものであり、老朽化で一部破損して
いたところ、今年の台風６号の接近に伴う予防措置と
して撤去されております。同事業者によると再整備に
当たっては、他の老朽化上屋も含めて優先順位を決定
する必要があるとのことです。
　県としては、沖縄県バス協会に交付している運輸振
興助成金を活用した整備を助言しているところであ
り、引き続き関係者と意見交換してまいります。
○赤嶺　昇 議長　玉城武光議員。
○玉城　武光 議員　この屋根付バス停、台風などで
屋根が飛んで剝がれているところもあちこち見られま
すから、ぜひそこも気をつけて整備をお願いしたいと
して、終わります。
　ありがとうございました。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後０時17分休憩
　　　午後１時35分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　午前に引き続き、質問及び質疑を行います。
　西銘純恵議員。
　　　〔西銘純恵　議員登壇〕
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後１時35分休憩
　　　午後１時35分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○西銘　純恵 議員　日本共産党の西銘純恵です。
　一般質問を行います。
　米軍の欠陥機ＣＶ22オスプレイが嘉手納基地に向
けて飛行中、屋久島沖で墜落した。那覇方面から浦添
上空は、その夜も翌日も、住宅地の上空をＭＶ22が
飛行していた。県民の命と安全を脅かす飛行は断じて
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許せない。オスプレイの即時飛行停止、全機撤去を求
め、自衛隊のオスプレイも導入を中止し、撤去を求め
るべきです。
　辺野古弾薬庫は、既存の弾薬庫を取り壊して12棟
の新たな弾薬庫が建設される計画で、既に４棟が完成
している。原子炉と同じ二重の壁による遮蔽壁構造に
なっていると指摘されているが、核兵器を貯蔵する弾
薬庫になるのではないか。日米政府に事実確認すべき
ではありませんか。
　牧港補給基地は、日米共同発表した米軍の統合計画
によれば、海に面した142ヘクタールの返還が2024
年から始まることになっているが、具体的なスケ
ジュールを問う。
　那覇軍港では、昨年、第31海兵遠征部隊の海兵隊
が、武器や弾薬使用、オスプレイなどの米軍機、海軍
輸送船を使っての訓練を行って、今年も３月にオスプ
レイの離着陸や訓練、11月９日に米軍の地対空誘導
弾パトリオット４機の発射台が陸揚げされ、海兵隊の
訓練が常態化している。これに対して県は、５.１５
メモの厳格な適用を求めている。機能が強化されてい
る那覇軍港は即時無条件返還を求めるべきでありま
す。サンゴの自然豊かな浦添西海岸を埋め立てる自然
破壊、税金の無駄遣いの浦添新軍港の建設中止を求め
るべきではありませんか。
　こども未来部の新設について。
　こども未来部の新設によって、子供の貧困対策がさ
らに充実するものと期待されるが、部を設置する目的
を問います。
　子供の貧困対策を県政の重要課題として取り組んで
いるが、成果と今後の取組を問います。
　教育行政について。
　学級担任不足や代替教員の入れ替わりによって、子
供の心に深刻な影響を与えています。
　いじめや不登校の現状と推移、対応策を問います。
　臨時教員を正規雇用にする計画と次年度の採用予定
を小中、県立学校、特別支援学校別に問います。
　教職員の離島赴任に際して、自家用車の運搬料を実
費支給することについて、県の取組と次年度には改善
されるのか伺います。
　学童クラブについて。
　学童クラブの設置数と入所人数の推移。待機児童の
実態と解消に向けた取組を問います。
　学童クラブへの家賃補助について、県は補助上限額
の改善のために市町村に助言をしてきたが現状はどう
ですか。
　学童支援員の処遇改善の取組と拡充策を問います。

　県営住宅の増設について。
　県営住宅の申込数と入居数の推移、増設計画を問い
ます。
　借家率が全国一の沖縄県で高齢者の住居確保が困難
になっている。足腰が弱くなった高齢者が、住み慣れ
たアパートから１階に転居しようとしても、民間ア
パートの入居を断られる事案が増えています。独り暮
らしなど高齢者が安心して入居できるように、福祉と
連携した県営住宅などの公営住宅の建設が必要と思う
が、見解を問います。
　離島行政について。
　伊平屋診療所と医師住宅の移転改築の進捗と開所ま
での取組を問います。
　伊平屋村は保育士不足でゼロ歳児４人が待機児童と
なり、介護士不足で介護支援が困難などケアワーカー
不足は深刻である。離島で働きながら保育士資格が取
得できるように、県が受講費を補助して、インター
ネットを活用した講座を開設できないかと要望を受け
た。離島のケアワーカー養成対策を問います。
　浦添市内への特別養護老人ホーム建設の進捗を問い
ます。
　浦添市内間の土砂崩れは、住民から対策を求める切
実な要請が浦添市に出されている。急傾斜地崩壊防止
対策が急がれるが、県の対応を問います。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
　　　〔玉城デニー　知事登壇〕
○玉城デニー 知事　西銘純恵議員の御質問にお答え
いたします。
　こども未来部の新設についての御質問の中の(1）、
こども未来部設置の目的についてお答えいたします。
　こども未来部では、部主管課に総合調整機能を位置
づけ、部内及び全庁の連携体制を強化し、子供、若者
及び女性に係る施策を推進することとしております。
県政の最重要課題である子供の貧困対策につきまして
も、総合調整機能を生かし、貧困の連鎖を断ち切るた
めの総合的かつきめ細やかな支援を、こども未来部を
中心として全庁体制で取り組んでまいります。
　沖縄県としましては、社会の一番の宝である子供た
ちが、その生まれ育った環境によって左右されること
なく、夢や希望を持って成長していける誰一人取り残
さない優しい社会の実現を目指し、子供の貧困対策を
引き続き力強く推進してまいります。
　その他の質問につきましては、部局長から答弁をさ
せていただきます。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
　　　〔溜　政仁　知事公室長登壇〕
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○溜　政仁 知事公室長　１、オスプレイの墜落につ
いてお答えいたします。
　オスプレイについては、今回の事故のほか、平成
28年に名護市安部で墜落する事故や、海外では、今
年８月にオーストラリアで３人が死亡する事故、10
月に米ネバダ州でハードランディングする事故を起
こしております。また、今年９月から10月にかけて
は、普天間飛行場所属のオスプレイが、相次いで民間
空港に緊急着陸するなど、米軍の安全管理体制に強い
疑念を抱かざるを得ず、大変遺憾であります。
　県としては、これまで建白書の精神に基づき、オス
プレイ配備に反対してきており、去る11月17日の軍
転協要請においても、配備計画を見直すこと等を求め
たところです。引き続き、米軍及び日米両政府に対し
て、オスプレイの配備撤回等を求めてまいります。
　次に２、辺野古弾薬庫についてお答えいたします。
　辺野古弾薬庫における新たな弾薬庫が核兵器の貯蔵
を目的としているのではないかとの指摘について、事
実関係を沖縄防衛局に照会したところ、米軍の運用に
関する事柄であるため答えられないとのことでした。
また、外務省はこれまで、沖縄への核兵器の配備等に
関する県の照会に対し、米側は我が国の非核三原則に
係る立場をよく理解していることから、米国が、非核
三原則に反する米軍の運用を行うことは現状において
想定されないと回答しております。
　県としては、いかなる理由があるにせよ、沖縄への
核持込みはあってはならないと考えております。
　次に３、牧港補給基地についてお答えいたします。
　平成25年４月に発表された統合計画によると、牧
港補給地区のうち約142ヘクタールは、海兵隊の国外
移転後に返還されることとされております。令和４年
１月の日米安全保障協議委員会共同発表によると、海
兵隊のグアム移転は令和６年から開始されるとのこと
ですが、グアム以外のハワイ等への具体的な移転計画
は示されておりません。このため県は、統合計画の進
展に支障を来すことがないよう、速やかに海兵隊の国
外移転を開始すること、在沖海兵隊の9000人の移転
計画を明らかにすること等を求めているところです。
　次に４、那覇軍港についてお答えいたします。
　県としては、那覇港湾施設の返還が実現されれば、
基地負担の軽減、跡地の有効利用による発展に寄与す
ると考えており、これまでの経緯を踏まえつつ、今後
とも移設協議会などにおいて、関係機関と協議を行い
ながら対応してまいります。一方で、同施設の代替施
設については、現有の機能を確保することを目的とし
ていることが移設協議会において繰り返し確認されて

おり、那覇港湾施設の移設により基地機能が強化さ
れ、沖縄の基地負担の増加につながることがあっては
ならないと考えております。
　県は、米軍及び日米両政府に対し、在沖米軍基地に
おいて、従来行われてこなかった運用を行うことによ
り、基地負担を増大させることがないよう、強く求め
てまいります。
　以上になります。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
　　　〔宮平道子　子ども生活福祉部長登壇〕
○宮平道子 子ども生活福祉部長　５、こども未来部
の新設についての御質問の中の(2)、子供の貧困対策
についてお答えいたします。
　県においては、子どもの貧困対策計画に基づき、子
供のライフステージに即した切れ目のない総合的な支
援を展開しており、待機児童数の減少、放課後児童ク
ラブ利用料の低減、小中学生の基礎学力の向上など一
定の成果が見られたところです。しかしながら、令和
４年度に実施した高校生調査においては、困窮世帯の
割合が、令和元年度から5.9ポイント増加し26.3％と
なっており、コロナ禍における影響が強く出ているも
のと考えております。
　県としましては、支援を必要とする子供に必要な支
援が行き届くよう、引き続き、ひとり親に対する経済
的支援や教育に係る負担軽減のほか、ヤングケアラー
に対する寄り添い支援や若年妊産婦の居場所の設置な
どに取り組んでまいります。
　７、学童クラブについての御質問の中の(1)、放課
後児童クラブの設置数及び待機児童の解消に向けた取
組についてお答えいたします。
　令和４年度の県内の放課後児童クラブの設置数及び
登録児童数は、584か所２万4323人となっており、
平成30年度の452か所１万9324人と比較して、132
か所4999人増加しています。また、令和４年度の待
機児童数は665人となっており、平成30年度の760人
と比較して95人減少しています。
　県としましては、沖縄振興特別推進交付金等を活用
し、市町村におけるクラブの整備を支援し、さらなる
受皿の拡充及び待機児童の解消に努めてまいります。
　同じく(2)、放課後児童クラブ家賃補助の改善に向
けた取組等についてお答えいたします。
　子ども・子育て支援交付金等を活用した、放課後児
童クラブへの家賃補助の上限額については、令和３年
度は５市町において県の要綱より低い額が設定されて
いました。そのため、県では市町村説明会等におい
て、利用料の低減に向けて制度の最大限の活用を促し
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てきた結果、令和５年度までに４市町が県の要綱と同
額に見直しております。
　同じく(3)、放課後児童支援員の処遇改善について
お答えいたします。
　県では、令和４年度に保育士等処遇改善臨時特例交
付金を活用して、放課後児童支援員の収入を３％、月
額にして約9000円引き上げる処遇改善を実施してお
ります。本処遇改善は、令和５年度から子ども・子育
て支援交付金の事業に位置づけられ、25市町村から
申請がなされています。
　県としましては、クラブを設置している全市町村に
対して当該交付金の活用を周知するとともに、全国知
事会を通じて国に対して支援員の処遇改善の拡充を要
望してまいります。
　９、離島行政についての御質問の中の(2)、離島に
おける保育士、介護福祉士等の要請についてお答えい
たします。
　県では、福祉人材の育成・確保を図るため、保育・
介護の魅力発信や職業講話等の実施を推進するととも
に、保育士や介護福祉士等の養成校の学生に対する修
学資金の貸付けを行っております。修学資金の貸付け
につきましては、資格登録等の後、離島の施設で就労
した場合には、通常の５年よりも短い３年間の勤務に
より貸付金の返済を免除することとしております。ま
た、保育士試験受験予定者のために市町村が実施する
対策講座のほか、通信講座の受講に要する費用の一部
補助を行っております。令和４年度からは地域限定保
育士試験を実施しており、こうした取組により、離島
における保育士の養成に一定の効果があるものと考え
ております。
　県としましては、離島における福祉人材の確保策に
ついて離島町村の意見を聞きながら、必要な助言を
行ってまいります。
　10、浦添市内への特別養護老人ホーム建設の進捗
についての御質問にお答えいたします。
　令和５年度末までに浦添市内に特別養護老人ホーム
を整備するため、令和４年度に整備法人を決定し手続
を進めていたところですが、用地取得に時間を要して
おり、当初の計画どおり進んでいない状況にありま
す。
　県としましては、進捗状況を確認しながら、今後の
進め方について整備法人の意向を確認しているところ
です。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
　　　〔半嶺　満　教育長登壇〕

○半嶺　満 教育長　６、教育行政についての中の
(1)、いじめ、不登校の現状と推移、対応策について
お答えいたします。
　沖縄県の国公私立小中学校のいじめの認知件数は、
令和元年度は１万4662件、令和４年度は１万3784件
となっております。また、不登校児童生徒数は、令和
元年度は3406人、令和４年度は5762人であり、それ
ぞれ全国平均を上回り、喫緊の課題と認識しておりま
す。各学校では、アンケートの実施等により個々の状
況を丁寧に把握し、きめ細かな対応に努めているとこ
ろです。
　県教育委員会としましては、魅力ある学校づくりを
進めるとともに、スクールカウンセラー等や関係機関
と連携した組織的な支援に取り組んでまいります。
　同じく(2)、正規雇用と次年度の採用予定者数につ
いてお答えいたします。
　県教育委員会では、令和５年９月に小中学校正規率
改善計画を策定したところです。同計画においては、
７年後の令和12年度までに正規率を全国並みの90％
台とする予定としております。また、次年度の教員の
採用につきましては、今年度実施した教員候補者選考
試験において、小中学校481人、高等学校63人、特
別支援学校20人及び養護教諭14人の合計578人が合
格しており、原則全ての合格者を採用する予定として
おります。
　県教育委員会としましては、引き続き正規率の改善
等に取り組んでまいります。
　同じく(3)、教職員の赴任旅費についてお答えいた
します。
　県教育委員会において、教職員の離島赴任に伴う経
費負担の実態を把握するための調査を行った結果、通
勤のために自家用車を運搬する職員が多く、自己負担
が生じていることを確認したことから、関係部局と調
整を行ってきたところです。現在、知事部局におい
て、教職員を含めた職員の赴任旅費について、令和６
年度から自家用車運搬料を移転料実費支給の対象経費
として認めることとし、所要の改定が進められており
ます。
　県教育委員会としましては、引き続き教職員が安心
して人事異動ができるよう、努めてまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
　　　〔前川智宏　土木建築部長登壇〕
○前川智宏 土木建築部長　８、県営住宅の増設につ
いての(1)、県営住宅の申込数及び入居者数の推移と
増設計画についてお答えいたします。
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　令和２年は2813件の申込数に対し入居数378件、
令和３年は2551件の申込数に対し入居数317件、令
和４年は3170件の申込数に対し入居数401件となっ
ております。県営住宅では、現在、11団地において
建て替え事業を実施しており、その際に戸数を増やし
ているところであります。事業実施後は合計で167戸
の増戸となる予定であります。
　次に同じく８の(2)、福祉と連携した公営住宅建設
の必要性についてお答えいたします。
　公営住宅整備事業をはじめとする住宅施策について
は、福祉部局や市町村の関連する施策と連携し、総合
的に推進する必要があると考えております。
　県では、県営住宅の建て替えを実施する際に、所在
地の市町村に対して、高齢者施設等の併設の要望につ
いて照会を行っているところであり、今後も関係部局
等と連携して取り組んでまいります。
　次に11、浦添市内間の急傾斜地崩壊対策に関する
県の対応についてお答えいたします。
　現在、地元自治会から浦添市に対して斜面対策に関
する要請書が提出されており、今後浦添市は、県に対
して同様の要請を提出する予定とのことであります。
　県においては、浦添市から要請を受けた後、急傾斜
地の崩壊による災害の防止に関する法律に基づく詳細
な現地調査を実施し、急傾斜地崩壊危険区域に関する
指定要件を確認する予定であります。要件を満たして
いることを確認した後、急傾斜地崩壊対策の事業化に
向けて取り組んでまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　病院事業局長。
　　　〔本竹秀光　病院事業局長登壇〕
○本竹秀光 病院事業局長　９、離島行政についての
御質問の(1)、伊平屋診療所の移転改築についてお答
えします。
　伊平屋診療所等の建て替えについては、令和５年６
月に現地調査及び伊平屋村との意見交換を行い、村所
有のテニスコート跡地を診療所移転先として決定して
おります。去った10月11日にはコンサルタント会社
と設計業務契約を締結しており、令和６年度から工事
を開始し、令和７年度には開所する見込みとなってお
ります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後１時59分休憩
　　　午後２時00分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　西銘純恵議員。

○西銘　純恵 議員　最初に、教育問題から再質問を
行います。
　昨年度、５万4000人が増えて、不登校は全国で30
万人に迫っています。子供が過剰なストレスで心に傷
を負っています。子供のストレスを減らすために、少
人数学級や正規教員の増員を進め、競争や管理教育か
ら、子供中心の教育への改革が必要だと考えていま
す。その立場で改善に取り組むべきだと思いますが、
いかがでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
○半嶺　満 教育長　いじめ、不登校の問題、大きな
課題でございまして、特にいじめや不登校は、どの子
供にもどの学校でも起こり得ることを踏まえて、この
いじめを特に生まない土壌をつくるために、関係者が
一体となって取組を進める必要があるというふうに考
えております。そういった面で、環境整備に向けて、
子供たちの教育環境の整備をしっかりと進めていく。
教職員の皆さんが、子供たちとしっかりと向き合う環
境をつくっていく。重要であるというふうに思います
ので、御指摘のあった視点で、その改善に取り組んで
いきたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　西銘純恵議員。
○西銘　純恵 議員　競争や管理教育、それが日本の
教育の問題だと私は思っているんです。ですから、
やっぱり学校現場の先生方のこの思いを、子供に向き
合えないという状況を、ぜひ改善に向けてやっていた
だきたいと思います。
　昨年度と今年度の直近の教員未配置の状況をお尋ね
します。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時３分休憩
　　　午後２時３分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　教育長。
○半嶺　満 教育長　お答えします。
　令和５年11月時点の公立学校における教員の未配
置につきましては、104名となっております。
○西銘　純恵 議員　すみません、休憩。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時３分休憩
　　　午後２時３分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○半嶺　満 教育長　失礼しました。
　直近の11月の時点で申し上げますと、昨年の11月
においては134名でございました。今年は104名とい
う状況でございます。
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○赤嶺　昇 議長　西銘純恵議員。
○西銘　純恵 議員　まだまだ100名以上の未配置が
あるということは、本当に現場ではとてもひどい状況
だと思います。
　それで、今年度、次年度教員採用を増やしたってい
うことで、コロナ禍の中で、養護教諭の不足で保健室
が閉鎖されたっていう問題が２年前でしたか、浮き彫
りになりました。それで次年度の採用が、先ほど養護
教諭14名っておっしゃいましたけれども、それはそ
もそも正規にする人数からすれば、どれだけの値にな
るんでしょうか。あとどれだけ足りないっていうこと
でしょうか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時４分休憩
　　　午後２時５分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　教育長。
○半嶺　満 教育長　大変申し訳ございません。今、
細かな数値とか手元にございませんので、後ほどまた
御提供させていただければというふうに思っておりま
す。
○赤嶺　昇 議長　西銘純恵議員。
○西銘　純恵 議員　養護教諭14名、次年度採用とい
うことは、私はその状況を思い切って改善する立場で
やっているかと思うんですよ。ですから、次年度はそ
うですが、その後の計画についても養護教諭、とても
大事な分野もありますので、ぜひ正規雇用を６年以内
に全国並みっておっしゃったので、頑張っていただき
たいと思います。
　それで、臨時教員が正規雇用されるっていうこと
で、本当に希望が見えたっていうのが、先日、正規雇
用への新たな採用方針が教育庁から発表されたんです
けれども、その内容をお尋ねします。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
○半嶺　満 教育長　令和６年度に向けて、採用試験
の改革を行っておりますが、まず大きな点であります
けれども、大学生の、大学等の推薦制度を設けており
ます。それからもう一点大きな視点は、秋選考でござ
います。今、夏に行っておりますけれども、秋選考を
設定しておりまして、その内容としましては、勤務
経験、直近20年の間に通算して15年以上有している
方々。今、その方々を対象に秋選考を行う予定でござ
います。
○赤嶺　昇 議長　西銘純恵議員。
○西銘　純恵 議員　沖縄県の教育は、長い間、臨時
教員に本当におんぶされた形でやられてきたと、私は

思っています。それで、来年試験を初めてやるという
ことですけど、臨時教員に本当に門戸を開いていくと
いうことでは、15年の経験を積んだ方ということに
なっていますので、これその後、次年度の採用がどれ
だけかといったら、若干名なんですよね。その枠につ
いても、ぜひ思い切って残された臨時教員の頑張って
いる皆さんの状況も踏まえながら、増やしていただき
たいと思いますが、いかがですか。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
○半嶺　満 教育長　教員の採用につきましては、そ
の退職者の数、あるいは再任用希望者の数、児童生徒
数の増員等、そういったことも勘案して、毎年の採用
数を決めていきます。今年度から480名ということで
設定してございます。その採用枠のうちで夏選考、秋
選考というふうに分けていくわけですけれども、先ほ
ども申し上げました、秋選考につきましては、直近
20年で15年というふうな制限が、その条件がござい
ますので、どうしても若干名ということになります
が、やはり全体の採用数も毎年見直していきたいと考
えております。その中で、また検討していきたいと思
います。
○赤嶺　昇 議長　西銘純恵議員。
○西銘　純恵 議員　頑張っていただきたいと思いま
す。
　次、土木に行きます。
　県営住宅のこれまでの改築は何年間で何か所改築さ
れましたか。改築前の戸数等は何戸で、改築してどれ
だけ増やしましたか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　すみません、ちょっと休
憩をお願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時９分休憩
　　　午後２時９分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○前川智宏 土木建築部長　大変失礼いたしました。
　県営住宅の建て替え工事は、平成11年度から開始
をされておりまして、令和３年度までに13団地の建
て替えを行い、123戸を増戸しているところでござい
ます。
○赤嶺　昇 議長　西銘純恵議員。
○西銘　純恵 議員　20年間で新しい戸数、増えたの
は123戸ということですか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時９分休憩
　　　午後２時９分再開
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○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　はい、123戸増戸してい
るというところでございます。
○赤嶺　昇 議長　西銘純恵議員。
○西銘　純恵 議員　少ないんじゃないですか。先ほ
ど申込みと入居、回答がありましたけれど、この申込
みに対する倍率っていいますか、どうなっています
か。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時10分休憩
　　　午後２時10分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　令和５年度におけます
県営住宅の応募戸数は、414戸の募集に対しまして
3746世帯の応募があり、応募倍率は９倍となってお
ります。
○赤嶺　昇 議長　西銘純恵議員。
○西銘　純恵 議員　令和４年度で８倍弱で401、そ
れが今度は414で９倍になったと、どんどん倍率が上
がる状況ではないですか。全く足りないっていうこと
だと思うんですよ。ですから、これまでの県営住宅の
改築をするときに、上乗せして少し増やすか、でも
20年間で123戸しか増えていないっていうこれを抜
本的に見直さないと、今、本当に住宅難で高齢者の皆
さんも、なかなか移る民間アパートがないと、公営住
宅しかないというところで、私は７倍、８倍、今の新
しい戸数を増やすというものについては、抜本的に見
直してやらないといけないと思うんですけれども、部
長、いかがですか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　沖縄県公営住宅等ストッ
ク総合活用計画というものがございまして、その計画
によりますと、公営住宅等による建て替え事業の実施
方針といたしまして、建て替え事業後の戸数を１割程
度の増戸を目指し、本県の公営住宅ストック目標戸数
や地域における将来需要、今後大量に生じる事業の平
準化等を考慮し、設定しているものでございます。
○赤嶺　昇 議長　西銘純恵議員。
○西銘　純恵 議員　これまでやってきたのが、逆に
公営住宅の申込みの倍率がどんどん高くなっているっ
ていう状況を、いかに抜本的に改善するかっていうと
ころで、私聞いているんですよね。この１割程度って
いうのは僅か、20年で123戸って、とてもじゃない
けど足りないですよ。いかがですか。

　知事にお尋ねしたい。今の状況について、どうなの
か。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　県営住宅活用の理念と目
標設定等を行いまして、建て替え、改善、維持保全な
どの適切な手法を選択しながら、各事業を実施してい
るところであります。ストックの長寿命化、事業量の
平準化等を図りながら、県営住宅の建て替えに取り組
んでまいります。
○赤嶺　昇 議長　西銘純恵議員。
○西銘　純恵 議員　増設計画を抜本的に見直してほ
しい。いかがですか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　沖縄県公営住宅等ストッ
ク総合活用計画等に基づきまして、計画的に公営住宅
の事業を推進してまいりたいと考えているところでご
ざいます。
○赤嶺　昇 議長　西銘純恵議員。
○西銘　純恵 議員　子供の貧困対策の今年度の取組
を伺います。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　お答えいたしま
す。
　子供の貧困対策につきましては、貧困対策基金や国
の予算でありますこどもの貧困緊急対策事業、それか
ら一括交付金等を活用しながら事業に取り組んでいる
ところでございます。特に、貧困対策推進基金につき
ましては、令和４年度に60億円規模に積み増しをし
まして、就学援助の充実などの市町村の取組の支援
や、またヤングケアラーや若年妊産婦支援事業などの
新たな課題への対応、それから低所得者世帯へのヘル
パー派遣、県民会議を通した県外大学等進学サポート
等の事業を実施しているところでございます。
○赤嶺　昇 議長　西銘純恵議員。
○西銘　純恵 議員　先ほど、こども未来部、貧困対
策――知事にも答弁いただいたんですけど、最後に知
事に対して抱負、子供の貧困対策に対する思い、抱負
をお尋ねします。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　お答えいたします。
　沖縄県におきましては、支援が必要な子供に必要な
支援がしっかり行き届くよう、部局横断的な取組を強
化するため、今般、こども未来部を新設し、子供施策
に係る総合調整機能を新たに位置づけることとしてお
ります。と同時に、子供の貧困はその家庭の問題でも
あるということもしっかりと捉え、若者や女性への支
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援などについても、手厚く総合的に支援をしていきた
いというように考えております。さらには、新たな課
題への対応も含め、全庁体制で子供の貧困対策をさら
に力強く推進してまいります。
○赤嶺　昇 議長　西銘純恵議員。
○西銘　純恵 議員　那覇軍港で昨年、これまでやっ
たことのない軍事訓練が強行されました。県の対応に
ついて説明をいただきます。それで、今年もそうだっ
たと思うんですが、そのときの県の対応も伺います。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時15分休憩
　　　午後２時17分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　今年３月18日、沖縄県に事
前の連絡をすることなくＭＶ22オスプレイ１機が那
覇港湾施設に陸揚げされ、同年20日、同施設から普
天間飛行場に向けて飛行いたしております。
　県としては、市街地に位置し、多くの県民、民間機
が離着陸する那覇空港に近接している那覇港湾施設に
おいて、復帰後、ほとんど行われてこなかったこのよ
うな運用が行われることは、断じて容認できないこと
でございます。それでこのため、県は３月29日に外
務省沖縄事務所及び沖縄防衛局に対し、厳重に抗議し
たところでございます。
　以上です。
○西銘　純恵 議員　去年もって聞いたんです。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時17分休憩
　　　午後２時20分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○溜　政仁 知事公室長　失礼しました。
　県では、同様に令和３年11月、令和４年２月、６
月及び11月にオスプレイ等が那覇港湾施設を離着陸
した際にも、今後、同施設において、航空機の離着陸
を一切行わないことについて強く要請したところでご
ざいます。
○赤嶺　昇 議長　西銘純恵議員。
○西銘　純恵 議員　去年から、那覇軍港がこれまで
にない使われ方をしているということで答弁はあった
んですけれども。
　去年の２月15日付の、沖縄防衛局長に対する知事
名での抗議文なんですよね、米海兵隊の訓練につい
て、第３海兵遠征軍による訓練に厳重に抗議をして、
そしてこの航空機の離着陸や訓練を一切行わないよう
に米軍に働きかけてくれとか、本当に情報も提供しな

いでやっていることに対して抗議もしながら。そして
今年の３月についても、この厳しく――港湾施設の那
覇軍港の米軍基地機能が強化されて、基地の負担の増
加につながることはあってはならないと。そして要請
項目については、５.１５メモの厳格な運用、そして
オスプレイの配備も撤回しなさいというところまで要
請されていますよね。これは、県がこれまでやってき
た那覇軍港に対する使用方法について、やっぱり厳格
に守りなさいということを言って、ただ、それを聞い
たんですか。政府は、聞いて、米軍に対して、それ以
降の訓練、使用をさせないという立場に立ったのかど
うかというのが、私問われていると思うんですよ。
　それで、次回の移設協議会はいつになるんですか。
そして県の要請を、私は、これまでもう全く無視して
いる、一顧だにしていないと、これが日本政府だと
思っているんですよ。負担増になるということを明ら
かに分かりながら許している。基地負担が激増する可
能性が高い浦添新軍港については、受け入れられない
と主張すべきではないですか。移設協議会において。
いかがですか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時22分休憩
　　　午後２時22分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　お答えいたします。
　まず次回の移設協議会につきましては、まだ日程等
が明らかになってございません。それと、県は米軍
及び日米両政府に対し、那覇港湾施設においては、
５.１５メモの使用主目的に沿った厳格な運用を行
い、今後航空機の離着陸や訓練を一切行わないよう求
めているところであり、引き続き、求めてまいりたい
というふうに考えております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　西銘純恵議員。
○西銘　純恵 議員　本当にさっき言いましたけれど
も、こんななし崩しに、日本政府が沖縄県の言うこと
を聞かないままに軍港移設を進めるということについ
ては、断じて許せないと思いますので、やっぱり県は
厳しく、強くって言いますか、当たり前のことを要求
するっていう立場で、これまでも申し入れていますか
ら、やっていただきたいと思います。
　次、オスプレイの墜落についてですけれども、日本
はアメリカからオスプレイを17機購入しています。
購入した国は日本だけという報道があります。１機幾
らで購入したのかお尋ねします。
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○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　お答えいたします。
　平成30年2月16日の衆議院財務金融委員会におい
て、政府は、ティルトローター機の取得価格は中期防
衛力整備計画策定時では17機約1000億円を見積もっ
ていたが、実際は、平成27年度予算から平成30年度
予算で、17機合計で1747億円を計上しているという
ふうに説明しております。
○赤嶺　昇 議長　西銘純恵議員。
○西銘　純恵 議員　維持費負担も相当になるってい
うのを聞いているんですけれども、そもそも墜落を繰
り返している欠陥機を購入しているのは日本だけなん
ですよ。なんで日本政府だけ購入したのか、米国の言
いなりも甚だしいと本当に思うんですよ。１機で小中
学校の給食費２年分、無料にできるんですよ。沖縄県
の小中学校の給食費、前にもお尋ねしましたけど、
50億ですよね。それを無料にできるのに、本当に愚
かな無駄遣いをしていると、私は指摘しておきます。
　また欠陥商品というのは、リコールできるんですよ
ね。県民の命を脅かしている欠陥機は、リコールして
当然だということも付け加えたいと思います。
　もう一つ、質問します。
　非核三原則を持つ日本政府に対して、辺野古弾薬庫
に核弾薬を持ち込まないという確認ですよね。先ほ
ど、非核三原則だから、外務省は持ち込ませないと
言っていたとおっしゃいました。明確に、米国から持
ち込まないということを取り付けるべきだということ
を、政府に求めるべきではありませんか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時26分休憩
　　　午後２時26分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　先ほどの繰り返しになりま
すけれど、外務省はこれまで、沖縄への核兵器の配備
等に関する照会について、米側は我が国の非核三原則
に係る立場をよく理解しているとしまして、米国が非
核三原則に反する米軍の運用を行うことは、現状にお
いて想定されないと回答をしております。
　県としましても、非核三原則を堅持、厳守するとい
うのは当然であり、沖縄への核持込みはあってはなら
ないというふうに考えております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　西銘純恵議員。
○西銘　純恵 議員　これまでオスプレイ配備のとき
にも承知していません、日本政府は。アメリカが配備

しようとするのをだまして、沖縄・普天間基地に配備
をしてきた。そして、辺野古の埋立てについても、も
ともと様々な問題があるけれども、そういうのも隠し
たまま申請をしてきたとか。アメリカの言うことに、
そのまま政府そのものが物を言っていないわけです。
だからさっき米軍はこの日本の核兵器、三原則に反す
ることはやらないと言っているというそのものが、全
く担保がないわけです、確証を取れないわけですよ。
だから、沖縄県民からすれば、あの辺野古の弾薬庫が
二重構造になっていて、本当に核兵器を貯蔵するもの
になるんじゃないかという疑いが、どんどん膨れ上
がってきているわけですから、政府に対して、この核
兵器、核弾薬を持ち込まないという確認そのものを、
政府は米国から取ってくれということをやらないと。
それを沖縄県に示さない限りは、県民は安心できない
んです。だって米国は核抑止力を言っているわけで
す、それから、今、世界で軍事戦略を進めているわけ
だから、核抑止力に従っている日本政府が、この沖縄
に核弾薬を持ち込まないっていう確証を得るために
は、保証を取るためには、持ち込ませないという確認
書を取ってくれと。いかがですか。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　繰り返しになりますが、国
においては、米側はその我が国の非核三原則に係る立
場をよく理解しているというふうに回答しているとい
うことです。
　県としまして、どのような確認ができるかというこ
とについては、少し検討してみたいというふうに考え
ております。
○赤嶺　昇 議長　西銘純恵議員。
○西銘　純恵 議員　日本政府が言っている、米軍が
我が国の立場を理解しているという話が、とてもじゃ
ないけど、本当に私たち県民、日本国民だましにしか
取れないわけです。だから、沖縄県として、これを
ちゃんと持ち込ませないという確認を取ってほしいと
いうことは、政府に求めるべきではないでしょうか。
知事。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　我が国の非核三原則は、米国も
十分理解をしているということの外務省の回答ではあ
りますけれども、しかし我々はやはり、実際に日本全
体の70％余りの米軍専用施設と面積を担わされてい
るということをしっかりと確認をする意味でも、その
折に、外務省にもまたそのような要請も行いたいと思
います。
○西銘　純恵 議員　よろしくお願いします。ありが
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とうございます。
○赤嶺　昇 議長　渡久地　修議員。
　　　〔渡久地　修　議員登壇〕
○渡久地　修 議員　議長、一旦休憩。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時31分休憩
　　　午後２時31分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○渡久地　修 議員　県議会総務企画委員会は、11月
６日からフィリピンの米軍基地撤去跡地、東南アジア
諸国連合（ＡＳＥＡＮ）本部を視察してきました。基
地の重圧に苦しめられている沖縄の未来はどうあるべ
きか、大変参考になった視察でした。
　その点からまず質問します。
　１、米軍基地の撤去を目指すことについて。
　(1)、	フィリピンのスービック、クラークの米軍基
地が撤去された経緯について伺います。
　(2)、	スービック、クラークの米軍基地跡地の目覚
ましい発展について伺います。
　(3)、	米軍基地を撤去させてこそ沖縄経済も発展す
る。そこを目指すべきではないか。
　２、ＡＳＥＡＮ（東南アジア諸国連合）から学ぶ点
について。
　(1)、	ＡＳＥＡＮ結成からの経緯と果たしている役
割と、東アジア首脳会議への広がり及びＡＳＥＡＮイ
ンド太平洋構想（ＡＯＩＰ）について伺います。
　(2)、	平和の発信拠点を目指す沖縄県としても関連
会議やイベント等の誘致等、連携を構築すべきと思い
ますが、見解を伺います。
　３、沖縄からの海外移民との連携及び支援につい
て。
　(1)、	海外からの県費留学生受入れ事業の継続と拡
大について伺います。
　(2)、	沖縄県の海外展開支援事業も地域及び事業の
内容等を拡充すべきです。
　(3)、	海外の移民の皆さんは、沖縄文化の継承への
熱い思いを持っています。重層的な支援策が必要で
す。見解を伺います。
　(4)、	沖縄県移民センター・世界ウチナーンチュセ
ンターの建設について伺います。
　４、市管理港湾への艦船の入港には、非核証明書を
求めている神戸市のように、沖縄県港湾管理条例を改
正すべきではないか。
　５、高齢者福祉について。
　(1)、	独り暮らしの高齢者の数と警察が把握してい
る孤立・孤独死の現状について伺います。

　(2)、	独り暮らしの高齢者及び低所得高齢者への支
援策について伺います。
　(3)、	独り暮らし及び低所得高齢者向けの公営住宅
の増設及び公営借り上げ住宅について伺います。
　(4)、	高齢者のいわゆる買物難民対策について伺い
ます。
　(5)、	高齢者貧困対策基金（仮称）の設置で、低所
得高齢者支援を拡充すべきです。見解を伺います。
　６、学校給食について。
　(1)、	学校給食の無償化の早期実施について伺いま
す。
　(2)、	琉球漆器の学校給食用食器の製作と活用を拡
充し、漆器産業の活性化及び沖縄文化を継承すること
について伺います。
　７、我が党の代表質問との関連について。
　比嘉瑞己議員のオスプレイ事故に関して、１(1)、
オスプレイが全世界で飛行停止になり、生産も終了と
のことですが、構造的な欠陥機であることがもはや覆
せない事実だからではないでしょうか。
　(2)、	欠陥機との指摘を無視し続けて、沖縄で訓練
を強行してきた米軍と欠陥機オスプレイをアメリカに
言われるままに購入してきた日本政府の責任も重大と
思いますが、見解を伺います。
　(3)、	県として、飛行再開は絶対に認められない。
沖縄から撤去せよと改めて強く抗議、要請すべきで
す。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
　　　〔玉城デニー　知事登壇〕
○玉城デニー 知事　渡久地修議員の御質問にお答え
いたします。
　米軍基地の撤去を目指すことについての御質問の中
の沖縄経済の発展について、米軍基地の撤去を目指
すこと等についてお答えいたします。１の(1)、１の
(2)、それから１の(3)は、ここまで関連いたしますの
で、恐縮ですが一括してお答えいたします。
　1947年に締結されたアメリカ、フィリピンの基地
協定により米軍が使用することとなったクラーク空軍
基地及びスービック海軍基地は、フィリピン上院の基
地存続を認める新条約の批准否決等により、1992年
11月までに返還されております。スービック海軍基
地跡地やクラーク空軍基地跡地では、自由貿易港や国
際空港を備えた経済特別区に転換し、税制面での優遇
制度を活用して、国内外から多くの企業を誘致し、新
たな雇用を創出するとともに、自然保護林などを活用
した観光の開発も行い、大きな経済効果を生み出して
いると承知をしております。
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　平成27年１月に沖縄県が公表いたしました経済効
果の調査では、基地返還後の跡地利用による直接経済
効果は那覇新都心地区で32倍、小禄金城地区で14倍
となるなど、かつての基地経済の効果を大きく上回る
ものとなっております。また、返還が予定されている
キャンプ桑江、キャンプ瑞慶覧、普天間飛行場、牧港
補給地区、那覇港湾施設の活動による直接経済効果
の合計は、返還前の501億円に対し、返還後は8900
億円と約18倍、跡地利用に伴う誘発雇用人数の合計
は、返還前の4400人に対し、返還後は８万503人と
約18倍になると試算をしております。今後、基地の
返還及び跡地利用が進めば、さらなる発展が期待で
き、引き続き駐留軍用地跡地の有効かつ適切な利用を
推進し、沖縄の一層の発展につなげてまいります。
　その他の質問につきましては、部局長から答弁をさ
せていただきます。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
　　　〔溜　政仁　知事公室長登壇〕
○溜　政仁 知事公室長　２、ＡＳＥＡＮ（東南アジ
ア諸国連合）から学ぶ点についての中の(1)、ＡＳＥ
ＡＮ結成の経緯等についてお答えいたします。
　ＡＳＥＡＮは、ベトナム戦争が泥沼化し、東南アジ
ア諸国が大国勢力の交差する場となっていく中、地域
の問題を自らの手で解決していくことが、地域の平和
と安定につながるとの理念に基づき、1967年に設立
されております。東アジア地域では、ＡＳＥＡＮ10
か国に日本、中国、米国等８か国が参加する東アジア
首脳会議など、ＡＳＥＡＮを中心に多層的な地域協力
枠組みが機能しており、政治・安全保障・経済を含む
広範な協力関係が構築されております。また、2019
年にＡＳＥＡＮ首脳会議において採択されたＡＳＥＡ
Ｎインド太平洋構想は、インド太平洋地域における海
洋協力、経済等の分野での協力の推進を掲げておりま
す。
　同じく２の(2)、ＡＳＥＡＮ関連会議等の誘致及び
連携の構築についてお答えいたします。
　県では、アジア太平洋地域平和連携推進事業におい
て、今年度、ＡＳＥＡＮ加盟国を重点調査対象とし、
連携に向けた取組を進めているところです。現在、各
国の関係者にヒアリングを行っており、駐日ベトナム
大使からは、地域連携について、ぜひ協力したいの
で、具体的にどのような分野で連携を希望しているか
具体的に示してほしいとの発言がありました。また、
駐日インド大使館からは、観光関連等の相互の人材交
流などに積極的に協力したいとの発言がありました。
引き続き、アジアにおける安全保障や国際協力などの

有識者等へのヒアリングを通じて、ＡＳＥＡＮ関連会
議等の誘致及びＡＳＥＡＮ各国との連携の可能性を検
討してまいりたいと考えております。
　７、我が党の代表質問との関連についての中の
(1)、オスプレイの構造的な問題についてお答えいた
します。
　今回のオスプレイの墜落事故について、米軍は、声
明において、「初期的な調査情報は、潜在的な物質的
不具合によって今回の事故が起こったことを示唆して
いるが、この不具合の根本的な原因は現時点では不明
である。」としております。オスプレイは、開発段階
から事故を繰り返し、多数の死者を出しており、特
に、昨年からの海外における死亡事故や国内民間空港
への緊急着陸など、事故が相次いで発生しておりま
す。
　県としては、同機の安全性に強い疑念を抱かざるを
得ないと考えております。引き続き、今回の事故や生
産等に関する情報を収集してまいります。
　同じく７の(2)、オスプレイの配備の責任について
お答えいたします。
　県はこれまで、オスプレイの事故が発生するたび
に、米軍や日米両政府に対し、原因究明や公表、原因
究明までの飛行中止等を求めておりますが、米軍は十
分な説明がないまま飛行を続けております。また、政
府は、オスプレイ導入を決定するまでの検証過程にお
いて、各種技術情報を収集・分析し、オスプレイが安
全な機体であることを確認したとしております。重大
事故が相次いで発生している状況は、県民になお一層
の不安を与えるものであり、県としては、日米両政府
が、その責任において、オスプレイの配備を撤回する
必要があると考えております。
　同じく７の(3)、オスプレイの沖縄からの撤去につ
いてお答えいたします。
　県は、事故発生当日の11月29日、政府に対し、事
故原因が究明されるまでの間は、海兵隊所属機も含め
オスプレイの飛行を停止すること等を要請しました。
その後、米軍は、日本に配備される全てのオスプレイ
は、徹底かつ慎重な整備と安全点検を行った上で運
用されているとし、運航を継続したものの、12月７
日、米空軍、米海軍及び海兵隊のオスプレイの運用停
止を発表しております。
　県としては、事故原因が究明されるまでの間は、飛
行再開は認められないと考えております。引き続き、
米軍及び日米両政府に対し、オスプレイの配備撤回を
求めてまいりたいと考えております。
　以上になります。
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　失礼いたしました。
　２のＡＳＥＡＮから学ぶ点についての(2)の中で、
駐日インドネシア大使館と読むところを、間違えて駐
日インド大使館と発言いたしました。正確には、イン
ドネシア大使館でございます。訂正しておわびいたし
ます。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
　　　〔宮城嗣吉　文化観光スポーツ部長登壇〕
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　３、海外移民と
の連携及び支援についての(1)、県費留学生の受入れ
についてお答えします。
　県では、昭和44年以降、海外に移住した県系子弟
等を県内大学や文化機関等で受け入れるウチナーン
チュ子弟等留学生受入事業を実施しております。新型
コロナウイルス感染症の影響により令和２年度は事業
を中止し、令和３年度以降は受入れ期間や人数を制限
して実施しており、令和５年度は、子弟等10名を６
か月間受け入れております。令和６年度は、受入れ期
間を１年間とするなど規模を回復して実施する予定で
す。引き続き、将来にわたり本県と出身国とのかけ橋
になる人材を育成し、次世代へのウチナーネットワー
ク継承につながるよう取り組んでまいります。
　同じく３の(3)、沖縄文化継承の支援についてお答
えします。
　県では、沖縄が持つ多様で魅力的な文化を海外へ発
信するとともに、海外県人会と沖縄のつながりを強化
することなどを目的に、10月30日の世界のウチナー
ンチュの日を中心とした期間に文化芸能の指導者を海
外に派遣しております。今年度は、カナダのカルガ
リーオキナワンクラブなど４県人会に派遣し、エイ
サーや三線、獅子舞など、事前のオンライン指導に加
え、現地での直接指導を行いました。引き続き、海外
県人会の要望に沿うよう支援してまいります。
　同じく３の(4)、沖縄県移民センター・世界ウチ
ナーンチュセンターについてお答えします。
　県では、移民の歴史を後世に伝えることは、県民や
県系人等の相互理解を深め、ウチナーネットワークの
さらなる継承・発展を図るために重要と考えておりま
す。このため、県立図書館及び県立博物館・美術館に
おいて、関連資料の常設展示を行っております。移民
センターの機能を含めた世界のウチナーンチュの交流
拠点については、既存施設等の活用を含め、ウチナー
ネットワークコンシェルジュの機能を拡充しつつ、そ
の設置に向けて取り組んでまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。

　　　〔松永　享　商工労働部長登壇〕
○松永　享 商工労働部長　３、海外移民との連携及
び支援についての(2)、海外展開支援事業についてお
答えします。
　県では、海外に向けた県産品の販路拡大の取組とし
て、航空輸送費軽減や県内事業者が行う販売促進活
動、海外渡航等への支援を行っているところです。具
体的には、市場ニーズに対応した商品開発や海外見本
市への出展、商談会開催等に要する費用の一部を助成
しているところです。
　県としましては、引き続き県内事業者の輸出動向の
把握に努めるとともに、海外事務所やジェトロ現地事
務所等の関係機関とも連携して、県内企業の活動支援
を拡充することにより、さらなる海外展開の促進を
図ってまいります。
　６、学校給食についての(2)、学校給食用漆器の利
活用の促進等についてお答えします。
　県では、平成29年度から令和元年度にかけて実施
した琉球漆器普及促進事業において、学校給食用漆器
を製作し、県内の小中学校に貸与しており、現在も
十三祝いや卒業祝い等の行事食の際に活用されている
ところです。今後の利活用の促進につきましては、教
育現場等の意向もあることから、関係機関等の意見を
踏まえ検討してまいります。
　県としましては、琉球漆器産業をはじめ、県内工芸
産業の自立的、持続的発展につながるよう、引き続
き、各種施策を推進してまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
　　　〔前川智宏　土木建築部長登壇〕
○前川智宏 土木建築部長　４、港湾管理条例の改定
についてお答えいたします。
　港湾施設の利用については、港湾法第13条第２項
において、何人に対しても不平等な取扱いをしてはな
らないと規定されております。港湾管理者としては、
港湾の利用を制限する条例制定は、法の趣旨に鑑み、
慎重に検討すべきものと考えております。
　次に５、高齢者福祉についての(3)、独り暮らし高
齢者向け公営住宅の増設及び公営住宅の借り上げにつ
いてお答えいたします。
　県営住宅については、建て替え事業を実施する際に
戸数を増やしているところであり、高齢者世帯を含む
入居世帯の意向を踏まえた供給を行っております。ま
た、借り上げによる公営住宅の供給については、費用
や管理の面で課題があることなどから、これまで導入
には至っておりません。
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　県では、高齢者の抱える居住の課題解決に向けて、
民間事業者との連携をさらに推進するとともに、民間
を活用した公営住宅の供給手法についても研究してま
いります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
　　　〔宮平道子　子ども生活福祉部長登壇〕
○宮平道子 子ども生活福祉部長　５、高齢者福祉に
ついての御質問の中の(1)、独り暮らしの高齢者数に
ついてお答えいたします。
　令和２年国勢調査の結果によると、本県の独り暮ら
しの高齢者は、６万8601人となっております。
　同じく(2)、独り暮らし及び低所得の高齢者への支
援についてお答えいたします。
　独り暮らしや低所得者を含む、様々な生活課題を抱
える高齢者に対しては、市町村や地域包括支援セン
ター等が見守り、配食サービスなどの福祉サービスや
生活困窮者に関する窓口などにつないで、個別に支援
を行っております。また、高齢者の多様なニーズに対
応するため、市町村が生活支援員を配置し、地域での
支え合いについても推進しているところです。
　県としましては、引き続き、高齢になっても安心し
て暮らせる地域づくりに向け、市町村等と連携し取り
組んでまいります。
　同じく(4)、高齢者の買物難民対策についてお答え
いたします。
　食料品や日用品等の買物など、外出が困難となる高
齢者は、市町村からの聞き取りなどによると、増加傾
向にあるものと認識しております。これら高齢者に対
する支援としましては、高齢者の移動支援の取組促進
のほか、移動販売や宅配サービス等の活用促進などが
考えられるところです。当該取組は、地域の実情に応
じて進めていく必要があることから、市町村と連携し
て対応してまいりたいと考えております。
　同じく(5)、高齢者貧困対策基金の設置についてお
答えいたします。　
　低所得の高齢者に対しては、生活困窮者自立支援制
度、生活保護など、既存の制度等により支援を行って
いるところです。市町村が設置する地域包括支援セン
ターでは、高齢者からの相談等により支援の必要性を
把握した場合は、これら制度を含め、暮らしを支える
ための様々な制度や取組等につないでいます。新たな
基金の設置につきましては、既存の制度等とのすみ分
けなど、慎重な検討が必要であると考えております。
高齢者に対する支援策の拡充につきましては、ニーズ
を踏まえ取り組んでまいりたいと考えております。

　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　警察本部長。
　　　〔鎌谷陽之　警察本部長登壇〕
○鎌谷陽之 警察本部長　５、高齢者福祉についての
御質問のうち(1)、警察把握の孤立・孤独死について
お答えをいたします。
　いわゆる孤立・孤独死につきましては、独り暮らし
の中にも頻繁に家族が訪問している場合もあれば、同
居者がいてもお互いに関わりがない場合もあるなど、
その生活実態は様々であるため、明確な定義が困難で
あり、統計上の件数としては把握をしておりません。
　県警察が取り扱った御遺体は、交通事故死に関す
るものを除きますと、令和４年中が2306体、令和５
年10月末現在の暫定値では1875体でありますが、そ
のうち65歳以上の独り暮らしの方は、令和４年中が
716体、令和５年10月末現在では443体となっており
ます。県警察が取り扱う御遺体は、年々増加してお
り、そのうち65歳以上の独り暮らしの方の数につき
ましても、年ごとに若干の増減はございますが、おお
むね増加傾向にございます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
　　　〔半嶺　満　教育長登壇〕
○半嶺　満 教育長　６、学校給食についての中の
(1)、学校給食の無償化の早期実施についてお答えい
たします。
　県教育委員会では、今年度、保護者を対象にアン
ケートを行うとともに、市町村と意見交換を行ったと
ころであります。アンケートにおいては、就学援助等
を受けている世帯を除いた約４割の世帯が給食費が負
担と回答しており、市町村との意見交換では、早めの
周知をしてほしいなどの要望がありました。現在、そ
の結果を踏まえ、予算規模、財源及び実施時期につい
て検討しているところであります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後２時57分休憩
　　　午後２時58分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　渡久地　修議員。
○渡久地　修 議員　どうもありがとうございまし
た。
　知事、今日は、提案型で再質問したいと思います。
　まず知事に提案したいと思います。
　フィリピンのスービック、クラーク基地、知事にも
ぜひ視察していただきたいということを真っ先に提案
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したいと思います。1991年、フィリピンの上院は、
いかなる国においても外国軍隊が存在することは異常
な状態である、米国とは友好、協力は望むが、服従は
望まないと激しい議論の末、基地使用協定を破棄しま
した。そして、92年に基地が返されました。
　今回の総務企画委員会の視察で、両基地跡地を視察
しましたが、担当者は時間をオーバーして、私たちの
昼食時間がなくなって、私たちはバスの中で弁当を食
べると。そして、夕食時間もさらに延びるというぐら
い、非常に熱のこもった説明を、確信に満ちた説明を
受けました。経済特区としても企業誘致が進み、観光
地としても大いに発展し、スービック基地跡地では、
米軍基地時代は３万人の雇用だったのが、現在は15
万4120人になっていると。クラークでは、２万人な
いし３万人だったのが、現在は12万7509人に増えて
いると言っておりました。そして、スービックの担当
者は、これだけ発展したことについて３つの転換点と
いうことで説明していました。１つは、人々の意識と
価値観の転換、これを図ってきた。２つ目は、法的な
枠組み、特区制度とか、これをしっかりつくった。３
つ目が、インフラの整備を進めてきたということでし
た。私はその中で、人々の意識と価値観の転換、これ
を真っ先に挙げていたということに非常に感銘を受け
ました。基地が返されたら大変なことになる、外国か
ら攻められる、もう雇用が守れない、相当な不安が
あったと思いますが、人々の意識と価値観の転換に
よって、自立と自主的な発展への道を選択したわけで
す。クラーク基地跡地でも、人々の転換への強い意志
によって、この30年発展してきたんだということを
担当者は告げていました。私は、スービックでの説明
の後に、米軍基地が返されてよかったと思いますかと
いうことを直接聞きました。そうしたら、イエス、も
ちろんですと。そして、これからのフィリピンの未来
にとって展望がありますかと聞いたら、イエス、もち
ろんですということがすぐ返ってきました。
　知事、米軍基地が返されたら経済はこのように発展
するんだと、沖縄の未来の展望をやっぱり県民にしっ
かりと理解してもらう、この転換が私はとても大事だ
と痛感しました。そういう意味で、今回初めて視察し
ましたが大変勉強になりました。知事、大田元知事も
以前視察したようですが、このスービックとクラーク
返還跡地、ぜひデニー知事が視察して、自らこの目で
見て、沖縄の行政に生かしていただきたい。いかがで
しょうか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　私も実は衆議院議員のときに

も、10年以上前だと思いますが、クラーク空軍基地
跡地を視察をさせていただきまして、そこが経済特区
として非常に発展をしているということもお話を聞か
せていただきました。やはり長い滑走路がある、それ
をそのまま活用して国際空港にして、主に貨物を中心
に我々は運用しているというような話をしていたと記
憶しておりますが、なるほど、これからの沖縄の基地
の跡地もそのように地域の、いわゆるニーズに合わせ
て、基地跡地の使い方を当該市町村と連携しながら
国・県・市町村・地域と様々な形での振興ができると
思います。先ほども申し上げましたが、直接経済効
果、那覇新都心地区で32倍、小禄金城地区で14倍、
北谷ハンビーでも同じように高い経済効果を見せてい
ます。雇用もそれに比例して増えています。ぜひ、時
間が調整できましたら、再度このクラーク空軍基地
や、それから前回は見ることができませんでしたが、
スービック海軍基地の跡地などについても関係者から
いろいろとお話を賜ってまいりたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　渡久地　修議員。
○渡久地　修 議員　知事、沖縄の知事として視察す
ることは、とても意義がありますので、ぜひやってく
ださい。
　次に、ＡＳＥＡＮについて。
　ＡＳＥＡＮ、私は、これまでもＡＳＥＡＮの平和外
交を沖縄県としても参考にすべきと提案し続けてきま
した。ＡＳＥＡＮは10か国からそして東南アジア友
好協力条約（ＴＡＣ）へと、枠組みも広がっていま
す。この東南アジア友好協力条約の目的と原則につい
てお願いします。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　ＴＡＣ、東南アジアにおけ
る友好協力条約は、ベトナム戦争後の東南アジア地域
における永続的平和と安全を確保するための方法及
び、そのための地域協力の在り方についての法的枠組
みの必要が提唱され、1976年当時、ＡＳＥＡＮに加
盟していた５か国、インドネシア、マレーシア、フィ
リピン、シンガポール、タイ間の批准を得て効力を生
じております。同条約は、締約国の強化、連帯及び関
係の緊密化に寄与する締約国の国民の間の永久の平
和、永久の友好及び協力を促進することを目的とし、
相互の国内問題への不干渉、意見の相違または紛争の
平和的手段による解決、武力による威嚇または武力の
行使の放棄などを基本原則としております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　渡久地　修議員。
○渡久地　修 議員　この最初に、ＡＳＥＡＮの平和
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の共同体を県政に生かすべきだと、私この議場で提案
したのが、ちょうど今から10年前、2013年9月30日
の議会で、当時、仲井眞知事でした。それで、この東
南アジア友好協力条約、10年前はたしか28か国でし
た。これから倍近く増えていると思うんですが、今回
訪問したら、倍近くに増えていた。10年前と今回の
参加数と主な参加国を教えてください。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　お答えいたします。
　2012年６月時点における批准国は、日本やアメリ
カ、中国など28か国となっており、その後2019年ま
でにイギリスやフランス、エジプト、イラン、ブラジ
ルなどが加わり、38か国に、そして2023年９月現在
は、パナマ、セルビア、クウェートが加わり、53か
国と１機関――１機関は欧州連合になっており、それ
らが批准しております。このように批准国は、ヨー
ロッパ、アフリカ、中東、東アジア、南北アメリカの
国々など世界中に広がっているというふうに承知して
おります。
○赤嶺　昇 議長　渡久地　修議員。
○渡久地　修 議員　この平和の大きな願いは、世界
の大陸にまで広がっています。この地域は、戦後は戦
争が絶えない、紛争が絶えない地域だったそうです。
それを絶対戦争をしてはいけないと５か国で最初ス
タートして、粘り強い、対話で平和を維持することに
力を入れてきたそうです。国も違う、宗教も違う、考
え方も違うが、互いに相手を尊重して徹底した話合い
で粘り強く行ってきたそうです。年間の会議数を聞い
たら、この１年間で1400回会議をしたそうです。そ
して、対話をやめたら戦争になるということを担当者
は言っていました。
　私は、このＡＳＥＡＮの関連会議をぜひ沖縄に誘致
したいということも要請してきました。向こうから
は、まずは地方レベルでの交流が必要ですということ
も言っていましたけれども、知事、今、世界各地で戦
争への逆流も起こっていますが、大きな流れはやっぱ
り対話による、外交による平和の維持だと思います。
そして、それが今とても大事だと思いますので、沖縄
の地域外交のためにも、先ほども地域外交の答弁があ
りましたけれども、ぜひ、知事、フィリピンに行った
後、このインドネシア、ジャカルタのＡＳＥＡＮ本部
も訪ねていただいて、この平和の流れもしっかりとつ
かんでいただいて、そして沖縄への連携と関連会議の
誘致を知事自ら行っていただきたいと思いますが、こ
れも提案させていただきます。知事、いかがですか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。

○玉城デニー 知事　2019年、ＡＳＥＡＮ首脳会議に
おいて採択された、ＡＳＥＡＮインド太平洋構想は、
インド太平洋地域における海洋協力、経済などの分野
での協力の推進を掲げております。先日もお話をさせ
ていただきましたけど、Ｇ20の議長国の首相であっ
たインドのモディ首相も、包摂的な対話によって我々
はその各国が一つにまとまって、これからは戦争のな
い世界をつくっていくということも表明しています。
ＡＳＥＡＮとの連携も非常に重要なファクターだとい
うように認識をしておりますので、機会がありました
らまたぜひ日程を調整してみたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　渡久地　修議員。
○渡久地　修 議員　ぜひ、このフィリピンそしてＡ
ＳＥＡＮ、視察していただきたいと思います。
　次に、高齢者福祉について。
　私が今回この質問をしたのは、皆さんも周りで起
こっていると思いますが、最近、私たちの周りで独り
暮らしの高齢者が誰にもみとられることなく亡くなっ
て、数日たって、数週間たって、あるいは何か月か
たって発見されるという事態が増えてきたと。これ皆
さんは聞いたことあると思いますが、高齢者の生活の
支援は、私はとても急務だと思います。生活福祉部
で、いわゆる孤立・孤独死について把握しているのが
ありましたら教えてください。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後３時10分休憩
　　　午後３時10分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　お答えいたしま
す。
　すみません、ちょっと休憩をお願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後３時10分休憩
　　　午後３時12分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　失礼いたしまし
た。
　先ほど、警察のほうで令和４年度に取り扱った65
歳以上の独居の高齢者の死亡者数が約700人というこ
とでしたので、独り暮らしの高齢者数を令和２年の国
勢調査の結果から約７万人としますと、約１％となり
ます。
○赤嶺　昇 議長　渡久地　修議員。
○渡久地　修 議員　これは警察が言ったものは１％
ということで、私は孤立・孤独死について、生活福祉

‒ 341 ‒



部でちゃんとつかんでますかということを聞いたんで
す。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　失礼いたしまし
た。
　孤立死・孤独死については、定義が定められておら
ず、孤立死・孤独死を判断する情報等が限られている
ことから、調査は困難であるというふうに考えており
ます。
○赤嶺　昇 議長　渡久地　修議員。
○渡久地　修 議員　そして、私たちの生活相談事務
所にも、そして県議の皆さんにも来ていると思いま
す。高齢者の生活相談が増えています。年金がない、
あるいは年金が引き下げられて、この物価高で生活で
きない、生活保護を受けている方も物価高に追いつか
ない、生活できない、住宅も貸してもらえない、何と
かしてくれということなんですよ。部長、沖縄の無年
金者の実態について、まずお願いします。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　お答えいたしま
す。
　厚生労働省の年金に関する直近の調査結果によりま
すと、令和元年度県内で65歳以上で年金を受給され
ていない方は約１万2000人となっておりまして、65
歳以上の人数の約3.7％を占めております。これは全
国の約2.2％よりも高い状況となっているところでご
ざいます。
○赤嶺　昇 議長　渡久地　修議員。
○渡久地　修 議員　無年金者が１万2000人ですか、
本当にすごい数ですよね。この高齢者の孤独死・孤立
死っていうのは減らすことはできないのか、それで生
活に困っているお年寄りに何とか支援の手を差し伸べ
ないといけないというのを私はずっと思っているんで
すが、知事、先ほど来の答弁聞いていて分かると思い
ますが、県の福祉部の答弁は、これは市町村です、介
護です、生活保護、市町村です。もうほとんど市町
村、市町村で、県としての対策は、私は非常に不十分
だと思っています。そういう意味で、介護の制度、生
活保護の制度などから抜けている人たちがいないか、
これは何とか救わないといけないんじゃないですかっ
ていうのを思っているんです。そういう意味で、実態
調査をぜひやっていただきたい。そのことを提案した
い、実態調査。ぜひこれを提案したいんですが、いか
がでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　現在、県が、子供の貧困対策を

県の最重要政策の一つとして位置づけて対応している
のは、実際にこの子供たちの貧困の調査を行ったその
数字から導き出されてきているものだというように受
け止めています。ですから、必要であれば、また部局
と相談をして、そのような実態調査も必要であろう
と、行うべきであろうというように思います。
○赤嶺　昇 議長　渡久地　修議員。
○渡久地　修 議員　知事、まさにそのとおりなんで
すよ。県が子どもの貧困対策基金を積んだのも、実態
調査を初めてやったんです。その結果が基金につな
がったんです。そして、ヤングケアラーもそうです。
最初出たときに、なかなか動けなかったけど、実態調
査をやって、これは県が動かないといけないというこ
とで対策が取られたんです。だから、誰一人取り残さ
ないというデニー県政の下で、高齢者の生活の問題、
独り暮らしの問題、困窮している人たちの実態調査を
県としてやる。市町村とも連携して、そして支援をし
ていく。それで先ほどありました食料支援のときに、
ずらっと列に並んでいるという今実態もありますか
ら、知事、ぜひ実態調査、そしてもう一つ、高齢者貧
困対策基金ですね。これも今もう、すぐ駄目じゃなく
て、これも含めて、知事、検討の俎上にのせていただ
きたいと思うんですが、いかがでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　まず、既存の支援制度がありま
すから、その制度の活用が一番基本になるわけですけ
れども、この基本制度とのすみ分けなど、慎重な検討
が必要な部分もあると思いますので、十分研究してま
いりたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　渡久地　修議員。
○渡久地　修 議員　私たちとしては、高齢者貧困対
策基金、これはぜひ創設も含めて実態調査もやってい
ただきたいと提案しておきたいと思います。
　次に、世界のウチナーンチュセンターの建設につい
てですけど、要請者が要請している規模、内容、機能
について伺います。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　世界ウチナーン
チュセンター設置支援委員会から、10項目ほど要請
が出ております。１つが、官民共同によるウチナーン
チュネットワークの統括室として、相互の交流を促進
する。それから、沖縄移民の文書資料・写真・映像資
料・音声資料などの収集整理、閲覧、展示機能。移民
や国際交流に関わる諸団体の共同スペースの設置。
ルーツ検索など、海外沖縄の双方向的な移民情報、レ
ファレンスサービスの実施。その他教育活動のための
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研修室、気軽に集える場所の設置、簡易宿泊施設の設
置などの機能が求められております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　渡久地　修議員。
○渡久地　修 議員　その中にはホールとか大きな集
会所などもありますけれども、ずっとこの間答弁し
て、私の先ほどの答弁にも、既存の施設の活用という
ことを言ってましたけど、この既存の施設というので
今のような要望を満たせるようなところはあるんです
か。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　ネットワークの
統括室とするような機能につきましては、ウチナー
ネットワークコンシェルジュの日常的な活動がありま
すし、収集整理、閲覧、展示の部分につきましては、
県立図書館または県立博物館・美術館における移民資
料展示、それからルーツ検索、レファレンスサービス
につきましては、県立図書館における沖縄県系移民
ルーツ調査サービスなど、既存のサービスやその機能
などがありますけれども、そういった既存の行われて
いる取組を含めまして、今、要請団体と必要な機能に
ついて意見交換をしながら機能の整理を行っていると
ころでございます。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　渡久地　修議員。
○渡久地　修 議員　私も直接お話を伺いましたけれ
ども、要するに、向かっている方向は一緒だと思うん
ですよ。だから、私は既存あるいは新設、それも含め
て、やるにしても相当の財源が必要だと思います。そ
のためには、県だけのお金でやるのか、あるいは私は
世界のウチナーンチュ、これだけ広がっていますか
ら、世界的にクラウドファンディングも呼びかけて、
資金を造成するということも可能だと思いますので、
それも含めて、これもどうですかって言ったら、自分
たちもそれは提案していると言ってましたけど、それ
も含めて、ぜひいいものを造り上げていただきたいと
思うんですが、知事、いかがですか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　世界ウチナーンチュセンター、
あるいは沖縄県移民センターなど、移民の歴史を後世
に伝えることは、今文化観光スポーツ部長から答弁が
ありましたとおり、常設の展示でありますとか、それ
からルーツの検索でありますとか、ウチナーネット
ワークコンシェルジュの日常的なネットワーク活動な
ども行っておりますけれども、それらを総合的にどの
ようにして体系化するか、あるいは集約化するかとい

うことについては、引き続き支援団体の方々と意見交
換をしていきたいと思います。
○赤嶺　昇 議長　渡久地　修議員。
○渡久地　修 議員　トロントの日系移民センター、
すごい上等な施設があるんですよ。あれ大変すばらし
いと思います。それも参考になると思う。ただ、あれ
を造るとなると、また莫大なものになるんで、それも
含めてクラウドファンディングも含めて、ぜひ相談し
ていい物を――私は移民の皆さんもみんなで一緒に自
分たちで造った物を造り上げていただきたいと思いま
す。
　次に、学校給食について、先ほど答弁ありました。
前の答弁と、全く変わらない。私から言わせれば、後
退してるんじゃないかなと思います。この間何度も取
り上げて、食洗機に耐えられる、乾燥機に耐えられる
ものを県が学校給食用食器として開発したんですよ。
これが広がって、この前の新聞には、浦添市の教育委
員会がつくったと大変喜ばれているんです。だから、
商工労働部だけの視点で見ると僕は駄目だと思う。教
育委員会の視点、そして文化観光スポーツ部の文化の
面からの視点、観光産業からの視点、農林水産部の林
業振興からの視点、こういったあらゆる視点からこれ
を見て、推進する必要があると思うんですよ。せっか
く県がここまでつくり上げてきたのに、もう逆に後退
してしまっているとしか私は思えない。この今挙げた
部は、全て照屋副知事の管轄なんですよ。照屋副知
事、一つにまとめて、これ前に進めるべきじゃないで
すか。どうですか。
○赤嶺　昇 議長　照屋副知事。
○照屋義実 副知事　去る３月議会でも質問が出てい
ましたので、私も答弁した覚えがありますけれども、
沖縄県としましては、琉球漆器産業の持続的発展につ
ながるように、伝統的な技術・技法の継承や消費者
ニーズに対応した商品開発及び販路開拓等の支援を図
ることが重要であると考えております。先ほど松永部
長からも答弁がありましたけれども、県では、平成
29年度から令和元年度にかけて実施した琉球漆器普
及促進事業において、学校給食用漆器を製作し県内の
小中学校に貸与しており、現在も十三祝いや卒業祝い
などの行事等の際に活用されているというふうに答弁
しておりますが、この学校給食用漆器の導入につきま
しては、産業振興の視点を踏まえますとともに、教育
現場等の意向もあることから調整の場、プロジェクト
チーム、ＰＴの設置を含め、どのような取組が可能
か。さきの平成29年から令和元年度にかけて実施し
た事業からもう５年たっておりますので、改めてその
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実績・効果等もやっぱり検証するというふうな面も含
めまして、そういう場をつくって、どのような取組が
可能か関係機関等の意見を聞きながら検討してまいり
たいと思っております。なお、経済団体の中でこの今
の提起に対して、関係する団体は中小企業団体中央会
でありまして、この中央会さんともしっかり意見交換
しながら取り組むようにというふうに指示をしており
ます。よろしくお願いします。
○渡久地　修 議員　ありがとうございます。
○赤嶺　昇 議長　國仲昌二議員。
　　　〔國仲昌二　議員登壇〕
○國仲　昌二 議員　休憩。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後３時25分休憩
　　　午後３時25分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○國仲　昌二 議員　皆さん、こんにちは。
　会派おきなわ新風、宮古島選出、國仲昌二です。
　まずは、宮古の方言、ミャークフツで御挨拶いたし
ます。
　ンーナ　ゾーカー　ウラーンマ　皆さん、御機嫌い
かがですか。ブガリーブガリ　ウズパズヤースガ　大
変お疲れだとは思いますが、バガ　パナスーマイ　ツ
キフィーサマチヨー　私の質問にもお付き合いをよろ
しくお願いいたします。
　それでは質問に入ります。
　１、地域外交について。
　(1)、	台湾訪問について。
　知事の台湾訪問について、政府関係者との面談等が
なかったことから、様々な意見が出ています。知事の
見解を伺います。
　(2)、	先ほども質問がありましたけれども、私もＡ
ＳＥＡＮの平和外交について質問いたします。
　総務企画委員会の海外視察でＡＳＥＡＮを訪問した
際、ＡＳＥＡＮ10か国の加盟国は、それぞれ文化や
宗教、価値観など大きな違いがあるが、お互いが理解
し合い、協力できるために最も重視していることにつ
いて、対話を積み重ねることによってお互いの理解を
深める。意見の食い違いがあっても対話をする。お互
いの違うところを認識することによって、その上で平
等な協力関係を結べる旨の考え方を聞き、感銘を受け
ました。まさに地域外交の基本ではないかと思いま
す。知事の見解を伺います。
　(3)、	ＡＳＥＡＮの国々の地方政府との交流につい
て。
　ＡＳＥＡＮから、もっと地方政府レベルでの協力関

係を構築したいとの話がありました。沖縄県とＡＳＥ
ＡＮの地方政府との交流について知事の見解を伺いま
す。
　２、辺野古新基地建設について。
　(1)、	代執行訴訟について。
　代執行訴訟の判決言渡し期日が12月20日に決まり
ました。地方自治の本旨とは、地域住民の公益とはな
ど、この国の民主国家の在り方が問われる裁判です。
知事の見解を伺います。
　(2)、	辺野古新基地と普天間基地閉鎖について。
　政府は、辺野古が唯一として新基地建設に前のめ
りですが、在沖米軍幹部は、①、普天間の滑走路が
2800メートルであること、②、普天間基地が本島西
側高台に位置すること等を理由として、辺野古新基地
が完成しても普天間基地を維持したい旨コメントして
います。知事の見解を伺います。
　(3)、	受注業者から技術検討会委員への資金提供に
ついて。
　辺野古の軟弱地盤をめぐり、沖縄防衛局の設計変更
にお墨つきを与えた検討会の委員が、関連工事の受注
者から多額の寄附金を受け取っていたとの報道があり
ました。知事の見解を伺います。
　３、総合的防衛力強化について。
　(1)、	特定重要拠点空港・港湾について。
　政府が整備候補として検討している38の空港、港
湾が報道されました。沖縄県の５つの港湾と７つの空
港が候補になっています。知事の見解を伺います。
　(2)、	インフラ管理者との関係について。
　政府がインフラ整備を進めるとしているが、政府と
インフラ管理者の法的な位置づけはどうなっているの
か伺います。
　４、住民避難計画について。
　(1)、	先島諸島住民の避難計画について。
　官房長官が、先島諸島住民を九州で受け入れるため
の計画を作成すると表明したとの報道がありました。
知事の見解を伺います。
　５、教育・文化行政について。
　(1)、	平良孝七展について。
　平良孝七展の問題解決のため、外部専門家による第
三者委員会を設置するとのことですが、今後、どのよ
うに進めていくのか伺います。
　６、宮古関連について。
　(2)、	宮古島市の水道水質汚染に対する対応につい
て。
　宮古島市の水質調査でＰＦＯＳ、ＰＦＯＡが検出さ
れました。宮古島地下水研究会から、ＰＦＡＳ除去の
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ための高機能活性炭浄水処理と同等の高度浄水設備を
早急に整備する旨の要請が提出されていると思います
が、その対応について伺います。
　(3)、	沖縄県不発弾等処理交付金事業について。
　宮古地区における広域探査発掘加速化事業費は激減
し、令和５年度は、ピーク時の３分の１以下にまで落
ち込んでいます。見解を伺います。
　(4)、	下地島での耕作の継続等を要求する農家の会
からの要請について。
　下地島での耕作の継続等を要求する農家の会から、
農業ゾーンの設置等を求める要請書が提出されていま
すが、その対応について伺います。
　(5)、	多良間村からの要請について。
　ア、普天間港ターミナルの建て替え工事について、
県の対応を伺います。
　イ、多良間港（前泊地区）の海浜景観の保全と公園
整備について、県の対応を伺います。
　７、我が会派の代表質問との関連について。
　崎山嗣幸議員の１の(4)、土地利用規制法に関連し
て伺います。
　(1)、	現在、県内で土地利用規制法で指定されてい
る区域を持つ市町村は幾つあるのか伺います。
　(2)、	土地利用規制法では、政府が地方公共団体の
長などに対し、土地等の利用者その他の関係者に関す
る情報提供を求めることができるとしていますが、こ
のことがプライバシー侵害につながるのではないかと
の指摘があります。この情報を求めることに関し、県
内市町村への問合わせについて把握しているのか伺い
ます。
　以上、答弁を聞いて再質問いたします。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
　　　〔玉城デニー　知事登壇〕
○玉城デニー 知事　國仲昌二議員の御質問にお答え
いたします。
　地域外交についての御質問の中の(2)、ＡＳＥＡＮ
の外交姿勢についてお答えいたします。
　東南アジア10か国による地域共同体であるＡＳＥ
ＡＮでは、民主主義、人権、法の支配、紛争の平和的
解決等を基本原則とし、人種や宗教が異なっていても
互いの多様性を認め、包摂的な対話によって信頼関係
を構築していく姿勢が共有されていると認識をしてお
ります。
　沖縄県では、新たな建議書においても、独自の歴史
や多様性を持つ沖縄を最大限活用し、平和的な外交と
対話によってアジア太平洋地域の緊張緩和と信頼醸成
を図ることなどを政府に求めているところであり、沖

縄が有する歴史、地理的特性などを生かして、ＡＳＥ
ＡＮ諸国の地域と沖縄県との経済、観光、文化、平和
など、様々な分野における地域間交流や信頼関係の構
築など積極的な役割を担ってまいりたいと考えており
ます。
　その他の質問につきましては、部局長から答弁させ
ていただきます。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
　　　〔松永　享　商工労働部長登壇〕
○松永　享 商工労働部長　１、地域外交についての
(1)、政府関係者との面談についてお答えします。
　今回の台湾訪問につきましては、コロナ禍からの復
興を見据え、台湾との経済交流や文化交流を再び活性
化させる目的の下に実施したところです。このため、
交流のプレーヤーとなる経済団体及び企業の関係者同
行の下、日台間の交流を支援する団体等の代表者と、
交流の活性化等に向けた意見交換を行ったところで
す。なお、平成31年度まで継続してきたトップセー
ルスにおきましても、各分野の交流を支援する団体等
を訪問したところであり、今回も従前と同様の対応と
なっております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
　　　〔溜　政仁　知事公室長登壇〕
○溜　政仁 知事公室長　１、地域外交についての
(3)、ＡＳＥＡＮの地方政府との交流についてお答え
いたします。
　県では、アジア太平洋地域平和連携推進事業におい
て、今年度、ＡＳＥＡＮ加盟国を重点調査対象とし、
連携に向けて取組を進めているところです。現在、各
国の関係者にヒアリングを行っており、駐日ベトナム
大使からは、地域連携について、ぜひ協力したいの
で、具体的にどのような分野で連携を希望しているか
具体的に示してほしいとの発言がありました。また、
駐日インドネシア大使館からは、観光関連等の相互の
人材交流などに積極的に協力したいとの発言がありま
した。引き続き、アジアにおける安全保障や国際協力
などの有識者等へのヒアリングを通して、ＡＳＥＡＮ
関連会議等の誘致及びＡＳＥＡＮ各国との連携の可能
性を検討してまいりたいと考えております。
　次に２、辺野古新基地建設についての中の(1)、代
執行訴訟についてお答えいたします。
　地方自治法は、国が代執行を行うに当たっては、厳
重な手続要件を要求し、さらに裁判所を関与させるこ
とにより、その発動を慎重なものとし、国の一方的な
意思による恣意的な発動を防止して、地方公共団体の
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自主性及び自立性が侵害されることのないよう配慮さ
れているものと認識しております。
　県としましては、裁判所には、県民の明確な民意こ
そが公益であって、国が県との対話に応じていないこ
と等を踏まえれば、国の請求はいずれの代執行要件も
充足していないこと、そして、双方の対話によって辺
野古新基地建設問題の解決の道を探ることこそが最善
の方法であることを、地方自治の本旨と多くの県民の
民意に即した判断として示していただけるものと期待
しております。
　同じく２の(2)、在沖米軍幹部の発言についてお答
えいたします。
　在沖米軍幹部が、去る11月７日に開催された報道
機関向け説明会において、辺野古沖への移設工事完了
後も普天間基地を持ち続けたいのかとの質問に対し、
「純粋な軍事的な立場だけ言えば「はい」と答える
が、その決定は私ができるものではない」と述べたこ
とは報道により承知しております。
　いずれにしましても、県としては、市街地の中心に
あって住民生活に深刻な影響を与えている普天間飛行
場の危険性の除去は、辺野古移設に関わりなく実施さ
れるべき喫緊の課題であると考えており、政府に対し
普天間飛行場の一日も早い危険性の除去を図るための
具体的な取組を求めているところです。
　次に４、住民避難計画についての中の(1)、受入れ
計画作成に関する見解についてお答えいたします。
　政府が九州各県に対し、先島諸島からの避難住民の
受入れに関する要請を行っていることは、承知してお
ります。避難先地域については、政府により国民保護
事案の情勢分析が行われた上で、避難措置の指示によ
り示されることとなっております。
　県としては、武力攻撃事態や大規模テロなどの緊急
対処事態は、あってはならない非常事態ですが、万が
一発生した場合に備え、住民の生命、身体及び財産を
守る国民保護措置の対処能力の向上を図ることは重要
と考えており、令和４年度からは、国、市町村、航空
事業者や船舶事業者などの指定公共機関等と連携し
て、先島諸島からの住民避難を想定した国民保護図上
訓練に取り組んでおります。
　次に６、宮古関連についての中の(3)、宮古地区に
おける広域探査発掘加速化事業費についてお答えいた
します。
　宮古地区における広域探査発掘加速化事業費につい
ては、事業費ピーク期の平成30年度が約６億3000万
円、令和５年度は、現時点において約２億900万円と
なっております。近年は、住宅等の民間工事を対象と

した住宅等開発磁気探査支援事業が増加傾向となって
おり、広域探査発掘加速化事業への予算が減額となっ
ている状況にあります。宮古島などの離島地域におけ
る予算については、全体のバランス及び地域における
事業ニーズ等を踏まえ、適切な配分に努めているとこ
ろです。
　県としましては、引き続き国に対し、不発弾の早期
処理のために必要な予算を確保するよう求めてまいり
ます。
　次に７、我が党の代表質問との関連についての中の
(1)、重要土地等調査法で指定されている市町村数に
ついてお答えいたします。
　現在、石垣市、宮古島市、南城市、粟国村、南大東
村、北大東村、伊平屋村、久米島町、多良間村、竹富
町及び与那国町の11市町村の一部が、重要土地等調
査法に基づく注視区域及び特別注視区域として指定さ
れております。
　同じく７の(2)、重要土地等調査法に基づく市町村
への問合せについてお答えいたします。
　重要土地等調査法第７条において、内閣総理大臣
は、土地等利用状況調査のために必要がある場合にお
いては、関係地方公共団体の長や執行機関に対して、
土地等の利用者その他の関係者に関する情報のうちそ
の者の氏名、住所、本籍、生年月日等の提供を求める
ことができるとされております。県が同法を所管する
内閣府に、県内市町村に対して情報提供を求めたかど
うか照会したところ、今後の土地等利用状況調査等、
法の運用に支障を来すおそれがあることから、回答を
差し控えるとのことでした。
　以上になります。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
　　　〔前川智宏　土木建築部長登壇〕
○前川智宏 土木建築部長　２、辺野古新基地建設に
ついての(3)、技術検討会委員に関する報道について
お答えいたします。
　沖縄防衛局が設置した技術検討会の委員が、関連工
事受注者から奨学寄附金を受け取っていたとの報道が
なされたことは承知しております。技術検討会は、普
天間飛行場代替施設建設事業の実施に当たり、技術
的・専門的見地から客観的に提言・助言を行うことを
目的に設置されたとのことであります。その目的か
ら、技術検討会における議論については、公正性、中
立性が保たれるべきものと考えております。
　次に３、総合的防衛力評価についての(1)及び(2)、
特定重要拠点空港・港湾に係る政府の説明と県の見解
についてお答えいたします。３の(1)と３の(2)は関連
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しますので、一括してお答えします。
　11月に、政府関係者から県に対し、総合的防衛力
強化に関する政府の取組について説明がありました。
その内容は、特定重要拠点空港・港湾（仮称）とは、
南西諸島の地域等必要な空港、港湾等について、民間
との共用を前提に、自衛隊等が利用できるよう、整備
または既存事業の促進を図り、併せてインフラ管理者
との間で、円滑な利用に関する枠組みを設ける施設と
のことでありました。
　県としては、引き続き情報収集を行い、適切に対応
していく考えであります。
　次に６、宮古関連についての(4)、下地島での耕作
継続等を求める要請についてお答えいたします。
　県は、令和５年11月に農業的利用ゾーンの設置等
を求める要請書を受け取ったところであります。県有
地の無償耕作者に対しては、引き続き、宮古島市と連
携して説明会等を開催し、利活用事業や県有地の明渡
しについて、丁寧に説明し、理解を求めてまいりま
す。
　次に同じく６の(5)のア、多良間港普天間地区ター
ミナルの建て替えについてお答えいたします。
　多良間港普天間地区のターミナルは、昭和60年度
に整備された施設で多良間村の財産となっており、令
和３年度には補修を行ったと聞いております。村にお
いて、建物の耐久性・耐震性を把握いただき、意見交
換を行っていきたいと考えております。
　次に同じく６の(5)のイ、多良間港前泊地区の景観
整備についてお答えいたします。
　多良間港前泊地区の景観整備については、現地確認
の上、多良間村と意見交換を行っております。既存の
港湾施設や村が整備した東屋等の利用状況等を踏ま
え、村と引き続き意見交換を行いながら、整備の必要
性を含め検討していきたいと考えております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
　　　〔宮城嗣吉　文化観光スポーツ部長登壇〕
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　５、教育・文化
行政についての(1)、平良孝七展に関する第三者委員
会についてお答えします。
　令和４年度に県立博物館・美術館で開催した復帰
50年平良孝七展について、展示の在り方等の課題が
示されたことから、同館に外部有識者を交えた検証
チームを設置し、調査を行ってきたところです。しか
し、内部の調査では十分な検証につながらない等の御
指摘を受け、より客観的な検証につなげるため、当該
検証チームを解散し、博物館・美術館において第三者

委員会を設置することとしました。現在、委員の人選
等の準備を進めているところであり、今後の第三者委
員会の調査・検証に協力するとともに、県民等の様々
な御意見を伺ってまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　保健医療部長。
　　　〔糸数　公　保健医療部長登壇〕
○糸数　公 保健医療部長　６、宮古関連についての
(2)、宮古島市の高度浄水設備の整備についてお答え
します。
　宮古島地下水研究会から県に高度浄水設備の整備に
関する陳情が提出されていることは承知しておりま
す。水道法では、水道事業は、原則として市町村が経
営することとされており、宮古島においては宮古島市
が水道事業体として市民に水道水を供給しているとこ
ろです。
　県としましては、宮古島市から水道施設の整備に対
する支援の要望があった際は、国庫補助金等を活用し
た支援について、検討してまいりたいと考えておりま
す。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　國仲昌二議員。
○國仲　昌二 議員　御答弁ありがとうございまし
た。
　再質問をいたします。
　まず、宮古関連について、先に伺いたいと思いま
す。宮古島市、水道水質汚染についてですけれども、
先ほどの答弁では一義的には宮古島市が事業主体だと
いうことですけれども、宮古島市は飲み水を地下水に
のみ頼っている島であります。ぜひ市のほうとも相談
をして、しっかり県としても協力いただきたいと思い
ます。これは要望といたします。
　次に、下地島での耕作地についてです。
　耕作地の返還が１年延長されたということで、これ
から農家との話合いも継続されると思いますけれど
も、その一方でまた、事業者との話合いも進んでいっ
て、状況の変化も出てくるかと思います。近々また農
家の皆さんとの意見交換の場を設けるという予定はあ
るんでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後３時52分休憩
　　　午後３時52分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えいたします。
　利活用候補事業者との条件協議や宮古島市との調整
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状況を踏まえまして、説明会の開催について検討して
いきたいと考えております。
○赤嶺　昇 議長　國仲昌二議員。
○國仲　昌二 議員　50年間も農業してきた農家の皆
さん、大変不安な気持ちでいます。できるだけ意見交
換の場を設けて、お互いの理解の下で進めていただく
ようにお願いいたします。
　それから、多良間村からの要請についてですけれど
も、普天間港ターミナルについても、それから前泊地
区の公園整備についても、以前から継続して要請して
おります。ぜひ、多良間村と協議して、少しでも前に
進めるようにお願いしたいと思います。これも要望で
よろしいです。
　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後３時53分休憩
　　　午後３時53分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○國仲　昌二 議員　続きまして、地域外交について
です。
　知事は、日米両政府の基本姿勢である、一つの中国
ということを念頭に地域外交を進めるという報道があ
りました。先月には、バイデン大統領も、アメリカの
一つの中国政策に変わりはないと強調したという報道
もありました。そうした政府の立ち位置も念頭に入れ
ながら、先ほどＡＳＥＡＮの話も出ましたけれども、
ＡＳＥＡＮも含めて、幅広く地方政府同士の地域外交
を進めていただきたいというふうに思います。
　次に、辺野古新基地完成後の普天間基地の継続使用
についてです。
　この件については、2017年６月15日、参議院外交
防衛委員会で、当時の稲田防衛大臣が、普天間の前提
条件であるところが整わなければ、普天間は返還とは
ならないというふうに明言しています。そしてその時
点では、防衛省も条件を満たしていないとして、稲田
氏と同様の見解でした。その前提条件は８項目ありま
すけれども、現在でもクリアされていないと言われま
す。ということは、辺野古新基地が完成しても、普天
間は存続することになります。知事の見解を伺いま
す。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　議員御指摘のように、普天
間飛行場の返還条件は、平成25年に公表された統合
計画において８項目が示されております。そして、８
項目のうち緊急時における民間施設の使用の改善につ
いて、政府は現時点で具体的な内容を定めることは困

難としております。それで普天間飛行場の返還につい
て、返還条件の全てを満たす必要があるということ
が、当時の稲田防衛大臣の国会答弁から明らかになっ
ているというところであります。
　県としましては、政府においては返還条件を明確に
するとともに、運用停止に向けた新たな期限を設定
し、確実に実現するよう取り組んでいただきたいとい
うふうに考えております。また、辺野古移設に固執す
ることは、同飛行場を長期間にわたって固定化するこ
とにほかならず、普天間飛行場の一日も早い危険性の
除去にはつながらないというふうに考えております。
　以上になります。
○赤嶺　昇 議長　國仲昌二議員。
○國仲　昌二 議員　今回のこの在沖米軍幹部のコメ
ントについては、多くの識者が、米軍の本音だという
ふうに指摘しております。少なくない方たちが、返還
はないのではないかというような指摘もあります。辺
野古は唯一の解決策だという言葉が、私には空疎なも
のにしか聞こえません。
　次行きます。
　辺野古の受注業者から、技術検討会の委員への奨学
寄附金がありましたが、実は、４年前にも570万円、
就任前ですけれども、３人の委員が受け取っていると
いうのもあります。辺野古の地盤調査については、
政府が軟弱地盤を2007年には既に把握して、調査が
必要だとしていたんですけれども、調査することな
く2013年に埋立てを申請しました。また、2017年に
は、Ｂ27地点で90メートルにまで達していることが
判明したのに、調査をしていないことなど、専門家か
ら不可解だと疑問視されているにもかかわらず、検討
会は適正であるとお墨つきを与えています。そうした
中での奨学寄附金です。改めて設計変更の妥当性が問
われ、辺野古新基地建設には不信感が増すばかりで
す。知事の見解を伺います。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　報道の内容については、
承知をしているところでございます。
　技術検討会での議論の公正性、中立性が確保されて
いたかどうかにつきましては、事実関係を確認の上、
国においてしっかり説明をしていただくべき事項であ
ろうというふうに考えているところでございます。
○國仲　昌二 議員　ちょっと休憩。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後３時58分休憩
　　　午後３時58分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
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　國仲昌二議員。
○國仲　昌二 議員　次、特定重要拠点空港・港湾に
ついて。
　情報収集に努めるという答弁ですけれども、既に県
内の５つの港湾、７つの空港はもう報道されていま
す。対応が後手後手にならないようにしていただきた
いと思います。今回、政府が整備候補とした中に下地
島空港があります。3000メートルの滑走路を持つ下
地島空港は、軍事利用の話があちらこちらから聞こえ
ており、市民に不安が広がっております。下地島空港
は、屋良覚書、西銘確認書で軍事利用しないというこ
とが約束されています。その条例化も含めて見解を伺
います。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えをいたします。
　特定重要拠点空港・港湾に関する政府の説明に関し
ましては、関係法令との整合性や予算など不明な点が
まだ多く、続けて問合せをしているところであり、そ
の回答を得て対応を検討してまいりたいと考えている
ところでございます。また、下地島空港につきまして
は、屋良覚書、西銘確認書に沿って管理運営をしてお
りまして、その条例化につきましては、引き続き研究
してまいりたいと考えているところでございます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　國仲昌二議員。
○國仲　昌二 議員　次に、土地利用規制法について
ですけれども、宮古島市も指定区域を持っておりま
す。先ほどの答弁では、県の照会に対して、内閣府は
回答を差し控えると言っております。既に秘密主義で
す。ただでさえこの法律は、市町村からの情報提供に
より、思想、良心の自由、表現の自由、個人情報やプ
ライバシー侵害のおそれなどの問題点が指摘されてい
ます。これに特定秘密保護法が関わると、一切秘密の
ままにされかねません。ですから、提供を求められて
いる調査対象者や調査対象項目の情報を住民に明らか
にする必要があるわけで、県としても、内閣府ではな
く、ぜひ市町村に確認していただきたい。しっかりと
市町村と足並みをそろえて取り組んでいただくように
要望したいと思います。
　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時０分休憩
　　　午後４時０分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○國仲　昌二 議員　次に、代執行訴訟について伺い
ます。

　代執行の手続は、国との関係が対等だという地方公
共団体の長の判断を直接否定するものであることか
ら、あらゆる方法を検討した上で、他の方法が存在し
ない場合にのみ執行できるものと解されます。国は、
代執行以外に是正を図ることは困難と主張しています
けれども、知事の見解を伺います。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　今般の代執行訴訟に係る口頭弁
論で、沖縄県は、主に概要を申し上げますと３点につ
いて申し上げさせていただいています。まず１つ目
は、問題解決に向けた国と沖縄県との対話の必要性で
す。対話なくして問題は解決しないということは、こ
れまでも申し上げてきたとおりですし、代執行に至る
前に十分な対話があったかどうかということについて
は、非常に重要な意味を持っていると思っておりま
す。２つ目には、国が主張する公益の前提である辺野
古が唯一との考えは、必要性・合理性を欠くことで
す。他県におけるイージス・アショアの撤回の件に関
しても、他県で行われることが、沖縄県では行われな
いということは、一般論では考えられないというよう
なこと。それから、第３に、沖縄県民の民意こそが公
益として認められなければならないことなどについ
て、口頭弁論でそのように申し述べました。
○赤嶺　昇 議長　國仲昌二議員。
○國仲　昌二 議員　国が代執行以外に是正を図るこ
とは困難と主張していることについても、私は、答
弁書などから20回も対話を求めているにもかかわら
ず、沖縄県の求めを無視し続けていて、それでいて地
方自治法による勧告、指示を出したのは違法ではない
かと私は考えます。しっかりとまた、代執行訴訟を裁
判所がいい方向に判断するように願っております。
　休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時２分休憩
　　　午後４時３分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○國仲　昌二 議員　最後に、住民避難計画について
伺います。
　政府素案は、先島諸島の住民等約12万人を九州各
県で受け入れることが基本のようです。しかし、例
えば宮古島市の計画では、避難に必要な航空機は363
機、船舶は109隻とあり、ほかの離島も同時に避難す
る場合、さらに大量の航空機や船舶の調達が必要にな
ります。さらには、米軍基地と自衛隊基地が集中する
沖縄本島が攻撃対象となることは必至で、沖縄本島の
住民も避難させる必要がありますが、図上訓練による
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と避難には73日間かかります。戦争のさなかに73日
も足止めされることになり、住民の安全は確保できま
せん。どうするのか。まさか政府は、住民の犠牲はや
むなしとでも考えているのでしょうか。また、沖縄県
民146万人もの避難民をどのような施設に収容するの
か。そもそも九州各県で受け入れると言いますが、戦
争が起きたら攻撃を受けるのは沖縄だけと政府は考え
ているということでしょうか。九州は攻撃は受けない
ということでしょうか。首都圏がミサイル攻撃された
ら、どこに避難し、どこが受け入れるのでしょうか。
考えれば考えるほど、住民の安全確保は不可能である
ことが明らかです。政府が国民から犠牲者を出さない
と考えるなら、軍備増強ではなく戦争を回避するため
の外交に全力で取り組むことが重要だと考えます。知
事の見解を伺います。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　アジア地域の安全保障環境は、
やはり地域間、その国と国とにおける様々な形での対
話と交流、そして信頼の構築であるということは、こ
れまでもお話をさせてきていただいております。ぜひ
ともそのような平和外交を前面に立てて、日本政府に
おかれましても、平和構築の努力を重ねていただきた
いというように考えております。
○赤嶺　昇 議長　國仲昌二議員。
○國仲　昌二 議員　与那国町での住民避難説明会で
は、町民から、家を捨て、畑も捨て、墓も捨てて島を
出ていくには、納得が必要だがそれが全くない。私は
避難しない、島に残る。そもそも日本は戦争ができる
国なのか、なぜ与那国の人が島を出ていかないといけ
ないのか、俺は行かないと、怒りの声が上がったと言
います。なぜ与那国の住民はこんな思いをしなければ
ならないのか。与那国から住民を追い出すことで誰が
得をするのでしょうか。住民に寄り添う政治とは何な
のか考えさせられます。
　最近、翁長知事の、県民同士が争う様子を誰かが上
から見て笑っているという言葉が思い出されます。沖
縄が平和でありますように、県民が笑顔で毎日過ごせ
るように、県民同士が和気あいあいと明るい沖縄をつ
くっていく、そういう沖縄にしていく思いを強くし
て、私の一般質問を終わります。
　タンディガータンディ　スディガフー。ありがとう
ございました。
○赤嶺　昇 議長　20分間休憩いたします。
　　　午後４時５分休憩
　　　午後４時30分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。

　休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。
　山内末子議員。
○山内　末子 議員　議長、休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後４時30分休憩
　　　午後４時31分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
○山内　末子 議員　よろしくお願いいたします。
　連日、政治と金の問題で暗いニュースが大変ある中
で、この間大きな輝かしいニュースが飛び込んできま
した。大谷選手のドジャースへの移籍が決定をしたと
いうこと。10年間で1015億円、何か見たこともない
ような数字なんですけど、スポーツ選手史上最高額だ
ということで、何とまあ、世界中からこの日本の選手
が評価をされているということで、本当に誇らしく思
います。ぜひけががなく、私たち野球ファンを楽しま
せていただきたいと思います。またさらにうれしいこ
とに、そのドジャースの監督が沖縄生まれ、そしてお
母さんが沖縄出身だということで、またまた大万歳だ
と思います。ぜひ知事、このドジャース、来年の開幕
試合は韓国だそうです。ぜひ、沖縄に誘致をしましょ
う。私も県議選挙の公約に、１人じゃ駄目ですので、
全員みんなで一緒になって公約にしながら誘致の実現
に向けて頑張りたいと思いますので、皆さん、よろし
くお願いいたします。
　それでは、早速夢を抱いておりますので、夢のある
答弁をお願いいたします。
　それでは、早速行きます。
　１、知事の政治姿勢について。
　(1)、	政府による自衛隊の統合運用の強行につい
て。
　ア、陸・海・空の従来の訓練に加え、宇宙、サイ
バー、電磁波等新分野の訓練が加わっております。地
元の意向を軽視し、強行された日米共同訓練（レゾ
リュート・ドラゴン）では、初めて新石垣空港にオス
プレイが飛来をしております。繰り返される訓練は、
県や関係機関、県民生活にどのような影響を与えるの
か、知事の見解を伺います。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　お答えいたします。
　去る10月に実施された日米共同訓練では、新石垣
空港で陸上自衛隊のオスプレイが使用されたほか、
11月の自衛隊統合演習では、１６式機動戦闘車が基
地間の公道を横断しております。
　県としては、かねてから自衛隊の配備等について
様々な意見がある中、オスプレイや公道等を使用した
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大規模な訓練の実施は、県民に不安等を生じさせるも
のであると考えております。このため県は、沖縄防衛
局に対し、県内での陸上自衛隊オスプレイの使用自粛
を求めるとともに、訓練の実施に当たっては県民生活
や事業活動への影響を最小限とすること、そのために
必要な情報を関係地方公共団体及び住民に提供するこ
となどを求めてきたところです。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　山内末子議員。
○山内　末子 議員　訓練に参加した自衛隊、米軍の
規模を伺います。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　自衛隊の統合演習の人員規
模についてなんですが、防衛省では全国で自衛隊約
３万800名、米軍人約１万200名が参加するとしてお
ります。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　山内末子議員。
○山内　末子 議員　防衛力の強化ということで、ど
んどんそういった自衛隊の共同訓練ということがエス
カレートしていく可能性が大変高くなっていくと思い
ます。そういう観点からやっぱり県民に対しまして、
県民の慣れや諦め感や悲壮感、そういうものにつなが
らないように、もうなし崩しの訓練に対しましては、
ぜひとも今公室長からありましたので、毅然とした対
応をもって接していただきたいと思います。それにつ
いては、以上でよろしいです。
　２点目の在沖米軍幹部の辺野古新基地建設に関する
発言について伺います。
　ア、辺野古新基地建設に関する軟弱地盤等につい
て、これまでも米国連邦議会調査局（ＣＲＳ）や会計
検査院（ＧＡＯ）が懸念を指摘しております。私も前
回もその発言をしてきました。今回初めて基地を使用
する側の米軍から同様の懸念や普天間基地の継続使用
の見解を示されたことは、非常に重要だと言えます。
知事はどのように受け止めているのか、伺います。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　在沖米軍幹部が、去る11月
７日に開催された報道機関向け説明会において、軟弱
地盤の存在は軍事的に影響を与えるかとの質問に対
し、「もしそれが修正できないのであれば、影響を与
えるかもしれない。沈むような場所にはしておかない
と思っているがもし建設できないのであれば指摘のよ
うになるかと思う」などと述べたことは報道により承
知しております。
　県としては、軟弱地盤の存在が判明し、提供手続の

完了までに約12年を要するとされ、さらなる工期の
延伸も懸念される普天間飛行場の辺野古移設について
は、同飛行場の一日も早い危険性の除去にはつながら
ないというふうに考えております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　山内末子議員。
○山内　末子 議員　私たちは５年前に、与党県議５
人で米国議会、米国政府を訪れました。そのとき、そ
の議会調査局との面談の中でも、やはり軟弱地盤の件
やあるいは気候変動の関係で、海面の上昇、そういっ
たものが避けられないと。たとえ完成しても滑走路は
使えなくなるんじゃないかということを、そういう懸
念を議会調査局も我々のほうにそういう発言をしてお
ります。米国も常識的あるいは科学的に、この工事と
いうことについて、もう無理だという見解は、これは
一致していると思うんですよね。そういうことですけ
ど、やはり日本政府がお金も出す、そしてやめると言
わない。普天間をそのまま使うことに支障はないとい
うことですから、その米軍の本音、そこをしっかりと
調査をする必要があると思います。米国への働きか
け、その情報収集、それをワシントン事務所ほかいろ
いろあると思いますが、その件についてどう取組を
持っているのか、お伺いいたします。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　ワシントン駐在におきまし
ては、これまでも議員御指摘のＣＲＳ、米国連邦議会
調査局等との意見交換等を重ねております。その調査
の中でも今回米軍幹部からの発言がありました、辺野
古の軟弱地盤の存在の懸念や普天間飛行場の継続使用
について言及したことについても説明していく中で、
さらに普天間飛行場の一日も早い危険性の除去等につ
いて説明してまいりたいというふうに考えておりま
す。
○赤嶺　昇 議長　山内末子議員。
○山内　末子 議員　この見解を政府との交渉の中で
どのように位置づけながら、そして計画の中止、普天
間基地の運用停止、返還に向け取り組んでいくのか伺
います。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　国に対しましては、県は遺
憾として、辺野古移設では普天間の一日も早い危険性
の除去にはつながらないということを、これまでも
常々申し上げているところでございます。したがいま
して、今回の米軍幹部の発言等も事例に出しながらぜ
ひ再検討していただきたいということを改めて申し上
げたいというふうに考えております。
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○赤嶺　昇 議長　山内末子議員。
○山内　末子 議員　辺野古の工事が問題ないって
言ってるのは、もう日本政府だけなんですよね。どの
ような条件になっても、この日本政府は辺野古が唯
一、これから１ミリも動かない。せんだって知事は、
代執行裁判の陳述要旨を全国の知事に送ったようです
が、その目的と効果をどのようなものを期待している
のか伺います。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　先日、代執行訴訟の知事の
口頭弁論の原稿等について、全国の都道府県知事に送
らせていただきました。それについて、まず１つは、
これまでの裁判で問題になっております裁定的関与に
ついて問題があるということについて、引き続き全国
知事会を通して検討していっていただきたいというこ
とと、この代執行訴訟に関する県の考えということを
理解していただきたいと、全国の知事の皆様にもぜひ
御理解いただきたいという趣旨でお配りさせていただ
いたというところでございます。
○赤嶺　昇 議長　山内末子議員。
○山内　末子 議員　直近の報道の中で、代執行につ
いてＪＮＮの世論調査の結果が出ております。賛成
38％、反対58％という結果が出ております。この結
果をどう受け止めますか。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　やはり、全国の皆様も、代
執行訴訟、辺野古への移設について賛成をしていない
方が多い、反対の方が多いということに加えて、今回
の代執行についても多くの疑問があるということの表
れであろうというふうに理解しております。
○赤嶺　昇 議長　山内末子議員。
○山内　末子 議員　これまでいろんな形で日本全体
に向けて、報告をしたりやってきております。それか
ら先ほどの知事の書簡の発送もそうですけれど、もう
世論の喚起というものを、これはやっぱり政府を動か
す大きな力になるのではないかと思います。そういう
観点から私は先ほども言いました、米国――例えば米
国でも辺野古のことをしっかりと沖縄に寄り添ってい
る市議会もありますし、沖縄に賛同する学者や退役軍
人会にもいろんな形でいろんな情報をしっかりと出し
ていく。ちょっとコロナでそれが少し弱まっていた感
がありますので、Ｚｏｏｍなども通してもう一度そこ
ら辺の――アメリカへと、あと日本全体への働きか
け、これを強化していく。これが政府を動かす大き
な、やっぱり一番の原動力になるかと思いますけど、
その件については知事、どのようにお考えでしょう

か。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　世界における米軍を受け入れ
ている国々は70か国ほどあるという現実がございま
す。ですから、私が先般、国連の本会議で発言をした
後のサイドイベントでも、やはりこのＰＦＯＳなどの
問題は、米軍に起因する世界の国々の共通な、かつ重
大な問題でもあるということも、国連の場でそのよう
な意見も聞きました。ですから、この米軍基地の問題
は沖縄だけの問題ではない、日本だけの問題ではな
い、世界中で引き起こっている様々な課題とつながっ
ているということをしっかりと発信していくことが、
より沖縄における、あるいは日本における米軍基地の
問題に対しての共有感をつなげることができるのだと
いうことを実感した次第です。
○赤嶺　昇 議長　山内末子議員。
○山内　末子 議員　世界の軍事状況が本当にもう大
変厳しい状況がある中、やっぱり米国のこの米軍の在
り方については、本当に世界でも今評価が分かれると
ころだと思いますので、チャンスだと思います。そう
いうところからもしっかりと頑張っていただきたいと
思います。
　３点目の知事の対話外交についてです。
　イスラエル・ガザ攻撃問題、台湾有事、北朝鮮ミサ
イル発射問題と生臭い世界の政治状況の中、知事の積
極的な対話外交は、アジアの平和につながる姿勢だと
評価をしたい。今後の取組、展開について伺います。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　県では、台湾海峡や朝鮮半
島をめぐる問題など、日本を取り巻く安全保障環境
は、より厳しさを増していると認識しております。ま
た、ガザ地区など、世界では一般住民を巻き込んだ紛
争が今も現実に起こっており、悲惨な状況の地域が存
在しております。このような状況に置かれた市民が一
日も早く平穏な生活を取り戻すことが重要と考えてお
ります。
　県としましては、武力によって紛争を解決するので
はなく、平和的な外交・対話によって信頼関係を構築
していくことが重要であると考えており、引き続き沖
縄が有する、歴史や地理的特性を生かし、交流や信頼
関係の構築など積極的な役割を担ってまいりたいと考
えております。
○赤嶺　昇 議長　山内末子議員。
○山内　末子 議員　知事が台湾訪問をした際に、少
し懸念が出てきたかと思いますけど、知事の経済団体
の皆さん方との関係者、そういった皆さんたちとの連
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携、交流が深まったということ、そういう説明があり
ました。日本政府と台湾との関係、昨日もちょっと
あったようですけど、確認をしたいと思います。政府
の台湾に対する方針はどのようなものか、確認をした
いと思います。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　御説明いたします。
　1972年に締結された国交正常化を実現した日中共
同声明では、日本国政府は、中華人民共和国政府が中
国唯一の合法政府であることを承認する、台湾が中華
人民共和国の領土の不可分の一部であるとの中国の主
張を理解、尊重することが示されております。このこ
とに基づき、日本政府の基本的立場は日中共同声明に
あるとおりであり、台湾との関係について非政府間の
実務関係として維持していくものとしております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　山内末子議員。
○山内　末子 議員　今ありました、非政府間の実務
関係として維持していく、これ何のことかってちょっ
と調べてみますと、45年ぶりに2017年、副大臣が台
湾を訪問した際に、菅官房長官が発言をしておりま
す。そういった非政府間の実務関係として、しっかり
と交流を進めていくと。そういう政府の関係、これが
今回も知事が台湾を訪問する際の姿勢、その方向性を
共にしながらしっかりと人的、経済的交流、文化交
流、全てにおいて対話外交を進めていると、そういう
ふうに理解してよろしいでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　非政府間の実務関係とは、
日本政府と台湾政府との直接の関係以外は全て含まれ
ているという趣旨であります。ですので、今回の台湾
訪問もその趣旨に沿ったものであるというふうに理解
しております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　山内末子議員。
○山内　末子 議員　積極的にアジア外交を進めてい
ただきたいと思います。
　次に進みます。
　北部訓練場跡地の米軍廃棄物問題について。
　(1)、	廃棄物への注意喚起、発見時の適切な対応の
仕方（どこに通報するか等）を示す看板の設置計画に
ついて伺います。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
○多良間一弘 環境部長　お答えいたします。
　北部訓練場返還跡地で発見された廃棄物について
は、沖縄防衛局が平成28年の返還時に策定した返還

実施計画に対する県知事意見及び平成29年に土地所
有者である沖縄森林管理署と締結した返還後の取扱い
に関する協定に基づきまして、沖縄防衛局において除
去が行われております。また、看板につきましては、
廃棄物を発見した場合の連絡先として、沖縄森林管理
署または沖縄防衛局を案内する看板が北部訓練場メイ
ンゲート付近に設置されているというふうに承知して
おるところでございます。
○赤嶺　昇 議長　山内末子議員。
○山内　末子 議員　設置されているとおっしゃって
ますけれど、昨日、高江の住民やあるいは関係者の皆
さんがちょっと見てみますと、どこにも見当たらない
んですよ。その意味で、誰もそれが知らないところに
設置されていると。設置用の看板の効果がやっぱり薄
れるんじゃないかと思います。そういう観点から、ぜ
ひどこにその看板が設置され、そしてどのような内容
のものがあるのかって、しっかりとこれ確認していた
だきたいんですけど、どうでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
○多良間一弘 環境部長　御指摘の看板につきまして
は、沖縄防衛局に確認しましたところ、先ほど答弁申
し上げましたとおり、北部訓練場メインゲート前に１
か所設置されているというふうに聞いております。こ
ういったものの周知については、どのような形でやっ
ていくのか、看板を設置した沖縄防衛局に対して、ま
たいろいろそういったところについては確認していき
たいというふうに考えております。
○赤嶺　昇 議長　山内末子議員。
○山内　末子 議員　部長、廃棄物あとどれぐらい
残っていますか。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
○多良間一弘 環境部長　北部訓練場返還跡地につき
ましては、返還時におきまして沖縄防衛局において廃
棄物の撤去がなされているところでございます。その
後、返還された後につきましては、先ほど申し上げま
したとおり、森林管理署との協定に基づきまして、沖
縄防衛局が発見される都度、撤去しているという状況
になっております。全体的にどこまでの廃棄物が残さ
れているかというような調査については実施されてい
ないと承知しておりますので、あとどれぐらい残って
いるというのは把握していないというところでござい
ます。
○赤嶺　昇 議長　山内末子議員。
○山内　末子 議員　ぜひそこはもうちょっとしっか
り確認をしていただきたいと思います。
　その廃棄物、訓練場だけではなくて、ヤンバルの
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森、その森でも見つかっているわけなんですよね。で
すから、そういったところへのその看板の設置。これ
から北部訓練場ではなく世界遺産について本当に注目
が集まってくると思います。先ほどもありましたテー
マパーク、このテーマパークのジャングリアですか。
開業の発表、これがもう大変華々しく、全国的展開で
ＣＭもなされております。世界遺産の大森林を活用し
て新たな観光のツールが沖縄に誕生すると。そういう
注目を浴びてくる中で、やはりこの環境の整備、それ
から保全は、我々沖縄県としても責務がありますの
で、ぜひしっかりとやっていただきたい。訓練場以外
の看板について、この件につきましては、地権者の問
題や、あるいはいろんな問題あるかと思いますけれ
ど、ぜひそこは林野庁とも相談をしながら、なければ
県が独自にでもその看板設置に向けて取り組まなけれ
ばならないのかなというふうにも思いますので、ぜひ
その辺のところを部長の見解をお聞かせください。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
○多良間一弘 環境部長　今議論になっているのは、
米軍廃棄物だと思います。ですから、まずはどういっ
た土地において米軍の訓練が行われたかという部分が
関係すると思います。北部訓練場返還跡地につきまし
ては、ほとんどが森林管理署において地権者となって
おりまして、先ほど申し上げましたとおり、協定に基
づきまして沖縄防衛局がやるという形になっておりま
す。そのほかの先ほどありましたテーマパークのほう
につきましては、地権者のほうである事業者におきま
して、工事の実施をやりながら廃棄物の撤去がなされ
ると思いますが、あそこに米軍廃棄物があるかどうか
というものについては承知しておりませんけれども、
そういったものが出てくればそういう対応はなされる
と思います。その他、仮に米軍廃棄物が使われてあっ
たであろうというような場所におきまして、その地権
者が森林管理署であるというような場合につきまして
は、森林管理署とも意見交換等を行っていきたいとい
うふうに思っております。
○赤嶺　昇 議長　山内末子議員。
○山内　末子 議員　そのような観点から、２点目の
米軍廃棄物の状況や撤去作業について、ユネスコ世界
遺産センターに提出する保全状況報告書に記載する必
要があると考えますが、これについては令和４年度に
つくられていると認識をいたしておりますが、その辺
のことについて少しお聞かせください。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
○多良間一弘 環境部長　お答えいたします。
　世界自然遺産、奄美大島、徳之島、沖縄島北部及び

西表島につきましては、令和３年７月の遺産登録の際
に、世界遺産委員会から、１つ目に特に西表島におけ
る適切な観光管理、２つ目に絶滅危惧種の交通事故対
策の強化、３つ目に河川再生戦略の策定、それから、
４つ目に緩衝地帯における森林伐採の適切な管理と
いった４つの要請事項があったところでございます。
当該要請事項につきましては、国や県、地元町村等が
連携しまして対応を検討した上で、保全状況報告書を
作成し、令和４年12月に、国が世界遺産委員会の事
務局であるユネスコ世界遺産センターに提出している
ところであります。なお、この北部訓練場跡地におけ
ます米軍廃棄物の状況につきましては、これらの要請
事項には含まれていないという状況でございます。
○赤嶺　昇 議長　山内末子議員。
○山内　末子 議員　せんだって報道によりますと、
世界遺産と北部訓練場の廃棄物問題や自然保全に向け
環境省や米軍関係市町村、ＮＧＯ団体等を交えた会合
を開催するとの報道がありました。開催の意義や県の
関わりについてお聞かせください。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
○多良間一弘 環境部長　今の御指摘の件は、日米両
政府が７月に発表しました北部訓練場返還跡地におけ
ます自然環境の保全に関する共同声明に関してのもの
でございます。これについては報道等によりまして、
環境省のほうがＮＧＯでありますとか、地元自治体と
かで会合を開くという形になっておりますが、まだ県
が参加するかどうかというものについては、未定とい
う形になっております。この中におきまして、今おっ
しゃるような廃棄物の問題でありますとか、自然環境
の保全について様々な議論がなされるということを期
待しているところでございます。
○赤嶺　昇 議長　山内末子議員。
○山内　末子 議員　存在するのはやっぱり沖縄県で
すので、沖縄県が積極的にその協議会に入って、その
中身についてはやっぱり沖縄県がしっかりと発言をし
ていくということ、それをぜひ実行してください。よ
ろしくお願いいたします。
　続きまして、３点目のウチナーネットワークの強化
について伺います。
　この件で今、フィリピンの移民２世の親族捜しがあ
りまして、うるま市のアカヒジ・サムエルさんの身元
がほぼ確定をしたようです。現地にはまだ多くの方が
沖縄のルーツ捜しを希望しているというような事実が
ありますが、県の認識について伺います。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　県では、沖縄か
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ら海外に移り住んだ県系人の子孫のルーツ捜しを支援
するために、ウチナーネットワークコンシェルジュに
おける相談や、県立図書館における沖縄県系移民一世
ルーツ調査サービス等を実施しております。フィリピ
ンの移民情報については、図書館の沖縄県系移民渡航
記録データベースで一定程度確認することが可能と
なっております。県系移民子孫のルーツ調査につきま
しては、今後とも県立図書館や市町村等と連携し、丁
寧に対応してまいります。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　山内末子議員。
○山内　末子 議員　今回、私このルーツ捜しをして
おりますアカヒジさん、その支援団体と親族であろう
皆さんとの聞き取りに立ち会いました。その方、戦時
中のどさくさの中で出生をいたしまして、出生届も出
せないまま――実はもうフィリピンは戦争になる前か
ら日本兵が現地の人たちを迫害しているということ
で、戦後は本当に日本人が迫害をされ、現在でも森の
奥に住んでいるんだと、そういうような状況で、その
彼が実際には国籍もないまま81歳になっているとい
うこと。非常に切実な人生を送っておりますが、父親
が日本人だということが判明し、今回の皆さんたちと
運よく親族が見つかったということで、14日に来沖
をなさいます。それにはとてもフィリピン政府に協力
していただきましたが、知事、ぜひこの方にお会いに
なっていただき、激励をしていただきたい。どうで
しょうか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　第二次世界大戦の影響で、フィ
リピンの残留日本人となった方々が大勢いらっしゃい
ます。さらには今議員御案内のように、無国籍の状態
で過ごさなければならなかったという非常に痛切な思
いに至るそういうお暮らしをしてこられたのだろうと
いうように思います。今回はフィリピン政府、そして
フィリピン日系人リーガルサポートセンターの皆さん
の御協力があってかなえられたということですから、
まずはフィリピン政府、それから関係者の方々には敬
意と感謝を申し上げたいと思いますし、私の時間が取
れると思いますので、ぜひ表敬にお迎えしたいと思い
ます。
○赤嶺　昇 議長　山内末子議員。
○山内　末子 議員　ありがとうございます。ぜひ実
行をお願いいたしたいと思います。
　現地にはまだ、沖縄ルーツと分かっているだけで
30名近くいるそうです。そうであろうという人を含
めると、70名近くいるようなんですね。戦後処理の

一環として、これは沖縄県だけではなく、国籍の回復
あるいは人権回復、これについてやっぱり沖縄県から
国に向けて働きかけをして、絶対にこれもう一日も早
い対応が必要になってくると思いますので、その件に
ついても沖縄県から発することが必要かと思います
が、その件については知事いかがでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　フィリピンの現地との交流もそ
うですし、また墓参団の方々も現地の方々との交流を
重ねているというように聞いております。私も沖縄県
も、ぜひフィリピンとの地域間の交流を通して、様々
な支援という形になるのか、あるいはサポートという
ことになるのか、それは状況にもよると思いますけれ
ども、そのことについてもしっかり努めていきたいと
思います。
○赤嶺　昇 議長　山内末子議員。
○山内　末子 議員　もう一点ですね。
　国籍がないということで、やっぱりこの渡航するの
にも本来できない状況ではあるんですよね。それを
フィリピン政府が本当にもう、しっかりと協力をし
て、本来ならば不法滞在で罰金も発生するところ、そ
れもなし。そういうことでしっかりとフィリピン政府
の寛大な配慮、これについてはやっぱり沖縄県、知事
のほうから政府に対して感謝、謝意を表明する何らか
の策が必要かと思いますが、これも改めて知事どうで
しょうか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　御本人方々とお会いして、いろ
いろなお話を聞かせていただいた上で、フィリピン政
府あるいはその関係者の方々に、どのような形で書簡
を送るかということについても検討したいと思いま
す。
○赤嶺　昇 議長　山内末子議員。
○山内　末子 議員　よろしくお願いいたします。
　次に進みます。
　沖縄県消防指令センターについてです。
　センターの役割、現状と課題について伺います。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　お答えいたします。
　沖縄県消防指令センターは、各消防本部等の119番
通報の受理等を一元的に処理する役割を担い、平成
27年度に嘉手納町のニライ消防本部内に整備され、
消防本部のない離島を含め県内36市町村（26団体）
で共同運用を行っているところです。令和８年度のシ
ステム全体更新の整備場所が課題となっておりました
が、うるま市に移転整備する計画となっております。
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また、新たに沖縄市が参画するほか、浦添市も参画を
目指して調整を進めているとのことです。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　山内末子議員。
○山内　末子 議員　その移転をすることによって、
カバーする人口、今沖縄市とかが入ってくると言って
いますけど、人口的にはどのように変わりますでしょ
うか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後５時２分休憩
　　　午後５時２分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　お答えいたします。
　消防指令センターの管轄規模について、現時点で
は人口約87万人で面積は約91％をカバーしておりま
す。それで、今回の更新整備後、沖縄市と浦添市が参
画した場合、人口が約112万8000人で面積は約94％
をカバーすることとなります。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　山内末子議員。
○山内　末子 議員　今、計画をなされているうるま
市への移転に際しましては、財政支援が必要になって
くるかと思いますけど、その対応についてお聞かせく
ださい。
○赤嶺　昇 議長　知事公室長。
○溜　政仁 知事公室長　県では、指令センター設立
時に、整備主体である比謝川行政事務組合や参画する
市町村に対し財政支援を行い、参画市町村等の負担軽
減を図ったところです。今回のうるま市への移転整備
に際しても、県への財政支援の要請があり、どのよう
な支援が可能か前回の財政支援を踏まえ、検討を進め
ております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　山内末子議員。
○山内　末子 議員　移転の建設等につきましては、
緊急防災・減災事業とか、そういうものがあると思い
ますけど、その進捗状況というか、これしっかりと災
害が巨大化それから広域化している状況ですので、事
業が遅滞なく進捗するよう、これも要望としてとどめ
たいと思います。
　次に進みます。
　伝統文化保存について。
　三線の原材料でありますリュウキュウコクタン（ク
ルチ）の入手が困難な現状を踏まえ、道路街路樹とし
て植栽されているクルチの資源供給の仕組みの構築に

ついて伺います。
○赤嶺　昇 議長　商工労働部長。
○松永　享 商工労働部長　お答えいたします。
　三線のさおの原材料となる県産リュウキュウコクタ
ンは、現在、生産量が少なく、確保が困難な状況にあ
ることから、主に外国産が使用されていると聞いてお
ります。そのため、県産原材料の確保に向け、長期的
な取組が必要であると認識しております。
　県としましては、議員御提案のあります道路街路樹
活用の仕組みづくりにつきまして、土木建築部と意見
交換等を行い、原材料を確保する手段の一つとして、
今後どのような取組ができるか検討してまいりたいと
考えております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　山内末子議員。
○山内　末子 議員　現在、県内のクルチの植栽状
況、どれぐらいありますでしょうか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後５時５分休憩
　　　午後５時５分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えいたします。
　県管理道路におけるリュウキュウコクタンの植栽本
数は、約7000本となっております。
○赤嶺　昇 議長　山内末子議員。
○山内　末子 議員　ぜひこれもあと10年、20年、
30年と時間がたつにつれて、やっぱり三線のさおの
原材料の確保は大変厳しくなってくると思いますの
で、ぜひ関係機関と連携していただきたいと思いま
す。よろしくお願いいたします。
　続きまして、県営団地の建設計画について。
　３点目の石川団地の建て替えスケジュールについ
て、うるま市とどのような調整がなされているのかお
伺いいたします。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　県営石川団地建替事業に
ついては、令和２年度に団地再生計画を策定し、今年
度より基本設計に着手しているところであります。同
団地の建て替えと併せて、敷地内にうるま市による生
活支援施設が整備される予定であり、地元からの要望
やスケジュールについて、市と随時調整を行っている
ところであります。
　県としては、円滑な事業実施に向けて、引き続き、
市と連携して取り組んでまいります。
○赤嶺　昇 議長　山内末子議員。
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○山内　末子 議員　周辺にこの市有地の複合施設の
計画があり、そこの心配が皆さんたちからありますの
で、ぜひ要望をしっかりと受け止めていただきたいと
思います。よろしくお願いいたします。
　続きまして、悪質ホストクラブの問題、県内の実態
と対応についてお聞かせください。
○赤嶺　昇 議長　警察本部長。
○鎌谷陽之 警察本部長　お答えをいたします。
　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律
におきましては、ホストクラブという名称の営業とい
うのは明確に示されてはいないんですけれども、県警
察による立入調査などにおきまして、いわゆるホスト
クラブの形態で同法に基づく社交飲食店として営業許
可を得ている店舗というのは、県内に６店舗あること
を確認をしております。今このホストクラブの売掛金
に起因する事件というのが問題となっておりますけれ
ども、県内のホストクラブに関しまして、そういった
事件の取扱いはこれまではございません。他方で、令
和５年中、東京都内のホストクラブの男性従業員が、
その客だった女性客の売掛金返済目的で那覇市内の性
風俗店で働かせていた事案につきまして、警視庁等と
合同捜査を組みまして、売春防止法違反で経営者ら２
名を検挙しております。こういった事案について、そ
の収益を暴力団等が資金源としている実態もうかがわ
れることを踏まえまして、本年から特別合同捜査本部
を設置しまして、那覇市松山地区、沖縄市中の町地区
で暴力団排除条例違反事件等の捜査を強力に推進して
おります。また、悪質ホストクラブに関する捜査や相
談等によりまして、保護などの支援が必要な方を認め
た場合には、県警察の被害者支援室をはじめ、沖縄県
女性相談所等の関係機関と連携して対応していくこと
としております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　山内末子議員。
○山内　末子 議員　法整備の準備もあるようですの
で、ぜひしっかりと対応をお願いしたいと思います。
　続きまして、教育行政について。
　働き方改革推進プランに基づいた成果と課題につい
てお聞かせください。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
○半嶺　満 教育長　お答えします。
　平成31年３月に策定した沖縄県教職員働き方改革
推進プランでありますけれども、同プランに基づき各
学校の実情に応じた学校行事の見直しや定時退勤日の
設定、部活動指導員や教員業務支援員の配置等の取組
により、長時間勤務者が減少する等、一定の成果が得

られております。しかしながら、依然として月80時
間を超える長時間勤務者もいることから、保護者や地
域、教職員を含め、理解醸成を図り、さらに実効性の
ある取組を加速させる必要があるというふうに考えて
おります。
○赤嶺　昇 議長　山内末子議員。
○山内　末子 議員　もういろいろ頑張っていること
は分かっておりますけれど、なかなかそれがまた、一
つの対策をすると、一つの壁ができてくる、課題がで
きてくるっていう状況だと思いますので、現場とのそ
の調整が一番大事だと思います。その一体化をしてい
くということ、この件についてしっかりと頑張ってい
ただきたいと思いますが、もう一度その辺お願いしま
す。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
○半嶺　満 教育長　学校における働き方改革を進め
る上で、学校現場の教職員の意見等を集約することは
大事だというふうに考えております。そのため年度初
めに県内公立学校の全教職員を対象としてアンケート
を実施し、短期の取組目標を設定したところでありま
す。今後、市町村教育委員会や学校を訪問しまして、
しっかりと説明をし、また現状を把握しながら意見交
換を図っていきたいというふうに考えております。
○赤嶺　昇 議長　山内末子議員。
○山内　末子 議員　次の特別支援学級の現状と課題
について伺います。
○赤嶺　昇 議長　教育長。
○半嶺　満 教育長　お答えします。
　令和５年度の公立小中学校の特別支援学級の設置数
は、小学校1225学級で前年度より50学級増、中学校
487学級で15学級増となっており、11月時点の学級
担任の未配置は、小学校５名、中学校４名となってお
ります。特別支援学級の増加は、全国的な傾向であ
り、その要因として特別支援教育への理解が進んだこ
と等が指摘されております。
　県教育委員会としましては、引き続き教員の確保に
努めるとともに、市町村教育委員会と連携した適切な
就学先の決定や、子供たちの状態に応じた柔軟な学び
の場の見直し等について指導助言を行ってまいりたい
と思います。
○赤嶺　昇 議長　山内末子議員。
○山内　末子 議員　教員不足の大きな要因にもなっ
ているということですので、しっかり取り組んでいた
だきたいと思います。
　最後に、９点目、当たり前のＬＧＢＴＱ、見える化
の実現に向けて伺います。
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○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
○宮平道子 子ども生活福祉部長　お答えいたしま
す。
　県では、沖縄県性の多様性尊重宣言（美ら島にじい
ろ宣言）及び沖縄県差別のない社会づくり条例に基づ
き、性の多様性に関する県民の理解促進を図るための
啓発事業を実施しているところでございます。今年度
は、県民を対象とする啓発イベントのほか、県内６地
域で企業向け研修を実施する予定であり、引き続き、
全ての人の性のありようを尊重し、誰もが自分らしく
生きられる心豊かな沖縄を目指し、取り組んでまいり
ます。
○赤嶺　昇 議長　山内末子議員。
○山内　末子 議員　（スクリーンに表示）　せん
だって訪問したカナダのバンクーバーの様子をちょっ
と。街の一角です。横断歩道、歩道、植栽鉢、自転車
置き、ＬＧＢＴＱのイメージの虹色づくしなんです。
これだけでこの街が多様性に寛容な街だと一目瞭然。
ここまでとは言わずとも、やはり県のどこにもそう
いった多様性のフラッグであったり、虹色があった
り、そういうことをすることによって、目から、視覚
から訴えてくる。そういった理解にもつながっていく
のかとは思いますけど、その辺何かしらの見える体制
を取っていただきたいんですけど、知事どうでしょう
か。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　沖縄県では、全ての人の性のあ
りようを尊重し、誰もが自分らしく生きられる社会の
実現を目指して取り組んでいるところです。議員御案
内の、日常生活の中でいろいろな場所で目にし、ある
いは触れることで物事が身近なものとして捉えられて
いるということは、非常によくあることだと思いま
す。
　沖縄県としましても、これまでの啓発活動に加え
て、例えばこの資料でいいますとレインボーフラッグ
のバナーとか、それを見える形で意識啓発を広げてい
くという手法もあるのではないかというように考えて
おります。引き続き、全ての県民が性の多様性への理
解を深めて、お互いの個性を認め合いながら、誰もが
自分らしく生きられる心豊かな社会形成のために取り
組んでまいりたいと思います。
○山内　末子 議員　ありがとうございました。よろ
しくお願いいたします。
○赤嶺　昇 議長　平良昭一議員。
　　　〔平良昭一　議員登壇〕
○平良　昭一 議員　会派おきなわ新風の平良昭一で

す。
　代表質問、一般質問の最後の質問者ですので、早め
に終われるように努力をしたいと思います。
　それでは１、沖縄振興について。
　毎年、この時期になると、来年度の沖縄関係予算に
ついての話題になるが、他都道府県と違って沖縄独自
の予算枠組みのせいで、県独自の取組の姿が隠されて
見えません。政治的な背景ばかりが前面に出てきて、
知事、副知事、職員の頑張りが本来の予算獲得の成果
であることが表に出る機会が少なくなっている状況が
非常に残念であります。
　以下の点、県の取組について伺います。
　(1)、	令和６年度沖縄振興予算の確保に向けた取組
状況について伺います。
　(2)、	令和６年度税制改正要望について伺います。
　２、北部振興について。
　県土の均衡ある発展を図る観点から北部地域の自立
的発展を図るため、北部地域の連携を促進しつつ、産
業の振興や定住条件の整備に資する事業を実施するこ
とが目的だが、本来の目的達成の成果はどうなってい
るのか、地域に住む住民は疑念を持っているような方
も多いと思います。
　そこで伺います。
　(1)、	北部振興事業の目的について伺う。
　(2)、	北部振興事業のこれまでの成果について伺
う。
　(3)、	北部振興の今後の方向性について伺います。
　先般、ようやく北部に開業予定のテーマパークの概
要説明があったが、まだまだ詳細な説明が必要だとい
う住民の声があります。
　そこで(4)、北部に開業予定の大規模テーマパーク
について伺います。
　(5)、	県道84号線の進捗状況について伺う。
　工事の遅れは、町の発展の阻害要因になっており、
地域にとっては死活問題であります。この問題は地元
から数回の要望等もあり、ハード交付金の減少だけで
は済まされる問題ではないと思います。
　県の考え方を改めて伺います。
　(6)、	今後の本部港整備計画について。
　先般、来襲した台風で整備した大型クルーズ船対応
のバースが大きな被害を受けました。今後の補修計画
と併せて、ゲンティン香港と港湾法に基づく協定を締
結する計画が全く進んでいない状況と聞きます。地元
は税関、出入国管理、検疫所のＣＩＱ設置への大きな
期待があるが、実際はどうなっているのか伺います。
　(7)、	伊平屋空港計画について。
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　この計画は、ここ数十年全く進展しているような気
がしません。一体どのような方向に進んでいるのかさ
えも見えない。伊平屋空港実現の可能性はあるのか伺
いたいと思います。
　３、観光目的税導入について。
　(1)、	これまでの質問なども振り返り、県は令和８
年度に観光目的税の導入を目指すとしているが、今年
度から宿泊事業者を含む観光関連団体や導入を予定し
ている市町村との意見交換を再開していると答弁して
いたが、その進捗の状況について伺います。
　(2)、	県が主な論点として挙げていた①、税の使
途、②、県と導入予定市町村との税率及び税の配分、
③、高価格帯の施設利用者の税額設定の在り方、④、
課税免除の対象、⑤、導入時期の詳細がどこまで進ん
でいるのかを伺う。
　(3)、	県と導入予定市町村との税率及び税の配分に
ついて伺うが、改めて導入予定市町村は現在幾つあ
り、対象自治体とどのような協議、調整が進められて
いるのか伺います。
　(4)、	宿泊税の制度とは異なりますが、先日、竹富
町で導入を検討している法定外普通税の訪問税（仮
称）で、有識者でつくる審議委員会が町内への来訪者
から徴収する金額について、１人当たり2000円が妥
当と結論づけた。導入すれば国内で２例目となる可能
性がある。ただ、一方で課題もあります。県の観光目
的税に加え、新聞報道では、石垣市も今後、同様の税
制度の導入を見据えている。将来的に観光客が竹富町
を訪れる際、来訪者はトリプル課税を強いられる可能
性があることから、県として今後、どのような調整を
行っていくのかお聞かせ願いたい。そして、県と自治
体における税制度導入のメリット、デメリットも含め
て伺います。
　(5)、	沖縄県と似たような状況として、北海道では
少なくとも、道と14の自治体が宿泊税を導入する動
きがあります。道内では唯一、倶知安町が４年前から
素泊まり料金の２％に当たる税率を実施しておりま
す。県は、宿泊費２万円未満で200円、２万円以上で
500円の宿泊税を検討しているが、導入する税率や徴
収方法など制度が異なれば、観光客や地元自治体では
混乱を招くおそれがあります。自治体に合わせた税率
や徴収方法、宿泊税の導入によって地域にどういうメ
リットがあるのか見解を伺います。
　４、和牛オリンピック沖縄開催について伺います。
　昨年の11月の議会に一般質問で、５年に一度の開
催、この大会の2032年、復帰60周年に沖縄初開催を
提言をいたしました。現在、苦しんでいる畜産農家へ

の一筋の明かりになるとも思うし、これまで和牛オリ
ンピック参加で県外へ出展していた沖縄牛の運搬に関
し、離島の不利性を解消することにもなり、開催地と
しての絶対的な優位性は計り知れません。優秀な成績
が収められれば、ブランド品となり、価格はおのずか
ら上がっていくものでもあります。さきの答弁では、
沖縄県に誘致できないかということを、部局で調査・
研究をしてみたいとの答弁がありましたが、その後の
進展について伺いたい。
　５、我が会派の代表質問との関連についてでありま
すが、仲宗根悟議員の６、農林水産業の振興について
の(3)、高病原性鳥インフルエンザウイルス感染の本
県の予防対策についてですが、佐賀県、茨城県、埼玉
県、そして鹿児島県と、今期国内４例目の発生が確認
され、その中でカラスによる媒介原因の特定がされた
ニュースがありました。昨年、会派で防疫対策先進地
である京都府を視察した際に、渡り鳥による媒介対策
は重要であるとの助言があり、その対策について、代
表質問、一般質問等で議論をさせていただきました
が、京都府が一番懸念されることは、町なかで活動す
るカラスが感染原因の拡大の要因になった場合の対策
を非常に心配をしておりました。今回、このことが現
実になったことから、本県のカラスに対する防疫対策
についての認識を伺いたいと思います。
　崎山嗣幸議員の１、知事の政治姿勢についての
(6)、戦没者の遺骨収集についてですが、沖縄県内の
遺骨鑑定の迅速化、高度化を求めたい意向の質問に関
連してお聞きします。
　国はＤＮＡ鑑定を積極的に進める意向になった後、
県民が多く被害を受けた南洋諸島や東南アジアでの遺
骨収集は行っていないと聞きます。遺族や関係者から
国外での戦没者の遺骨収集調査を求める声が多いが、
県から国へその方面の対策の助言はできないか伺いま
す。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
　　　〔玉城デニー　知事登壇〕
○玉城デニー 知事　平良昭一議員の御質問にお答え
します。
　観光目的税導入についての御質問の中の(1)、導入
に向けた進捗状況についてお答えいたします。
　沖縄県では、沖縄が世界に誇れる観光リゾート地と
して発展することを目指すとともに、県民生活と調和
した持続的な観光振興を図る観点から、観光目的税、
いわゆる宿泊税の導入に向けた検討を進めておりま
す。観光目的税については、納税者である観光客に利
益を還元する観点から、観光客が安全・安心で快適な
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観光を満喫できる受入れ環境の整備、独自の伝統文化
やスポーツ等のソフトパワーを生かした多彩かつ質の
高い観光の推進など、新規または拡充する取組に活用
してまいります。導入に向けましては、県民生活・社
会との調和、観光との相乗効果を活用した産業振興、
多様な生態系や環境の保全などＳＤＧｓの取組と沖縄
観光の方向性を重ね合わせながら、税の使途や税額設
定の在り方などについて観光関連団体や市町村等と、
これからも丁寧に協議を進めてまいります。
　その他の質問につきましては、部局長から答弁をさ
せていただきます。
○赤嶺　昇 議長　総務部長。
　　　〔宮城　力　総務部長登壇〕
○宮城　力 総務部長　１、沖縄振興についての(1)、
沖縄振興予算の確保に向けた取組状況についてお答え
いたします。
　県においては、８月末の内閣府の概算要求を踏ま
え、自見沖縄担当大臣が９月28日に来県された際
や、11月７日から９日にかけて町村会と連携しなが
ら、自見大臣をはじめとする関係要路へ要請を行って
まいりました。11月29日には、国の総合経済対策に
係る沖縄振興関連の補正予算として、沖縄振興公共投
資交付金約39億円を含めた総額329億円が措置され
たところです。
　県としましては、引き続きあらゆる機会を捉え、市
町村との共通の思いである沖縄振興予算、とりわけ沖
縄振興一括交付金の増額確保に向けて、取り組んでい
きたいと考えております。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　企画部長。
　　　〔金城　敦　企画部長登壇〕
○金城　敦 企画部長　１、沖縄振興についての(2)、
令和６年度税制改正要望についてお答えいたします。
　県は、８月と11月に、令和６年度税制改正の対象
となる沖縄型特定免税店制度、沖縄発電用特定石炭等
に係る石油石炭税の免除、沖縄電力の償却資産に係る
特例措置、揮発油税等の軽減措置の延長等に向け、関
係要路への要請を行いました。今般、これらの措置に
ついて３年延長の方向で最終調整がなされているとの
報道があることは承知しておりますが、現時点ではい
まだ、税制改正大綱が決定されておらず、予断を許さ
ない状況と認識しております。
　県としては、同大綱決定まで、引き続き、緊張感を
持って取り組んでまいりたいと考えております。
　次に２、北部振興についての(1)、北部振興事業の
目的についてお答えいたします。

　沖縄県北部地域は、１人当たり県民所得が県平均と
比べ低く、また過疎地域が多く存在しております。こ
のため、県土の均衡ある発展と持続可能な県土づくり
を推進する観点から、北部振興事業を実施し、自立的
発展の条件整備として、産業の振興や定住条件の整備
など各種施策を展開しているところです。
　同じく２の(2)、北部振興事業の成果についてお答
えいたします。
　北部振興事業は、平成12年度に創設され、これま
での間、道路、港湾、住宅、医療、福祉などの社会資
本整備や生活環境の整備などを進めてきたところで
す。具体的には、沖縄北部地域救急・救助ヘリ運航、
本部港港湾改修、瀬底一周線道路改築、北部広域ネッ
トワーク整備などに取り組んできました。
　県としましては、引き続き、北部圏域市町村と連携
して、地域の活性化、魅力ある生活環境の整備や雇用
機会の創出に取り組んでまいります。
　同じく２の(3)、北部振興の今後の方向性について
お答えいたします。
　新・沖縄21世紀ビジョン基本計画における北部圏
域の基本方向として、公立沖縄北部医療センターの整
備による医療体制の構築、県立名護高等学校附属桜中
学校の開校による人材育成及び教育環境の整備、国内
外の来訪者等に対応する体系的な道路整備やシームレ
スな交通体系の整備・拡充、世界自然遺産登録地の環
境保全と利活用の両立を図る取組の推進などを位置づ
けております。
　県としては、引き続き、北部地域の個性や多様性を
生かした力強い圏域の形成に努めてまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
　　　〔宮城嗣吉　文化観光スポーツ部長登壇〕
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　２、北部振興に
ついての(4)、沖縄北部新テーマパークについてお答
えします。
　沖縄北部新テーマパークについて、事業者から、コ
ンセプトはＰｏｗｅｒ　Ｖａｃａｎｃｅ！！、名称を
ジャングリアとし、令和７年夏の開業を目指すとの発
表がありました。テーマパークの開業は、周遊時間の
増加による滞在日数の延伸や地元特産品等の消費促進
など、観光の高付加価値化が期待されることから、県
は北部地域の多様な産業の活性化につながるよう取り
組んでまいります。
　一方で、交通渋滞や地域の雇用に対する影響を懸念
する声があることも承知しており、県としては、事業
者や関係市町村と情報共有を図るとともに、関係部局
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が連携し対応してまいります。
　次に３、観光目的税導入についての(2)、論点につ
いての検討状況についてお答えします。
　これまでの観光関連団体等との意見交換や、ツーリ
ズム産業団体協議会からの意見書において、税の使
途、税額設定の在り方等の論点が挙がっております。
11月に開催した、導入予定市町村及び宿泊事業者を
含む観光関連団体との連絡会議においては、これら論
点を共有しながら、検討の方向性などについて、意見
交換を行ったところです。引き続き、協議の場を設け
て、観光関連団体や市町村との意見交換を重ねなが
ら、挙げられた論点について詳細に整理してまいりま
す。
　同じく３の(3)、導入予定市町村との調整状況につ
いてお答えします。
　観光目的税（宿泊税）の導入を予定している市町村
は、本部町、恩納村、北谷町、宮古島市、石垣市の
５市町村となっております。９月26日及び11月28日
に、導入を予定している５市町村との連絡会議を開催
し、県及び市町村における導入に向けた取組状況や、
論点となっている県と導入市町村との税率・税の配
分、課税免除の対象等を中心に、検討の方向性や取組
手法について意見交換を行ったところです。
　同じく３の(4)、竹富町及び石垣市との調整等につ
いてお答えします。
　石垣市は県と同様、宿泊税の導入を予定しており、
個別に意見交換を行っているほか、連絡会議におい
て、挙げられた論点について、意見交換を行っており
ます。竹富町は、オーバーツーリズムなど、持続可能
な観光地づくりの課題に対応するため、使途を定めな
い法定外普通税である訪問税（仮称）の導入を目指し
ていると聞いております。観光目的税の導入により、
県は、全県的、広域的に実施することでより効果が出
る取組に対して、市町村は、各地域が抱える個々の課
題に対して、それぞれが持続可能な観光地を実現する
ための取組へ充当することが可能になると考えており
ます。
　県では、納税者の過重な負担にならないよう石垣市
と丁寧な調整を行うとともに、竹富町とは課税標準が
異なりますが、情報共有など連携を図ってまいりま
す。
　同じく３の(5)、自治体間で連携した宿泊税の導入
についてお答えします。
　宿泊税については、目的税であることから、納税者
である観光客に利益が還元される必要があり、使途と
なる財政需要があることが前提となります。また、導

入に当たっては、広く観光客の理解が得られるものと
する必要があります。このため、県と市町村がそれぞ
れ導入する場合においては、税額設定の在り方や導入
スケジュール等について、県と市町村で十分に連携す
ることが重要となります。
　県としては、納税者の過重な負担とならない、簡素
で分かりやすい制度となるよう、関係市町村と丁寧に
意見交換を行いながら、導入に向けて取り組んでまい
ります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
　　　〔前川智宏　土木建築部長登壇〕
○前川智宏 土木建築部長　２、北部振興についての
(5)、名護本部線の進捗状況についてお答えいたしま
す。
　名護本部線は、北部地域における観光振興等に資す
る重要な路線であり、早期の整備が必要であると認識
しております。現在、用地取得及び渡久地橋の架け替
え工事を進めているところであり、令和４年度末の進
捗率は、事業費ベースで約46％となっております。
今後とも、所要額の確保に努め、早期整備に向け取り
組んでまいります。
　次に同じく２の(6)、本部港の災害復旧とターミナ
ルビル整備についてお答えいたします。
　本部港の被災したクルーズ船対応岸壁については、
復旧に向けた国の災害査定を年内に予定しているとこ
ろです。
　県としては、引き続き関係機関と連携しながら、速
やかな復旧に取り組んでまいります。また、ターミナ
ルビルについては、官民連携によりクルーズ船社が整
備する予定でありますが、令和４年に同社が清算命令
を受けたことから、同社の動向を注視しているところ
であります。
　県としては、引き続き国の助言を得ながら、国際ク
ルーズの拠点形成に向けて取り組んでまいります。
　次に同じく２の(7)、伊平屋空港整備事業について
お答えいたします。
　伊平屋空港については、就航見込みのある航空会社
との意見交換や需要予測などの確認・検証及び関係機
関との調整に取り組んでいるところであります。引き
続き、意向取付けや需要予測、費用対効果の確保など
事業化の課題解決に向け、伊平屋村、伊是名村と連携
し、早期事業化に向け、取り組んでいきたいと考えて
おります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　農林水産部長。
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　　　〔前門尚美　農林水産部長登壇〕
○前門尚美 農林水産部長　４、和牛オリンピック沖
縄開催についての(1)、全国和牛能力共進会の沖縄開
催についてお答えいたします。
　令和４年に開催された鹿児島県大会では、種牛272
頭、肥育牛166頭が全国から出品され、県選出の、
しもじ51号が過去最高の優等４席に入賞しておりま
す。次回は令和９年に北海道大会が行われますが、そ
の次の令和14年の開催地は未定となっております。
沖縄県開催には、①、食肉センターの屠畜処理能力、
②、種牛審査会場の確保、③、種雄牛造成のための母
牛改良を行う和牛育種組合の設立などの課題がありま
す。
　県としましては、引き続き全国和牛能力共進会の沖
縄開催について、生産者や関係団体と意見交換を行っ
てまいります。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
　　　〔多良間一弘　環境部長登壇〕
○多良間一弘 環境部長　５、我が会派の代表質問と
の関連についての(1)、カラスが死亡している場合の
鳥インフルエンザ調査についてお答えいたします。
　国は、高病原性鳥インフルエンザの早期検知に資す
るため、今年８月にマニュアルを見直し、ハシブトガ
ラス等のカラスについては、検査の優先順位を格上げ
し、監視を強化したところです。
　県は、国の当該マニュアルに基づき、国内における
高病原性鳥インフルエンザの発生状況に応じ、カラス
など対象となる種類の死亡野鳥等の調査を行っており
ます。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　子ども生活福祉部長。
　　　〔宮平道子　子ども生活福祉部長登壇〕
○宮平道子 子ども生活福祉部長　５、我が会派の代
表質問との関連についてのご質問の中の(2)、サイパ
ン、テニアンでの遺骨収集についてお答えいたしま
す。
　サイパン及びテニアンに移り住んだ県人が太平洋戦
争に巻き込まれ、多くの貴い命が失われました。海外
における遺骨収集は、国において実施されており、令
和５年度における戦没者の遺骨収集実施計画による
と、今年度は、両島合わせて４回の現地調査とサイパ
ン島での遺骨収集の実施が計画されております。な
お、両島における遺骨収集においては、令和５年10
月末時点で３万9736柱が収容されております。
　以上でございます。

○赤嶺　昇 議長　平良昭一議員。
○平良　昭一 議員　観光目的税についてですけど、
これ導入時期は令和８年ということでありましたけ
ど、この主な論点を５つほど挙げましたけど、それは
当然、実施するに当たり、条例で制定しなければいけ
ない項目になっているわけですか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後５時43分休憩
　　　午後５時44分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　総務部長。
○宮城　力 総務部長　失礼いたしました。
　条例で定めることになりますが、まず目的、それか
ら納税者、それから税率等々について定めることにな
ります。
○赤嶺　昇 議長　平良昭一議員。
○平良　昭一 議員　令和８年度から導入したいとい
うんであれば、条例制定して周知期間も必要になりま
すよね。この条例制定する時期というのはいつ頃にな
る予定なんですか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後５時44分休憩
　　　午後５時45分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　県では、令和６
年度に沖縄観光がコロナ前と同様の水準に回復するこ
とを目指し施策を展開しているところでございます。
宿泊税の導入に向けては、この回復状況を確認した上
で、令和６年、また７年で導入に係る検討調整、制度
の周知を行いまして、令和８年度の導入を目指すとい
うような手続になります。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　平良昭一議員。
○平良　昭一 議員　観光関連業界とのちょっと意見
交換をやってきたんですけど、皆さん、県側との意見
の食い違いがかなりある。そういう面で、果たして令
和８年度から実施というのが可能なのかと非常に疑念
を持っているんです。その辺、タイムスケジュールと
して大丈夫なのか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後５時46分休憩
　　　午後５時46分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　観光関連団体へ
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市町村と個別の意見交換、また連絡会議等で調整はし
ているところですけれども、論点として挙げられてい
ます税の使途、課税免除、または高価格帯施設への対
応、または県と市町村とのそれぞれの税率等々につい
て、その論点とそれから検討の方向性について今議論
しておりますし、その検討の方向性について、どう
いった作業手順で論点を整理していくかと、そういっ
たことを今進めているところでございます。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　平良昭一議員。
○平良　昭一 議員　特に、これはコロナの前から計
画されていたわけですよね。しかし、コロナの中で先
送りになってしまった。その中には、やっぱり観光関
連業界の今の現状があるということもよく分かるんで
す。しかし、市町村がそれに対して動き始めたという
のは、自分たちの普通税獲得、税金を獲得するために
動き出してきたわけですよね。その兼ね合いの中で、
県がリーダーシップを取る、市町村が勝手に動き回る
ということが、今非常に懸念されている。その中で、
二重三重の課税をされるような状況が生まれた場合
に、これまで培ってきた、積み上げてきた沖縄観光の
イメージがダウンする可能性っていうのが非常に大き
いと思うんです。その辺、十分熟知しながら作業は続
けていけるんですか。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　宿泊税は目的税
でありますので、納税者、観光客に利益が還元される
必要があります。この利益という部分が、財政需要と
いう形になります。それで、制度を制定するために
は、この税収を必要とする財政需要があるということ
が必要となります。その観点から、税負担と受益との
バランスというのを総合的に判断する必要があります
ので、これらのことを踏まえて、市町村、それから関
係団体等、意見交換を重ねながら検討しているところ
でございます。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　平良昭一議員。
○平良　昭一 議員　非常に懸念されるのが、例も挙
げましたけど北海道ですよ。倶知安町が独自でやって
いる。しかし、また道の中では、市町村は道と同じよ
うな考え方の中で税を取ろうとしている。そこで、相
反することが生まれてしまうわけですよ。沖縄県がそ
ういう状況に陥ってしまわないかなというのが大変心
配する要素でありますけど、大丈夫でしょうか。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　北海道の状況に

つきましては、県としましても情報を収集していると
ころでございます。県と市町村がそれぞれ課税する場
合につきましては、この導入時期等につきまして、混
乱が生じないように、県と市町村が足並みをそろえて
取り組む必要がありますし、また先ほど来申し上げて
いますとおり、納税者の過重な負担にならないという
ところ、それから納税者である観光客に、簡素で分か
りやすい制度となるというところが必要になってきま
す。これは、それぞれ県も市町村も、それぞれが主体
的に税制度というのは検討することとはなりますが、
その基本的な考え方は一緒でございますので、関係市
町村と丁寧に意見交換を行ってまいります。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　平良昭一議員。
○平良　昭一 議員　これ、各都道府県で独自に進め
ているけど、国からはどういうようなことをしなさい
という指摘とか指導というのはないんですか。それぞ
れで都道府県で決めていいものなのか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後５時50分休憩
　　　午後５時50分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　総務部長。
○宮城　力 総務部長　法定外税を定める場合、総務
大臣の同意が必要となります。その場合、国税または
他の地方税と課税標準を同じくし、かつ、住民の負担
が著しく過重となること、地方団体間における物の流
通に重大な障害を与えること、その２つを除くほか、
国の経済施策に照らして適当でないこと。これらのい
ずれかがあると認める場合を除いて、つまりそうでな
ければ、総務大臣はこれを同意するということになり
ます。
○赤嶺　昇 議長　平良昭一議員。
○平良　昭一 議員　いわゆる国側は、自分たちの目
的税は確保してくださいと柔らかくなってきているわ
けですよね、それなりに基準が。私はそういうふうに
理解してるんですけど。そうであれば、各市町村独自
に動いてくる可能性はあるわけですよ。であれば、
しっかり県がその目的税に対しての指針を示していか
ないと、今後同じような状況の市町村が出てくる可能
性があるんです。今５つと言っていましたけど、私の
情報では、国頭村も独自のものでやろうという情報も
入ってきてますけど。今後そういうのが出てくるとき
に、県がいかに指導力を発揮してやっていくかが大事
になると思いますけど、その辺、最後にお聞かせ願い
ます。
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○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　観光客や特別徴
収義務者となるホテル等事業者に混乱が生じないよ
う、県と市町村が足並みをそろえて取り組む必要があ
りますので、県としましては、納税者の過重な負担に
ならないようにすること、それから簡素で分かりやす
い制度となるように、関係市町村と丁寧に意見交換を
行ってまいります。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　平良昭一議員。
○平良　昭一 議員　この問題は令和６年、７年でも
う条例を制定しないといけないような状況になるわけ
ですから、その辺、今後また継続して議論していきた
いと思っています。
　次に移ります。
　高病原性鳥インフルエンザですけど、カラスが媒介
の要因になったというのが初めてニュースで報じられ
てきたわけです。我々、先進地の京都に行ってきたと
きに、カラスが一番それになると困るということを
言っていたんです。それが現実に示された、現実に
なったということで非常に危惧する問題。
　それで、沖縄県がこれまでカラスに対しての調査を
やってきたか、その辺。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
○多良間一弘 環境部長　お答えいたします。
　先ほど答弁しましたとおり、国のマニュアルにおき
ましては、死亡野鳥に対しての検査の対象種が決めら
れております。カラスは４段階のうちの、その他の種
と一番下の段階から、今回その上の検査優先種３とい
うことで格上げされました。それに基づいて、県のほ
うは、死亡野鳥が確認された場合には検査をしている
わけですけれども、今シーズンにおきましては、検査
ケースが３件ありまして、そのうち１件がカラスと
なっております。参考までに、昨年度、令和４年の場
合は、12件の検査件数がありましたけれども、カラ
スの件数はゼロ件というような状況になっておりま
す。
　以上でございます。
○赤嶺　昇 議長　平良昭一議員。
○平良　昭一 議員　答弁の中では、県は、鶏舎の周
りの対策と養鶏農家に対しての配慮はしているんです
よ。やってはいると思います。しかし、この野鳥とこ
のカラス、渡り鳥、そういう面に関しては、ちょっと
遅れているような感じがしてならない。京都に比べ
て。そういう面では、昨日の次呂久議員の質問の中
で、検体の遺伝子検査を県内でできるような状況が生

まれたと言ってますけど、本当にこれできるように
なったのか。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
○多良間一弘 環境部長　県内での検査体制につきま
しては、昨日答弁をしたとおりでございますけれど
も、鳥インフルエンザに関しましては、まずは死亡野
鳥に関して、簡易検査を行います。その簡易検査の結
果、陽性となりましたときに遺伝子検査で確定検査を
行いますけれども、その確定検査を行うものがこれま
では国立環境研究所ということでヤマトのほうに送っ
ておりましたけれども、この検査が県内の美ら島財団
のほうでできるようになりました。それによりまし
て、検査確定までの期間がこれまでのおよそ１週間程
度から二、三日程度で確定検査が出るような状況に
なっているというようなところでございます。
○赤嶺　昇 議長　平良昭一議員。
○平良　昭一 議員　これは大変非常にいいことであ
りますけれど、問題は県民の意識の改革なんですよ。
京都府は、府民が不審な死骸や弱った鳥がいたらも
う、すぐ府庁に電話するわけですよ。それで対応をす
ぐやるということがスムーズにいってました。県民
が、このような形の中で通報ができる体制を構築でき
るか。そこがこれからの問題になってくると思う。そ
の辺、どう対応していきますか。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
○多良間一弘 環境部長　死亡野鳥等の確認された場
合の連絡体制につきましては、我々のホームページと
かで自然保護課を中心に窓口として広報をやっている
ところでございます。そうした周知活動についても、
引き続き、続けていきたいというふうに思っておりま
す。
○赤嶺　昇 議長　平良昭一議員。
○平良　昭一 議員　昨日のニュースでちょっと、こ
の鳥インフルエンザの治療薬の開発のニュースがやら
れてたんです。沖縄県、特にヤンバルクイナ、カンム
リワシを保護している施設がありますよね。そういう
近辺で発生した場合に、やっぱりこんな貴重な動物
を、何ていいますか、殺すわけにはいきませんよね。
そういう中では、この治療薬というのも今後重要な立
場になってくると思うんですけど、その辺の情報とか
入ってますか。
○赤嶺　昇 議長　環境部長。
○多良間一弘 環境部長　今、議員のおっしゃった鳥
インフルエンザの治療薬に関しましては、昨日の夕方
のニュースでやっていたということは承知しておりま
す。それについては、治療については、まだまだ研究
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の段階という話で、ワクチンの話とかもありましたけ
れども、我々も、そういった最新情報についても、今
後いろいろ情報収集に努めてまいりたいというふうに
思います。
○赤嶺　昇 議長　平良昭一議員。
○平良　昭一 議員　次に北部に開業予定の大規模
テーマパーク。
　交通渋滞、雇用人数、社員宿舎、地元食材の使用な
ど、地元からいろんな意見があるんですよ。オープン
にされてこなかったものですから、もうくすぶってい
るものがたくさんある。そういう面では、県がどれだ
け間に入って配慮していけるかというのは、やっぱり
関心があるわけです。その辺、どうですか。
○赤嶺　昇 議長　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　交通渋滞、人材
確保等の懸念、地域経済の活性化に寄与するという反
面、そういった懸念があることも承知しているところ
であります。事業者においては、雇用創出、それから
交通対策を含めた分野で連携を図るために、名護市、
今帰仁村と包括連携協定を締結しております。また、
名桜大学と連携包括協定を結んでおりまして、観光人
材の育成にも取り組んでおります。人材確保に関して
は、複数の地元事業者との連携について調整を進めて
いるとも聞いております。
　県としましては、このような事業者の動向、それか
ら関係市町村と情報共有を図るとともに、関係部局が
連携して課題に対応していきたいと考えております。
　以上です。
○赤嶺　昇 議長　平良昭一議員。
○平良　昭一 議員　2020年に名護市と今帰仁村との
包括連携協定の内容というのは、県は把握しているの
か。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後５時58分休憩
　　　午後５時58分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　文化観光スポーツ部長。
○宮城嗣吉 文化観光スポーツ部長　観光振興、地域
活性化、雇用創出、交通対策などの分野において、住
民サービスの向上と地域の成長につながるような形で
連携していくというふうに承知しております。
○赤嶺　昇 議長　平良昭一議員。
○平良　昭一 議員　今後、近隣の市町村とも会話を
大いにやっていくという会社からの説明もありました
ので、大いに期待をしていきたいと思っています。
　次に、県道84号線の進捗状況。

　これ当初の計画、完成予定はいつだったのか。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後５時59分休憩
　　　午後６時０分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　申し訳ございません。
　当初の完了予定時期については、大変申し訳ござい
ません、今手元に資料等がございませんので、お答え
しかねるところでございます。
○平良　昭一 議員　ちょっと休憩お願いします。
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後６時０分休憩
　　　午後６時０分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　平良昭一議員。
○平良　昭一 議員　当初の完成予定は令和４年完成
です。それが現在、進捗率が46％。町の中心部がも
う全く機能していないということですよ。寂れて、観
光の町としてのイメージダウン。それがもう何年間も
続いている。ハード交付金の減額をされたということ
だけで、私はもう済まされない問題だと思いますけ
ど。知事、副知事、その辺の覚悟を持って臨めません
か。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　議員御指摘のとおり、当
該箇所の進捗が遅れている状況につきましては、予算
の確保というところが最大の課題となっております。
　県としましては、必要予算の確保に向けまして、引
き続き取り組んでまいりたいと考えております。
○赤嶺　昇 議長　平良昭一議員。
○平良　昭一 議員　道路を造るという改修で町の発
展を停止したり、いや後退をさせるような状況になっ
ては非常に困る。その辺は忠告をしておきたいと思い
ますので、もう、いち早くその財源を確保できるよう
な努力をしていただきたい。
　次に移ります。
　今後の本部港整備計画についてでありますが、ゲン
ティン香港との協定、締結の可能性はあるんですか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　お答えをいたします。
　クルーズ船社につきましては、令和４年に清算命令
を受けたというところから、現時点におきましては、
動向を注視をしているという状況でございます。
○赤嶺　昇 議長　平良昭一議員。
○平良　昭一 議員　じゃあ、今後どうしていくんで
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すか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　今後の官民連携の在り方
につきましては、国と協議をしながら、今後どのよう
な方向でターミナルビル等の整備について取り組んで
いくか、協議をしていきたいと考えております。
○赤嶺　昇 議長　平良昭一議員。
○平良　昭一 議員　北部地域の皆さん、非常に期待
した。今、世界自然遺産登録も終わり、テーマパーク
も新しくできる。いわゆる新たな発信ができるわけで
す、以前と違って。であれば、沖縄県としての独自の
営業もしなければいけないんじゃないのか。どうで
しょうか、知事、副知事。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　議員御発言のとおり、北
部地域の観光ポテンシャルが上がっているというとこ
ろについては、十分認識をしているところでございま
す。
　県としましても、本部港のクルーズ誘致に向けまし
て、国と協議をしつつ取り組んでまいりたいと考えて
おります。
○赤嶺　昇 議長　平良昭一議員。
○平良　昭一 議員　これはもう早急に動かないとい
けないものだと思いますので、くぎを刺しておきま
す。
　北部振興事業で、定住条件の整備が遅れているとい
うことはもう明らかです。国頭３村、本部、離島３村
は人口が減り続けているし、今帰仁村も思うような伸
びがありません。名護市と名護市以南の３町村だけが
人口が増えているんです。であれば、その辺を考慮し
ての今後の北部振興策は絶対的に必要だと私は思いま
すけど、いかがですか。
○赤嶺　昇 議長　玉城知事。
○玉城デニー 知事　県土の均衡ある発展は、沖縄県
全体が一つのつながりを持って、様々な事業を展開し
ていくこと、振興計画を図っていくことが重要だと思
います。北部地域は、先ほども企画部長から答弁をさ
せていただきましたけれども、やはりその県民所得が
低いということ、それから過疎地域があるということ
で、非常に住民の方々にも御苦労をおかけしていると
思いますが、しかし、県としては、この持続可能な発
展と、そして議員本日お尋ねの、北部のテーマパーク
などにも様々な注目が集まってきておりますので、そ
のために地域住民の皆さんの生活環境も整えながら、
北部がさらに発展していけるような様々な施策をもっ
てしっかり取り組んでまいりたいと思います。

○赤嶺　昇 議長　平良昭一議員。
○平良　昭一 議員　最後に、伊平屋空港の問題で
す。
　もう参入会社の決定がなければ、全く進まないとい
うような説明ですよね。であれば、参入会社をどう探
してくるのか。これは県の仕事じゃないのか。どうで
すか。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　伊平屋空港につきまして
は、就航見込みのある航空会社との意見交換や需要予
測などを行っているところであります。
　引き続き、早期事業化に向けまして、伊平屋村、伊
是名村と連携し取り組んでまいりたいと考えておりま
す。
○赤嶺　昇 議長　平良昭一議員。
○平良　昭一 議員　公共交通特別委員会の中でも、
１つの会社の名前が上がっているわけです。沖縄県の
離島に頑張っていきたいと、貢献したいという会社も
あるわけですから、そこと沖縄県は積極的に話をする
べきじゃないのか。その辺、やっているのか、やって
いないのかは分かりませんけど、どうなっているの
か。最後にお願い。
○赤嶺　昇 議長　土木建築部長。
○前川智宏 土木建築部長　就航意向のある航空会社
と意見交換を行いながら、需要予測などの確認などを
行い、早期事業化に向けて取り組んでまいりたいと考
えております。
○赤嶺　昇 議長　平良昭一議員。
○平良　昭一 議員　終わります。
○赤嶺　昇 議長　以上をもって通告による一般質問
及び議案に対する質疑は終わりました。
　これをもって質疑を終結いたします。
　この際、お諮りいたします。
　ただいま議題となっております議案のうち、認定第
１号から認定第20号までについては、決算特別委員
会に付託の上、審査することにいたしたいと思いま
す。
  これに御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、認定第１号から認定第20号までについて
は、決算特別委員会に付託の上、審査することに決定
いたしました。
　　　――――――――――――――――――
○赤嶺　昇 議長　ただいま決算特別委員会に付託さ
れました議案を除く甲第１号議案から甲第３号議案ま
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で及び乙第１号議案から乙第20号議案までについて
は、お手元に配付してあります議案付託表のとおりそ
れぞれ所管の常任委員会に付託いたします。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔議案付託表　巻末に掲載〕
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○赤嶺　昇 議長　日程第３　甲第４号議案を議題と
いたします。
　知事から提案理由の説明を求めます。
　玉城知事。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔知事提出議案　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
　　　〔玉城デニー　知事登壇〕
○玉城デニー 知事　令和５年第４回沖縄県議会（定
例会）に追加提出いたしました議案について、その概
要及び提案の理由を御説明申し上げます。
　甲第４号議案「令和５年度沖縄県一般会計補正予算
（第６号）」は、国の総合経済対策を実施するため、
緊急に予算計上が必要な事業について、184億7607
万1000円を計上するものであります。
　同議案につきましては、先議案件として御審議を賜
りますようお願い申し上げます。
　以上、追加提出いたしました議案について、その概
要及び提案の理由を御説明申し上げました。
　慎重なる御審議の上、議決を賜りますよう、よろし
くお願いいたします。
　ユタサルグトゥ　ウニゲーサビラ。ニフェーデービ
ル。
○赤嶺　昇 議長　これより質疑に入るのであります
が、ただいまのところ通告はありません。
　質疑はありませんか。
　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　質疑なしと認めます。
　これをもって質疑を終結いたします。
　ただいま議題となっております甲第４号議案につい
ては、総務企画委員会に付託いたします。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午後６時８分休憩
　　　午後６時10分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　日程第４　陳情第176号の付託の件を議題といたし
ます。
　お諮りいたします。
　ただいまの陳情については、米軍基地関係特別委員

会に付託の上、審査することにいたしたいと思いま
す。
　これに御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、さよう決定いたしました。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○赤嶺　昇 議長　日程第５　陳情第７号の取下げの
件を議題といたします。
  お諮りいたします。
　本陳情については、陳情者から取り下げたいとの申
出がありますので、これを承認することに御異議あり
ませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
  よって、陳情第７号の取下げの件は、これを承認す
ることに決定いたしました。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○赤嶺　昇 議長　日程第６　議員派遣の件を議題と
いたします。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔議員派遣の件　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
○赤嶺　昇 議長　お諮りいたします。
　本件は、お手元に配付の議員派遣の件のとおり、議
員を九州各県議会議員交流セミナーへ派遣することに
御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、さよう決定いたしました。
　　　――――――――――――――――――
○赤嶺　昇 議長　次に、お諮りいたします。
  ただいま可決されました議員派遣の内容に今後変更
を要するときは、その取扱いを議長に一任することに
御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、さよう決定いたしました。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○赤嶺　昇 議長　この際、お諮りいたします。
　委員会審査のため、明13日は休会とすることにい
たしたいと思います。
　これに御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、明13日は休会とすることに決定いたしま
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した。
　　　――――――――――――――――――
○赤嶺　昇 議長　以上をもって本日の日程は全部終
了いたしました。

　次会は、12月14日定刻より会議を開きます。
　議事日程は、追って通知いたします。
　本日は、これをもって散会いたします。
　　　午後６時11分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。
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会議録署名議員	 上　　原　　　　　章

会議録署名議員	 比　　嘉　　京　　子
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令和５年12月14日

（第８号）

沖縄県議会（定例会）会議録令和５年
第 ４ 回





議　　事　　日　　程　第８号
令和５年12月14日（木曜日）

午前10時開議
第１　甲第４号議案（総務企画委員長報告）

	
本日の会議に付した事件

日程第１　甲第４号議案
甲第４号議案　令和５年度沖縄県一般会計補正予算（第６号）
	

出　席　議　員（48名）
	 44　番　　赤　嶺　　　昇　議長
	 30　番　　照　屋　守　之　副議長
	 １　番　　島　袋　恵　祐　議員
	 ２　番　　喜友名　智　子　議員
	 ３　番　　國　仲　昌　二　議員
	 ４　番　　玉　城　健一郎　議員
	 ５　番　　上　里　善　清　議員
	 ６　番　　大　城　憲　幸　議員
	 ７　番　　上　原　　　章　議員
	 ８　番　　小　渡　良太郎　議員
	 ９　番　　新　垣　淑　豊　議員
	 10　番　　島　尻　忠　明　議員
	 11　番　　仲　里　全　孝　議員
	 12　番　　上　原　快　佐　議員
	 13　番　　瀬　長　美佐雄　議員
	 14　番　　次呂久　成　崇　議員
	 15　番　　新　垣　光　栄　議員
	 16　番　　山　里　将　雄　議員
	 17　番　　当　山　勝　利　議員
	 18　番　　當　間　盛　夫　議員
	 19　番　　金　城　　　勉　議員
	 20　番　　新　垣　　　新　議員
	 21　番　　下　地　康　教　議員
	 22　番　　石　原　朝　子　議員

23　番　　仲　村　家　治　議員
24　番　　玉　城　武　光　議員
25　番　　比　嘉　瑞　己　議員
26　番　　平　良　昭　一　議員
27　番　　仲　村　未　央　議員
28　番　　照　屋　大　河　議員
29　番　　山　内　末　子　議員
31　番　　西　銘　啓史郎　議員
32　番　　座　波　　　一　議員
33　番　　大　浜　一　郎　議員
34　番　　呉　屋　　　宏　議員
35　番　　花　城　大　輔　議員
36　番　　又　吉　清　義　議員
37　番　　玉　城　ノブ子　議員
38　番　　西　銘　純　恵　議員
39　番　　渡久地　　　修　議員
40　番　　仲宗根　　　悟　議員
41　番　　崎　山　嗣　幸　議員
42　番　　瑞慶覧　　　功　議員
43　番　　比　嘉　京　子　議員
45　番　　末　松　文　信　議員
46　番　　島　袋　　　大　議員
47　番　　中　川　京　貴　議員
48　番　　仲　田　弘　毅　議員

	
職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

山　城　貴　子　　議 会 事 務 局 長
前　田　　　敦　　次 長
中　村　　　守　　議 事 課 長
儀　間　俊　江　　課 長 補 佐

宮　城　　　亮　　主 幹
比　嘉　太　一　　主 任
上　原　　　毅　　政務調査課副参事
新　垣　伸　弥　　主 幹

	

令 和 ５ 年
第 ４ 回 沖縄県議会（定例会）会議録（第８号）

令和５年12月14日（木曜日）午前10時開議
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○赤嶺　昇 議長　これより本日の会議を開きます。
　日程第１　甲第４号議案を議題といたします。
　本案に関し、委員長の報告を求めます。
　又吉清義総務企画委員長。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔委員会審査報告書（予算）　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
　　　〔又吉清義　総務企画委員長登壇〕
○又吉清義 総務企画委員長　ただいま議題となりま
した甲第４号議案について、以下、委員会における審
査の経過及び結果を御報告申し上げます。
　委員会におきましては、総務部長の出席を求め、慎
重に審査を行ってまいりました。
　審査の過程における執行部の説明及び質疑の概要等
について申し上げます。
　甲第４号議案「令和５年度沖縄県一般会計補正予算
（第６号）」は、国の総合経済対策を実施するため、
緊急に予算計上が必要な事業について、補正予算を編
成するものである。
　補正予算案の総額は、歳入歳出それぞれ184億
7607万1000円で、補正後の改予算額は、8962億
6206万4000円である。
　歳入の内訳は、地方交付税、分担金及び負担金、国
庫支出金、諸収入及び県債である。
　歳出の内訳は、県内のＬＰガス料金及び電気料金の
高騰の影響を受けた県民及び事業者の負担軽減を図る
ための緊急的な対策の実施に要する経費、那覇市立病
院の建て替えに要する経費、道路整備に要する経費、
県管理港湾施設の整備に要する経費、干ばつによる農
作物の被害を防止するために、ダム、貯水池及び用水
路等の整備と低地帯における排水路の整備を行い、農
業生産性の向上を図るために要する経費、長寿命化修
繕計画に基づき橋梁、トンネル、道路附属物等の修
繕・更新を推進する経費、県道20号線（泡瀬工区）
の整備に要する経費、地滑り防止施設の整備に要する
経費、県債の償還に必要な財源の基金積立てに要する
経費などである。
　繰越明許費補正は、予算成立後の事由により年度内
に完了が見込めない事業について、適正な工期を確保
するため、道路メンテナンス事業などを追加し、ま
た、社会資本整備総合交付金（泡瀬工区）などを変更
するものである。
　債務負担行為補正は、資源エネルギー開発促進費な
どを追加するものであるとの説明がありました。
　本案に関し、修学旅行需要分散化促進支援事業の内
容及び需要の分散化について質疑がありました。

　これに対し、沖縄の修学旅行においては、実施時期
や行程の固定化などによる需要の集中が発生してお
り、持続可能な受入れ体制構築のため、その分散化を
促進する必要がある。このため、探究学習やＳＤＧｓ
学習等を希望する学校に対する受入れ事業者とのマッ
チングの実施や体験する際の経費を支援することによ
り、修学旅行の行程や場所、交通手段など、需要の分
散化を図ることとしているとの答弁がありました。
　次に、無電柱化推進事業の概要及び離島における集
中的な事業の推進に対する県の考え方について質疑が
ありました。
　これに対し、同事業は、沖縄振興公共投資交付金と
令和２年度に新たに創設された通常補助を活用した２
つの事業があり、防災性の向上や良好な景観形成等を
目的として、道路管理者が管路敷設等を行うものと
なっている。
　今回の事業については、宮古管内の平良久松港線で
１億2500万円、八重山管内の国道390号で１億7900
万円を計上しており、引き続き離島の無電柱化の推進
に努めてまいりたいとの答弁がありました。
　次に、今回の追加補正を含めた沖縄振興予算につい
てどのように評価しているかとの質疑がありました。
　これに対し、今回の追加補正予算額を加えた令和５
年度の沖縄振興予算の最終予算額は、約3008億円と
なっている。そのうち、ハード交付金については当初
予算で700億円弱を要求していたが、今回の補正後は
407億円となっている。
　沖縄振興予算、特にハード及びソフトの一括交付金
については県、市町村ともに大幅な増額を求めている
ところであり、次年度以降も引き続き所要額の確保に
向けて取り組んでいく。
　今回の補正により、トータルで3000億円を超える
水準となっており、配慮いただいたものとありがたく
感じているところであるとの答弁がありました。
　そのほか、医療施設等物価高騰対策支援事業の概要
及び支給実績、沖縄県交通事業者安全・安心確保支援
事業で運転代行事業者が対象にならなかった理由、那
覇空港国際線へのスマートレーン導入時期、那覇空港
における人材確保の要望内容、宮古管内の市場通り線
及びマクラム通り線の道路改良工事等の内容、沖縄県
和牛子牛生産者緊急支援事業の補助対象頭数及び補助
額などについて質疑がありました。
　採決の結果、甲第４号議案は全会一致をもって、原
案のとおり可決すべきものと決定いたしました。
　以上、委員会における審査の経過及び結果を申し上
げましたが、よろしく御審議のほどをお願い申し上げ
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まして報告を終わります。
○赤嶺　昇 議長　これより質疑に入るのであります
が、ただいまのところ通告はありません。
　質疑はありませんか。
　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　質疑なしと認めます。
　これをもって質疑を終結いたします。
　これより甲第４号議案を採決いたします。
　お諮りいたします。
　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ
んか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、甲第４号議案は、原案のとおり可決されま
した。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○赤嶺　昇 議長　休憩いたします。
　　　午前10時７分休憩

　　　午前10時７分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　この際、お諮りいたします。
　委員会審査及び議案整理のため、明12月15日から
21日までの７日間休会といたしたいと思います。
　これに御異議ありませんか。
　　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、明12月15日から21日までの７日間休会と
することに決定いたしました。
　　　――――――――――――――――――
○赤嶺　昇 議長　以上をもって本日の日程は終了い
たしました。
　次会は、12月22日定刻より会議を開きます。
　議事日程は、追って通知いたします。
　本日は、これをもって散会いたします。
　　　午前10時８分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

議　　　　　長	 赤　　嶺　　　　　昇

会議録署名議員	 上　　原　　　　　章

会議録署名議員	 比　　嘉　　京　　子
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令和５年12月22日

（第９号）

沖縄県議会（定例会）会議録令和５年
第 ４ 回





議　　事　　日　　程　第９号
令和５年12月22日（金曜日）

午前10時開議
第１　乙第１号議案から乙第４号議案まで及び乙第６号議案（総務企画委員長報告）
第２　乙第５号議案及び乙第７号議案（土木環境委員長報告）
第３　乙第19号議案及び乙第20号議案（総務企画委員長報告）
第４　乙第18号議案（経済労働委員長報告）
第５　乙第12号議案、乙第16号議案及び乙第17号議案（文教厚生委員長報告）
第６　乙第８号議案から乙第11号議案まで及び乙第13号議案から乙第15号議案まで（土木環境委員長報告）
第７　甲第１号議案（総務企画委員長報告）
第８　甲第２号議案及び甲第３号議案(土木環境委員長報告)
第９　生涯を通じた国民皆歯科健診の実現を求める意見書

末松　文信議員　　小渡良太郎議員
新垣　淑豊議員　　石原　朝子議員
照屋　大河議員　　比嘉　京子議員
喜友名智子議員　　仲宗根　悟議員	 提出　議員提出議案第３号
瀬長美佐雄議員　　玉城ノブ子議員
上原　　章議員　　當間　盛夫議員
上原　快佐議員　　照屋　守之議員

第10　硬膜外自家血注入療法に対する適正な診療上の評価等を求める意見書
末松　文信議員　　小渡良太郎議員
新垣　淑豊議員　　石原　朝子議員
照屋　大河議員　　比嘉　京子議員
喜友名智子議員　　仲宗根　悟議員	 提出　議員提出議案第４号
瀬長美佐雄議員　　玉城ノブ子議員
上原　　章議員　　當間　盛夫議員
上原　快佐議員　　照屋　守之議員

第11　パレスチナ自治区ガザ地区における即時の人道的停戦を求める決議
當間　盛夫議員　　西銘啓史郎議員
座波　　一議員　　花城　大輔議員
末松　文信議員　　島袋　　大議員
玉城健一郎議員　　当山　勝利議員	

提出　議員提出議案第５号
國仲　昌二議員　　次呂久成崇議員
瀬長美佐雄議員　　比嘉　瑞己議員
上原　　章議員　　上原　快佐議員
照屋　守之議員

第12　陳情令和４年第137号、同第162号及び同第177号（総務企画委員長報告）
第13	 陳情令和４年第129号、同第146号、同第153号から同第155号まで、同第161号及び同第164号（経済

労働委員長報告）
第14　請願令和３年第４号、請願第２号、陳情令和４年第130号及び陳情第131号（文教厚生委員長報告）

令 和 ５ 年
第 ４ 回 沖縄県議会（定例会）会議録（第９号）

令和５年12月22日（金曜日）午前10時開議
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第15　閉会中の継続審査の件
	

本日の会議に付した事件
日程第１　乙第１号議案から乙第４号議案まで及び乙第６号議案

乙第１号議案	 沖縄県知事及び副知事の給与の特例に関する条例
乙第２号議案	 沖縄県職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例
乙第３号議案	 沖縄県知事等の給与及び旅費に関する条例及び沖縄県特別職の秘書の給与及び旅

費に関する条例の一部を改正する条例
乙第４号議案	 沖縄県部等設置条例の一部を改正する条例
乙第６号議案	 沖縄県警察職員の定員に関する条例の一部を改正する条例

日程第２　乙第５号議案及び乙第７号議案
乙第５号議案	 沖縄県道路占用料徴収条例の一部を改正する条例
乙第７号議案	 沖縄県水道料金徴収条例の一部を改正する条例

日程第３　乙第19号議案及び乙第20号議案
乙第19号議案	 当せん金付証票の発売について
乙第20号議案	 沖縄県教育委員会委員の任命について

日程第４　乙第18号議案
乙第18号議案	 地域水産物供給基盤整備事業の執行に伴う負担金の徴収について

日程第５　乙第12号議案、乙第16号議案及び乙第17号議案
乙第12号議案	 部活動中の事故に関する和解等について
乙第16号議案	 指定管理者の指定について
乙第17号議案	 指定管理者の指定について

日程第６　乙第８号議案から乙第11号議案まで及び乙第13号議案から乙第15号議案まで
乙第８号議案	 工事請負契約についての議決内容の一部変更について
乙第９号議案	 工事請負契約についての議決内容の一部変更について
乙第10号議案	 車両損傷事故等に関する和解等について
乙第11号議案	 車両損傷事故に関する和解等について
乙第13号議案	 損害賠償の額の決定について
乙第14号議案	 指定管理者の指定について
乙第15号議案	 指定管理者の指定について

日程第７　甲第１号議案
甲第１号議案	 令和５年度沖縄県一般会計補正予算（第５号）

日程第８　甲第２号議案及び甲第３号議案
甲第２号議案	 令和５年度沖縄県中城湾港マリン･タウン特別会計補正予算（第１号）
甲第３号議案	 令和５年度沖縄県流域下水道事業会計補正予算（第１号）

日程第９　生涯を通じた国民皆歯科健診の実現を求める意見書
日程第10　硬膜外自家血注入療法に対する適正な診療上の評価等を求める意見書
日程第11　パレスチナ自治区ガザ地区における即時の人道的停戦を求める決議
日程第12　陳情令和４年第137号、同第162号及び同第177号

陳情令和４年第137号　私立中学高等学校関係補助の拡充強化に関する陳情
陳情令和４年第162号　珊瑚舎スコーレ東表中学校設置計画に係る県知事の回答に関する陳情
陳情令和４年第177号　沖縄県職員等の離島への人事異動に伴う不便・不利益の解消に関する陳情

日程第13　陳情令和４年第129号、同第146号、同第153号から同第155号まで、同第161号及び同第164号
陳情令和４年第129号　石垣市における令和５年度国営土地改良事業及び国営関連事業の推進に関
　　　　　　　　　　   する陳情
陳情令和４年第146号　宮古島農業振興地域整備計画の変更に伴う沖縄県の同意について宮古島市
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　　　　　　　　　　   の意見を尊重するよう求める陳情
陳情令和４年第153号　沖縄県ボリビア・サンタクルス州姉妹都市交流活性化に関する陳情
陳情令和４年第154号　漁業無線通信施設の整備並びに維持管理に関する陳情
陳情令和４年第155号　酪農・畜産支援生産基盤強化対策に関する陳情
陳情令和４年第161号　令和４年度サトウキビ価格・政策確立に関する陳情
陳情令和４年第164号　沖縄の貸切りバスに関する陳情

日程第14　請願令和３年第４号、請願第２号、陳情令和４年第130号及び陳情第131号
請願令和３年第４号　化学物質過敏症に関する請願
請願第２号　「国民皆歯科健診の実現を求める意見書」に関する請願
陳情令和４年第130号　精和病院移転・統合基本構想に関する陳情
陳情第131号　硬膜外自家血注入療法に対する適正な診療上の評価を求める意見書の提出を求める
　　　　　　   陳情

日程第15　閉会中の継続審査の件
	

出　席　議　員（48名）
	 44　番　　赤　嶺　　　昇　議長
	 30　番　　照　屋　守　之　副議長
	 １　番　　島　袋　恵　祐　議員
	 ２　番　　喜友名　智　子　議員
	 ３　番　　國　仲　昌　二　議員
	 ４　番　　玉　城　健一郎　議員
	 ５　番　　上　里　善　清　議員
	 ６　番　　大　城　憲　幸　議員
	 ７　番　　上　原　　　章　議員
	 ８　番　　小　渡　良太郎　議員
	 ９　番　　新　垣　淑　豊　議員
	 10　番　　島　尻　忠　明　議員
	 11　番　　仲　里　全　孝　議員
	 12　番　　上　原　快　佐　議員
	 13　番　　瀬　長　美佐雄　議員
	 14　番　　次呂久　成　崇　議員
	 15　番　　新　垣　光　栄　議員
	 16　番　　山　里　将　雄　議員
	 17　番　　当　山　勝　利　議員
	 18　番　　當　間　盛　夫　議員
	 19　番　　金　城　　　勉　議員
	 20　番　　新　垣　　　新　議員
	 21　番　　下　地　康　教　議員
	 22　番　　石　原　朝　子　議員

23　番　　仲　村　家　治　議員
24　番　　玉　城　武　光　議員
25　番　　比　嘉　瑞　己　議員
26　番　　平　良　昭　一　議員
27　番　　仲　村　未　央　議員
28　番　　照　屋　大　河　議員
29　番　　山　内　末　子　議員
31　番　　西　銘　啓史郎　議員
32　番　　座　波　　　一　議員
33　番　　大　浜　一　郎　議員
34　番　　呉　屋　　　宏　議員
35　番　　花　城　大　輔　議員
36　番　　又　吉　清　義　議員
37　番　　玉　城　ノブ子　議員
38　番　　西　銘　純　恵　議員
39　番　　渡久地　　　修　議員
40　番　　仲宗根　　　悟　議員
41　番　　崎　山　嗣　幸　議員
42　番　　瑞慶覧　　　功　議員
43　番　　比　嘉　京　子　議員
45　番　　末　松　文　信　議員
46　番　　島　袋　　　大　議員
47　番　　中　川　京　貴　議員
48　番　　仲　田　弘　毅　議員

	
職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

山　城　貴　子　　議 会 事 務 局 長
前　田　　　敦　　次 長
中　村　　　守　　議 事 課 長
儀　間　俊　江　　課 長 補 佐
宮　城　　　亮　　主 幹

比　嘉　太　一　　主 任
佐久田　　　隆　　政 務 調 査 課 長
新　垣　伸　弥　　主 幹
平　良　典　子　　主 幹
平　良　末　子　　主 幹
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上運天　慎　也　　主 幹
	

○赤嶺　昇 議長　これより本日の会議を開きます。
　日程に入ります前に報告いたします。
　昨日、末松文信議員外13人から議員提出議案第３
号「生涯を通じた国民皆歯科健診の実現を求める意見
書」、議員提出議案第４号「硬膜外自家血注入療法に
対する適正な診療上の評価等を求める意見書」、當間
盛夫議員外14人から議員提出議案第５号「パレスチ
ナ自治区ガザ地区における即時の人道的停戦を求める
決議」の提出がありました。
　その他の諸報告については、お手元に配付の文書に
より御了承願います。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔諸般の報告　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
○赤嶺　昇 議長　日程第１　乙第１号議案から乙第
４号議案まで及び乙第６号議案を議題といたします。
　各議案に関し、委員長の報告を求めます。
　又吉清義総務企画委員長。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
　　　〔又吉清義　総務企画委員長登壇〕
○又吉清義 総務企画委員長　ただいま議題となりま
した乙第１号議案から乙第４号議案まで及び乙第６号
議案の５件について、以下、委員会における審査の経
過及び結果を御報告申し上げます。
　委員会におきましては、総務部長及び警察本部警務
部長の出席を求め、慎重に審査を行ってまいりまし
た。
　審査の過程における執行部の説明及び質疑の概要等
について申し上げます。
　まず、乙第１号議案「沖縄県知事及び副知事の給与
の特例に関する条例」は、不適正な会計処理の事案等
が重ねて発生したことにより公務に対する県民の信頼
を損ねたことに鑑み、令和６年１月１日から同年３月
31日までの間において、知事及び副知事の給与を減
額して支給する措置を講ずる必要があるため、条例を
制定するものであるとの説明がありました。
  本案に関し、減額措置の内容はどうなっているか。
また、減額する時期が遅いのではないかとの質疑があ
りました。
　これに対し、知事については給与月額に15％を乗
じた18万4500円、副知事については給与月額に10％
を乗じた９万7000円の減額となっており、３か月の

合計では113万5500円となる。
　去る９月定例会において、ＰＦＯＳ流出の問題や特
別会計における不適正な会計処理の事案等が重ねて発
生しており、県民の信頼を損ねたということを知事が
重く受け止め、再発防止に徹底して取り組む姿勢を示
すということで、今定例会に議案を提案したとの答弁
がありました。
　次に、不適正な会計処理が合計で約７億5000万円
となっていることについて、知事及び副知事の給与を
３か月間減額措置するだけでよいと考えているのかと
の質疑がありました。
　これに対し、知事及び副知事の給与の減額措置につ
いては、職員に対し再発防止を強く促すという意味も
ある。今回の不適正な事案については総務部で一括し
て調査を行っており、処分等については今後検討を進
めることになるが、その際は故意または過失の程度等
も考慮し、慎重に検討すべきと考えている。
　約７億5000万円の財源が活用できなかった部分に
ついては深く反省しなければならないが、一方で、事
業目的は達成されており、新たな財源負担が生じたも
のではないことから賠償問題にはならないものと考え
ているとの答弁がありました。
　次に、乙第２号議案「沖縄県職員の給与に関する条
例等の一部を改正する条例」は、人事委員会の給与勧
告、国及び他の都道府県の職員の給与の状況等を考慮
し、県の職員及び県費負担教職員の給与を改める等の
必要があるため、条例を改正するものであるとの説明
がありました。
  本案に関し、沖縄県職員の給与体系は他の都道府県
と違いはないという認識でよいかとの質疑がありまし
た。
　これに対し、給与の基本的な制度については、各都
道府県と国に準拠している。さらに、各地域の民間企
業の給与水準を考慮して人事委員会の勧告がなされて
いると認識しており、大卒及び高卒とも大きな差はな
いものと考えているとの答弁がありました。
　そのほか、会計年度任用職員の改正状況について質
疑がありました。
　次に、乙第３号議案「沖縄県知事等の給与及び旅費
に関する条例及び沖縄県特別職の秘書の給与及び旅費
に関する条例の一部を改正する条例」は、期末手当の
支給割合を改定する国の特別職及び沖縄県の一般職の
職員との均衡を考慮し、知事等及び特別職の秘書の期
末手当の支給割合を引き上げる等の必要があるため、
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条例を改正するものであるとの説明がありました。
  本案に関し、子供の貧困対策に対する予算が潤沢に
あるわけではなく、その対策を重視する知事の公約が
ある中で、支給割合を据え置くという議論はなかった
のかとの質疑がありました。
　これに対し、子供の貧困対策に係る財源の確保につ
いては基金を設置して各種の対策を行っているとこ
ろである。知事等特別職の期末手当の支給割合につ
いては平成27年度から据え置いているところである
が、今回、改正しない場合には国の特別職との格差が
0.25月分に広がることもあり、12月期は据え置き、
来年６月期から引き上げることとするため、条例を提
案しているとの答弁がありました。
　次に、乙第４号議案「沖縄県部等設置条例の一部を
改正する条例」は、新・沖縄21世紀ビジョン基本計
画を着実に実施するため、こども未来部を新たに設置
するとともに、知事公室、子ども生活福祉部及び保健
医療部を再編する等の必要があるため、条例を改正す
るものであるとの説明がありました。
　次に、乙第６号議案「沖縄県警察職員の定員に関す
る条例の一部を改正する条例」は、常勤の少年補導職
員を配置することにより、急増している児童虐待関係
の事案に対応する体制を強化する等のため、沖縄県警
察における警察官以外の職員の定員を改める必要があ
るため、条例を改正するものであるとの説明がありま
した。
  本案に関し、少年補導職員を採用する際の資格要件
はどうなっているかとの質疑がありました。
　これに対し、採用に当たり明確な資格要件はない
が、虐待を受けた児童の精神的ケア等を行うことが大
きな任務であることから、専門的知識や少年等に関わ
る有用な職務経験を有する者を採用する予定である。
あわせて、公認心理師あるいは臨床心理士等の資格も
考慮する予定であるとの答弁がありました。
　そのほか、少年補導員の職務内容、採用予定者の配
置先、増員人数の妥当性及び採用対象者の範囲などに
ついて質疑がありました。
　採決の結果、乙第３号議案については賛成多数を
もって、原案のとおり可決すべきものと決定いたしま
した。
　また、乙第１号議案、乙第２号議案、乙第４号議案
及び第６号議案の４件については全会一致をもって、
原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。
　以上、委員会における審査の経過及び結果を申し上
げましたが、よろしく御審議のほどをお願い申し上げ
まして報告を終わります。

○赤嶺　昇 議長　これより質疑に入るのであります
が、ただいまのところ通告はありません。
　質疑はありませんか。
　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　質疑なしと認めます。
　これをもって質疑を終結いたします。
　これより討論に入ります。
　乙第３号議案に対する討論の通告がありますので、
順次発言を許します。
　當間盛夫議員。
　　　〔當間盛夫　議員登壇〕
○當間　盛夫 議員　皆さん、おはようございます。
　維新・無所属の会の當間盛夫でございます。
　それでは、乙第３号議案「沖縄県知事等の給与及び
旅費に関する条例及び沖縄県特別職の秘書の給与及び
旅費に関する条例の一部を改正する条例」について、
反対の立場から討論をいたします。
　知事等の常勤の特別職の期末手当、ボーナスを年間
3.15月分の0.1月分を引き上げて3.25月分に引き上げ
ることであります。知事においては、14万7600円。
そして副知事においては、１人当たり11万6400円が
増額になるということであります。
　今議会において、不適正な会計処理事案の処理の事
案ということで、知事及び副知事の給与減額特例条例
も提出されております。しかし、この不適正会計事案
の総額は、７億5000万円であります。到底、知事三
役の給与削減で見合うものではありません。先ほど
も、又吉委員長からの報告もありました。そしてま
た、電気料金高騰ということで、この間、161億円余
りの県民、事業者への支援が行われております。これ
は全て国民の税金であります。そしてまた、皆さんも
御存じかと思いますが、租税負担、社会保障負担の国
民負担率は、約47％。そして、財政赤字を含めると
潜在的国民負担率は、60％を超えております。そし
てまた今回は、水道料金の引上げも議案に提出されて
おります。各市町村からは反対の要請、そして時期を
もう一度見直してほしいという要請があります。しか
し、県においては、来年10月に向けての約３割の水
道料金の引上げも議案として提出されております。県
民は、電気料金の高騰、ガソリンの高騰、物価の高騰
など、その上にまた水道料金の値上げ、県民所得や賃
金は上がらない中で知事のボーナスを引き上げること
は、玉城知事の、誰一人取り残さない、全て県民のた
めにという選挙公約にも反する。そしてまた、県民は
そのことは納得できないのではないでしょうか。そし
てまた、基地問題においても、辺野古の裁判闘争でも
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２億4000万円余りの県民の税金を使い、一度も勝つ
ことなく敗訴の責任をどのように取るかも示しており
ません。そのようなことからすると、知事等三役は、
自らのボーナスを引き上げるのではなく、在任中の給
与の減額や知事の退職金の廃止を行うべきです。
　改めて申し上げます。
　不適正会計処理で７億5000万円。水道料金の３割
の引上げ。２億4000万円の血税での裁判闘争費用
も、県民に負担させております。県民は電気料金高
騰、ガソリン高騰、物価高、さらに水道料金の値上げ
で賃金は上がらず、県民所得はいまだ最下位という、
県民生活の現状は困窮していることを認識すべきで
す。知事や与党の皆さんも、県民生活が第一と選挙公
約では訴えていると思います。県民生活を考えるので
あれば、自らのボーナスの、報酬の引上げではなく、
本気で県民生活を変えていくために政治家が自らの身
の改革を断行し、政治に対する県民の信頼を取り戻す
ことに全力で取り組まなければなりません。
　よって、乙第３号議案知事等の期末手当の引上げに
反対する立場で討論いたしました。
　議員の皆さんの御賛同をよろしくお願いを申し上げ
ます。
　ありがとうございました。
○赤嶺　昇 議長　山里将雄議員。
　　　〔山里将雄　議員登壇〕
○山里　将雄 議員　それでは、乙第３号議案に賛成
の立場で討論を申し上げます。
　まず、特別職の期末手当の支給割合は、これまで内
閣総理大臣をはじめ、国や他都道府県が継続して引き
上げてきた中、沖縄県においては、知事等特別職の期
末手当は、県内の諸事情を考慮し、平成27年度から
令和３年度まで据え置かれてきました。それにより、
国や他県の特別職との支給割合に差が生じており、昨
年度に0.05月分、若干の引上げをしたものの、それ
でも現行では47都道府県の中で下位２番目であり、
支給額においては、全国最下位であります。国や多く
の都道府県では、今年度も0.1月分引き上げており、
今回、沖縄県が引上げを行わないとますます差が広が
り、今後是正していくことが困難となります。
　今回の引上げは、現在その任にある玉城デニー知
事、あるいは副知事等の個人の期末手当を引き上げる
のではなく、沖縄県知事等の役職に対して、その職責
に値する適正な水準を維持するための改定だと理解を
しております。
　もう一点、３年余にわたるコロナ禍において、国内
経済状況は悪化し、賃金は据置きあるいは減額され、

県民の生活は厳しい状況に陥っていました。コロナが
完全に収束したわけではないものの、今、県経済はコ
ロナ禍前を取り戻しつつあります。県民の賃金も回復
の兆しが見えています。県民の生活がいまだ厳しい
中、県知事、副知事の給与や期末手当を引き上げるべ
きではないとの意見もありますが、大手企業や公務員
の賃金が改定されている中で、県知事、副知事の期末
手当や給与を据え置くことは、県内の賃金の回復基調
に水を差すもので、県民の賃金底上げに悪い影響を与
えてしまうことになりかねません。
　そのような背景を考慮した結果、県当局が提案して
きた今条例案に、議会がこれに反対し否決する理由は
何もありません。
　以上、議員各位に賛同を賜りますようお願いを申し
上げ、賛成討論といたします。
○赤嶺　昇 議長　仲村家治議員。
　　　〔仲村家治　議員登壇〕
○仲村　家治 議員　沖縄・自民党の仲村家治です。
　私は、会派を代表して、ただいま議題となっており
ます乙第３号議案「沖縄県知事等の給与及び旅費に関
する条例及び沖縄県特別職の秘書の給与及び旅費に関
する条例の一部を改正する条例」に対し、反対の立場
から討論を行います。
　この条例は、知事等の期末手当の割合を引き上げる
ことが内容となっております。人事委員会の勧告を受
けて、一般職職員の給与水準が引き上げられることか
ら、均衡を図るためというのが提案理由となっており
ます。その内容は、知事は、現在3.15月分を3.25月
分に引上げ、現行では464万9400円を受けておりま
すけれども、これにプラス14万7600円を引き上げて
479万7000円に、副知事は、現行366万6600円が11
万6400円値上げして378万3000円であります。合計
しますと、現行は1198万2600円、それに38万400円
値上げして、1236万3000円となっております。しか
しながら、以下に述べるとおり、改正の内容には疑問
点があり、賛同することはできません。
　第１に、引上げの時期についてであります。
　一般職職員については、乙第２号議案において、令
和５年12月１日からの適用となっております。これ
に対し、本条例によれば、令和５年12月分の知事、
副知事の期末手当は据え置かれることとなっておりま
す。この据え置かれる乙第１号議案では、３か月給
与を15％、10％引き下げるということでありますの
で、この整合性も疑問に思っております。一般職職員
との均衡を図るのであれば、なぜ実施時期をずらすこ
とが必要なのでしょうか。当局からの合理的な説明は
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一切ありません。特別職について、異なる取扱いをす
るというのは、まさに政治的なパフォーマンスにしか
映りません。
　第２に、乙第１号議案「沖縄県知事及び副知事の給
与の特例に関する条例」との関係であります。
　議員の皆さん御承知のように、昨年来、度重なる不
祥事により、沖縄県政は復帰以後、最大の危機に直面
していると言っても過言ではありません。その中で、
知事、副知事は令和４年６月に引き続き、自らの給与
の減額を申し出、その責任を取るということになって
いるわけであります。２年連続であります。給与の自
主返納をせざるを得ないという前代未聞の状況であり
ます。このような状況下において、期末手当の割合を
上げる、このような判断を県民が許すとでも思ってい
るのでしょうか。
　今日いらっしゃっておりませんが、知事、あなたに
だけは申し上げたい。あなたの管理のずさんさによっ
て、本来であれば必要のなかった一般財源の支出、一
体幾らだったのか、認識しておりますか。１億、２億
ではございません。正直申し上げて、知事の責任の取
り方は、乙第１号議案だけでは全く不十分であり、
期末手当の率を引き上げることなど言語道断、笑止
千万。真っ当な使命と責任感をお持ちの人間の取る行
動とは思えません。このことを指摘しておきたいと思
います。
　第３に、エネルギー価格の高騰、物価高に県民はあ
えいでおります。
　我々、県議会議員も給与水準を引き上げるかどう
か、会派間で相当な協議を行いました。その結果、や
はり今このような苦しい時期に、給与等を引き上げる
のは、県民の理解を得ることは難しいだろうというこ
とで、当面は据え置くということで、与野党全員、全
会派が一致したのであります。それにもかかわらず、
知事を支える与党の皆さん、本条例に賛成するので
しょうか。我々沖縄・自民党は、知事も議員も同じ特
別職でありますから、当然に同じ理由で引上げを行う
べきではない、このように考えております。
　真に県民生活への思いを致すのであれば、そもそも
なぜこのような議案を提案してきたのか。撤回しなさ
いと執行部をいさめることが健全な与党に求められて
いると思っております。そういった対応を取ろうとも
せず、与党諸君には猛省を促したいと思っておりま
す。
　最後に、県職員の普通退職者が増加していることに
ついて、今議会でも我が党は質問を行い、新聞報道で
も全国紙で取り上げられるなど、深刻な問題となりつ

つあります。冒頭に申し上げましたが、沖縄県政は復
帰以後、最大の危機に直面しております。一方で、自
らの給与を減額しつつ、他方ではボーナスを引き上げ
る。こんな自己矛盾した行動を取るトップに、一体全
体誰がついていこうと思うのでしょうか。玉城知事の
ずさんな県政運営の被害者は県職員であり、沖縄県民
であります。
　以上の理由から、乙第３号議案には明確に反対の意
見を表明するとともに、与党の議員の皆様、最後の
チャンスです。
　各位におかれても、良識に従って御判断を求めて、
私の反対討論といたします。
　よろしくお願いいたします。
○赤嶺　昇 議長　照屋守之議員。
　　　〔照屋守之　議員登壇〕
○照屋　守之 議員　おはようございます。
　乙第３号議案、知事の期末手当を3.15月分から
3.25月分、金額にして14万7600円引き上げることに
反対の立場から討論を行います。
　私は今、完全に中立的な立場でおりますけど、これ
は先ほどから自民党さん、あるいは与党の討論を聞い
ておりますけれども、中立的な立場から考えても、こ
れはやっぱりこういうことをしてはいけませんよ。与
党の皆さん。私はなぜ今、玉城知事が自らの期末手当
を引き上げる、そういう議案を議会に出したのか非常
に不思議ですね。与党もそう思いませんか。今、最優
先すべきは、県民の暮らし、経済じゃないですか。コ
ロナが終わって、円安そういう影響も含めて物価は上
がって、県民の暮らし、経済はより厳しくなっていま
せんか。そうなっていますよ。そして、観光産業ある
いは建設業、厳しいですよ。県は財源を確保しなく
て、県の公共事業はほとんど止まっていますよ。だか
ら、そういう厳しい状況の中で玉城知事は自らの期末
手当を引き上げるという、そこが理解できないんで
す。ですから、今こういう議案が出されると、県民の
暮らしや経済、あるいは問題解決を優先しなくて、自
らの賞与を上げるという、そういう県政というふうに
言われてもしようがないです。
　もう一つは、県財政って今あまり厳しくないですよ
ね。基金が相当額積み上げがあるわけでしょう。本来
は、その基金で県民の暮らしとか経済を支援すること
ができるはずなんですけれども、それもやっていませ
ん。さらにまた、玉城知事は自らの期末手当を引き上
げる議案と水道料金を値上げする議案を同時に県議会
に提案しています。水道料金の値上げは県民負担増
で、県民の暮らしがより厳しくなっていくことは分
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かっているはずであります。玉城知事にはプラスにな
り、県民にはマイナスになる。このような議案を同時
に県議会に提出する玉城知事の心が理解できないわけ
であります。県知事優先の県政から、県民優先の県政
にすべきであります。この議案は全会一致で否決すべ
きであると考えております。
　以上申し上げ、反対討論といたします。
○赤嶺　昇 議長　以上で通告による討論は終わりま
した。
　これをもって討論を終結いたします。
　休憩いたします。
　　　午前10時28分休憩
　　　午前10時28分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　これより乙第１号議案から乙第４号議案まで及び乙
第６号議案の採決に入ります。
　議題のうち、まず、乙第１号議案、乙第２号議案、
乙第４号議案及び乙第６号議案の４件を一括して採決
いたします。
　お諮りいたします。
　ただいまの議案４件は、原案のとおり決することに
御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、乙第１号議案、乙第２号議案、乙第４号議
案及び乙第６号議案は、原案のとおり可決されまし
た。
　　　――――――――――――――――――
○赤嶺　昇 議長　次に、乙第３号議案を採決いたし
ます。
　本案に対する委員長の報告は、原案可決でありま
す。
　お諮りいたします。
　本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の
諸君の起立を求めます。
　　　〔賛成者起立〕
○赤嶺　昇 議長　起立多数であります。
　よって、乙第３号議案は、原案のとおり可決されま
した。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○赤嶺　昇 議長　日程第２　乙第５号議案及び乙第
７号議案を議題といたします。
　各議案に関し、委員長の報告を求めます。
　呉屋　宏土木環境委員長。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――

　　　〔呉屋　宏　土木環境委員長登壇〕
○呉屋　宏 土木環境委員長　ただいま議題となりま
した乙第５号議案及び乙第７号議案の２件について、
以下、委員会における審査の経過及び結果を御報告申
し上げます。
　委員会におきましては、土木建築部長及び企業局長
の出席を求め、慎重に審査を行ってまいりました。
　審査の過程における執行部の説明及び質疑の概要等
について御報告申し上げます。
　まず、乙第５号議案「沖縄県道路占用料徴収条例の
一部を改正する条例」は、道路法施行令の一部が改正
されたことを踏まえ、道路占有料の額を改める必要が
あるため条例を改正するものである。
　施行期日は、令和６年４月１日とするとの説明があ
りました。
  本案に関し、道路占用料は年間で幾ら徴収している
のか。また、どのような形で県民に還元されているか
との質疑がありました。
　これに対し、令和４年度における道路占用料の徴収
額は決算ベースで２億2565万円である、徴収された
道路占用料は道路特定財源として、道路の除草や植栽
の剪定、道路清掃及び道路パトロールなどの県単道路
維持費に使用しているとの答弁がありました。
　そのほか、占用物件の単価の根拠についての質疑が
ありました。
　次に、乙第７号議案「沖縄県水道料金徴収条例の一
部を改正する条例」は、水道事業の円滑な運営を図る
ため、水道料金の額の適正化を図る等の必要があるた
め、条例を改正するものであるとの説明がありまし
た。
  本案に関し、急激な経営悪化の要因は何か。また、
どのような経営努力をしてきたのかとの質疑がありま
した。
　これに対し、給水収益が伸び悩む一方で、老朽化に
伴う施設整備費及び水道広域化の進展に伴う費用が増
加する状況の中、多くの電力を消費するポンプの台数
が、本県は全国平均の3.8倍もあることから、電気料
金の上昇の影響についても全国と比較してかなりの負
担増になっている。また、物価高騰や原油価格の高騰
なども相まって想定外の形で急激に経営状態が悪化し
た。経営努力については、浄水場における夜間・休日
の運転管理委託による人員の削減や企業債の借入れを
減らすことによる支払い利息の削減、省エネルギーの
推進による動力費の低減などを図っているとの答弁が
ありました。
　次に、県民の命に関わる問題として、県から政策的
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な財政支援を受けることはできないのかとの質疑があ
りました。
　これに対し、地方公営企業法上、知事部局の一般会
計から企業局の会計への繰入れはできないが、国の電
力料金の高騰に関する補助金等を活用し、料金改定の
低減化に反映させているとの答弁がありました。
　次に、ハード交付金が減額されてきているが、要望
額どおり交付されていれば料金改定の上げ幅を大幅に
縮小できたのではないかと思うが見解はどうかとの質
疑がありました。
　これに対し、ハード交付金の減額により、事業の進
捗に遅れが生じていることについては、安定給水に支
障がないよう、施設の計画的な点検・修繕に努めてい
るところであるが、今回の料金値上げの大きな要因に
なっているのは確かであるとの答弁がありました。
　そのほか、ＰＦＯＳ対策費が料金の改定に与えた影
響、水道広域化への影響、新たな収入を得る仕組みの
検討、ＰＦＯＳ対策費を含めた沖縄の特殊事情に関す
る国への要請及び民営化を含めた水道事業の在り方な
どについて質疑がありました。
　採決の結果、乙第５号議案については全会一致を
もって、原案のとおり可決すべきものと決定いたしま
した。
　また、第７号議案については賛成多数をもって、原
案のとおり可決すべきものと決定いたしました。
　以上、委員会における審査の経過及び結果を申し上
げましたが、よろしく御審議のほどをお願い申し上げ
まして報告を終わります。
○赤嶺　昇 議長　これより質疑に入るのであります
が、ただいまのところ通告はありません。
　質疑はありませんか。
　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　質疑なしと認めます。
　これをもって質疑を終結いたします。
　これより討論に入ります。
  乙第７号議案に対する討論の通告がありますので、
順次発言を許します。
　下地康教議員。
　　　〔下地康教　議員登壇〕
○下地　康教 議員　おはようございます。
　沖縄・自民党の下地康教でございます。
　私は、ただいま議題となっております乙第７号議案
「沖縄県水道料金徴収条例の一部を改正する条例」に
反対の立場から討論を行います。
　今回の議案については、そもそもなぜ今この時期に
値上げをしなければならないのか、土木環境委員会に

おける質疑を通してもなお、その根本部分の疑問を払
拭することができません。私たちの時間の流れは、十
年一昔、三十年一世代という考え方があります。10
年を経過すると社会環境や経済の仕組みが変わり、
30年も経過すると時代が変わるという考え方であり
ます。そこで、ほとんどの事業計画は、新しい時代に
対応するため、その改定期間をおおむね10年程度と
し、計画を新たな時代に合わせるために変えてきてお
ります。基本的に、公共料金の改定に関する考え方も
それを踏襲するものであります。公共料金の改定は、
おおむね５年から10年の間隔で料金を変えていくの
が適切だと言われております。企業局の説明では、今
回の料金改定は30年ぶりの改定であり、この間、業
務の効率化や定員縮小など経営努力を積み重ね、これ
まで料金改定をせず経営をすることができた。しか
し、ここに至って施設の老朽化や電気料金の値上げ、
急激な物価高騰など、様々な要因が重なり、やむを得
ず今回の料金値上げに至ったとの説明でありました。
しかし、30年近く料金を値上げしなくとも、黒字経
営を継続できたとの説明でありますけれども、その裏
返しは中長期の更新投資費用を適切に計上しなかった
のではないかという疑問が湧いてくるのであります。
つまり、施設の老朽化対策などを中長期的に見通し、
今回のような27％にも上る急激な料金値上げをする
のではなく、段階的な、少なくとも10年ごとに料金
改定を行い、値上げ幅の緩やかな改定をすべきであっ
たということが言えると思います。そのことにより、
受水事業体である各市町村の住民生活、その負担軽減
を図ることができただろうし、また住民への料金値上
げに対する理解も得られたのではないかというふうに
思います。
　松田局長は、技術職出身だと聞いております。これ
までの企業局は、大半が総務部長経験者のいわゆる天
下りポストとなっております。事ここに至っては、本
当に公営企業会計にたけた経営者としての人事だった
のかというそのような疑問が残るところであります。
また、企業局に設置されている経営評価委員会は、令
和５年８月29日付で意見を提出しております。その
中で料金改定の必要性についての認識は肯定するもの
の、引上げの時期や改定幅については、受水事業体の
経営に与える影響が大きいことなどから見直しを求め
ることが記載をされております。そして、料金改定に
ついては、県企業局のみならず、県としても検討をし
ていただきたいという意見を併せております。受水事
業体への説明を、早急かつ丁寧に行う必要があるとの
意見も付されております。経営評価委員会からの、県
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として検討するようにとの指摘について、玉城知事は
どのような検討をしてきたのでしょうか。残念ながら
今議会における代表質問や一般質問では、このことに
関する知事からの答弁は一切ありません。企業局は、
受水事業体への説明についても、全ての市町村からの
意見を聴取したわけではないとの説明にとどまってお
ります。また、那覇市議会や浦添市議会などから見直
しを求める意見書が送付されており、そのことに対し
てどのような対応を行ったのか、全くもって今回の県
議会への説明はありませんでした。このような状況で
は、経営評価委員会からの意見について、企業局、そ
して県当局は真摯に向き合ったと言えるのでしょう
か。そのことはゆゆしき問題であります。
　そして最後に、離島を含めた水道広域化への取組に
ついても触れなければなりません。これまで離島８村
における施設整備事業が展開をされておりますけれど
も、本島との格差是正、定住条件の整備は、離島苦
（島チャビ）解消に向けた大きな一歩であります。ま
た、水道事業の広域化は、何も本島周辺の離島に限っ
たことではありません。先島地区の離島における水道
行政の技術力向上や財政負担に関する問題は、離島の
財政を圧迫している現状があります。それらのことも
踏まえて、今後、企業局にあっては、水道広域化によ
る様々な問題に取り組み、離島８村での水道供給に支
障を来すことがないよう、しっかりとした経営計画及
び経営体制を整備していただきたいというふうに思っ
ております。
　これ以上、県民に負担を強いることは絶対許されな
いと強い決意を持っております。そのことを指摘し
て、乙第７号議案に断固反対の意見を表明し、私の反
対討論といたします。
○赤嶺　昇 議長　玉城健一郎議員。
　　　〔玉城健一郎　議員登壇〕
○玉城　健一郎 議員　ただいま議題となりました乙
第７号議案「沖縄県水道料金徴収条例の一部を改正す
る条例」に対して、てぃーだ平和ネットを代表いたし
まして、賛成の立場から討論をいたします。
　昨今の物価高により、県民生活が苦しくなっている
中、値上げというものに慎重になるべきというのは言
うまでもありません。県民誰もが使う水道だからこ
そ、水道料金を適切な価格にして、将来にわたって安
定給水を維持しなければなりません。それを保障する
のが今回の値上げであります。物価高騰による値上げ
ラッシュ、それに追いつかない賃金上昇、この影響は
県民生活に大きな影響を与えています。それは企業局
も同様であり、建設工事費は1993年から2020年の間

に1.39倍になっており、また電気料金の単価も同期
間の間に1.49倍となっています。電気料金は今後も
上昇が見込まれています。
　企業局の事業運営の特徴として、本島においては北
部の取水地と中南部の消費地が離れており、管路延長
が全国平均の約2.1倍、ポンプ台数が約3.8倍、調整池
が約3.6倍と多くの施設を保有しています。本島周辺
離島においては、海水淡水化施設による水処理など、
給水原価に占める動力費の原価が高くなる傾向にあり
ます。また、経年劣化した施設の改修の予算の確保が
重要となっています。なお、公益社団法人日本水道協
会が出している水道料金の都道府県別平均料金によ
ると、全国平均10立方メートル当たり1610.5円に対
し、沖縄県は1491.7円となっており、全国平均より
も安くなっています。
　そしてこれまで経営努力を行っており、1993年か
ら約30年にわたって定員管理の適正化及び動力費の
低減など、各種施策を推進し、経費縮減に取り組んで
きました。人件費については84名もの定員削減を図
り7.8億円、支払い利息は企業債の借入抑制、繰上償
還による支払い利息軽減により21.8億円、運転管理
効率化や省エネ対策推進及び小水力発電の導入による
動力費の削減により2.7億円、これらの取組で計32.3
億円の経費削減を行ってきました。もともと、企業
局の収支は、2021年までは黒字で良好でありました
が、ロシアのウクライナ侵攻や世界的な原油需要の高
まりによる原油高によって2020年より厳しくなり、
今年度の2023年は約17億円の赤字を計上すると予測
されています。それに伴い、内部留保資金も減少し、
2024年に必要な企業償還金約37億円が賄えない計算
となっています。公営企業法の規定により、公営企業
は独立採算制の原則があり、料金収入で運営されるこ
ととなっています。したがって、今後も安心・安全な
水道水の供給を維持していくために、料金改定はやむ
を得ないと考えています。
　2022年１回、2023年３回、受水事業者であります
市町村と意見交換をしてきました。時期の延長、改定
幅の圧縮、段階的改定の要望を踏まえ、当初2024年
４月からアップする予定だったものを延長し、改定幅
を引き下げつつ段階的な改定をすることとし、2024
年10月１日から１立方メートル当たり23円、2026年
４月１日から１立方メートル当たり10.46円となりま
した。さらに、2024年10月から2025年３月までの
料金については、重点支援地方交付金を活用して約４
円の減免をすることとし、受水事業者と県民生活への
影響を最小限にとどめることとなっています。
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　最後になりますが、前回の値上げの議事録を確認い
たしました。賛成討論も反対討論も、県民生活に影響
が出ないようにという指摘をしつつ、企業局に対し
て、自助努力による財政安定化を求めてまいりまし
た。この議会からの指摘に従って、県民生活への影響
を最小限にするため、試行錯誤しながら身を切る改革
を行い、他府県は値上げをする中、この30年間値上
げをしなかった。この事実を評価いたします。ただ、
この流れを止めることなく、さらなる経営改革を行
い、安価で安心・安全な水を県民に届けていただきた
いと思います。
　以上、賛成の立場から討論とさせていただきます。
議員諸公の賛同をよろしくお願いいたします。
○赤嶺　昇 議長　座波　一議員。
　　　〔座波　一　議員登壇〕
○座波　　一 議員　乙第７号議案「沖縄県水道料金
徴収条例の一部を改正する条例」に反対の立場で討論
いたします。
　企業局による料金の値上げにつきましては、９月議
会前の説明がありました。この30年間は経営努力に
より料金を値上げすることなく据え置いてきたが、令
和６年前半までは、内部留保を活用して抑えつつも、
総括原価の上昇により急激に経営状況が悪化し、令和
５年度は12億円の純損失見込み、令和６年以降、19
億円から20億円の純損失発生の見込みとして、令和
６年から９年まで総括原価は50億円増加する見通し
としております。それに対し我が会派から、物価高が
続く中、引上げに踏み切ることは県民の理解を得るこ
とはできないという、多くの意見が出たわけでござい
ます。
　企業局は、総括原価の考え方から、当初向こう４年
間で収支が取れる料金設定を提案する予定でありまし
たが、市町村など受水事業体や関係者から、実施時期
の延期、改定幅の圧縮及び段階的改定の要望があり、
それを受けて令和６年４月の実施を10月へ延期し、
改定額の圧縮と激変緩和のための段階的改定で、令和
６年10月に23円、令和８年４月に10円という２回に
分けた提案となりました。具体的に言いますと、毎月
100万円の料金を払っていた飲食店が130％、いわゆ
る130万円となる――30％値上げということになる
ということであります。
　しかしながら、国の経済対策で措置された重点支援
交付金から水道料金低減に対し、僅か２億円しか活用
されていないのであります。市町村等の受水事業者か
らは、国の交付金を活用して改定幅を縮小してほし
い、離島への給水費用は受水事業者の受水費で賄うの

ではなく、離島振興予算として一般財源から賄うべき
だとの意見も出ているようであります。
　また、水道事業の広域化計画の段階で、保健医療部
との連携で財源確保を図るべきでありました。全く計
画性に疑問が出ざるを得ないのであります。さらに、
令和５年度の財調基金や減債基金が過去最高額となる
財政状況であれば、いま一度あらゆる角度から財源の
捻出を考えなければいけないのではないでしょうか。
また、給水管路が長い沖縄特有の地形から来る有収率
の改善も図るべきであり、経営改善の余地はまだまだ
あるのであります。
　15日の土木環境委員会で、値上げの理由として、
2023年度の沖縄関係予算で企業局に対する配分額が
要望額の31％にとどまっているということが、今回
の水道料金の値上げの大きな要因となっているとの見
解を明らかにしました。さらに、企業局長は、国への
要請の在り方を再検討し、減額の影響を理解してもら
うように努めるとまで言及したのであります。
　県民の命の水である水道料金が、国の交付金の増減
で決まっていいのでしょうか。そのような仕組みにし
たのは、なぜなのか。県は、国のせいで値上げに踏み
切ったとでも言いたいのでしょうか。大切な命の水を
安定的に供給するためにも、沖縄県は、死に物狂いで
交付金や国庫補助金を獲得すべきではなかったのか。
県知事は、この事態を認識しているのでしょうか。企
業局が、独立採算を理由に値上げをするのだからこれ
でいいという考えが、どこかにあるのではないか。県
民の命の水を守るため、一体どんな要請行動を行った
のか。このような重要な任務がありながら、辺野古問
題ばかりに固執して県民生活をないがしろにした結果
であります。
　私たちは、県政野党であるが、さきの電気料金の値
上げに対する県民負担の軽減のために、政府や自民党
に対し、追加措置を必死に訴えてきました。また、揮
発油税の軽減措置を打ち切ろうとする動きに対し、沖
縄が全国一律にいかない理由、それを主張して何とか
３年間の延長を勝ち取ったわけでございます。
　コロナ禍に次ぐ物価高にあえぐ県民に対し、理解を
求めるのは困難であります。知事や特別職の自らの給
与を上げ、不十分な財源対策で生じた大幅値上げに、
断固として反対するものであります。
　県政与党は、県知事を守るより、県民生活を第一に
守るべきであります。
　以上の理由から、乙第７号議案に反対し、議員各位
の賛同を求めます。
○赤嶺　昇 議長　島袋恵祐議員。
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　　　〔島袋恵祐　議員登壇〕
○島袋　恵祐 議員　日本共産党沖縄県議会議員団を
代表して、ただいま議題になりました乙第７号議案
「沖縄県水道料金徴収条例の一部を改正する条例」に
ついて、賛成の立場で討論を行います。
　この議案提出の理由は、沖縄県民に対し安心・安全
な水を提供するために、水道事業の円滑な運営、水道
用水の安定給水を継続していくために、企業局水道料
金を改定するものです。
　沖縄県企業局の事業運営の特徴として、沖縄本島は
南北に細長く、北部の水源地と中南部までの距離が遠
く離れていることから、導水管の長さが全国平均より
2.1倍の長さがあり、ポンプ台数は全国平均の3.8倍、
調整池の数は全国平均の3.6倍といった施設を管理し
ています。沖縄県の上水道における家事用の平均水道
料金は、公益社団法人日本水道協会が発表している資
料によると、10立方メートル当たり1491円で、全国
平均の1610円より低い水準になっています。それは
全国の多くの市町村が、独自で水道事業を担っている
のに対して、沖縄県は、県企業局が動力費も含めて水
道事業を担い、市町村へ水を供給することで水道料金
を全国平均よりも低くすることができているからで
す。
　企業局は1993年の料金改定以降、経営の合理化、
経費削減などに取り組み、約30年にわたって料金を
据え置いてきました。しかし、昨年からの物価高騰や
原油、電気代の高騰により、1993年度から建設工事
費が約1.4倍、電気料金単価が約1.5倍になるなど、現
状のままでは施設の管理に支障が起こり、県民への安
心・安全の水を提供することが困難になるとのこと
で、水道料金の改定が必要になったと理解をしていま
す。企業局は、当初３割程度の料金改定を来年４月に
行うと予定をしていましたが、市町村等との意見交換
を行い、要望等も踏まえ、見直しを行っています。当
初の来年４月からの料金改定は、10月に半年先送り
しました。また、改定額の圧縮と２段階での改定とい
う激変緩和措置を行いました。さらには、今議会の補
正予算で、重点支援地方交付金を活用し減免を行って
います。これらにより、来年度の改定時において、当
初案から約７割の圧縮がされています。
　今回の料金改定の原因には、物価高騰や原油、電気
代高騰だけでなく、企業局の経営を苦しめる新たな事
情もあることも指摘をしたいと思います。
　１つは、ＰＦＡＳの問題です。
　2016年１月、沖縄県企業局は、北谷浄水場の水源
である河川等から高濃度のＰＦＯＳ、ＰＦＯＡが検出

されていること、そして、嘉手納基地が汚染源と推測
されることを発表しました。嘉手納基地周辺を流れる
比謝川や嘉手納基地内から流れる比謝川支流の大工廻
川や基地内の嘉手納井戸群のＰＦＯＳ等濃度が高いこ
とから、企業局は対策として、中部水源からの取水停
止と抑制、北谷浄水場の粒状活性炭処理による低減、
活性炭の取替え、海水淡水化施設の稼働、調査等を
行ってきました。その費用は国と企業局で負担をし、
2016年度から今年度まで総額で約31億7000万、そ
のうち企業局負担が約13億8000万になっています。
今後も年間最大で約10億円かかり、活性炭の取替え
には、修繕引当金を充てると説明はありましたが、そ
れを差し引いても約５億1000万円のＰＦＡＳ対策費
がかかるとされ、料金改定額の11％に相当するとの
試算が出ています。米軍は、企業局や県の立入調査の
申請をいまだ認めておらず、汚染源の特定や水源水質
の改善もできていません。米軍基地からの流出の蓋然
性が高いのは明らかであり、米軍基地を提供している
国がＰＦＡＳ対策費を全額負担すべきです。このよう
にＰＦＡＳ対策費が料金改定の大きな要因となってい
ます。
　２つ目は、沖縄振興予算のハード交付金の減額の問
題です。
　土木環境委員会では、ハード交付金の企業局の要
望額と配分額の推移について質疑が行われ、2021年
度は169億8100万円の要望額に対し、配分額は83
億4900万円で配分率は49.2％、2022年度は172億
1300万円の要望額に対し、配分額は64億2400万円
で配分率は37.3％、そして今年度は132億900万円の
要望額に対し、42億1200万円で配分率として31.9％
となり、何十億円もの乖離があることが分かり、国に
よるハード交付金の減額が、水道料金の大きな引上げ
の要因になっているとの説明もありました。ハード交
付金の減額が、水道料金改定の要因になっていること
は明らかではないでしょうか。こうしたハード交付金
の影響は、例えば、北谷浄水場の更新は2020年度完
了予定が2029年度完了と９年の遅れ、石川上間送水
管は2022年度完了予定から2030年度完了と８年の遅
れ、新垣増圧ポンプ場が2021年度着手から2027年度
完了と６年間遅れるなど大きな影響が出ております。
　このように、今回の料金改定には、長引く物価高騰
だけでなく、米軍由来のＰＦＡＳ対策やハード交付金
の大幅な減額など、本来、国が責任を持って対応しな
ければならない要因が大きく影響を及ぼしています。
　企業局においては、今後もＰＦＡＳ対策費用を国が
責任を持って全額負担することを求めること、そして
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ハード交付金の要望額をしっかりと確保することで、
県民に対し安心・安全の水を提供する企業局の責務を
果たしていただきたい。そのことを強く要望するもの
です。
　よって、乙第７号議案「沖縄県水道料金徴収条例の
一部を改正する条例」について賛成し討論とします。
　議員各位の御賛同を賜りますようよろしくお願いい
たします。
○赤嶺　昇 議長　上原　章議員。
　　　〔上原　章　議員登壇〕
○上原　　章 議員　皆さん、こんにちは。
　公明党会派を代表して討論を行いたいと思います。
　乙第７号議案「沖縄県水道料金徴収条例の一部を改
正する条例」に反対の立場で討論を行います。
　今回の改正について、県企業局は当初、明年、令和
６年４月に水道料金を３割程度値上げすると提示しま
した。一度に30％もの大幅な値上げを半年後に実施
するということは、あまりにも乱暴であり、長引いた
コロナ禍、物価高騰など、今の厳しい県民生活、社会
状況を理解し、認識しているとは到底思えないと考え
ます。
　県は、那覇市をはじめ受水事業体等の関係者から、
時期の延期、改定幅の圧縮及び段階的改定等の要望を
受け、実施時期を令和６年４月から令和６年10月に
半年間延期するとし、また改定額も令和６年10月、
１回目を２割程度、１年半後の令和８年４月にさらに
１割程度上乗せし、結果的に約３割の値上げを今回の
議会に提案をしております。この３割の水道料金の値
上げは、月5000円の御家庭が月6500円、1500円の
値上げとなり、年間にすると６万円が７万8000円、
１万8000円の値上げとなります。今回の値上げの理
由は、近年の物価高騰、施設の老朽化、小規模離島等
の水道広域化など、県民生活に安定した水の提供を考
えたときに一定程度の理解は示さざるを得ない部分も
ありますが、今回提示された実施時期及び30％の値
上げは、受水事業体の市町村、水道使用者である県
民、県内事業者などへ与える影響は非常に大きいと考
えます。
　那覇市は、今回の値上げについて、各政党・会派が
全会一致でこの値上げ幅の圧縮、また時期について反
対の意見書を提出されております。またコロナ禍や物
価高騰で多くの県民が苦しむ中、国をはじめ県を含む
全市町村が県民の暮らしを守るため、ガソリンの補
助、電気料金、ガス料金の軽減、非課税世帯や所得の
少ない世帯への給付金、また所得税や住民税を納めて
いただいている世帯に定額減税など様々な支援策に取

り組んでおります。
　また今回の12月議会、あらゆる市町村で国から地
方交付金として重点支援の取組を推奨してもらいたい
ということで予算が下りている中で、今各市町村がプ
レミアム商品券の発行とか、子育て世帯への給付、
様々な取組をしている状況でございます。今日の地元
紙で北谷町の例が出ておりました。北谷町は、今回の
この重点支援の交付金を使って、来年４月から12月
まで全ての世帯の水道基本料金を全額免除する予算を
組んだということでございます。このような形で必死
に各市町村、県民また地域の皆さんをどう守っていく
か頑張っているこの中で、物価高騰が続く中、少ない
年金だけで日々の生活を必死に暮らしている高齢者の
御世帯、御家庭、所得の低い子育て世帯等、行政は今
全力で支えなければならないと思います。特に、暮ら
しを支える公共事業、電気、水道、ガス等は、県民生
活、県経済を支える重要な事業であり、今の厳しい社
会状況で水道料金を３割も値上げすることは、県民生
活に寄り添うものではなく、知事の誰一人取り残さな
いとの県民との約束と大きくたがえるものと考えま
す。
　よって、乙第７号議案「沖縄県水道料金徴収条例の
一部を改正する条例」には反対をいたします。
　各議員の御賛同をよろしくお願い申し上げ、反対討
論を終わります。
　ありがとうございました。
○赤嶺　昇 議長　大城憲幸議員。
　　　〔大城憲幸　議員登壇〕
○大城　憲幸 議員　維新・無所属の会の大城です。
　乙第７号議案について、反対の立場で討論を行いま
す。
　反対の討論が続きますけれども、我が会派もやはり
大きな議案でありますので、しっかりと反対する理由
を述べながら討論を行うべきという結果になりました
ので、お付き合いください。
　先ほど来、賛成、反対、様々な意見がございまし
た。我々は３点申し上げて、反対の理由、そして賛同
を求めたいと思いますのでお願いします。
　１点目は、これまでの経過として30年間の沖縄県
企業局の努力です。それについては、先ほど来あるよ
うに、やっぱり人員の削減、あるいは４割程度の人件
費の削減を含めて、経費の削減については、私の中で
は評価を、認めるところであります。そして、この環
境が非常に大きく激変をしたというところは、やはり
安定供給のために、これはどうにかしないといけな
いっていうことで、職員の皆さんが必死に頑張ってい
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る姿も見てまいりました。そして今回の値上げについ
て、30年ぶりということで、市町村との意見交換、
あるいは議員各位への丁寧な説明、それに企業局の職
員が日々頑張っているのも見てまいりました。そうい
うような努力は、我々は認める、そして評価もすると
ころであります。それが１点目。
　ただ、そういう中で、あまりにも県民生活への影響
が大きい。この県民生活がどうなっているのかってい
うのは、我々会派で様々な意見交換をしてきました。
もうずっと言われてきたことですけれども、県民所得
が全国で一番低い。ひとり親世帯が多く、困窮世帯が
多い。結果として、子供の貧困率が全国の２倍であ
る。そういうような状況の中で、もうこの物価の高
騰っていうのは先が見えないわけです。そして、電気
料金の値上げについても、今は百数十億円の税金で何
とか抑えてはいますけれども、あくまでも激変緩和策
ですから、やはりそれは、もう来年の５月には間違い
なく上がっていく。それはもう、もともと全国で一番
高い電気料金が、さらに値上げすることになるわけで
す。
　それからこの夏場に、島豆腐の議論がありました。
衛生管理の基準が変わって、アチコーコー島豆腐を何
とか守ろうという議論はこの場でもあったはずです。
その島豆腐の個人事業者などは、もう電気料金の高
騰、あるいは大豆等の原料の高騰、大変だけれども、
一番きついのは水ですよと。今、３割も水が値上げさ
れたらもう死活問題ですよっていう切実な話も聞きま
した。やっぱりそういうような中で、本当に、様々な
努力によって、時期をずらす、あるいは段階をやるっ
ていう話はありますけれども、そうは言っても約２年
後には、３割近く値上げされるわけですよ。厳しい生
活をされている皆さんからは、議員の皆さん、生活イ
ンフラっていうのは、ガス、電気、水道と言われます
よねと。一番我々厳しいときには、ガスが最初に止ま
りますと。それでもお金が払えなくなったら電気が次
に止まりますと。最後に残るのは水です。もうどうし
ようもないときには水が止まります。でも、何で水が
最後なのかっていうと、やはり水というのが命に直結
するからなんです。その水道料金を３割値上げする。
１番に言った企業局の努力は認めますけれども、146
万県民全てに影響するこの値上げに対して、我々は絶
対に上げるなという議論ではないんです。
　じゃそれについて、どれだけ決意をして、どれだけ
改革したのかっていう視点が３番目です。本当に我々
は全ての点をチェックをして、全ての件を議論をして
努力をしたのか。

　私、一般質問でも申し上げましたけれども、現在の
企業局の局長は、調べてみると27代目だそうです。
これまでの27代、全てが県を退職したＯＢ、県の幹
部が県の企業局に行っている。天下りですね。これ
は、公営企業だから、天下りに当たらないというよう
な人もいますけれども、我が会派の議論では、やはり
それが天下りだろうという話です。県の行政職のトッ
プである部長、それを退職をして、さらにその給与よ
りも高い給与をもらいながら企業局長をする。そして
２年間勤めたら、518万4000円の退職金をもらう。
沖縄の中小企業、あるいは零細企業と言われる多くの
皆さんは、何十年仕事を頑張っても退職金が出ない企
業のほうが多いんじゃないんでしょうか。そういう中
で、今、これだけ県民に負担を強いるというような状
況の中で、職員の皆さんは頑張っているんでしょうけ
れども、この企業局のトップがこういうような待遇で
ずっと続いている。27代も続いている。これは、国
を批判するのはいいですけれども、やはり我々ができ
ることがあるはずなんです。これは、企業局の問題
だけではなくて、27代も続いた慣例ですから。これ
は、知事が決断すれば変えられること。今議会でも一
般質問の中で、私の質問に対して知事は、やめるとは
明確には答えてくれませんでした。やはり知事や議会
が変われば、我々はこの議案は止めるべきだと思って
いるんですよ。
　我々議員も、毎月75万ももらいます。知事も100
万近く、96万6000円だったかな、毎月給与をもらい
ます。そして、さらに先ほど議論があったように、こ
ういう状況下でもボーナスをさらに上げるという。そ
れで本当にこれまでにない決意と改革をしたというふ
うな判断は、我々にはできないということです。
　最後に、皆さんに賛同をお願いをして終わるように
しますけれども、この議案については、先ほど言った
146万9000人、沖縄県民全部に影響する議案です。
そして、特に弱い立場の子供たち。あるいは年金だけ
で生活しているお年寄り。そういう皆さんへの影響は
とにかく大きくなる。そういうような議案です。
　知事を支えると日々言っている議員の皆さんに改め
てお伺いしますけれども、やっぱり知事を支えるのは
いいですけれども、我々何のために政治をしているの
か。支えるべきは、やはり厳しい状況下で必死に生き
る県民ではないんでしょうか。未来を担う子供たち
が、親の経済的事情で日々大変な中で頑張っている。
そういうような子供たちに大きな影響を及ぼすような
議案ですので、やはり我々は、今一人一人の議員が何
をすべきか。一人でもこれはちょっと立ち止まって考

‒ 388 ‒



えてくれれば、一度止まる議案です。そして、とにか
く上げるなではなくて、やはり我々は知事を中心に、
我々議員も含めて、県民に全てに影響する議案ですか
ら、もっと慎重に議論をしようっていう呼びかけです
ので、ぜひとも議員各位の賛同をお願いして、乙第７
号議案に対する反対の立場での討論に代えさせていた
だきます。
　よろしくお願いいたします。
○赤嶺　昇 議長　照屋守之議員。
　　　〔照屋守之　議員登壇〕
○照屋　守之 議員　値上げに反対の立場から、討論
を行います。
　今の県民の立場、先ほども申し上げましたけれど
も、それで物価が上がって家計が厳しくなっている。
それで所得も上がらなくて生活が苦しくなっている。
そういう中で水道料金が30％上がる。もう理解でき
ない。これ共通してますよ。何名か話を聞きましたけ
れども、あなたたち、こんなことやっていいのと。あ
なたたちはいいんじゃないのと。我々はどうなるの
と。これ政治不信につながっていきますよ。やっぱ
り30％、20％、この率が大きいんですよね。今まで
5000円払っていた水道料金が1500円上がるという、
そういうことですから、本当にこれ切実な声ですよ。
一方で、水を提供する市町村はどうかという話です
ね。今回の値上げについて県から十分な説明や内容の
議論がなされていない。住民や事業者への受水費の値
上げの説明ができない。26受水事業体でしたか、市
町村はそうなんですよ、今。それで住民説明会やパブ
リックコメントも必要になる。そしてまた、県は一般
会計からの支援策も含めて対応すべきでしょうと、
やっぱりそれ考えるんですよね、どう考えても。料金
改定が令和７年４月以降にしてくれと、そういう、こ
れがやっぱり市町村の声ですよ。だから、やっぱり市
町村は、県が上がると身近な住民にそういう負担をお
願いするわけですから、当然市町村もそういう状況で
すよね。
　だから私は、玉城知事はなぜ今の企業局の立場だけ
でこの値上げの議案を提出したのかというのが理解で
きないんですよ。企業局がこういう状況だから上げた
いっていうのは分かる。議案を提案するのは玉城知事
ですよね。当然知事は、じゃどうなっているのかって
いうのをいろいろやるべきなんじゃないですか。それ
で、そうすることによって、じゃ県民の料金はどうな
のか、市町村はどうなんですかとかっていうことを聞
いて、その負担増とかも含めて知事はやっぱり判断し
ながら、何ともならないかということをやるわけです

よね。だから、それをやっていなくて企業局の言い分
だけで、あるいはまた県の一般会計として、じゃこの
部分は支援するよ、値上げは今やめておこうとかって
いうふうなこともなしに、議案が提出されたというこ
とであれば、もう県民の立場からすると、我々議会も
そうですけど非常に憤りを感じるわけですよね。本来
は、先ほどからありますように、玉城知事は企業局に
対してさらに経営努力を促すべき立場じゃないです
か。そう思いますね。
　そしてもう既に御案内がありますけれども、県の企
業局長人事、２か年間で500万余りの退職金。これま
で30年間そういう形で水道料金を上げなかった、負
担を強いてなかったっていう面ではいいかもしれませ
んけれども、内実は２か年間で500万余り。ここから
ここに異動するだけ。だからそういうことも含めての
経営改善が求められているわけでしょう。だからそれ
ができなければ民営化したほうがいいんじゃないです
か。一般会計からもバックアップしない、そういう形
で人事も行われて、500万余り２か年間でもらってい
く。これ県民納得しませんよ。だからそういうことで
あれば、値上げをしないという努力をしているから理
解をしてくれだったら、それは分かりますけれども、
そういう形で自分たちはやっておきながら30％の値
上げをするという、その理屈は通らないんじゃないで
すかね。だから、市町村も納得しませんよ。末端の市
町村の水道行政が住民と接しているわけですから、彼
らが苦情を受付するわけでしょう。ですから、そうい
う形でまさに経営の努力をもっともっとしっかりやる
べき。それがなされない、知事もそれを応援していな
い、この実態が明らかになっているわけですから。そ
こはしっかりやるべきだと思います。
　ＰＦＯＳの件が出ておりますけれども、米軍由来の
ＰＦＯＳの関係でこういうふうな維持費に影響が出
て、この予算に組んで国に要求する。これ委員会でも
問題提起がありましたけれども、国はそのＰＦＯＳの
由来で県の企業局の水に影響を与えているっていうの
は、これ具体的な根拠もなく、理解していませんよ。
数字だけここに載せて、具体的な根拠も国に示さない
で米軍由来のＰＦＯＳの影響があるという、そういう
論法ないんじゃないですか。具体的に国もそういうこ
とでデータを見て、ああそういうことか、じゃ我々も
ＰＦＯＳ対策を支援するよという形で納得できていれ
ばいいんですけれども、ないんですよ、それが。そう
いうふうなものをなしに予算には組んで、じゃ国に要
求して、もらえなければこの国からの予定の予算はど
うなるんですか。こういうものも含めてＰＦＯＳって
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県庁の地下倉庫にあったんでしょう。だからそういう
自らのものをしっかり管理しながら、対応して具体的
な根拠の下に示していかないと、こういう対策費その
もの自体もＰＦＯＳの影響があるとかっていうふうな
ことになってくると、これ大きな問題出てきますよ。
何を考えてこのＰＦＯＳをそういうふうにやるのか、
非常に不思議ですね。一体全体そういうＰＦＯＳの米
軍由来の関係で、企業局の水にどれだけ影響を与えて
いるんですか。具体的な数字があるんですか。県民に
安心・安全な水を企業局は提供しているんでしょう。
何の問題もないですよ、今。そういうことも含めてこ
の予算に絡めて経営に数字を上げる、そのこと自体が
おかしいですよ。私はそう思います。ですから、そう
いうことも含めて今この経営維持をしていくという、
この根拠、数字を積み上げたその根拠も含めて、非常
に内容からするとどうかなっていう思いがあるわけで
すよ。ただ、いずれにしても県民がこれだけ生活が厳
しくなっている、そういう時期にその県民の命のもと
である水、それを提供する、そこを30％も上げる、
市町村の理解も得ていないという、こういう状況は
やっぱり回避しましょうよ。もう少ししっかり改善を
しながら対応していく。そのことが今求められている
と考えております。
　ぜひ、全会一致で反対をして、新たな対応策を一緒
に考えていきましょう。
　ありがとうございます。
○赤嶺　昇 議長　以上で通告による討論は終わりま
した。
　これをもって討論を終結いたします。
　休憩いたします。
　　　午前11時28分休憩
　　　午前11時28分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　これより乙第５号議案及び乙第７号議案の採決に入
ります。
　議題のうち、まず、乙第５号議案を採決いたしま
す。
　お諮りいたします。
　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ
んか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、乙第５号議案は、原案のとおり可決されま
した。
　　　――――――――――――――――――
○赤嶺　昇 議長　次に、乙第７号議案を採決いたし

ます。
　本案に対する委員長の報告は、原案可決でありま
す。
　お諮りいたします。
　本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の
諸君の起立を求めます。
　　　〔賛成者起立〕
○赤嶺　昇 議長　起立多数であります。
　よって、乙第７号議案は、原案のとおり可決されま
した。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○赤嶺　昇 議長　日程第３　乙第19号議案及び乙第
20号議案を議題といたします。
　各議案に関し、委員長の報告を求めます。
　又吉清義総務企画委員長。
　　　――――――――――――――――――

〔委員会審査報告書（議決事件） 巻末に掲
載〕

　　　――――――――――――――――――
　　　〔又吉清義　総務企画委員長登壇〕
○又吉清義 総務企画委員長　ただいま議題となりま
した乙第19号議案及び乙第20号議案の２件につい
て、以下、委員会における審査の経過及び結果を御報
告申し上げます。
　委員会におきましては、総務部長の出席を求め、慎
重に審査を行ってまいりました。
　審査の過程における執行部の説明及び質疑の概要等
について申し上げます。
　乙第19号議案「当せん金付証票の発売について」
は、公共事業、市町村振興事業等の財源に充てるた
め、令和６年度において本県が発売する宝くじの発売
限度額を160億円とすることについて、当せん金付証
票法第４条第１項の規定により議会の議決を求めるも
のである。
  本案に関し、県に入ってくる収入については、どの
ような事業に幾ら充当されているのかとの質疑があり
ました。
　これに対し、県に配分される収益金については、公
共事業に約35億円、地域の新産業の創出、雇用機会
の増大に約７億円、衛星通信網の活用に約４億円充当
されているとの答弁がありました。
　そのほか、市町村振興協会における積立基金の現在
高などについて質疑がありました。
　次に、乙第20号議案「沖縄県教育委員会委員の任
命について」は、教育委員会委員１人が令和５年12
月31日に任期が満了するので、その後任を任命する
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ため、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４
条第２項の規定により、議会の同意を求めるものであ
るとの説明がありました。
　採決の結果、乙第19号議案については、全会一致
をもって可決すべきものと決定いたしました。
　また、乙第20号議案については、全会一致をもっ
て同意すべきものと決定いたしました。
　以上、委員会における審査の経過及び結果を申し上
げましたが、よろしく御審議のほどをお願い申し上げ
まして報告を終わります。
○赤嶺　昇 議長　これより質疑に入るのであります
が、ただいまのところ通告はありません。
　質疑はありませんか。
　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　質疑なしと認めます。
　これをもって質疑を終結いたします。
　休憩いたします。
　　　午前11時32分休憩
　　　午前11時32分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　これより乙第19号議案及び乙第20号議案の採決に
入ります。
　議題のうち、まず、乙第19号議案を採決いたしま
す。
　お諮りいたします。
　本案は、委員長の報告のとおり決することに御異議
ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、乙第19号議案は、委員長の報告のとおり
可決されました。
　　　――――――――――――――――――
○赤嶺　昇 議長　次に、乙第20号議案を採決いたし
ます。
　お諮りいたします。
　本案は、委員長の報告のとおり同意することに御異
議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、乙第20号議案は、委員長の報告のとおり
同意することに決定いたしました。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○赤嶺　昇 議長　日程第４　乙第18号議案を議題と
いたします。
　本案に関し、委員長の報告を求めます。
　大浜一郎経済労働委員長。

　　　――――――――――――――――――
　　　〔委員会審査報告書（議決）　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
　　　〔大浜一郎　経済労働委員長登壇〕
○大浜一郎 経済労働委員長　ただいま議題となりま
した乙第18号議案について、以下、委員会における
審査の経過及び結果を御報告申し上げます。
　委員会におきましては、農林水産部長の出席を求
め、慎重に審査を行ってまいりました。
　審査の過程における執行部の説明及び質疑の概要等
について申し上げます。
　乙第18号議案「地域水産物供給基盤整備事業の執
行に伴う負担金の徴収について」は、当該事業により
利益を受ける関係村に対し費用の一部を負担させるた
め、地方財政法第27条第２項の規定に基づき、議会
の議決を求めるものであるとの説明がありました。
  本案に関し、当該事業の内容及び伊是名村の費用負
担額について質疑がありました。
　これに対し、当該事業は島の東側にある仲田港の
フェリー欠航率が高いことから、西側の伊是名漁港に
おいて県の代行事業としてフェリーバース関係施設及
び漁港施設を整備し、費用の一部を村が負担するもの
である。
　今年度の事業費は4000万円となっており、そのう
ち県の負担額が3400万円で、村の負担額が600万円
である。なお、村負担額の90％が国の補助となって
いることから、実質的な村の負担額は60万円である
との答弁がありました。
　そのほか、伊是名漁港全体の総事業費などについて
質疑がありました。
　採決の結果、乙第18号議案については、全会一致
をもって、可決すべきものと決定いたしました。
　以上、委員会における審査の経過及び結果を申し上
げましたが、よろしく御審議のほどをお願い申し上げ
まして報告を終わります。
○赤嶺　昇 議長　これより質疑に入るのであります
が、ただいまのところ通告はありません。
　質疑はありませんか。
　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　質疑なしと認めます。
　これをもって質疑を終結いたします。
　これより乙第18号議案を採決いたします。
　お諮りいたします。
　本案は、委員長の報告のとおり決することに御異議
ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
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○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、乙第18号議案は、委員長の報告のとおり
可決されました。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○赤嶺　昇 議長　日程第５　乙第12号議案、乙第16
号議案及び乙第17号議案を議題といたします。
　各議案に関し、委員長の報告を求めます。
　末松文信文教厚生委員長。
　　　――――――――――――――――――

〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲
載〕

　　　――――――――――――――――――
　　　〔末松文信　文教厚生委員長登壇〕
○末松文信 文教厚生委員長　ただいま議題となりま
した乙第12号議案、乙第16号議案及び乙第17号議案
の３件について、以下、委員会における審査の経過及
び結果を御報告申し上げます。
　委員会におきましては、教育長の出席を求め、慎重
に審査を行ってまいりました。
　審査の過程における執行部の説明及び質疑の概要等
について申し上げます。
　乙第12号議案「部活動中の事故に関する和解等に
ついて」は、部活動中の事故について和解をし、及び
損害賠償の額を定めるためには、地方自治法第96条
第１項の規定に基づき議会の議決を求めるものである
との説明がありました。
  本案に関し、同様な事故の再発防止の取組として、
今後どのような対策を取っていくのかとの質疑があり
ました。
　これに対し、本件はバッティングケージではなく、
防球ネットに向かって打撃練習を行ったため事故が発
生したことから、ケージ以外での練習を禁止するとと
もに、部員に対し、危険回避能力の向上が図られるよ
う指導を徹底しているとの答弁がありました。
　そのほか、部員の賠償責任に対する補償制度につい
て質疑がありました。
　次に、乙第16号議案「指定管理者の指定につい
て」は、沖縄県立石川青少年の家の指定管理者の指定
について、地方自治法第244条の２第６項の規定に基
づき議会の議決を求めるものである。
　主な内容は、指定管理者となる団体は、公益社団法
人うるま市シルバー人材センターで、指定管理の期間
は令和６年４月１日から令和11年３月31日までであ
るとの説明がありました。
　本案に関し、同施設の利用状況及び利用者数が比較
的多くなっている理由について質疑がありました。

　これに対し、石川青少年の家の令和４年度における
延べ利用者数は３万9757人となっており、県立の青
少年の家６施設の平均である２万1931人と比べ多く
の方に利用されている。その理由としては、石川岳の
登山者の利用や小学生の宿泊学習としての利用が多い
ことによるものであるとの答弁がありました。
　次に、乙第17号議案「指定管理者の指定につい
て」は、沖縄県立玉城青少年の家の指定管理者の指定
について、地方自治法第244条の２第６項の規定に基
づき議会の議決を求めるものである。
　主な内容は、指定管理者となる団体は、沖縄じんぶ
んの杜共同企業体で、指定管理の期間は令和６年４月
１日から令和11年３月31日までであるとの説明があ
りました。
　本案に関し、物価の高騰や人件費の上昇に伴い、指
定管理料も増額しているのか、また、今後さらに物価
等が高騰した場合、補正等を行うのかとの質疑があり
ました。
　これに対し、物価や電気料金の高騰等については運
営経費の実績として指定管理料に反映されている。今
後のさらなる物価高騰等により、施設の管理運営に著
しい支障が生じる場合には、指定管理者と協議するな
ど、状況に応じて柔軟に対応したいとの答弁がありま
した。
　そのほか、同施設の利用状況及び指定管理者の選定
に当たっての総合的な評価について質疑がありまし
た。
　採決の結果、乙第12号議案、乙第16号議案及び乙
第17号議案の３件については、全会一致をもって可
決すべきものと決定いたしました。
　以上、委員会における審査の経過及び結果を申し上
げましたが、よろしく御審議のほどをお願い申し上げ
まして報告を終わります。
○赤嶺　昇 議長　これより質疑に入るのであります
が、ただいまのところ通告はありません。
　質疑はありませんか。
　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　質疑なしと認めます。
　これをもって質疑を終結いたします。
　これより乙第12号議案、乙第16号議案及び乙第17
号議案の３件を一括して採決いたします。
　お諮りいたします。
　ただいまの議案３件は、委員長の報告のとおり決す
ることに御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
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　よって、乙第12号議案、乙第16号議案及び乙第17
号議案は、委員長の報告のとおり可決されました。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○赤嶺　昇 議長　日程第６　乙第８号議案から乙第
11号議案まで及び乙第13号議案から乙第15号議案ま
でを議題といたします。
　各議案に関し、委員長の報告を求めます。
　呉屋　宏土木環境委員長。
　　　――――――――――――――――――

〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲
載〕

　　　――――――――――――――――――
　　　〔呉屋　宏　土木環境委員長登壇〕
○呉屋　宏 土木環境委員長　ただいま議題となり
ました乙第８号議案から乙第11号議案まで及び乙第
13号議案から乙第15号議案までの７件について、以
下、委員会における審査の経過及び結果を御報告申し
上げます。
　委員会におきましては、土木建築部長及び企業局長
の出席を求め、慎重に審査を行ってまいりました。
　審査の過程における執行部の説明及び質疑の概要等
について申し上げます。
　乙第８号議案及び乙第９号議案の「工事請負契約に
ついての議決内容の一部変更について」の２件は、い
ずれも、宜野湾警察署新庁舎改築工事の設計の一部変
更に伴い契約金額を変更するため、議会の議決を求め
るものである。
　主な内容は、乙第８号議案に係る同工事建築１工区
の契約金額を374万円増額し、８億2846万5000円に
変更する。乙第９号議案に係る同工事建築２工区の契
約金額を4927万8675円増額し、９億2014万8675円
に変更するものであるとの説明がありました。
  乙第８号議案に関し、総事業費のうち、建築工事に
係る予算額は約23億円である。これに対し、契約金
額は約17億円となっており、約６億円もの差額があ
るが、予算はどのように見積もったのか。また、実施
に当たって何が削減されたのかとの質疑がありまし
た。
　これに対し、各部共通の積算基準である、面積に積
算単価を乗じる算出方法に基づいて、一つ一つの項目
を積み上げて合算したものを工事費としている、基本
構想の中から削減されたものはなく、必要な設備など
は全て加味されているとの答弁がありました。
　次に、工事で発生した土砂について、なぜ20キロ
メートルも離れた場所に仮置きをする必要があるの
か、近隣の民有地も含めて検討したのかとの質疑があ

りました。
　これに対し、民有地を含めた検討は行っていない
が、土砂の仮置場については、土地の広さや敷地の状
態、運搬経路及び管理のしやすさなどを勘案して旧糸
満警察署跡地を選定したとの答弁がありました。
　そのほか、のり面工事に係る安全対策、ＺＥＢ化や
バリアフリーへの対応状況及び今後の警察署の改築計
画などについて質疑がありました。
  また、乙第９号議案に関し、警察署の改築のタイミ
ングと合わせて、地域に複数ある警察署を一つにまと
めていくことは考えていないかとの質疑がありまし
た。
　これに対し、犯罪情勢や社会情勢の変化、交通環境
などを総合的に勘案して、警察施設の配置を検討して
いくこととしているが、施設の集約による施設総数の
最適化も含めて検討していきたいとの答弁がありまし
た。
　次に、乙第10号議案「車両損傷事故等に関する和
解等について」及び乙第11号議案「車両損傷事故に
関する和解等について」の２件はいずれも、道路管理
瑕疵に係る事故等について和解をし、及び損害賠償の
額を定めるため、地方自治法第96条第１項の規定に
基づき議会の議決を求めるものであるとの説明があり
ました。
  乙第10号議案に関し、道路管理瑕疵の原因を特定し
て１件ごとに議会に提案し、今後の行政に生かすべき
と考えるが、県の見解はどうかとの質疑がありまし
た。
　これに対し、本件は議会の議決を経ていないという
点について瑕疵があるという認識である。今回、過去
の案件をまとめて提案することとなり、混乱を招き、
大変申し訳なく思っている。今後は、地方自治法の趣
旨に沿って適切に議会に提案し、議決を経て和解して
まいりたいとの答弁がありました。
　次に、道路管理瑕疵の原因の多数を占める街路樹の
倒木等やグレーチングの跳ね上がりに関しては、どの
ような対策をしているのかとの質疑がありました。
　これに対し、県内においては、約１万本以上の街路
樹があり、日々の道路パトロールを実施して危険防止
を図るとともに、台風前には確認できる範囲で伐採を
行っている。グレーチングについてもパトロールのほ
か、一般の方からの通報を受けて確認し、被害が発生
しないよう早急に対応しているとの答弁がありまし
た。
　次に、手続に瑕疵があると分かりながら議会に提案
すること自体がおかしいのではないかとの質疑があり
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ました。
　これに対し、議会の議決を経ずに行われた地方自治
法第96条第１項の行為は手続的に瑕疵があるところ
であるが、事後に議決されたときにはその瑕疵は治癒
され有効となるとの判例を参考に上程したところであ
るとの答弁がありました。
　そのほか、保険で損害賠償が行われる際の賠償額の
算定方法、他の自治体における同様な事例の有無、今
後の再発防止に向けた取組、議案に対する丁寧な説明
の必要性、定期監査において当該事案を把握した経緯
及び監査機能強化の必要性などについて質疑がありま
した。
  また、乙第11号議案に関し、どのような道路の管理
瑕疵があったのかとの質疑がありました。
　これに対し、本事案については、街路樹の剪定が十
分になされていなかったこと。また、街路樹と街灯が
近接していることを十分に把握せずに放置していたこ
とが管理の瑕疵に当たるとの答弁がありました。
　次に、乙第13号議案「損害賠償の額の決定につい
て」は、導水施設の事故に関する損害賠償の額を定め
るため、地方自治法第96条第１項並びに地方公営企
業法第40条第２項及び沖縄県公営企業の設置等に関
する条例第８条の規定により議会の議決を求めるもの
であるとの説明がありました。
　次に、乙第14号議案「指定管理者の指定につい
て」は、与那原マリーナの指定管理者の指定につい
て、地方自治法第244条の２第６項の規定に基づき議
会の議決を求めるものである。主な内容は、指定管理
者となる団体は、株式会社シーエンジニアリング沖縄
で、指定管理の期間は令和６年４月１日から令和11
年３月31日までであるとの説明がありました。
　本案に関し、指定管理に係る再委託について、県は
どのような指導を行っているかとの質疑がありまし
た。
　これに対し、主要な業務である使用料の徴収や入出
港に関係する業務などは再委託できないが、警備業務
や清掃業務などは再委託ができるようになっている。
これら業務が適正に行われているかの確認は、毎年行
うモニタリングの委員会において評価するとともに、
担当課においても月報や年度報告書でチェックしてい
るとの答弁がありました。
　次に、県が定めた公の施設の指定管理者制度に関す
る運用方針に照らし、広く周知を行うべきではないか
との質疑がありました。
　これに対し、当該運用方針では、新聞広告等を活用
し、広く周知に努める旨、規定されており、今回は経

費削減も踏まえ、県のホームページで公募を行ったも
のであり、十分な周知及び一定の競争性の確保が図ら
れたと考えている。公募の在り方については、今後部
内で検討したいとの答弁がありました。
　そのほか、使用料収入及び自主事業収入の実績、利
用料金制の施設との違い及び指定管理者制度に関する
運用方針への認識などについて質疑がありました。
　次に、乙第15号議案「指定管理者の指定につい
て」は、西原・与那原マリンパークの指定管理者の指
定について、地方自治法第244条の２第６項の規定に
基づき議会の議決を求めるものである。
　主な内容は、指定管理者となる団体は、株式会社ク
リード沖縄で、指定管理の期間は令和６年４月１日か
ら令和11年３月31日までであるとの説明がありまし
た。
　本案に関し、指定管理料の支払いはないのか、ま
た、指定管理に係る収入と管理費用の実績、事業損益
はどうなっているかとの質疑がありました。
　これに対し、本施設については、利用料金制を取っ
ているため、指定管理料の支払いはない。利用料金収
入については令和４年度実績で約1900万円であり、
それに対する管理経費の支出金額は約6400万円と
なっている。指定管理業務で発生するマイナスは、自
主事業による収入で補われ、収支としてはプラスに
なっているとの答弁がありました。
　そのほか、選定基準の詳細項目ごとの評価点数の公
表などについて質疑がありました。
　採決の結果、乙第８号議案、乙第９号議案、乙第
11号議案及び乙第13号議案から乙第15号議案までの
６件については、全会一致をもって可決すべきものと
決定いたしました。
　また、乙第10号議案については、賛成多数をもっ
て可決すべきものと決定いたしました。
　なお、乙第10号議案については、沖縄・自民党所
属委員から附帯決議案が提出され、採決の結果、賛成
多数をもって可決されました。
　以上、委員会における審査の経過及び結果を申し上
げましたが、よろしく御審議のほどをお願い申し上げ
まして報告を終わります。
○赤嶺　昇 議長　これより質疑に入るのであります
が、ただいまのところ通告はありません。
　質疑はありませんか。
　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　質疑なしと認めます。
　これをもって質疑を終結いたします。
　休憩いたします。
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　　　午前11時55分休憩
　　　午前11時55分再開
○赤嶺　昇 議長　再開いたします。
　これより乙第８号議案から乙第11号議案まで及び
乙第13号議案から乙第15号議案までの採決に入りま
す。
　議題のうち、まず、乙第８号議案、乙第９号議案、
乙第11号議案及び乙第13号議案から乙第15号議案ま
での６件を一括して採決いたします。
　お諮りいたします。
　ただいまの議案６件は、委員長の報告のとおり決す
ることに御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、乙第８号議案、乙第９号議案、乙第11号
議案及び乙第13号議案から乙第15号議案までは、委
員長の報告のとおり可決されました。
　　　――――――――――――――――――
○赤嶺　昇 議長　次に、乙第10号議案を採決いたし
ます。
　本案に対する委員長の報告は、可決であります。
　お諮りいたします。
　本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の
諸君の起立を求めます。
　　　〔賛成者起立〕
○赤嶺　昇 議長　起立多数であります。
　よって、乙第10号議案は、委員長の報告のとおり
可決されました。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○赤嶺　昇 議長　日程第７　甲第１号議案を議題と
いたします。
　本案に関し、委員長の報告を求めます。
　又吉清義総務企画委員長。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔委員会審査報告書（予算）　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
　　　〔又吉清義　総務企画委員長登壇〕
○又吉清義 総務企画委員長　ただいま議題となりま
した甲第１号議案について、以下、委員会における審
査の経過及び結果を御報告申し上げます。
　委員会におきましては、総務部長の出席を求め、慎
重に審査を行ってまいりました。
　審査の過程における執行部の説明及び質疑の概要等
について申し上げます。
　甲第１号議案「令和５年度沖縄県一般会計補正予算
（第５号）」は、当初予算成立後の事情変更により緊

急に対応を要する経費等について、補正予算を編成す
るものである。
　補正予算案の総額は、歳入歳出それぞれ78億9937
万7000円で、補正後の改予算額は、9041億6144万
1000円である。
　歳入の内訳は、国庫支出金、財産収入、繰入金、諸
収入及び県債である。
　歳出の内訳は、交通事業者等の燃料費高騰分を支援
するための経費、子牛生産農家に対し、肉用子牛価格
下落分の一部を補助し、子牛生産体制維持の支援に要
する経費、災害救助法等に基づき市町村が行う応急救
助の実施等に要する経費、令和５年９月の台風11号
接近に伴い生じた道路のり面の変状拡大に対する工事
等を実施するために要する経費、分蜜糖製造事業者の
経営安定に要する経費、県内中小企業者の資金繰りを
支援する県制度融資枠の確保に必要な預託に要する経
費、庁舎の光熱水費の不足分及び本庁舎ＰＦＯＳ漏出
への対応に要する経費、人事委員会勧告に伴う給与条
例の改正案により、不足が見込まれる職員の給与等に
要する経費、国庫債務負担行為を設定すべきであった
事業において、当該手続を行っていなかったため、充
当できない可能性のある国庫補助金について県債及び
一般財源への振替を行う経費などである。
　繰越明許費補正は、予算成立後の事由により年度内
に完了が見込めない事業について適正な工期を確保す
るため、通信施設改修事業などを追加し、変更するも
のである。
　債務負担行為補正は、公共施設マネジメント推進事
業をはじめとする公共工事等については主に適正工期
を確保するため、青少年の家の２件については次期指
定管理のための債務負担行為の追加となっている。警
察施設費について、名護警察署新庁舎建設に当たり、
事業内容を見直し、運転免許センター北部支所との集
約を図ることとしたことに伴い、債務負担行為の限度
額を増額変更するものであるとの説明がありました。
  本案に関し、沖縄国際物流ハブ活用推進事業におけ
る海外への販路拡大に向けた取組について現状はどう
なっているかとの質疑がありました。
　これに対し、同事業に係る補助金申請件数は、令和
４年度の42件から今年度は上半期で69件となってお
り、大幅に増加している。申請件数が増加した理由
は、県内企業がコロナ禍の影響を受けて滞っていた商
流の再構築に向け、現地での営業活動を強化したこと
や商品改良に取り組んだことなどが挙げられる。これ
らの取組の結果、シンガポールや香港ではマグロ、モ
ズク、黒糖、シークヮーサー及び泡盛など、県産品の
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取扱量が増えている。
　県としては、各市場のニーズに対応した商品開発や
海外見本市への出展、県産ブランドの確立と活用によ
る商品の定番化支援等を行い、県産品のさらなる販路
拡大に向けて取り組んでいくとの答弁がありました。
　次に、台風６号による住家の被害状況はどうなって
いるか、また、市町村における公平・公正な被害認定
調査を行うため、県はどのように対応しているかとの
質疑がありました。
　これに対し、台風６号による住家の被害について
は、全壊が６件、半壊以上が29件、準半壊が40件発
生し、災害救助法が適用された34市町村において罹
災証明書が発行されている。
　県としては、被害認定調査を実施する市町村の実務
担当者を対象とする研修会を開催し、調査の手法や統
一した様式の記載方法等について説明を行ったところ
であり、今後も引き続き市町村における被害認定調査
が円滑に実施されるよう支援を行っていくとの答弁が
ありました。
　そのほか、名護警察署新庁舎建設事業の減額理由、
災害時における名護警察署と名桜大学との協定に関す
る考え方、含蜜糖振興対策事業費の減額理由及びコロ
ナ禍における県単融資事業の融資実績などについて質
疑がありました。
　採決の結果、甲第１号議案については全会一致を
もって、原案のとおり可決すべきものと決定いたしま
した。
　以上、委員会における審査の経過及び結果を申し上
げましたが、よろしく御審議のほどをお願い申し上げ
まして報告を終わります。
○赤嶺　昇 議長　これより質疑に入るのであります
が、ただいまのところ通告はありません。
　質疑はありませんか。
　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　質疑なしと認めます。
　これをもって質疑を終結いたします。
　これより甲第１号議案を採決いたします。
　お諮りいたします。
　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ
んか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、甲第１号議案は、原案のとおり可決されま
した。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○赤嶺　昇 議長　日程第８　甲第２号議案及び甲第

３号議案を議題といたします。
　各議案に関し、委員長の報告を求めます。
　呉屋　宏土木環境委員長。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔委員会審査報告書（予算）　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
　　　〔呉屋　宏　土木環境委員長登壇〕
○呉屋　宏 土木環境委員長　ただいま議題となりま
した甲第２号議案及び甲第３号議案の２件について、
以下、委員会における審査の経過及び結果を御報告申
し上げます。
　委員会におきましては、土木建築部長の出席を求
め、慎重に審査を行ってまいりました。
　審査の過程における執行部の説明及び質疑の概要等
について申し上げます。
　まず、甲第２号議案「令和５年度沖縄県中城湾港マ
リン・タウン特別会計補正予算（第１号）」の債務負
担行為補正は、与那原マリーナの次期指定管理期間の
指定管理料を計上するものであるとの説明がありまし
た。
  本案に関し、与那原マリーナに米軍の艦船が入港し
たという報道があったが、港湾管理者と指定管理者と
の間で艦船の入港に対する対応についてどのように整
理されているか。また、判断基準を決めておくべきで
はないかとの質疑がありました。
　これに対し、今後は県の方針にのっとって、緊急時
以外は民間港湾の使用は自粛すべきという方針を指定
管理者に伝えるとともに、そのような事象を確認した
場合は速やかに県に連絡するよう確認した。判断基準
を定義することは困難であるが、具体的なケースを幾
つか挙げて、指定管理者と十分に打合せを行い対応し
ていきたいとの答弁がありました。
　次に、甲第３号議案「令和５年度沖縄県流域下水道
事業会計補正予算（第１号）」は、宜野湾浄化セン
ターの既存施設の老朽化や流入汚水量の増加に対応す
るため沖合の埋立地に施設を改築、増設する必要があ
ることから、中部流域下水道建設費における債務負担
行為の限度額変更を求めるものであるとの説明があり
ました。
  本案に関し、どの程度の工事を想定しているのか、
発注の前倒しをするということかとの質疑がありまし
た。
　これに対し、令和６年度に予定していた宜野湾浄化
センター最終沈殿池築造工事について、前倒しで発注
することで適正工期の確保や施工期間の標準化を図る
ため、契約予定額の９億9900万円を債務負担行為と
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して計上しているものであるとの答弁がありました。
　次に、当該工事について、昨今の物価上昇を踏まえ
た単価となっているかとの質疑がありました。
　これに対し、工事費の積算に当たっては最新の単価
を採用している。契約後に請負業者から資材等の高騰
によるスライド条項の適用の申出があった場合は、そ
れを県のほうで確認して契約を変更することとなると
の答弁がありました。
　そのほか、流入汚水量の増加要因などについて質疑
がありました。
　採決の結果、甲第２号議案及び甲第３号議案の２件
については全会一致をもって、原案のとおり可決すべ
きものと決定いたしました。
　以上、委員会における審査の経過及び結果を申し上
げましたが、よろしく御審議のほどをお願い申し上げ
まして報告を終わります。
○赤嶺　昇 議長　これより質疑に入るのであります
が、ただいまのところ通告はありません。
　質疑はありませんか。
　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　質疑なしと認めます。
　これをもって質疑を終結いたします。
　これより甲第２号議案及び甲第３号議案の２件を一
括して採決いたします。
　お諮りいたします。
　ただいまの議案２件は、原案のとおり決することに
御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、甲第２号議案及び甲第３号議案は、原案の
とおり可決されました。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○赤嶺　昇 議長　この際、日程第９　議員提出議案
第３号　生涯を通じた国民皆歯科健診の実現を求める
意見書及び日程第10　議員提出議案第４号　硬膜外
自家血注入療法に対する適正な診療上の評価等を求め
る意見書を一括議題といたします。
　提出者から提案理由の説明を求めます。
　末松文信議員。
　　　〔末松文信　議員登壇〕
○末松　文信 議員　ただいま議題となりました議員
提出議案第３号及び第４号の２件につきまして、文教
厚生委員会の委員等により協議した結果、議員提出議
案として提出することに意見の一致を見ましたので、
提出者を代表して提案理由を御説明申し上げます。
　提案理由は、議員提出議案第３号につきましては、

生涯を通じた国民皆歯科健診の実現を求めることにつ
いて、関係要路に要請するためであり、議員提出議案
第４号につきましては、硬膜外自家血注入療法に対す
る適正な診療上の評価等を求めることについて、関係
要路に要請するためであります。
　まず、議員提出議案第３号を朗読いたします。

〔生涯を通じた国民皆歯科健診の実現を求める
意見書朗読〕

　次に、議員提出議案第４号を朗読いたします。
〔硬膜外自家血注入療法に対する適正な診療上
の評価等を求める意見書朗読〕

　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審
議の上、よろしく御賛同を賜りますようお願い申し上
げます。
○赤嶺　昇 議長　これより質疑に入るのであります
が、ただいまのところ通告はありません。
　質疑はありませんか。
　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　質疑なしと認めます。
　これをもって質疑を終結いたします。
　この際、お諮りいたします。
　ただいま議題となっております議員提出議案第３号
及び第４号については、会議規則第37条第３項の規
定により委員会の付託を省略いたしたいと思います。
　これに御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、両案については、委員会の付託を省略する
ことに決定いたしました。
　　　――――――――――――――――――
○赤嶺　昇 議長　これより議員提出議案第３号「生
涯を通じた国民皆歯科健診の実現を求める意見書」及
び議員提出議案第４号「硬膜外自家血注入療法に対す
る適正な診療上の評価等を求める意見書」の２件を一
括して採決いたします。
　お諮りいたします。
　ただいまの議案２件は、原案のとおり決することに
御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
  よって、議員提出議案第３号及び議員提出議案第４
号は、原案のとおり可決されました。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○赤嶺　昇 議長　日程第11　議員提出議案第５号　
パレスチナ自治区ガザ地区における即時の人道的停戦
を求める決議を議題といたします。
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　提出者から提案理由の説明を求めます。
　當間盛夫議員。
　　　〔當間盛夫　議員登壇〕
○當間　盛夫 議員　ただいま議題となりました議員
提出議案第５号につきまして、提出者を代表して提案
理由を御説明申し上げます。
　提案理由は、パレスチナ自治区ガザ地区における即
時の人道的停戦が実現するよう国際社会に訴えるため
であります。
　次に、議員提出議案第５号を朗読いたします。

〔パレスチナ自治区ガザ地区における即時の人
道的停戦を求める決議朗読〕

　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審
議の上、よろしく御賛同を賜りますようお願い申し上
げます。
○赤嶺　昇 議長　これより質疑に入るのであります
が、ただいまのところ通告はありません。
　質疑はありませんか。
　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　質疑なしと認めます。
　これをもって質疑を終結いたします。
　この際、お諮りいたします。
　ただいま議題となっております議員提出議案第５号
については、会議規則第37条第３項の規定により委
員会の付託を省略いたしたいと思います。
　これに御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、本案については、委員会の付託を省略する
ことに決定いたしました。
　　　――――――――――――――――――
○赤嶺　昇 議長　これより議員提出議案第５号「パ
レスチナ自治区ガザ地区における即時の人道的停戦を
求める決議」を採決いたします。
　お諮りいたします。
　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ
んか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
  よって、議員提出議案第５号は、原案のとおり可決
されました。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○赤嶺　昇 議長　日程第12　陳情３件を議題といた
します。
　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。
　又吉清義総務企画委員長。

　　　――――――――――――――――――
　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
　　　〔又吉清義　総務企画委員長登壇〕
○又吉清義 総務企画委員長　ただいま議題となりま
した陳情３件につきましては、慎重に審査いたしまし
た結果、お手元に配付してあります審査報告書のとお
り処理すべきものと決定いたしました。
　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告
を終わります。
○赤嶺　昇 議長　これより質疑に入るのであります
が、ただいまのところ通告はありません。
　質疑はありませんか。
　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　質疑なしと認めます。
　これをもって質疑を終結いたします。
　これよりただいま議題となっております陳情３件を
一括して採決いたします。
　お諮りいたします。
　各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異
議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、ただいまの陳情３件は、委員長の報告のと
おり決定いたしました。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○赤嶺　昇 議長　日程第13　陳情７件を議題といた
します。
　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。
　大浜一郎経済労働委員長。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
　　　〔大浜一郎　経済労働委員長登壇〕
○大浜一郎 経済労働委員長　ただいま議題となりま
した陳情７件につきましては、慎重に審査いたしまし
た結果、審査報告書のとおり処理すべきものと決定を
いたしました。
　よろしく御審議のほどをお願い申し上げて、報告を
終わります。
○赤嶺　昇 議長　これより質疑に入るのであります
が、ただいまのところ通告はありません。
　質疑はありませんか。
　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　質疑なしと認めます。
　これをもって質疑を終結いたします。
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　これよりただいま議題となっております陳情７件を
一括して採決いたします。
　お諮りいたします。
　各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異
議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、ただいまの陳情７件は、委員長の報告のと
おり決定いたしました。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○赤嶺　昇 議長　日程第14　請願２件及び陳情２件
を議題といたします。
　各請願及び各陳情に関し、委員長の報告を求めま
す。
　末松文信文教厚生委員長。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔請願及び陳情審査報告書　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
　　　〔末松文信　文教厚生委員長登壇〕
○末松文信 文教厚生委員長　ただいま議題となりま
した請願２件及び陳情２件につきましては、慎重に審
査いたしました結果、審査報告書のとおり処理すべき
ものと決定いたしました。
　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして、報
告を終わります。
○赤嶺　昇 議長　これより質疑に入るのであります
が、ただいまのところ通告はありません。
　質疑はありませんか。
　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　質疑なしと認めます。
　これをもって質疑を終結いたします。
　これより ただいま議題となっております請願２件
及び陳情２件を一括して採決いたします。
　お諮りいたします。
　各請願及び各陳情は、委員長の報告のとおり決する
ことに御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、ただいまの請願２件及び陳情２件は、委員
長の報告のとおり決定いたしました。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○赤嶺　昇 議長　日程第15　閉会中の継続審査の件
を議題といたします。
　　　――――――――――――――――――

〔閉会中継続審査及び調査申出書　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――

○赤嶺　昇 議長　各常任委員長、議会運営委員長及
び各特別委員長から、会議規則第82条の規定により
お手元に配付いたしました申出書のとおり閉会中の継
続審査の申出があります。
　お諮りいたします。
　各委員長から申出のとおり閉会中の継続審査に付す
ることに御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○赤嶺　昇 議長　御異議なしと認めます。
　よって、各委員長から申出のとおり閉会中の継続審
査に付することに決定いたしました。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○赤嶺　昇 議長　以上をもって本日の日程は全部終
了いたしました。
　本日をもって今期定例会も閉会となり、本年の議会
活動は全て終わることになります。
　この１年を顧みますと、コロナ禍により落ち込んで
いた本県観光産業も入域観光客数の増加に伴い回復の
兆しを見せ、ＦＩＢＡワールドカップの沖縄開催など
明るいニュースがあった１年でもありました。
　一方、我が国周辺においては、中国による台湾周辺
での軍事演習や尖閣諸島周辺海域における公船の領海
内への侵入、北朝鮮の度重なるミサイル発射など地政
学リスクが高まる中、軍事的、政治的な緊張状態が続
いております。国内においては、新型コロナウイルス
感染症の法律上の分類が５類に移行し、従来の生活ス
タイルが戻りつつある中、不安定な国際情勢等に起因
する原油高や円安による電気・ガス・食料品等の物価
高騰が県経済や県民生活に深刻な影響を及ぼしており
ます。
　このような中、本県議会は、県民の生命と暮らしを
守るため、様々な取組を行ってまいりました。
　まず、電気料金値下げ等経済対策を目的とした補正
予算を今期定例会まで第６次にわたり可決、成立さ
せてまいりました。令和５年度一般会計当初予算額
約8614億円は、改予算額約9042億円に上っておりま
す。
　今年３月には、いまだ回復途上にある観光産業の再
興に向けた新型コロナウイルス感染症の影響を受けて
いる観光産業の再興に関する条例の期限延長や、ス
ポーツアイランド沖縄を目指す第88回国民スポーツ
大会及び第33回全国障害者スポーツ大会の招致に関
する決議を可決するなど、経済の再興や地域活性化に
向け取り組みました。
　また、沖縄県議会議員海外派遣として、８月に沖縄
県人移民115周年の節目を迎えたブラジル及びアルゼ
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ンチンを、11月にはカナダ及びアメリカをそれぞれ
訪問し、海外沖縄県人会との交流や意見交換等を実施
いたしました。
　８月に発生したハワイ・マウイ島山火事に対して、
これまでのハワイと沖縄の歴史的経緯を踏まえ、沖縄
県議会として見舞金をお渡ししました。
　去る９月定例会においては、２つの特別会計の赤字
決算を解消するための違法な執行を前提とした補正予
算の議案が提出されましたが、当該議案を審議するこ
とは、執行部の行為を追認するとの誤解を招きかね
ず、行政の監視を行うべき議会に求められる役割とは
全く相入れないものであることから、議会として審議
しないことを全会一致で可決し、沖縄県議会として初
めて議案を返付いたしました。
　同定例会開会日においては、県庁地下駐車場におけ
るＰＦＯＳ等流出問題について、事実を６月に確認し
たにもかかわらず、３か月間も県民や議会に報告せ
ず、さらに９月定例会冒頭で知事が発言する機会にお
いても事実の公表がなされなかった件を問題視し、長
時間にわたり議会が空転をいたしました。さらに、同
定例会閉会日においては、保健医療部所管の事業にお
ける不適切な会計処理により国庫補助金の請求等に影
響が生じる可能性があることについて、議会に対する
知事の説明を求め、議会を中断する状況が生じまし
た。
　二元代表制の下、知事等の事務執行を監視すべき
議会においては、その役割を果たすため、今後より
一層、議員各位が県政の施策の執行状況についての
チェック、情報収集、調査研究及び提言等に努めるこ
とを望みます。
　次に、本年11月に発生した米軍横田基地所属のＣ
Ｖ22オスプレイが墜落した事故については、鹿児島
県屋久島沖における米軍機ＣＶ22オスプレイ墜落事

故に関する意見書及び同抗議決議を可決するなど、本
県議会が議決しました意見書、決議について内閣総理
大臣をはじめ関係要路に対する要請活動を積極的に展
開してまいりました。
　新たな取組として、今年９月から、ＬＧＢＴ増進法
の施行をきっかけに、本県議会において男女の区別な
く議員及び説明員に対し呼称を統一することといたし
ました。
　また、本日、パレスチナ自治区ガザ地区における即
時の人道的停戦を求める決議を県議会として全会一致
で可決したことは大変意義深いことであります。イス
ラエルの武力衝突やロシアによるウクライナ侵攻など
が一刻も早く終結し、世界平和が訪れることを願いま
す。
　普天間飛行場をはじめとする米軍基地に起因する諸
問題や県経済の振興並びに子供の貧困対策などの県政
の重要課題に対する活動については、なお年を越すこ
ととなりましたが、沖縄県にとって実り多いものにす
るため、これからも議員各位の英知を結集し、諸課題
の解決に向け邁進し、二元代表制の一翼を担う県民を
代表する議事機関として、県民の負託に応えてまいり
たいと思います。
　終わりに、今定例会の議会活動を閉じるに当たり、
円滑な議事運営に関し議長への御協力を賜りましたこ
とを心から感謝申し上げますとともに、新年において
も議員各位が健康に留意され、県勢発展のため、なお
一層活躍されんことを願うものであります。
　なお、本年及び今期定例会における議会活動状況
は、後ほど文書をもって報告いたします。
　以上をもって本日の会議を閉じます。
　これをもって令和５年第４回沖縄県議会（定例会）
を閉会いたします。
　　　午後０時34分閉会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。
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